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本書における主な用語の意義等は次のとおりである。

　

１｢決算額｣とは、とくにことわりのない限り、普通会計にかかる地方財政純計にお

　

ける額である。

　

２｢地方財政純計額｣、｢純計決算額｣または｢純計｣とは、都道府県決算額と市町村決

　

算額の単純合計額から地方公共団体相互間における重複額を控除した額である。し

　

たがって、都道府県決算額と市町村決算額の合計額は地方財政純計額に一致しない

　

ことがある。

　

３｢普通会計｣とは、地方公共団体における公営事業会計以外の会計をい‰

　

４｢地方公営事業会計｣とは、地方公共団体の経営する公営企業、国民健康保険事

　

業、収益事業、公益質屋事業、農業共済事業、交通災害共済事業および公立大学附

　

属病院事業にかかる会計の総称である。

　

５｢市町村決算額｣とは、大都市、都市、町村、特別区および一部事務組合における

　

決算額の単純合計額から、一部事務組合と一部事務組合を組織する市町村との同の

　

相互重複額を控除したものである。

　

６｢大都市｣とは、大阪市、名古屋市、京都市、横浜市、神戸市および北九州市をい

　

う。

　

７｢都市｣とは、大都市以外の市をいい、｢中都市｣とは、都市のうち昭和47年３月

　

31日現在の行政区域における昭和45年国勢調査人口10万以上の市をいい、｢小都

　

市｣とは、人口10万未満の市をいう。

　

８｢一部事務組合｣とは、とくにことわりのない限り普通会計にかかるものである。

　

９｢財政力指数｣とは、普通交付税の算定に用いた基準財政収入額を基準財政需要額

　

で除して得た数値で、昭和44年度、45年度、46年度にかかる数値の単純平均値で

　

ある。

10｢一般財源｣とは、地方税、地方譲与税および地方交付税の合計額をいう(昭和41

　

年度にあっては臨時地方特例交付金、42年度にあっては臨時地方財政交付金が含

　

まれる｡)。

　　

なお、市町村においては、これらのほか、都道府県から市町村が交付を受ける軽

　

油引取税交付金(大都市のみ)、娯楽施設利用税交付金、自動車取得税交付金をさら

　

に加えた額をいうが、これらの交付金は、地方財政の純計額においては、都道府県

　

と市町村との間の重複額として控除される。

11｢一般財源等｣とは、前記10に掲げる一般財源のほかに、その使途が制約されて

　

いない一般財源以外の収入を合算したものをいう。

12

　

各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものである。したがっ

　

て、その内訳は合計と一致しない場合がある。

　　

なお、各項目の詳細な計数は｢資料編｣に集録してある。

５－



(大蔵省印刷局劾)



は

　

じ

　

め

　

に

　

昭和40年代前半までのわが国経済の高度成長は、所得水準の向上、消費

生活の多様化等国民生活の向上をもたらしたが、同時に成長の過程において

環境破壊、過密過疎、交通難等の諸問題が生じてきた。その結果最近におい

ては成長と福祉の乖離を如何にして是正するかということが問題とされ、従

来の成長優先から福祉優先へ財政経済政策の基調を転換すべきことが強く要

請されている。また、社会経済の進展に伴って国民の行政に対する要望も広

範かつ多様化してきている。このような情勢のもとにおいて、社会資本の整

備と福祉施策の充実を図るとともに国土の均衡ある発展を推進し、高福祉社

会の実現を図ることが国、地方を通じての現下の最大の政策課題であり、こ

の課題を達成するうえで、地域社会における総合的行政主体である地方公共

団体の果たすべき役割は一段と重要になってきている。

　

最近の地方財政は、昭和41年度後半以来の経済の高度成長を背景とする

一般財源の増加に支えられ、ほぼ順調に推移してきた。しかしながら、昭和

45年８月以降景気の後退期にあったわが国経済は、昭和46年度においては

いったん景気回復のきざしをみせたものの米国の新経済政策とこれに続く国

際通貨情勢の動揺に直面し、景気は著しく停滞することとなった。

　

これに

伴って、昭和46年度の地方財政は、当初の見通しに対して、地方税、地方

交付税の著しい落ち込みを生じ、多額の財源不足をきたすという異例な事態

に直面することとなった。このため、年度中途において特別な財政措置が講

じられ、地方公共団体の自主的な努力とあいまってようやくこの難局を切り

ぬけることができたのであるが、地方財政をとりまく環境の悪化により、財

政構造上従来と異なったいくつかの様相を呈することとなった。

　

以下、昭和46年度決算を中心として地方財政の状況を述べるとともに地

方公共団体が住民の要請に応えて上記のような課題を達成するための地方財

政のあり方を展望する。

１



第１

　

昭和46年度の地方財政

１

　

昭和46年度の地方財政をとりまく環境

　

昭和46年度の地方財政は、45年後半以来の景気後退のなかで、国際通貨

不安が加わり、景気が再び低迷の傾向を強めたため、地方税および地方交付

税の著しい落ち込みを生じ、このような事態の急変に対処して特別の財政措

置が講じられることとなったのであるが、以下順を追ってまず年度当初にお

ける経済見通しと国の財政運営方針、地方財政計画の概要を述べ、ついで年

度中における経済情勢の推移とこれに対処してとられた国の財政および地方

財政の補正措置について述べることとする。

（１）年度当初における経済見通しと国の財政運営方針

　

｢昭和46年度の経済見通しと経済運営の基本的態度｣(46年１月閣議決定)

によれば、昭和46年度のわが国経済は、45年後半からの景気鎮静化のあと

をうけて、ゆるやかな成長過程をたどるものと見込まれたが、消費者物価の

騰勢は引き続き根強いものがあり、また、海外においても世界貿易の伸びの

鈍化、国際インフレのなりゆき等注目すべき要因は少なくないとされてい

た。

　

このような情勢を背景に昭和46年度の経済運営にあたっては、景気の動

向に注視しつつ、財政金融政策をはじめとする経済政策の適切かつ機動的な

運用によりわが国経済を安定成長路線に定着させることを基本として、あわ

せて物価の安定、公害対策の充実強化と社会開発の推進、低生産性部門の近

代化と構造改善等のための諸施策を重点的に講ずることとし、これにより、

昭和46年度の国民総生産の規模はおおむね84兆3,200億円に達し、その成

長率は実質10.1％(名目15.1 %)程度になるものと見込まれた。

　

昭和46年度の国の予算編成にあたっては、このような経済見通しと経済

運営の基本的態度にのっとり、わが国経済の持続的成長と物価の安定を確保
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しつつ国民生活の充実向上を図っていくためには社会経済の進展に応じた適

切な資源配分を図り、景気の動向に弾力的に対処する財政金融政策の運用が

必要であるとされた。

　

以上のような方針をもとに編成された昭和46年度当初予算の概要は、次

のようなものであった。

　

第１に、一般会計予算の規模は９兆4,143億円で、前年度予算(７兆9,497

億円)と比べて１兆4,646億円、18.4%の増加となっており、前年度補正後予

算と比べると１兆2,012億円、14.6%の増加となっている。

　

また、財政投融資計画の規模は４兆2,804億円で、前年度当初計画(３兆

5,799億円)と比べて7,005億円、19.6%の増加となっている。

　

第２に、公債発行額は、4,300億円と前年度当初額と同額とされた。

　

この

結果、一般会計の公債依存度は、前年度当初予算の5.4％から4.5%に低下

した。

　

第３に、歳出面では、物価の安定、公害対策の推進、各種社会資本の整

備、社会保障の充実等国民生活の福祉向上を図るための諸施策を着実に推進

することとされた。

　

第４に、歳入面では、国民の租税負担を軽減するため、所得税1,666億円

の減税を行なう一方社会資本の充実を図るため、自動車についての新税とし

て自動車重量税が創設され、昭和46年度においては402億円(地方譲与税分

101億円を含む。)が見込まれた。

（2）地方財政計画

　

昭和46年度の地方財政計画は、経済情勢の推移および地方財政の状況に

かんがみ、国と同一の基調により、行政経費の効率化と重点化に徹し、適切

な行財政運営を行なうことをその基本とし、地方財源の確保に配慮しつつ住

民負担の軽減合理化を推進するとともに、長期的、計画的に地方の行政水準

の一層の向上を図り、あわせて地方公営企業の健全化を促進することを目途

として策定されたが、その概要は次のようなものであった。

　

第１に、計画の規模は、９兆7,172億円で、昭和45年度(８兆1,233億円)
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と比べて１兆5,939億円増加し、伸び率は19.6%であうだ。

　

第２に、歳入面では、個人の住民税などを中心に804億円の減税が行なわ

れ、住民負担の軽減合理化が図られた。

　

また、市町村の道路目的財源を拡充するため、自動車重量譲与税が創設さ

れることとなり、初年度分101億円の歳入が見込まれた。

　

第３に、歳出面では、地域社会の著しい変貌に対処し、それぞれの地域の

特性に応じて住みよい環境づくりをすすめるため、吋)人口急増地域につい

て、校地取得を要する義務教育施設整備に対する国庫補助制度の創設のほ

か、整備が急務とされている各種公共施設にかかる財政措置の強化、(ロ)過疎

地域について、過疎および辺地対策事業債の増額等による生活関連施設等の

整備、へき地医療の確保、集落整備等総合的な過疎対策の推進、㈲公害防止

対策事業に対する財政措置の強化、監視測定体制の整備等公害防止対策の積

極的な推進、岡社会福祉対策および教育振興対策の推進、広域市町村圏の振

興等について、必要な措置が講じられた。

　

第４に、各種の長期計画の改定に即応しつつ、長期的見地から社会資本の

計画的な整備を推進することとし、住民の日常生活に直結する地方道、下水

道、清掃施設、住宅等の整備、公共用地先行取得対策の推進等に必要な財政

措置が講じられた。

　

第５に、地方公営企業の経営の基盤を強化してその健全化を図るため、公

営企業金融公庫の貸付資金の増額および貸付条件の改善、公営企業会計に対

する一般会計負担の合理化をさらに進める等の措置が講じられた。

　

第６に、財政運営の効率化を推進するとともに財政秩序を確立ナるため、

定員管理の合理化、既定経費の節減、国庫補助負担事業にかかる地方団体の

超過負担および住民の税外負担の解消等の措置が講じられた。

　

なおヽ昭和46年度当初の地方債計画の規模は、１兆860億円であり、前

年度の当初計画額(9,082億円)に対し、1,778億円、19.6％の伸びとなってお

りヽ公害対策の推進、大都市およびその周辺の市町村における過密および人

口急増対策の推進ヽ過疎対策、広域市町村圏整備等の地域整備事業の推進な

どを重点として策定された。
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（３）引き続く景気停滞と国および地方の財政措置

　

ア

　

経済情勢の推移

　

わが国経済は、昭和45年８月以降景気後退期を迎えたが、この間景気の

早期回復を図るため45年10月から46年７月にかけて４次におよぶ公定歩

合の引下げをはじめ、公共事業の施行促進、財政投融資の追加等一連の景気

浮揚策が講じられ、46年春から夏にかけて景気は微弱ながら底入れから回復

のきざしを見せはじめた。しかし、同年８月に発表された米国の新経済政策

とそれに続く国際通貨不安はわが国経済に多大な衝撃を与えた。すなわち、

国際通貨情勢の動揺のなかでわが国も変動相場制へ移行したが、これは企業

心理に大きな動揺を与え。株価は暴落し、実体経済面においても輸出は増勢

から低滞に変り、生産・出荷は低下し、景気は再び停滞色を強めた。

　

このような新しい経済情勢に対処するため補正予算を中心とする一段と積

極的な景気振興策が講じられるとともに、さらに財政投融資の追加、公定歩

合の引下げが行なわれた。他方、国際通貨問題の早期解決に努力が払らわ

れ、12月には多国間通貨調整が実現し、円の切上げ措置が行なわれ、国際

通貨問題をめぐる不安定要因は一応の解消をみることとなった。こうして、

引き続く景気停滞のなかにあったわが国経済も、昭和47年にはいってよう

やく景気回復の様相が出はじめてきた。

　

以上のような事情を背景に、昭和46年度の経済成長率は、当初の経済見

通しにおいて実費10.1％(名目15.1 %)程度となるものと見込れていたのに

対し、これをかなり下回る実質5.7％(名目10.7 %)にとどまった。

　

イ

　

国の財政の補正措置

　

このような経済情勢の推移のなかで、国の財政においては、米国の新経済

政策発表後の経済情勢に対処し、景気浮揚を図るため、公共事業を中心とす

る公共投資の追加、中小企業対策の拡充強化、所得税の年内減税(初年度

1,650億円、平年度2,530億円)等を行なうほか、人事院勧告に基づく国家公

務員の給与改定を実施するため、昭和46年10月2,447億円の補正予算が編
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成された。歳入面においては、所得税減税の年内実施、経済活動の停滞等に

よる減収見込等を考慮して、租税および印紙収入4,757億円および雑収入696

億円がそれぞれ減額されるとともに国債が7,900億円増額された。なお、所

得税減税の実施および国税３税の減収により、地方交付税が落ち込みを生ず

ることとなったが、これについては後述するよ引こ所要の補てん措置が講じ

られた。また、財政投融資計画については、46年６月以来、景気浮揚策を

中心として７次にわたり7,890億円の追加が行なわれた。

　

ウ

　

地方財政の補正措置

　

地方財政においては、以上のような情勢のもとにあって、年度前半の昭和

46年６月および７月の２回にわたって地方債計画の改定が行なわれ、それ

ぞれ940億円、750億円の増額措置が講じられた。

　

さらに８月以後の経済情

勢の急変により、地方税、地方交付税等の一般財源が当初見込に対して落ち

込みを生ずる一方、公共投資の追加および地方公務員の給与改定に伴う財政

需要が増加し、これに対する財源措置が必要となった。このため、国の補正

予算編成と併行して次のような一連の地方財政補正措置が講じられた。

　　

（ア）地方税減収に対する財源措置

　

地方税とくに法人関係税の伸び悩みが著しく、このため、地方税および地

方譲与税の減収見込額は1,334億円と見込まれた。

　

この減収見込に対処する

ため、このうち、334億円については財政調整基金のとりくずしをもって充

てヽ残り1,000億円については、公共事業等の地方債の充当率を引上げ、既

充当の一般財源を振り替えることにより措置された。

　

この地方債のうち、

400億円については政府資金を充てることとされた。

　　

（イ）地方交付税の落ち込みに対する財源措置

　

地方交付税は所得税減税および法人税を中心とする国税３税の減収という

二つの要因から当初見込額に対して落ち込みを生ずることとなった。

　

所得税減税に伴う落ち込みは528億円であり、これについては、年内減税

という特別の措置に基づくものであることにかんがみ、これに相当する額を

臨時地方特例交付金としてヽ一般会計に計上し、交付税及び譲与税配付金特
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別会計に繰入れて措置することとされた。

　

国税３税の減収に伴う落ち込みは746億円であり、これについては、交付

税及び譲与税配付金特別会計において資金運用部資金から借入れて措置する

こととされた。

　　

（ウ）公共投資の追加に伴う財源措置

　

国の補正予算において、公共投資が2,321億円追加されたが、これに伴う

地方負担の増加額は1,522億円であり、これについては全額地方債によって

措置することとされた。また、資金については、事業の実施が円滑に行なわ

れるよう、その約80％に当たる1,200億円については政府資金を充てるこ

ととされた。

　　

（エ）給与改定財源に対する措置

　

昭和46年８月、国家公務員の給与改定に関する人事院勧告が行なわれ、

その内容は、同年５月１日から俸給その他諸手当の改善により、給与を11.7

4％引き上げるというものであった。地方公務員についても、国家公務員に

準じて給与改定を行なう場合の一般財源所要額は2,571億円（交付団体分1,9

80億円、不交付団体分591億円）と見込まれ、既措置額1,670億円を除く90

1億円（交付団体分700億円、不交付団体分201億円）の財源不足が生じるこ

ととなった。このため、交付団体については150億円は既定経費の節約等に

より、残り550億円については、交付税及び譲与税配付金特別会計において

資金運用部資金から借り入れて措置され、また不交付団体については41億

円は既定経費の節約等により、残り160億円については、地方債の増額によ

り、一般財源を振り替えて措置することとされた。

２

　

地方財政の概況

　

地方公共団体は、人口、産業構造、財政規模等においてそれぞれ異なって

いるが、等しく住民の福祉の向上のため行財政活動を営んでいる。これら地

方公共団体の財政の集合である地方財政の規模、決算収支および財政構造の

状況は、次のとおりである。
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(Ｌ)地方公共団体の数

　

昭和47年３月31日現在における地方公共団体(財産区、地方開発事業団

を除く。)の数は、46都道府県、614市、2,628町村、23特別区、合計3,311

団体で、これに2,349一部事務組合を加えると5,660団体であり、前年同期

と比べて37町村が減少し、18市、132一部事務組合が増加している。

　

市は、前年度に続いて増加が目立っているが、これは、市の人口要件の特

例措置によるいわゆる３万市が46年度新たに15市誕生したことが主な原因

である。

　

一部事務組合が増加したのは、広域市町村圏の設定とあいまって、共同で

常備消防を設置する動きが活発化していること、年々増大しているごみ、し

尿の広域的処理の必要が高まっていること等もあって、消防関係組合69、

し尿、ごみ処理組合54等が増加していることによるものである。

　

都市および町村の数について、最近における推移をみると、昭和42年３

月31日現在の562市が、47年同期には614市とこの５年度間で52市が増

加しているが、このうち、47市については人口要件の特例措置により、こ

こ２年度間に誕生したいわゆる３万市である。一方、町村は2,764町村が

2,628町村とこの５年度間で136町村滅少している。

　

昭和47年３月31日現在における都道府県および市町村3,288団体(前年

同期3,307団体)を財政力指数段階ごとに分けてみると、全体の82.9% (81.3

％)に当たる2,726団体( 2,689団体)が財政力指数0.50未満の団体であり、

財政力指数1.00以上の団体は全団体の2.1 %(2.5 %)に当たる68団体(82団

体)となっている。

　

これを団体種類別にみると、都道府県では、財政力指数0.50未満の団体゛

は全体の56.5 %{前年同期60.9 %)に当たる26団体(28団体)であり、財政

力指数1.00以上の団体は全体の8.7％(8.7％)に当たる４団体(４団体)とな

っている。またヽ都市では、財政力指数0.50未満の団体は全体の46.1% (43.1

％)に当たる283団体(257団体)でありヽ財政力指数1.00以上の団体は、全

体の6.5 % ( 8･1％)に当たる40団体(48団体)となっている。なお、町村で
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は財政力指数0.50未満の団体は全体の91.9% ( 90.2%)に当たる2,417団体

(2,404団体)であり，財政力指数1.00以上の団体は全体の0.9％(1.1％)に

当たる24団体(30団体)となっている。
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昭和46年度の地方公共団体の普通会計決算額の単純合計額は、

　　　　

歳

　

入

　

12兆7,672億円

　

（前年度

　

10兆5,891億円）

　　　　

歳

　

出

　

12兆4,973億円

　

（前年度

　

10兆3,000億円）

であり、前年度と比べると、歳入２兆1,781億円、20.6％、歳出２兆1,973

億円、21.3%それぞれ増加している。

　

この単純合計額から地方公共団体相互間の重複額5,878億円を控除した純

計決算額は、

　　　　

歳

　

入

　

12兆1,794億円

　

（前年度

　

10兆1,040億円）

　　　　

歳

　

出

　

11兆9,095億円

　

（前年度

　

９兆8,149億円）

であり、前年度と比べると、歳入２兆755億円、20.5%、歳出２兆947億円。
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決算規模の推移
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(３)決

　

算

　

収

　

支
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実

　

質

　

収

　

支

　

昭和46年度の歳入歳出差引額(形式収支)は、2,699億円(都道府県941億

円、市町村1,758億円)の黒字となっている。

　

形式収支から翌年度への事業の繰越し等に要する財源1,844億円(都道府

県1,097億円、市町村747億円)を控除した実質収支は855億円(都道府県

155億円の赤字、市町村1,010億円の黒字)の黒字で、前年度(1,354億円)と比べ

ると499億円(都道府県578億円の減少、市町村79億円の増加)実質収支額

が減少している。

　

実質収支を都道府県、市町村別にみると、都道府県における黒字団体は、

44団体で、その黒字額は265億円であり、赤字団体は東京都および大阪府
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の２団体で、その赤字額は420億円であり、全体として都道府県の実質収支は

155億円の赤字となっている。市町村における黒字団体は5,401団体(3,101市

町村、22特別区、2,27

　　　　　

組合)T9ヽその黒字額は1,202億円であり、

赤字体体

匹

≠一部事務組合)の赤字額は192

億円で、全体として市町村の実質収支は1,010億円の黒字となっている。

　

実質収支が赤字の団体についてみると、前年度赤字であヽつた232団体(１

都、160市町村、71一部事務組合)のうち、１町が合併により消滅し、23市51

町村、29一部事務組合が赤字を解消して黒字団体となり、一方、前年度の黒

字団体のうち、20市、36町村、１特別区、29一部事務組合が赤字団体と

なったため、昭和46年度末の赤字団体数は215団体(２都府、61市、80町

村、１特別区、71一部事務組合)となっている。なお、215団体の赤字額は

612億円となっている。

　

前年度に引き続いて赤字である団体は、１都、85市町村、42一部事務組

合である。このうち、赤字が減少した団体は54市町村、35一部事務組合で

あり、１都、31市町村、７一部事務組合については赤字額はさらに増加して

いる。

　

赤字団体の赤字額の推移は、第２図にみられるとおり、昭和29年度の赤

字額649億円は、赤字柵上げ措置により31年度末では142億円に減少した

が、37年度から再び赤字増加の傾向に転じ、39年度末では372億円に達し

た。その後、経済の順調な伸びによる一般財源の増加、地方財政改善措置等に

支えられて、赤字は減少の傾向で推移しているものの、46年度においては、東

京都等一部の団体の赤字が

　

第３図11票駕諾11r出)に対する実質収支の

増加したため、612億円と

　

（％

なっている。

　

決算規模(歳出)に対する

実質収支の比率の推移は、

第３図にみられるとおり、

昭和41年度以降ほぽ横ば

いに推移していたものの、
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46年度は0.7％と、前年度(1.4％)と比べると0.7％その比率を低め、最近

においては最も低い比率となっている。

　

イ

　

単年度収支

　

昭和46年度の実質収支から前年度の実質収支を差引いた単年度収支は、

498億円の赤字となっている。これを団体種類別にみると、都道府県では578

億円の赤字で、前年度(25億円の赤字)と比べると553億円赤字が増加して

いる。

　

また、市町村では80億円の黒字で、前年度(45億円)と比べると、

35億円黒字が増加している。

　

単年度収支に昭和46年度中の基金への積立額(392億円)および地方債繰

上償還額(46億円)を黒字とみなし、基金とりくずし額(449億円)を赤字と

みなして調整した実質単年度収支は510億円の赤字で、前年度(107億円の

黒字)と比べると617億円減少している。

　

これを団体種類別にみると、都道

府県では699億円の赤字で、前年度(64億円の赤字)と比べると、赤字は増

加しており、市町村では189億円の黒字で、前年度(171億円の黒字)と比べ

ると、黒字が増加している。

　　　　　　　　　　　

第４図

　

財政再建団体数の推移
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昭和29年度の赤字団体で財政再建債を発行しないで

　　　　　　　　　　

再建を行なうものをいう。
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ウ

　

財

　

政

　

再

　

建

　

昭和46年度の実質収支が赤字である144団体(一部事務組合を除く。)の

うち、26市町村が地方財政再建促進特別措置法による財政再建団体として計

画的な財政運営により赤字解消を図っている。

　

財政再建団体数の推移は、第４図にみられるとおり、昭和29年度の赤字団

体のうち、財政再建団体となったものは588団体(18府県、570市町村)で

あったが、その後、財政再建は順調に進み、45年度末をもってすべての団体

が財政再建を完了している。一方、昭和30年度以降の赤字団体で、地方財

政再建促進特別措置法の規定に基づき財政再建を行なうものは、当初８団体

であり、34年度、35年度において大幅に増加したが、その後漸減し、46年

度末においては26団体となっている。
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政
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造

　

ア

　

歳

　　　

入

　

昭和46年度の歳入純計決算額は12兆1,794億円で、前年度(10兆1,040

億円)と比べると、２兆755億円、20.5%増加している。歳入決算額の構成

比は、地方税が34.8%で最も高く、国庫支出金(21.1％)、地方交付税(17.3％)、

地方債(9.2 %)がこれに次いでいる。

　

昭和41年度以降における歳入決算額構成比の推移をみると、地方税は、41
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年度においては景気の停滞による税収の伸び悩みもあって、その構成比は低

くなっていたが、42年度からは、経済の好況等を反映して徐々に回復し、

45年度には37.1%までにその比率を高めていた。しかし、昭和46年度におい

ては、地方税のうち、とくに法人関係税の収入が著しく停滞したこと等によ

り、その構成比は前年度を2.3%下回る34.8%となっている。

　

地方交付税は、昭和41年度においては、その構成比が15.0％であったが、

その後、国税３税の順調な伸びもあって、44年度以降は17％台で推移して

いる。しかし、46年度にあっては、国税３税の減収に伴う地方交付税の落

ち込みに対する地方財政補正措置があったものの、その構成比は、前年度を

0.5%下回る17.3％となっている。

　

国庫支出金は、昭和41年度を頂点に、42年度以降は毎年度低下の傾向で

推移してきたが、景気浮揚のための公共投資の追加等もあって、46年度に

おける構成比は、前年度を0.4％上回る21.1%となっている。

　

地方債は、昭和41年度においては、特別事業債の発行があったこと等に

より、その構成比は7.9％となったが、42年度以降はおおむね５％～６％台

で推移している。 46年度においては、公共事業関連の地方債が大幅に増額

発行されたこともあって、その構成比は前年度を2.8％上回る9.2%となって

いる。

　

以上のような結果、一般財源総額の構成比は、昭和41年度を底として42

年度以降毎年度その比率を高め、45年度では56.0%となっていたが、46年

度においては、前年度を2.9%下回る53.1%となっている。

　

イ

　

歳

　　　

出

　

昭和46年度の歳出純計決算額は、11兆9,095億円で、前年度(９兆8,149

億円)と比べると２兆947億円、21.3％増加している。

　

地方公共団体の経費は、その行政目的によって、議会・総務費、民生費、

衛生費、労働費、農林水産・商工費、土木費、警察・消防費、教育費に大別

することができる。次に掲げる表は、最近における地方経費の目的別構成の

推移を示したものである。

　

地方公共団体の経費のうち、最大の比率を占めているのは、土木費(昭和46
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年度25.6 %)である。次いで、教育費、農林水産・商工費、民生費、衛生費

の比率が大きい。最近における推移をみると、昭和44年度までは教育費が

最大の比率を占めていたが、地方公共団体が道路、橋りょう、住宅、街路等

の整備充実に積極的に取り組んだことを反映して、その後、土木費の比率が
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高まり、前年度には教育費に

代って最大の比率を占め、46年

度においてもその傾向が続いて

いる。

　

このほか、民生費も児童手当

制度の創設等児童福祉の充実を

はじめとして、全般的な社会福

(％

祉の充実が図られたこともあっ

　

20

て、その比率を高めており、衛

生費は、経済の高度成長に伴い

　

10

著しくなってきた公害の防止対

策、環境保全対策等に重点的な

０

第５図

　

歳出決算額に占める義務的経

　　　

費と投資的経費の比率の推移

匯戸
平図

　

～割

　　　

｀~一二~~~~

　

~~~々゛~~

　

゜'‾‾で'‘"'゛‾‾‾‾’扉回'゛-
31.9

　

普通建設事業費

41

　　

42

　　

43

　　

44

　　

45

　　

46

投資がなされていることもあって、前年度に引き続きその比率を高めてい

る。反面、議会・総務費、労働費、警察・消防費はその比率が低下してい

る。

　

地方公共団体の経費を性質別に分類すると、投資的経費、義務的経費、そ

の他の経費に大別されるが、義務的経費と投資的経費の構成比の推移を示し

だのが第５図である。

　

義務的経費は人件費のほか、生活保護等の扶助費および地方債の元利償還

のための公債費からなっている。投資的経費は直接資本形成に向けられる経

費であり、道路、小・中学校、公営住宅等の建設に要する普通建設事業費、

災害復旧事業費および失業対策事業費からなっている。

　

義務的経費は、昭和42年度（45.0％）を頂点として、年々低下の傾向にあ

り、46年度においては歳出総額の40.5%とその比率を低めている。これは

義務的経費のうち最大のウェイトを占めている人件費の歳出総額に占める比

率が毎年度低下してきていることによるものである。しかし、人件費の増加

率は、歳出総額の増加率を下回っているものの、一般財源総額の増加率を上

回っており、最近においては、前年度に次ぐ高い増加率を示している。

　

投資的経費の歳出総額に占める比率は、公共事業を中心とする公共投資の
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拡充がなされたこともあって、前

年度(37.2%)を上回る伸び(38.8

％）を示している。そのうち、普

通建設事業費は、地方公共団体が

地域の実態に即して、住民の生活（兆P

関連道路、生活環境施設等社会資

　　

15

本の整備充実に積極的に取り組ん

できたことを反映して、年々その

比率を高め、45年度から歳出総

額の中で最大の比率を占めるよ

うになっており、46年度におい

ては36.4%とそのウェイトはさ

らに高まっている。

　

民間の設備投資と、政府による

資本形成の実績をみると、第６図

10

５

０

第６図

　

政府による資本形成と民間

　　　

設備投資の実績

(経企庁｢国民所得統計年報｣による)

６

10

14.8

四面迂回璽］

　　　　

7.9

３

41

　

42

　

43

　

44

　　

45

　

46（年度）

にみられるとおり、昭和41年度以来旺盛な伸びを示してきた民間設備投資

は、46年度においては、国際通貨体制の動揺のなかにおける設備投資意欲

の一層の減退を反映して、ほぼ前年度並みの水準にとどまっている。一方、

政府による総固定資本形成はかなりの伸びを示しているものの、41年度以

降の資本形成の実績は、民間設備投資に比較して相対的に不足しており、社

会資本の整備は立ち遅れている。

　

ウ

　

ー般財源の充当状況

　

昭和46年度の一般財源は６兆4,629億円で、前年度(５兆6,576億円)と比

べると8,053億円、14.2%増加している。

　

一般財源の各経費に対する充当状況についてみると、総額の49.9 % (前年

度48.0%)に当たる３兆2,268億円(２兆7,125億円)が義務的経費に充当され

ており、その内訳は、人件費２兆7,544億円(一般財源総額に占める比率42.6

％)、扶助費1,374億円(2.1 %)、公債費3,350億円(5.2 %)となっている。一

方、投資的経費には25.5 %(前年度26.6%)に当たる１兆6,460億円が充当さ
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一般財源充当額構成比･性質別1の推移
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費

れているが、その内訳は、普通建設事業費１兆5,804億円(一般財源総額に占

める比率24.5%)、災害復旧事業費144億円(0.2％)、失業対策事業費512億

円(0.8％)となっている。

　

前年度に対する増加状況をみると、地方税等一般財源総額の伸びが鈍化し

た反面、給与改定の幅が大幅なものであったため、一般財源増加額の54.3%

が人件費に充当され、前年度(39.3％)を大幅に上回っている。一方、普通建

設事業費は16.6％で、前年度(31.7％)を大幅に下回っているのが注目される。

　

一般財源の充当額構成比の推移をみると、第７図にみられるとおり、人件

費等義務的経費への充当の比率は毎年度低下していたが、昭和46年度にお

いては、前年度を1.9%上回る49,9%とその比率を高めている。また、普通

建設事業費等投資的経費への充当の比率は毎年度高まっていたが、46年度

においては、前年度を1.1％下回る25.5%とその比率を低めている。

(５)人口急増市町村および過疎市町村の財政状況

　

地方財政の概況は、以上にみたとおりであるが、最近における過密過疎現

象の進展に伴い、市町村財政がいかなる影響を受けているかという観点か
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ら、さらに、人口急増市町村および過疎市町村の財政状況をみると、次のと

おりである。

　

注(1)人口急増市町村とは、当該団体の昭和45年の国勢調査人口が、40年の国

　　　　

勢調査人口と比べて10％以上増加している375市町村(３特別区を含む。)

　　　　

を、過疎市町村とは、46年４月30日現在、過疎地域対策緊急措置法に基づ

　　　　

き過疎地域の市町村として公示されている1,049市町村を、一般市町村と

　　　　

は、全国市町村(特別区、一部事務組合を含む。)から、人口急増市町村およ

　　　　

び過疎市町村を除いた市町村をいうものとする。

　　　

(2)文中および図中の数値は、注(1)の要件に該当する市町村ごとに昭和46年

　　　　

度の決算額および公共施設の状況を集計したものによっている。なお、人口

　　　　

１人当たり額は、47年３月31日現在の住民基本台帳登載人口を用いて計算

　　　　

したものである。

　

ア

　

歳

　　　

入

　

人口急増市町村、一般市町村および過疎市町村における歳入決算額の状況

をみると、人口急増市町村は１兆7,630億円(市町村の歳出総額に占める比

率31.5 %)、一般市町村は３兆2,321億円(57.7 %)、過疎市町村は6,041億

円(10.8％)となっている。

　

これを人口１人当たり額でみると、人口急増市町村は50,400円、一般市

町村は52,100円、過疎市町村は68,200円となっている。

　

その内訳では、所

得水準の状況等を反映

して、地方税収入額に

著しい格差のあるのが

注目される。たとえ

ば、過疎市町村の地方

税収入額は7,700円で

一般市町村の２分の１

程度にとどまってい

る。しかし、一般に行

政執行に要する経費は

人口の少ない団体ほど

割高となる実情を勘案

第８図

　

人口急増市町村等の歳入決算額の状況

　　　　

(人口１人当たり額および構成比)
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して、これに対応した財源措置が講じられていること４あって、歳入総額で

は過疎市町村が最も大きい額となっている。

　

つぎに、歳入決算額の構成比をみると、第８図のとおり、地方税が歳入総

額に占める比率は、人口急増市町村が39.1％で最も大きく、ついで一般市

町村が31.4%、過疎市町村は11.3％にとどまっている。

　

これに対し、地方

税とともに一般財源の大きな柱である地方交付税については、人口急増市町

村8.6%、一般市町村18.8%、過疎市町村40.7％で、地方税とは逆に過疎

市町村における比率が最も大きくなっている。国庫支出金については、人口

急増市町村10.7％、一般市町村12.5%、過疎市町村11.1 %と、大きな差異

はみられない。

　

地方債については、人口急増市町村が15.2%、過疎市町村が12.1%で、

ともに一般市町村(10.0％)を相当上回っている。これは、人口急増市町村に

あっては、人口急増に伴い必要となる小・中学校等各種公共施設整備のため

の財源として多額の地方債を起こしていること、過疎市町村にあっては、過

疎対策事業の財源として、過疎対策事業債が大きなウェイトを占めているこ

とによるものである。

　　　　　　

第９図

　

人口急増市町村等の目的別歳出決算額の構成比
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歳

　　　

出

　

人口急増市町村、一般市町村および過疎市町村における歳出決算額の状況

をみると、人口急増市町村は１兆7,034億円(市町村の歳出総額に占める比

率31.4 %)、一般市町村は３兆1,315億円(57.7 %)、過疎市町村は5,886億

円(10.9 %)となっている。これを人口１人当たり額でみると、人口急増市町

村は48,700円、一般市町村は50,500円、過疎市町村は66,400円となってい

る。

　

つぎに、目的別歳出決算額の構成比をみると、第９図にみられるとおり、

人口急増市町村における教育費、土木費、衛生費、過疎市町村における農林

水産業費等の比率が一般市町村と比べて高いのが目立っており、とくに、人

口急増市町村の教育費においては一般市町村を大きく上回っている。このよ

引こ一般市町村を上回っているのは、人口急増市町村では、義務教育施設、

都市計画街路、公共下水道、し尿・ごみ処理施設等人口の急増に伴って緊急

に整備する必要のある施設に対して、多額の投資がなされていることによる

ものであり、過疎市町村では当該市町村が主として農山漁村であるため、産

業振興の重点が農林水産業に置かれていることによるものである。また、性

第10図

　

人口急増市町村等の性質別歳出決算額の構成比
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質別歳出決算額の構成比をみると、第10図にみられるとおり、三者とも普

通建設事業費が高い比率を示しているが、なかでも、人口急増市町村が42.0%

と高い比率を示し、とくに、人口急増地域の地価の上昇を反映して、用地取

得費を中心とした単独事業費の多いことが注目される。

　

ウ

　

建設投資と公共施設の状況

　

第11図は、人口急増市町村、一般市町村および過疎市町村における普通

建設事業費の目的別内訳を、人口１人当たり額で示したものである。

　

人口急増市町村にあっては、人口１人当たり額が最も大きいのは小・中学

校費の6,600円（普通建設事業費総額に占める比率32.2 %)で、一般市町村

(3,000円）の約2.2倍となっている。

　

これは、児童・生徒の急激な増加に対

処するため、小・中学校の新増築が急速に進められていることによるもめで

ある。なお、人口急増市町村の小・中学校の整備状況をみると、校舎面積が

必要面積に達していない小・中学校の数は、全体の47.3%を占めており、

との比率は全国市町村の平均32.3 %をかなり上回っていることが注目され

る。

　

次いで大きいものは、都市計画費の3,800円(18.5 %)であるが、これも一

般市町村の3,000

円(16.2 %)を上回

る額となってい

る。これは、人口

急増市町村におい

て、人口や産業の

集中によってひき

起された都市環境

の悪化、都市郊外

部のスプロール化

等の問題に対処す

るため、街路、都

市公園等の整備、

第11図

　

人口急増市町村等の目的別普通建設事業費

　　　

の状況(人口１人当たり額の対比)
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土地区画整理事業等の

財政需要が大きいこと

によるものである。

　

道路橋りょう費は

2,500円で、一般市町

村(3,400円)や過疎市

町村と比べると相対的

に小さくなっている

が、これは、人口急増

第12図

　

人口急増市町村等の普通建設事業費

　　　　

の財源構成比の状況
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一方、過疎市町村においては、農林水産業費が8,300円(31.9 %)と最も大

きい額となっており、その額は、一般市町村の2,300円(12.4%)の約3.6倍

となっている。これは、過疎対策事業として農道、林道、漁港等の生産基盤

施設の整備に重点がおかれていることによるものである。

　

つぎに、道路橋りJ;う費は6,500円(25.0％)で、一般市町村(3,400円)の約

1.9倍となっているが、過疎市町村における道路の整備状況は、改良率が

10.2％、舗装率が4.3%と、全国市町村の平均(17.0 %、12.6 %)を著しく下

回っており、過疎市町村においては、今後とも道路の整備が緊急課題のひと

つとなっている。

　

小・中学校費も、3,800円(14.6 %)と一般市町村を上回る額となっている。

これは、過疎市町村の小学校の危険校舎面積が総面積の14.7%と全国市町

村の平均10.3％を上回っており、危険校舎の改築が進められていること。
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また、児童・生徒の減少等に伴い、学校の統廃合が行なわれていること等に

よるものである。

　

つぎに、普通建設事業費における財源の構成比をみると、第12図のとお

り、人口急増市町村にあっては、地方債の比率が35.8 %(一般市町村26.0 %)

と高いことが注目される。

　

また、過疎市町村にあっては、過疎対策事業の財源としての過疎対策事業

債が大きなウェイトを占めているため、地方債の比率が29.4%と高く、また、

都道府県支出金の比率も17.4%と、一般市町村(7.5 %)より高くなっている。

(６)一部事務組合による事務の広域的処理の状況

　

近年における経済社会の進展に伴って、生活上の行動範囲が拡大し、市町

村の区域をこえた広域的な日常社会生活圏が全国的に形成されつつある。市

町村が住民の要求に応えて効率的な行政を行なうためには、日常社会生活圏

を一体とした広域的な事務処理を行なう必要がある。

　

一部事務組合は、事務の広域的、合理的な処理を図るための機構の一つと

して、従来からその役割を果たしてきているが、最近においてはますますそ

の重要性が大きくな。てきている。

　

最近における、一部事務組合による市町村事務の広域的処理の状況を、一

部事務組合数、市町村の一部事務組合への加入状況、一部事務組合の歳出決

算状況等によってみると次のとおりとなっている。

　

(注)

　

１

　

設置目的別組合数は、組合の取り扱う主たる事務によって区分している。

　　　　

２

　

市町村決算額は、市町村純計決算額から、大都市および特別区の決算額を

　　　　

控除したものをいう。

　

ア

　

一部事務組合数

　

一部事務組合の設置目的別組合数の最近における推移は、第13図にみら

れるとおり、昭和41年度以降毎年度増加してきているが、とくに、44年度

から広域市町村圏の圏域設定が推進されたことともあいまって、44年度以

降における組合数の増加が目立ち、46年度末現在での一部事務組合の総数

は2,349組合に達している。これは41年度末(1,877組合)と比べると472組

合の増加となっている。
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これを、設置目的別に分けてみると、し尿・ごみ処理組合、伝染病組合等

衛生関係組合が1,165組合で、全組合の49.6%を占めて最も多く、広域消防

や水害予防等消防関係組合236組合(全組合の10.0％)、小・中学校等教育

関係組合233組合(9.9 %)、退職手当組合等総務関係組合227組合(9.7 %)、

老人福祉施設等民生関係組合156組合(6.6 %)がこれに次いでいる。

　

昭和41年度以降５年度間における一部事務組合数の増加状況をみると、

組合総数では、472組合増加しているが、この増加数のうち、し尿・ごみ処

理組合の増加数は253組合で、総増加数に占める比率は53.6%と最も高

く、消防関係組合(31.8%)、総務関係組合(14.6 %)がこれに次いでいる。ま

た、昭和41年度を100とした指数で、組合の増加状況をみると、消防関係

組合は2.74倍と大きな伸びを示している。

　

なおこのほか、組合総数の伸び

(1.25倍)を上回る伸びをみ

せているのは、民生関係組

合(1.59倍)、し尿・ごみ処

理組合(1.58倍)、総務関係

組合(1.44倍)等となってい

る。

　

イ

　

市町村の一部事務組

　　

合への加入状況

第13図

　

一部事務組合の設置目的別団体

　　　

数の推移
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加入団体数を加入先組合別に分けてみると、総務関係組合は7,922市町村

で、全加入市町村の34.4%を占めており、次いで衛生関係組合6,217市町

村、27.0％、消防関係組合2,773市町村、12.0％、教育関係組合772市町村、

3.4％となっている。

　

市町村は、各種の組合に加入してその事務の一部を処理しているが、１市

町村当たりの組合による処理事務数は、昭和46年度末現在において7.1事

務となっており、これは、44年同期で6.2事務、45年同期で6.5事務と年々

増加してきており、市町村が一部事務組合を通して処理する事務が増加して

きていることを示している。

　

ウ

　

一部事務組合の歳出決算の状況

　

一部事務組合の歳出決算額は1,260億円で、市町村決算額(４兆3,273億円)

第14図

　

一部事務組合の歳出決算額

　　　

および組合施行比率の推移
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の2.9%を占めている。

　

この歳

出決算額を前年度と比べると、

367億円、41.1 %と、前年度

(269億円、43.2%)に引き続き

大幅に増加している。これは√

市町村決算額の増加率(46年度

24.4%、45年度25.9%)をしの

ぐ大きな伸びとなっており、最

近における一部事務組合処理に

よる事務の増大を示している。

　

歳出決算額の目的別構成比を

みると、衛生費(84.0％)、総

務費(28.1%)および消防費(17.3

％)の三者で総額の79.4%を占

め、教育費(6.5％)、民生費(4.7

％)、農林水産業費(1.7％)が

これに次いでいる。また、これ

41
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１

おりで、総務費と衛生費はおおむね横ばいで推移しているが、消防費は昭和43

年度以降毎年度その比率を高めてきているのが注目される。なお、ウェイト

は小さいが、小・中学校等における学校給食を組合施行により実施する市町

村が多くなっていることもあって、保健体育費の比率も年々高まっている。

　

目的別歳出決算額の最近における推移と、これらが、市町村決算額中の各

目的別歳出決算額に占める比率（以下この項において「組合施行比率」とい

う。）の推移を示しだのが第14図である。歳出決算額の組合施行比率は、昭

和44年度までは2.3%で推移していたが、45年度から若干そのウェイトを

高めており、46年度においては2.9％となっている。

　

この中にあって、清

掃費は、し尿・ごみ処理を組合施行により共同処理する市町村が年々増加し

ていることを反映して、その組合施行比率も高まっており、46年度におい

ては、市町村の行なう清掃事業の21.6%が組合施行により行なわれたことを

示している。

　

また、消防費の組合施行比率は、41年度においては3.2%で

あったが、43年度からその比率を高めてきており、45年度10.2%、46年度

16.3％と最近における比率の上昇傾向が著しい。

　

これらの目的別歳出決算額の増加状況を、昭和41年度を100とした指数
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でみると、最も著しい増加を示しているのは、消防費の13.44倍(市町村決

算額2.62倍)であり、教育費3.38倍(2.77倍)、清掃費3.20倍(2.35倍)、総務

費2.50倍(2.18倍)がこれに次いでいる。

　

なお、これらの事務の処理に要した経費の財源についてみると、歳入決算

額は1,360億円となっており、これを前年度と比べると388億円、39.9 %増

加している。また、歳入決算額の内訳をみると、組合を構成する市町村か

らの分担金、負担金が831億円、61.1%と、その大半を占めており、地方債

(205億円、15.1%)、使用料、手数料(49億円、3.6％)等がこれに次いでいる。

３

　

住民負担の動向

　

昭和46年度における地方歳入の状況、国民の租税負担の状況、租税の配

分状況により、住民は経費をどのよ引こ負担しているかをみると、次のとお

りである。

(１)歳入の概況

　

昭和46年度の歳入決算額(12兆1,794億円)の構成比についてみると、地

方税は、景気停滞の影響をうけて34.8％と前年度と比べると2.3%低下し、地

-

区

　　　　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比対前年度増滅率

いぼ‾ぽぶ二二匹丁こ二汀‾こ

　　　　　　　

億円

　　

億円

　　

億円
地

　

方

　

税42,357 37,507 4,851

地方譲与税

　

1,258

　

1,087

　

171

地方交付税21,014 17,982 3,032

小計（一般財源) 64,629 56,576　8,053

国庫支出金25,484 20,808 4,676

地

　　

方

　　

債

　

11,238

　

6,429

　

4,808

そ

　

の

　

他20,443 17,227 3,216

　

合

　　

計

　

121,794 101,040 20,755
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34.8

　

37.1

　　

1.0

　　

1.1

　

17.3

　

17.8

　

53.1
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20.9

　

20.6

　　

9.2
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16.8

　

17.0

100.0

　

100.０

％
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％
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15.7

18.8
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56.3
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22.5
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22.5

　　

％

21.4

16.8

23.1

21.8

14.9

　

23.2

　

11.4

　　

74.8

　　

46.8

　

15.5

　

17.3

　　

18.7

　　

22.0

100.0

　

100.0

　　

20.5

　　

21.7

（注）国庫支出金には、交通安全対策特別交付金および国有提供施設等所在市町村

　　

助成交付金を含まない。
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方交付税もその基礎となる法人税等の国税３税が同様に景気の影響を引ﾅて

減収となったこと等もあって17.3%と前年度に比べると0.5％低下してい

る。国庫支出金は景気浮揚策としての公共事業を中心とする公共投資の拡大

等もあって20.9%と前年度に比べると0.3％その比率を高めている。地方債

は義務教育施設や生活関連社会資本整備のための地方債等が充実されたこ

と、また、地方税減収および公共事業等の追加に伴う財政対策として地方債

の増額措置が講じられたこともあってその比率は9.2%となり、前年度と比

べると2.8%高まっている。

　

これらの結果、一般財源の比率は53.1％となり前年度(56.0 %)を2.9％下

回る結果となっている。

　

歳入総額の増加率は20.5%で、前年度(21.7 %)を若干下回る伸びとなっ

ている。歳入の主なものについて増加の状況をみると、国庫支出金は22.5%

の伸びとなり、前年度(14.9 %)を大幅に上回るとともに歳入総額の伸びを上

回っており、地方債も74.8 %(前年度46.8 %)と歳入総額の伸びを大幅に上

回っている。一方、地方税は12.9^(21.4%)、地方交付税は16.9% (23.1%)

とそれぞれ前年度の伸びおよび歳入総額の伸びを大幅に下回っている。

（２）地

　　

方

　　

税

　

ア租税負担率

　

国、地方を通じて行政遂行のための経費の約80％は租税によってまかな

われている。昭和46年度において租税として徴収された額は12兆6,796億

円で、前年度(11兆5,261億円)と比べると１兆1,535億円、10.0％増加して

いる。

　

これを国税と地方税に分けてみると、国税８兆4,439億円、地方税４兆

2,357億円で、前年度と比べると国税6,685億円、8.6%、地方税4,850億円、

12.9%それぞれ増加している。

　

国民所得に対する租税総額の割合である租税負担率の推移をみると、昭

和41年度以降毎年度漸増していたが、46年度においては19.3%と前年度

(19.5 %)を0.2%下回っている。　このうち地方税の租税負担率は6.4％で。
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第15図

　

国税と地方税の状況 前年度(6.3％)

を0.1 %上

回っている。

　

租税負担の

軽重は、国に

よって歳出の

内容、１人当

たり国民所得

水準、１人当

たり個人保有

資産の水準等

に差異がある

ため、租税負

担率のみに

よって判断はできないが、昭和41年度以降のわが国と諸外国の租税負担率

についてみると、イギリスの38％前後、アメリカの28％前後、イタリアの

24％前後のいずれと比べても、わが国の租税負担率は低く、これら諸外国

の２分の１から４分の３程度の負担率となっている。

　

イ

　

租税の配分

　

昭和46年度における国と地方公共団体の主な税目ごとの状況は、第15図

にみられるとおりである。

　

わが国の租税体系の特徴は、所得税、法人税、住民税、事業税、固定資産

税等の直接税を基幹とし、酒税、物品税、たばこ消費税等の個別消費税を中

心とする間接税等でこれを補完していることにある。

　

租税総額に占める直接税と間接税等の比率の推移をみると、直接税は所得

税、住民税を中心として減税が行なわれているものの、年々その比率が高

まっており、昭和46年度では直接税70.9%、間接税等29.1 %(前年度直接

税70.0％、間接税等30.0％)となっている。

　

直接税と間接税等の比率について、諸外国と比較すると、アメリカは圧倒
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的に直接税の比率が高く、イギリスはわが国にほぼ近い姿を示しているが、

イタリア、フラｙス、西ドイツ等のヨーロッパ諸国は、租税体系のなかで取

引高税または付加価値税のような一般売上税が大きいため、いずれも間接税

等の比率が高い。

　

また、昭和46年度における地方税について、直接税と間接税等の比率を

みると、道府県民税、市町村民税、事業税、固定資産税等の直接税の比率は

78.7%となっており、たばこ消費税、軽油引取税等の間接税等は21.3%と

なっている。

　

租税総額に占める国税と地方税の比率は、国税66.6%、地方税33.4%で

あり、昭和46年度では地方税の比率が若干高まっているが、40年代におい

てはその比率にほとんど変化がみられない。この租税総額の最終的な配分状

況についてみると、国では、国税として徴収した額の２分の１以上を地方交

付税、地方譲与税、国庫支出金等として地方公共団体に交付しているが、一

方、地方公共団体は、国の直轄事業に対する負担金等を国に納付している。

このような関係を調整した昭和46年度の国と地方との間における租税の実

質的配分状況をみると、その比率は、租税総額に占める国税と地方税の比率

とは逆に、国30.1％、地方公共団体69.9 %(前年度国33.9%、地方公共団

体66.1 %)となっている。

　

ウ

　

地方税の内容

　　

(ア)収

　

入

　

状

　

況

　

地方税の収入額は４兆2,357億円で、前年度(３兆7,507億円)と比べると

4,851億円、12.9%の増加にとどまり、前年度の増加率(21.4%)を大きく下

回っている。なお、徴収率は96.7%と前年度(96.5 %)を若干上回っている。

　

地方税総額に占める道府県税と市町村税の比率の推移をみると、昭和30

年代においては、38年度までは市町村税の占める比率が高かったが、39年

度以降は道府県税の比率が高くなっている。このよ引こ昭和39年度以降に

おいて道府県税の比率が市町村税のそれを上回っているのは、道府県税にお

いてはその主柱となっている事業税と道府県民税が、経済の高度成長を反映

して大きく伸びているほか、自動車の普及を反映して自動車税、軽油引取税
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が大きく伸びたこと等の事情があるのに対し、市町村民税と固定資産税がそ

の大部分を占めている市町村税においては、市町村民税が順調な伸びを示し

ているものの、いま一つの主要税目である固定資産税の伸びが低かったこと

もあって、道府県税ほど著しい伸びがみられなかったためである。昭和46

年度においては、地方税総額に占める比率は依然として道府県税の方が高い

が、道府県税総額の約50％を占める法人関係税(法人道府県民税、法人事業

税)が、景気停滞の影響をうけて前年度収入額を下回るという結果になったこ

と、自動車の生産、出荷の伸び悩みにより自動車関係税の伸びが落ちている

ことなどもあって、道府県税の比率は低下しており、一方、市町村税は法人

関係税の総額に占める比率が道府県税の場合ほど大きくないため、景気停滞

の影響をあまり受けなかったこと等もあってその比率を高めている。この結

果、昭和46年度における道府県税と市町村税の地方税総額に占める比率

はヽ道府県税53.9%、市町村税46.1% (前年度道府県税56.3%、市町村税

43.7%)となっている。

　

地方税収入額のうち、その大宗をなす住民税および事業税についてその増
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道府県税収入額の状況
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滅状況をみると、前にも述べたよ

うな理由により法人住民税の増加

率は0.4％と前年度の増加率(27.1

％)を大幅に下回っている。法人

事業税は、前年度の収入額を1.0

％下回るという前回の景気停滞期

にもみられなかった結果となっ

ており、地方税総額に占める比

率も31.2%と前年度(35.5 %)を下

回っている。

　

つぎに、個人住民税は30.9%

(前年度24.8 %)、個人事業税は

21.6% (21.5%)とそれぞれ増加し

ている。個人住民税、個人事業税
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とも減税等があったものの、個人所得の伸びが高かった昭和45年中の所得

を課税標準としていることおよび個人住民税については特別徴収方法の改正

の平年度化に伴り増収などがあって前年度の伸びをそれぞれ上回っており、

両税の地方税総額に占める比率も23.2%と前年度(20.2%)より高くなってい

る。

　

なお、昭和46年度の個人住民税の課税最低限(夫婦、子２人の給与所得

者の場合)は、45年度の640,940円と比べて、約87,000円(13.6 %)引き上げ

られて728,091円とされるなど、住民負担の軽減が図られている。

　　　

ａ

　

道府県税の収入状況

　

道府県税の収入額は２兆2,832億円で、前年度(２兆1,111億円)と比べる

と1,720億円、S.1%増加している。

　

道府県税の税目別内訳は第16図のとおりであり、税目別構成比では事業

税が42.6%と最も高い比率を占め、道府県民税(21.1 %)、自動車税(8.9%)、

軽油引取税(6.8 %)、料理飲食等消費税(6.1 %)がこれに次いでいる。

　

主な税目の増減状況をみると、普通税では道府県民税および事業税のうち

法人分が景気の動向を敏感に反映して、前年度の収入額をそれぞれ12億円

(前年度収入額の0.8%減)、94億円(1.0％減)下回るという状況となってい

る。個人分は、前にも述べたような理由により昭和46年度では住民税29.6

％(前年度26.1 %)、事業税21.6% (21.5%)とそれぞれ前年度の伸びを上回っ

ている。このほか、税率引き上げの行なわれた狩猟免許税158.5 %(前年度

10.2 %)と娯楽施設利用人口の増加があった娯楽施設利用税46.3% (28.8%)

が前年度の伸びを上回っているが、これら以外の大部分の税目については前

年度の伸びを下回っている。

　

この結果、普通税全体としては前年度の伸び(23.6 %)を大幅に下回る8.4

％の伸びとなっている。

　

また、目的税は税率改正の行なわれた入猟税が164.3 %と前年度(8.9 %)

を大幅に上回る伸びを示しているものの、その目的税総額に占める割合は小

さく、一方、自動車の生産、出荷の伸び悩みにより自動車取得税、軽油引取

税の伸びが鈍化したこともあって、目的税全体の増加率は6.3％と前年度
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(11.4 %)を下回っている。

　

これらの結果、道府県税全体では前年度の増加率(22.2%)を大幅に下回る

8.1％にとどまっている。

　　　

ｂ

　

市町村税の収入状況

　

市町村税の収入額は１兆9,526億円で、前年度(１兆6,395億円)と比べる

と3,131億円、19.1%増加している。

　

市町村税の税目別内訳は第17図のとおりである。税目別構成比では市町

村民税が43.5 %と最も高い比率を占め、固定資産税35.6%がこれに次いで

おり、両税で市町村税総額の79.1 %(前年度78.3 %)を占めている。

　

主な税目の増減状況をみると、個人の市町村民税については、前にも述べ

たような理由により、その増加率は31.7％と前年度(24.0 %)を大幅に上回っ

ている。また、法人の市町村民税は法人税割の伸びが大幅に落ち込んだた
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市町村税収入額の状況
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め、1.0％と前年度(28.7 %)を大幅に

下回る伸びとなっている。この結果、

市町村民税全体ではウェイトの高い個

人の市町村民税の伸びが高かったこと

もあって、前年度(25.7 %)を若干下回

る20.3％となっている。

　

さらに固定

資産税は負担調整措置などもあって

20.5%となっており、前年度(17.2 %)

の伸びを上回っている。

　

これらの結果、市町村税全体では道

府県税ほどの落ち込みはみられず、前

年度の増加率(20.3 %)を若干下回る

19.1%となっている。

　　

(イ)法定外普通税

　

法定外普通税の収入額は22億円で、

前年度(18億円)と比べると４億円、

22.2%増加している。

－34－
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このうち主なものは犬税(23団体)、商品切手発行税(12団体)、林産物移

輸出税(７団体)、広告税(７団体)、砂利採取税(５団体)であり、いずれも市

町村における法定外普通税である。

　　

(ウ)超

　

過

　

課

　

税

　

超過課税を実施しているのは市町村のみであり、その収入額は216億円で、

前年度(261億円)と比べると45億円、17.2 %m.少しており、市町村税収入

額に占める比率は1.1 96 (前年度1.6％)となっている。超過課税を実施して

いる市町村は、市町村民税所得割では全市町村の2.2％に当たる73団体(前

年度17.7 %に当たる577団体)、法人税割では43.8%に当たる1,426団体

(44.8 %に当たる1,471団体)、固定資産税では19.9%に当たる647団体(27.0

％に当たる886団体)であり、年々滅少している。とくに、市町村民税所得割

については昭和44年度から３年度計画として、超過課税の解消合理化が進め

られてきたこともあって、46年度においては496団体が超過課税の解消を行

ない、62団体が税率の軽減を行なっている。この結果、昭和43年度に1,016

団体であった超過課税団体は46年度では73団体となっており、この３年度

間で943団体(合併消減した17団体を含む。)が超過課税を解消している。

（３）地方譲与税、地方交付税

　

国税として徴収されたうえ、地方公共団体に国から譲与または交付される

地方譲与税および地方交付税の状況は次のとおりである。

　

ア

　

地方譲与税

　

地方譲与税は道路経費の財源として都道府県および大都市に譲与される地

方道路譲与税および石油ガス譲与税と、開港所在市町村に譲与される特別と

ん譲与税および道路経費の財源として市町村に譲与するため、昭和46年度

に創設された自動車重量譲与税がある。

　

地方譲与税の決算額は1,258億円（地方道路譲与税993億円、石油ガス譲

与税129億円、特別とん譲与税64億円、自動車重量譲与税72億円）となって
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第18図

　

歳入総額に占める一般財源の比率の分布状況
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おり、自動車重量譲与税の創設があったものの、他の３譲与税の伸びが低

かったため、前年度(1,087億円)と比べると171億円、15.7%と前年度(16.8

％)を下回る伸びとなっている。

　

イ

　

地方交付税

　

地方交付税は、すべての地方公共団体が自主的にその財産を管理し、事務

を処理しおよび行政を執行する権能をそこなわずに、その財源の均衡化を図

り、地方行政の計画的な運営を保障することによって、地方自治の本旨の実

現に資するため、国税３税(所得税、法人税、酒税)の一定割合(昭和41年度

以来32％)の額を国が地方公共団体に交付する税である。

　

地方交付税の決算額は２兆1,014億円で、前年度(１兆7,982億円)と比べ

ると3,032億円、16.9%増加している。しかし、この増加率は、国税３税の

減収に対する地方財政補正措置が講じられたものの、従来の伸び(昭和44年

度29.8%、45年度23.1 %)に比べてかなり鈍化している。

　

地方交付税の収入状況を団体種類別にみると、道府県１兆968億円(前年

度9,632億円の13.9 %増)、市町村１兆47億円(8,351億円の20.3%増)と

なっており、前年度に引き続き市町村への配分の比率が高まっている(道府

県対市町村の配分割合は、昭和46年度52.2対47.8、45年度53.6対46.4)。

さらに、市町村を団体種類別にみると、大都市595億円(前年度586億円の

1.4％増)、都市3,896億円(3,244億円の20.1％増)、町村5,556億円(4,521億

円の22.9%増)となっている。

　

地方交付税の交付状況をみると、普通交付税の不交付団体は、都道府県で

は東京都、神奈川県、愛知県および大阪府の４団体で前年度と変わらないが、

市町村では前年度の58団体から54団体に減少している。

　

地方交付税による地方公共団体間の財源調整の状況を、昭和46年度にお

ける歳入総額に占める地方税、地方交付税等の一般財源の比率でみると、第

18図のとおりで、財政力、団体の規模にかかわらず、歳入総額に占める一般

財源の比率には大きな差異はみられないが、都市および町村については、規

模の小さい団体ほど地方税の比率が低く、地方交付税の比率が高くなる傾向

を示している。
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（4）国・県支出金

　

ア

　

国庫支出金

　　

(ア)収

　

入

　

状

　

況

　

国庫支出金は、国と地方公共団体の経費の負担区分に基づき、国が地方公

共団体に対して支出する負担金、委託費、奨励的補助金等である。

　

国庫支出金の決算額は２兆5,484億円で、前年度(２兆808億円)と比べる

と4,676億円、22.5%増加している。

　

国庫支出金の内訳は、普通建設事業にかかるものが46,2%と最も高い比

率を占め、義務教育(22.0％)、生活保護(9.8％)にかかるものがこれに次いで

おり、これらで国庫支出金総額の78.0%を占めている。

　

国庫支出金の内訳を前年度と比べると、国庫支出金の中で最もウェイトの

高い普通建設事業支出金は、景気浮揚策としての公共事業の拡大もあって

30.3％と前年度の伸び(18.6％)を上回る伸びを示しており、災害復旧事業支

出金も25.2%と前年度の伸び(0.9 %)を大幅に上回っている。また、児童

保護費負担金、老人保護費負担金は、それぞれ22.7% (前年度30.6 %)、

26.8% (27.9%)と前年度の伸びを下回ったものの国庫支出金総額の伸びを上

回っている。財政補給金は、昭和46年度から児童生徒急増市町村公立小中

学校施設整備事業助成金が新設されたこともあって、56.9 % (前年度83.5%

の滅)と大幅な伸びを示している。

　

これらの結果、国庫支出金総額の伸びは前年度(14.9 %)を上回る22.5%

となっている。

　

国庫支出金の内訳を団体種類別にみると、都道府県では普通建設事業にか

かるものが46.8%と最も高い比率を占め、義務教育にかかるもの(29.1 %)

がこれに次いでいる。市町村では普通建設事業にかかるものが44.7%と最

も高い比率を占め、生活保護にかかるもの(26.4%)がこれに次いでいる。こ

れを前年度と比べると都道府県、市町村を通じて、普通建設事業にかかるも

のがその比率を高めている。
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(イ)超過負担の解消

　

国庫補助、負担金の単価、数量および対象範囲の不合理に起因する地方公

共団体の超過負担については、毎年度その解消措置が講じられているが、昭

和46年度においても43年度調査による保育所措置費補助金等の４項目130

億円、その他収容施設費補助金60億円、合計190億円(事業費ベース)の解

消措置が講じられ、地方財政の改善に寄与している。

　

イ

　

都道府県支出金

　

都道府県支出金は、都道府県が市町村に対して交付する負担金、補助金、

交付金等であり、国庫補助を伴うものと都道府県費のみのものとに分けられ

る。なお、地方財政の純計額においては、都道府県と市町村の間の重複額と

して全額控除される。

　

都道府県支出金の決算額は2,981億円で、前年度(2,452億円)と比べると

529億円、21.6%と前年度の増加率(9.7 %)を大幅に上回っている。　これは

都道府県支出金の中で最もウェイトの高い国庫財源を伴う普通建設事業支出

金が、公共事業の拡大に伴って21.1%と前年度の伸び(7.5 %)を大幅に上

回ったこと等によるものである。

　

都道府県支出金の内訳をみると、国庫補助を伴うもので都道府県予算を通

じて市町村に支出される間接補助金等が52.5%を占め、都道府県の単独施

策によるものが47.5%となっている。

　

また、対象事業別では、普通建設事業に対するものが都道府県支出金総額

の54.3%と最も高い比率を占め、災害復旧に対するもの(6.7 %)がこれに次

いでいる。

　

なお、都道府県の単独施策による支出金の決算額は1,415億円で、前年度

(1,128億円)と比べると288億円、25.5%増加しているが、前年度の伸び

(39.2 %-)を大幅に下回っている。これは、従来都道府県の一般財源の好調な

伸びに支えられて増加してきた普通建設事業に対する支出金が、昭和46年

度においては前にも述べたよいこ景気の動向を反映して17.8%と前年度の

伸び(36.1 %)を大幅に下回ったためである。
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(５)地

　　

方

　　

債

　

地方債は、地方公共団体が建設事業等の財源を調達するため、債券発行ま

たは証書借入れの方法によって資金を借り入れるものである。地方債の発行

については、許可制度が採られており、赤字比率または公債費比率が著しく

高い団体、地方税の徴収率の低い団体または収益事業の収益金が著しく多額

な団体については、地方債の発行を制限することによって財政の健全性を確

保することとしている。

　

地方債の決算額は１兆1,238億円で、前年度(6,429億円)と比べると4,808

億円、74.8 %増加し、前年度の伸び(46.8 %)を28.0％上回る大幅な伸びを

示している。これは、義務教育施設、公営住宅、し尿・ごみ処理施設等の生

活関連社会資本の整備や過密・過疎対策の推進のための地方債が充実された

ことに加えて、地方税減収および公共事業等の追加に伴う地方財政補正措置

として地方債が増額されたことなどによるものである。

(６)その他の収入

　

ア

　

分担金、負担金

　

分担金は、地方公共団体が行なう事業に関しその費用に充てるため、特に

利益を受ける者から、その受益の限度において地方公共団体が徴収するもの

であり、負担金は、一定の事業について特別の利害関係を有する者から、法

令の根拠に基づき、その受益の程度に応じて地方公共団体が賦課徴収するも

のおよび一部事務組合がその運営経費等に充てるため、構成市町村から収入

するものなどである。

　

分担金、負担金は、同級他団体からのもの、市町村からのもの、市町村分

賦金およびその他からのものからなっているが、同級他団体からのもの、市

町村からのもの、市町村分賦金については、地方財政の純計額において、都

道府県と市町村間、同級団体間等の重複額として全額控除される。

　

分担金、負担金の決算額は1,392億円で、前年度(1,013億円)と比べると

378億円、37.3%増加している。

　　　　　　　　　　　　　　　

－40－



　

イ

　

使用料、手数料

　

使用料は、地方公共団体の行政財産または公の施設の利用者に対して、そ

の経費の一部を負担させるために徴収されるものであり、手数料は、特定の

者のためにする当該地方公共団体の事務に要する費用の範囲内で徴収される

ものである。

　

使用料、手数料の決算額は2,318億円で、前年度(2,091億円)と比べると

227億円、10.9%増加している。

　

使用料は1,687億円で、前年度(1,513億円)と比べると174億円、11.5％

増加している。その内訳をみると、公営住宅使用料(523億円)と授業料(319

億円)で使用料総額の49.9%を占めている。

　

授業料のうちでも、高等学校授業料は生徒数の減少により昭和42年度以

降毎年度滅少しているのに対し、保育所使用料は保護施設の増加等により、

その増加率は23.2%と前年度の増加率(19.9 %)を3.3％上回っている。

　

手数料は631億円で、前年度(578億円)と比べると54億円、9.3%増加し

ている。その内訳をみると、戸籍手数料、自動車運転免許手数料等徴収の根

拠、金額等が国の法令に定められているもの273億円(前年度250億円)、身

分証明、印鑑証明書の交付手数料、入学試験手数料等地方公共団体の条例に

よるもの359億円(327億円)となっている。

　

ウ

　

繰

　　

入

　　

金

　

繰入金は、他会計から受け入れたものおよび年度間の財源の不均衡を調整

するために積立てている財政調整基金、地方債の元利償還費にあてるために

積立てている減債基金等の基金から受け入れたものなどである。

　

繰入金の決算額は1,222億円で、前年度(1,070億円)と比べると152億円、

14.2％増加している。

　

繰入金の内訳をみると、基金からの繰入金が967億円(前年度850億円)で

最も多く、次いで他会計からの繰入金211億円(183億円)、財産区からの繰

入金44億円(37億円)となっている。

　

エ

　

繰

　　

越

　　

金

　

繰越金の決算額は2,911億円で、前年度(2,716億円)と比べると195億円。
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7｡2％増加している。

　

このうち、前年度からの事業の繰り越しにかかるものは1,445億円で、前

年度(1,284億円)と比べると161億円、12.5%増加しており、純繰越金は

1,466億円で、前年度(1,432億円)と比べると34億円、2.4％増加している。

　

オ

　

その他の収入

　

その他の収入の決算額は１兆2,424億円で、前年度(１兆215億円)と比べ

ると2,209億円、21.6 %増加している。

　

その他の収入の内訳をみると、財産の売却、貸付等の財産収入2,248億円

(前年度1,933億円)、競馬、自転車競技、小型自動車競走、モーターボート

競走、宝くじの各事業からの収入である収益事業収入1,839億円(1,551億

円)、貸付金元利収入5,616億円(4,396億円)、その他の収入2,721億円(2,335

億円)となっている。

４

　

地方財政の役割

　

国の財政と地方財政との関係および地方公共団体における主な行政部門別

の経費支出の状況により、地方財政はどのような役割を果たしているかをみ

ると、次のとおりである。

(１)国の財政と地方の財政

　

ア

　

財

　

政

　

規

　

模

　

昭和46年度における国(一般会計と交付税及び譲与税配付金特別会計、

公共事業関係の５特別会計の純計)と地方(普通会計)の純計歳出額は16兆

9,844億円で、前年度と比べると２兆7,863億円、19.6%増加している。

　

この純計歳出額を最終支出者としての国と地方に分けてみると、国は５兆

2,451億円(前年度４兆5,094億円)、地方は11兆7,393億円(９兆6,887億

円)で、前年度と比べると国は7,357億円、16.3%、地方は２兆506億円、

21.2%それぞれ増加している。

　

この純計歳出額に占める比率は国30.9 %i前

年度31.8 %)、地方69.1 %(68.2 %)で近年における両者の比率はほぼ１対２

となっている。
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純計歳出額の国民総支出に対する比率をみると、国際通貨情勢の急変に伴

う経済環境の変化等により、民間の設備投資の伸びが1.7%という低率にと

どまったこともあっ七20.9 %(国6.5％、地方14.5 %)と前年度(19.4 %)を

1.5％上回っている。この比率の最近における推移をみると、昭和41年度以

降18％～19％台で推移してきたが、46年度においては20％をこえる比率

となっている。

　

昭和46年度における国と地方の純計歳出額の主な内訳をみると、国土

保全および開発関係４兆2,340億円(純計歳出額の24.9 %)、教育関係３兆

3,254億円(19.6 %)、社会保障関係３兆1,327億円(18.4%)、農林水産、商

工関係１兆8,650億円(11.0％)等となっている。

　

このうち、第19図にみられるとおり、外交、防衛等のよ引こ当然国が行

なう行政は別として、国民生活に関連する公営住宅建設等の住宅費、公衆衛

生、清掃等の衛生費、小・中学校、高等学校等の学校教育費、道路整備、都

市計画、土地改良等の国土開発費、河川海岸等の国土保全費、警察、消防等

の司法警察費については、その大部分が地方公共団体の手を通じて執行され

ている。

　　　　　　

第19図

　

国・地方を通ずる純計歳出規模(目的別分類)
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）内の数値は、目的別経費に占める国、地方の割合を示す。
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イ

　

政府の財貨サービス購入

　

政府の財貨サービス購入は、人件費、事務費等のように民間から財貨およ

びサービスを購入して使用するための支出である経常購入と、公共施設等の

建設、政府企業の設備投資等の有形固定資産を作り出すための支出および政

府企業の在庫品増加である資本支出からなっている。

　

昭和46年度における中央、地方を通じての財貨サービス購入額は14兆

8,596億円(経常購入７兆1,561億円、資本形成７兆7,035億円)で、前年度と

比べると21.6 %(経常購入18.7％、資本形成24.4 %)増加しており、国民総

支出の増加率(10.7％)を大幅に上回っている。また、この購入額が国民総支

出に占める比率をみると18.3%で、前年度(16.7 %)と比べると1.6％高まっ

ている。

　

政府の財貨サービス購入を中央と地方に分けてみると、中央政府(三公社、

公庫、公団等を含む。)分は６兆3,882億円(経常購入40.0％、資本形成60.0

％)で前年度と比べると19.5 % (経常購入16.5％、資本形成21.6 %)増加し

ており、国民総支出に対する比率は7.9％(経常購入3.1%、資本形成4.7％)

となっている。

　

地方政府(公営企業、住宅供給公社を含む。)分は８兆4,714億円(経常購入

54.3%、資本形成45.7 %)で、前年度と比べると23.2 %(経常購入19.9 %、

資本形成27.3 %)増加しており、国民総支出に対する比率は10.4 %(経常購

入5.7%、資本形成4.8％)となっている。

（２）行政目的別歳出の状況

　

昭和46年度歳出決算額(11兆9,095億円)の目的別構成比をみると、土木

費25.6%と教育費24.6 %の両者で歳出総額の50.2%を占め、総務費(9.1％)、

農林水産業費(8.9 %)、民生費(7.8％)、衛生費(6.0 %)、商工費(4.1 %)がこ

れに次いでいる。歳出決算額の目的別構成比の中で、土木費が前年度に引き

続き最も高い比率を占めているのは、地方公共団体が、豊かな地域社会を形

成するため、道路、住宅等地域住民の日常生活に直結した公共施設を計画的

に整備している結果である。これらを団体種類別にみると、第20図にみら
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れるとおり、都道府県、市町村のいずれにおいても土木費、教育費の比率が

高く、また、都道府県では農林水産業費、市町村では民生費の比率が相対的

に高い。

　

市町村の歳出決算額の目的別構成比を団体種類別にみると、大都市では、

住宅、街路等生活環境施設等の整備を図るための土木費の比率が他の団体と

比べると極めて高く、教育費、民生費、衛生費、総務費がこれに次いでい

る。都市では、土木費、教育費、総務費、衛生費の比率が高く、町村では、

教育費、土木費、総務費、農林水産業費の比率が高くなっている。

　

目的別歳出決算額を前年度と比べると、増加額では土木費5,798億円(歳出

増加額に占める比率27.7 %-)と教育費4,912億円(23.4 %)の両者で歳出増加

額の51.1％を占め、農林水産業費2,082億円(9.9 %)、民生費1,706億円

(8.1％)、総務費1,585億円(7.6 %)がこれに次いでいる。増加率では、農林

水産業費(24.6 %)、衛生費(24.4 %)、消防費(23.6 %)、土木費(23.4%)等が

　　　　　　　　　　

第20図

　

目的別歳出決算額の構成比
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歳出総額の増加率(21.3 %)を上回っており、商工費(20.3 %)、教育費(20.1

％)、総務費(1V.1 %)等は歳出総額の増加率を下回っている。

　

目的別歳出決算額のうち主なものについての昭和41年度からの推移は、

第21図にみられるとおりで、土木費(2.78倍)が最も大きい伸びを示し、民生

費(2.59倍)、商工費(2.54倍)、消防費(2.47倍)等が歳出総額の伸び(2.37倍)

を上回っており、警察費(2.26倍)、教育費(2.26倍)、労働費(1.86倍)等は歳

出総額の伸びを下回っている。この５年度間に歳出総額の伸びを上回ってい

る経費の主な細目をみると、土地開発基金に対する繰出金が昭和44年度お

よび45年度に著しく増加したこともあって、土木管理費が4.60倍と最も大

きく、ついで老人福祉費(4.46倍)、都市計画費のうち公共下水道費(3.41倍)、

住宅費(3.41倍)、児童福祉費(3.24倍)等住民生活を豊かにするための関連経

費が大きく伸びている。

　

経費の支出状況を行政の目的に従って土木建設(土木費)、教育と文化(教

育費)、産業の振興(農林水産業費、商工費)、民生の安定(民生費、労働費)。
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保健・衛生と公害防止(衛生費)、警察と消防(警察費、消防費)に分けてみる

と次のとおりである。
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設

　

地方公共団は、その地域の特性に応じた街づくりを行ない、住民生活の向

上を期するために、各種公共施設の整備事業を実施している。特に、最近の

都市化、過疎化の進行、日常生活圏の拡大等、生活環境の急激な変化に伴

い。住民生活に密接な関係をもつ道路をはじめ住宅、公共下水道等の整備は

急を要しており、地方公共団体において土木行政の占めるウェイトはますま

す高くなってきている。

　

これら諸問題の解決を図るための諸施策の推進に要する経費マある土木費

の決算額は３兆541億円で、歳出総額の25.6 %(都道府県25.8%、市町村

24.2%)を占め、前年度(２兆4,744億円)と比べると5,798億円、23.4%増加

している。

　

土木費の目的別内訳は第22図にみられるとおりで、道路橋りょうの新設、

改良等の道路橋りょう費(36.8%)と街路の整備、区画整理等の都市計画費

(23.3 %)の両者で、土木費総額の60.1 %を占め、公営住宅の建設等の住宅
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費(15.9 %)、河川の改修、海岸の保全等の河川海岸費(11.8 %)がこれに次い

でいる。

　

これらを前年度と比べると、空港費が76億円、130.3 %と最も大きい伸び

を示し、河川海岸費837億円、30.4%、道路橋りょう費2,378億円、26.9%、

都市計画費1,469億円、26.0%、港湾費304億円、25.7%がこれに次いでい

る。反面、土木管理費は140億円、6.2％滅少している。空港費が最も高い

伸びを示しているのは、最近の航空輸送需要の増大、航空機の大型化等に対

処するため、主要地方空港の整備、拡張および騒音対策事業を中心に事業の

重点的な促進が図られたためであり、また、土木管理費が大幅に減少しだの

は、昭和44年度、45年度において土地開発基金への繰出しが急増したが、

46年度からは通常の基金運用に移ったため、繰出金が滅少したことによる

ものである。

　

また、土木費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では、道路

橋りょう費の比率が39.1 %と最も高く、河川海岸費(18.0％)、都市計画費

(15.8％)、住宅費(15.8 %)がこれに次いでいる。市町村では、都市計画費が
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34.1%と最も高く、道路橋りょう費(33.7 %)、住宅費(15.5 %)、土木管理費

(10.3％)がこれに次いでいる。なお、河川改修、海岸保全にかかる事業が主

として都道府県において行なわれることもあって、都道府県の河川海岸費が

市町村の9.0倍となっており、逆に、市町村の街路、区画整理の整備等の都

市計画費が都道府県の1,6倍となっている。

　

土木費の性質別内訳は、第23図にみられるとおり、普通建設事業費が２

兆3,416億円で、土木費総額の76.7 %と最も高い比率を占め、この普通建設

事業費の63.1 %が補助事業費と国直轄事業負担金で、単独事業費は36.9%

となっている。

　

これらを前年度と比べると、普通建設事業費は、5,032億円、27.4%増加し、

前年度の増加率(25.4 %)を上回っている。普通建設事業費のうち補助事業費

はヽ2,986億円、29.0%、国直轄事業負担金は、430億円、36.9%、単独事業費

は、1,615億円、23.0 %それ

ぞれ増加している。なお、補

助事業費が前年度の増加率

(17.5％)を大幅に上回ってい
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土木費の普通建設事業費の推移

　

ロ11

24,000

22.000

るのは、国の景気浮揚策とし

　

20､000

て公共事業が拡大されたため

　

18.000

であるが、反面、単独事業費

　

16.000

は、前年度の増加率（38.1％）

　

ｎ､000

を大幅に下回っている。

　

ま

　　　　　　　　　　　　　　

12 000
だ、住宅供給公社等への住宅

関係融資等の貸付金の増加率

　

10.000

(37.0 %■)は前年度(36.9%)を　　8,000

やや上回っているが、繰出金

　

6､000

は、土地開発基金への繰出し

　

4､000

が大幅に滅少したこともあっ

　

2､000
て、22.1 %^少している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　

また、土木費の性質別内訳

50

41

　　

42 43　　44　　n　　46　丁可

じ

　　　　　　　　　　　　　

ド

　　　　　　　　　　　

12。o

］

　

8

　

/

I

　

］

　　　　　　　　　　　

8J卜

　

’

　　　　　　

jﾂﾞ（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

､、

　

心

　　　

8

　

_

0

9

j

　

2

　　

1

　　　　　　　　

｀

1

　　　

治:

　

y氏

　

⑤

　　　　　　　

IJ

　　　

≒1

　

1

1ご

　　

Tm Mi　）:1　91･4;



を団体種類別にみると、都道府県、市町村ともに普通建設事業費が土木費総

額の82.4%、69.4 %と高い比率を占めている。　このうち補助事業費と国直

轄事業負担金を加えたものの普通建設事業費に占める比率は、都道府県では

72.8%、市町村では42.5 %となっている。都道府県で著しく高くなっている

のは、国の補助事業が都道府県でより多く実施されていることを示している。

　

土木費の性質別内訳のうち、普通建設事業費と維持補修費について、目的

別に前年度の増加率と比べると、普通建設事業費では、土木管理費(71.8 %)、

都市下水路費(38.3 %)、河川海岸費(31.2 %)、道路橋りょう費(29.6 %)、

街路費(26.9 %)、港湾費(26.3 %)等が前年度の増加率を上回っているが、維

持補修費では、各費目とも伸びが鈍化しており、街路費においては、12.4 %

滅少している。

　

土木費における各目的別普通建設事業費の推移は、第24図にみられると

おり、昭和41年度と比べると、住宅費3.20倍、道路橋りょり費2.75倍、河

川海岸費2.65倍、都市計画費2.40倍等となっており、生活環境施設等の整

備を図るための経費の伸びが大きい。

　

最近の自動車交通量の急激な増加等に伴って発生する交通事故の防止を図

るため、地方公共団体は、交通安全施設の整備、交通安全想思の普及等幅広

い対策を講じて:いる。これら

道路交通安全対策に要する経

費は、主として土木費、警察

費から支出され、その額は年

々増加している。

　

昭和46年度の道路交通安

全対策費として支出された経

費(土木費以外の費目にかか

るものも含む。)は1,053億円

で、前年度(781億円)と比べ

ると272億円、34.7%増加し

ている。道路交通安全対策費

の内訳は、第25図にみられ

第25図

　

道路交通安全対策経費の状況
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るとおり、歩道、歩道橋、防ごさく√信号機等の交通安全施設整備のﾅこめIくり

経費800億円(道路交通安全対策費総額に占める比率75.9 %)が最も高い比

率を占め、踏切の立体交差等の改善整備費140億円(13.3 %)、救急業務施設

整備費、交通安全運動経費等113億円(10.8％)がこれに次いでいる。なお、

道路交通安全対策費は、昭和41年度と比べると9.9倍に増加している。

　

イ

　

教育と文化

　

地方公共団体は､教育の振興と文化の向上等を図るため、学校教育、社会教

育等の教育行政を行なっているが、これは地方公共団体における行政部門の

中でも基本的なものの一つである。とくに最近においては、社会教育の充実、

学校給食の普及に伴う給食施設整備の促進等の需要が増大しており、さらに

は、人口の社会的移動の激化に伴い、児童・生徒の増加が著しい市町村におけ

る小・中学校の校舎等の整備および用地の取得が急務とされている等、教育

行政を積極的に推進するうえで、これら教育条件の整備が重要となってきて

いる。

　

これら諸問題の解決を図るための諸施策の推進に要する経費である教育費

の決算額は２兆9,314億円で、歳出総額の24.6% (都道府県26.3%、市町村

20.1%)を占め、前年度(２兆4,403億円)と比べると4,912億円、20.1%増加

している。

第26図

　

教育費の目的別内訳
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内訳はヽ第26図

にみられるとおり

で、義務教育にか

かる経費である小

学校費(38.3%)と

中学校費(21.3%)

の両者で教育費総

額の59.6%を占

め、高等学校費

(17.5％)、学校給
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食費、体育施設費等の保健体育費(6.0％)、青年・婦人教育費、文化施設

の維持運営にかかる経費等の社会教育費(4.2 %)がこれに次いでいる。

　

これらを前年度と比べると、保健体育費371億円、26.9 %が大きい伸びを

示し、社会教育費256億円、25.9 %、幼稚園費71億円、23.8%、小学校費

1,885億円、20.2^、中学校費1,046億円、20.1%がこれに次いでいる。

　

教育費における各目的別経費のうち主なものの推移をみると、昭和41年

度と比べて、保健体育費が3.20倍で最も大きい伸びを示しており、次いで、

社会教育費が3.12倍、小学校費が2.29倍でそれぞれ教育費総額の伸び(2.26

倍)を上回り、高等学校費が2.15倍、中学校費が2.07倍となっている。この

よ引こ保健体育費および社会教育費の伸びが大きいのは、学校給食の普及に

伴う給食施設の整備および国民総スポーツの施策を推進するための体育施設

の整備等の促進が図られたこと、また、青少年教育・成人教育の積極的推進

のため、公民館および図書館等の整備充実が重点的に行なわれたこと等によ

るものである。

　

また、教育費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では、小学校
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教育費の性質別内訳
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費の比率(36.3 %)が最も高く、高等学校費(25.4 %)、中学校費(21.0 %)がこ

れに次いでいる。市町村では、小学校費の比率(41.3 %)が最も高く、中学校

費(21.5 %)、保健体育費(14.0 %)がこれに次いでいる。

　

教育費の性質別内訳は、第27図にみられるとおり、人件費は１兆8,264億

円で教育費総額の62.3%を占め、普通建設事業費7,413,億円、25.3% (うち、

単独事業費13.5 %)の両者で教育費総額の87.6%を占めている。

　

これらを前年度と比べると、人件費2,655億円、n.o 96、普通建設事業費

1,676億円、29.2%の伸びを示している。人件費がこのように伸びたのは、

人事院勧告に伴う給与改定の幅が大きかったこと、｢国立及び公立の義務教育

諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法｣が制定されたことにより

教育職員に対し教職調整額が支給されるよ卵こなったこと、昭和44年の｢公

立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律｣の一部改

正に基づき、同年度以降計画的に教職員の定数改善がなされていること等に

よるものである。

　

なお、普通建設事業費については、単独事業費が634億

円、19.1%と前年度の増加率(49.5 %)を下回ったのに対し、補助事業費は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1,042億円、43.2%
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公立学校児童・生徒数の推移 と前年度(26.5%)

を大きく上回っ

た。とくに、小学
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は、児童・生徒が

急増している市町
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公共事業の拡大等により、小学校費55.7 % (前年度29.4%)、中学校#52.7

％(15.7％)とそれぞれ前年度を大きく上回っている。

　

また、教育費の性質別内訳を団体種類別にみると、都道府県では、義務教

育諸学校教職員、都道府県立高等学校教職員の人件費を支弁しているため、

人件費の比率(83.8 %)が高く、市町村では、義務教育施設整備等の普通建設

事業費の比率( 52.5%)が高い。

　

公立学校の児童・生徒数の推移は、第28図にみられるとおりで、小学校

児童数は昭和34年度以降毎年度減少傾向を示していたが、44年度から逆に

増加に転じ、中学校生徒数は38年度以降減少傾向を示している。高等学校

生徒数は昭和41年度以降減少傾向を示していたが、47年度は平平増加の傾

向にある。また、最近における小・中学校の児童・生徒数の状況を都道府県

別にみると、人口の都市への集中傾向を反映して、東京都、大阪府、愛知県

およびその近隣府県で増加の傾向を示し、その他の道県では減少の傾向を示

している。

　

ウ

　

産業の振興

　　

(ア)農林水産行政

　

地方公共団体は、農林漁業の生産性の向上と食糧の安定した供給を図るた

め、生産基盤の整備、消費流通対策の充実等の施策を実施している。

　

さら

に、最近においては、米の生産調整の実施を契機とした総合農政対策、農薬

による土壌汚染や工場汚水による漁場条件の悪化等に対処するための公害対

策等の施策の推進も重要な課題となっている。

　

これらの諸施策の推進に要する経費である農林水産業費の決算額は１兆

560億円で、歳出総額の8.9％(都道府県11.9%、市町村6.7％)を占め、前

年度(8,478億円)と比べると2,082億円、24.6%増加している。

　

農林水産業費の目的別内訳は、第29図にみられるとおり、土地改良事業、

干拓事業、農用地開発事業等農業基盤整備の経費である農地費(39.0 %)

と、農業改良普及事業、農業経営近代化施設整備事業等の経費である農業費

(27.4 %)の両者で農林水産業費総額の66.4%と約３分の２を占め、林業費
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農林水産業費の目的別内訳
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(17.5％)、水産業費(9.5 %)、畜産業費(6.5％)がこれに次いでいる。

　

これらを前年度と比べると、農業生産性の向上と稲作転換のための基盤

となる圃場整備、農道整備、基幹かんがい排水施設等の土地改良事業が積

極的に推進されたこと等により、農地費は、1,021億円、32.9%と最も大き

い伸びを示し、水産業費217億円、27.5%、林業費326億円、21.4%、農業

費431億円、17.5%、畜産業費87億円、14.6 %がこれに次いでいる。

　

農林水産業費における各目的別のうち主なものの推移をみると、昭和41

年度と比べて、農地費は2.93倍と農林水産業費総額の伸び(2.38倍)を上回っ

ており、農業費は1.92倍の伸びとなっている。

　

農林水産業費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では農地費

(39.2 %)、農業費(26.3%)の比率が高く、市町村では農業費(36.9 %)、農地

費(34.3 ?^)の比率が高　　第31図　農林水産業費の普通建設事業費の推移

い。

　

農林水産業費の性質別

内訳は、第30図にみら
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示しており、補助費等125億円、16.6%、人件費233億円、15.6 %がこれに

次いでいる。

　

農林水産業費における各目別普通建設事業費の推移は、第31図にみられ

るとおりで、これらを昭和41年度と比べると、普通建設事業費総額では

2.68倍、農地費3.07倍、水産業費2.54倍、林業費2.33倍、農業費2.01倍と

なっており、農業基盤整備事業の拡充強化により農地費の伸びの著しいこと

が注目される。また、農林水産業費の普通建設事業費総額に占める目的別の

比率をみると、農地費が55.4%と全体の２分の１をこえる高い比率を占め、

林業費(20.5％)、農業費(10.7 %)、水産業費(10.1％)がこれに次いでいる。

　　

(イ)商工行政

　

地方公共団体は、地域における商工業の発展を図るため、中小企業の近代

化、商工業の指導育成、工業団地等の建設等各種の施策を行なっている。

　

これらの施策の推進に要する経費である商工費の決算額は、4,938億円で

歳出総額の4.1％(都道府県5.1％、市町村2.6％)を占め、前年度(4,105･億

　　　　　　　　　　

第32図

　

商工費の性質別内訳
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円)と比べると833億円、20.3%増加している。

　

商工費の性質別内訳は、第32図にみられるとおり、貸付金が3,408億円

で商工費総額の69.0％と最も高い比率を占め、補助費等399億円、8.1％、

普通建設事業費377億円、7.6％、人件費360億円、7.3％がこれに次いで

いる。

　

このよ卵こ資金の貸付事業が商工行政の中心となっているのは、中小企業

に対する経営運転資金、機械設備

の近代化・高度化資金、企業の合

理化資金等の資金を低利で貸し付

けることによって、中小企業の健

全な育成を図ろうとしていること

によるものである。

　

商工費の性質別内訳を前度年と

比較してみると貸付金が633億

第33図

　

商工費の貸付金貸付額の推移
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次いでいる。普通建設事業費は、
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そのうちの補助事業費が22.8 %

と前年度(22.5 %)を上回る伸びを　1,500

示したが、単独事業費の伸びが

2.6％と前年度(17.4 %)を大幅に

下回ったため、普通建設事業費総

　

り00

額では20億円、5.6％の伸びにと

どまっている。

　

商工費の性質別内訳を団体種類
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別にみると、都道府県では、貸付
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｡
1

％と最４高く、普通建設事業費(14.2％)、補助費等(13.8 %)がこれに次いで

いる。

　

商工費のうち貸付金の推移をみると、第33図にみられるとおりで、毎年

度大きい伸びを示し、貸付金額を昭和41年度と比べると2.72倍となってお

り、商工費総額に占める比率も上昇を続けている。

　

エ民生の安定

　　

(ア)社会福祉行政

　

最近における社会経済情勢の進展に伴い、社会福祉行政においでは老人の

健康管理、生活保障、児童の健全な育成、心身障害者の保護等のための社会

福祉施設の整備拡充をはじめとして、各種の社会福祉対策の強化が急務と

なっている。

　

地方公共団体においても、これらの諸問題に対処するため、保育所、老人

ホーム等の施設の建設や、生活保護の実施等、社会福祉向上のための努力が

続けられている。

　

これら社会福祉行政の推進に要する経費である民生費の決算額は9,293億

円で、歳出総額の7.8％(都道府県4.6％、市町村12.0％)を占め、前年度

(7,587億円)と比べると1,706億円、22.5%増加している。

　

民生費の目的別内訳は、第34図にみられるとおり、生活困窮者に必要な

援助を行なうための

生活保護費が民生費

総額の36.6％と最4，

高い比率を占め、保

育所の設置運営等

の児童福祉費(33.4

％)、心身障害者対

策等の社会福祉費

(19.8％)、老人ホー

ムの設置運営等の老

人福祉費(9.9％)が

第34図
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これに次いでいる。

　

これらを前年度と比べると、老人福祉費が319億円、52.8 %と最も大きい

伸びを示し、児童福祉費663億円、27.1%がこれに次いでおり、それぞれ民

生費総額の増加率(22.5 %)を上回っている。さらに社会福祉費は311億円、

20.3%、生活保護費は、411億円、13.8％の伸びを示している。

　

民生費における各目的別のうち主なものの推移をみると、生活保護費の民

生費総額に占める比率は、昭和41年度以降毎年度低下しており、一方、老齢

人口の増加に伴う老人福祉の拡充、母子福祉の充実、要保護児童の健全な育

成、心身障害者の福祉増進等の社会福祉行政に関する経費が拡充されてきた

ことを反映して、老人福祉費、児童福祉費、社会福祉費が42年度以来大き

な伸びを示している。

　

民生費の目的別内訳を団体種類別にみると、構成比においては、都道府

県、市町村ともほぼ同様の構成割合を示しているが、民生費総額においては

　　　　　　　　　　　

第35図

　

民生費の性質別内訳
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福祉行政の第一次的なにない手である市町村が、都道府県の約２倍のj額と

なっている。

　

民生費の性質別内訳は、第35図にみられるとおりで、被保護者に対する生

活扶助、医療扶助等の生活保護費、保育所等の入所措置児童および老人ホー

ムの入所者に対する措置費等に要する経費である扶助費が4,796億円で、民

生費総額の51.6 %と最も高い比率を占め、施設関係職員等の人件費2,027億

円、91 Q 0/、普通建設事業費1,160億円、12.5%がこれに次いでいる。

　

これらを前年度と比べると、補助費等が90億円、31.9%と最も大きい伸

びを示し、普通建設事業費245億円、26.8%、人件費423億円、26.4%、扶助

費813億円、20.4 %がこれに次いでいる。このうち補助費等の伸びが大きい

のは、老人、児童、心身障害者

等を対象とする福祉施設、福祉

団体への補助の拡充強化および

老人医療費の公費負担実施団体

第36図

　

民生費の普通建設事業費の推移
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年度と比べると、老人

福祉費7.48倍、社会

福祉費4.78倍と、普通

建設事業費総額の伸び

(4.41倍)を上回る大き

い伸びを示し、児童福

祉費は3.73倍となっ

ている。とくに老人福

祉費の普通建設事業費

は前年度と比べても

63.4%と大幅に増加し

ている。

　

生活保護の被保護人

員および保護率の推移

は、第37図にみられ

るとおりで、雇用情勢

第37図

　

生活保護の被保護人員および保護率の推移
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の好転、賃金水準の上昇等により、昭和38年度をピークにその後減少傾向

が続いているが、そのうち被保護人員についてみると、44年度と45年度

は、いずれも前年度と比べて５万人以上の減少があったのに対し、46年度

は１万９千人の減少にとどまっている。また、被保護者の傾向をみると、昭

和46年度は景気後退に伴う失業者の増加があり、失業を原因とする対象者

数は横ばいであるが、総体的には、老令者、母子世帯、障害者等のウェイト

が高まる傾向を示し、生活保護の対象者の内容に変化が続いている。

　

扶助の内訳についてみると、生活扶助、住宅扶助、教育扶助の人員は、年

々減少しているが、医療扶助人員は昭和38年度から44年度の間に急激に増

加し、前年度は横ばいであったが、46年度は3.0%増加している。
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地方公共団体は、職業訓練の充実、労働者の福祉増進のための施設整備、

労使関係の安定および失業者対策等の諸施策を推進し、労働者の福祉向上
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と職業の確保等に努

めている。

　

これらの諸施策の

推進に要する経費で

ある労働費の決算額

は、1,863億円で、

歳出総額の1.6％(都

道府県1.4%、市町

村1.6%)を占め、前

年度(1,627億円)と

比べると236億円、

14.5%増加してい

る。
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労働費の目的別内訳
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労働費の目的別内訳は、第38図にみられるとおりで√失業対策費が労働

費総額の64.1 %を占め、その他の35.9%は職業訓練費、労働者金融対策、

労働者福祉対策等の労政費、労働委員会費等の経費である。

　

これらを前年度と比べると、失業対策費は100億円、9.1％、その他は136

億円、25,6%増加している。失業対策事業については「中高年齢者等の雇用

の促進に関する特別措置法」が制定され、これに伴い昭和46年10月以降発

生した失業者は、従来の失業対策事業の対象者とせず、また従来の対象者に

対しても積極的に職業転換を推進することとされ、このよりなことから、失

業対策費の伸びは前年度並みにとどまり、一方、その他経費が大きく伸びた

のは、従来の失業対策事業対象者の常用雇用への転換を促進するため、就職

支度金制度の大幅な拡充が行なわれて労政費の伸びが著しかったこと等によ

るものである。

　

また、労働費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では失業対策

費が44.9%、職業訓練費、労政費が55.1%とそれぞれほぼ２分の１の比率

を占めているが、市町村では失業対策費が86.3%と労働費総額の大部分を占

めている。
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労働費の性質別内訳
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労働費の性質別内訳は、第39図にみられるとおり、土木関係、清掃関係

等の失業対策事業費が1,032億円で、労働費総額の55.4% (うち補助事業費

40.9%)を占め、労政および職業訓練関係職員の人件費240億円、12.9%が

これに次いでいる。

　

オ

　

保健・衛生と公害防止

　

地方公共団体は、住民の日常生活に密着したし尿・ごみ処理施設の整備、

がん等の成人病等に対する医療対策、食品衛生対策さらには深刻な様相を呈

してきている公害対策の推進等、住民の健康の確保増進をめぐる諸問題に対

して積極的な施策を講じている。

　

これらの諸問題の解決を図るための諸施策の推進に要する経費である衛生

費の決算額は7,162億円で、歳出総額の6.0 % (都道府県4.7%、市町村7.3

％)を占め、前年度(5,759億円)と比べると1,403億円、24.4%増加してい

る。･

　

衛生費の目的別内訳は、第40図にみられるとおり、公衆衛生費444%と

清掃費38.4%の両者で衛生費総額の82.8%を占め、保健所費(8.6 %)、結核

対策費(8.6 %)がこれに次いでいる。

　

これらを前年度と比べると、清掃費は708億円、34.6%と大幅に仲びてお
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第40図

　

衛生費の目的別内訳

肛直IGII,1こ

3.32町,丿り

　

100. 0 '■-バ

lh町村

ｙ97卵士｣

1り0.0｢ヘパ･

3.4

4,4

り、また、公衆衛生

費は599億円、23.2

％増加しているが、

両者で衛生費の増加

額の93.2%を占め

ている。‥このよ引こ

これらの経費が伸び

ているりは、清掃費

については、近年に

おける国民生活の向

上、産業活動の拡大

等に伴って排出され

るごみ等の廃棄物が膨大な量となってきており、これに対する衛生処理の需

要が高まってきたこと、公衆衛生費については、公害対策、食品衛生対策、

成人病対策等日常の健康の確保増進に対する積極的な施策が要請されるよう

になったこと等によるものである。

　

これに対して結核対策費は、公衆衛生の向上、予防対策の充実、治療法の

飛躍的な進歩等によって、結核患者数が急減したこともあって、11億円、

1.9％と伸びは鈍化している。

　

また、衛生費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では精神衛

生、食品衛生等にかかる公衆衛生費の衛生費総額に占める比率が、56.8％と

最も高く、清掃費(14.8 %)、保健所費(14.5 %)がこれに次いでいる。市町村

では、し尿・ごみの収集職員の人件費、処理施設の整備等にかかる清掃費が

57.4%と衛生費総額の２分の１をこえる高い比率を占めており、公衆衛生費

(34.8 %)、結核対策費(4.4％)がこれに次いでいる。

　

衛生費の性質別内訳は、第41図にみられるとおり、保健所職員、清掃事業

関係職員等の人件費が、2,175億円で衛生費総額の30.4 %と最も高い比率を

占め、普通建設事業費1,424億円、19.9%、物件費1,100億円、15.4%、扶助
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費1,027億円、

14.3%がこれに

次いでいる。

　

これらを前年

度と比べると、

普通建設事業

費が440億円、

44.7%増加して

いる。普通建設

事業費のうち補

助事業費は26.4

％、また、単独

事業費は53.0％

と大幅に増加し

ているほか、簡

易水道事業等に

対する繰出金が

34.2%、補助費

等が27.0%と

衛生費総額の増

加率(24.4 %)を

上回っている。

べ

　　

計

7､16ｙOII］
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3,97910円

　

100,0≒I
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3,3281ij円
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第41図

　

衛生費の性質別内訳

]０．３

　

また、これらを団体種類別にみると、都道府県では結核医療、精神障害者

の医療にかかる措置費等の扶助費の比率が26.9%と最も高く、ついで人件

費(25.8%)の比率が高く、市町村では、人件費(33.1 %)の比率が最も高く、

ついでし尿・ごみ処理施設等の普通建設事業費(26.2 %)の比率が高くなって

いる。

　

衛生費における普通建設事業費の推移は、第42図にみられるとおりで、

昭和41年度と比べると、3.15倍の伸びを示している。普通建設事業費の大
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衛生費の普通建設事業費の推移
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半は、し尿・ごみ処理

施設等の建設のための

経費である。

　　　

▽

　

最近の経済社会り急

激な発展に伴って生じ

てきた大気汚染、水質

汚濁、騒音および振

動、地盤沈下、悪臭等

の公害問題は年々深刻

の度を深めている。

これに対処するため、地方公共団体は公害の監視、測定体制の強化、下水道

等の社会資本の整備などの積極的な公害防止対策を講じている。とくに、現

に公害が著しく、または著しくなるおそれがある地域にあっては、公害対策

基本法に基づく公害防止計画の策定が進められている一方、公害防止計画を

策定した地域等に対する国の財政援助措置を図るため｢公害の防止に関する

事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律｣が制定された。

　

昭和46年度においてこれら公害問題に対処するため、地方公共団体が支

出した経費(衛生費以外の費目にかかるものおよび公営事業会計にかかるも

のを含む。)は、5,866億円(都道府県2,190億円、市町村3,676億円)となって

いる。これを前年度(都道府県1,299億円、市町村2,436億円、合計3,735億

円)と比べると、2,131

億円、57.1$^と大幅に

増加しており、地方公

共団体の公害対策に対

する積極的な姿勢がう

かがわれる。

　

公害対策経費の内訳

は、第43図にみられ

るとおりで、建設事業

第43図

　

公害対策経費の状況
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費が5,426億円で、公害対策経費の92.5%と大半を占めている。ついで、人

件費、監視、測定用の機械器具購入費等の経常経費が244億円(公害対策経

費に占める比率4.2%)、民間の企業等に対する助成金、貸付金が164億円

(2.8％)となっている。

　

さらに建設事業費の内訳をみると、下水道整備事業費が3,843億円で公害

対策経費の65.5%と最も高い比率を占めており、公害対策の中心をなして

いる。また、前年度(2,270億円)と比べると、1,573億円、69.3%と大幅に増

加している。ついで廃棄物処理施設整備事業費が721億円(公害対策経費に

占める比率12.3 %)、教育施設等の公害防止事業費が403億円(6.9 %)と

なっている。

　

カ警察と消防

　　

(ア)警

　

察

　

行

　

政

　

犯罪の捜査、交通安全の確保、その他地域社会の安全秩序を維持し、国民

の生命財産を保護すること等が、警察行政の任務である。とくに最近におい

ては、モータリセージ。ｙの進展等により発生する交通事故の防止のための

交通安全行政の充実強化が重要となっている。

　

警察費の決算額は4,704億円で、歳出総額の3.9％を占め、前年度(4,018億

円)と比べると686億円、17.1％増加している。

　

警察費の性質別内訳は、第44図にみられるとおり、警察官等の人件費が

3,809億円で、警察費総額の81.0 %と最も高い比率を占め、交通信号機の設

置等の普通建設事業費478億円、10.0％、物件費341億円、7.3％がこれに

次いでいる。

　

これらのうち

人件費を前年度と比べると

580億円、18.0％増加してい

る。

　

昭和47年４月１日現在に

おける警察職員についてみる

第44図

　

警察費の性質別内訳
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と、国家公務員である警視:ま以上の階級にある地方警務官を除く都道府県の

警察職員は、20万７千人(前年度20万４千人)であり、そのうち警察官は17

万９千人で、前年度(17万７千人)と比べると２千人、1.2％増加している。

また警察事務職員は、２万９千人で、前年度(２万７千人)と比べると２千

人、6.6%増加しているが、これは主として交通事故防止の充実強化等を図

るため昭和45年度から制度化された交通巡視員の増によるものである。＼

　

なお、年々増加を続けてきた交通事故の発生件数は、人身事故にあっては

昭和44年をピークとして昭和45年には減少に転じ、46年は70万件と前年

に比べて１万８千件減少している。

　　

(イ)消

　

防

　

行政

　

都市の過密化、危険物施設の増加、ピルの高層化、地下街の建設等によ

り、火災等の災害に対する危険度はますます高まり、かつ、交通事故等の多

発に伴う救急業務実施体制の整備の必要性が高まっている。

　

このような事態に対処するため、地方公共団体においては、消防力の近代

化、消防の常備化、広域化を図る等により消防力の充実強化と救急体制の整

備に努めている。

　

消防費の決算額は1,846億円で、歳出総額の1.5％(都道府県0.4％、市町

村2.9%)を占め、前年度(1,493億円)と比べると353億円、23.6%増加し

ている。

　

消防費の性質別内訳は、第45図にみられるとおり、消防関係職員の人件費

がヽ1,202億円で消防費総額の65.1％と最も高い比率を占め、消防自動車、

救急自動車の購入、消防庁舎の建設等の普通建設事業費355億円、19.2%、

第45図

　

消防費の性質別内訳
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物件費189億円、10.3%がこ

れに次いでいる。

　

昭和47年４月１日現在に

おける消防組織の状況をみIる



と、常備消防にあっては、消防本部・署、出張所数は3,663箇所で、前年同期

と比べると425箇所増加し、消防吏員は７万７千人で、前年同期と比べると

９千人、13.0％増加している。その反面、消防団にあっては、3,659団体で、

前年同期と比べると23団体滅少し、団員数は116万７千人で、前年同期と

比べると２万３千人減少し、ここ数年来この傾向が続いている。

　

また、消防施設の状況をみると、消防ポンプ自動車、化学消防自動車、救

急自動車、消防無線電話等の施設の近代化、機械化が図られている。

　

消防行政の一環として、昭和39年４月から制度化された救急業務は、交

通事故をはじめとする各種の災害の増大等により、救急搬送等の業務量は依

然として増加しており、昭和46年の救急出場件数は、99万２千件(前年87

万３千件)で、そのうち交通事故による出場件数は、28万６千件に達してい

る。

　

また救急業務を実施している市町村の数も、大幅に増加し、昭和47年

４月１日現在1,632団体で、前年同期(1,125団体)と比べると507団体、45.1

％増加している。

５

　

地方経費の構造

　

地方公共団体の経費を性質別に分類すると、投資的経費、義務的経費、そ

の他の経費に大別されるが、これらの状況をみると、次のとおりである。

（１）概

　　　

況

　

昭和46年度歳出決算額(11兆9,095億円)の性質別構成比をみると、普通

建設事業費が36.4 %を占め、前年度(34.6 %)と比べると1.8％高くなってお

り、最も大きい比率を示している。人件費は31.9 %(前年度32.7 °/o)で44年

度までは最高の比率を占めていたが、前年度から普通建設事業費の比率を下

回り、低下の傾向をみせている。

　

そのほかでは、物件費( 6.2 %)、貸付金

(5.8％)、扶助費(5.0％)、補助費等(4.0％)がこれに次いでいる。

　

団体種類別に義務的経費と投資的経費の構成比をみると、第46図にみら

れるとおりで、義務的経費の歳出総額に占める比率は、都道府県(41.4 %)が

市町村(35.3 %)に比べて高くなっている。これは、都道府県が義務教育諸学
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校教職員および警察職員
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発基金の設置等により、繰出金が4.11倍と大きい伸びをﾄみぜており、普通

建設事業費も2.77倍で歳出総額の伸び(2.37倍)を上回っている。

　

また、公

債費の伸びは歳出総額の伸びと同じとなっており、災害復旧事業費(1.13

倍)、失業対策事業費(!｡39倍)等は4これを下回っている。

(２)投資的経費

　　　　　

。･

　

投資的経費は、道路・橋りょり、学校校舎、公営住宅の建設等、行政施設

水準の向上に直接資する経費であり、普通建設事業費、災害復旧事業費およ

び失業対策事業費からなっている。

　

最近における経済発展と国民生活の現状からみて、社会資本の相対的な立

ちおくれがみられ、地方公共団体はそれに対処するため、計画的、重点的に

建設投資を行なうことを要請されている。

　

投資的経費の決算額は４兆6,259億円で、歳出総額の38.8% (都道府県

37.3%、市町村41.2%)を占め、前年度３兆6,492億円と比べると9,768億円、

26.8%増加している。
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投資的経費を普通建設事業費、災害復旧事業費および失業対策事業費別に

みると、次のとおりである。
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ア

　

普通建設事業費

　

昭和46年度の国、地方を通じる公共事業の拡大により、投資的経費の中

心をなす普通建設事業費は高い伸びを持続し、決算額は４兆3,388億円で、

前年度(３兆3,988億円)と比べると9,401億円、27.7%増加している。

　

これ

は、前年度の増加率(27.7 %)と同率であるが、内容では、補助事業費が

31.6%と前年度の伸び(19. 6 %)を大きく上回ったのに対し、単独事業費は

22.2%と、前年度(38.4 %)をかなり下回っている(第48図)。

　

第49図は、普通建設事業費の増加状況を、昭和41年度を100とした指数

で示したものであり、46年度においては、補助事業費の伸びが単独事業費

の伸びを上回ったものの、この５年度間では単独事業費は3.27倍に増加し、

補助事業費(2ぶ倍)を上回っている。普通建設事業費は全体では2.77倍と、

歳出決算額および国民総生産の伸びを上回っている。これは、地方公共団体

が、近年ますます増大する傾向にある生活環境施設整備等に対する住民の要

請に応え、建設投資を積極的に推進してきたことを示すものである。

　

普通建設事業費の

決算額を団体種類別

にみると、都道府県

２兆4,644億円、市

町村２兆951億円で

あり、歳出総額に

占める比率は市町村

(38.6 %)が都道府県

(34.8%)に比べて高

い。また、補助事業

費および国直轄事業

負担金の普通建設事

業費に占める比率を

みると、都道府県

67.9%、市町村42.6

第49図

　

普通建設事業費の推移
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％であり、公共事業が、都道府県においてより多く実施されていることを示

している。つぎに、普通建設事業費の増加率を団体種類別にみると、都道府

県では26.5%(前年度24.6 %}、市町村では28.4% (30.7 %)と、それぞれ歳出

総額の増加率を上回っているが、市町村においては、その伸びが前年度に比

べて若干鈍化している。

　　

(ア)普通建設事業費の目的別内訳

　

普通建設事業費の目的別内訳をみると、道路橋りょう費が9,665億円、

22.3%と最も高い比率を占めており、街路整備や区画整理等の都市計画費

5,191億円(12.0 %)、農道や農業基盤整備等の農地費3,781億円(8.7％)、住

宅費3,517億円(8.1 %)、河川海岸費3,409億円(7.9 %)、小学校費3,026億円

(7.0％)がこれに次いでいる。このよ引こ、土木費だけで普通建設事業費の

　　　　　　　　

第50回
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２分の１以上の２兆3,416億円(54.0 %)に達している。また、目的別内訳の

増加率をみると、老人福祉費(63.3 %)が最も高く、清掃費(549 %)、中学校

費(39.4 %)、農地費(34.7 %)等の伸びが著しい。

　

普通建設事業費の目的別内訳の推移は、第50図にみられるとおり、昭和

41年度と比べると、民生費は4.41倍と大きな伸びを示しており、内訳をみる

と、老人福祉費が7.40倍、社会福祉費が4.78倍、児童福祉費が3.73倍と

なっている。また、教育費は3.08倍となっているが、社会教育費(4.24倍)、

小学校費(3.34倍)の伸びが大きく、土木費は2.69倍で、住宅費(3.20倍)、

道路橋りょう費(2.75倍)の伸びが大きい。

　

普通建設事業費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では、道路

橋りょう費(26.0 %)、河川海岸費(12.8 %)、農地費(12.5％)等の比率が高い

が、前年度大きな伸びを示した住宅費(7.9％)の比率がやや低くなってい

る。市町村では、道路橋りょり費(16.9 %)、都市計画費(15.2 %)、小学校

費(14.4 %)等地域生活に密接な関係のある経費の比率が高く、これらのほ

か、中学校費(7.3％)、清掃費(3.9 %)、児童福祉費(2.2 %)等が都道府県と

比べて高くなっている。

　

地方公共団体が公共施設の整備を推進するうえで、用地取得費は大きな財

　　　

第51図

　

普通建設事業費のうち用地取得費の増加状況(41年度＝1昨
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政負担となっている。昭和46年度における普通建設事業費のうち、用地取得

に要した経費を、41年度と比較したのが第51図である。

　

用地取得費の伸びは、都道府県、大都市、都市、町村すべてにおいて、普

通建設事業費の伸びを上回っているが、都市および町村においてその伸びが

著しいのに対して、大都市においては用地取得難等の事情があり、その伸び

は相対的に低くなっている。用地取得費の決算額は、都道府県3,908億円、

市町村4,471億円で、それぞれ普通建設事業費の15.9 %(前年度14.2 %)、

21.3% (19.7%)を占めている。　また、団体種類別にその増加状況をみると、

都道府県1,138億円、41.1 %、市町村1,258億円、39.2%の伸びとなってい

る。用地取得費8,378億円の財源内訳をみると、地方公共団体が用地取得に

かかる地方債を積極的に活用したことを反映して、地方債の比率は41.6 %

(昭和45年度35.9 %、44年度22.9 %)と年々高くなっている。

　　

(イ)補助事業費の内訳

　

国からの補助また1は負担を伴って施行される補助事業費の決算額は、２兆

3,199億円で、前年度(１兆7,625億円)と比べると、5,574億円、31,6 %(前

年度19.6％)と、景気浮揚のための公共投資が追加されたこともあって、急

激な伸びを示している。これを団体種類別にみると、都道府県における増加

率は29.0 %であり、市町村における増加率は、教育費にかかる補助事業費

の増大もあって36.3％となっている。

　

補助事業費の構成比を目的別にみると、道路橋りょう費(17.5%)等の交通

施設整備事業、農地費(13.1 %)等の産業基盤整備事業、住宅費(11.2 %)、河

川海岸費(10.3％)等の国土保全施設整備事業の比率が高いが、最近では、都

市計画費(14.4 %)、小学校費(7.6％)、清掃費(1.3％)等住民の日常生活に密

着した事業の増加が目立っている。

　　

(ウ)単独事業費の内訳

　

地方公共団体が、国の補助をうけずに自主的に施行している単独事業費の

決算額は、１兆8,565億円で、前年度(１兆5,187億円)と比べると3,379億

円、22.2%の増加を示している。地方税の減収等による一般財源の伸びなや

みとヽ公共事業の拡大等もあって、前年度の増加率(38.4 %)と比べると、単

独事業費の伸びはかなり鈍化している。団体種類別に増加率をみると、都道
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府県では20.0％、市町

村では23.2%と、いず

れも前年度の増加率を

下回っている。

　

単独事業費の構成比

を目的別にみると、道

路橋りょう費(25.6

％)、都市計画費(9.9

％)、小学校費(6.8 %)

等の比率が高くなって

いる。

　

補助事業費と単独事

第52図

　

普通建設事業費の目的別の状況
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業費の構成比を目的別にその主なものについて:みると、第52図にみられる

とおり、補助事業費の占める比率が高いのは、農地費および河川海岸費であ

る。清掃費および道路橋りょう費において、単独事業費の比率が比較的高く

なっているが、これは、地方公共団体が、し尿、ごみ処理施設、生活関連市

町村道等の整備を、地域住民の要請に応えて、計画的、重点的に推進してい

ることによるものである。

　

単独事業費の増加率を目的別にみると、前年度に比べて総体的に低くなっ

ており、前年度の伸びを上回ったのは、農業費の27.1 %(前年度23.0 %)、

清掃費の68.6 %(前年度49.7 %)のみとなっている。

　　

(エ)国直轄事業負担金の内訳

　

国が、土木その他の建設事業を直轄で施行する場合において、法令により、

地方公共団体がその経費の一部を負担する国直轄事業負担金の決算額は、

1,624億円で、前年度(1,176億円)と比べると448億円、38.1%増加している。

　

国直轄事業負担金を目的別にみると、道路橋りょう費(51.8 %)、河川海岸

費(24.9 %)、港湾費(15.7 %)と、この三者で全体の92.4 %を占めている。

なお、国直轄事業負担金では、都道府県が全体の93.6％(1,520瀦円)とその

大部分を占めている。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－79－

』

　　　　　　　　　　　　　　　　

/

　　　　　

｜

　　　　　　　　

‘69.9

　　　　

n.? ///////.■
■

　　　　　　　　

58.5

　　　　　

万万殤万言

　　　　　　　　　　　　　　

－
｜

　　　　　　　　

一
｜

　　　　　　　

一゛1二置童二勿



　　

（オ）普通建設事業費の充当財源

　

普通建設事業費に充当された財源の構成比め推移は、第53図にみられるj

とおりである。

　

一般財源等の充当額は、前年度と比べると9.6 ?oの増加にとどまり、構成

比も前年度47.1%から40.5%へ

と大幅に低下している。一方、地

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(％
方債は、前年度と比べると79.1 %　50

と大幅に増加し、構成比は、前年

度の16.2%から22.8%へと大き

　

40

く上昇している。また、近年低下

の傾向を示してきた国庫支出金の

　

30

構成比も上昇し、この結果、国庫

　

20

支出金(26.6 %)と地方債(22.8％)

の合計額の、普通建設事業費の財

　

10

源総額に占める比率は49.4%で、

最近では昭和41年度に次ぐ高い

　

０

比率となっている。

　

イ

　

災害復旧事業費

第53図

　

普通建設事業費の財源

　　　　

構成比の推移

一般財源等

　　

47.1

40.5

ﾆみヽ響一-26.6

地方債

41

　　

42

　　

43

　　

44

　　

45

　　

46

22.8

　

災害によって被害を受けた施設等を、原形に復旧するための経費である災

害復旧事業費の決算額は1,839億円で、前年度1,479億円と比べると360億

円、24.3%増加している。災害復旧事業費の歳出総額に占める比率は、昭和

41年度(3.3 %)から年々低下し、46年度においては1.5%となっている。

　

これを性質別にみると、補助事業費1,615億円(災害復旧事業費総額に占

める比率87.8%)、単独事業費194億円(10.5％)、国直轄事業負担金31億円

(1.7％)であり、補助事業費と国直轄事業負担金の両者で総額の89.5%を占

めている。

　

また、これを目的別にみると、･道路、河川、海岸、港湾等の公共土木施設

1,337億円(72.7 %)と農地、農業用施設、漁港等の農林水産業施設384億円

(20.9 %)の両者で総額の93.6 %を占めている。
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さらに、災害復旧事業費に充当された財源についてみると、一般財源等の

占める比率は、160億円(8.7％)であり、国庫支出金1,172億円(63.7 %)と地

方債448億円(24.4 %)が大部分を占めている。

　

年災別災害復旧事業の進捗状況を、補助事業および国直轄事業についてみ

ると、昭和43年災害、44年災害は46年度末までにすべて復旧を完了し、

44年から46年までの災害の復旧所要額の合計額は4,933億円で、46年度末

までに3,104億円、62.9%実施されている。なお、昭和46年災害の進捗率

は31.8%である。

　

ウ

　

失業対策事業費

　

失業者に就業の機会を与えるために行な‰道路の補修や、公園の清掃等

の事業に必要な経費である失業対策事業費の決算額は1,032億円で、前年度

(1,025億円)と比べると７億円、0.7％増加している。

　

これを性質別にみると、補助事業費が763億円で73.9 %、単独事業費が

270億円で26.1%を占めている。また、財源についてみると、国庫支出金が

436億円で42.3%、一般財源等が569億円で55.1 %を占めている。

（3）義務的経費

　

義務的経費は、その支出が義務づけられている経費であり、人件費、扶助

費および公債費からなっている。

　

義務的経費の決算額は４兆8,280億円で、前年度(４兆832億円)と比べる

と7,448億円、18.2%増加している。

　

義務的経費の増加状況の内訳をみると、とくに、人件費は人事院勧告によ

る給与改定の幅が11.74 %と前年度(12.67 %)につぐ大幅なものであったこ

ともあって、増加率(18.5％)では前年度(19.6 %)につぐ高いものとなってお

り、増加額では前年度(5,245億円)を692億円上回る5,937億円に達してい

る。

　

また、扶助費は5,955億円で、その大半を占める生活保護費において被保

護人員が減少している反面、生活保護基準の引き上げがなされていること、

児童、老人等に対する福祉関係の措置が大幅に拡充されていることによっ
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て、前年度と比べると874億円、17.2%増加している。

　

公債費については4,333億円と、前年度(3,696億円)と比べると637億円、

17.2%増加している。

　

義務的経費の増加率は歳出総額の増加率21.3%および前年度の義務的経

費の増加率19.7%を下回っているものの、その増加額は前年度の増加額

6,731億円を上回っている。

　

ア

　

人

　　

件

　　

費

　

人件費は、一般職等の職員の給与。地方公務員共済組合負担金、退職金、

恩給、議員報酬等からなっている。

　　　　　　　　　　　　　

く

　

人件費の決算額は３兆7,992億円で、前年度(３兆2,055億円)と比べると

増加額5,937億円、増加率18.5%となっており、増加率では前年度(19.61％)

につぐ高いものとなっている。

　

人件費の歳出総額に占める比率(31.9 %)は昭和40年度以降、漸減傾向を続

け、46年度において‥も前年度(32.7 %yより低くなうているが、人件費の増加

傾向は依然として高いものがあり、今後、財政硬直化をもたらす要因ともなり

かねないので、機構の改廃、適正な人員配置等により、定員の増加の抑制を
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図ることが必要である。

　

人件費の歳出総額に占める比率を団体種類別にみると、都道府県は35.2%

(前年度36.1 %)で、義務教育諸学校職員および警察職員の給与を支弁してい

るため、市町村の24.1 %(前年度24.4 %)と比べてかなり高い比率を示して

いる。人件費の増加額が歳出総額の増加額に占める比率を団体種類別にみる

と、都道府県は30.6％と前年度(33.3％)と比べると2.7%低くなっているの

に対し、市町村は23.0%と前年度(22.7％)と比べると0.3％高くなっている。

　

昭和36年度以降における人件費の推移は、第54図にみられるとおりで、

毎年度増加を続けている。その要因としては、第１に地方公務員の給与改定

が人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定に準じて毎年度実施されている

こと、次いで、民生、衛生、教育、消防、警察等の職員が増加していること

などがあげられる。

　　

(ア)人件費の内訳

　

人件費の内訳をみると、職員給( 82.5%)がその大部分を占めており、次い

で地方公務員共済組合負担金(6.8％)、退職金(5.2 %)、議員報酬手当(1.5 %)、

恩給および退職年金(1.4 %)等となっており、構成比は前年度とほぼ同じと

なっている。

　

人件費の内訳を団体種類別にみると、職員給の比率は、都道府県83.7％

(前年度83.5 %)、市町村80.1% (79.7%)であり、退職金の比率は、都道府

県5.7％(前年度6.0％)、市町村4.1％(4,0％)となっている。また、議員・委

員等報酬手当および特別職の職員の給与は、都道府県1.0％(前年度1.0％)、

市町村8.1 % ( 8.5 %)となっており、いづれも前年度に比べて大きな変動は

みられない。

　

人件費の財源についてみると、一般財源等が80.6％(前年度80.1％)と大部

分を占めており、国庫支出金が16.5 %i 16.7 %)でこれに次いでいる。これ

をさらに団体種類別にみると、一般財源等の比率は、都道府県74.6 % (前年

度74.2 %)、市町村90.1％(90.0％)と市町村が都道府県より高いのに対し、

国庫支出金の比率は都道府県が23.5% (前年度23.5 %)と市町村の2.4％

(2.4％)と比べて高くなっている。

　

これは都道府県が支出している義務教育
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諸学校教職員の人件費について国庫負担制度が設けられていることによるも

のである。

　　

(イ)職

　

員

　

給

　

職員給総額は３兆1,345億円で、前年度(２兆6,356億円)と比べると4,989

億円、18.9%増加している。職員給総額の構成比をみると、教育関係が49.3%

(前年度49.9 %)で、他の行政部門と比べて高い比率を占めているが、年々

その比率は低下し、反面、民生関係5.8％(前年度5.5％)、衛生関係6.3％

(6.1 %)、消防関係3.3 %i 3.1%)等の比率が高まっている。

　

職員給の部門別構成を団体種類別にみると、都道府県では、職員給総額

２兆849億円のりち、教育関係63.1％(前年度63.3 %)と警察関係15.4%

(15.3 %)の両者で全体の78,5％を占めている。市町村では、職員給総額１兆

495億円のうち、総務企画関係(税務事務等を含む。)が29.9% (前年度

30.5％)と最も高い比率を占め、次いで教育関係21.9% (22.0%)、民生関係

13.4% (12.8%)、衛生関係11.4 %(11.2 %)等となっている。

　

また、昭和47年４月１日現在における地方公務員(全会計)の１人当たり
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平均給料月額を主な職種についてみると、第55図のとおりであり、高等学

校教育職、小・中学校教育職がそれぞれ92,131円(対前年度増加率19.2 %)、

90,687円(1V.5 %)と比較的高く、警察職77,498円(14.2 %)、一般行政職

70,031円(14.1 %)、消防職69,331円(13.8 %)を上回っている。高等学校、

小･中学校教育職の１人当たり平均給料月額の増加率が高いのは、昭和46年

度において、｢国立及び公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する

特別措置法｣に基づき、47年１月１日から１人当たり平均約3,500円の教職

調整額が支給されることとなったためである。なお、全職種のうち１人当た

り平均給料月額が最も高いのは医師歯科医師職で152,126円となっている。

　　

(ウ)地方公務員の数

　

地方公共団体の普通会計で給与を支弁している教職員数は、昭和47年４

月１日現在229万１千人で、前年同期(221万７千人)と比べると７万４千人、

3.3％増加している。

　

地方公務員の数については、各地方公共団体においては、行政機構の簡素

合理化、職員の適正配置、新陳代謝の促進等を図って、その増加をきたさな

いように努めているが、このよ引こ職員数が増加したのは、主として、最近

の社会情勢の変化に伴う行政需要の多様化と高度化に対処し、住民生活に密

着したサービスを提供するためであり、民生、衛生関係職員(２万６千人増)、

教育関係職員(２万１千人増)、消防関係職員(９千人増)の三者で総増加職員

数の75.8%を占めている。たとえば、民生、衛生関係職員の主なものにつ

いて前年度と比べると、保育所関係９千人、13.2 %(昭和47年４月１日現在

７万５千人)、社会福祉施設関係４千人、13.6％(3万人)、し尿・ごみ処理

等の清掃施設関係６千人、9.8 %( 6万９千人)とそれぞれ増加しており、こ

れらの職員は、ここ数年増加の傾向を示している。これらのほか民生、衛

生の分野での新しい傾向として、公害対策、食品環境衛生関係１千７百人、

ケースワーカー、ホームヘルパー、各種年金手当事務関係１千５百人等の職

員増がみられる。

　

職員数の構成は、第56図にみられるとおりで、教育関係職員104万４千

人、45.5%、一般行政関係職員95万９千人、41.9%、警察関係職員20万
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７千人、9.1%および

消防関係職員８万１千

人、3.5％で、教育関

係職員の比率が最も高

X,陥

　

地方公務員数の構成

を団体種類別にみる

と、都道府県職員は義

務教育諸学校教職員を

含んでいるためもあっ

て、全体の61.8 % (前

年同期62.8 %)を占め

ている。そのうち教育

関係職員は59.5% (59.5%)と最も高く、以下。一般行政関係職員24.8%

(24.9 %)、警察関係職員14.6% (14.6%)、消防関係職員1.0％(1.0％)と

なっている。市町村職員は、全体の38.2 %(前年同期37.2 %)を占めており、

そのうち一般行政関係職員69.5% (69.5%)、教育関係職員23.0% (23.5%)、

消防関係職員7.6 %CJ.O %)となっている。

　

なお、一般行政関係職員を行政部門別にみると、企画・総務部門23万８千

人(総職員に占める比率10.4 %)、民生部門16万９千人(7.4％)、土木部門

15万８千人(6.9 %)、衛生部門14万人(6.1％)等となっている。

　

行政部門別職員の増加状況は、第57図にみられるとおり、民生、衛生、

消防等直接住民サービスを担当する職員が毎年増加している。

　

地方公務員のうち医師の不足については、たとえば、地域住民の健康にき

わめて重要な役割を果たしている保健所832箇所(昭和47年４月現在)に勤

務する常勤医師は1,384人(前年同期1,381人)で、前年度に引き続き１保健

所当たり1.7人という充足状況であり、医療施設、重度身体障害者援護施

設、老人福祉施設等の充実を図ろうとする地方公共団体にとって、医師の確

保は切実な問題となっている。
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イ

　

扶

　　

助

　　

費

　

扶助費は、社会保障制度の一環として生活困窮者、児童、老人、心身障害

者等を援助するための経費である。

　

扶助費の決算額は5,955億円で、前年度(5,081億円)と比べると874億円、

17.2%増加している。

　

扶助費の構成比を目的別にみると、生活保護費3,127億円が総額の52.5 %

と過半を占め、児童福祉費1,103億円(18.5 %)、結核対策費534億円(9.0 %)

がこれに次いでいる。

　

扶助費の目的別構成比の推移をみると、第58図にみられるとおり、生活

保護費は被保護人員の減少に伴い昭和42年度(56.4 %)から、また、'結核対

策費は結核患者数の減少により40年度(17.0％)から、ともにその比率が低

下してきている。
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扶助費の目的別構成比の推移
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一方、児童福祉費、老人福祉費および社会福祉費は、児童、老人、心身障

害者等に対する福祉施策の充実に伴って、年々その比率を高めており、扶助

費の増大の要因となっている。とくに、老人福祉費は対前年度増加率が58.8

％と最大の伸びを示している。

　

また、扶助費の財源内訳をみると、一般財源等の充当率が25.6%と前年

度(23.9 %)に比べ1.7％、44年度(22.6 %)に比べ3.0％高まっており、一方、

国庫支出金の充当率は低くなっている。これは、地方公共団体が老人医療な

どについて単独の施策を行なったことなどによるものである。

　

ウ

　

公

　　

債

　　

費

　

地方債の元利償還金および一時借入金利子の支払いに要する経費である

公債費の決算額は4,333億円で、前年度(3,696億円)と比べると637億円、

17.2%増加し、前年度(545億円、17.3 %)とほぼ同様の増加率となっている。

　

公債費の内訳は、元金2,349億円(公債費総額に占める比率54.2%、前年

度55.3 %)、利子1,872億円(43.2 %、42.3%)、一時借入金利子112億円

(2.6％、2.4%)である。

　　　　　　　　　　　　　　　

－88－

1.3

F？-.------一一一一---,-----.......－,.－..._____2j

lﾘｰ."″＾｀゛｀、ヽ､、

　　　　　

｀4･゛゛｀s゛゛゛｀●、

11.2

　　　　　　　　　　

゛'゛'゛゛｀ヽ、_

　

9ｊ

52.i

－ｉ・ミミミミミミ＝ミ●ﾐ＝ミミミ＝＝一●ミミ～ミミミ～



　

公債費に充当された財源についてみると、一般財源等が3,725億円で全体

の86.0％を占めており、前年度(3,170億円、85.8 %)と比べて、この比率は

ほとんど変わっていない。

　

公債費に充当された一般財源等の一般財源等総額に占める比率の推移をみ

ると、第59図にみられるように、公共災害復旧事業債のうち250億円を繰

上償還した昭和43年度を除いて、この比率は5.1％から5.4％の間で推移し

ている。また、団体種類別にみると、市町村の比率が都道府県の比率を常に

上回っている。

　

これは、市町村においては、

都道府県に比べて、住民生活に

直接関係する投資が多く。歳出

総額に占める投資的経費の比率

が高くなっているが、その充当

　　

心円、

財源に占める国庫支出金等の割

　　

4,000

合が相対的に低いため、地方債

依存率が高くなっていることに

よるものである。

　

地方債償還額を事業別にみる

　　

3,000

と、一般単独事業債555億円が

全体の23.6%を占めて最も高

く、一般公共事業債380億円

　　

2.000

(16.2 %)災害復旧事業債288億

円(12.3 %)義務教育施設整備事

業債230億円(9.8％)がこれに

次いでいる。
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（4）その他の経費

　

ア

　

物

　　

件

　　

費

　

行政の執行に伴い事務的に必要とされる消粍品購入費、備品購入費等の経

費である物件費の決算額は、7,331億円で、前年度(6,208億円)と比べると

1,123億円、18.1 %i前年度20.7 %)増加している。

　

物件費の内訳は、消耗品購入費、光熱水費、印刷製本費等の需用費2,786

億円(物件費総額に占める比率38.0％)、備品購入費1,038億円(14.2%)、旅

費895億円(12.2 %)、通信運搬費、筆耕料等の役務費637億円(8.7 %)、賃

金338億円(4.6 %)、その他1,637億円(22.3 %)となっている。

　

イ

　

維持補修費

　

公用または公共用施設の効用を維持するための経費である維持補修費の決

算額は1,724億円で、前年度(1,559億円)と比べると164億円、10.5 % (前年

度20.8 %)増加している。これを目的別にみると、道路橋りょう関係915億

円(維持補修費総額に占める比率53.1 %)が最も多く、公営住宅関係119億

円(6.9％)、小学校関係115億円(6.7％)がこれに次いでおり、これら土木施設

または教育関係施設の維持管理に要した経費が全体の84.3%を占めている。

　

ウ

　

補

　

助

　

費

　

等

　

公益上必要がある場合において農林漁業団体等の公共的団体その他特定の

者に対し支出し、または、地方公営企業(法適用)に対して支出するための経

費等である補助費等の決算額は4,739億円で、前年度(3,853億円)と比べる

と886億円、23.0％(前年度14.3 %)増加している。これを目的別にみると、

農林水産業費877億円(補助費等総額に占める比率18.5 %)が最も多く、衛

生費738億円(15.6 %)、総務費735億円(15.5 %)、土木費624億円(13.2%)

がこれに次いでいる。これらの目的別内訳を前年度と比べると、労働費は

42.6%と大きな伸びを示し、土木費(32.9 %)、民生費(31.9 %)の伸びがこれ

に次いでいる。労働費の伸び率が高いのは、中高年齢者に対する職業訓練手

当、就職指導手当の支給等就職促進制度の充実が図られたことによるもので

ある。
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また、補助費等のうち、地方公営企業(法適用)に対する負担金および補助

金は1,200億円で、前年度(926億円)と比べると、病院事業および公共下水

道事業に対するものが大幅に増加したこともあって、274億円、29.7 %と大

きな伸びを示している。負担金および補助金を事業別にみると、病院事業に

対するもの453億円(負担金および補助金総額に占める比率37.8 %)と公共

下水道事業に対するもの404億円(33.7％)の両者で総額の71.5%を占めて

おり、交通事業156億円(13.0％)、上水道事業112億円(9.3％)がこれに次

いでいる。

　

エ

　

繰

　　

出

　　

金

　

普通会計から地方公営企業法の適用を受けない公営企業会計、定額の資金

を運用するための基金および財産区へ繰り出すための経費である繰出金の決

算額は1,964億円で、前年度(2,192億円)と比べると229億円、10.4 %m少し

ている。これを繰出先別にみると、基金に対するもの844億円(繰出金総額

に占める比率43.0 %)が最も多く、地方公営企業(法非適用) 826億円

(42.1 o/o)、国民健康保険事業195億円(9.9%)がこれに次いでいる。　なお繰

出金の増減率が前年度と比べて10.4％減少しだのは、土地開発基金に対す

る繰出しが大幅に減少したことによるものであり、土地開発基金に対する繰

出金の繰出金総額に占める比率29.3%も前年度(51.4％)を大幅に下回って

いる。

　

また、地方公営企業(法非適用)に対する繰出金の48.0%は建設費財源、

33.5%は公債費財源としてそれぞれ繰り出され、国民健康保険事業に対する

繰出金の大部分は、財源補てん的なものである。

　

オ

　

積

　　

立

　　

金

　

年度間の財源の調整を図り、または、将来における公共施設の整備や災害

に対処する等、特定目的のための資金等を積み立てるための経費である積立

金の決算額は1,001億円で、前年度(935億円)と比べると66億円、7.1％増

加している。積立金の増加額および増加率は前年度(83億円、9.8%)と比べ

ると若干下回っている。

　

歳出決算による積立金に歳計剰余金処分による積立金(77億円)を加え、こ
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の額から積立金とりくずし額(739億円)を控除した昭和46年度の純積立額

は339億円で、前年度(318億円)と比べると21億円、6.6％増加している。

しかし、このうち、財政調整基金についてみると、積立額は384億円で前年

度(411億円)を下回り、とりくずし額は441億円で、前年度(376億円)を上

回っている。

　

これらの結果、46年度中の純積立額でみると57億円のとりく

ずしとなっており、これを前年度(35億円の積立て)と比べると92億円滅少

している。

　

なお、昭和46年度において積立金をとりくずした額(739億円)の内訳を

目的別にみると、小・中学校、道路橋りょう、都市計画事業等の建設事業に

使用されたもの442億円(積立金とりくずし額に占める比率59.8 %)、災害

のために使用されたもの19億円(2.6 %)、財産取得のために使用されたもの

17億円(2.3 %)、公債費充当のために使用されたもの８億円(1.1 %)等となっ

ている。

　

ヵ

　

投資及び出資金

　

地方公共団体が各種の債券等を所有し、財団法人に対して出えんし、また

は、地方公営企業の建設投資の財源として支出する等のための経費である投

資及び出資金の決算額は841億円で、前年度(630億円)と比べると211億円、

33.5%増加している。これを目的別にみると、公共下水道事業、住宅供給公

社等の土木関係が366億円(投資及び出資金総額に占める比率43.5 %)で最

も多く、病院事業、上水道事業等の衛生関係163億円(19.4 %)、工業用水道

事業、市場事業等の商工関係71億円(8.5 %)がこれに次いでいる。また、投

資及び出資金のうち、地方公営企業(法適用)に対するものは513億円で、前

年度(413億円)と比べると100億円、24.2 %増加しており、前年度(45.4 %)

の伸びを下回ったもののかなりの伸びを示している。地方公営企業に対する

投資及び出資金の内訳をみると、公共下水道事業が39.8 ?/oと最も高い比率

を占め、交通事業(23.1 %)、病院事業(21.1 %)、上水道事業(10.3 %)がこれ

に次いでいる。なおヽ都市交通の整備を図るための交通事業に対する投資及

び出資金の占める比率は、年々高まってきている。

　

昭和46年度末の投資及び出資金の現在高は3,944億円で前年度末(3,104
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億円)と比べると839億円、27.0%増加している。現在高のうち主なものは、

観光・交通関係645億円(現在高総額に占める比率16.4 %)、商工関係412億

円(10.4 %)、電力関係308億円(7.8 %)等である。　これに基金の運用による

もの31億円を加えると、その現在高は3,974億円で前年度末(3,121億円)と

比べると853億円、27.3%増加している。

　

キ

　

貸

　　

付

　　

金

　

貸付金の決算額は6,862億円で、前年度(5,358億円)と比べると1,504億円、

28.1％増加している。

　

これを目的別にみると、中小企業に対する経営資金、設備近代化資金等の

商工関係3,408億円(貸付金総額に占める比率49.7 %)と住宅供給公社への融

資等の土木関係1,607億円(23.4 %)とで貸付金総額の73.1%を占めている。

これらの目的別内訳を前年度と比べると、労働費は116.2 %と大きな伸びを

示し、衛生費41.5%、土木費37.0%がこれに次いでいる。労働費の伸びが

大きいのは、失業者の職業転換を促進するための就職支度金等の貸付制度が

新たに設けられたことによるものである。

　

地方公営企業(法適用)に対する貸付金は620億円で、前年度(481億円)と

比べると139億円、28.9%増加し、その貸付金総額に占める比率は、9.0％

で前年度と同じである。これを事業別にみると、交通事業272億円(43.8 %)、

病院事業131億円(21.1 %)、工業用地造成事業59億円(9.6 %)の３事業に対

するもので全体の74.5 %を占めている。

　

昭和46年度末の貸付金の現在高は8,692億円で、前年度末(6,937億円)と

比べると1,755億円、25.3 %増加している。現在高のうち主なものは、商工関

係3,526億円(40.6 %)、住宅関係1,387億円(16.0％)、埋立等の開発関係617

億円(7.1％)等である。

　

これに基金の運用によるもの647億円を加えると、

その現在高は9,338億円で、前年度末(7,426億円)と比べると1,912億円、

25.7%増加している。
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６

　

将来にわたる財政運営の状況

　

財政状況をみるには、単年度限りの歳入歳出決算ばかりではなく、地方

債、債務負担行為のよ引こ、将来にわたって財政負担となるものや、積立金

のように、年度間の財源調整をはかり、将来における弾力的な財政運営に資

するため財源を留保するものについても総合的に把握する必要があるが、こ

れらの状況をみると、つぎのとおりである。

（１）将来にわたる財政負担

　

ア

　

地方債現在高

　

昭和46年度末における地方債の現在高は、同年度において社会資本の整

備に加えて地方税の落ち込みに対する財政措置として地方債が大幅に発行さ

れたこともあって、３兆9,467億円となっており、前年度末(２兆9,743億円)

と比べると、増加額9,725億円、増加率32.7%と大きい伸びを示している。

また地方債の現在高は、41年度と比べると2.34倍となっており、歳入総額

の2.35倍とほぼ同じ伸びを示しているが、一般財源の2.44倍と比べるとや

や下回っている。

　

地方債現在高を目的別にみると、港湾、河川、海岸、都市計画、各種災害

関連事業等の各事業に充当された一般公共事業債、文教施設、消防施設、漁

港、農林道、道路、庁舎等の整備や特別都市対策事業等に充当された一般単

独事業債、義務教育施設整備事業債および公営住宅建設事業債で全体の61.5

％(前年度60.2 %)を占めており、災害復旧事業債6.3％(8.0％)がこれに次い

でいる。増加率では、昭和45年度にあらたに措置された水田取得のための

地方債が大幅に仲びたためもあって、公共用地先行取得事業債(54.5％)、公

営住宅建設事業債(41.4 %)の伸びが前年度に引き続いて高い水準にあるほ

か、過疎対策事業債(213.7 %)の伸びが極めて顕著となっている。

　

地方債現在高の借入先別状況は、第60図にみられるとおり、政府資金が
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地方債現在高の推移
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）の紋値は，昭和41年厦を100とした桁数
ろ。

52.8%(前年度57.2 %)、政府資

金以外の資金47.2% (42.8%)と

なっているが、その推移をみる

と、政府資金のウェイトが低下

し、政府資金以外の資金、とくに

市中銀行の比率(46年度、26.6%)

が上昇している。これは水田取得

のための地方債、その他公共用地

先行取得事業債等を中心として、

民間資金の積極的活用がはがられ

たことによる。

　

なお、政府資金以外の資金の利

率別構成比をみると、７分３厘以

下の資金が69.7% (前年度65.2

％)、7分６厘以下が23.9 96(28.9

％)、8分未満が4.7% (5.9%)、

8分以上が1.7％(2.0％)となって

おり、前年度に比べて、低利な資

金の占める比率がやや高くなって

いる。

　

イ

　

債務負担行為

　

地方公共団体は、将来の支出を

約束するものとして、債務負担行為をすることができる。債務負担行為に

は、数か年度にわたる建設工事や利子補給を行なう場合のように、翌年度以

降の経費支出が本来予定されるものと、債務保証や損失補償契約を結ぶ場合

のように、翌年度以降の経費支出が必ずしも予定されないものとの二種類が

ある。前者の債務負担行為は、後年度の財政運営を拘束することとなるの

で、とくにその運用には慎重を期する必要がある。

　

地方公共団体が過去に設定した債務負担行為に基づく昭和46年度の支出
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第61図

　

債務負担行為に基づく翌年度

　　　　

以降の支出予定額の推移
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額は2,934億円であり、前年度

(2,138億円)と比べると796億円、

37.2%増加している。

　

支出額の内容を目的別にみる

と、物件の購入等にかかるものが

40

　　

2,407億円で82.1%を占め、この

　　　　　

うち土地、建造物の購入にかかる

20

12

　

43

　

44

　　

15

　

46 (T"i")

ものが1,110億円、37.8%となっ

ている。これらは、本来、経費支

出が予定されていたものである。

一方、債務保証や損失補償に基づ

く支出額は85億円で、支出額全

休の2.9%となっている。

　

46年度末における債務負担行

為に基づく翌年度以降の支出予定

額は、１兆5,729億円に達してお

り、前年度(１兆1,718億円)と比

べると、4,011億円、34.2%増加

している。

　

債務負担行為に基づく支出予定

額を目的別にみると、第61図に

みられるとおり、物件の購入等にかかる4,のは１兆1,429億円で72.7%を占

め、このうち、土地、建造物の購入にかかるもののみでも7,231億円、46.0

％となっている。債務保証または損失補償にかかるものは、636億円、4.0％

である。その他3,664億円(23.3%)の内容をみると、農林漁業、商工業団体、

社会福祉団体等への利子補給にかかるものが中心となっている。

　

なお、債務負担行為のうち土地の購入のみにかかるものの内容についてみ

ると、公社、協会等にかかるものが、47年度以降の支出予定額3,995億円

(支出予定額の25.4%)のうち3,095億円で77.5%、46年度支出額(861億
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円、29.4 %)のうち659億円で76.5 ?/oと、大きい比重を占めている。

(２)将来のための財政運営

　

将来の財政需要に備え、財源をあらかじめ確保すること等によって、財政

の健全な運営を図るため、地方公共団体が積立てる積立金の昭和46年度末

現在高は3,063億円で、45年度末( 2,730億円)と比べると333億円、12.2%

(前年度13,1％)増加しているが、

都道府県においては、地方税等の

減収に対処するための積立金のと

りくずしがなされたこともあっ

て、積立金現在高は38億円の減

少をみている。

　

積立金現在高の内訳は、年度間

の財源調整を行ない

ている財政調整基金1,418億円(構

成比46.3 %)、償還期限を繰り上

ニレ

　

！

第62図

　

積立金現在高の推移

げて行なり地方債の償還の財源に

　

2丿00

あてるための減債基金86億円

(2.8％)、災害救助法に基づき、

災害により生じた経費の財源にあ

てるための積立金および学校建設

等の資金として積立てている基金

　

1.000

等特定目的のための基金1,559億

円(50.9 %)となっている。

　

積立金現在高の推移は、第62図

にみられるとおりで、歳出総額に

対する比率は、昭和41年度の2.4
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46年度においては2.6%となっている。

７

　

公共施設の現況

　

今までみてきたよ引こ、地方公共団体は、補助事業費、単独事業費等の投

資的経費の充実によって、住民福祉の向上に直接つながる公共施設の整備に

努めている。

　

第63図は、この投資的経費の目的別内訳を人口１人当たり額で示したも

のであるが、最も多額の投資がなされているのは道路橋りょう費で、人口１

人当たり9,100円(前年度7,200円)となっている。次いで農林水産業費6,500

円(5,100円)、都市計画費4,900円(4,000円)、小・中学校費4,300円(3,300

円)、住宅費3,300円(2,900円)の順となっており、土木関係への投資が非常

に多いのが目立っている。

　

これらの経費によって、道路、橋りょう、農道、林道、上下水道、住宅、

文教施設、し尿およびごみ処理施設、社会福祉施設等公共施設の整備、充実

が図られているのであるが、以下、これらの公共施設の水準がどのようなも

のになっているか、主要なものについてその現況をみることとする。

　　　　　　

第63図

　

投資的経費の目的別の状況(人口１人当たり額)
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（注）（8）保育所、（9）老人ホームにおける公営の数値については、昭和45年までは設

　　

置主体別による調査方法で求められていたが、昭和46年は経営主体別による調

　　

査方法で求められているため、これらの数値についての前年同期との対比は行

　　

なっていない。

(ｎ

　

道

　　　

路

　

昭和47年３月31日現在における地方道の延長は100万4,693 km (前年度

99万3,681 km)である。このうち、改良済延長は20万8,673 km (19万1,135

km)、舗装済延長は17万3,556 km (13万9,523 km)である。　また、普通貨

物自動車が通行できない路線等(以下｢交通不能道｣とい‰)の延長は31万

3,400km (32万6,732 km)である。

　

総延長に占める比率は、改良済延長20.8％(前年度19.2%)、舗装済延長

17.3％(14.0％)、交通不能道延長31.2%(32.9 %)であり、前年度と比べる

と改良率1.6％、舗装率3.3%、交通不能道比率1.7％の改善がそれぞれな

されている。つぎに、国道および地方道の整備状況をみると、第64図にみ
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道路整備の状況
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られるとおりで、改良率は一般国道83.4 %、都道府県道48.3 %、市町村道

17.0％、また、舗装率は一般国道87.4 %、都道府県道51.4 %、市町村道

12.6%となっており、とくに、市町村道の整備状況は低い水準にある。住民

に密着した市町村道の整備の立ち遅れは、日常生活および生産活動に不便を

きたしており、機能に応じたその整備の促進は市町村にとって重要な課題で

ある。

　

なお、諸外国の道路舗装率は、第65図にみられるとおりであり、諸外国

と比べて、わが国の道路整備の水準が低いことを示している。

　

ア

　

都道府県道

　

都道府県道の延長は12万2,094 km (前年度12万821 km)である。　このう

ち、改良済延長は５万9,007 km(5万4,251 km)、舗装済延長は６万2,704

km(5万3,765 km)である。また、交通不能道延長は4,507 km (4,742 km)で

ある。

　

総延長に占める比率は、第64図にみられるとおり、改良済延長48.3 %i前

年度44.9%)、舗装済延長51.4 %(44.5 %)、交通不能道延長3.7% (3.9%)

であり、前年度と比べると改良率3.4%、舗装率6.9％、交通不能道比率0.2

％の改善がそれぞれなされている。

　

イ

　

市

　

町

　

村

　

道

　

市町村道の延長は88万2,599 km (前年度87万2,860 km)である。　この

うち、改良済延長は14万9,666 km (13万6,884 km)、舗装済延長は11万
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外国の道路舗装率の状況

15,0‘Jし

3｣ゾ当｢jに7謳･丿:にし丿;i7:! ii;｣レ,丿1にし:9

－100－

99.7 ?,･，

852 km (8万5,758 km)

である。また、交通不

能道延長は30万8,893

km (32万1,990 km)で

ある。

　

総延長に占める比率

は、第64図にみられ

るとおり、改良済延長
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舗装済延長12.6% (9.8%)、交通不能道延長35.0% (36.9%)であり、前年度

と比べると改良率1.3％、舗装率2.8%、交通不能道比率1.9%の改善がそ

れぞれなされている。

(２)橋

　

リ

　

よ

　

う

　

昭和47年３月31日現在における地方道の橋りょう数は54万6,557橋(前

年度54万7,731橋)である。

　

これを構造別にみると、鋼橋、コンクリート橋

および石橋(以下｢永久橋｣という。)の数は39万7,528橋(38万7,190橋)、木

橋の数は14万5,051橋(15万5,914橋)、混合橋の数は3,978橋(4,627橋)と

なっている。

　

総橋りょう数に占める比率は、永久橋１２.１％(前年度70.7 %)、木橋26.6%

(28.5 %)、混合橋0.7％(0.8％)であり、前年度と比べると、永久橋は2.0％

増加したのに対して、木橋は1.9%、混合橋は0.1％滅少している。

　

つぎに、構造上の理由から、住民の利用を一部制限している橋りょう数は

15万7,485橋(前年度16万5,720橋)である。

　

このうち、重量が制限されて

いる荷重制限橋は５万4,160橋(５万7,777橋)であり、残りの10万3,325橋

(10万7,943橋)が交通不能橋である。制限橋の総橋りょう数に占める比率

は、荷重制限橋9.9％(10.5％)、交通不能橋18.9％(19.7％)となっている。

　

ア

　

都道府県道の橋りょう

　

都道府県道の橋りょう数は10万300橋(前年度10万192橋)である。これ

を構造別にみると、永久橋の数は９万3,674橋(９万1,933橋)、木橋の数は

6,330橋(7,916橋)、混合橋の数は296橋(343橋)となっている。

　

総橋りょう数に占める比率は、永久橋93.4 %(前年度91.8 %)、木橋6.3％

(7.9％)、混合橋0.3％(0.3％)であり、前年度と比べると、永久橋は1.6％増

加したのに対して、木橋は1.6％滅少している。

　

つぎに、構造上の理由から、住民の利用を一部制限している橋りょう数は

4,924橋(前年度5,933橋)であり、このうち、荷重制限橋は3,741橋(4,674橋)

で、残りの1,183橋(1,259橋)が交通不能橋である／制限橋の総橋りょり数

に占める比率は、荷重制限橋3.7％(4.7％)、交通不能橋1.2％(1.3％)と
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なっている。

　

イ

　

市町村道の橋リよう

　

市町村道の橋りょう数は44万6,257橋(前年度44万7,539橋)である。

　

こ

れを構造別にみると、永久橋の数は30万3,854橋(29万5,257橋)、木橋の

数は13万8,721橋(14万7,998橋)、混合橋の数は3,682橋(4,284橋)となっ

ている。

　

総橋りょう数に占める比率は、永久橋68.1 %(前年度66.0 %)、木橋31.1%

(33.1％)、混合橋0.8％(0.9％)であり、前年度と比べると、永久橋は2.＼%

増加したのに対して、木橋は2.0％、混合橋は0.1％滅少している。

　

つぎに、構造上の理由から、住民の利用を一部制限している橋りょり数は

15万2,561橋(前年度15万9,787橋)であり、このりち、荷重制限橋は５万

419橋(５万3,103橋)で、残りの10万2,142橋(10万6,684橋)が交通不能橋

である。制限橋の総橋りょう数に占める比率は、荷重制限橋11.3％(11.9％)、

交通不能橋22.9% (23.8%)となっている。

　

なお、都道府県道、市町村道別の橋りょうの整備状況は、第66図にみら

れるとおりである。
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橋リよう整備の状況
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(３)公営住宅等

　

昭和47年３月31日

現在における公営住宅

等の総戸数は136万

4,054戸(前年度126万

2,481戸)であり，前年

度と比べると10万

1,573戸増加している。

　

これを住宅の種類別

にみると，公営住宅法

に基づいて建設される

公営住宅(以下｢公営住
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第67図

　

公営住宅等の設置者別比率
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宅｣という。)は125万3,117戸(前年度115万9,440戸)、住宅地区改良法に基

づいて建設される改良住宅(以下｢改良住宅｣という。)は５万9,574戸(５万

1,645戸)、地方公共団体が独自に建設する単独住宅(以下｢単独住宅｣とい

‰)は５万1,363戸(５万1,396戸)となっており、総戸数に占める比率は、

公営住宅91.9%(91.8 %)、改良住宅4.4% (4.1%)、単独住宅3.7 96(4.1%-)

となっている。

　

また、住宅の構造別にみると、非木造住宅は72,1%に当たる98万3,911戸

であり、残りの27.9%に当たる38万143戸は木造住宅となっている。これ

を前年度の非木造対木造の比率69.2対30.8と比べると、非木造が2.9%その

比率を高めている。

　

つぎに、前年度に対する増減率をみると都道府県では公営住宅11.8%、

改良住宅10.0％、単独住宅3.2％の増加となっており、市町村では公営住宅

は5.8%、改良住宅は17.6 %増加したが、単独住宅は木造住宅の老朽化等に

より2.2%の減少となっている。

　

なお、公営住宅等の設置者別比率の状況は、第67図にみられるとおりで

ある。
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都道府県営の住宅

　

都道府県営の公営住宅等は53万602戸(前年度47万6,223戸)で，総戸数

の38.9% (37.7%)を占めており，前年度と比べると５万4,379戸増加し，設

置者別比率で1.2%その比率を高めている。゜

　

これを住宅の種類別にみると，公営住宅は49万3,038戸(前年度44万820

戸)，改良住宅は１万6,675戸(１万5,156戸)，単独住宅は２万889戸(２万

247戸)となっている。

　

イ

　

市町村営の住宅

　

市町村営の公営住宅等は83万3,452戸(前年度78万6,258戸)で，総戸数

の61.1％(叩｡3％)を占めており，前年度と比べると４万7,194戸増加してい

る。

　

これを住宅の種類別にみると，公営住宅は76万79戸(前年度71万8,620

戸)，改斑住宅は４万2,899戸(３万6,489戸)，単独住宅は３万474戸(３万

1,149戸)となっている。
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入居競争率の状況
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入居競争率

　

昭和46年度中の公営住宅等の

入居公募戸数は14万5,189戸(前

年度13万4,720戸)、これに対す

る応募件数は98万9,018件(90万

580件)であり、その入居競争率

は6.8倍(6.7倍)となっている。

入居競争率は前年度とほぼ同程度

であり、最近の住宅事情を反映

し、依然として高い競争率を示し

ている。 。

　

入居競争率の状況を設置者別に

みると、第68図にみられるとお

りであり、都道府県営は9.5倍、

市町村営は4.6倍となっている
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第F69図

　

幼稚園数と園児数の設置者別比率

げ､）

い立のうち
部道町爪立

が、市町村営のなかで

は、大都市における入

居競争率がきわめて高

いものとなっている。

（４）幼

　

稚

　

園

　

昭和47年５月１日

現在における国公私立

幼稚園の状況は、園数

１万1,578園(前年度１万1,180園)、園児数184万２千人(171万６千人)で

ある。このうち、公立の幼稚園数は37.6% (36.9%)に当たる4,354園(4,121

園)、園児数は22.4% (23.1%)に当たる41万３千人(39万６千人)であり、

前年度と比べると、園数では233園、園児数では１万７千人それぞれ増加し

ている。

　

公立幼稚園を設置者別にみると、都道府県立は20園(前年度19園)、その

園児数は２千人(２千人)であり、また、市町村立は4,334園(4,102園)、そ

の園児数は41万１千人(39万４千人)で、公立の幼稚園の大部分が市町村立

となっている。

　

なお、幼稚園の設置者別比率は、第69図にみられるとおりである。

　

つぎに、国公私立における小学校第１学年児童数166万６千人(前年度171

万１千人)中に占める幼稚園修了児童数97万２千人(96万１千人)の割合(就

園率)は58.3% (56,2%)であり、年々上昇の傾向を示している。

(５)小

　　

学

　　

校

　

昭和47年５月１日現在における公立小学校の数は２万4,092校(前年度２

万4,308校)であり，その校舎面積は5,338万４千㎡(5,188万７千ｍりであ

る。これを前年度と比べると，学校数は分校等の統廃合により216校滅少し

ており，校舎面積は人口急増地域における児童数の増加が大きいことなどに

より149万７千m2増加している。
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小学校施設の状況

　

つぎに、校舎を構造別にみると、非

木造校舎面積は2,711万６千m2(前年

度2,384万６千m2)、木造校舎面積は

2,626万８千m2(2,804万１千㎡)であ

り、校舎面積に占める比率は、第70図

にみられるとおり、非木造校舎50.8%

(46.0 %)、木造校舎49.2% (54.0%)

となっている。この比率を前年度と比

べると、非木造校舎比率が4.8％高

１つている。

　

なお、危険校舎面積は548万９千㎡(前年度552万９千m2)で、校舎面積

の10.3 % (10.7 %)を占めている。また、危険校舎面積のうち要改築校舎面

積は321万４千m2(830万５千m2)で、校舎面積の6.0 % (6.4 %)を占めて

いる。この比率を前年度と比べると危険校舎比率、要改築校舎比率ともに

0.4％低下している。

　

屋内運動場を設置している学校数は、全校の74.3 % (前年度72.7 %)に当

たる１万7,909校(１万7,670校)であり、前年度と比べると239校増加して

いる。また、プールを設置している学校数は、全校の44.3 % (40.0 %)に当

たる１万679校(9,720校)であり、前

年度と比べると959校増加している。

(６)中

　

学

　

校

　

昭和47年５月１日現在における公

立中学校の数は１万42校(前年度１万

195校)であり、その校舎面積は、

2,949万４千m2(2,889万m2)である。

これを前年度と比べると、小学校と同

様の理由により学校数は153校減少
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中学校施設の状況
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し、校舎面積は60万４千m2増加している。

　

つぎに、校舎を構造別にみると、非木造校舎面積は1,571万９千m2(前年

度1,415万㎡)、木造校舎面積は1,377万５千m2(1,474万m2)であり、校

舎面積に占める比率は、第71図にみられるとおり、非木造校舎53.3% (49.0

％)、木造校舎46.7% (51.0%)となっている。　この比率を前年度と比べる

と、非木造校舎比率が4.3%高まっている。

　

なお、危険校舎面積は163万１千m2(前年度152万８千m2)で、校舎面積

の5.5% (5.3%)を占めている。また、危険校舎面積のうち要改築校舎面積は

101万m2(95万９千m2)で、校舎面積の3,4％(3.3％)を占めている。

　

この

比率を前年度と比べると危険校舎比率は0.2%、要改築校舎比率は0.1％高

まっている。

　

屋内運動場を設置している学校数は、全校の83.6 %(前年度81.7 %)に当

たる8,393校(8,327校)であり、前年度と比べると66校増加している。ま

た、プールを設置している学校数は、全校の39.3% (34.8%)に当たる3,943

校(3,552校)であり、前年度と比べると391校増加している。

(７)高

　

等

　

学

　

校

　

昭和47年５月１日現在における公立高等学校の数は3,567校(前年度3,552

校)であり，その校舎面積は2,162万８千m2(2,033万６千m2)である。これを

前年度と比べると、学校数は15校、

校舎面積は!29万２千m2増加してい

る。

　

つぎに、校舎を構造別にみると、非

木造校舎面積は1,554万６千m2(前年

度1,381万２千m2)、木造校舎面積は

608万２千m2(652万４千m2)であり、

校舎面積に占める比率は、第72図に

みられるとおり、非木造校舎71.9%

(67.9 %)、木造校舎28.1 %(32.1%)と
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高等学校施設の状況
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なっている。この比率を前年度と比べると、非木造校舎比率が4.0％高まっ

ている。

　

なお、危険校舎面積は73万８千m2(前年度78万４千m2)で、校舎面積の

3.4% (3.9%)を占めている。また、危険校舎面積のうち要改築校舎面積は

68万８千m2(74万１千m2)で、校舎面積の3.2 %(3.6%)を占めている。この

比率を前年度と比べると危険校舎比率は0.5％、要改築校舎比率は0.4%低

下している。

　

屋内運動場を設置している学校数(昭和47年３月31日現在調査)は、全校

の83.7 %(前年度82.8 %)に当たる2,986校(2,942校)であり、前年度と比べ

ると44校増加している。

　

また、プールを設置している学校数は、全校の

37.5% (34.3%)に当たる1,337校(1,217校)であり、前年度と比べると120

校増加している。

　

(８)保

　　

育

　　

所

　

昭和46年12月31日現在における公私営保育所(へき地保育所を除く。)の

数は１万4,806箇所(前年度１万4,101箇所)であり、前年度と比べると705箇

所増加している。公営保育所の数は9,142箇所で、総箇所数の61.7%を占め

ている。

　

つぎに、公私営保育所における専任職員数と在所者数についてみると、専

任職員数11万９千人(前年度10万６千人)に対し、在所者数は120万１千人

(113万１千人)で、前年度と比べると専任職員数は１万３千人、11.8%、在

所者数は７万人、6.2%それぞれ増加している。

　

これらを公営の保育所についてみると、専任職員数６万７千人に対し、在

所者数は72万人となっている。

　

(９)老人ホーム

　

昭和46年12月31日現在における老人ホームについてみると、公私営老

人ホームの数は1,096箇所(前年度1,014箇所)であり、前年度と比べると82

箇所増加している。公営の老人ホームの数は624箇所で、総箇所数の56.9%

を占めている。
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つぎに、公私営老人ホームにおける専任職員数と在所者数についてみる

と、専任職員数１万６千人(前年度１万４千人)に対し、在所者数は８万２千

人(７万５千人)で、前年度と比べると専任職員数は２千人、15.7%、在所者

数は７千人、8.8%それぞれ増加している。

　

これらを公営の老人ホームについてみると、専任職員数7,441人に対し、

在所者数は４万1,762人となっている。

　

老人ホームを種類別にみると、次のとおりである。

　

ア

　

養護老人ホーム

　

養護老人ホームは、居宅で養護を受けることの困難な65歳以上の老人を

収容する老人ホームである。

　

公私営養護老人ホームの数は839箇所(前年度810箇所)で、老人ホーム総

箇所数の76.6% (79.9%)を占めており、前年度と比べると29箇所増加して

いる。また、公営の養護老人ホームの数は572箇所で、大部分(538箇所)が

市町村の経営によるものである。

　

イ

　

特別養護老人ホーム

　

特別養護老人ホームは、身体上または精神上著しい欠陥があるため常時の

介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受けることが困難な65歳以上

の老人を収容する老人ホームである。

　

公私営特別養護老人ホームの数は197箇所(前年度152箇所)で、老人ホー

ム総箇所数の18.0％(15.0％)を占めており、前年度を比べると45箇所増加

している。また、公営の特別養護老人ホームの数は36箇所であり、その他

は社会福祉法人の経営によるものである。

　

ウ

　

軽費老人ホーム

　

軽費老人ホームは、身寄りのない老人等を無料または低額な料金で収容し

給食その他日常生活上の便宜を与えるための老人ホームである。

　

公私営軽費老人ホー､ムの数は60箇所(前年度52箇所)で、老人ホーム総箇

所数の5.4％(5.1％)を占めており、前年度と比べると８箇所増加している。

また、公営の軽費老人ホームの数は16箇所であり、その他は社会福祉法人

の経営によるものである。
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(10)し尿およびごみ処理施設

　

市町村は、その区域内における一般廃棄物の処理について、一定の計画を

定め、その計画にしたがってし尿およびごみ等の収集、処理業務を実施して

いる。

　

ア

　

し

　

尿

　

処

　

理

　　

(ア)処理計画人口と処理人口

　

昭和47年３月31日現在の処理計画人口は9,896万人(前年度9,016万人)

で、前年度と比べると880万人、9.8％増加しており、総人口(住民基本台帳

人口)に対する比率は、第73図にみられるとおり、93.5% (86.2%)となって

いる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

I.｡

　

♂

　

この処理計画に基づいて実際に収集、処理業務が実施された区域内の処理

人口は7,150万人(前年度6,686万人)で、前年度と比べると464万人、6.9％

増加しており、処理計画人口に対する実施率は廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律の制定に伴って処理計画人口が大幅に増加したことなどもあって、

72.3% (74.2%)となっている。
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し尿の処理計画人口等と衛生処理率の推移
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(イ)収集職員等

　

し尿の収集、処理業務に従事する職員数は３万716人(前年度３万832人)

であり、前年度と比べると公共下水道等の整備ならびに収集、処理業務の合

理化などにより116人、0.4％滅少している。収集職員等のうち76.2% (78.6

％)に当たる２万3,401人(２万4,227人)は収集業務を行なう職員である。

　

つぎに、し尿を収集し、運搬するための車両は１万756台(前年度１万

1,199台)であり、前年度と比べると職員数と同様の理由により443台、4.0

％滅少している。このうち、バキューム車は１万423台(１万760台)、運搬

車は333台(439台)となっている。

　　

(ウ)収集処理量

　

昭和46年度中の処理計画人口にかかるし尿の総排出量は4,800万kl(前年

度4,400万kl)である。

　

このうち、市町村の収集処理によるものの比率は、

処理計画人口の増加もあって61.4% (64.5%)と前年度を若干下回っているも

のの、その収集処理量は2,900万kl (2,800万kl)となうており、前年度と比べ

ると100万kl、3.4％増加している。

　

また、市町村の収集処理によるものの内訳は、第74図にみられるとおり

で、施設処理45.1 %(前年度45.1 %)、下水道マンホール投入3.3% (4.1

％)、その他13.0％(15.3％)であり、自家処理の内訳は下水道放流12.5%

(10.3％)、浄化そう10.4％(10.0％)、その他15.7% (15.2%)である。

　

つぎに、施設処理、下水道放流およ

び浄化そう処理による衛生処理率は公

共下水道等の整備により71.2% (前年

度69.5%)となっており、残りの28.8

％(30.5％)は海上投棄、農村還元等の

処理によっている。

　

イ

　

ご

　

み

　

処

　

理

　　

(ア)処理計画人口と処理人口

　

昭和47年３月31日現在における処

理計画人口は１億263万人(前年度
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第75図

　

ごみの処理計画人口等と焼却処理等による処理率の推移

40 30 20 10 0 卜Ｏ0 10

　

43
年度末

44

45

46

処理計画い廿巳率

　　　　　　　　　　　

焼却および高速

処理人口比率

Eiiii

　　

［五回ﾖ
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けに尺社本台帳昂Ｏ

9､180万人)で、前年度と比べると1,083万人、11.8%増加しており、総人口

(住民基本台帳人口)に対する比率は、第75図にみられるとおり、97.0%

(87.8 %)となっている。

　

この処理計画に基づいて実際に収集、処理業務が実施された区域内の処理

人口は8,843万人(前年度8,083万人)で、前年度と比べると760万人、9.4%

増加しており、処理計画人口に対する実施率はし尿処理と同様の理由により

86.2% (88.0%)となっている。

　　

(イ)収集職員等

　

ごみの収集、処理業務に従事する職員数は５万5,833人(前年度４万9,218

人)であり、前年度と比べると収集、処理区域の拡大、排出量の増加などに

より6,615人、13.4%増加している。収集職員等のうち80.6％(81.0％)に当

たる４万4,975人(３万9,858人)は収集業務を行なう職員である。

　　　

ノ

　

つぎに、ごみを収集し、運搬するための車両は１万6,759台･(前年度１万

5,066台)であり、前年度と比べると職員数と同様の理由により1,693台、

11.2%増加している。このりち、特殊運搬車は9,531台(9,014台)、運搬車は

7,228台(6,052台)となっている。
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（ウ）収集処理量

　

昭和46年度中の処理計画人口にかかるごみの総排出量は4,000万ｔ（前年

度3,300万ｔ）である。このうち、市町村の収集処理によるものの比率は、処

理計画人口の増加もあって73.3 % (75.6 %)と前年度を若干下回っているも

のの、その収集処理量は2,900万t (2,500万ｔ）となっており、前年度と比べ

ると400万t、16.2%増加している。

　

また、市町村の収集処理によるもの

り内訳は、第76図にみられるとおり

で、焼却処理36.4 %(前年度38.6 %)、

高速堆肥化処理0.5％(0.7％)、その他

36.4% (36.3%)となっている。

　

つぎに、焼却処理および高速堆肥化

処理による処理率は、特別区、大都市

の区域における埋立等の収集処理量の

増加が大きいことなどにより、36.8%

(前年度39.3％)となっており、残りの

63.2％(60.7％)は埋立等の処理によっている。

８

　

地方公営事業の状況

（１）地方公営企業

第76図

　

ごみの処理状況
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(ア)事業数および経営規模

　

昭和46年度末において、地方公営企業を経営している地方公共団体の数

は3,197 (都道府県46、市町村2,903、企業団等248)であり、地方公営企業

の数は6,609事業(法適用事業2,922事業、法非適用事業3,687事業)で、前年

度末に比べると145事業増加している。

　

その内訳は第77図にみられるとお
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第77図

　

地方公営企業の事業数

　　　　　　　　

(47.3.31現在)

市場
工業用水道78(1.2%)

ガス71(1.1%)
その他196(2.9％)

り水道事業(簡易水道事業を含む。)

が3,352事業で全体の50.7％を占め、

病院事業704事業(全体の10.6％)、

観光施設事業554事業(8.4％)、宅

地造成事業466事業(7.1％)、と畜

場事業408事業(6.2％)がこれに次

いでいるｏ

　

昭和46年度の決算規模は、２兆

8,939億円で前年度に比ぺると5,800

億円(25.1％)増加しており、46年度

の普通会計歳出決算額の24.3%に相

当する規模となっている。これを事

業別にみると、第78図にみられるとおり、水道事業が7,008億円で仝休のこ

24.2%を占め、公共下水道事業4,742億円(全休の16.4 %)、病院事業3,901

億円(13.5 %)、港湾整備事業3,559億円(12.3 %)、宅地造成事業3,485億円

(12.1%)、交通事業3,186億円(11.0％)がこれに次いでいる。

　

昭和46年度末における職員数は28万５千人で、前年度の27万９千人に

比べると６千人増加している。また、

この職員数は普通会計職員数(昭和

47年４月１日現在の給与実態調査に

よる。ただし、教育、警察、および

消防職員を除く。)の29.7%に相当し

ている。

　

なお、第79図にみられる

とおり、病院事業(11万２千人)、水

道事業(６万５千人)、交通事業(６

万１千人)の３事業で全体の83.6%

を占めている。

　

建設投資額は１兆4,851億円で前

年度と比べると4,022億円(37.1 %)

第78図

　

決算規模の状況
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増加し、第80図にみられるとおり、

過去５年間において最も著しい伸び

を示している。事業別に前年度に

対する伸びをみると公共下水道事業

(64.8％)、水道事業(36.6 %)、宅

地造成事業(30.3％)、港湾整備事業

(26.1 %-)、交通事業(15.8 %)が大き

な伸びを示している。

　

建設投資額を事業別にみると、公

共下水道事業3,698億円(全体の24.9

％)、水道事業3,388億円(22.8 %)、

第79図

　

職員数の状況

3,438(1.2%

宅地造成事業2,423億円(16.3 %■)、港湾整備事業2,185億円(14.7%)となっ

ている。

　　

(イ)公益事業中の地位

　

民営を含めた公益事業全体において地方公営企業の占める地位を主な事業

についてみると

　　　

ａ

　

水道事業では、給水人口84百万人のうち79百万人(94.6 %)が公

　　　　

営

　　　

ｂ

　

軌道地方鉄道事業では、年間輸送人員98億10百万人のうち15億

第80図

　

建設投資額の推移
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公営

　　　

ｅ

　

工業用水道事業では、年間総配水量42億31百万m3のうち、42

　　　　

億４百万m3(99.4％)が公営

となっている(昭和45年度の資料による。ただし、工業用水道事業は46年

度の資料による。)。

　

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

昭和46年度の地方公営企業の経営状況は、企業環境の悪化、人件費および

資本費の増こ低料金の適正化の遅れ等により、きわめて因難な状況にある。

　　

(ア)法適用企業の経営状況

　

法適用企業の経営状況は、数年来赤字基調を続けているが、昭和46年度

における総収益対総費用比率は95.6%と収支均衡点を大幅に下回り、累積

欠損金は営業収益の33.5 %に当たる2,960億円の巨額に達している。

　　　

ａ

　

損

　

益

　

収

　

支

　

総収益は１兆556億円で、前年度(9,708億円)と比べると848億円(8.7％)

増加し、総費用は１兆1,045億円で前年度(9,882億円)と比べると1,163億円

(11.8 %)増加し、いずれも初めて１兆円の規模に達したが、総収益対総費用

比率は、第81図にみられるとおり、全事業平均で95.6%とこれまでにおけ

　　

第81図

　

事業別総収益対総費用比率の推移

　　

る最低の39年度と同じ比率
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を生じた事業数の全体に占める割合は39.3 %(前年度33.2 %)、純損失の営

業収益に対する比率は9.2％(前年度7.0％)といずれも前年度と比べると上

昇している。

　

累積欠損金は、前年度(2,363億円)と比べると597億円増加し、2,960億円

の巨額に達し、営業収益に対する比率は33.5 %(前年度28.7 %)となってい

る。累積欠損金を有する事業数は1,150事業(前年度1,019事業)で全事業

の40.6 %(前年度36.6 %)となっている。　不良債務は2,521億円で、前年度

(1,714億円)と比べると807億円(47.1 %)増加している。

　　　

ｂ

　

資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は１兆2,471億円で、前年度(9,600億円で)と比べると、2,871億

円(29.9 %)増加し、初めて１兆円の規模に達した。これに対する財源は１兆

1,890億円で、この内訳は、外部調達資金が１兆343億円、内部留保資金が

1,547億円で、財源不足額は581億円(前年度431億円)となっている。

　

資本的支出のうち、建設改良費は、水道施設、地下鉄、医療施設等の整備拡

充により１兆413億円と前年度(7,924億円)と比べると2,489億円(31.4 %)

増加している。

　　　

ｃ

　

企業債元利償還金

　

企業債元利償還金は3,160億円で、

　　

第82図

　

料金収入に対する企業債元

前年度(2,755億円)と比べると405

億円(14.7%)増加している。企業債

元利償還金の料金収入に対する比率

は、第82図にみられるとおり、全

事業平均は37.7 % (前年度35.0％)

となっており、これを事業別にみる

と、地下鉄事業(127.4 %)、工業用

水道事業(85.2％)、電気事業(67.0

％)、上水道事業(41.0％)が高い比

率を示している。
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ｄ

　

職員給与費

　

職員給与費は4,051億円で、前年

度(3,481億円)と比べると570億円

(16.4 %)増加している。職員給与費

の料金収入に対する比率は、第83図

にみられるとおり48.3% (前年度

44.2 %)で、これを事業別にみると、

交通事業が95.5%で最も高く、病院

事業(63.7 %)がこれに次いでいる。

　　

(イ)法非適用企業の経営状況

　

法非適用企業の事業数は3,687事

業で、前年度(3,601事業)と比べると

第83図
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86事業増加している。その経営状況は、収入総額5,993億円(前年度4,189億

円)、支出総額5,873億円(前年度4,098億円)、差引120億円の黒字で、実質収

支は、118億円の黒字となっている。収益的収むﾋ率(総轟士聶。轟蚕

×100)は126.6 %(前年度127.0 %)で、これを事業別にみると、有料道路事

業(71.2 o/o)、公共下水道事業(81.8 %)、市場事業(86.9 %･)、と畜場事業

(92.5 %)は、収支均衡点を下回っている。

　

ウ

　

企業債の状況

　

企業債の発行額は9,935億円で、前年度(6,653億円)と比べると3,282億円

(49.3 %)増加している。発行額の推移をみると、昭和41年度(3,784億円)と

比べると、2.6倍となっており、事業別では、第84図にみられるとおり、公

共下水道事業(指数534.2)、市場事業(357.1)、港湾整備事業(350.7)の伸びが

高くなっている。

　

昭和46年度末における企業債の現債高は４兆1,030億円で、これを借入

先別にみると、政府資金１兆8,788億円(全体の45.8 %)、公営企業金融公庫

資金5,430億円(13.2 %)、その他資金１兆6,812億円(41.0 %)となっている。

　

エ

　

他会計繰入金の状況

　

他会計からの繰入金は2,772億円で、前年度(2,280億円)と比べると492億
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建設投資財源としての企業債の推移
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円(21.6 %)増加し、繰入

金総額の収益的収入に対

する比率は22.7%で、逐

年増加している(44年度

18.8%、45年度20.6%)。

繰入金を事業別にみる

と、公共下水道事業が

1,019億円と最も多く、

病院事業(595億円)、交

通事業(320億円)がこれに次いでいる。また、対前年度増加率でみると、交

通事業が67.7%と最も大きく、病院事業(25.0 %)、水道事業(16.9 %)、公共

下水道事業(15.6 %)がこれに次いでいる。

　

オ

　

財政再建の状況

　

地方公営企業の財政再建事業の数は、当初(昭和41、42年度)155事業(水

道事業58事業、交通事業13事業、病院事業76事業、ガス事業８事業)で、

財政再建債516億円が発行された。昭和47年度当初では、65事業(水道事

業20事業、交通事業11事業、病院事業32事業、ガス事業２事業)となっ

たが、その不良債務は905億円(財政再建債未償還元金203億円を含む。)と

当初を上回っている。

　

これは、再建事業のうち、水道、病院、ガスの各事業の財政の再建は順調

に推移したが、交通事業においては、企業環境の悪化、料金改定の遅れ、人

件費の増こう等により、経営の健全性を回復できず、その不良債務額が880

億円と再建当初を上回ったためである。

　

カ事業別状況

　　

(ア)水道事業(上水道事業および簡易水道事業)

　　　

ａ

　

団

　　

体

　　

数

　　　　

(ａ)上水道事業

　

昭和46年度末において地方公共団体が経営する上水道事業の数は1,578事

業で前年度末(1,524事業)に比べると54事業(3.5 %)増加している。このう
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ち、末端給水事業は1,548事業(うち建設中45事業)で、前年度(1,501事業)

と比べると47事業増加し、用水供給事業は30事業(うち建設中11事業)で、

前年度(23事業)と比べると７事業増加している。経営主体別にみると末端

供給事業は都道府県営７事業、指定都市営６事業、市営563事業、町村営

922事業、企業団営50事業であり、用水供給事業は都道府県営14事業、

町村営１事業、企業団営15事業となっている。

　

昭和46年度末における市町村の上水道の布設状況をみると市では614市

のうち601市(97.9 %)、町村では2,628町村のうち1,079町村(41.1 %)に布

設されている。

　　　　

(b)簡易水道事業

　

昭和46年度末において、地方公共団体が経営する簡易水道事業の数は

1,774事業で、前年度(1,804事業)と比べると30事業(1.7 %)滅少している。

　

これを経営主体別にみると、町村営が1,556事業で全体の87.7%を占め、

次いで市営201事業、一部事務組合営15事業、都道府県および指定都市営

各１事業となっている。

　　　

ｂ

　

利

　

用

　

状

　

況

　

水道事業の給水人口は46年度末で8,298万人(上水道事業7,679万人、簡

易水道事業619万人)に達し、前年度(7,978万人)と比べると320万人(4.0％)

増加している。また、公営水道が布設されている地方公共団体の46年度末

の行政区域内人口に対する普及率は80.1％と前年度と比べると2.1%高く

なっている。

　

昭和46年度中の年間総給水量(有収水量)は86億69百万m3で前年度(79

億74百万m3)と比べると６億95百万m3(8.7％)増加している。また給水人

口１人１日当たりの給水量は285 Zで前年度(273 0 と比べると121増加して

いる。

　　　

ｃ

　

建

　

設

　

投

　

資

　

給水人口および給水量の伸びに対応して、水道施設の建設投資も引続き活

発に進められていることもあって、昭和46年度の建設投資額は3,388億円と

なっており前年度(2,480億円)と比べると908億円(36.6 %)と大幅に増加
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している。なかでも給水人口10万人未満の事業における建設投資額と広域

化の要請に伴う県営および企業団営の用水供給事業の建設投資額が増加して

いる。

　　　

ｄ

　

経営の広域化

　

近年における水資源の有効開発、施設利用の効率化等の要請を反映し、46

年度末における広域水道事業の数は都道府県営21事業、企業団営65事業

(末端給水事業50事業、用水供給事業15事業)となっている。

　

配水能力は末端給水事業が704万５千㎡/日で、前年度(684万５千m3/日)

と比べると20万m3/日、用水供給事業が394万３千m3/日で、前年度(319万

８千㎡/日)と比べると74万５千m3/日それぞれ増加している。

　　　

ｅ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

水道事業(法適用の簡易水道事業を含む。)の総収益は3,338億円(前年度

3,002ｲ意円)、総費用は3,286億円(2,815億円)となっており、総収益対総費

用比率は101.6 %で、前年度(106.6 %)と比べると5.0％低下している。純利

益は143億円で、前年度(214億円)と比べると71億円(49.7 %)滅少し、純

利益を生じた事業数は1,140事業となっている。純損失は91億円で前年度

(27億円)と比べると大幅に増加し、純損失を生じた事業数は408事業となっ

ている。

　

累積欠損金は169億円で前年度(125億円)と比べると44億円(35.2 %)増加

し、不良債務は297億円で前年度(153億円)と比べると1.9倍となっている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

昭和46年度の資本的支出は3,652億円であり、これに対する財源は企業

債等の外部調達資金2,850億円、内部留保資金551億円で、財源不足額は

251億円となっている。

　

資本的支出のうち建設改良費が3,202億円で87.7%を占め前年度(2,344億

円)と比べると36.6%と大幅な増加を示している。財源のりち企業債も2,343

億円と前年度(1,681億円)に比べると662億円(39.4%)増加している。

　　　　

(ｃ)給水原価と料金
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昭和46年度における給水量１㎡当りの原価(用水供給事業を除き、法適

用企業の簡易水道事業を含む。)は37円87銭で前年度(35円28銭)と比べる

と２円59銭(7.3％)増加している。給水原価の内訳は、資本費14円74銭、

職員給与費12円27銭、その他の経費10円86銭となっている。

　

規模別に給水原価の傾向をみると、給水人口10万人以上の事業では平均

原価を下回る事業が多く、給水人口1.5万人未満の事業では平均原価を上回

る事業が半数をこえている。また、同一規模の事業であっても給水原価にか

なりの格差がみられる。

　

なお、46年度中に料金改定を実施した団体は189

団体となっている。

　　　　

(d)法非適用事業

　

法非適用の簡易水道事業1,747事業(うち建設中41事業)のうち黒字の事業

は1,589事業(前年度1,576事業)で全体の93.1％を占めており、赤字の事業は

117事業(前年度147事業)で全体の6.9%となっている。赤字の事業は滅少し

たが赤字比率(j§jllEl ｘ 100)は増加し、収益的収支比率は低下し七しる。

　　

(イ)工業用水道事業

　　　

ａ

　

事業数および経営規模

　

地方公共団体が経営する工業用水道事業の数は78事業(うち建設中８事

業)で前年度(77事業)と比べると１事業増加している。事業数を経営主体別

にみると都道府県営36事業、指定都市営５事業、市営29事業、町村営４事

業、企業団営４事業となっている。

　

施設の箇所数は173箇所(前年度169箇所)、給水箇所数は3,778箇所(前

年度2,910箇所)、年間総配水量は42億m3(前年度39億㎡)となっているふ

また｀施設利用率(≒EWSUaみ?kｘ100)は69.7%と前年度(70.8％)と比

べると1.1％低くなっており、施設利用率30％以下のものは地盤沈下地域

を中心に11箇所となっている。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

昭和46年度における工業用水道事業の総収益は290億円(前年度246億
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円)、総費用は284億円(244億円)となっており、総収益対総費用比率は

102.2％(100.7％)となっている。

　

純利益は21億円で前年度(19億円)と比べると２億円(11.9 %)増加してい

るが純利益を生じた事業数は36事業で前年度(39事業)と比べると３事業滅

少している。純損失は15億円で前年度(17億円)と比べると２億円(13.1 %)

滅少しているが、純損失を生じた事業数は35事業で前年度(31事業)と比べ

ると４事業増加している。

　

累積欠損金は118億円(前年度108億円)、不良債務は56億円(48億円)と

それぞれ増加している。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は613億円で、前年度(526億円)と比べると87億円(16.5 o/o)

増加している。これに対する財源は企業債309億円、国庫補助金130億円、

内部留保資金57億円、その他89億円で財源不足額は28億円となっている。

　　

(ウ)交

　

通

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数および経営規模

　

昭和46年度末において交通事業を経営する地方公共団体の数は117団体

で、事業数は137事業となっている。職員数は６万１千人、保有車両、船舶

の数は路面電車917両、バス１万3,781両、地下鉄1,151両、トロリーバス、

モノレール等228両、船舶152隻となっている。

　

昭和46年度における年間輸送人員は39億人、１日平均1,080万人(前年

度1,106万人)で、このうち769万人(71.2％)が６大都市(東京都および横浜、

名古屋、京都、大阪、神戸の５市)によって占められている。１日平均輸送

人員を事業別にみると、バスは662万人(全体の61.3 %)、路面電車113万

人(10.5 %)、地下鉄296万人(27.4 %)、その他９万人(0.8％)となっている。

　

バス事業では、車両数、走行キロは前年度に比べると増加しているが、年

間輸送人員は24億16百万人で前年度(24億22百万人)と比べるとわずかで

はあるが滅少している。とくに６大都市においては、車両数は306両、走行

キロは７百万キロ増加しているが、年間輸送人員は14億83百万人で前年度

(14億90百万人)と比べると７百万人の減少となっている。
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路面電車事業では、営業キロは撤去の進行により218 km (41年度631 km)

に滅少し、年間輸送人員は４億12百万人となっている。地下鉄事業では、い

昭和46年度末において開業している東京都、名古屋市、大阪市および札幌

市の営業キロは137 km (41年度58 km)で、年間輸送人員は10億79百万人

(41年度５億60百万人)となっている。

　　　

ｂ
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(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

交通事業の総収益は1,393億円、総費用は1,809億円で、総収益対総費用

比率は77.0%と収支均衡点を大幅に下回っている。純利益は４億円で前年

度(７億円)と比べると３億円滅少し、純損失は420億円で前年度(349億円)

と比べると71億円増加し、純利益を生じた事業数は17事業、純損失を生じ

た事業数は61事業となっている。

　

累積欠損金は1,929億円(６大都市1,759億円)で前年度(1,607億円)と比べ

ると322億円増加し、料金収入に対する割合は175.6 %(前年度149.4 %)と

なっている。累積欠損金を有する事業数は65事業で全事業の83.3%となっ

ている。不良債務は1,292億円(６大都市1,144億円)で前年度(1,036億円)と

比べると2卵億円増加し、再建債未償還元金を含めると1,481億円(６大都

市1,327億円)で前年度(1,303億円)と比べると178億円の増加となってお

り、不良債務を有する事業数は55事業である。

　

事業別にみると、バス事業の総収益対総費用比率は81.5％となっており、

純損失は177億円で前年度(105億円)と比べると72億円、゛累積欠損金は

853億円で前年度(671億円)と比べると182億円、不良債務は748億円で前

年度(618億円)と比べると130億円それぞれ増加している。路面電車事業

の総収益対総費用比率は74.4%となっており、純損失は52億円セ前年度

(62億円)と比べると10億円、累積欠損金は431億円で前年度(475億円)と

比べると44億円、不良債務は266億円で前年度(313億円)と比べると47億

円それぞれ減少している。地下鉄事業の総収益対総費用比率は71.1%となっ

ており、純損失は188億円で前年度(180億円)と比べると８億円、累積欠損

金は634億円で前年度(446億円)と比べると188億円、不良債務は463億円
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で前年度(361億円)と比べると102億円それぞれ増加している。

　　　　

(ｂ)資

　

本

　

収

　

支

　

昭和46年度の資本的支出は、地下鉄建設の推進等に伴い1,450億円と前

年度(1,275億円)に比べると175億円増加している。資本的支出の内訳は建

設改良費1,125億円(うち地下鉄事業1,024億円)、企業債償還金267億円(う

ち地下鉄事業142億円)等となっている。

　

これに対する財源は企業債996億

円、他会計出資金122億円、他会計補助金等139億円、内部留保資金47億

円で、財源不足額は146億円となっている。

　　　　

(ｃ)法非適用事業

　

昭和46年度における法非適用事業58事業の経営状況は、40事業が黒字

(62百万円)を、18事業が赤字(２億60百万円)を生じている。なお、収益的

収支比率は115.7 %となっている。

　　

(エ)電

　

気

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数および経営規模

　

地方公共団体が経営する電気事業の数は35事業、発電所数は173箇所と

なっている。経営主体別にみると、都道府県営31事業(168発電所)、市営

１事業(２発電所)、町村営３事業(３発電所)となっている。都道府県営およ

び市営の事業は卸売事業であり、町村営は特定地域における一般供給事業で

ある。

　

全発電所(水力発電172、内燃発電１)の総発電能力は、最大出力211万

ＫＷ、常時出力40万ＫＷ、年間発生電力量78億ＫＷＨとなっている。民

営を含む水力発電事業全体に占める地位をみると、発電所数では11.4%、

出力では10.1％となっている。

　　　

ｂ
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電気事業の総収益は287億円、総費用は262億円で、総収益対総費用比率

は109.7 %となっている。純利益は27億円、純損失は２億円で、純利益を

生じた事業数は33事業、純損失を生じた事業数は２事業となっている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支
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資本的支出は158億円であり、これに対する財源は企業債等の外部調達資

金64億円、内部留保資金92億円で、財源不足額は２億円となっている。

　　

(オ)ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数および経営規模

　

昭和46年度末において地方公共団体が経営するガス事業の数は71事業で

経営主体別にみると、県営２事業、市営38事業、町村営30事業、企業団営１

事業となっている。ガス事業の供給戸数は45万８千戸(前年度42万８千戸)

で、計画供給戸数60万６千戸に対する普及率は75.6%となっている。

　

その

供給量は２億９百万ｍ３(１万Kcal換算)で、前年度(１億96百万m3)に比べ

ると13百万m3(6.6％)増加している。

　

民営を含むガス事業全体に占める地位をみると、事業数では30.2％を占

めているが、販売量では3.9%、需要家戸数では4.1％となっている。
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ガス事業の総収益は112億円、総費用は109億円で総収益対総費用比率は

103.0％(前年度105.1 %)となっている。純利益は５億円、純損失は２億円

で、純利益を生じた事業数は55事業、純損失を生じた事業数は16事業と

なっている。

　

累積欠損金は６億円で、その営業収益に対する割合は6.6%となっており、

累積欠損金を有する事業数は16事業となっている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は64億円であり、これに対する財源は、企業債等外部調達資

金39億円、内部留保資金21億円で、財源不足額は４億円となっている。

　　

(ヵ)病

　

院

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数および経営規模

　

昭和46年度末において病院事業を経営する地方公共団体の数は704団体

であり、その病院数は940病院となっている。病院数を経営主体別にみる

とヽ都道府県営207病院(44都道府県)、指定都市営25病院(６指定都市)、

市営272病院(237市)、町村営327病院(327町村)および一部事務組合営
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109病院(90組合)となっている。

　

一般病院について規模別にみると、都道府県営病院の35.5%、指定都市

営病院の37.5％、市営病院の40.6％が300床以上の大規模病院である。ま

た市町村営病院(組合営を含む。)の42.7%は100床未満の小規模病院で、しか

もそのうち68.6%は他に一般病院のない市町村の区域内に所在している。

　

昭和46年度末における病床数は前年度とほぼ同数の18万６千床であり、

取扱患者数は１億22百万人で前年度(１億18百万人)と比べると2.6%増

加している。なお、病床利用率げ靉窯ＰバoOよ77.2% (前4

76.9%)で、外来入院比率(筆器奘護憲llｘ100)は135.6% (前年度130.5

％)となっている。
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昭和46年度における病院事業の総収益は3,222億円で前年度(2,819億円)

と比べると403億円(!4.3％)増加し、総費用は3,415億円で前年度( 2,931億

円)と比べると484億円(16.5 %)の増加となっている。総収益対総費用比

率は94.3%で前年度( 96.2%)と比べると1.9%低下している。純利益は20

億円で前年度(25億円)と比べると５億円の減少となっており、純利益を生

じた事業数は216事業(308病院)となっている。純損失は213億円で前年度

(137億円)と比べると76億円増加し、純損失を生じた事業数は489事業

(633病院)で前年度と比べると51事業(61病院)増加している。純損失を生

じた事業を経営主体別にみると、それぞれの団体数に対する比率は、都道府

県営59.1%、指定都市営66.7%、市営74.7%、町村営67.7%、組合営66.7％

となっている。

　

医業収益対医業費用比率は86.2%で前年度( 89.8 %)と比べると3.6%低

下している。これを病院の種別でみると、一般病院87.8 %(前年度91.3 %)、

結核病院66.3% (73.3%)、精神病院65.7% (70.9%)となっている。また、

一般病院を規模別にみても前年度よりいずれもその比率が低下し、病院の種

別規模別を問わずその経営は逐年困難となっている。
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累積欠損金は536億円で前年度(362億円)と比べると174億円の増加と

なっており、累積欠損金の医業収益に対する比率は19.0％で前年度(14.4 %)

と比べると4.6%高くなっている。累積欠損金を有する事業数は511事業で

前年度(470事業)と比べると41事業増加している。不良債務は399億円で前

年度(284億円)と比べると115億円の増加となっており、不良債務を有する

事業数は415事業で前年度(386事業)と比べると29事業増加している。

　

昭和46年度末における職員数は11万２千人で前年度(10万８千人)と比

べると４千人増加している。職員給与費は、職員１人当り給与月額でみると、

11万3,847円で前年度(９万7,451円)と比べると16,8%上昇しており、その

料金収入に対する割合は63.6 %(東京都および指定都市営91.6%、道府県営

73.2%、市営58.7%、町村営54.6%、組合営54.9 %)となっている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は613億円(前年度535億円)で、その内訳は建設改良費503億

円、企業債償還金71億円、その他39億円となっている。これに対する財源

は企業債277億円、他会計出資金等214億円、内部留保資金75億円で、財

源不足額は47億円となっている。

　

なお、最近における医療施設の近代化、

高度化等の要請から病院施設の整備が進められていることもあって、建設改

良費は503億円となっており、前年度(451億円)と比べると11.7%増加して

いる。

　　　

(ｃ)他会計繰入金

　

他会計からの繰入金は620億円であり、このうち収益的収入の繰入れは

392億円で、総収益に対する比率は12.2%である。また、資本的収入への繰

入れは203億円で、資本的支出の33.0％、建設改良費の40.2%となってい

る。なお、期間外収支への繰入れは25億円となっている。

　　

(牛)公共下水道事業

　　　

ａ

　

事業数および経営規模

　

昭和46年度末における公共下水道事業の数は315事業(法適用事業28、

法非適用事業287)となっており、これを経営主体別にみると都道府県営12

事業ヽ指定都市営６事業、市営261事業、町村営23事業、企業団営13事業
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となっている。

　

昭和46年度末の排水面積は16万haで市街地面積71万haに対し22.0

％となっている。排水人口は2,225万人で前年度(2,041万人)と比べると184

万人(9.0 %)増加し、年間処理水量は64億m3で前年度(47億m3)と比べる

と17億m3(34.3％)増加している。

　

公共下水道事業の建設投資額は3,698億円で前年度(2,244億円)と比べる

と1,454億円(64.9 %)増加している。　これは昭和46年度から第３次下水道

整備５ヶ年計画が実施されたためであり、これに要する財源は企業債1,952

億円(法適用1,112億円、法非適用840億円)、国庫(県)補助金948億円(法

適用334億円、法非適用614億円)、他会計繰入金620億円(法適用280億円、

法非適用340億円)、工事負担金303億円(法適用145億円、法非適用158億

円)などから充当している。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

法適用事業の総収益は582億円で前年度(490億円)と比べると92億円

(18.8 %)増加しており、総費用は602億円で前年度(540億円)と比べると98

億円(19.4 %)の増加となっている。累積欠損金は117億円(前年度99億円)、

不良債務は66億円(前年度61億円)となっている。

　　　　

(ｂ)資

　

本

　

収

　

支

　

法適用事業の資本的支出は1,889億円(前年度1,256億円)で、これに対す

る財源は企業債、他会計繰入金、国庫(県)補助金、内部留保資金等をあわ

せて1,866億円で財源不足額は23億円となっている。

　　　　

(ｃ)法非適用事業の経営状況

　

昭和46年度における法非適用事業の収入総額は2,356億円で前年度(1,375

億円)と比べると981億円(71.3 %)増加し、支出総額は2,343億円で前年度

(1,376億円)と比べると967億円(70.3 %)増加している。黒字を生じた事業

数は74事業で黒字額は16億円(前年度11億円)、赤字を生じた事業数は13

事業で赤字額は20億円(前年度17億円)となっている。

　　

(ク)その他の地方公営企業
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ａ

　

事

　　

業

　　

数

　

地方公共団体は以上の事業のほか各種の事業を経営しており、昭和46年

度末における事業数は1,917事業(法適用322事業、法非適用1,595事業)

となっている。その内訳は、港湾整備事業209事業、市場事業119事業、と

畜場事業408事業、観光施設事業554事業、宅地造成事業466事業、有料道

路事業43事業、駐車場事業56事業、その他の事業62事業である。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)港湾整備事業

　

法適用の港湾整備事業は18事業が純利益48億54百万円を、８事業が純

損失16億92百万円を生じており、法非適用の港湾整備事業は132事業が黒

字66億81百万円を、29事業が赤字29億36百万円を生じている。

　　　　

(b)市

　

場

　

事

　

業

　

法適用の市場事業は４事業が純利益30百万円を、６事業が純損失２億75

百万円を生じており、法非適用の市場事業は85事業が黒字３億71百万円

を、10事業が赤字５億26百万円を生じている。

　　　　

(ｃ)と畜場事業

　

法適用のと畜場事業は４事業が純利益３百万円を、２事業が純損失６百万

円を生じており、法非適用のと畜場事業は333事業が黒字３億64百万円

を、64事業が赤字７億55百万円を生じている。

　　　　

(d)観光施設事業

　

法適用の観光施設事業は112事業が純利益16億４百万円を、38事業が純

損失２億67百万円を生じており、法非適用の観光施設事業は275事業が黒

字５億92百万円を、110事業が赤字16億82百万円を生じている。

　　　　

(ｅ)宅地造成事業

　

法適用の宅地造成事業は26事業が純利益23億円を、４事業が純損失８億

68百万円を生じており、法非適用の宅地造成事業は292事業が黒字266億78

百万円を、96事業が赤字167億48百万円を生じている。
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(f)有料道路事業

　

法適用の有料道路事業は３事業が純利益２億４百万円を、14事業が純損

失14億31百万円を生じており、法非適用の有料道路事業は17事業が黒字

１億30百万円を、３事業が赤字６億81百万円を生じている。

　　　　

(ｇ)駐車場事業

　

法適用の駐車場事業(２事業のうち１事業は建設中)が純利益１百万円を生

じており、法非適用の駐車場事業は43事業が黒字48百万円を、５事業が赤

字43百万円を生じている。

　　　　

(h)その他の事業

　

法適用の各種事業(採石、有線放送、林業製材、畜産、自動車学校、骨材

製造、製パン等)は36事業が純利益10億51百万円を、22事業が純損失７

億７百万円を生じている。

(２)国民健康保険事業

　

昭和36年度に達成された国民皆保険の中で国民健康保険事業は、健康保

険等の被用者保険と並んでわが国の社会保険制度の中で大きな役割を果たし

ている。

　

国民健康保険事業の保険者は、市町村(特別区、一部事務組合を含む。)およ

び同種の事業または業務に従事する者で構成されている国民健康保険組合で

ある。被保険者は原則として、被用者保険に加入していないすべての住民で

ある。保険者は、被保険者に対して、一定の療養の給付等を行ない、国民健

康保険事業の中心である法定の医療給付にかかる給付率は、すべての市町村

について世帯主、世帯員とも７割であり、その財源は原則として、保険税

(料)および国庫補助金によって運営される建前となっている。市町村が保険

者となって実施している国民健康保険事業の概要は次のとおりである。

　

昭和47年３月31日現在の保険者は、離島であるため医師の確保が困難で

ある鹿児島県の２村(三島村、十島村)を除く3,256団体(大都市６、都市607、

町村2,617、一部事務組合３、特別区23)であり、このうち、直営診療所を

設置している団体は791団体(都市137、町村654)である。

　

これらを前年度
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と比べると、保険者および直営診療所設置団体はいずれも19団体減少して

いる。最近の数年間の推移をみると、保険者は市町村合併の実施により、ま

た、直営診療所設置団体は医師の確保難、交通事情等の環境条件の変化等に

より、年々減少の傾向を示している。

　

昭和47年３月31日現在の被保険者数は、医療保険適用者総数１億501万

６千人の39.1%に当たる4,105万３千人であり、世帯数は1,254万５千世帯

となっている。これらを前年度と比べると、被保険者数は、前年度(4,066万

１千人)より39万２千人、世帯数は、前年度(1,221万６千世帯)より32万９

千世帯それぞれ増加している。昭和36年度に国民皆保険が達成されて以来

減少傾向にあった被保険者が増加したのは、国民健康保険から被用者保険へ

の移動が鈍化したこと、人口の自然増加が多くなっていること等によるもの

である。

　

国民健康保険事業会計は、保険給付を取り扱う事業勘定と、保険者が設置

する直営診療施設を経理する直診勘定からなっているが、これらの状況は次

のとおりである。

　

ア

　

事

　

業

　

勘

　

定

　

事業勘定の歳入決算額は6,810億円で、前年度(6,020億円)と比べると790

億円、13.1 % (前年度20.4 %)増加しており、歳出決算額は6,457億円で、

前年度(5,630億円)と比べると827億円、14.7％(前年度18.1 %)増加してい

るが、歳入、歳出の増加率は前年度を下回っている。

　

歳入の内訳をみると、国民健康保険税(料)は2,213億円で、歳入総額の

32.5%を占め、前年度(1,908億円)と比べると305億円、16.0％(前年度

16.9 %)増加しており、国庫支出金は3,826億円で、歳入総額の56.2%を占

め、前年度(3,535億円)と比べると291億円、8.2% (19.6%)増加し、国民健

康保険税(料)と国庫支出金の両者で歳入総額の88.7 % (90.4 %)を占めてい

る。

　

国庫支出金のうち、療養給付費負担金は3,178億円で、歳入総額の46.7%

を占め、前年度(2,954億円)と比べると224億円、7.6％(前年度19.6 %)増

加しており、財政調整交付金は393億円で、歳入総額の5.8％を占め、前年
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度(363億円)と比べると30億円、8.2％(前年度23.0 %)増加している。この

よ引こ、療養給付費負担金および財政調整交付金の増加率が前年度の増加率

を大幅に下回っているのは、前年度は、昭和44年度末に近い45年２月に行

なわれた診療報酬の改定による療養諸費の増加が平年度化したことに伴い、

これらの歳入の増加率が大きかったのに対し、46年度は、年度末近い47

年２月に診療報酬の改定(医療費13.7％引上げ、薬価基準1.7％引下げ、実質

12.0%引上げ)が行なわれ、46年度の療養諸費の増加に対する影響が少な

かったことに伴い、これらの歳入の増加率が少なかったことによるものであ

る。つぎに、都道府県支出金(127億円)のうち財源補てん的なものは121億

円で、歳入総額の1.8％を占め、前年度(101億円)と比べると20億円、20.0％

増加している。

　

また、他会計繰入金(177億円)のうち財源補てん的なもの

は151億円で、歳入総額の2.2％を占め、前年度(138億円)と比べると12億

円、8.9%増加している。

　

歳出の内訳をみると、総務費は379億円で、歳出総額の5.9％を占め、前

年度(325億円)と比べると54億円、16.6 % (前年度13.8％)増加している。

なお、総務費のうち、一般管理費と賦課徴収費をあわせた事務費は329億円

で、歳出総額の5.1%を占め、前年度(281億円)と比べると48億円、17.0％

増加している。この事務費に対する国庫負担金の比率は67.1%で、前年度

(69.5 %)と比べると2.4％滅少している。　つぎに、保険給付費は5,820億円

で、歳出総額の90.1％を占め、前年度(5,127億円)と比べると693億円、

13.5% (前年度19.0％)増加している。保険給付費のうち、療養諸費は5,706

億円で、前年度(5,044億円)と比べると661億円、13.1 % (前年度18.6 %}

増加している。

　

また、その他の給付費は88億円で、前年度(63億円)と比

べると25億円、40.2% (前年度59.9 %)増加している。療養諸費の増加率が

前年度を下回ったのは、前述の理由により、診療報酬の改定の影響が少な

かったためであり、その他の給付費の増加率は前年度を下回っているもの

の、引き続き大きいのは、助産費の給付改善が行なわれていること、葬祭費

等の給付を実施する市町村が増加していること等によるものである。

　

実質収支は350億円の黒字であるが、この実質収支額から財源補てん的な
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都道府県支出金および他会計からの繰入金を控除し、財源補てん的な他会計

への繰出金を加えた再差引収支は85億円の黒字となり、前年度(152億円の

黒字)と比べると黒字額は67億円減少している。

　

この再差引収支額によっ

て全団体を黒字団体と赤字団体に分けてみると、黒字団体にあっては、団体

数は2,745団体で、前年度(2,876団体)と比べると131団体(都市１団体増加、

町村132団体減少)減少し、その黒字額は321億円で、前年度(339億円)と

比べると18億円減少している。一方、赤字団体にあっては、団体数は511

団体で、前年度(399団体)と比べると112団体(都市17団体、町村95団体)

増加し、全保険者の15.7％(前年度12.2 %)を占め、その赤字額は236億円

で、前年度(187億円)と比べると49億円増加している。このように、全体

としては黒字団体が減少し、赤字団体が増加しているが、とくに、町村にお

いて赤字団体が増加している。再差引収支額による赤字額を団体種類別にみ

ると、都市82億円、特別区74億円、大都市70億円、町村９億円となって

いる。このように、都市、特別区および大都市の収支が悪いのは医療機関が

発達していることもあって受診率が高く、医療費が増嵩すること等にもよる

が、最も大きな原因は、保険税(料)率がその医療給付の水準に比較して低

い点にある。

　

イ

　

直

　

診

　

勘

　

定

　

直診勘定の歳入決算額は181億円で、前年度(165億円)と比べると16億

円、9.6％(前年度9.0％)増加している。このうち、診療収入は133億円で、

歳入総額の73.8%を占め、前年度と比べると10億円7.9％(前年度7.0％)

増加している。歳出決算額は194億円で、前年度(178億円)と比べると16億

円、9.0 % (前年度10.5 %)増加している。このうち、総務費は96億円で、

歳出総額の49.4%を占め、前年度(86億円)と比べると10億円、11.3％(前

年度11.2 %)増加している。つぎに、医業費は63億円で、歳出総額の32.5%

を占め、前年度(61億円)と比べると３億円、4.3％(前年度7.0％)増加して

いる。なお、医業費の診療収入に占める比率は47.3 % (前年度48.9 %)であ

る。

　

実質収支は14億円の赤字である。この実質収支額から他会計からの繰入
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金を控除し、他会計への繰出金を加えた再差引収支は40億円の赤字であり、

前年度（35億円の赤字）と比べると５億円赤字額が増加している。実質収支

における黒字団体は587団体、赤字団体は204団体であり、その団体数を前

年度と比べると黒字団体は１団体増加し、赤字団体は20団体滅少している。

（３）その他の事業

　

ア

　

収

　

益

　

事

　

業

　

収益事業(競馬、自転車競技、小型自動車競走、モーターポート競走およ

び宝くじ事業をいう。)のうち、公営競技については関連産業の振興を、宝

くじ事業については浮動購買力の吸収を図りつつ、地方財政資金を調達する

ことを目的として施行されるものであり、その収益金の果たす役割は大き

い。

　

昭和46年度において収益事業を施行した地方公共団体の数は、延べ498

団体(前年度489団体)である。これを事業別にみると、自転車競技事業を施

行する団体が244団体(236団体)で最も多く、モーターボート競走事業119

団体(118団体)、競馬事業75団体(75団体)、宝くじ事業52団体(52団体)

小型自動車競走事業８団体(８団体)がこれに次いでいる。また、これを施行

団体種類別にみると、都道府県では延べ81団体(81団体)が実施しており、

市町村では延べ417団体(408団体)が実施している。

　　

(ア)経

　

営

　

状

　

況

　

昭和46年度の決算額は、歳入１兆6,489億円、歳出１兆6,147億円となっ

ている。これを前年度と比べると、歳入2,193億円、15.3%、歳出2,246億

円、16.2%それぞれ増加している。

　

実質上の収支(歳入歳出差引額から翌年度へ繰越すべき財源および他会計

からの繰入金を控除し、他会計への繰出金を加えた額)は2,230億円の黒字

であり、前年度と比べると277億円、14.2% (前年度16.3 %)増加してい

る。収益事業の開催回数が前年度と比べると16回滅少していること咆あっ

て、収支の伸びに鈍化がみられる。
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(イ)収益金の使途状況

　

収益金の大部分は普通会計へ繰り入れられ(繰入額1,839億円、前年度の

18.6％の増)、道路、小・中学校等の教育施設、社会福祉施設、農業基盤等

の整備等の事業の財源として充当されている。繰入額の一般財源に対する比

率は2.8%で、前年度( 2.7 %)を若干上回っている。

　

収益金の使途状況を目的別にみると、土木費への充当額(632億円、繰入

総額の34.4 %-)が最も多く、教育費(596億円、32.4 %)がこれに次いでおり、

この両費目に繰入総額の66.8%が充当されている。

　

このほか、民生費(100

億円、5.4％)、農林水産業費(82億円、4.5%)、衛生費(80億円、4.3％)、

商工費(28億円、1.5％)等の財源として活用されている。

　

このほか、収益金のうち、公営企業にかかる地方債の利子の軽減に資する

ための資金として、公営企業金融公庫に納付された額は71億円となってい

る。

　

イ

　

共

　

済

　

事

　

業

　　

(ア)交通災害共済事業(直営方式)

　

昭和46年度において直営方式により交通災害共済事業を実施した地方公

共団体は231団体(２県、171市町村、58一部事務組合)で、前年度と比べ

ると１団体増加しており、加入者は1,956万人(前年度1,913万人)となって

いる。

　

交通災害共済事業会計の決算額は、歳入92億円、歳出70億円で、前年度

と比べると歳入は５億８千万円、6.7％増加し、歳出は３億１千万円、4.3％

減少しいる。なお、実質上の収支は、死亡事故による給付件数が減少したこ

ともあって、３億７千万円の黒字(前年度５億６千万円の赤字)となってい

る。

　　

(イ)農業共済事業

　

昭和46年度において農業共済事業を実施した市町村は1,204団体で、前

年度(1,176団体)と比べると28団体増加している。

　

農業共済事業会計の決算額は、歳入238億円、歳出209億円で、前年度と比

べるとヽ歳入38億円、18.7％、歳出39億円、23.2%それぞれ増加している。
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なお、実質上の収支は15億円の黒字(前年度17億円の黒字)となっている。

　

ウ

　

そ

　　

の

　　

他

　　

(ア)公益質屋事業

　

昭和46年度において公益質屋事業を実施した市町村は125団体(前年度152

団体)で、前年度と比べると実施団体数は27団体減少している。

　

公益質屋事業の決算額は、歳入14億13百万円、歳出13億69百万円で、

前年度と比べると、歳入５百万円、0.4％、歳出14百万円、1.0%それぞれ

減少している。なお、実質上の収支は、２億45百万円の赤字となっている。

　　

(イ)公立大学附属病院事業会計

　

公立大学附属病院事業会計の決算額は、歳入255億円、歳出257億円で、

前年度と比べると、歳入38億円、17.6％、歳出39億円、17.9%それぞれ

増加している。なお、実質上の収支は、12億円の赤字で、前年度と比べる

と３億６千万円赤字が増加している。
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第２

　

昭和47年度および昭和48年度

　　

の地方財政の見通し

昭和47年度の地方財政

　

年度当初における経済見通しと国の財政運営方針、地方財政計画の概要、

年度中の経済情勢の推移と国の財政および地方財政の補正措置、地方公営事

業に関する財政運営ならびに地方財政の運営の状況をみると、次のとおりで

ある。

(１)当初の経済見通しと国の財政運営方針

　

｢昭和47年度の経済見通しと経済運営の基本的態度｣(47年１月閣議決定)

によれば、47年度のわが国経済は、海外においては高まりつつある保護主義

的傾向、通貨調整に伴う過渡的な摩擦等国際経済交流の発展を図るうえでな

お多くの問題をかかえ、また、国内経済においては、景気後退下の通貨調整

という試練のなかで、･経済の動向にはなお楽観を許さない16のがあり、すみ

やかに景気の浮揚を図ることが当面する最も緊急な課題とされた。

　

以上のような内外情勢にかんがみ、昭和47年度の経済運営に当たっては、

公債政策を活用した積極的かつ機動的な財政金融政策により、わが国経済を

安定成長軌道に乗せ、生活関連施設を中心とする公共投資の拡充等社会開発

の強力な展開、対外政策の積極的推進、物価の安定、低生産性部門における近

代化等の諸施策を重点的に講ずることにより、成長と福祉の調和に立つ新し

い経済発展へ踏み出す第１歩の年とするものとされた。これにより、わが国

経済は遅くとも年度の後半には安定成長路線へ回復していくものと見込ま

れ、経済成長率は、実質7.7％(名目12.9 %)程度になるものと見込まれた。

　

昭和47年度の国の財政運営に当たっては、この経済見通しと経済運営の

基本的態度にのっとり、国際経済環境の新たな展開に即応しつつ、当面する
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国内経済の停滞をすみやかに克服し、国民福祉の向上を志向するわが国経済

社会の新しい進展を期することをもって基本とし、このため、公債政策を積

極的に活用し、社会資本の整備を一段と推進することとし、財政の健全性を

保ちつつ、一般会計予算および財政投融資計画の規模の積極的拡大が図られ

た。また、歳出については、財源の重点的かつ効率的な配分を徹底し、各般

にわたる国民福祉の向上のための施策の充実を図るとともに、経済情勢の推

移に機動的に対処するため、政府保証債等について弾力的運用を行なうもの

とされた。

　

このような方針に基づいて編成された国の一般会計予算は11兆

4,677億円で、前年度当初予算（９兆4,143億円）と比べて２兆534億円、

21.8%の増加となっている。財政投融資計画の規模は５兆6,350億円で、前

年度当初計画（４兆2,804億円）と比べて１兆3,546億円、31.6%の増加と

なっている。また、公債発行額は、１兆9,500億円とされた。

　

なお、社会経済情勢の進展に即応して、公害対策等のために税制上の諸施

策を講じ、また、空港施設等の整備充実に資するため、航空機燃料税を創設

することとされた。

（2）地方財政計画

　

昭和47年度の地方財政は、景気の停滞による税収の伸び悩み等による歳

入の伸びの鈍化、地方税負担の軽減についての強い要請、景気の刺激および

社会資本の整備を図るための公共事業の拡大、社会福祉の充実等のための財

政需要の増加等、極めてきびしい財政環境に直面するものと予想され、この

ような事態に対処するため、47年度においては、次のような総合的な地方財

政対策が講じられることとなった。

　

第１に、住民負担の軽減合理化を図るため、個人の住民税、個人の事業税

を中心として、総額1,054億円の減税を行なうこととする。また、空港関係

市町村における空港対策の財源に充てるため航空機燃料譲与税を創設するこ

ととする。

　

第２に、地方一般財源の伸び悩み、地方税の大幅減税、社会資本の整備お

よび社会福祉の充実ならびに沖繩復帰のための財政需要の増こう等を勘案し
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て地方財源の確保を図るため、(ア)国の一般会計から臨時地方特例交付金

1,050億円を、交付税及び譲与税配付金特別会計へ繰り入れる、(イ)交付税

及び譲与税配付金特別会計において、資金運用部資金から1,600億円を借り

入れる、(ウ)沖繩の地方公共団体にかかる地方交付税の財源に資するため、

臨時沖繩特別交付金365億円を、国の一般会計から、交付税及び譲与税配付

金特別会計に繰り入れる、(エ)公共事業の拡大による地方費の増加に対処

し、あわせて生活環境施設の整備を推進するため、地方債を前年度に比べて

4,908億円増額する等の措置を講ずることとする。

　

第３に、人口急増対策、過疎対策、公害対策、広域市町村振興対策等を積

極的に推進し、住みよい生活環境の整備をすすめることができるよう、財源

措置を拡充することとし、このため小学校校舎の建設費にかかる国庫負担率

を従来の３分の１から２分の１に引き上げることとするほか、人口急増地域

における小中学校用地取得に対する国庫補助制度の充実、辺地および過疎対

策事業債の大幅増額等の措置を講ずることとする。

　

第４に、老人福祉対策の一環として、国庫負担率３分の２による老人医療

費特別措置制度を確立する等、社会福祉の充実のための措置を講ずることと

する。

　

これらの財源措置を講じて策定された昭和47年度の地方財政計画の規模

は、11兆7,498億円で、46年度の計画(９兆7,172億円)に対し、２兆326億

円、20.9 %の増加となっている。

　

なお、昭和47年度当初の地方債計画は、清掃施設、下水道、公園等の生

活環境施設整備の推進、都市再開発事業、公営住宅建設事業等を中心とする

都市対策の推進、辺地および過疎対策等の地域整備の推進を重点として、総

額１兆7,278億円の規模で策定された。

　

この額は、46年度当初の計画(１兆

860億円)と比べて、6,418億円、59.1%と極めて大幅な伸びをみせている。

（３）経済情勢の推移と財政運営の経過

ア

　

経済情勢の推移

景気後退下の通貨調整という試練を受け、当初の経済見通しにおいて、そ
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の動向にはなお楽観を許さないものがあると見込まれていたわが国経済も、

財政金融面からの積極的な景気対策の効果もあって、昭和47年初以来、

着実な上昇過程をたどってきた。この間、金融緩和基調を背景として、個人

消費支出の上昇、民間住宅投資の回復等がみられ、総需要は引き続き拡大基

調で推移するものとされ、47年度の経済成長率は、10.3％(名目15.7 %)程

度になるものと見込まれている。

　

イ

　

国の財政の補正措置

　

国の財政においては、人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定のほか、

社会資本の整備を一層推進するとともに国際収支の均衡回復に資するよう公

共投資の追加を行なうため、昭和47年10月、6,513億円の補正予算が編成さ

れたが、歳入面においては、租税および印紙収入2,820億円、税外収入93

億円が追加されるとともに、国債3,600億円が増額された。また、財政投融

資計画については47年８月および10月の２回にわたって改定が行なわれ、

総額7,698億円の増額措置がとられた。

　

ウ

　

地方財政の補正措置

　

地方財政においては、国の補正予算において法人税が追加計上されたこと

に伴い、地方交付税が656億円増額された。このうち、地方交付税の再算定

を通じて、給与改定に要する370億円および当初算定の際の調整減額分の復

活に要する95億円あわゼーて普通交付税について465億円の増額措置が講

じられるとともに、災害の多発の状況にかんがみて特別交付税について126

億円の増額措置が講じられることとなった。 65億円は交付税及び譲与税配

付金特別会計の借り入れ金の減額に充てられることとなった。

　

なお、地方公務員の給与改定については、人事院勧告の内容が47年４月

１日から俸給その他諸手当の改善により給与を10.68 %引き上げるというも

のであり、国家公務員に準じて地方公務員の給与改定を行なう場合の一般財

源所要額は2,800億円と見込まれ、既に措置されていた1,980億円を差し引

くと、その額は820億円(交付団体分620億円、不交付団体分200億円)と見

込まれた。このため、法人関係税の増収および既定経費の節約によるほか。
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交付団体については、370億円が地方交付税の増額によって措置されること

となったものである。

　

また、地方債については、昭和47年８月に生活関連社会資本の整備促進

を重点として2,120億円(うち政府資金1,200億円)の地方債計画の増額改定

が行なわれたが、さらに10月には、補正予算において公共投資が5.365億

円追加されたことに伴う地方負担の増加に対処するため、2,954億円(うち政

府資金2,100億円)の地方債計画の増額改定が行なわれた。

（４）地方公営事業に関する財政運営

　

ア

　

地方公営企業

　

昭和47年度においては、地方公営企業の経営基盤の強化を図るため、公

営企業会計と一般会計との負担区分の合理化を推進することとし、地方財政

計画に前年度(1,602億円)の20％増の公営企業繰出金1,922億円を計上する

とともに、地方公営企業の建設投資のための資金の確保を図るため、地方債

計画に公営企業関係分7,899億円(財投追加後１兆463億円)を計上した。･

　

財政再建企業は、昭和47年度においては65事業であり、国から財政再建

団体に交付される再建債の利子補給の金額は６億24百万円である。なお、準

用再建企業は13事業である。

　

なお、地方公営企業のうち、とくに経営の悪化の著しい交通事業について

は、現行の財政再建制度に基づいて経営改善を推進しつつ、さらに抜本的な

再建対策を検討するとともに、昭和42年度ないし43年度以降据置かれてい

た大都市交通事業の料金を中心に利用者負担の適正化が図られた。

　

公営企業金融公庫については、その貸付枠は当初1,550億円(財投追加後

1,878億円)が計上された。貸付利率については発行条件の改訂に伴い、その

基準金利は46年度7.5％であったものが7.1％に引き下げられた。公営競技

納付金、国庫補給金等により措置されるいわゆる特利事業の貸付利率も下期

から0.3％の引き下げが行なわれ、上水道、下水道、工業用水道、一般交

通、市場の各事業は､6.4%、地下鉄事業、借換債は6.7％とされた。また。
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新たに地方道路公社および土地開発公社が貸付対象事業とされ、その貸付資

金60億円が計上された。

　

イ

　

国民健康保険事業

　

昭和47年度においては、低所得者被保険者の保険税(料)の負担の軽減を

図るため、減額対象基準のうち、基礎控除額が15万円(従来は14万円)に、

世帯主以外の被保険者１人に対し加算する額が９万円(従来は８万円)にそれ

ぞれ引き上げられた。

(５)地方財政運営の状況

　

昭和47年９月末日現在における地方公共団体の普通会計予算総額(都道府

県、市町村(特別区、一部事務組合を含む。)の普通会計予算の単純合計額)は

14兆6,307億円で、前年同期(11兆9,655億円)と比べると２兆6,651億円、

22.3%の増加となっている。なお、沖繩県分を除いた予算総額は14兆4,880

億円となっている。

　

なお、各年度の予算規模(毎年度９月末日現在)の推移は、第85図のとお

りである。歳入予算の主な内容は、次のとおりである。
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歳出予算の主な内容は、次のとおりである。
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（注）合計禰の（

　

）書は沖繩県分を除いた数値である。
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２

　

昭和48年度の地方財政

　

当初における経済見通しと国の財政運営方針、地方財政計画の概要および

地方公営企業に関する財政運営をみると次のとおりである。

（１）経済見通しと国の財政運営方針

　

｢昭和48年度の経済見通しと経済運営の基本的態度｣(48年１月閣議決定)

によれば、48年度のわが国経済は、前年度に引き続き拡大基調をたどるもの

とみられるが、最近における物価の動向にかんがみ、その安定を確保するた

め、一層の配慮を払う必要が高まっている。一方、わが国の福祉水準の現状

にてらし、経済成長の成果を活用しつつ、長期的視点から国民福祉の充実を

図ることが、当面する重要な国民的課題となっている。また、対外経済面に

おいては、最近の国際収支の状況にかんがみ、国際収支の均衡化を促進する

ため、引き続き格段の努力を払っていくことが緊要となっており、さらに、

国際協調の下に、国際通貨・貿易体制の新しい秩序づくりに寄与していくこ

とが重要な課題となっている。

　

以上のような認識の下に、昭和48年度の経済運営にあたっては、新しい

長期経済計画実施の初年度として、財政金融政策を中心とする適切かつ機動

的な政策運用により、わが国経済を息の長い安定した成長路線に定着させる

よう努めるとともに、福祉志向型経済の実現をめざすことを基本とし、社会

資本の整備、社会保障の充実、公害防止等環境保全対策の強化、地価対策の

推進、物価の安定、低生産性部門および流通機構の近代化、公共料金の抑制

的取扱い、対外経済政策の積極的な推進等の諸施策を重点的に講ずるものと

されている。このような経済運営の下において、昭和48年度の経済成長率

は、実質10.7 %(名目16.4 %)程度となるものと見込まれている。

　

昭和48年度の国の財政運営に当たっては、この経済見通しと経済運営の

基本的態度にのっとり、わが国経済の国内均衡と対外均衡の調和、長期的視

野に立つ国民福祉の充実を基本とし、財源の重点的かつ効率的な配分、費用
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負担の適正化および公債政策の適切な活用を図ることにより社会資本の整

備、社会保障の充実等国民福祉向上のための各般の施策を積極的に推進し、、

あわせて総合的な物価安定対策の充実を図る見地から、財政規模は経済の安

定的成長を保ちつつ、積極的に国民福祉向上の要請にこたえうる程度のもの

とすること、中小所得者等の税負担の軽減を重点に所得税、住民税、相続税

の減税を行なうこと、予算および財政投融資計画の弾力的運用をはかること

等を基調とすることとされている。このような方針に基づいて編成された国

の一般会計予算の規模は、14兆2,840億円で、前年度当初予算(11兆4,676

億円)と比べて２兆8,164億円、24.6%の増加となっている。また、財政投融

資計画の規模は６兆9,248億円で、前年度当初計画(５兆3,954億円)と比べ

て１兆5,294億円、28.3%の増加となっている。公債の発行額は２兆3,400

億円、政府保証債の発行額は4,500億円となっている。

(２)地方財政計画

　

昭和48年度の地方財政計画は、現下の社会経済情勢の推移と地方財政の

現状にかんがみ、国と同一の基調により、財源の重点的配分と経費支出の効

率化に徹し、適切な行財政運営を行なうことを基本とし、地方財源の確保に

配慮を加えつつ、長期的視野の下に、積極的に住民福祉の充実向上をはかる

ことを目途として策定されたが、その概要は次のとおりである。

　

第１に、計画の規模は14兆5,510億円で、47年度(11兆7,498億円)と比

べて２兆8,012億円、23.8%の増加となっており、昭和36年度(24.4 %)以

来の高い伸びを示している。

　

第２に、歳入面では、個人の住民税をはじめとして1,717億円という大幅

な地方税の減税を行ない、住民負担の軽減合理化を図るとともに、特別土地

保有税の創設および土地に対する固定資産税の課税の適正化を行なりことと

する。

　

第３に、交付税及び譲与税配付金特別会計において、資金運用部資金から

950億円(47年度1,600億円)を借り入れ、地方公共団体に交付すべき地方交

付税の財源に資することとする。また、沖繩県および同県市町村に対して交
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付すべき地方交付税の財源に資するため、臨時沖繩特別交付金388億円を国

の一般会計から交付税及び譲与税配付金特別会計に繰り入れることとする。

　

第４に、歳出面では、福祉優先、生活優先の基調に立脚して住みよい環境

づくりを推進するため、ねたきり老人対策、児童手当制度等の社会福祉対

策、義務教育諸学校教職員の定数および処遇の改善、私学助成の拡充等の教

育振興対策、人口急増地域における義務教育施設等の公共施設の整備対策、

過疎対策、公害対策、広域市町村圏の振興対策等を重点に、財源措置の充実

を図ることとする。さらに、各種長期計画の改定に即応しつつ、地域の特性

に応じた社会資本の計画的整備を推進するため、所要の措置を講ずることと

する。

　

第５に、地方公営企業の経営の健全化と経営基盤の強化を図るため、路面

交通事業についての新再建制度の発足、地方公営企業に対する貸付資金の大

幅な増額、企業会計に対する一般会計の負担の合理化等の措置を講ずること

とする。

　

第６に、地方財政の健全化と財政秩序の確立のため、昭和47年度に実施し

た実態調査に基づき、国庫補助負担事業にかかる地方団体の超過負担の早期

解消を図るための措置等を講ずることとする。

　

なお、48年度当初の地方債計画は、大都市の再開発、人口急増地域にお

ける各種公共施設の整備等の都市対策の推進、生活環境施設整備の推進、過

疎対策等地域整備の推進、地方公営企業の健全化の推進を重点として、総額

２兆2,530億円の規模で策定された。この額は前年度当初計画(１兆7,278億

円)と比べると、5,252億円、30.4％の増加となっている。

（３）地方公営企業に関する財政運営

　

地方公営企業の基盤を確立し、その経営の健全化を図るため、前年度に引

き続き公営企業会計と一般会計との負担区分の合理化を推進することとし、

地方財政計画に公営企業繰出金として2,609億円を計上するとともに、建設

投資のための資金を確保するため地方債計画に公営企業関係分１兆1,905億
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円を計上することとしている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

I･

　

公営交通事業については、その経営悪化の現状にかんがみ、昭和48年度

から路面交通事業について新たな財政再建制度を発足させることとし、企業

環境の改善を図るとともに、昭和47年度末における不良債務を棚上げする

ための交通事業再建債(807億円)の発行、交通事業再建債等の利子補給(25億

円)およびバス車両購入費の一部補助(14億円)を措置するほか、地方公共団

体の一般会計からも交通事業再建債の元利償還金(国の利子補給額を除く。)

に対し補助することとしている。また、地下鉄事業については、資本費負担の

軽減を図るため新線建設費補助を50％・8年分割から66％・6年分割に改

善し、123億円を措置するとともに、特例債(314億円)、特例債孫利子補給

金(27億円)を計上し、経営の健全化を推進することとしている。

　

病院事業、水道事業についても経営の健全化を図るため特に広域計画およ

び適正配置計画に関し調査を進めることとし所要の方策に関し検討を進める

こととしている。

　

公営企業金融公庫については、政府保証債の増額等による貸付枠の拡大、

出資金の増額、国庫補助金の増額等により、その業務の拡充強化を図ること

とするほか、貸付条件については、高速鉄道事業を6.4％の特利事業に加え、

上水道、下水道および高速鉄道の３事業の償還期限の改善を図る予定であ

る。

－148



第３

　

最近の地方財政の傾向と課題

(ア)最近の地方財政は、昭和41年度後半以来の経済の順調な発展を背景

　

として、地方税、地方交付税等の一般財源の伸びに支えられ、ほぼ順調に

　

推移してきたが、すでにみたよ引こ、国際通貨情勢の急変によって景気停

　

滞が長びいた4G年度および47年度においては、一連の地方財政対策が講

　

じられ、きびしい財政環境に対処してきた。この間、地方公共団体は住民の

　

福祉を増進し、住みよい地域社会を建設するため、積極的に道路、住宅、

　

下水道等生活関連社会資本の整備や児童、老人等に対する福祉施策の拡充

　

等社会福祉の充実に努めてきたのであるが、最近に至るまでわが国経済の

　

成長過程において公共部門に対する資源配分が不足してきたこともあっ

　

て、これら社会資本の整備状況や福祉水準は決して満足すべき状態に達し

　

ていない。これに加えて、経済の高度成長の過程において生じた過密過疎

　

問題、公害問題、都市問題等の解決のために行政に課せられる責務は一段

　

と強まっている。

　　

'70年代は、'60年代の経済の高度成長期のあとをうけて、高福祉社会の

　

建設をめざして生活関連社会資本の整備および社会福祉の充実を積極的に

　

推進すべきことが要請されている。

　

とくに、昭和46年度以降の国際経済

　

環境の変化を契機として、今後、わが国の経済成長は、国際収支の均衡を

　

図りつつ、経済規模の拡大につれて生じた成長と福祉の乖離を是正し、成

　

長の成果を国民生活の向上のために活用させるべく成長のパターンを転換

　

すべきことが強く求められている。また、過密過疎問題、公害問題、都市

　

問題等の解決のためには、全国土を通じて人口、産業を適正に配置するこ

　

とができるよう諸条件を整備し、国土の均衡ある発展を図ることが必要で

　

あるとされている。

　　

以上のような財政経済政策を積極的に推進していくためには、地方公共

　

団体の果すべき役割はますます重要となってきており、従来にもまして地

　

方財政の充実強化と合理的、効率的な財政運営が必要である。以下当面す
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る主な地方財政の課題についてみることとする。

　

１

　

資源配分の適正化と地方財源の充実強化

　

福祉優先の新たな財政経済政策を積極的に展開していくためには、公共

部門と民間部門との間の資源配分の適正化をすすめ、従来不足していた公

共部門への資源配分の拡大を図ることが必要である。福祉向上のための諸

施策はもとより国と地方公共団体が一体となって推進すべきであるが、住

民の日常生活に直結する行政を担当する地方公共団体が果すべき役割は極

めて重要であるので、公共部門内における国と地方公共団体の果すべき役

割に応じた財源の配分を行ない、地方公共団体がよくその責務を果しうる

よう地方財源の充実強化を図っていく必要がある。

　

その第１は、地方税源の充実の問題である。住民福祉の向上を主眼とし

て社会資本の整備をはじめとして国土の均衡ある発展と住みよい地域づく

りを推進していくためには、国の補助または負担を伴って実施する事業の

みならず単独事業を積極的に実施する等住民の意向を生かし、地域の特性

に即してきめ細い行政活動をすすめていくことが必要である。Iこのため、

自主財源とくに地方財源の根幹をなす地方税源について、今後の行政需要

の増嵩に対処しうるよ似都市税源、道路目的財源を中心として、その充

実強化を図るよう引き続き検討することが必要である。

　

第２は、地方交付税の安定確保の問題である。地方交付税については、

経済成長に伴って昭和42年度以降毎年度順調な伸びを示して、地方財政

の体質改善に寄与してきたが、さきに述べたように、景気停滞が長びいた

ことにより、46年度後半以来その落ち込みを生じ、これに対処するた

め、特別な財政措置が講じられ、その総額の確保が図られてきたところで

ある。今後、地方交付税については地方行政の計画的な運営を保障し、

行政水準の確保向上を図る見地から、国および地方財政の長期的動向を勘

案しつつ、その総額の安定的伸長を確保するための方策について、根本的

に検討する必要がある。

　

第３は、地方債の活用の問題である。今後ますます増加することとなる

行政需要に的確に対処し、住民の要請に応えて地方公共団体が積極的に事
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業を実施していくために、地方税、地方交付税等の一般財源の拡充強化と

あわせて、地方債の積極的な活用を図っていく必要がある。このため、資

金枠の拡大を図るとともに、良質な資金の確保と貸付条件の一層の改善に

配慮する必要がある。なお、地方債の活用にあたっては、地方公共団体

は、将来の公債費負担の動向を勘案して、計画的な地方債の発行に努める

必要がある。

　

第４は、国庫支出金の改善充実の問題である。生活関連社会資本の整備

および社会福祉施策の充実は、国、地方公共団体を通じての緊急課題であ

ることにかんがみ、これらの施設整備ないし施策に対する国庫補助負担制

度についての改善をすすめ、その充実を図る必要がある。また、いわゆる

地方公共団体の超過負担については、従来からその解消のための努力が続

けられてきたが、今後とも、補助対象範囲、補助単価等について、超過負

担を生じないようその適正化に努めなければならない。

　

なお、以上のような各般にわたる財源の充実強化とあわせて、地方財政

の健全化を図るためには、事業執行に当だっての国と地方公共団体間、地

方公共団体相互間、地方公共団体と住民間の経費負担関係を適正に維持し

て財政秩序の確立を図ることが不可欠である。

　

２

　

計画的、効果的な行財政運営の推進

　

立ちおくれている社会資本の整備、過密過疎対策、公害対策、都市対策等

地方公共団体が当面している課題の解決に当たっては、いずれも長期的な

展望に立って計画的、重点的に対処していくことが肝要である。したがっ

て、地方公共団体は、これらの施策をすすめるための長期的な行財政計画

を策定し、これに基づいて事業の計画的実施を図ることが必要である。

　

また、最近における住民の日常生活圏の拡大に伴い、行政の広域的処理

がすすめられ、昭和44年度にはじまった広域市町村圏の設定も、47年度

には大都市およびその周辺地域を除いてほぼ設定が完了しているが、今後

ともこれら広域市町村圏の振興整備をはじめとして、一層の広域的、効果

的な行財政運営を図っていく必要がある。

　

さらに、行財政運営の合理化、適正化を図る見地から、時代の進展に伴
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う行政態容の変化に応じて、常に既存の事務、機構、定員および既定経費

　

について検討を加え、不要、不急の事務の整理、機構の簡素合理化、定員

　

管理の適正化と増員の抑制等により、全般的な行政経費の節約合理化を

　

図っていくことが必要である6

（イ）地方公営企業は、各種の事業分野において、地域住民に直結したサー

　

ビスの提供を行ない、豊かで住みよい地域社会の建設の一翼をになってい

　

るが、国民福祉の充実が要請されている今日、その果すべき役割は今後一

　

層重要性を増して行くものと考えられる。しかしながら、地方公営企業の

　

経営状況は最近における社会経済の著しい変貌に伴う企業環境の急速な悪

　

化や人件費および資本費の増こう、料金適正化の遅れ等により、きわめて

　

困難な状況におかれている。とりわけ、交通および病院の２事業の経営状

　

況はきわめて深刻であり、多額の累積赤字をかかえている。

　　

このような事態に対処して、地方公営企業の整備充実の要請にこたえ地

　

域住民の福祉の向上を図るためには、何よりも地方公営企業の経営基盤を

　

強化し経営の健全性を確立する必要がある。このためには、まず地方公共

　

団体において利用者負担の適正化をはじめとし、企業経営の改善合理化を

　

徹底することが不可欠であるが、あわせて、地方公共団体における一般会

　

計の負担の合理化を図るとともに、国においても地方公営企業に対する各

　

種財政措置の強化、建設投資のための企業債資金の拡大および貸付条件の

　

改善、企業環境の改善等にわたる総合的な対策を講ずることが必要である

　

と考えられる。したがって、当面次の諸点を中心に経営の改善を推進する

　

必要がある。

　

１

　

交通事業の経営健全化

　　

交通事業については前述のように、昭和48年度から新たな交通事業再

　

建制度、その他経営の健全化を図るための諸施策が講じられることとなっ

　

たが、交通事業をめぐる環境は、なおきわめてきびしいものがある。

　　

したがって、交通事業の経営にあたっては、常に他の交通事業との連携

　

をはかりつつ、交通需要の推移に即応した効率的な事業の運営に努めなけ

　

ればならないが、同時に公共交通機関が、その機能を十分発揮できるよ
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う、都市交通環境を積極的に整備することが要請される。

　　

さらに、交通事業を経営する地方公共団体においては、管理者はもとよ

　

り、長、議会が一体となって次のような対策を実現するよう努める必要が

　

ある。

　　

第１は、料金については、適正な水準を維持するよ引こ適時適切にその

　

合理化に努めることである。

　　

第２は、路面交通事業については、新たな財政再建制度のもとにおい

　

て、路線の再編成、人件費の縮減等経営の改善合理化を徹底し、収支の均

　

衡を確保することにより今後再び不良債務を生ずることのないよ引こ努め

　

ることである。

　　

第３は、地下鉄事業については、長期的な経営健全化計画に基づき、省

　

力化をはじめ各般の経営健全化のための対策を推進することである。

　

２

　

病院事業の経営健全化

　　

病院事業については、薬品使用効率の向上等経営の改善合理化を推進す

　

るとともに、すみやかに社会保険診療報酬の合理化、医師および看護婦確

　

保対策の樹立、病院の配置および規模の適正化の推進、公的病院の病床規

　

制の撤廃、高度医療、特殊医療に対する財政措置の拡充等の総合的な対策

　

について検討を進める必要がある。

　

３

　

水道事業の経営健全化

　　

水道事業については、建設投資等に伴うコストの上昇にみあって、適時

　

適切に料金の適正化を図るとともに、経営状況が悪化しつつある現状にか

　

んがみ、水源開発対策や広域化対策に対する財政措置の拡充、施設の自動

　

化、その他の省力化等による経営の改善合理化、料金格差是正のための高

　

料金対策を推進し、その経営の健全化に努める必要がある。

　

以上の諸点について充分な配慮を加えることにより、地方公営企業の健全

な発展を図り、地域住民の利便と福祉の増進に寄与するよう努めることが望

まれる。
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２

昭和28年10月１日は、旧町村合併促進法が施行された日である。

特別地方公共団体のうち財産区および地方開発事業団は本表に掲げていな

　　　　　　　　　　　　

第２表

　

団

　　

体

　　

種

その１

　

国勢調査人口および１団体当たり面積の推移

類

　　

別

　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　

人

　　　　　　　

口（千人）

　　

比

　　　　

較

　　　

構

　　　　　　　　　　　　　　　　

-ｇ

　　

゛見斗

35.10.1 ^""夕犬ﾀﾞ引≠“＊攘ぶ

特

　

別

　

区

　

6 969　8 310　8 893　8 841 －
愁－　麗　7.8

大

　

都

　

市

　　

7 233　8 378　10 505　11005　　500　　4.∂　　8.1

都

　　　　

市

　　

36 086　42 645　47 521　55 007　7 486　　15^　　40.4

小

　　

計（市部）

　　

50 288　　59333　66 919　74 853　　7 934　　11.9　　56.3

町

　　

村（郡部）

　

38 988　34 084　31 356　28 867 － 2 489 ・　7.∂　　43.7

j

　　　

計

　　　

89276

　

93 417　98 275　103 720　　5 445　　　5.5　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　

-
㈱１

　

昭和45年10月１日現在の人口は、総理府から公表された昭和45年国勢調

　

２

　

１団体当たり人口は、人口を各調査日現在の団体数で除したものである。

　

３

　

１団体当たり面積は、面積を各調査日現在の団体数で除したものである。

　

４

　

昭和35年10月１日現在の人口は、長野県と岐阜県の境界紛争地域にかかる

　

他には含まない。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－178－



体

　

数

　

の

　

推

　

移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一
昭和
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5 272　　5 309　　5 366　　5 428　　5 547　　5 660　　　1 13｣　　　･‥

い。

　　

人

　　

口

　　

の

　　

推

　　

移

査報告によるものである。

人口(73人)および岡山県児島湾干拓第７区の人口(l 200人)を合計欄には含み、その
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比（％）

　　　

１団体当たり人口（人）
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100.
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100°O］29110　31449 2 339　109.11　　112.76 3°651



その２ 都道府県別国勢調査人口の状況

箭

　

（悶門|腎Ｖ否|賢Ｖ町％♂町3

/
凛凛

　　　　　　　　　

人

　　　　　

人

　　　　　

人

　　　　　

人

　　　　　

％

北海道

　　

5 039 206　5 171 800　5 184 287　　12 4871　　　θ.忿
青

　　

森

　　　

1 426 606　　1 416 591　　1 427 520　　　10 929　　　　θｊ
岩

　　　

手

　　　

1 448 517　　1 411 H8　　1 371 383 －　39 735　・　　忿丿
宮

　　　

城

　　　

1 743 195　　1 753 126　　1 819 223　　　66 097　　　　S.8
秋

　　　

田
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山
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福
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栃
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群
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埼
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千

　　　

葉
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東
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＃
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鳥

　　

取
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，　1

1 076
，　　i.9

島

　　　

根
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岡

　　　

山
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広
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山

　　

口
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125 .　麗
徳

　　

島

　　

847 274　815 115　79口口，　24004，　　Ｍ
香

　　

川
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愛

　　　

媛
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，　28

260
，　　　加

高

　　　

知
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福

　　　

岡
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・

　

計

　　　　

93 418 501　　98 274 961　103 720 060　　5 445 099　　　　　5.5

㈱ １

　

昭和45年10月１日現在の人口は、総理府から公表された昭和45年国勢

調査報告によるものである。

２

　

昭和35年10月１日現在の人口のうち長野県と岐阜県の境界紛争地域にか

　

がる人口73人はそれぞれの県の計数から除いている。
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単純合計額の状況
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入

　　　　　　

歳

　　　　　　　

出

　　　　　　　　　

ａｓ郷l蟹策）数

　

決

　

算

　

（譜蟹||）数

昭和34年度

　　

1 689 352　　狸.j　　－　　1 623 883　　11.6　　－

　　　

35

　　　　　

2 025 802　　　19.9　　　－　　1 924 907　　　18.5　　　－

　　　

36

　　　　　

2 511 550　　　糾.θ　　加θ　　2 391 080　　　糾,名　　丿叩

　　　

37

　　　　　

2 982 850　　　認.∂　　　119　　2 887 366　　　加.∂　　j幻

　　　

38

　　　　　

3 397 659　　　U.∂　　　j邱　　3 308 833　　　μ.∂　　j渥

　　　

39

　　　　　

3 910 921　　　巧.j　　　j邱　　3 821 968　　　μ.5　　j卯

　　　

40

　　　　　

4 478 035　　　μ.5　　j9　　4 365 140　　　μ.忿　　丿豺

　　　

41

　　　　　

5 177 746　　　お.∂　　加∂　　5 026 177　　　15d　　　幻θ

　　　

42

　　　　　

5 926 3□　　　μ.5　　　認∂　　5 725 497　　　lS^　　留∂

　　　

43

　　　　　

6 958 874　　　び.4　　刀7　　6 729 574　　　17 S　　燧j

　　　

44

　　　　　

8 305 229　　　却Ｊ　　　おj　　8 033 912　　　却.4　　豺∂

　　　

45

　　　　　

10 103 998　　　幻.7　　4卯　　9 814 878　　　麗丿　　おり

　　　

46

　　　　

12 179 449　　即･5　　μ5　11 909 529　　釘.j　　4紹
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模

その２

　

の

　　　

状

純計額の状況

況

(単位 百万円・％）

　　

９

　　　　　

分

　　

946

ﾖ

945

ｿﾞ

ｌ

:

剛ｕ

ﾊﾟE

謀

｀

歳

　　

入

　　

総

　　

額固12 767 246 10 589 131　2 178 11S 即.∂　忿Ｍ
団体間重複額(B) 587 797　485 133　102 664 着.2　郎.θ

　

腎鸚裂紅尹伽湊350 354　285 984　　64 370　麗.5　μ.j

　

蛮霊聳団体からの分担金、負

　　

□523

　　　

8 677　　　2 846! 32.8　　1.1

　

2;蒋なならの分担金、負担金、

　　

94 111　　74 111　　20 000　刀.θ　26.5

　

特別区財政調整交・納付金

　　

61 753　　48 807　　　12 946　部.5　25 J I

　

軽油引取税交付金

　

13 306　　12 321　　　985　∂.θ　13.0

　

娯楽施設利用税交付金

　　

3 580　　1 850　　　1 730　93､5×　15』

　

自動車取得税交付金

　　

53 170　　53 383　－　213 ・θ.4　　ﾀ.忿
歳

　

入

　

純

　

計

　

額

　

(A)-(B) 12 179 449 10 103 998　2 075 451　20.5　21.7 I
歳

　

出

　

総

　

額(C) 12 497 326 10 300 00　2 197 315 釘丿　忿j.ﾀ｜
団体間重複額(D) 587 797　485 133　102 664 釘.2　18.0

　

芸能馴４”゛）゛350354

　

285 984　　64 370　麗.5　μ.j

　

同級他団体に対する負担金等

　　

H 523　　　8 677　　　2 846　毘j　　1.1

　

悶悶認ご鯖琵o

　

94 111　　74 111　　　20000　27.0　　26.5

　

特別区財政調整交・納付金

　　

61 753　　48 807　　　12 946　邸.5　部.j

　

軽油引取税交付金

　　

13 306　　12 321 985　S.θ　　1S.0

　

娯楽施設利用税交付金

　　

3 580　　1 850　　　回30　昭.5　巧.j

　

自動車取得税交付金

　　

53 170　　53 383　・　213 ■^O.i　　∂Ｊ
歳

　

出

　

純

　

計

　

額（Ｃト(D) 11909 529　9 814878　2 094 651　21.3　　22.2

㈹

　

次表以下の各表における純計額とは、上記表中の｢歳入純計額國－(Ｂ)｣または、

　

｢歳出純計額(C)-(D)｣をいう。

　

額

　　　

の

　　　

推

　　　

移

　　　　　　　　　

(単位百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

国

　　

（一

　　

般

　　

会

　　

計）

　　　

歳

　　　　　　　　　

入

　　　　　　　　

歳

　　　　　　　　　

出

ａ算（篇蟹肇）数

し

算額順蟹副ｍ数

　　　

1 597 213　　　　∂.9　　　　－　　　　1 495 040　　　μＪ　　　　－

　　　

1 961 025　　　　叙.∂　　　　－　　　　1 743 148　　　　μ.δ　　　　－

　　　

2 515 932　　　　認.j　　　　扨θ　　　　2 063 468　　　　j＆4　　　　j卯

　　　

2 947 623　　　　び.忿　　　　117　　　　2 556 617　　　　留.ﾀ　　　　j助

　　　

3 231 214　　　　∂.∂　　　　j詔　　　　3 044 292　　　　jﾀ.j　　　　j詔

　　　

3 446 768　　　　∂.7　　　　μ7　　　　3 310 969　　　　＆S　　　　j卯

　　　

3 773 097　　　　∂.5　　　　j5θ　　　　3 723 0】7　　　　j2.ふ　　　　j卯

　　　

4 552 146　　　　加.∂　　　　j町　　　　4 459 196　　　　即丿　　　　忿j∂

　　　

5 299 446　　　　μ.4　　　　2U　　　　5 113 035　　　　μ.7　　　　名詔

　　　

6 059 873　　　　μ.j　　　　糾j　　　　5 937 082　　　　Z∂j　　　　2認

　　　

7 109 267　　　　i7.5　　　　認j　　　　6 917 838　　　　瓦ｊ　　　　お5

　　　

8 459 181　　　　jﾀ.∂　　　　お∂　　　　8 187 697　　　　j＆4　　　　即7

　　　

9 970 859　　　　17 S　　　　J郎　　　　9 561 131　　　　16^　　　　4昭
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その１

　

黒字、赤字団体別の状況

第７表

　

決 算 収

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

46

　　　　　

年

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳入歳出差引

　　　　　　　　　　

団体数固|

　

歳

　

入(B)

　

歳

　

出((

り

　

(％(ｃ)

都

　

道

　

府

　

県

　

固

　　　　

46

　　　

7 167 981　　　7 073 823　　　　94 158

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　

44

　　　

5 723 820　　　5 639 990　　　　83 830

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

2

　　　

1 444 161　　　1 433 833　　　　10 328

市町村(単純合計額){B)

　　

5 614　　　5 684 934　　　5 509 171　　　　175 763

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

5 401　　　4 729 945　　　4 555 550　　　174 395

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　

213

　　　

954 989　　　953 621　　　　1 368

　

大

　　

都

　　

市

　　　　

辻

　　　

832 532　　　816 363　　　　16 169

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　

31

　　　

295 720　　　　287 489 8 231 11

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

3

　　　

536 812　　　528 874　　　　7 938

　

特

　　

別

　　

区

　　　　　

23

　　　　　

300 480　　　　279 836　　　　　20 644

　　

黒

　

字

　

団

　

休

　　　

22

　　　

287 349　　　266 759　　　　20 590

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

1

　　　　

13 131　　　　13 077 54

　

都

　　　　　

市

　　　

⑤

　　

290丿41

　　　

2 825 885　　　　75 256

　　

黒･

　

字

　

団

　

体

　　　　

0

　　　

2 553 060　　　2 474 693　　　　78 367

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

58

　　　

348 081　　　351 192　　・　31H

　　

中

　　

都

　　

市

　　　

144

　　　

1 719 598　　　1 675 H8　　　　44 480

　　　

黒字団体

　　

125

　　

1 473 839　　1 429 039　　　44 800

　　　

赤字団体

　　　

19

　　

245 759　　246 079　，　320

　　

小

　　

都

　　

市

　　　

464

　　　　

1 181 543　　　1 150 767　　　　　30 776

　　　

黒字団体

　　

425

　　

1 079 221　　1 045 654　　　33 567

　　　

赤字団体

　　　

39

　　

102 322　　105 H3　， 2 791

　

町

　　　　　　

村

　　　　

2 628　　　1 514 744　　　1 461 083　　　　｀53 661

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　

548

　　　

1 461 102　　　1 404 958　　　　56 144

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

80

　　　　

53 642　　　　56 125　　，　2 祁3

　

一部事務組合

　　　

2 349　　　136 037　　　126 003　　　　10 034

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

2 278　　　132713　　　121 651　　　　U 062

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　

71

　　　　

3 324　　　　4 352　　，　1 028

合

　　　

則‘(Ａ)-ﾄ(B)

　　

5 660　　12 852 915　　12 582 994　　　269 921

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

5 445　　10 453 765　　10 195 540　　　258 225

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　

215

　　　

2 399 150　　　2 387 454　　　　11 6％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－~Ｊ
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支 の 状 況

(単位

　

百万円)

　　　

度

　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

45

　

年

　

度

　　　

比

　　　　　　

較

F影馴実壁ぐ゛
回お)

)ｎヨ

l

ｖJﾄ％

－

♂

　　　

109 682　　ム　15 524　　　　46　　　　　42 314　　　　　0　　　△57 838

　　　　

57 359　　　26 471　　　　45　　　　44 469　･･　　1　　　ム　17 998

　　　　

52 323　　△41 995　　　　　1　　　ム　2 155　　　　　1　　　4 39 840

　　　　

74718

　　　

101 045　　　5501　　　　　93 100　　　　113　　　　　7 945

　　　　

54 186　　　120 209　　　5 270　　　　109 522　　　　131　　　　　10 687

　　　　

20 532　　－19 164　　　　231　　　△　16 422　　・　18　　　△　2 742

　　　　

19 526　･･　3 357　　　　　6　　　4　1 022　　　　　0　　　△　2 335

　　　　　

6 089　　　　2 142　　　　　4　　　　　3 783　　△　　1　　　△　1 641

　　　　

13 437　･･ 5 499　　　　　2　　　ム　4 805　　　　　1　　　△　　694

　　　　

15 384　　　　5 260　　　　23　　　　　5 643　　　　　0　　　△　　383

　　　　

15 260　　　　5 330　　　　23　　　　　5 643　　・　1　　　△　　313

　　　　　　

124

　　

ム

　　

フＯ

　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

1

　　　

△

　　

70

　　　　

29 953　　　45 303　　　　590　　　　41 081　　　　18　　　　　4 222

　　　　　　　　　　

會

　　　　

23 431　　　　54936　　　　528　　　　48 579　　　　22　　　　　6 357

　　　　　

6 522　－　9 633　　　　62　　　△　7 498　　ム　　４　　　ム　2 135

　　　　

21 155　　　23 325　　　　143　　　　　24 806　　　　　1　　　△　1 481

　　　　

15 351　　　29 449　　　　129　　　　28 2H　　△　　4　　　　　1 238

　　　　　

5 804　　- 6 124　　　　14　　　4　3 405　　　　　5　　　△　2 719

　　　　　

8 798　　　21 978　　　　447　　　　　16 275　　　　17　　　　　5 703

　　　　　

8 079　　　25 488　　　　399　　　　　20 368　　　　26　　　　　5 119

　　　　　　

719

　　

△

　

3 510　　　　48　　　△　4 093　　△　　9　　　　　　584

　　　　　

8 007　　　45 654　　　2 665　　　　41 068　　・　37　　　　　4 585

　　　　　

7 572　　　48 572　　　2 569　　　　　44 230　　ム　21　　　　　4 342

　　　　　　

435

　

－

　

2 918　　　　96　　　・　3 162　－　16　　　　　　243

　　　　　

1 850　　　　8 184　　　2 217　　　　　6 329　　　　132　　　　　1 855

　　　　　

1 834　　　　9 228　　　2 146　　　　　7 287　　　　132　　　　　1 941

　　　　　　　

16

　　

－

　

1 044　　　　71　　　△　　957　　　　　0　　　ム　　86

　　　

184 400　　　85 521　　5 547　　　135 414　　　1 13　　・49 893

　　　

111 545　　　146 680　　　5 315　　　　153 991　　　　130　　　ム　7 311

　　　　

72 855　－ 61 159　　　　232　　　4　18 577　･･　17　　　△４2 582
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第７表

　

決

その２

　

赤字団体および赤字額の増減状況

算 収

　　　　

昭和45年度

　

詔雛賢

　　　

叫・ロＪ和吋度Ｅ

区

　　　

分

　　

の赤詣団体

　

消滅yJこ団体

　

赤字が増加した団体（ｃ）

　　　　

半鸚特甲

ｼ

ﾌﾟ顕丹鶏陽§

　　　　

（ａ）支(b) I (c)支（d）　　　　支（ｅ）支(f) ! (g)

票ｘl☆ヨ≫ｹ雛三EUドヨ

　

篇

中

仙策

　　

七言

　

三

　　

］

　　

吼涯二言二言

　

くご

　

jレヨ

　

⊇］し

　

I

FEヨレヨ翼

･合･

　　　　

■

　　

232 ･18 577　　　1 ・　　81　　39 ・ 9 095 ■=･50 463 ･41368

その１

　

収支額の推移

第8表

　

実 質 収

－

　　　　

----一一---

　　　　　　　　　　　　　

全

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　

黒

　　　

字

　　　　　　　　

総

　　

額

　　

都道府県

　　

市町村

　　　

総

　　　

額

　　

｜
゛

り

讐数|む

れｒ戸．|Ｐ憚盲讐゛半半回齢

昭和35年度

　　

3 565　64 825　46　46 464 3 519　18 361　3 179　即･忿　74 666

　　

36

　　　　　

3 535　66 353　46　44 779 3 489　21 574 3 1831 卸.θ　75 I83f

　　

37

　　　　

3 506　53 550　46　37 388 3 460　16 162　3 1　　密.4　69 475

　　

38

　　　　

3 468　38 61 1　46　24 933 3 422　13 678　3 011　銘.4　65 871

　　

39

　　　　

3 464　30 237　46　12 738 3 418　17 499　3 088　召∂j　67 457

　　

40

　　　　

3 441　47 835　46　21 181 3 395　26 654　3100　∂θj　82 007

　　

41

　　　　

3 395　75 711　　46　37 571 3 349　38 140　3 083　£?θj　106260･

　　

42

　　　　

3 370　88 H7　46　38 468 3 324　49 649　3 091　皿.7　114 776!

　　

43

　　　　

3 357　109 844　46　42 856 3 3H　66 988　3 139　93.5　130 287

　　

44

　　　　

3 353　133 517　46　44 854 3 307　88 663　3 202　∂が.5　149771

　　

45

　　　　

3 330　135 414　46　42 314 3 284　93 100　3 169　∂5J　153 9911

　　

46

　　

3 3H　85 521　461， 15 524 3 265 101 04S 3 167 邸.7 146を腔

㈱「団体数」には、一部事務組合を含まない。

その２

　

対前年度増減額の状況

　　　　　　　　　　　　　　　

全

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　

黒

　　　　　　　　　　

総

　　　

数

　

都道府県

　

碁‾畔『Fド‾
ﾄ

総‾

　　

数

ト

　

り

団４ﾄｕl

l

団叫ｕＪ

賜

数|は司団叫ｕＪ

　

昭和35年度

　

－

　

36

　

27 863　　o　　19 177 ・　36j　8 686　133　24 981

　　　　

36

　　　　

心

　

30

　　

1 528　　　0 4　1 685 △　30　　3213　　　4　　　517

　　　　

37

　　　　

△

　

29△

　

12 803　　　0 △　7 391 －　29 ム5412 4，83　4 5 708

　　　　

38

　　　

。

　

38 a　14 939　　　0 －　12455 ・38 4 2 484 ム　33　ム3 6041

　　　

39

　　　　

ム

　

４ム

　

8 374　　　0 △　12195 ム　4　　3 821　　21　　1 586
‘

　　　

40

　　　　

4

　

23

　　

17 598　　　0　　8 443 －　23　゛9 155　　12　　14 5501

　　　

41

　　　　

・46

　　

27 876　　　0　　16 390 4　46　H 486 4　17　　24 253
1

　　　

42

　　　　

4

　

25

　　

12 406　　　0　　　8971 ム　25　11 509　　　8　　8516

　　　　

43

　　　

－

　

13

　　

21 727　　　0　　4 388 ･･　13　17 339　　48　　15511

　　　　

44

　　　　

・

　

4

　　

23 673　　　0j　　1 998 ・　4　21 675　　63　　19 484

　　　　

45

　　　

－

　

23

　　

1 897　　　01ム　2 540 －　23　　4 4371 ム　33　　4 220

　　　　

46

　　　

1

ム

　

19△49 8931　　0 △57 838 △　19　　7 945 ム　2　△7 311
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支 の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円)

赤字である団体

　　　　　

皆皆゛賢詰問昭和46年度赤

　

赤字潤或少した団体（4‾とｊｽﾞﾆ団体箆静頂字ｏ字団‰

団ｻ鸚談騏斜詰問聊が器品団皿F品

(o) * (P)

　

一

支（貼支(i) (j) (k)ゴ支（1）ゴ剛茫箆o（ｏ）擁渋95

　

89 4 7 392! ゛ 4 719　　2 673　　103 ゛ 2 082j　　86 - 3 167　213 ゛19 164

　

二

　　

二

　　

二

　　

二

　

コ

　　

ニ

　　

１１ ４銘1ド5愕

　

2ドゴフ漑

　

濡

　

ヤ1溜

　

1に言

　

?に昌

　

趾回に濡鼠1?ヅゴトに昆］言言

　

お7ぷ4隠2誂ぷに2品ｎyにぶづれ6濡

支 の 推 移

(単位

　

百万円・％)

　　　

団

　　　　　

体

　　　　　　　　　

赤

　　　

字

　　　

団

　　　

体
ぶ

氷

謡

Jy斜

誘

二

こ

j

J

回

劉

こ

Ｗ

団体数|収支額i団体数1収支額団簡数|(ｃ)/叫収支額

ぽ

体1収支額

|

団体数丿収支額

　　

44 46 689　3 135　27 977　　386　io.s － 9 841　　2 4　225　384 ・9616

　　

45 44 862　3 138　30 321　　352　jθ.θ・8 830　　1ム　　83　351 － 8 747

　　

44 38 302　3 056　31 173　406　11.6＼ - 15 925　　2 乙　914　404 －15 011

　　

42 30 012　3 025　35 859　401　11.6△27 260　　4 －5 079　397 ム22 181

　　

41 25 234　3 047　42 223　376　jθ.!?・37 220　　5 412 496　371 ・24 724

　　

43 32 668　3 057　49 339　341　　ﾀ.ﾀ-34 172　　3 -11 487　338 －22 685

　　

43 46 121　3 040　60 139　312　　∂.2 ^ 30 549　　3 － 8 550　309・21 999

　　

44 42 277　3 047　72 499　279　　＆j ^ 26 659　　2 4 3 809　277 心22 850

　　

45 44 376　3 094　85 91 1　　218　　∂.5^ 20 443　　14 1 520　217 △18 923

　　

45 46 551　3 157　103 220　　151　　4.5 ^ 16 254　　1 ・ 1 697　　150 ^ 14 557

　　

45 44 469　3 124　109 522　　161　　4J ・ 18 577　　1 ・2 155　　160 ・16 422

　　

44 26 471　3 123　120 209　　144　　4.j・61 159　　2 Ml 995　　142 ・ 19 164

(単位

　

百万円)

　　

字

　　　

団

　　　

体

　

ｌ

　　　　

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　

都道府県

　

｜市町村

　

‾総

　　

数・都道府県

　　

市町村

　

｜

函可石司団叫は額

諜

絹ｕ=石附半

ｙ

l叫友回

　　　

2

　　

18 287　　1311　　6694卜169　　2 882 ＾　21　　890卜1認　　1 9921

　　　

1 －　1 827　　　3　　2 344。，　34　　1011 －　1，　　142 4　33　　　869i

　

a

　　

1△

　

6 560△　82　　　852　　54ム　7 095 11.　831　　53　4 6 2641

　

△

　

2△

　

8 290△　31　　4 686△　5△　□335　　　2△4 165 △　71△7 170!

　

△

　　

1△

　

4 778　　22　　6 364△25l "　9 960　　　1 4 7417△　26　△2 543

　　　

2

　　

7 434　　10　　706 a　351　　3 0481 -　2　　1009言　331　　2 039:

　　

--

　　

13 4531 ム　17　10 800△　291　　3 6231　　－1　　2937 ･･　291　　　686;

　　　

1△

　

3 844i　7　12 360･ム　33　　3 890 －　1　　47411△　32　△　851i

　　　

1

　　

2 099　　47　13 412 △　611　　6 2161 -　1　　2 289 －　60　　3 927!

　　　

0

　　

2 175　　63　17 309 4　67「　　4 189　　　0」ム　177・67　　4 3661

　　　

04

　

2 082 ･･　331　　6302　　101 －2 323　　　0△　458　　10　－　1 865|

　

乙

　

1ゆ17 998 ・　1l　10 687 ，　17バ42 582　　1に39 840 ，　18 ・2 742
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第９表

　

単 年

　　

度 収

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

46

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

総

　　　

額｜都道府県｜市町

　

村、

単

　

年

　

度

　

収

　

支固

　　

･･

　

49 841　－57 838　　　7 997

調整額（Ｃ）十昭一(E) (B)　－　1 132　－　12 080　　　10 948

基

　

金

　

積

　

立

　

額（Ｃ）

　　　

39 211　　　12 536　　　26 675

繰

　

上

　

償

　

還

　

金剛

　　　　

4 586 I 348　　　　　3238

基金とりくずし額㈲

　　　　　

44 929　　　25 964　　　18 965

実質単年度収支固十（Ｂ）

　　

・

　

50 973　　ム　　69918　　　　　18945

　　　　　　　　　　　

第10表

その１

　

種類別による推移(市町村)

財 政 再

　　　　　

昭和30年ｓ（ｓ7智諸末昭和47

　

昭和47年度の状況

９

　

呼辱

席

吊

麟

熊許m

全部適用団体

　　　

…

　　

536

　　

－

　　

536

　　

－

　　　

－

　　

一

　　

一

一部適用団体

　　　

…

　　　

34

　　

－

　　

34

　　

一

　　　

一

　　

－

　　

－

準

　

用

　

団

　

体

　　　

…

　　　　

8

　　

265

　　

247

　　

26

　　　

2

　　

3

　　

27

　　

計

　　　　　

1 522　　578　　265　　817　　26　　　2　　3　　27

㈱

　

府県は、昭和30年度末実質赤字団体数36、承認団体数20（当初承認団体18、新

　

承認団体２）であったが、昭和40年度末において全団体が再建完了したので省略

　

した。

その３

　

準用団体等に対する融資あつせんの状況

　

区

　　　　

分

　

|昭和35年度1

　　

36

　　

1

　　

37

　　

1

38　　　ド

団

　

体

　

数

　　　　

93

　　　　

120

　　　　

128

　　　　

100

　　　　

97

融資あつせん額

　　　

3 875　　　４ 680

1　　　４

195　　　3 647　　　４ 758

－188



支

　　

の

　　　

状

　　

況

(単位

　

百万円)

　　　　

昭

　

和

　

45

　　

年

　

度

　　　　　　　　

増

　　　　

滅

　　　　

額

総

　　

額

　

|都道府県|市

　

町

　

村

|

総

　　

額|都道府県|市

　

町

　

村

　　　　　

1 982　ム　　2 539　　　　4 521　ム　　51 823　A　　S5 299　　　　3 476

　　　　　

8 713　ム　　3 852　　　　12565　△　　9 845　・　　8 228　a　　1 617

　　　　

41 816　　　17 287　　　24 529　ム　　2 605　－　　4 751　　　　2 146

　　　　　

5 138　　　　　984　　　　4 154　△　　　552　　　　　364　4　　　916

　　　　

38 241　　　22 123　　　　16118　　　　6 688　　　　3 841　　　　2 847

　　　　

10 695
i
ム　　6 391　　　　17 086 ･･　　61668　・　63 527　　　　1 859

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

建

その２

　

の

　　　

状

完了予定年度別

況

　　

一一一

　　

一
言こ器こﾆﾚ

ﾄﾞ

ﾚﾚﾚﾚﾔ

計

ギデレ犬引＞レソj

町

　

全部適用団体

　

‾

　

‾

　

‾

　

‾

　

‾

　

一

　

－

　

－

　

－

　　

－ビ
ヱレぎ］ドレス万

万

∵゛パパド二九こ

(単位

　

百万円)

40

　　

1

41

　　

1

42

　　

1

43

　　

1

44

　　

1

45

　　

1
46

　　

ﾚ迩

　

100

　　　　

79

　　　　

72

　　　　

68

　　　　

55

　　　　

5０

　　　　

36

　　　　

25

6 044　　59991　　10121　　6 790　　5 909　　4 635　　3 292　　　2 185

－189－



第11表歳

　　

入

　　

決

　　

算

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　　

都道府県

|

市

　

町

　

村

|

純

　

計

　

額

地

　　　　

方

　　　　

税

　　

2 461 479　μJ　1 774 267　お.7　4 235 746　μ.∂

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

103 930　ム4　　21 840　θ.4　125 771　j.∂

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　

1 096 770　巧j　1 004 654　17^　2 101 423　17^

軽油引取税交付金

　　　　

－

　

－

　　

13 306　θ.2　　　一　―

娯楽施設利用税交付金

　　　　　

－

　　

－

　　　

3 580　　0.1　　　　－　　一

自動車取得税交付金

　　　　

一

　　

－

　　

53 157 θ.∂　　　　－　　一

　

小

　　

計（一般財源）

　　

3662179

　

51.1

　

2 870 804　51.3　6 462 940　53.1

分

　

担

　

金、負

　

担

　

金

　　

114 597　j.∂　　81 808　j.5　　139 182　乱

使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　　

107 875　　j.5　　123 950　　忿.忿　　231825　i.9

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

I 889 414　郭j　　662 924　11£　2 552 338　釘.θ

交通安全対策特別交付金

　　　　

8 255　　θj　　　5 454　　θj　　13 709　　θ.j

都道府県支出金

　　　　

一

　

－

　

298 144　ぶｊ　　　一　一

財

　　

産

　　

収

　　

入

　　　

85 557　j.忿　139 254　瓦5　224 811　j.∂

寄

　　　

附

　　　

金

　　　

13 387　θ.忿　　40 610　θ.7　　46 710　θｊ

繰

　　　　

入

　　　　

金

　　　

48 406　　θ.7　　73 780　　jj　　122 186　　j.θ

繰

　　　

越

　　　

金

　　

137 694　j.9　153413　2.7　291 107　名.4

諸

　　　

収

　　　

入

　　

587 261　8.忿　425 276　7.∂　970 892　＆θ

地

　　　　

方

　　　　

債

　　　

511 400　　7.j　　664 052　11.9　1 123 750　　∂ｊ

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　

1 956　θ.θ　　59 797 1.1　　　　－　　一

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　　

7 167 981　100.0　5 599 266　100.0 12 179 449　100.0

㈱１｢その他｣は、都道府県分が特別区財政調整納付金、市町村分が特別区財政調

　　

２

　

国有提供施設等所在市町村助成交付金は｢国庫支出金｣に含めた。

－190－



額

　　

の

　　

状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

昭和45年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

滅

　

率

　　　

前年度増減率

　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

滅

　

額

　

k

競市畔回ｔ

k

卜叫mmm

　

3 750 668　37.1　　　485 078　Z3.k　　∂.∂　jﾀ.5　j忿.ﾀ　忍忿.２　忿θ.忿　が.4

　　

108 687　　1.1　　　　17 084　　θ.∂　　∂.5　卯.θ　15.7　16.7　17A　16.8

　

1 798 248　17.8　　　303 175　U.6　13.9　ZO.S　16.9　j∂j　3Z.h　留.j

　　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

－

　　

＆θ

　　

－

　　

－

　

1肌０

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

－

　

93.5

　　

－

　　

－

　

15j

　　

－

　　　　　

－

　

－

　　　　

－

　

－

　

一一θ.4

　

－

　

－

　

∂.忿

　

－

　

5 657603　56.0　　　805 337　38.8　10.2　19.6　14.2　20.2　23.8　21.8

　　

101 334　　1.0　　　　37 848　　j.∂　30.8　37.U　S7^　Z0.9　２!?.j　26.5

　　

209 088　　2.1　　　　22 737　　1.1　　＆j　13.2　10.9　　＆忿　丿忿.∂　jθ.5

　

2 084 225　20.6　　　468 113　22.6　21^　%u.u　22.5　lU　16 M　U.9

　　　　

8712

　　

0.1

　　　　

4 997　　θ.巳　57.7　56.8　57A ，２５ｊ̂26.5＼'=■25.8

　　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

一

　

幻.∂

　　

－

　　

－

　　

タ.7

　　

－

　　

193 323　　1.9　　　　31 488　　j.5　　4.j　忿5J　j∂.J　釘.&　17.1　26.5

　　　

43 004　　0.4　　　　3 706　　θ.巳　13.i　jム5　　＆∂一了.7　　7.S　　7.2

　　

106 988　　1.1　　　　15 198　　θ.7　j乙5　15.3　j4.忿　町.4　i3.8　56.8

　　

271 622　　2.7　　　　19 485　　θ.9　　ぶ.7　　∂.5　　7.2　16.i-　j＆ﾀ　15.1

　　

785 167　　7.8　　　185 725　　S.ﾀ　26.6　20.5　Z3.7　2£∂　24.θ　24.j

　　

642 932　　6.4　　　480 818　23.9.　102.5　5L0　μ.S　35A　54.∂　･46.S

　　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－ム10ぶ　２８』

　　

－

　　

∂.7

　

26J

　　

－

　

10 103 998　100.0　　2 075 451　100.0　18.4　23.5　20.5　19.7　23.7　21.7

整交付金である。
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第12表

　

歳 入

　　

決 算

　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　　　　　

入

　　　　　　

決

　　

区

　　　　　

分

　　

1

　　

36

　　

1

　　

4o

　　

l

　　

41

　　

1

　　

42

　　

1

　　

43

地

　　　　

方

　　　　

税

　　

906 475　1 549 421　1 768 587　2 149 522　2 580 128

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

45 449　　50 062　　59 203　　69 158　　79 586

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

401 704　743 187　777 327　947 020　025 508

臨時地方財政交付金

　　　　

－

　　　

－

　　

46 455　　H 998　　　－

　

乙jヽ

　

計（一・JIｵ・）

　　

1 353 628　2 342 670　2 651 572　3 177 698　3 785 222

使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　

73 808　　127 237　　145 145　　159 264　　174 555

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

580 757　1 089 816　1 262 792　1 406 535　1 617 701

繰

　　　　

入

　　　

金

　　

20 932　　31 562　　33 510　　38 054　　47 765

繰

　　　

越

　　　

金

　　

107 692　　105 664　　126 998　　163 883　212 532

地

　　　　

方

　　　

債

　　

115 044　313 917　407 158　340 233　369 132

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

259 689　467 170　550 571　　640 644　751 ％7

　

・

　

入

　

・

　

・

　　

2 511550　4478036　5177 746　5 926 311　6 958874

㈱

　

「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金および国有提供施設等所在市町

　

ｇ

　　

川

白

1

1

でﾌﾞﾄﾞﾉﾉ

（

丿

回

１

地

　　

方

　　

税

　

渥.j

　

sm 3Jf.2＼S6.Z＼ 37.1 S7.%＼ S7.l＼ SU^＼ 3SJA 26丿

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

i.8

　　

lJ.

　

1.1

　

j.2

　

1.1

　

1.1

　

lJ.

　

j.θ

　

j.∂

　

u

地方交付税

　

μ,θ

　

16.6＼ 15.0＼ 16.0＼ 16.2 17.∂17.S 17S 召.7 13.6

臨時地方財政交付金

　　

一

　　

－

　

θ.∂

　

θ.忿

　

一

　

一

　

一

　

－

　

一

　

一

　

小計（一般財源）

　　

53.9

　

52.3 51.2 53.6 54.4 55.9 56.0 53.1　54.0 41.1

使用料，手数料

　　

忿.∂

　

忿丿

　

忿丿

　

忿.7

　

忿丿

　

忿.J

　

な

　

j.9

　

7.5

　

M

国庫支出金

　

留丿

　

ZhJB＼ 2U＼ 2S.7＼ 23.2＼ 2Z.0＼ Z0.7＼ 21丿釘丿認丿

繰

　　　

入

　　　

金

　　

θ.∂

　

θ.7

　

θ.∂

　

θ.7

　

θ.7

　

θ.S

　

1.1

　

j.θ

　

j.∂

　

θｊ

繰

　　　

越

　　

金

　　

4.j

　

糾

　

忿.5

　

忿.∂

　

3.1

　

応召

　

名.7

　

忿.4

　

∂.∂

　

θ.4

地

　　　

方

　　　

債

　　

4.∂

　　

7.j

　

7,ﾀ

　

5.7

　

5.j

　

瓦j

　

∂.4

　

∂J

　

J.∂

　

μ.ぶ

ぞ

　　

の

　　

他

　

却.4

　

1O.U＼ 10.6＼ 10.8＼ 10S＼ 10.9 11.1 11^ 却.7　7.9

　

歳入合計

　　

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.01
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額

　　　

の 推

　　　

移
(単位

　

百万円・％)

　

算

　　　　　　

額

　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　

数

　

44

　　

1

　　

45

　　

1

　　

46

　　　

36

　

1

　

40

　

141

　

42 43 44 45 46

3 090 179　3 750 668　4 235 746　却θ　jが　却5　留7　認５　錨j　4μ　訪7

　

93 065　　108 687　　125 771　j卯　丿加　丿釦　j5忿　jμ　釦5　留9　277

1 460 845　1 798 248　2 101 423　加θ　詔5　卵4　2錨　怒θ　J混　4詔　５認

　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　　

一

　　

－

　

一

　

一

　

－

　

－

　

－

　

－

4 644 089　5 657 603　6 462 940　100　173　196　235　280　343　418　477

　

189 298　209 088　231 825　加∂　び2　j卯　釘∂　留∂　忿錨　認j　む4

1 825 164　2 092 937　2 566 047　却θ　瑠∂　2j7　糾2　刀ﾀ　Jμ　錨θ　4剱

　

68 212　　106 988　　122 186　加∂　j訂　丿印　瑠忿　忿怒　丿邱　訂丿　認4

　

235 928　271 622　291 107　加θ　　認　丿瑠　152　四7　忿四　舒忿　忿加

　

438 068　642 932　い23 750　却θ　刀J　jμ　2弱　了鯉　認j　5卯　夕汐

　

904 470　1 122 828　1 381 594　却θ　瑠θ　叙2　糾7　即θ　J詔　4泥　5認

8 305 229 10 103 998 12 179 449　100　178　206　236　277　331　402　485

村助成交付金を含めた。

(単位

　

％)

滅

　

額

　

構

　

成

　

比

　　　　　　　　　

増

　　　　

滅

　　　　

率

41

　

42 43 44 45
[

46　　36　40 41　42 43｣44 45 46

訂Ｊ

　

卯.9

　

紅.7

　

37.9

　

36.7＼ 2S.k　21 £　10.7　μ.j　釘.5　加.θ却.S　忿jj　12.9

　

i.s

　

1.S

　

j.θ

　

j.θ

　

θ.∂

　

θ.8

　

認,7

　

μ.7

　

瑠.J

　

狸.∂

　

巧.j

　

勁.9

　

狸丿

　

艮.7

　

4j

　

認.7 17 J　糾.g　瑠ｊ　μ.∂　四.忿　11.6　4ぶ叙.∂　召.S　四.S　留.j　仔.ﾀ

　

∂.み4.6 j.忿　－　－　－　　－　一皆増-7-4.2皆滅　－　－　－

44.1

　

70.3

　

58.8

　

63.8

　

56.3

　

38.8

　

24.0

　

11.1

　

13.2

　

19.8

　

19.1

　

22.7

　

21.8

　

14.2

　

2.∂

　

j.∂

　

j.5

　

1.1

　

1.1

　

1.1

　

9.j 17.5 UJ　∂.7　∂.∂　8.^ 10.5 10.9

2h:7＼ 19.2 20.5 15.iμ.∂認丿　釘.7 17.6＼ 15.9 11A＼ 15.1　12^ U.7＼ 22.6

　

θ.j

　

θ.∂

　

θ.∂

　

ム5

　

口.忿

　

θ.7

　

阿.∂

　

忿.J

　

6.2 J.3.6 25.5 -42.S 56.8＼ U.2

　

＆j

　

4.9

　

4.7

　

j.7

　

2.θ

　

θ.ﾀ

　

μ.7

　

j.∂

　

即.2

　

四.θ

　

四.7

　

jムθ

　

巧.j

　

7J

13MW 8.9　忿.S　5.j　U.4　認.2　四.&　弱.忿　29.7V U.U　＆5　j＆7　砧j　7h.S

11.9

　

12.0

　

10.8

　

と.4

　

12.1

　

12.5

　

2£2

　

加.7 j7･ﾀ扨.4 17.U 20.5 S.U.1＼2S.0＼

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0　24.0 14.5 15.6 14.5 17.4 19.3 21.7 20.5
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その１

　

総 括

第13表

　

地 方 税

ｇ

　　　　　　　

゛

　

ﾄ

fiい

こ

１

　

１

　

昭

二

４１

レレヅ

　　

呂

　　

説

　　　　　　

--■還ふa-J

　

aJ■●-●-●●･ 齢|.-→､●二二●●t●　●‥_･㈱

　

国税は、 租税 (一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計分および

その２

　

道府県税

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

・昌ﾘ゛合ﾘ諮問小・構皿

１

　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　　

2 124 992　　　2 048 178　　　部.4　　　卯.7

　

（1）法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　　

2 124 990　　　2 048 176　　　卯.4　　　卯.7

　　

7

　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　　

509 943　　　482 603　　　μ.∂　　　幻ｊ

　　

（ｱ）個

　　

人

　　

分

　　　

351 212　　　327 257　　　紹.忿　　　μｊ

　　

吋）法

　　

人

　　

分

　　　

158 731　　　155 346　　　97.9　　　∂.&

　　

イ

　

事

　　

業

　　

税

　　　

996 807　　　972 902　　　97.∂　　　砲.∂

　　

帥

　

個

　　

人

　　

分

　　　　

75 006　　　70 842　　　糾.4　　　S.1

　　

げ）法

　　

人

　　

分

　　　

921 801　　　902 060　　　97.9　　　卯.5

　　

ウ不動産取得税

　　　

Ill 431　　106 523　　邸.δ　　　4.7

　　

エ

　

道府県たばこ消費税

　　　　

96 271　　　　96 271　　　却θ.θ　　　　4.忿

　　

オ

　

娯楽施設利用税

　　　

41 768　　　41 637　　　卯.7　　　Jf.S

　　

カ

　

料理飲食等消費税

　　　

149 0H　　　140 165　　　μｊ　　　∂.j

　　

キ

　

自

　　

動

　

車

　

税

　　　　

214 161　　　202 613　　　糾.∂　　　　Ｍ

　　

ク

　

鉱

　　　

区

　　　

税

　　　　　　

928

　　　　　

792

　　　

舒.J

　　　　

θ.θ

　　

ケ

　

狩

　

猟

　

免

　

許

　

税

　　　　　

□24

　　　　

024

　　　

100.0

　　　　

θｊ

　　

コ固定資産税

　　　

2 946　　　2 946　　100.0　　θｊ

　

（2）法定外普通税

　　　　　

２

　　　　　　

２

　　　　

100.0

　　　　

θ.θ

2

　

日

　　　　

的

　　　　

税

　　　

240 939　　　234 982　　　原石　　　犯j

　

（1）自動車取得税

　　　

78 071 77 990　　　卯.∂　　　∂.4

　

（2）軽

　

油

　

引

　

取税

　　　

161 507　　　155 631　　　卵.4　　　M

　

（3）入

　　　

猟

　　　

税

　　　　　

1 361　　　　　1 361　　　100.0　　　　θ.j

3

　

旧

　

法

　

に

　

よ

　

る

　

税

　　　　　　

29

　　　　　　

4

　　　

lS^

　　　　

θ.θ

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　

2 365 960　　　2 283 164　　　96.5　　　100.0

㈱

　

昭和46年度収入額は、

　

加算した額である。

地方税の都道府県計から東京都が徴収した市町村税相
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の 状 況

(単位

　

億円・％)

額

　　　　　　

決算額構成比

　　　

対前年度増減率

増

　

滅

　

額

　　

昭和46年度

　

｜

　

昭和45年度

　

!

　

昭和46年度

　

１

　

昭和45年度

　　　　　

1 721　　　　　　＆Ｕ　　　　　　邱.j　　　　　　＆j　　　　　　麗.忿

　　　　　

3 131　　　　　訪丿　　　　　　詔.7　　　　　j∂ｊ　　　　　加j

　　　　　

4 850　　　　　100.0　　　　　　100.0　　　　　　麗.9　　　　　　釘.4

　　　　　

6 685　　　　　　－　　　　　　　－　　　　　　＆∂　　　　　　加ｊ

石炭対策特別会計分)および印紙収入のほか専売納付金を含む。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位 百万円・％）

　　　　

昭

　

和

　

4S

　　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　

較

　　

増

　　

減

　

リサヅヅ願‰ﾊﾟﾉ制ｋ汗肌丿聯

　

1 964 594　1 890 032　　助.忿　　甜.5　　158 146　　釘.∂　　＆4　　留.∂

　

1％4 538　　1 889 976　　郎.忿　　甜.5　　158 200　　ﾀ忿.θ　　　＆4　　認.∂

　　

433 408　　409 139　　糾.4　　四.4　　73 464　　碧.7　　瑠.θ　　巧.5

　　

272 622　　252 578　　卿ぶ　　1Z.0　　74 680　　詔.4　　四.∂　　部j

　　

160 786　　156 561　　卯.4　　　7.4　・　1 216 ^　θ.7　・θ.8　　糾.5

　　

997 775　　969 688　　侭.忿　　諮.9　　　3 214　　　1.9　　　θ.ﾀ　　糾.4

　　

61 661　　58 238　　μ.4　　忿.S　　12 604　　7.j　　釘.∂　　釘.5

　　

936 114　　911 450　　侭.4　　iS.2 -　　9 390　乙　5.5　・ムθ　　糾.∂

　　

99 625　　94915　　巧.J　　4.5　　　H 608　　∂.7　　12.2　　認j

　　

88 054

!　　88

054　　100.0　　　4.忿　　　8217　　　4.s　　　9J　　却.忿

　　

28 567　　28 460　　卯.∂　　1.S　　　13 171　　7.7　　訪丿　　認.s

　　

131 267　　123 299　　侭.ﾀ　　5.S　　16 866 ・　　∂.∂　　13.7　　μ.S

　　

180 662　　171 388　　μ.∂　　＆j　　31 225　　召.忿　　召.2　　釘.5

　　　

％9

　　　　

824

　　

巧.θ

　　　

θ.θ

　

・

　　

32

　

乙

　

θ.θ

　

^ 3.9 ＼'^　4J

　　　

667

　　　　

667

　　

100.0

　　　

θ.θ

　　　

1057

　　　

θ.∂

　　

158.5

　　

加.忿

　　　

3 542　　　3 542　　却θ.θ　　　θ.名　・　　5％　乙　θ.J　・狸.∂　　5j

　　　　

56

　　　　

56

　

100.0

　　

0.0 "　　54－　θ.θ　- 96.lt　　μ.7

　　

226 361　　221 09（　卯.7　　却.5　　13 883　　＆j　　∂.j　　と.4

　　

76 488　　　76 396　　卯.∂　　　j.∂　　　1 594　　　θ.∂　　　2.j　　　7j

　　

149 358　　144 188

1　郎.5　　∂.s　　11

443　　∂.7　　7.9　　13.9

　　　

515

　　　　

515

　　

100.0

　　　

θ.θ

　　　　

846

　　　

θ.が

　　

j必Ｊ

　　　

＆9

　　　　

39

　　　　　

6

　　

μ.4

　　

θ.θ

　

・

　　

2。

　

0.0 - 33.3　－卯.θ

　

2 190 994　2 111 137　　96.4　　100.0　　172 027　100.0　　8.1　　22.2

-
当額(178 326百万円）を控除し、特別区が徴収した道府県税相当額（11百万円）を
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その３

　

市町村税

第13表地 方 税

｜

　　　　　　

●

　

’

　

46

　　　　

年

　　　

度

　　

ｇ

　　　　

゛

　　

調昌゛卜合゛参詣凛卜・構ｎ

１普

　　　

通

　　　

税

　

1 913 997　1 855 725　　　∂7.θ　　　匹θ

　

（1）法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　

1 911 824　1 853 564　　　　∂7.θ　　　　μｊ

　　

ア市町村民税

　　

886 130　850 240　　　餌.∂　　　匂.5

　　

（ア）個人均等割

　　

14 345　　13 503　　　糾ｊ　　　θ.7

　　

げ）個人所得割

　　

601 118　571 548　　　匹丿　　　邱.j

　　

（ウ）法人均等割

　　　

4217

　　

4 055　　　邱.忿　　　θ.忿

　　

岡

　

法

　

人

　

税

　

割

　　

266 450　　261 134　　　　鉛,θ　　　　拡4

　

イ固定資産税

　　

714 640　694 899　　　侭.忿　　　お.∂

　　

（ア）純固定資産税

　　

679 280　　659 539　　　訂ｊ　　　おｊ

　　　　

土

　　　　　

地

　　　

199 328　　192 9％　　　　卯.S　　　　　ﾀ.∂

　　　　

家

　　　　

屋

　　

273 570　　264 439　　　　討.7　　　　がｊ

　　　　

償却資産

　　

206 382　202 104　　　97.0　　　ｇ.4

　　

（ｲ）交付金・納付金

　　　

35 360　　35 360　　　100.0　　　　1.８

　

ウ軽自動車税

　　

28 639　　26 207　　　釘.5　　　M

　

エ

　

市町村たばこ消費税

　　　

169 154　　169 154　　　　100.0　　　　　∂.7

　

オ

　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　

108 453　　108 440　　　j叩.θ　　　　5.∂

　

ヵ

　

鉱

　　

産

　　　

税

　　　

2 269　　　2219　　　　訂.召　　　　θ.j

　

キ

　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　

2 539　　　2 405　　　　滅7　　　　θ.j

　

（2）法定外普通税

　　　

2 173　　　2 161 99.5　　　　　θ.j
2

　

日

　　　　

的

　　　

税

　　　

99 921　　　96 855 ﾀ∂.ﾀ　　　　　5.θ

　

（1）入

　　　

湯

　　

税

　　　

3 752 3 651　　　　　　97.S　　　　　θ.忿

　

（2）都市計画税

　　

95 852 92 900　　　　部.∂　　　　4.∂

　

（3）水

　

利

　

地

　

益

　

税

　　　　

315

　　　　　

302

　　　　　

95.9

　　　　　

θ.θ

　

a図星§目§霜

　　　

２

　　　　　

２

　　　　　

∂＆ｊ

　　　　　　

叩

３

　

旧

　

法

　

に

　

よ

　

る

　

税

　　　　　　

８

　　　　　

１

　　　　

巧.5

　　　　　

θ.θ

　　　

合

　　　　　

計

　　　　

2 013 926　1 952 582　　　　　97.0　　　　100.0

㈱

　

昭和46年度収入額は、東京都が徴収した市町村税相当額(178 326百万円)を加算

その４

　

個人諸税の状況 (単位

　

％)

　

一一一一一一
ｉ

　　　　　　　　　

ｊ

　

対前年度増減率

　　　

決算額構成比
ｉ

　

゛（

　　　

分

　

）和6年度）和5年度

|

昭和6年度|昭和45年度

　

住民税個人分

　　　　

卯.ﾀ

　　　

μ.S

　　　

釘.5

　　　

召.∂

　

事業税個人分

　　　　

釘.∂

　　　　

釘.5

　　　　

j.7

　　　　

j.∂

　

所

　

得

　

税（国税）

　　　　　

21.1

　　　　　

§Ｊ

　　　　　

む.2

　　　　　

S1.1

　

（参考）個人所得

　　　　　

173

　　　　　

巧.7

　　　　　

皿.θ

　　　　　

釘.∂

　

八£．肘71 7?ysﾉn□　J〒-t-L.aﾐｰa-i-dS4.4㈹１

　

個人所得は、経済企画庁調による。

　

２

　

所得税および個人所得については、地方税との比較上１年前の計数である。

　

３

　

個人所得の決算額構成比は、分配国民所得に対する比率である。
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の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　

昭

　

和

　

45

　　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

調む・副司にＬけｋ州願聯

　

1 620 269　1 566 726　　弱.7　　舒ぶ　　288 999　　肥.S　　瑠.4　　却.S

　

1 618 471　1 564 938　　邱.7　　蕗.5　　288 626　　認.忿　　瑠丿　　却.S

　　

739 418　　706 766　　巧.∂　　剱.j　　143 474　　砧.S　　釦.j　　語.7

　　　

13 640　　　12 721　　お.j　　　θ.S　　　　782　　　θＪ　　　∂ｊ　　　忿.θ

　　

457 431　　431 563　　μＪ　　Z6.3　　139 985　　μ.7　　泥.4　　2U.8

　　　

3 946　　　3 773　　ﾀ5.∂　　　θJ　　　　282　　　θ.j　　　7.5　　　7.5

　　

264 402　　258 709　　973　　15£　　　2 425　　　θ.S　　　θ.∂　　2ﾀ.θ

　　

595 031　　576 702　　96.9　　35.2　　118 197　　37.8　　口θ.5　　17.2

　　

562 694　　544 366　　郭.7　　お.忿　　115 173　　錨.∂　　釘.忿　　丿乙7

　　

156 559　　150 947　　郭.4　　∂.忿　　42 049　　召.4　　訂.9　　部.2

　　

234 360　　225 514　　卵.忿　　お.8　　38 925　　j乙4　　17^　　12J

　　

171 775　　167 905　　57'.?'　　加.忿　　34 199　　却.ﾀ　　加.4　　瑠j

　　　

32 337　　　32 337　　100.0　　　忿.θ　　　3 023　　　j.θ　　　ﾀJ　　　I?.∂

　　　

26 133　　　23 849　　皿.j　　　j.5　　　2 358　　　θ.∂　　　ﾀｊ　　μ.忿

　　

154 850　　154 850　100.0　　∂.4　　　14 304　　4.∂　　∂.忿　　却.5

　　　

97 841　　97 828　却θ.θ　　∂.θ　　10 612　　j.4　　扨.S　　μ.j

　　　

2514

　　　

2 425　　邱ｊ　　　0.1 ^　　206，　θ.j　・＆5，　5.1

　　　

2 683　　　2518　　昭.S　　　0.2 ^　　Ｈ３－　θ．θ　乙　4.5。　＆θ

　　　

1 798　　　　1 787　　叩.4　　　θj　　　　374　　　θｊ　　即.ﾀ　　諮.5

　　　

75 352　　72 805　　卵.∂　　4.4　　24 050　　7.7　　詔.θ　　認.θ

　　　

2 259　　　2 173　　ﾀ∂.忿　　　θ.j　　　　1 478　　　θ.5　　∂＆θ　　　∂.2

　　　

72 756　　　70 309 ・　　96.6　　　4.∂　　　22 591　　　7.忿　　了口j　　sss

　　　　

335

　　　　

321

　　

邱.θ

　　　

0.0 "　　　19　△　θ.θ　・5.∂　　　7.θ

　　　　　

3

　　　　　

2

　　

μ.∂

　　

θ.θ

　　　　

O

　　　　　　　

- ^ 33≫3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　

一

　　　　

10

　　　　　

1

　　

io.s

　　　

θ.θ

　　　　　

O

　　　　　　　　

－

　

・50.0

　

1 695 632　1 639 532　　96.7　100.0　　313 050　100.0　　19.1　　20.3

一一

　　　　　　　　　　　　　　　

－

し、特別区が徴収した道府県税相当額(11百万円)を控除した税法上の収入状況である。

その５

　

法人諸税の状況 (単位

　

％)

一一一一
ﾚ

　

＜ここに二言ニヅム

ここでに諮:

　　

。

　　　

ﾌﾞ:1

　　　　　

ご1

　　　　　

言:;

　　　　　

二言

昌

　

ここに

　　

。

　　

Z:

　　　　　

二こ

　　　　　

こ:;

　　　　　

二

㈱１

　

法人所得は、経済企画庁調による。

　　

２

　

法人所得の決算額構成比は、分配国民所得に対する比率である。
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その１都道府県

第14表昭和46年度法定

　　　　　　　

(単位百万円)

区

　　　　　　

分

　

｜繭

　

引取税｜文化観光税|合

　　　

計

奈

　　　

良

　　　

県

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

２

　　　　　　　

２

合

　　　　　　

計

　

國

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

２

　　　　　　　

２

昭和45年度（Ｂ）

　　　　　　

16

　　　　　　　　　

40 56

増

　　　　

滅

　

(A)-(B)

　　　　　　

－16

　　　　　　

・ 38　　　　。 54

㈱

　

昭和45年度の繭引取税16百万円は、岐阜県分である。

その１

　

所得割軽減額

第15表

　

給与所得者の住民税

　　　　　　　　

(単位

　

円・％)

　　　　　　　

∩所得割の負担額

　　

|

軽

　

滅

　

額

|

軽

　

城

　

率

　

給与の収入金額等

　　　　　

昭和45年度丿昭和46年度

　　　　　　

道府県民税

　　　　

884

　　　　　　

0

　　　　

884

　　　　

100.0

　　

70万円

　

|

市町村民税

　　　　　

884

　　　　　　　

0

　　　　　

884

　　　　

100.0

　　　　　　　

計

　　　　　　

□68

　　　　　　

0

　　　　

1 768　　　　100.0

　　　　　　

道府県民税

　　　　

5 628　　　　4 128　　　　1 500　　　　26.7

　　

100万円

　

|

市町村民税

　　　　

6 942　　　　4 692　　　　2 250　　　　渥.4

｜

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

12 570　　　　8 820　　　　3 750　　　　29.8

　　　　　　

道府県民税

　　　

14 582　　　12 582　　　　2 000　　　　13.7

　　

150万円

　

|

市町村民税

　　　

23 955　　　19 664　　　　4 291　　　　17.9
1

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

38 537　　　32 246　　　　6 291　　　　　16.3

－198－



外

　

普

　

通

　

税

　

の

　

状

　

況

その２市町村 (単位

　

百万円)

　　　　　　　

昭和46年度

　

昭和45年度ｉ

　

比

　　　

較
ｇ

　　

゛門だ゛円合゛

ﾂﾞ

間鴨゛合額陽や(B)-(D)

犬

　　　　　

税

　　　　

23

　　　　

17

　　　　

34

　　　　

18

　　

－11

　　

、

　

1

商品切手発行税

　　　　

12

　　　

1433　　　　12　　　1112 0　　　321

林産物移輸出税

　　　　

7

　　　　

48

　　　　　　

7

　　　　

490

　　

－

　

1

広

　

告

　

税

　　　　

7

　　　

506

　　　　

7

　　　

497

　　　

0

　　　

9

文化観光施設税

　　　　　

2

　　　　

62

　　　　　

161

　　　　

1

　　　　

1

砂利採取税

　　　

5

　　　

94

　　　

4

　　　

49

　　　

145

と

　

畜

　

税

　　　

（

　　　

１

　　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　

０

　　　

０

　

合

　　　

計

　　　　　

5ｲ

　　

216ﾘ

　　　

66
、

1787　　‘9 374

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

所得割の負担状況(夫婦、子２人)

その２

　

課税最低限の推移 (単位

　

円 ％）

　　　　　　

区

　　　

｜所

　　

得

　　

税丿

　

住

　　　

民

　　　

税

　

｜叉ふ∇T

回税

二

回最皿|皺乖

4

・皿ｕlｕ≠・

昭和40年度

　

昭和41年度

　　

474 036'　瑠ﾉ　却θ　　370 856　加宍　jツ

　　　　　　　　　　　　　　　

l

　

i

　　

43

　　　　　　　

44

　　　　　

721 905　　13.9:　j跡　　555 481 j＆&　j5θ

　　　　　　　　　　　　　　　

l

　

j

　　　　

l

　　

44

　　　　　　

45

　　　　　

800 900　10.9･　j映　　640 9401　15痢　173

　　

45

　　　　　

46

　　　　

880 328　辿　jﾊﾞ　　728 091　　j＆J　jﾀj

　　

46

　　　　

1

　　

47

　　　

1 003 441　仙゜2ｿﾞ　804 8回　圃゜1　2ゾ
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第16表市町村民税超

その１

　

市町村民税個人均等割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

46

　　

年

　　

４

　

ｇ

　　

《設げぱ訓流

（，ム

：゛ｊ≒未；

　　

う

　　

⊇

　　

ニ

　　

こ

ｒ∵ヅ昌乱

　　

二

　　　

二

　　　

8;

　

１

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

7

　　　

100.0

　　　　

591

　　　　

100.0

㈱

　

特別区については、23区をｌとして大都市に計上している。

　

その２

　

市町村民税所得割税率別市町村数

なお、 調査時点に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　

都

　　　　　　　　　　　

団

　

体

　

数

　

｜

　

構

　

成

　

比

　

|

　

団

　

体

　

数

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　　　

7

　　　　　　

j叩｡θ

　　　　　　　

562

　　　　　

1.1倍まで

　　　　　

ー

　　　　　

－

　　　　　　

6

　　　　　

1.2倍まで

　　　　　

ー

　　　　　

－

　　　　　　

17
駿讐レ。ljに，

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

ヽ

　　　　　

E

.４倍まで

　　　　　

ー

　　　　　

－

　　　　　　

1

　　　　　

1,5倍まで

　　　　　

ー

　　　　　

－

　　　　　

一

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　　

－

　

合

　　　　　　　

計

　

1

　　　　　　

7

　　　　　

100.0

　　　　　　

591

細

　

特別区については、23区を１として大都市に計上している。

　

その３

　

市町村民税法人均等割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

46

　　　

区

　　　　　

分

　

｜大

　

昂

　

市｜．都一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体数|構成比

|

団体数

標準税率未

　

法第312条第１項第１号の法人等

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

一
満

　　　　

｛

法第312条第１項第２号の法人等

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

標

　　　　　

法第312条第１項第１号の法人等

　　　　

5

　　　

7H-

　　　

380
’準税率｛法第312条第１項第２号の法人等

　　　　

5

　　　

71A

　　　

380

標準税率を｛法第312条第１項第１号の法人等

　　　　

２

　　　

忿＆∂

　　　　

210
超えるもの

　

法第312条第１項第２号の法人等

　　　　

２

　　　

忿＆∂

　　　　

■210

n一課叫頴臨詣澗|疆雛嬬

　　

コ

　　　　

ニ

　　　　

ｌ

　

ふ

　

計

　

｛法第312条第１項第１号の法人等

　　　　　

7

　　　

100.0

　　　

591

　

□

　

ｎ

　　　

法第312条第１項第２号の法人等

　　　　

7

　　　

100.0

　　　

591

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-d
㈱

　

特別区については、23区をｌとして大都市に計上している。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－200－



過

　

課

　

税

　

等

　

の

　

状

　

況

(単位 ％）

　

果

　　

１

村

日

　　

現

　　

岳

　　　　　

蛮狸45年７月１日

　　

比

　　　

較

団体数|構成比

|

団体数|構成比

|

団体数|構成比

　

増減|増減率

　　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

/

　

/

　

2 166　　　町4　　2 672　　　甜.θ　　2 619　　　即.∂　　　　　　　　ノ

　　

493

　　　

j＆5

　　　

578

　　　

17.7

　　　

655

　　　

20.0

　　　

///

　　

1

　　　　

θ.θ

　　　　

8

　　　　

θ.忿

　　　　

7

　　　　

θ.忿

　　

･･

　　　

/

　

2 660　　　100.0　　3258　　　100.0　　3281 100.0/　　/

変更があったので、比較を行なっていない。

(単位

　

％)

　

ﾆj

　　

月

　　

１

　

町

日

　　

現

　　

在

村

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

｜

構

　

成

　

比

　

|

　

団

　

休

　

数

　

｜

　

構

　

成

　

比

　　

団

　

体

　

数

　

１

　

構

　

成

　

比

　　　　　

－

　　　　　　　

I

　　　　　　　

θ.θ

　　　　　　　

1

　　　　　　　

θ.θ

　　　　

95.1

　　　　　

2615

　　　　　　　

β＆j

　　　　　

3 184　　　　　　　ﾀ7.7

　　　　　

j.θ

　　　　　　　

15

　　　　　　　

θ.∂

　　　　　　

21

　　　　　　　

θ.∂

　　　　　

忿.∂

　　　　　　　

14

　　　　　　　

θ.5

　　　　　　

31

　　　　　　　

ムθ

　　　　　

θ.S

　　　　　　　

15

　　　　　　　

θ.∂

　　　　　　

20

　　　　　　　

∂.∂

　　　　　

θ.巳

　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

l

　　　　　　　

θ.θ

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

100.0

　　　

2 660

1　　　　100.0　　　3258　　　　100.0

(単位

　

％)

　

缶

　　

４

　

Ｊ

　　

１

　

♂

　　

現

　　

在
計

　　　　　　

mm 45年7月1日

構成比

　

団体数丿構成比

|

団体数|構成比

　

団体数|構成比

　　

二

　　　　

二

　　　　

二

　　　　

二

　　　　

二

　　　　　

１

　　　

銘

　

昌

　

漂

　

治

　

昌

　

綴

　

昌

　

昌

　

瀧

　

昌

　

昌

　

昌

　

昌

　　

ガ

　

昌

　　

器

　　

二

　　　　

二

　　　　　

ｌ

　　

銘

　　　

2

　　　

3:1

　

昌

　

瑠

　

昌

　

昌

　

昌

　

洲

　

昌

－201－



　　　　

，

　　　　　　

第16表市町村民税超過

その４

　

市町村民税法人税割税率別市町村数

　

－ f ’　●I･･ 14r-7S--･f --･r¶V-W●「”－　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

46

　　

年

　　

４

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

都

　　　　　

市

　　

＝

　　　　　　　　　　　　　

団４ ・|構成丿団４刈構& it

　

標準税率未

　

満

　　　　　

一

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

一

　

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　

7

　　　　

ioao

　　　　　

195

　　　　

甜､θ

　

標準税率を超えるもの

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　

393

　　　　　　

∂∂ｊ

|

　

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　　　

3

　　　

j

　

θ.5

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　

7

　　　　

100.0

　　　　　

591

　　　　

100.0

㈱

　

特別区については、23区を１として大都市に計上して:いる．なお、調査時点に

　

その５

　

固定資産税税率別市町村数

｜

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

46

　　

年

　　

４

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

都

　　　　　

市

　　　　　　　　　　

団

　

体

　

数1構

　

成

　

比

|

団

　

体

　

数|構

　

成

　

比

　

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　

:。ぶ。入ノ

　　

ニ

　

ツ

　

ニ

　

な

　

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

4

　　　　　

θ｡7

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　

7

　　　　

100.0

　　　　　

591 100°0
｡

㈱

　

特別区については、23区を１として大都市に計上している。なお、調査時点に

　　　　　　　　　　　　　　　

第17表地

　

方

　

税

　

徴

　

その１

　

都道府県

　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位％）

ヒり現年課税分

　　

|

‐納繰越分

|

　

合

　　

計

　　　　　　　

現年度利・年度分

　　　　　　　　　　　　

｜

｜昭和34年度

　　　　

∂7.θ

　　　　　　

89.0

　　　　　　

S7.1

　　　　　　　　

92.2

　　　

35

　　　　　　　　　

∂7j

　　　　　　

卯.4

　　　　　　

卵j

　　　　　　　

94.21

　　　　

36

　　　　　　　　　

97.2

　　　　　　

朗.∂

　　　　　　

卯j

　　　　　　　

95.0

　　　

37

　　　　　　　　　

∂7J

　　　　　　

就.5

　　　　　　

5U.9

　　　　　　　

95.4

　　　

38

　　　　　　　　　

97J^

　　　　　　

朗.忿

　　　　　　

屁.∂

　　　　　　　

95.6

　　　

39

　　　　　　　　　　

∂7,名

　　　　　　　　　　　　

57.5

　　　　　　　

95.8

　　　

40

　　　　　　　　　　

邱.S

　　　　　　　　　　　　

弘.7

　　　　　　　

95.3

　　　

41

　　　　　　　　　　

侭.忿

　　　　　　　　　　　　

２.j

　　　　　　

95.5

　　　

42

　　　　　　　　　　

腔.4

　　　　　　　　　　　　

印j

　　　　　　　

95.8

　　　

43

　　　　　　　　　　

97.7

　　　　　　　　　　　　

51.2

　　　　　　　

96.2

　　　

44

　　　　　　　　　　　　

97.lt

　　　　　　　　　　　　

51.7

　　　　　　

96.1

　　　

45

　　　　　　　　　　

97.5

　　　　　　　　　　　　

邱.4

　　　　　　　

96.4

　　　

46

　　　　　　　　　　

97.7

　　　　　　　　　　　

卯4

　　　　　　

96.5

㈱

　

昭和39年度から現年度分および過年度分は合わせて現年課税分とされた。
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課

　

税

　

等

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

％)

月

　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　　　　　　

昭

　

和

　

45

　

年

　

|

　

比

　　　　

較

　

町

　　

村

　　　　　　

計

　　　　　

７月１日現在

団体数|構成比

|

団体数|構成比

　

団体数|構成比|増

　

減|増減率

　　

一

　　　

一

　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

1 627　∂jj　1 829　56.1　l印1　4.ﾀ　　　　ﾉ

　

1 033　　認j　　1 426　　μ.∂!　1 471　　　μｊ　　　　　　　　z/

　　

一一3θj

　

8θｊ

////

　

2 660　100.0　3 258　100.0

1　3

280　100.0　　　ノ

変更があったので、比較を行なっていない。

(単位

　

％)

月

　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　　　　　　

昭

　

和

　

45

　

年

　　　

比

　　　　

較

　　　

町

　　

村

　　　　　　

計

　　　　　

７月１日現在

　

団体数|構成比

　

団体数|構成比

　

団体数1構成比

　

増

　

滅1増減率

　　　　　

－

　　　　

㎜

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

1

　　　

θ.θ

　　　　　

/

　　　

2 172　　　訂.7　　2 607　　　卯.θ　　2 375　　　724　　　　/

　　　　

488

　　　

18^

　　　

647

　　　

j!?.∂

　　　

886

　　　　

S.7.0

　　　

///

　　　　　

”

　　　　

〃

　　　　　

４

　　　

θj

　　　　

18

　　　

o､6ﾉﾉ

　　

ﾉ

　　　

2660

　　

100.0

　　

3 258　　100.0　　3 280 100°Oノ

変更があったので、比較を行なっていない。

　

収

　　

率

　　

の

　　

推

　　

移

　

その２

　

市町村 (単位

　

％)

　　　　　　　　　　

現年課税分

　

区

　　

分

　

|

　　　　　　　　　　　　　

滞納繰越分

　　

合

　　

計

　　　　　　　　

現年度川１年度分

　　　　　　

｜

昭和34年度

　　　　

Ｍ.7

　　　　

87.7

　　　　

卯.∂

　　　　　

89.7

　　　

35

　　　　　　　　　

郭.∂

　　　　　　

甜.4

　　　　　　

如.∂

　　　　　　　

91.7

　　　

36

　　　　　　　　　

侭.θ

　　　　　　

部.7

　　　　　　

如j

　　　　　　　

93.1

　　　

37

　　　　　　　　　

∂7j

　　　　　　

甜.∂

　　　　　　

如.∂

　　　　　　　

93.8

　　　

38

　　　　　　　　　

∂7.4

　　　　　　

辰.∂

　　　　　　

肆.5

　　　　　　　

94.5

　　　

39

　　　　　　　　　　

町.4

　　　　　　　　　　　　

碧.∂

　　　　　　　

94.9

　　　

40

　　　　　　　　　

97.5

　　　　　　　　　　　

詔.θ

　　　　　　

95.1

　　　

41

　　　　　　　　　　　　　

侭.S

　　　　　　　　　　　　

紅.忿

　　　　　　　

95.5

　　　

42

　　　　　　　　　　　　

侭.j

　　　　　　　　　　　　

訂.θ

　　　　　　　

96.0

　　　

43

　　　　　　　　　　

昭.忿

　　　　　　　　　　　　

如.∂

　　　　　　　

96.3

　　　

44

　　　　　　　　　　

昭.忿

　　　　　　　　　　　　

訂.4

　　　　　　　

96.5

　　　

45

　　　　　　　　　　

卵.忿

　　　　　　　　　　　　

詔.S

　　　　　　　

96.7

　　　

46

　　　　　　　　　　

認ｊ

　　　　　　　　　　　　

μ.2

　　　　　　　

97.0
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叫ｌ

　

２

第18表

　

国

　

税

　

と

　

地

　

方

国税は租税（一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計分および

国税における直接税、間接税等の区分は次のとおりである。

　

直接税……所得税、法人税、相続税、地租、営業収益税、資本利子税、法

　　　　　　

税、公債及び社債利子税、配当利子特別税、増加所得税、非戦

　

間接税等…直接税以外の諸税

３

　

地方税における直接税、間接税等の区分は次のとおりである。

　　　

直接税……道府県民税、事業税、特別所得税、自動車税、鉱区税、狩猟

　　　　　　　　

税、目的税(自動車取得税、軽油引取税、入湯税を除く。)、国税

　　　　　　　　

電話加入権税、電話税、雑種税(一部)段別割、戸数割、戸別割、

　　　

間接税等…直接税以外の諸税
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租

　　　

税

　　　

総

　　　

額

　　　　　　　　　　

国
ｇ

　　

゛

し

　　

（ａ接剣間接税等ヱ

昭和10年度’

　　

18 100.θ　　10　9.θ　　8 k5.0　　　12却

　　　

15

　　　　　

50 100.0 34　　卵.J　　　　16　お.7　　42 100.

　　　

34

　　　　　　

19833 100.0　II 527　認j　8 307 釘.∂　13 724 μ原θ

　　　

35

　　　　　

25457 100.0　15 561　に.j　　9 896　認.∂　18015 jaλθ

　　　

36

　　　　

31342 100.θ　19 335　む.7　12 007　認.j　22 277 100.0

　　　

37

　　　　

34 474 μ池θ 22 124 6U.2　12 350　55.S　23 907 奴原θ

　　　

38

　　　　　　

39446 100.0　25 383　∂4J　14 063　訂.7　27317 100.0

　　　

39

　　　　

45 588 j卯J　29 318　∂4j　16 270　S5.7　31592 100.0

　　　

40

　　　　　　

48 291　扨θ.θ　31429　9.j　16 862　μj　32 797リooja

　　　

41

　　　　　　

54316 100.0　35 476　65J　18 840 μ.7　36 630 100.0

　　　

42

　　　　

65 463 却∂.　43 337　邸.2　22 126　お.S　43968 100､0

　　　

43

　　　　

79 039 却θ.θ　52810　邸.∂　26 229　認.2　53238 100』

　　　

44

　　　　

95 456 100.0　64 995　昭.j　30 461　訂.∂　64 554 100.0

　　　

45

　　　　

115 261 100.0　80 706　即.θ　34 555　釦.θ　77 754 100.0

　　　

46

　　　　　　

126 796 μ　四y　84439| 100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜



税

　

の

　

収

　

入

　

状

　

況

石炭対策特別会計分)および印紙収入のほか専売納付金を含む。

人資本税、鉱区税、鉱産税、外貨債特別税、取引所営業税、臨時利得税、利益配当

災者特別税、北支事件特別税、富裕税、再評価税、旧税及び還付税

者税、狩猟免許税、市町村民税、固定資産税、自転車荷車税、軽自動車税、鉱産

付加税、特別地税、地租、家屋税、営業税、段別税、電柱税、漁業権税、軌道税、

家屋割、扇風機税、と畜税、犬税、使用人税、舟税、自転車税、荷車税および金庫税
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税

　　　　　　　　　　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

ａ

　

に刈間接ａ

m　　お　　憚　接　剛間接ａｓ

　　　

４

　

S5.o＼

　　　

8
1

　

砧.θ

　　　　

6

　

jθθ.θ

　　　　

6

　

∂£∂

　　　　

0

　　

7j

　　　

27

　

醇.∂

　　　

15｣

　

錨.j

　　　　

8

　

却θ.∂

　　　　

7

　

朗.θ

　　　　

1

　　

∂.

　

6 818　卯.7　　690｣　卯j　　6 109　却θ.θ　　4 709　77j 1 401　　2忿.∂

　

9 784 μJ　　8 231　　砧.7　　7 442　却θ.θ　　5 778　77.6　　1 665　麗.4

　

12 277　55.1　10001μ'ﾀ　　9 065　加θ‘θ　　70581 77S　　2 006　22.1

　

13815

　

57

1

　

10 092|　む.忿　　10567　100.0　　8 309　躇.∂　　2 258　鯉.4

　

15 826　57.9　11 491　砲j　　12129　100.0　　9 557　9.s　　2 572　釘J

　

18 467　認.5　13 125　4j.5　　13996　j叩.θ　10 851　77.5　3 145　麗.5

　

19 416　卵.忿　13 381　初.&　15 4941 却ａθ　12014　77.5　　3 481　22.5

　

21 718　卯.j　14912　匍.7　　17 686　μ池θ　13 758　77.∂　　3 928　認.忿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

26 624　印.∂　17 344　即.4　　21495　100.0　16 713　77S　　4 782　詔J

　

32 826　む.7　20 412　認J　　25 801　100.0　19 981　77.5　　5817　詔J

　

41 174　お.∂　23 380　錨.名　　30 902　加ａθ　23 821　77j　　7 081　認.ﾀ

　

51 344　邸.θ　26 410　糾.θ　37 507　100.0　29 362　9J　8 145　鯉.7

　

56 559　67.0　27 880　お.θ　　42 357　加ａθ　33317　7＆7　　9 040　釘Ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

(単位

　

億円・％)



第19表国民所得に対する

　　　　　　　　　　　

日

　　　　　

本

　　　

ア

　

メ

　　

リ

　

カ

　　　

イ

　

ギ

　

リ

　

ｇ

　

゛
Ｈ和（き

泳

自彊靉）ｔ

し

和函ｉ

昭和9～11年度

　　　

s.5

　　

4j

　　

12.9

　　

∂j

　

11^

　　

18.1

　　

認j

　　

4j

　　　

16

　　　　　　　

むｊ

　

忿.5

　　

16.2

　

j忿.j

　　

∂.忿

　　

20.5

　

認.5

　　

3S

　　　

34

　　　　　

12.1*

　　

5.5

　　

18.0

　

瑠.∂

　　

∂J

　　

27.0

　　

27.S

　　

j.∂

　　　

35

　　　　　　

μ.∂

　　

5.∂

　　

19.2

　

18.9

　　

∂.∂

　　

27.8

　　

部.7

　　

j.7

　　　

36

　　　　　　

μj

　　

5j

　　

19.9

　

瑠.∂

　　

ﾀ.忿

　　

27.8

　　

27j

　　

S.7

　　　

37

　　　　　　

1S£

　　

∂.θ

　　

19.4

　

認.7

　　

∂.4

　　

28.0

　　

鉛.∂

　　

＆∂

　　　

38

　　　　　　

む.忿

　　

5.1?

　　

19.1

　

瑠.9

　　

ﾀ.5

　　

28.4

　　

zr.o

　　

4.j

　　　

39

　　　　　　

瑠.5

　　

∂.θ

　　

19.5

　

17 S　　夕.∂　　27.0　　郭.7　　む

　　　

40

　　　　　　　

12.6

　

∂.θ

　　

18.5

　

17^

　　

ﾀ.∂

　　

27.1

　　

認.θ

　　

4j

　　　

41

　　　　　　　

n.o

　　

5.∂

　　

17.8

　

17S

　　

1?.5

　　

27.0

　　

即J

　　

4.∂

　　　

42

　　　　　　　

j忿j

　　

5.∂

　　

18.0

　

17M

　　

9.8

　　

27.2

　　

訂.忿

　　

4.∂

　　　

43

　　　　　

j忿ｊ

　　

∂.θ

　　

18.4

　

瑠.7

　

加.4

　　

29.1

　　

μ.θ

　　

4.∂

　　　

44

　　　　　　　

12.9

　　

∂.忿

　　

19.1

　

卵.5

　

10.8

　　

30.3

　　

部.9

　　

4.7

　　　

45

　　　　　　　

13.1

　　

∂j

　　

19.5

　

18.6

　

j£4

　　

30.0

　　

37^

　　

4.7

　　　

46

　　　　　

j忿.S

　　

∂.4

　　

19.3

　

μ.∂

　

11.9

　　

28.5

　　

邸ｊ

　　

4ｊ

㈹

　

１

　

日本の国税は、租税(一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計

　　

２

　

大蔵省調による。
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租税負担率の外国との比較
(単位

　

％)

　

ス

　　　　

西

　

ド

　

イ

　

ツ

　　　　

フ

　

ラ

　

ｙ

　

ス

　　　

イ

　

タ

　

リ

　

ア

‾ｙ‾

]

儒珈に税）１

に

琳幇|:|タお回喘警|:）お

　　　

22.6

　

巧.S

　　

∂.j

　　

22.1

　

瑠.5

　　　

…

　　　

‥･

　　

…

　　　

…

　　　

…

　　　

31.8

　

33J

　　

●‥

　　　

…

　　

…

　　　

…

　　　

…

　　

…

　　　

…

　　　

…

　　　

31.4

　

部j

　　

4j

　　

30.6

　

訂.j

　　　

jj

　　

28.7

　

即.7

　　　

2.9

　　

23.5

　　　

30.4

　

25.0

　　

4.j

　　

29.0

　

忿4j

　　　

j.7

　　

28.0

　

m.o

　　　

忿.7

　　

22.7

　　　

31.2

　

糾.∂

　　

4.j

　　

30.4

　

糾.5

　　　

3S

　　

28.3

　

却.4

　　　

2.ﾀ

　　

22.3

　　　

32.5

　

zr.i

　　

4.θ

　　

31.1

　

糾.2

　　

∂.1?

　　

28.0

　

釘.θ

　　

2.7

　　

23.6

　　　

31.1

　

部.∂

　　

J.1?

　　

30.8

　

助.5

　　　

＆ﾀ

　　

28.4

　

却.∂

　　　

2.7

　　

22.4

　　　

30.8

　

部j

　　

J.∂

　　

30.6

　

舒.4

　　　

4.j

　　

29.5

　

幻.7

　　　

口.7

　　

23.8

　　　

32.3

　

加.θ

　　

j.7

　　

29.7

　

舒.4

　　　

4.j

　　

29.6

　

m.9

　　　

乙7

　　

23.6

　　　

34.3

　

邱.j

　　

j.7

　　

29.8

　

留.忿

　　　

4j

　　

29.5

　

釘.∂

　　　

忿.7

　　

24.4

　　　

35.8

　

部.S

　　

j.7

　　

30.6

　

糾.∂

　　　

4.θ

　　

29.0

　

叙.ﾀ

　　　

忿.∂

　　

24.6

　　　

38.6

　

邱.7

　　

j.∂

　　

29.3

　

2＆8×　　　2.9

　　

26.7

　

認.θ

　　　

2.∂

　　

24.6

　　　

41.6

　

27.6

　　

4j

　　

31.7

　

巧.∂

　　　

2j

　　

28.5

　

幻.j

　　　

j.∂

　　

23-7

　　　

42.5

　

郭.θ

　　

j.5

　　

29.5

　

2!t.9

　　　

忿.7

　　

27.6

　

叙.j

　　　

忿.4

　　

23.5

　　　

39.9

　　

…

　　

…

　　　

…

　

2i.5

　　　

2.7

　　

27.2

　

幻.忿

　　　

乙4

　　

23-7

分および石炭対策特別会計分)および印紙収入のほか専売納付金を含む。
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その１

　

交付の状況

第20表地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

46

　　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　

し

道府（市

　

田I

　

利

　

計

　

両

地方道路譲与税

　　　　　

92 511　　　　　6 751　　　　99 262

石油ガス譲与税

　　　　　

113H　　　　　1 635　　　　12 946

特別とん譲与税

　　　　　　

108

　　　　　

6 261　　　　　6 369

自動車重量譲与税

　　　　　　　

－

　　　　　

7 194　　　　　7 194

　

合

　　　　　

計

　　　

1

　　　　

103 930　　　　　21 840　　　　　125771

その２

　

収入超過団体に対する譲与制限の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

あ

　　　

ん

　　　

分

　　　

額

　　

区

　　　　　

分

　　　

|

　

道路の延長分

　

｜

　

道路の面積分

　

｜

　　

計（Ａ）

収

　

入

　

超

　

過

　

団

　

体

　

｜

　

東

　　　

京

　　　

都

　　　　　　

2 956　　　　　　2 636　　　　　　5 592

　

神

　　

奈

　　

川

　　

県

　　　　　　

1 014　　　　　　　989　　　　　　2 003

　

愛

　　　

知

　　　

県

　　　　　　

1 478　　　　　　1 244　　　　　　2 722

　

大

　　　

阪

　　　

府

　　　　　　

1 297　　　　　　1 406　　　　　　2 703

　　

小

　　　　　

計

　　　　　　

6 745 6 275　　　　　　13 020

嘉帛他の道府県および大

　　　　　

42 871　　　　　　43 341　　　　　　86 212

　

総

　　　　　　

計

　　　　　　

49 616　1　　　　49 616　　　　　99 232

㈱１

　

地方道路譲与税は、毎年４月１日現在における都道府県および大都市の区域

　　

よび都道府県道の延長にあん分して譲与される。この場合地方道路譲与税の額

　　

する。

　　

２

　

収入超過団体は、前年度の基準財政収入額が基準財政需要額をこえる団体で

　　

って算定した額の３分の２に相当する額をこえる場合は、当該３分の２に相当
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税 の 状 況

(単位

　

百万円・％)

　　　　

昭

　　

和

　　

45

　　　

4

　

度

　　

I

　

a,

　　　

ｔ

都道府県｜市HI

　

（

　

計（Ｂ）

　　

順順剽翫兵凛

　　　　

84 289　　　　　5 866　　　　　90 155　　　　　9 107　　　　　jθj

　　　　

10 550　　　　　1 671　　　　　　12 221　　　　　725　　　　　　5.∂

　　　　　

H4

　　　　　

6 196　　　　　　6 311　　　　　　58　　　　　　θ.∂

　　　　　

ニ

　　　

ー

　　　　

－

　　

7 194 皆増

　　　

94 953　　　　　13 734　j　　　108 687　　　　17 084　　　　　15.7

(単位

　

百万円)

゛；゛再譲

(

ﾌﾟﾔ論第奥条到゛言

H(C) + (D)

　　　　　　　　　　　

｜

　　

｜

　　　

4 941

∠　　　　／　　　　650

　　　

1 628　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　　　　　Ｓ７６

　　　

1 843　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　　　　　879

　　　

2 300　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　　　　　4叫

　　　

10712

　　　

lo

: i　　　:　　　　j:

　　　

10 712　　　　10 712　　　　　30

1　　　　99

262

(大都市を包括する府県においては当該大都市を除いた区域)内に存する一般国道お

の２分の１の額を道路の延長で、他の２分の１の額を道路の面積でそれぞれあん分

あり、その控除額は、そのこえる額の10分の２に相当する額にの額があん分によ

する額)である。
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その１

　

配分状況

第21表地

　　

方

　　

交

　　

付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

46

　　　　　

年

　

区

　　　　　　

分

　　　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　　　

特

　

別

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　　　　　

交

　

付

　

額

　

|構成比

|

　

交

　

付

　

額

　

|構成I比

都

　

道

　

府

　

県

　　　　

1 056 161 醇4　　　　　40 609

1　　叩丿

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　

922 477　　　4＆∂　　　　　82 176　　　∂∂ｊ

　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　

54 016　　　　＆7　　　　　　5 442　　　　44

　

都

　　　　　

市

　　　　

352 684　　　j7.∂　　　　36 924　　　釦丿

　

町

　　　　　

村

　　　　　

515 778　　　邱.j　　　　　39 810　　　叩４

　

合

　　　　

計

　　　　　

1 978 638　　100.0　　　　122 785　　100.0

㈱

　

昭和46年４月２日以降昭和47年３月31日までに合併が行なわれた団体につ

　

町村に区分されている。以下、第21表において同じ。

その２

　

算定基礎

　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

当

　　　　

初

　　

｜

　

補

　　　　

正

　

‰ノ

　　

ｊ

　　

税２

　　　　

にニ

　　　

ヅニ

　　

法

　　　　

人

　　　　

税

　　　　　　

2 871 479　　　　－　290 000

　　

酒

　

叫

　

×

　

32.0%

　　　

｀

　　

ごﾆ

　　

ﾚ:二

精

　　　　　

算

　　　　　

分

　　　　　　

17 373　　　　　　　　－
:に

　

：

　

；

　

Ｕ

　

お:

　　　　　　　　

ふ

　　　　　　　　　

二

言

地方特例交付

:1

　　

2oツ

　

‥二

：

　　

１

　　

：；

　　

。謡

　　　

Iで

　

合

　

計（Ｂ）刊Ｃ）十剛刊;e)(f)　　　　2 046 423　　　　　　　　55000

繰

　　　　　

越

　　　　　

金

　

剛

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　

－

　

再

　　　　　　　　

計{P)+(G)

　　　　　　

2 046 423　　　　　　　　55000

－210－



税

　　

の

　　

度

　　　　　

計

交

　

付

　

額國

1 096 770

1 004 653

　　

59 458

　

389 608

　

555 588

2101423

状

構成比

5忿£

訂丿

　

２.8

18j

加.4

100.0

況

　

昭

　

和

　

45

　

地

　

方

　

交

交

　

付

　

額(Ｂ)

963 166

835 082

　

58 626

　

32４ 406

　

４52 ０5０

1 798 248

年

　

度

付

　

税

構成比

-

　

５３.ｆｉ

４

　

Ｓ

　

θ

　

ｊ

　

ｏ

　

一

　
　

φ

　
　

・

　
　

一

　
　

一

!
Ｏ

Ｅ
ｊ

０
０

>
£
５
　
0
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　

比

一

増

　

減

収－(Ｂ)

(単位

額

(Ｃ)

133 604

169 571

　　　

83２

　

65 202

103 538

303175

百万円・％)

　　　

較

増

　

波

　

率

(C)/(B)×100

　　　　

jj.ﾀ

昭
仙
一
一
一

忿

　
　
　

２

2２.9

16.9

いては、普通交付税は合併前のそれぞれの市町村に、特別交付税は合併後の市

(単位

　

百万円・％)

　

度

　　　　　　　　

昭

　

和

　

45

　　

年

　

度

　　　　　

比

　　　　　　　

較

最

　

終（ａ）

　

当

　　　　

初

　

）

　

４（b

）

La5馴‰奏薦

　　　

5 964 657　　　　5 302 894　　　　5 548 786　　　415 871　　　　　　7.5

　　　

2 747 816　　　　2 305 503　　　　2 385 566　　　362 250　　　　　15.2

　　　

2 581 479　　　　2 420 259　　　　2 551 184　　　　30 295　　　　　　j.忿

　　　　

635 362　　　　　577 132　　　　　612 036　　　　23 326　　　　　　j.∂

　　　

1 908 690　　　　1 696 926　　　　1 775 611　　　　133 079　　　　　　7.5

　　　　　

17 373　　・　　　4 054　　－　　　4 054　　　　21 427　　　" 528.5

　　　　　　　　

－

　

･･

　　　

30000

　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

1000

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　

1000

　　　　　　

皆増

　　　

1 927 063　　　　1 662 872　　　　1 771 557　　　　155 506　　　　　　＆&

　　　　　

52 800　　　　　　　－　　　　　　　－　　　　52 800　　　　　皆増

　　　　

129 560　　　　　　8 000　　　　　　8 000　　　121 560　　　　1 519.５

－

　　　

8 000　　－　　　16 500　－　　　16 500　　　　　8 500　　　－　53.S

　　　

2 101 423　　　　1 654 372　　　　1 763 057　　　338 366　　　　　jl?.2

　　　　　　　　

－

　　　　　

38 191　　　　　38 191　－　38 191　　　　皆滅

　　　

2101423

　　　　

1 692 563　　　　1 801 248　　　300175　　　　　16.7

211－

一

一

－

－

－



その３

　

普通交付税算定状況

第21表

　

地 方

　　

交 付

！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

基

　

準

　

財

　

政

　

需

　

要

　

額

　　

区

　　　　　　　

分

　　

|

財源不足団体．|財源超過団体|

　　　

計

都

　　

道
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率
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Ｊ
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Ｊ
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減

較

l前年度増減率

1７ゐ
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３８ｊ

１０ｊ

１０Ｊ
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率
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別

　

区
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一 般 財

区 分
昭

一
和

　

46

　

年

　

度

算

昭和45

地
地
地
自

　

そ

歳 入

その１

　

純

合

　

計

計

141 053

　　　

345

　　　

－

　

4 908

1４6 3０6

154 174

300 480

第23表

　

一

鸞
元
昌
伽

般

116 706

　　　

－

　　　

－

　

5 588

122 294

1２9 509

251 803

財

　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　　

地

　

方
ｇ

　

り

ａｉｇ）（ｊＵ蟹

ｉ

ａｌｇ）l lja蟹dj‾i‾司

昭和36年度

　　

906 475　　100　　幻j　　45 449　　100　　邸.7　　401 704!

　　

40

　　　

1 549 421　　171　　扨.7　　50 062　　110　　μ.7　743 187'

　　

41

　　　

1 768 587　　195　　μj　　59 203　　130　　瑠.J　777 32が

　　

42

　　　

2 149 522　　　237　　幻.5　　69 158　　　152　　16^　　947 O2o:

　　

43

　　　

2 580 128　　　285　　忿θ.θ　　79586　　　175　　15.1　1 125 508i

　　

44

　　　

3 090 179　　　341　　四j　　93 065　　　205　　μ.∂　1 460 845I

　　

45

　　　

3 750 668　　414　　幻.4　　108 687　　　239　　j∂J　1 798 248'

　　

46

　　　

4 235 746　　　467　　n.9　　125 771　　　277　　15.7　2 101 423;

その２

　

都道府県

　　　　　　　

地

　　

方

　　

税

　　　　

地方譲与税

　　　

地方．
ｇ

　

り

ａ算ｇ）剛jl蟹

ｄ

ａｌ=・）l ljU蟹肇｢元４１

昭和36年度

　　

497 725　　100　　口に　　43 939　　100　　邱,7　　267 744j

　　

40

　　　　

848 397　　170　　加.∂　　45 616　　104　　μ.5　480 649

　　

41

　　　　

986 763　　　198　　16S　　53 858　　　123　　18.1　　486 615:

　　

42

　　　

1 219 928　　245　　認.∂　　62 834　　143　　μ.7　592 968‘

　　

43

　　　

1 515 510　　304　　加.忿　　72 193　　164　　μ.9　683 741
1

　　

44

　　　

1 854 498 373　　　叙.4　　81 369　　185　　μ.7　829 934

　　

45

　　　

2 265 873　　　455　　0Q Si　　94 953　　　216　　16.7　　％3 166

　　

46

　　　

2 461 479　　　495　　　＆∂　　103930　　　237　　　∂.5　1 096 770!

― 218 ―

　　　　

税

　

与

　

税

　

付

　

税
税交付金
一般財源）

の

　

財

　

源

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　

「

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

－

｜

－

－
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ｌ
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源

　

額
一
年

源

度

の

竺
石
沢
四

の

状

　　　

況（つづき）

増

推

比
一
波

24 347

　　

345

　　　

－

　　

68０

24012

24 665

48 677

△

額

5０.０

　

θ.7

　

－

　

エ4

ふ９ｊ

５０.7

100.0

移

増 滅

(単位

　

百万円・％)

　　

較

率

　

|前年度増減率

O
i
'
ｆ
ｆ
ｌ
ｍ
　
I

"
＾
i
　
^
　
O
　
3

摺
足
訟

1 9
　

　
　

一

竺
一
冶
心

19.3

(単位

　

百万円・％)

　

交付

　

税

　　　

臨時地方財政(特例)交付金

　　　　

合

　　　　　

計

　　　

II

m数滝警肇

ﾂﾞ

算（ｍ（a警策

臨

算（指数)44背革I:

　　

100

　　　　

四.忿

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

1 353 628　　100　　糾.j

　　

185

　　　

がぶ

　　　　　

ー

　　　

－

　　　

－

　　

2 342 670　　　173　　11.1

　　

194

　　　

4.∂

　　　

46 455　　　－　　皆増　　2 651 572　　196　　μ.巳

　　

236

　　　

釘.S

　　　

11 998　　　－･･μ.忿　　3177 698　　235　　却.S

　　

280

　　　

18.８

　　　　　

－

　　　

一

　　

皆減

　　

3 785 222　　　280　　却.j

　　

364

　　　

即.S

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

4 644 089　　343　　麗.7

　　

448

　　　

留ｊ

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

5 657 603　　　418　　鯉｜

　　

523

　　　

狸.タ

　　　　　

ー

　　　

－

　　　

－

　　

6 462 940　　　477　　μ.口

(単位

　

百万円・％)

　

交付

　

税

　　　

臨時地方財政(特例)交付金＿

　　　

合

　　　　　

計

ｍ(脂霧

ﾄﾞ

算額）（譜Ｖ菜

斥

算額）（jUV肇

　　

100

　　　

26.8

　　　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　

809 408　　100　　部J

　　

180

　　　

11ぶ

　　　　　

ー

　　　

－

　　　

－

　　

1 374 662　　　170　　10j

　　

182

　　　

ム忿

　　　

24 858　　　－　　皆増　　1 552 094　　1 92　　12.9

　　

221

　　　

釘.∂

　　　　

9 500　　　－－む.S　　1 885 230　　　233　　21.5

　　

255

　　　

お.j

　　　　　

－

　　　

一

　　

皆滅

　　

2 271 444　　　281　　加.5

　　

310

　　　

叙.4

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

2 765801　　　342　　幻j

　　

360

　　　

瓦ｊ

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

3 323 992　　411　　加.忿

　　

410

　　　

18､9

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

3 662179　　　452　　加.忿
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地

　　　

方

　　　

税

　　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

ｇ

　

゛

し

１１）郷u警革

し

１・）鯛l警策

昭和36年度

　　　　　

408 750　　100　　皿∂　　　　　1510　　　100　　留j

　　

40

　　　　　　

701 024　　172　　却.∂　　　　4 446　　294　　17A

　　

41

　　　　　　

781 824　　191　　ijr.5　　　　5 345　　354　　加J

　　

42

　　　　　　

929 594　　227　　瑠.ﾀ　　　　6 324　　419　　瑠j

　　

43

　　　　　

1 064 617　　260　　μ.5　　　　7 394　　490　　16j

　　

44

　　　　　

1 235 681　　302　　μj　　　　11 696　　775　　認j

　　

45

　　　　　

1 484 795　　363　　釦.忿　　　　13 734　　910　　17λ

　　

46

　　　　　

1 774 267　　434　　却.5　　　　21 840　1 446　　卯.θ

　　　　　　　

娯楽施設利用税交付金

　　　　　

自動車取得税交付金
ｇ

　

゛ａ算額）（a警肇

し

・ｇ）（l警肇

昭和36年度

　　　　　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

40

　　　　　　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

41

　　　　　　　　　

782

　　　

－皆増

　　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

42

　　　　　　　　

1 307　　　－　　６７.1　　　　　　　－　　　－　　　－

　　

43

　　　　　　　　

1 454　　　－　　11.2　　　　　28 808　　　－皆増

　　

44

　　　　　　　　

1 604　　　－　　jθJ　　　　48 870　　　－　　印j

　　

45

　　　　　　　　

1 850　　　－　　15^　　　　　53 380　　　－　　　9J

　　

46

　　　　　　　　

3 580　　　－　　昭.5　　　　　53 157　　　一　－　０４
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835 082　　　　623　　　　認.4　　　12 321　　　　821　　　　認.θ

　　

1 004 654　　　　　750　　　　加.j　　　　13 306　　　　　886　　　　　＆θ

　　

臨時地方財政（特例）交付金

　　　　　　　

合

　　　　　　　　　

計

決算（・

　

数端Ｖ革

ｿ

算ｇ）

　

（aｖ革

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

545 721　　　　　100　　　　加ｊ

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

972 246　　　　178　　　　lu

　　　

21 597　　　　　－　　　　皆増　　1 106 356　　　　203　　　　む.∂
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一
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－

　　　　　

－
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－

　　　　　

－
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－

　　　　　

－

　　　　　

－
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昭和46年度一般財源の人口１人当たり額の状況

その１

　

都道府県 (単位

　

円・％)

－ﾉ
-

　

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

区

　　

分

ぽ
厄
ぽ
1
1
　
ぽ
ぼ
匹
置
ぼ
ぼ
鼎

26 152

２9 133

30 332

28 717

24 674

22 966

21 481

16 703

21 666

16 827

16 707

17 385

18 0４9

16 813

17 ２36

18 051

18 087

19 121

19 932

19 160

15 654

19 804

16 4４9

17 135

16 826

15 762

14 950

14 36４

15 906

13 800

14 939

17 801

1２ 37２

1２ 857

12 798

　

9 573

13 195

1０ 109

11 127

10 539

12 454

　

9 665

Ｈ 663

　

9 692

10 631

12 651

　

9 953

10 398

　

8 380

10 297

昌
昌
治
冊
言
鋭
一
昌
昌
昌
治
銘
沢
一
附
言
亘
応

18.8

j∂J

15J

16.0

12.7

16.６

μj

13^

12､9

11A

j4.忿

１２ｊ

１２ｊ

１２.７

１２み

１２ｊ

１０ｊ

１０ｊ

１２.５

　　　

－

　

・－

　　　

－

　　　

－

　

1 351

　

2 049

　

２ 800

　

2 622

　

6 099

　

4 762

　

9 44４

11 782

13 7０2

11 264

1２ 374

13 238

12 17４

15 066

17 265

　

7 111

12 391

17 559

15 847

17 9４6

16 985

15 588

17 575

15 824

16 235

18 887

20 911

24 365

21 225

２4 134

25 317

21 754

21 788

21 198

26 478

26 381

32 425

２3 974

29 708

27 4４0

27 831

33 375

27 288

32 921

２6 083

２6 993

11596

一

一

一

瓦
糾
邸
″
″
い
一
ｙ
一
丿
一
Ｅ
一
一
い
一
心
謡
一
″
心
″
″
一
昭

　
　
　
　
　

ブ
‘

　

ｊ
ｙ
‘
忿
７
‘
忿
ブ
‘
ｊ
ｊ
忿
ｊ
ｊ
２

21.５

２２.9

25.6

貼.２

認.１

２５.０

認.4

町､０

21t.2

２５.７

認４

２９４

３１.７

認.∂

貯４

２９.６

32.9

j忿Ｊ

２９.６

８５£

３２.７

３５.4

∂ｊＪ

３２.７

Ｓ３.７

３１.6

j瓦７

３２.7

18.0

一

26 260

２9 367

30 433

28 859

２7 0２0

２5 687

２5 05４

20 1２０

２8 986

２２ 426

２6 901

30 639

33 201

29 277

31 260

32 720

31 530

35 585

38 658

２7 306

２9 24４

38 888

33 792

36 494

3４ 971

32 550

3４ 323

31 404

33 618

33 981

37 370

43 903

35 ４5４

38 716

39 524

32 821

36 562

32 448

39 316

38 729

47 218

35 1４3

43 0４0

39 048

39 738

４8 082

38 870

45 963

36 220

39 015

31320

5７.6

5μ）

５５ｊ

５５､６

４７ｊ

９４

μ.θ

μｊ

４８.9

別
一
低
価
返
一
鋭
低
珊
珊
一
崇
珊
珊
珊
］
溺
昌
溺
詣
瀧
憬
察
一
ぞ
芯

(注)１

　

グループの分類については、図表｢第18図その１｣を参照すること。なお、総平均の中には東京都を

　　　

含めていない。

　　

２地方税の額は、娯楽施設利用税交付金、自動車取得税交付金および軽油引取税交付金として市町村

　　　

に交付する額を除いたものである。
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市

　

町

　

村

　

（1）類型区分の状況

　　

ア

　

都

　　　

市

１

　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

ｎ次，ｍ次

　　　

I1次，Ⅲ次5o％

　

U次，Ⅲ

　　　　　

産業構造

　　

70

　

％以上

　

以上70％未満

　

次30％以撚丿

　　　　　

類

　　　　　　

ｍ次4（ヤⅢ次40%ffl次4o％1次穏乳ね5o％未満

　

と2未

／

　

j

　　

上,未

　　

満以

　　

上未

　　

満満

,
j

　

人二卜丿二）り∩二|，
＿

　

30000人未満

　　　　　

０

　

０－５

　

０－４

　

０－３

　

０－２

　

０－〕

　

※

　

,ｏｏ
ｙ≒謡が

I

　

I－5

　

1－4

　

1－3

　

1－2

　

1－I

　　

※

　

55000

　

～80000

　　

U

　

n-5

　

n-4

　

H－3

　

n－2

　　

※

　　　

※

　

80000

　

～130 000 Ⅲ　Ⅲ－5　Ⅲ－4　Ⅲ－3　　※　　　※　　　※

　

130 000　～230 000　IV　IV- 5　IV- 4　IV-3　　※　　　※　　　※

　

230 000　～430000　　V　V－5　V－4　　※　　　※　　　※　　　※

　

430 ooo人以上　　　　VI　VI-5　　※　　　※　　　※　　　※　　　※

イ

　

町 村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
‘｀

　　　　　　

産業構造

　　

I1次、Ⅲ次ｎ次、Ⅲ次I1次、Ⅲ次I I1次、Ⅲ次I1次、Ⅲ

　　　　　

3

　　　　　　　　　　

∂ヽ

　　

1

50％以上

　

30％以上

　

10％以上次

／

　　

7o％以上

　

70％未満

　

50％未満

　

30％未満10％未満

　　

人

　　　

口

　　　　　　　　

４

　　　

１

　

３

　　　　　

２

　　　

１

　

１

　　　　

０

１

　

３ｏｏｏ人未満　　　　０　０－４　０－３　０－２　０－１　　※

、ｏ拶七諮満I

　

I一一4

　

1－3

　

1－2

　

1－1

　　

※

i

　　

5500

　

～

　

8000

　　　

n

　

n－4

　

n - 3　n - 2　n－1　　※

　

8000

　

～13 000 Ⅲ　Ⅲ－４　Ⅲ－3　Ⅲ－2　Ⅲ－1　　※

｜

　

13000

　

～18000

　　

IV IV - 4　IV - 3　IV - 2　IV - 1　　※

　

18000

　

～23 000　　v　v－4　V－3　V－2　　※　　　※

　

23 000　～28 000　VI VI - 4　VI - 3　w - 2　　※　　　※

i

　

28000

　

～33000

　　

珊皿－4

　

Ⅶ－3

　

Ⅶ－2

　　

※

　　

※

　

33 000人以上　　　　皿皿－４　　※　　Ⅷ－２　　※　　　※

　　　　　　

-

叫 １

２

人口および産業構造は昭和45年国勢調査による。

※印は該当の都市または町村がない。
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（2）都 市

第24表

　

昭和46年度一般財源

　　　　　　　　

(単位

　

円･％)

　　　　　　

地

　

方

　

税

　　

地方交付税

　　

一般財源

゛

り

川創h

j

石茸于烹昌

]

能論ILd

I

　

－

　

1

　　　

7 720 巧j　　20 217　　　初.∂　　28479　　　57j

I

　

－

　

2

　　　　

10 965 22.9　　14 836　　　Jθ.ﾀ　　26377　　　55.0

I

　

－

　

3

　　　　

10 271 20.2　　　15643 30.8　　26 444　　　5名j

I

　

－

　

4

　　　　

15 504 むj　　　9 139　　　i≪.S 25 334 52j

I

　

－

　

5

　　　　

12 586 25.0　　13 237　　　忿∂J　　　26404 52S

11

　

－

　

2

　　　　

9 287　　　17.5 16 493 訂j　　26 367　　　靭.7

Ⅱ

　

－

　

3

　　　

11014　　　騨j　　15 475　　　糾.j　　27 009　　　卯.∂

fl

　

－

　

4

　　　

15 194　　　錨j　　6 961　　　16.7　　22 789　　　鈍∂

Ⅱ

　

－

　

5

　　　

14 574　　　認.∂　　9 288　　　召.J　　24 475　　　詔ｊ

Ⅲ

　

－

　

3

　　　

9 700　　　μ.ﾀ 16 452 認.7　　26 760　　　46.7

Ⅲ

　

－

　

4

　　　　

16081 μj　　　5 289 が.忿　　22146　　　4∂ｊ

Ⅲ

　

－

　

5

　　　　

16634 36.9　　　　6210 13£　　23 395　　　むj

IV

　

－

　

4

　　　

22 955　　　卯j　　2 326　　　5.θ　　25 974　　　5M

IV

　

－

　

5

　　　

18135　　　初j　　4 805　　　皿∂　　23 469　　　認.θ

V

　

－

　

5

　　　　

18 202 鉛.∂　　　4306　　　　∂.名　　23142　　　卯.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
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の人口１人当たり額の状況（つづき）

　

（3）町

　

村 (単位

　

円・％)

　　　　　　　

地

　

方

　

税

　　

地方交付税

　　

一般財源

類

　　

型

　

|

人口１人

　

歳

　　

入

　

人口１人

　

歳

　　

入

　

人口１人

　

歳

　　

入

　　　　　　

当たり額|構成比

　

当たり額
1
構成比

　

当たり額|構成比

I

　

－

　

1

　　　

9 007　　　加.∂　　38 535 μj　　48 496 5＆2

1

　

－

　

2

　　　

6 905 ∂j　　　34 517 μ.7　　42 429　　　　56.2

1

　

－

　

3

　　　

8 971　　　　12.9　　　28699 μ4　　38 407　　　M.4

1

　

－

　

4

　　　

9 973 j名j　　　32552 卯.4　　43 362 52.5

n

　

一

　

1

　　　　

5 427 ∂.7　　27 256　　　μj　　33 544　　　弱.7

n

　

－

　

2

　　　　

7 489　　　払j　　26 877　　　如.∂　　35215　　　砿忿

ｎ

　

一

　

3

　　　　

9 179　　　μ.∂ 24 184 j∂J　　34 288　　　5ぶ.∂

Q

　

一 4　　　　10 551 巧.∂　　19 538　　　即.5　　30 918　　　μｊ

Ⅲ

　

－

　

1

　　　　

5 492 加j　　25 903　　　μ.7　　32 051　　　　60.Z

Ⅲ

　

－

　

2

　　　

6 753　　　犯j　　23 879　　　仙7　　31 420　　　56j

Ⅲ

　

－

　

3

　　　

9 305 17.7　　　18975　　　　郭.巳　　29 044　　　９４

Ⅲ

　

－

　

4

　　　

12 877　　　助j　　14 085　　　　26.3　　　27708　　　　訂.∂

IV

　

－

　

1

　　　　

4 990　　　ｕ.5　　22 642　　　認.忿　　28 118　　　6i.S

IV

　

－

　

2

　　　

6 806　　　む.5　　22 275　　　μ.θ　　29 843　　　弱.θ

Ⅳ

　

－

　

3

　　　

8 743　　　瑠.7　　16 544　　　巧.4　　25 982　　　江∂

IV

　

－

　

4

　　　

12 814　　　部.4　　H 556　　　留.s　　25 051　　　51.6

V－

　

1

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　　

一

V

　

－

　

2

　　　

6 878　　　　15.7　　　19505 μ.7　　27 112 62.1

V

　

－

　

3

　　　

9414

　　　　

釘.4

　　

15 345　　　3Jf.9　　25 408　　　J7.∂

V

　

－

　

4

　　　

12211

　　　

認.∂

　　

II 652　　　μ4　　24 639　　　51.6

VI

　

－

　

1

　　　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

VI

　

－

　

2

　　　　

7 381　　　瑠.j　　17 951　　　μ.∂　　26 152　　　仙θ

VI

　

－

　

3

　　　　

8 745　　　j!?.∂　　IS 966　　　巧.∂　　25 400　　　57.1

yi

　

－

　

4

　　　　

12 188　　　四.θ　　10 167　　　忿4.巳　　23 345　　　55.5

Ⅶ－3

　　　

－

　　

一

　　

一

　　

－

　　

－

　　

－

Ⅶ－4

　　

14 672　　認.∂　　8 845　　忿jj　24 198　　認.j
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その１

　

国庫支出金の状況

区 分

費
費
費
費
費
費
費
費
費
金
費
他
金
他

育
護
護
療
生
護
Ｕ
ｍ

　

業
’
一

　

。

教
保
保
医
衛
保
設
旧
策
託
事
の
補
の

務
活
童
核
神
人
心
四
封

　

れ
そ

政

　
　

合

義
生
児
結
精
老
普
災
失
委

　
　

財
そ

　　　

昭

都

　

道

　

府

　

550 318

　　

75 616

　　

29 080

　　

32 833

　　

36 012

　　　

8 395

　

884 064

　　

94 001

　　

16 543

　　

22 661

　　　

3 366

　　

19 295

　　　

２ 404

　

137 431

1 889358

第25表

　

国

和

　
　
　
　

(
＾
^
ｏ
＾
-
O
i
■
＜
＾
ｃ
ｏ
Ｃ
)
Ｏ
s
<
＾
l
^
＾
^
Ｑ
)
l
-
＾
･
＜
＾

　

０

　
　
　

ｊ

　

・
・
一
一
一
一
一
争
一
・
・
一
串

　

・

県

一

昔
ｊ
ぶ
μ
５
７
θ
ふ
7

1 0
0

　　

46

-
市

　　

町

-

　

9 112

　

174 235

　

57 275

　

9 336

　　

－

　

14 447

294 409

　

2４2０2

　

27 092

　

14 550

　

1 868

　

1２682

　

1 257

　

33 115

659030

●

村

　

県

　　

支

年

　　　

度

純

　　

計

巍
荒
公
価
恒
心
‥
一
器

100.0

　

559 431

　

２49 851

　　

86 356

　　

4２ 168

　　

36 012

　　

２2 842

1 178 473

　

118 203

　　

４3 635

　　

37211

　　　

5 234

　　

31 977

　　　

3 661

　

170 545

2 548388

㈱

　

上記のほか、国有提供施設等所在市町村助成交付金が昭和46年度は3,950百

その２

　

公共事業にかかる国庫負担の引上額の状況

　　

（単位

　

百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　

後

　

進

　

地

　

域

　

特

　

例

　

制

　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　

|

昭和46年度|昭和47年度（見込）|

　

増

　

滅

　

額

　　　　

補助事業

　　　　　

37 632　　　　　　49 501　　　　11 869･

道

　

県

　

直

　

轄

　

事

　

業

　　　　　　

31 570　　　　　　26 852　　　･･ 4 718

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

69 202　　　　　　76 353　　　　7 151

叫

　

引上額は、前年度および前々年度の事業にかかる精算交付額である。

その３

　

昭和46年度における新産業都市等に対する国の財政援助の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)
-

　　　　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　

市

　

町

　

村

　

区

　　　　　　

分

　　　

jiヵ

　

（利子補給額

|

かさ上げ額

ｇ産・エ々舶ロa・

　　　

（1?昌之

　　　　　

1635　　　　　　　6579

産ｘ m ii.特田作置　　　（1翼l　　　　　268　　　　　　　2 596

暮琵び”゜９１

　

（11昌

　　　

286

　　　　　　　

8682

　　　　　　　　　　　　　

一
叫１

　

地方債欄の（

　

）書きは、かさ上げ分を内書きしたものである。

　　

--/y nlr9 －ゝ 　/凹t ･9●●s'Q≒hlﾉﾉJ C.日目ＣリＮｔｉｖ Ｑり　ＷＯ
２

　

利子補給額は、昭和45年度発行分までにかかるものである。

３

　

かさ上げ額は、昭和45年度事業にかかる精算交付額である。
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Ｉ
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出

　

金

　

の

　

状

　

況

　
　
　
　

Ｓ
４
７
４
タ
２
’
ｎ
ｙ
７
５
２
Ｊ
ｊ
７

　

０

　
　
　

Ｊ
°
’
‘

　

一
一
一
一
一
一
一

　
　

・
・

　

Ｉ

乙
θ
ｊ
ｊ
ｊ
θ
μ
４
ｊ
ｊ
θ
ｊ
θ
δ

　

1
0

0

昭和45年度純計額

　

478 ８56

　

220 366

　　

70 375

　　

41 980

　　

3４ 166

　　

18 021

　

904 214

　　

94 437

　　

45 691

　　

34 1０5

　　　

6413

　　

27 692

　　　

2 333

　　

136 231

2 080 775

θ
δ
４
θ
″
ひ
9
5
5
2
δ
Ｊ
ｊ
ｊ
５

　

０

　

一
ゆ
・
φ
●
Ｉ
ゆ
一
ゆ
Ｉ

　
　

ゆ
Ｉ
１

　

１

留
却
Ｉ
Ｉ
ｊ
θ
幻
４
忿
ｊ
θ
ブ
‘
θ
θ

　

0
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

万円、昭和45年度は3,450百万円ある。

その４

　

都道府県支出金の状況

増

比

一
波

　　

80 575

　　

29 485

　　

15 981

　　　　

188

　　　

1 846

　　　

4 821

　

274 259

　　

23 766

4

　

2 056

　　　

3 106

･･

　

1 179

　　　

4 285

　　　

1 328

　　

3４ 314

　

467 613

△

　

額

-

　

17.2

　

6j

　

j.４

　

ＯＪ）

　

叫

　

1.0

　

5＆7

　

5.1

　

0み

　

θ.7

　

θj

　

1､0

　

0.3

　

7j

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増減率

0
0
4
7
4
4
0
0
タ
忿
５
７
‘

　

Ｉ
ｌ
ｌ
ｅ
一
一
Ｉ
幽
●
・

錯
可
丿
芸
ｊ

･･j＆4

　　

15j

　　

56､9

　　

25j

　　

22.5

△
△

ム

△

18.Ｌ

２０､５

３０､6

11､５

２１.８

町ｊ

１８.６

　

０.9

　

θ４･

　

θ.∂

11.５

　

忿J

8乱5

　

2､6

14.9

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　

一

　　

額

　

‘決算額

　

増減額

　

対前年度

　　　　　　

１決

　　

算

　

＿__･構成比

　

構成比

　

増減率

　

区

　　　　

分

　

翠和遥IWI和芸|増滅額

　

46 45　46 45　46　1　45

回庫財源を伴うも

　

156 603!　132 443　24 160 認.5 5L0 U5.7バ7.j　認.ム　7j

　

芸童保護賀負担

　　

7 675　　6 609　　1 066　忿.∂　2う　乙θ　7.5　狸jl　認.5

　

老人保護費負担

　　

4 626'　3 469　　057　j.∂　j.4　2.2　J.7　お.4　釦丿

　

来

襲建設事業支

　

888ｲ

　

73 370　15 465　四丿　29.9 29.2 23.8･　むj　　7.5

　

諾襲復旧事業支

　

18 948:　16 930　　1 968　∂.4　∂.ﾀI 5.7k 10.7　11.6･^ 　２０.1

　

委

　　

託

　　

金

　

11 754　10 968　　786　j.ﾀ　k.5　j.5　j.θ　7.忿　2.θ

　　

普通建設事業

　　

3 822 4 035 ・　213　lJ　j｡∂・θ.4　＆4，　5J　留.∂

　　

災害復旧事業

　　　

127

　　　

100

　　　

27

　

∂.θ

　

θ.θ

　

θｊ

　

θ.4

　

訂.θ巧飴.7

　　

そ

　

の

　

他

　

7 805 6 833　972　忿.∂　2.s　1.8W 2.S　仏工町

　

そ

　　

の

　　

他

　

247

よ

　

21 047　　3 718　＆忿　＆∂　7.j一昭.4　俘.7・釣.4

警語府県費のみの

　

141 541ﾄ12 786　28 755 k7.5＼ U6.0＼ 5i.3＼U7.1　訂.5　卯.２

　

苗襲建設事業支

　

72 984　61 966　11 018　2U.5＼ 25.3＼ 2θ'.S 76.1　17X　部丿

　

諾畜復旧事業支

　　　

755

　　　

453

　　　

302

　

θ.J

　

θ.忿

　

θ.∂

　

θｊ

　

66.7

　

j∂ｊ

　

そ

　

の

　

他

　

67 802･ 5o 367　17 435 22.7＼ 20S＼ SS.9 70.7 4.ﾐ幻.5

　

1

　　　　

1

　　

298 144| 245 229　52 915 100.01 100.0ﾘ00.0 100.0　21.6 9.7
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第26表地 方 債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

46

　　　　　

年

　

区

　　　　　　　　

分

　　

l

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

田I

　　

お

（発

　

行

　

目

　

的

　

別）

一般公共事業債

　　

155 971　　即.2　　46 855　　∂.S
一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　

債

　　　

117 092　　　鯉j　　　142 480　　　釦丿
公営住宅建設事業債

　　　

65 441　　j忿J　　　58 389　　　∂ｊ
義務教育施設整備事業債

　　　　　

－

　　　　

－

　　　

177 494　　　怒､∂
辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

8 769　　　　u
産業廃棄物処理事業債

　　　

2 725　　　θ.5　　　　297　　　　　θ.θ
災

　

害

　

復

　　

旧

　　

債

　　　

30 578　　　5.7　　　11 099　　　M
新産業都市等建設事業債

　　　

41 506　　　　　7.∂　　　　　　－　　　　－
清

　

掃

　

事

　

業

　　

債

　　　　

4 817　　　θ.∂　　　42 803　　　∂.j
厚生福祉施設整備事業債

　　　

12 818 乙4　　　38 560　　　5.∂
公共用地先行取得事業債

　　　

44 842 ＆4　　　　23 460　　　　∂４
市町村民税臨時減税補てん債

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

一

　　　　

―

退

　　

職

　　

手

　　

当

　　

債

　　　　

7000

　　　　　

ムタ

　　　　　

2 636　　　　θ.4
転

　　　　

貸

　　　　

債

　　　　　

60

　　　

θ.θ

　　　　　

508

　　　

0.1

過

　

疎

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

27 838 4j
饗応ぶ算貸付、政府関係機関

　　　　

36 511　　　　∂.8　　　　　5176　　　　∂.∂

同

　

和

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　

246

　　　　　

θ.θ

　　　　

15 531　　　　2J
都

　

道

　

府

　

県

　

貸

　

付

　

金

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

51 702　　　　7.∂
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

14 390 忿.s　　　30 433　　　4.5
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駐

牡
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訓
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合

　　　　　　　　　

計

　　　　

534 097　　　100.0　　　684 030　　　100.0

㈱

　

１

　

昭和46年度に「一般公共事業債」が新設されたことに伴ない、昭和45年度

　　　

上してある。

　　

２「市中銀行」とは、都市銀行、地方銀行および長期信用銀行をいう。

　　

３「その他の金融機関」とは、信託銀行、相互銀行、信用金庫、各種協同組合、
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51 378　　4.4　　37 334　　5.∂　　14 044　　２ｊ　　訂.δ　　印.4
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1　100.0 1　502
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｜

　　

｜

に項目としてあった｢一般補助事業債｣と｢直轄事業債｣は｢一般公共事業債｣として計

その他金銭の貸付を業とする者で、市中銀行以外の者をいう。
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特別区については都道府県分、一部事務組合または開発事業団については都

　　

入するものを除く。）にあつては大都市、その他のものにあつては市町村分と

　

２

　

交付公債は公募債に含めている。

　

３

　

水田債は公募債である。ただし、義務教育施設整備事業の（

　　

）書は政府資
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国民総支出は、経済企画庁の推計による(昭和10年、昭和16年は暦年分)。

　　

２

　

国の歳出額は、昭和40年度以降については、一般会計と交付税及び譲与税

　　

び治水の６特別会計との純計決算額であり、昭和39年度以前においても、一

　　

との純計決算額である。

　　

３｢国から地方に対する支出｣は、地方交付税(地方分与税、地方財政平衡交付金、

　　

金(国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む｡)および交通安全対策特別交

　　

４｢地方から国に対する支出｣は、地方財政法第17条の２の規定による地方公

　　

額および国に対する交付公債の元利償還額の合算額)である。
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配付金、国有林野事業(治山勘定のみ)、特定土地改良工事、港湾整備、道路整備およ

般会計とこれらの特別会計に相当する特別会計がある場合には、それらの特別会計

臨時地方特例交付金および特別事業債償還交付金を含む｡)、地方譲与税、国庫支出

付金の合算額であり、地方の歳入決算額によっている。

共団体の負担金(地方の歳出決算額中、国直轄事業負担金にかかる国への現金納付
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国の歳出総額は、一般会計と交付税及び譲与税配付金、国有林野事業（治山

　　

計決算額である。

２｢国から地方に対する支出｣は、地方交付税(特別事業債償還交付金を含む。)、

通安全対策特別交付金の合計額であり、地方の歳入決算額によっている。

３｢地方から国に対する支出｣は、地方財政法第17条の２の規定による地方公共

　

に対する交付公債の元利償還額の合計額)で、地方の歳出決算額によづている。
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方の目的別歳出の状況
(単位 億円・％）

勘定のみ）、特定土地改良工事、港湾整備、道路整備および治水の６特別会計との純

地方譲与税、国庫支出金（国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。）および交

団体の負担金（地方の歳出決算額中、国直轄事業負担金にかかる現金納付額および国
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㈱ １

　

国税は、租税（一般会計分ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計分およ

２

　

地方から国への負担額は、国直轄事業負担金にかかる国への現金納付額およ

３

　

昭和41年度、42年度および43年度の地方交付税には、臨時地方特例交付金

４

　

国庫支出金には、国有提供施設等所在市町村助成交付金および交通安全対策
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び石炭対策特別会計分）および印紙収入のほか専売納付金を含む。

び国に対する交付公債の元利償還額の合計額である。

(465億円）、臨時地方財政交付金(120億円）および特別事業債償還交付金を含む。

特別交付金を含む。
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参考表（２）土地改良長期計画（昭和40～49年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位億円・％）
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この計画は、昭和41年３月25日閣議決定された。
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前期５年(昭和40～44年度)の投資額は１兆1500億円、後期５年(昭和45～

　

49年度)の投資額は１兆4 500億円である。
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79 398
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11 565

712 207

忿Ｊ

∂.θ
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５０ｊ
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100.0

和
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市

　

町
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４8 981

281 750
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18 508

　

1０ 383

442 203

年
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８０.0
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参考表（４）第

　

６

　

次

　

道路整備

　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

億円）
一

　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

｜

　

投

　　

資

　　

額

　

’

　　　　　　　

一一一

　　　

－

　　　

一

　　　

般

　　　

道

　　　

路

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

52 000

　　　　

道

　　　　

路

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　

37 610

　　　　

街

　　　　

路

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　

13 970

　　　　

機

　　　　　

械

　　　　　

整

　　　　　

備

　　　　　　　　　　

420

　　　

有

　　　

料

　　　

道

　　　

路

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

25 000

　　　　

日

　　

本

　　

道

　　

路

　　

公

　　

団

　　　　　　　　

16 300

　　　　

首

　

都

　

高

　

速

　

道

　

路

　

公

　

団

　　　　　　　　　　

3 600

　　　　

阪

　

神

　

高

　

速

　

道

　

路

　

公

　　

団

　　　　　　　　　　　

2 900

　　　　

有

　　

料

　　

道

　　

路

　　

助

　　

成

　　　　　　　　　　

1 750

　　　　

本

　

州

　

四

　

国

　

連

　

絡

　

橋

　

公

　

団

　　　　　　　　　　

450

　　　

地

　　

方

　　

単

　　

独

　　

事

　　

業
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予

　　　　　　　　　

備

　　　　　　　　　

費

　　　　　　　　　　

1000

　　　

合

　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

103500
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河 川

　　

海 岸

　　

区

　　　　　　　

分

　　

｜

　　

昭

　　

和
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年

　　

度

　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　

｜都道府県

　

｜市

　

町

　

村Ｉ純

　

計

　

額

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

3 914　j.2　　2 683　7.4　　6 597　1£

　

維

　

持

　

補

　

修

　

費
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315 724　邱.j　29 665　む.∂　340 860　94.8

　　

補

　

助

　

事

　

業

　

費
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単

　

独

　

事

　

業

　

費
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国直轄事業負担金
|

　

40 341 12^　　　　　19　　θj　　　40 360 11j
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一

　

－

　　

1 393　j.∂　　　－　－

　

そ

　　　　

の
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し
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1
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i
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昭
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ｰ

和
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計
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２
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一一一一一一一一

男

増減率i

1７､9

4７.8

　

－

Z7.h

26.9

この計画は、昭和46年３月30日閣議決定された。

この計画の進捗状況は次のとおりである。

昭和46年度事業費

昭和47年度事業費見込額

費

　　

の

ｰ--

昭

　

和
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純

　　　

計
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参考表（５）第３次

　

治

　

山

　

治

その１

　

第３次治水事業５か年計画

水

　

事

　

業

(単位億円)

ﾄ‾‾‾‾ﾆｰ--a投

　　　　

資

　　　　

総

　　　　

額

　　

‾‾‾‾

｜

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

直

　　　

轄「

　

補

　　　

助

　

｜

　　　

計

　

河

　

川

　

改

　

修

　

事

　

業i

　　　

4 547　　　　　　4453　　　　　　9000

　

ダ

　　　

ム

　　　

事

　　　

，ﾄ

　

1725　　　　　　1075　　　　　　2800

　

砂

　　

防

　　

事

　　

業！

　　　　

670

　　　　　　

2 480　　　　　　3150
1

建

　

設

　

機

　

械

　

整

　

ご

　　

50

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

50

　

小

　　　　　　　　

計

　

i

　　　　

6 992 8 008　　　　　　　15000

災害関連事業・地方単独事業l

　　　　　　　　　　　　　　　

j

　　　　　

3 000

　

予

　　

備

　　

費1

　　　　　　　　　　

1

　　　

2 500

　

合

　　　　　　　

計

　

1

　　　　　　　　　　　　

1

　　　　

20500 1

㈹１

　

建設省調による。

　

２

　

この計画は、昭和44年３月25日閣議決定された。

　

３

　

この計画の進捗状況は、次のとおりである。

　　

（1）昭和46年度事業費

　　　　　

3 650億円

　　

（2）昭和47年度事業費見込額

　　

3 975億円

　　

なお、第３次治水事業５か年計画は、46年度で打切り、47年度より第４次治

　

水事業５か年計画を実施しているため、47年度事業見込額は、第４次治水事業５

　

か年計画によっている。
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費
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５

　

か

　

その２

年

　

計

　

画（昭和43～47年度）

第３次治山事業５か年計画 (単位

　

億円・千ha)

１

　　　　　　　　　　

１

　　

投

　

資

　

総

　

額

　　

｜

１

　

区。一

　　　　

分

　

！

　　　　　　　　　　　

一一一|事業量
ｉ
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お

　

ｌ
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1予

　

防

　

治
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４

ﾔ
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l　　3剛
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災

　　

林

　　

造

　　

成
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備
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l　　　84　　　114　　　　137
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計
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１

　

林野庁調による。（

　

）書は防潮林である。

２

　

この計画は、昭和43年３月25日閣議決定された。

３

　

この計画の進捗状況は、次のとおりである。

　

（1）昭和46年度事業費

　　　　

665億円

　　　

計画額2 900億円に対する進捗率は、69.3%である。

　

（2）昭和47年度事業費見込額

　

900億円

　

なお、第３次治山事業５か年計画は、46年度で打切り、47年度より第４次治

山事業５か年計画を実施しているため、47年度事業見込額は、第４次治山事業５

か年計画によっている。
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参考表（６）第４次港湾整備

　　　　　　　　　

（単位億円）
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一･--
｜

　　

区

　　　　　

分

　　

1

　

事

　

業

　

費

　

l

　　

区

　　　　　

分
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ﾂﾞ

雲::;::|

　

二調ド≒¨
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計
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し迎ヤ烈゛上｡旦辻_＿_‥_‥｡尹し

　

21 000，

その１

　

日的別内訳

第63表都 市

　　

計 画

＿＿-一一一一Ｔ‾‾‾‾‾‾‾"→

　　　　

-一一一一J--"'-'- J7－'一SJ-ふS-7　　　　W一一一一--皿-

　　　　　　　

｜

　　　　

昭
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計
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街

　　

路

　　

費1

　

164 577　　57.0　158 495
1　巧.4　313
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i
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５か年計画（昭和46～50年度）
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３

費

運輸省調による。

この計画は、昭和47年３月17日閣議決定された。

この計画の進捗状況は、次のとおりである。
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参考表（７）第６次道路整備５か年計画中の街路事業

　　　　　　　　

（昭和45～49年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

億円）
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建設省調による。

　　

２

　

この計画は、昭和46年３月30日閣議決定された。
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この計画中街路事業の進捗状況は、次のとおりである。

　　　　

昭和46年度事業費
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参考表（８）第３次下水道整備５か年計画（昭和46～50年度）
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参考表（９）第２期住宅建設５か年

　　　　　　　　　　　　

第２期
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計画(昭和46～50年度)

　

(単位千戸)
㈱１

　

建設省調による。

　

２

　

第２期住宅建設５か年計画は、昭和46年３月30日に閣議決

　　

定された。
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(2) 47年度建設戸数(計画)は補正追加分を含む。
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第66表消防施設等整備費
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補助金によ･る整備状況 (単位

　

千円)
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－

　　　　　

－

　　　

190

　　

30000

　　　

300

　　

102 110　　　446　　166 560

　　　　　

1 015416　　　　　　1 146 302　　　　　　1 531 950　　　　　　1810800

　　　

36

　　

145 400　　　50　　205 890　　　54　　215 060　　　55　　247 710

　　　

51

　　　

72 550　　　52　　77 320　　　66　　99 970　　　54　　93 890

　　　

31

　　　

19 600　　　40　　24 200　　　30　　19 480　　　29　　23 910･

　　　

1

　　　

30000

　　　　

1

　　

22 000　　　－　　　　－　　　　3　　82 000

　　　

5

　　　

50000

　　　　

4

　　

60 000　　　　4　　40 000　　　　1　　10 000

　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

21

　　

31 500　　　16　　24 000

　　　

一

　　　　　

一

　　　　

4

　　　

8000

　　　　

7

　　

14000

　　　　

5

　　

10000

　　　

－

　　　　　

－

　　　

一

　　　　

一

　　　　

6

　　

17 000　　　　8　　22 100

　　　　　　

317 550　　　　　　397 410　　　　　　437 010　　　　　　513610

　　　　　

1 332 966　　　　　　1 543 712　　　　　11968960　　　　　　2 324 410

　　　

5

　　　

10000

　　　　

6

　　

14S00

　　　　

51

　　

11 500　　　12　　22 000

　

Lj

　

47 774　|に　44 456　レ2　46 000
UI　48

103

　　　　　

1 390 740　　　　　1 602 668　　　　2 026 460　　　　2 394 513

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　

｜

の

　　

状 況
(単位 百万円・人）

　

総

　　　

損

　　　

害

　　　

額

　　　

｜

　　　

死

　　　

傷

　　　

者

　　　

数

金

　　　　

額

　　

｜

　

指

　　　

数

　

｜

　　

人

　　　　

員

　　

｜

　

指

　　　

数

　　　　　

43 021　　　　　　　却θ　　　　　　　　　9 580　　　　　　　加θ

　　　　　

51 203　　　　　　j却　　　　　　　10 273　　　　　　却7

　　　　　

48 865　　　　　　　jμ　　　　　　　　　9 321　　　　　　　　侭

　　　　　

53 295　　　　　　jμ　　　　　　　10 476　　　　　　j卯

　　　　　

54 252　　　　　　　j加　　　　　　　　　9％7　　　　　　　j叫

　　　　　

70 172　　　　　　j醇　　　　　　　10 636　　　　　　Ill

　　　　　

83 387　　　　　　却4　　　　　　　11 320　　　　　　j防

　　　　　

78 570 ・　　　　　j渥　　　　　　　10 691　　　　　　と忿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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第68表

　

警

　

察費

　

の

　

状

そり１

　

性質別内訳

況

　

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　

昭和46年度

　　

昭和45年度

　　　

比

　　　　　　　　

較

　

ｇ

　　

゛

　

に

・．

に

おｓ

し

滅

　

（ｕ鴫請

人

　

件

　

費380 865 81M 322 882 釦.4 57983 S-4.5　18.a 21.7
物

　　

件

　　

費

　

34 138　7.j　31 267　7J　2 871　4.忿　　∂J　16.S
補

　

助

　

費

　

等

　　

4 922　　j.θ　　4428　　1.1　　494　　θ.７　11^　糾了
普通建設事業費

　

47 250　却.θ　40 241　j四　7 009　忽忿　njf　銀4
そ

　　

の

　　

他

　　

3 190 θ,7　　2938　　θ.7　　　252　　＆4　　＆∂　忿7.∂

　

合

　　

計

　　

470365 100.0 401 756 100.0　68 609 100.0　17.1　22.8

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　

昭和46年度

　　

昭和45年度

　　　

比

　　　　　　　　

較

　

区

　　　　

分

　　　

Ｘ計１

に

ｒ．

ぺ

減

　

（Ｕ班醤

国庫支出金

　

13911

　

s.∂

　

11 430　忿.9　2 481　j.∂　麗.7　j∂ｊ
使用料、手数料

　　

9 235　名.θ　9 058　忿.j　　177　θＪ　　名.θ　j.∂
諸

　　

収

　　

入

　　

1805　叫　1 S56　θj　　249　θ.4　16M　９.∂
その他特定財源

　　

9 520　名.θ　8 119　忿.θ　1 401　忿.θ　i7.5　57j
一般財源等

　

435 894　朗.7 371 593　朗.5　64 301　昭.7　17JS　μ丿

　

合

　　

計

　　

470 365 100°0401756　100.0　68609 100.0　17.1　22.8

第70表 警

　　

察

　　

職

　　

員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

自治体警察職員または地方
区

　　　　

分

　

1

地方警務官

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

警

　　

察

　　

官

　

１

　

事

　

務

　

職

　

員

昭和36年

　　　　　

280

　　　　

1２948２　　　　19 833

　　　　　

40

　　　　　　　　　　　

300

　　　　　　

145 249　　　　　　　２２048

　　　　　

４1

　　　　　　　　　　　

320

　　　　　　

150 3２0　　　　　　　2２571

　　　　　

42

　　　　　　　　　　　

340

　　　　　　

156 ０9４　　　　　　　23096

　　　　　

43

　　　　　　　　　　　

360

　　　　　　

160 646　　　　　　　23 707

　　　　　

44

　　　　　　　　　　　

360

　　　　　　

166 459　　　　　　　24 069

　　　　　

45

　　　　　　　　　　　

370

　　　　　　

17２２04　　　　　　　2４800

　　　　　

46

　　　　　　　　　　　

390

　　　　　　

176 573　　　　　　　26 982

　　　　　

４7

　　　　　　　　　　　

４10

　　　　　　

178 6Ｈ　　　　　　　２8756

㈱１

　

地方警務官は警察庁調、その他は自治省調による。

　

２

　

昭和36年は５月31日現在、昭和40～46年は４月１日現在の職員数であ
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第69表

　

交通事故等発生の状況

　

区

　　　

分

　　

）ｈＷおＯ交通事故件数

昭和36年

　　　　　　　　

129 549　　　　　　　４93 693

　　　　　

40

　　　　　　　　　　　　　　

258 805　　　　　　　　　　　　567 286

　　　　　

41

　　　　　　　　　　　　　　

２96 804　　　　　　　　　　　　４２5944

　　　　　

42

　　　　　　　　　　　　　　

383 631　　　　　　　　　　　　521 481

　　　　　

43

　　　　　　　　　　　　　　

508 281　　　　　　　　　　　　635 ０56

　　　　　

44

　　　　　　　　　　　　　　

594 790　　　　　　　　　　　　720 88０

　　　　　

45

　　　　　　　　　　　　　　

652 614　　　　　　　　　　　　718 0８０

　　　　　

46

　　　

1

　　　　　　　　　　　

631 215　　　　　　　　　　　　700 29０

㈱１

　

警察庁調により、暦年である。

　

２「業務上等過失致死傷害罪発生件数」には、14歳未満の者の件数が除かれて

　　

いる。

　

３「交通事故件数」は、昭和40年までは、物損事故件数を含み、昭和41年以降

　　

は、人身にかかる事故の件数のみである。

数

　　

の

　　

推

　　

移

　　　　　　　　　

（単位人）

警

　

察

　

職

　

員

　　　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　

ｎ

　　

に

　

察

　

（事

　

務

　

職

　

員

　

１

　　

お

　　　　

149 315　　　　　129 762　　　　　　19 833　　　　　149 595

　　　　

167 297　　　　　145 549　　　　　　22 048　　　　　167 597

　　　　

172 891　　　　　　150640　　　　　　22 571　　　　　173211

　　　　

179 190　　　　　156 434　　　　　　23 096　　　　　179 530

　　　　

184353

　　　　　

161 006　　　　　　23 707　　　　　184713

　　　　

190 528　　　　　166 819　　　　　　24 069　　　　　190 888

　　　　

197 004　　　　　172 574　　　　　　2４800　　　　　197 374

　　　　

203 555　　　　　176 963　　　　　　26 982　　　　　203 945

　　　　

20Z 367　　　　　179 021　　　　　　28 756　　　　　20７７７７

る。ただし、47年の地方警務官数は５月１日現在の職員数である。
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費育第71表教

その１

　

日的別内訳

　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

ブ

　

り

。道,府

　

県｜市

　

町

　

村｜純

　

計

　

額
’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｉ
，小

　

学

　

校

　

費

　

676 18と）　辞j　450 378 μ.j　□22 335　　38^
憲♂。％要否お

　

戮

　

2詔;

　

ｔ

　

自問7

　

肘

・社会教育費

　

31 536　　1.7 97 085 ∂j　　124466 4ｙ
悛゛珍育要

　

jぼ

　

IS

　

1?鸞

　

価

　

1na

　

笈

摺％゛♂要

　

461

　

5:g

　

詣2

　

g:j

　

l昌

　

ji

j教育総務費

　

191 024　　iO.5　　　65574　　　∂｡θ　　249949　　　∂jl

　

合

　　　　

計

　

1862 901　　100.0　1089 392　1 00.0　2931 418　100.0

:

　

その２

　

性質別内訳

ﾚ

ｇ

　　

゛

　

ｓl

j

（

≒

　

；

　

ド

）

≒

　

ん

翻
む
召
温
心

100.0

1 826 350

　

237 906

　　

27 211

　　

73 709

　

741 331

　

345 589

　

395 742

　　　　　

－

　　

24 911

2 931 418

S4.4

15.８

　

忿.θ

　

４ｊ

５２ｊ

２７Ｊ

忿私8

　

θｊ

　

£

100.0

　

２66 036

　

172 285

　　

21 639

　　

44 685

　

571 888

　

300 735

　

２70 56４

　　　　

589

　　

12 859

1089392

0
０

4
1
2
1
3
5
8
一
〇

1
2
7
5
0
5
4

　

4

3
6
5
8
4
0
3

　

1

0
5
5
8
4
5
9

　

8

6
6

　

3
7
4
2

　

1

g
｝

　
　
　
　

１

　

１

１

100.01862901

費
費
費
等
費
費
費
金
他

　

ね
７
轟
″

件
件
補
補
設
事
事
業
の

　
　

気
建
助
独
事

　

持
助
通
補
単
作

　
　

合

人
物
維
扶
普

　
　
　

そ

－

　

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　

・

　

ｇ

　　

り

ｓｌ

ｊ

（

≒

　

Ｊﾉﾊﾞ≒

　

ｌ

:∴:晶:5ヅ

　

ッ

　

ニ

　

こ6ヅフ？

使用料、手数料

　

26 795　　μ　　10 016　　θJ　　36 812　　1£
欝髪金｀負担金｀声

　　　

1 794　　　θj　　H 668　　　M　　11 867　　　θ.4

地

　　

方

　　

債

　　

41 208　　忿J　232 153　　肱j　254 747　　∂.7

こ？;∵駄二

　

よれ二

　

ニこ

　

ご

　

合

　　　　　

計

　　

1 862 901　　100.0　1 089 a92　　100.0　2931418,　100･0
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の

昭

純

状

度
額

年4
5
計

和

　

933 821

　

519 24０

　

433 317

　　

98 846

　

137 897

　　

3２ 137

　　

４0 580

　　

29 690

　

214 726

2440255

ｊ
ｊ
Ｓ
ｊ
７
ｊ
７
巳
Ｓ

　

Ｏ

　

・
Ｉ
嘩
Ｓ
一
＠
一
一
一

　
　

・

認
釘
び
４
５
ｊ
ブ
‘
ブ
‘
８

　

0
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

度
額

年4
5
計

和昭
純

1 560 889

　

199 421

　　

24 025

　　

60 430

　

573 690

　

241 382

　

332 308

　　　　　

－

　　

21 800

2440255

昭

純

θ
忿
θ
５
５
タ
δ
一
タ

　

０

此
＆
ム
ゑ
皿
よ
一

　

ａ

　

0
0
　

度
額

年4
5
計

和

556 139

　　

36 644

　　

10 541

　

151 659

　　

77 155

1 608 117

2 440 255

ｏ
Ｑ

　

一

　

５
４
忿
忿
９

　

０

匹

　

ム
ａ
＆
ふ
匹

　

0
0
　

増

況

比
一
波

188 51４

1０4 589

　

78 254

　

25 620

　

37 118

　　

6 ２16

　　

8 562

　　

7 068

　

35 2２3

491 163

　　　

比

増

　　

滅

265 461

　

38 485

　　

3 186

　

13 279

167 6４1

104 207

　

63 ４34

　

3 111

491 163

増

比

一
波

103 356

　　　

－

　　　

168

　　

1 326

103 088

　

10 264

２72 961

491 163

－289－

額
瓦
昌
ぢ
お
呂

1
0
0
　
0

額
一
１
ぶ
ご

1
0
0
　
0

乱
ツ
。
ご
ご

1
0
0
　
0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

滅

　

率

忿0ぶ

忿θ.j

18､1

25j

26.9

19j

幻丿

忿肌8

164

20.1

■
<
i
.
C
j
O
i
<
５
-
i
K
o
ｑ
ｔ
s
.
'
３
s
>
ｏ

　

・
一
Ｉ

　
　

一

　
　

一
一
・

留
忽
加
郎
お
び
幻
即
兆

22.8

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

滅

　

率

1７.0

19j

13J

2忿.θ

名9j

μ.忿

19.1

　

－

μj

20.1

1８ｊ

２１ｊ

２２､8

21､９

３８.9

26j

佃.5

　

－

19j

22.8

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

滅

　

率

　　　

18､6

　

０.5

12J

68j

18j

17.0

20.1

18み

　

ー

″
ｍ

77.6

＆
Ｓ

　

８

Ｏ

＞
-
l
　
２

Ｊ
２

　

２

¶

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

－

　

｜

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

－

－
ｌ

－

－

｜

－

！
！

－

｜

－

－

－

－

－

－

！

－

１

－

－

！

－
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第72表

　

小 学 校

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　

年

　　　

度

区

　　　　　

分

　

丿

　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

人

　　

件

　　

費

　　

664 680　　認j　　50 639　　がJ　715 318　　醇．
物

　　

件

　　

費

　　　

7911

　　

j.忿

　　

72 816　　j∂J　　80 727　　7J
維持補修費

　　　

－

　　

－

　

11 502　　　　忿.∂　　11502　　1.0
普通建設事業費

　　　

1 395　　θ.忿　302 580　　67.2　302 643　　飢θ

　

補助事業費

　　　

286

　　

θ.θ

　

176 743　　叩.忿　176 918　15J

　

単独事業費

　　　

口09

　　

θj

　

125 701　　n.9　125 6％　　llA

　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

136

　　　

θ.θ

　　　　

－

　　　

－

そ

　　

の

　　

他

　　　

2 194 θj　　　12841 忿J　　12 175　　　u

　

合

　　　　

計

　　　

676 180　　100.0　450 378　　100.0　1 122 335　　100.0

第73表

　

中 学 校

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　

度
区

　　　　　

分

　

1

　

都

　

道

　

府

　

県｜市

　

町

　

村「純

　

計

　

額

人

　　

件

　　

費

　　

385 349　　紹4　　23 235　　∂j　408 584　　醇
物

　　

件

　　

費

　　　

4 987　　i≪?　　40 924　　17.5　　45 911　　7.4
維持補修費

　　　　

1

　　

θ.θ

　　

6 882　　名.9　　6 883　　IJ.
普通建設事業費

　　　　

408

　　

θj

　　

152 356　　65.1　　152 394　　μ４

　

補助事業費

　　　

132

　　

θ.θ

　　

76 800　　甜J　　76 880　jM

　

単独事業費

　　　

277

　　

θj

　　

75 516　　32^　　75 513　　jむ

　

県営事業負担金

　　　　　

一

　　　

一

　　　　

39

　　　　

θ.θ

　　　　

－

　　　

－
そ

　　

の

　　

他

　　　　

849

　　

OSi

　

10 652　　4.∂　　10 057　　j.

　

合

　　　

計

　　　

391 594　100.0　234 049　100.0　623 829　100.0

第74表 高 等 学

　　

校

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度
区

　　　　　

分

　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

人

　　

件

　　

費

　　

318 506　　∂M　　26 688　　∂・∂　345 194　　∂7j
物

　　

件

　　

費

　　　

29 922　　∂J　　2 648　　∂.∂　　32 570　　a
維持補修費

　　

3 403　　θ.7　　379　　θ.∂　　3 782　　θ.7
普通建設事業費

　　

118 264　　訂.θ　　9 485　　認.7　127 414　　助.ﾀ

　

補助事業費

　　

32 758　　り　　2 653　　∂.∂　　35 411　　∂.9

　

単独事業費

　　

85 506　　j∂.j　　6 562　　μ4　　92 003　j∂.θ

　

県営事業負担金

　　　　　

－

　　　

－

　　　

270

　　　　

0.７

　　　　

－

　　　

－
そ

　　　

の

　　

他

　　　　

2 366　　　θ.∂　　　　844　　　忿J　　　2611　　　θ

　

合

　　　　

計

　　　　

472461

　　

100.0

　　

40044

　　

100.0

　　

511 571　　100.0
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費

　　

の

費

　　

の

費

　　

の

状 況

状

　　

況

状 況

― 291 ―

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

昭

　

和

　

45

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

純

　　　

計

　　　

額

　　

ﾄ

曽

　　

・

　　

・

　

）

　

ａ率｜義肇

　

293 637　　　　67.S　　　51 557　　　　9.∂　　　　び.∂　　　　瑠.4

　　

28 502　　　　　　∂.∂　　　　4068　　　　　5.2　　　　μｊ　　　　加.∂

　　　

3 108　　　　　　θ.7　　　　　674　　　　　∂ｊ　　　　21.7　　　　麗J

　

105 992　　　　　2U.5　　　21 422　　　　忿7.4　　　　Z0.2　　　　忿＆9

　　

33 299　　　　　　7.7　　　　2 112　　　　　乙7　　　　　∂J　　　　13.6

　　

72 692　　　　　16.8　　　19311　　　　　tU.7　　　　26.6　　　　S74

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

2 078　　　　　　θ.5　　　　　533　　　　　θ.∂　　　　25.6　△　　　７.0

　

433317

　　　　

100.0

　　　

78 254　　　　100.0　　　　18.1　　　　20.9

昭

　

和

　

45

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

純

　　　

計

　　　

額

　　

ﾄ

曽

　　

・

　　

ｇ

　

）

　

・率|篇姦肇

　

353 238　　　　　∂＆∂　　　55 346　　　　　52.9　　　　15.7　　　　16.5

　　

39 882　　　　　　7.7　　　　6 029　　　　　5j　　　　15.1　　　　　15.6

　　　

6 189　　　　　　j.忿　　　　　694　　　　　θ.7　　　　が.忿　　　　幻j

　

109 306　　　　　21.1　　　43 088　　　　μ.口　　　　即詠　　　　如.7

　　

50 351　　　　　∂.7　　　26 529　　　　認.4　　　　認.7　　　　M.7

　　

58 956　　　　　114　　　　16 557　　　　15^　　　　忿＆j　　　　　72.6

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

10 625　　　　　　2.θ　△　　　568　△　　　０､6　△　　　5.J　　　　忿乙θ

　

519 240　　　　　100.0　　　104 589　　　　100.0　　　　20.1　　　　　21.0

　　

昭

　

和

　

45

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　　

純

　　　

計

　　　

額

　　

し

回

　　

ｓ

　　

ｌ

　

）

　

ｓ率順雲肇

　　　

612 491　　　　　砧.∂　　　102 827　　　　μ.5　　　　i6.S　　　　jl?.j

　　　　

67 027　　　　　7.名　　　13 700　　　　　7.ﾀ　　　　加４　　　　却.ﾀ

　　　　

10 418　　　　　　1.1　　　　1 084　　　　　θ.∂　　　　jθ４　　　　μ.5

　　　

232 824　　　　μ.ﾀ　　　69 789　　　　腔.θ　　　　卸.θ　　　　鉛.召

　　　

113 649　　　　j乙召　　　63 269　　　　お.∂　　　　巧.7　　　　四.4

　　　

119 176　　　　　123　　　　6 520　　　　　J.5　　　　　5.5　　　　k7.7

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

H 061　　　　　　j.召　　　　1114　　　　　θ.∂　　　　jθj　　　　　15^

　　　

933821

　　　　

100.0

　　　

188 514　　　　100.0　　　　20.2　　　　23.4

-



その１

　

小

　

学

　

校

第75表

　

教

　

員

　

数

　

等

　

の

　　　　　　　　　　　　　　　　

教

　　　　　　　

員

　　　　　　　

数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　

区

　　　　

分

　　　　　

本

　　　　　　

務

　　　　　　

兼

　　　　　　

務

　　　　　　　　　　　

数

　　

値

　

國

　

｜

　

指

　　

数

　　

数

　　　　

値

　

１

　

指

　　

数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　　　　　　　

人

　

昭

　

和

　

32

　

年

　　　　　　

348 304　　　　　j叩1　　　　　　1 325　　　　　加θ

　　　　　

33

　　　　　　　　

360 617　　　　　狐4　　　　　　1 752　　　　　む忿

　　　　　

34

　　　　　　　　

364612

　　　　　

jθ51

　　　　　　

1 593　　　　　j名θ

　　　　　

35

　　　　

1

　　　　　

357 154　　　　　jθj　　　　　　1 453　　　　　jjθ

　　　　　

36

　　　

1

　　　　

345 391　　　　　ﾀﾀ1　　　　　　1 455　　　　　がθ

　　　　　

37

　　　　　　　　

337 247　　　　　∂7　　　　　　1 321　　　　　jθθ

　　　　　

38

　　　

1

　　　　

336 653

J　　　　　ﾀ7j　　　　　　1

740　　　　　jむ

　　　　　

39

　　　　　　　　

339 693　　　　　∂8　　　　　　1 428　　　　　108

　　　　　

40

　　　

・

　　　　

341 406
1　　　　紹

1 687　　　　　j27
1

　　　　　

41

　　　　　　　　

343 624
1　　　　　∂∂

1 730　　　　　μj

　　　　　

42

　　

1

　　　

347 569
1　　　j叩1　　　　1

511　　　　jμ

　　　　　

43

　　　　　　　　

352 057 1　　　　加j l　　　　　　1469　　　　　Ill

　　　　　

44

　　　　　　　　

357 065　　　　　los !　　　　　　1309　　　　　卯

　　　　　

45

　　　　

1

　　　

363 761　　　　狐川　　　　1 324　　　j叩

　　　　　

46

　　

‘ 370 815　　　　　jθ∂:　　　　　　1193　　　　　1?θ

　　　　　

47

　　　　

1

　　　　

377 43判 丿昭　　　　　　1 384　　　　　狐４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　

１

㈱１

　

２

　

３

文部省｢学校基本調査｣による。

指数は｢公立義務教育諸学校の学級編成および教職員定数の標準に関する法

以下第75表において同じ。

その２

　

中

　

学

　

校

　　　　　　　　　　　　　　　　

教

　　　　　　　

員

　　　　　　　

数

　　　　　　　　　　

一

　　

区

　　　　

分

　　　　

本

　　　　　　

務

　　　

｜

　　　

兼

　　　　　　

務

　　　　　　　　　　　

数

　　

値(A)

　

指

　　

数

　

１

　

数

　　　　

値

　

ｌ

　

指

　　

数

　

昭

　

和

　

32

　

年

　

1

　　　　

187 73こ　　　j卯1　　　　　299ご　　　j叩

　　　　　　

33

　　　　　　　　

179 602　　　　　邱　　　　　　2 897　　　　　∂7

　　　　　　

34

　　　　　　　

180 897　　　　　邱　　　　　3 128　　　　加4

　　　　　　

35

　　　　　　　　

197 589　　　　　jθ5　　　　　　3 891　　　　　jjθ

　　　　　　

36

　　　　　　　　

222 554　　　　　jj∂・　　　　　　3802　　　　　j忿7

　　　　　　

37

　　　　　　　　

236 744　　　　　j2∂1　　　　　4 173　　　　　j叩

　　　　　　

38

　　　

1

　　　　

236 294 1　　　　126 i　　　　　3 635　　　　　j幻

　　　　　　

39

　　　　

i

　　　　

232 513 i　　　j24 1　　　　　3 776　　　　j銘

　　　　　　

40

　　　　

1

　　　　

229 048 1　　　　j2巳　　　　　　3 094　　　　　j昭

　　　　　　

41

　　　

1

　　　　

225 410

1　　　　j忿θ　　　　　　3

515　　　　　117

　　　　　　

42

　　　　　　　　

223 904 1　　　　jj∂　　　　　　3 935　　　　　jむ

　　　　　　

43

　　　　　　　　

222 479　　　　　119　　　　　　3 988　　　　　j認

　　　　　　

44

　　　　　　　　

219 273　　　　　117　　　　　　3 828　　　　　j認

　　　　　　

45

　　　　　　　　

216 549　　　　　j巧　　　　　　428ﾘ　　　　j詔

　　　　　　

46

　　　　　　　　

216 527　　　　　115
1　　　　　　4

400　　　　　μ7

　　　　　　

47

　　　　　　　　

217 687　　　　　116　　　　　　4 751　　　　　j弱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

｜
一

　　　　　

一
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推

　

移(公立学校分)

児 童

数

　　

値（Ｂ）

12 866

13 398

13 279

12 496

Ｈ 717

10 962

10 377

　

9 935

　

9 678

　

9 486

　

9 353

　

9 283

　

9 3０2

　

9 391

　

9 491

　

9 593

指

数

数

叩
叫
昭
侭
釘
辞
町
7
7
阿
μ
阿
四
四
阿
μ
阿

学 級

数

　

値（Ｃ）

　　　　　　　　　

乳

　　　　　

289 587

　　　　　

301 833

　　　　　

304 103

　　　　　

296 286

　　　　　

285 296

　　　　　

276 982

　　　　　

275 395

　　　　　

276 333

　　　　　

275 553

　　　　　

275 543

　　　　　

276 260

　　　　　

277 956

　　　　　

280 658

　　　　　

28４ 597

　　　　　

288 405

　　　　　

292 042

指

数

数

θ
４
５
忿
タ
δ
5
5
5
5
5
β
７
０
０
θ
ｊ

Ｏ
Ｃ
ｂ
Ｃ
ｉ
Ｃ
ｉ
Ｏ
ｉ
Ｃ
ａ
Ｃ
r
i
O
i
O
i
O
i
O
b
O
s
O
i
O
i
d
C
)

■
≫
-
(
　
＞
Ｎ
　
>
-
4
　
■
f
H

＊
-
H
　
*
-
4

(各年５月１日現在)

１学級当た

り教員数

　

(Ａ)

　

-

　

(Ｃ)

1.20

1.19

1.２０

1.21

1.21

1j忿

1.２２

１.２３

ｊ.糾

1.２５

ｊ.忿∂

1.２７

１｡町

J.２≪

1.29

1.２9

１学級当た

り児童数

　

(Ｂ)

　

-

　

(Ｃ)

μ.4

44.4

i.3.7

k2.2

41.1

S肌6

37.7

３６ｊ

３５ｊ

μｊ

Ｓ３､9

3址

33.1

3＆０

３忿､９

３２.８

律(昭和33年法律第ロ6号)｣の施行の前年(昭和32年)を100としたものである。

生

　　　

徒

数

　　

値（Ｂ）

5 504

5 004
4 969
5 657
6 643

7 031
6 691
6 232
5 740
5 356

5 082
4 860
4 685
4 537
4 512
4 504

数

指 数

卯
皿
卸
昭
忿
留
怒
認
叫
腔
認
認
砧
朗
″
　
　
朗

ｙ
-
4

＞
-
H
　
Ｖ
Ｓ
　
l
-
Ｈ
　
l
-
Ｓ
　
T
^
　
■
≫
-
H

　

学

　　　

級

数

　　

値（Ｃ）

119 688

112 788

113 554

126 510

1４4 ８10

154 539

152 550

147 381

140312

134 877

131 329

128 657

125 596

122 822

122 553

122 533

― 293 －

数

指 数

卯
μ
邱
卯
迢
即
訂
認
び
認
加
砂
砺
昭
朗
朗

ｊ

　
　

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ヅ
ヱ
ｊ
ｊ
ｊ
ｆ
！
ｊ

(各年５月１日現在)

１学級当た

り教員数

　

固

　

-

　

(Ｃ)

1ぶ

1.59

1､５９

1.58

j.μ

n53

1.５５

１.５８

１.６３

１.６７

１.７０

１.７３

１､７５

１.76

1.77

1.７８

１学級当た

り生徒数

　

(Ｂ)

　

-

　

(Ｃ)

刎
萌
鵜
治
治
四
瓢
昌
昌

－ ＝ - - - = - - - - 　 ･ ･ ． ㎜ 　 　 ■ 　 Ｊ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Ｉ ・ 　 　 　 　 ｊ 　 　 　 　 　 　 ｒ 　 　 　 　 　 　 ・

｜

「

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

；

－

－

｜

！

｜

－

！

－

｜

－

－

－

－

－－



その３

　

高等学校
第75表

　

教

　

員

　

数

　

等

　

の

　　　　　　　　　　　　　　　　　

教

　　　

員

　　　

数

　　　　　　

生

　

徒

　

数

　　

区

　　　　

分

　　　　

本

　　　

務

　　　　

兼

　　　

務

　　　　　　　　　　　　

ｌ

　

・）

　

ｌ

ｌ

数

　

剛ｌ．゛

　

（

゛゛

　　

昭和32年

　　

94 579人　丿叩　　10 883人　加θ　2 186千人 100

　　　　　　

33

　　　　　

96 650　　jθ忿　　　11 258　　jθj　　2 242　　　j昭

　　　　　　

34

　　　　　

98 904　　jθ5　　　11 748　　jり∂　　2 299　　　jθ5

　　　　　　

35

　　　　　

100 875　　却7　　　H 886　　μ;9　　2 301　　　却5

　　　　　　

36

　　　　　

102 948　　j卯　　　II 306　　j叫　　2 236　　　j咄

　　　　　　

37

　　　　　

107 853　　jμ　　　10 947　　jθj　　2 324　　　j卯

　　　　　　

38

　　　　　

121 238　　j認　　　12 100　　Ill　　2 683　　　j認

　　　　　　

39

　　　　

134 257　　μ忿　　12 991　　jj∂　　3 104　　　j剱

　　　　　　

40

　　　　　

143 935　　152　　　13 934　　j留　　3 397　　　j邸

　　　　　　

41

　　　　　

146 573　　155　　　14 418　　jj忿　　3 385　　　155

　　　　　　

42

　　　　　

148 724　　巧7　　　14 143　　j釦　　3 276　　　150

　　　　　　

43

　　　　

150 241　　159　　13814　　jf　　3 136　　　j豺

　　　　　　

44

　　　　　

152 092　　jに　　　14 636　　jμ　　3 019　　　jμ

　　　　　　

45

　　　　　

153 877　　163　　　14 409　　お忿　　2 936　　　U4

1

　　　　　

46

　　　　　

155 988　　165　　　14 716　　j邸　　2 880　　　召忿

　　　　　　

47

　　　　　

157 788　　j∂7　　　15 300　　μj　　2 853　　　131

㈱「入学率」は、国立、公立および私立の全体の率で、当該年度の高等学校入学者

　　　　　　　　　　　　　　　　　

第76表

　

社

　　

会

　　

教

　　

育

ｇ

　　

゛ぺ．ｊ（≒

　

Ｊ

　

ド）≒

　

・

窃茸芸器迄瑠漑に思
り篤VJ芸

　

1昌

　

ｔ

　

l昌

　

昌

　

Sぼ

　

温
貴轟晋轟蓄

　

1と

　

ゼ

　

2oヅ

　

鸞

　

31？

　

？
‰

　

゜♂

　

3綴

　

謳

　

9謳

　

謳

　

ぶ鵬

　

詣
第77表 保 健 体 育

　

K

　　

゛

し

sl

j

（

≒

　

J

　

ド

）

≒

　

ｌ

人

　　

件

　　

費

　　

2718

　　

10.7

　　

66 307　　詔J　　69 025　　即４
物

　　

件

　　

費

　　

3702　　μ.∂　　28546　　瓦.7　　32 248　　j4
維持補修費

　　

415

　　

j.∂

　　

1 251　　θJ　　1 666　j.θ
普通建設事業費

　　

11789　　4∂4　　44 657　　29J　　55 656　　訂丿

　

補助事業費

　　

1 883　　74　15 946　10^　17 829　加丿

　

単独事業費

　　

9 906　即.θ　28 623　j＆∂　37 828　幻.∂

　

県営事業負担金

　　　

一

　　　

一

　　　　

88

　　　　

θ.j

　　　　

－

　　　

－
そ

　　　

の

　　

他

　　

6757　　邱.7　　11 627　　　　7.7　　　16420 叫

　

合

　　　　

計

　　　

25 381　　100.0　152 388　100.0　175 015　100.0
上記の体育施設費等

　　

2o 588　　弘j　　50 435　　お.j

l　68

928　　j4
内訳{学校給食費

　　

4794 j＆9　　101953　　66.9　　106087　　60.6

294



推

　

移（公立学校分）（つづき）

　　　

学

　　　　　　

校

　　　　　　

数

数

本

値

2 431

2 472
2 499

2 514

2 5４3
2 619

2 791

2 841

2 874

2 889
2919

２945

2 973

2 992
3019

3 070

校
一
指 数

叩
朗
昭
昭
ｇ
ａ
μ
が
認
四
加
れ
麗
留
糾
部

Y
-
H
＞
-
H
>
Ｈ
＞
Ｓ
*
-
Ｈ
>
＾
＞
Ｈ
'
-
H
'
≫
^
^
＊
Ｈ
*
^
＞
Ｈ
'
≫
-
H
'
≫
-
S
i
^

数

分

値

□93

1 131
1 099

0
4
5
8
9
9
1
6
3
3
8
3
7

4
8
1
5
0
5
2
6
2
9
5
3
9

0
9
9
8
8
7
7
6
6
5
5
5
4

－

校
一
指 数

良
ｇ
朗
辞
″
　
　
7
7
3
認
温
印
邱
認
卯
伊
銘
μ

数を前年度の中学校卒業者数で除して得たものである。

費

　　　

の

　　　

状

　　　

況

費

－

　

昭

　

純

　

54

　

26

　　

1

　

42

　

1４

　

27

　

13

137

　

52

　

85

の

度
額

年4
5
計

和

068

143

351

358

430

928

　

－

977

897

348

549

状

S9』
ｊ
β
ぶ
Ｉ
。
″

Ｏ
s
　
'
≫
-
ｓ
　
Ｑ
>
　
C
i
　
Ｃ
>

　　

－
jθj

100.0

　

88j

　

62.0

増

況

比
一
波

14 957

　

6 105

　　

315

13 298

　

3 399
０

　

3
8
0
8

0
一
4
1
8
3

9

　

４
1
5
5

9

　

2
7
6
0

　
　
　

３
１
２

- 295

‰
モ
ぷ
謐
価

-

(各年５月１日現在)

入学率
うち公立
入学率

７
δ
ｊ
Ｊ
θ
δ
７
７
？
ひ
４
’
ひ
４
’
ひ
Ｉ
δ

Ｅ
ふ
卯
碧
位
征
4
4
　
拡
紘
匹
に
ふ
訂
に
ｔ
一
に

ｒ
ｊ
δ
Ｑ
’
Ｊ
θ
タ
４
θ
ｊ
θ
９
ｊ
Ｑ
’
ｊ
４

ｍ
訂
堡
一
郎
飢
飢
忽
呼
一
ｔ
7
7
　
訟
一
心
鉛

(単位 百万円・％）

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

滅

　

率

認４

留Ｊ

お４

詔､６

８５４

　

－

17j

26.9

訂j7

2乱０

７
δ
う
Ｏ
Ｊ
Ｊ

曇
一
匹
狐
麗
印

　

－

19.4

33.7

454

忿7４

昭

　

和

　

45

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

純

　　　

計

　　　

額

　　　

m

　

・

　

額

　

）

　

ａ率順義肇

　

28 995　　　　　四.j　　　　7 106　　　　27.7　　　　糾.５　　　　μJ

　

16 172　　　　　μ.4　　　　4 189　　　　j∂４　　　　語.∂　　　　27.忿

　

44414

　　　　

μ.9

　　　

11 887　　　　μ４　　　　邱.&　　　　57j

　

18 457　　　　　j＆7　　　　6 340　　　　4.7　　　　∂4.4　　　　　河.5

　

25 956　　　　部.S　　　5 548　　　　釘.7　　　　忿μ　　　　μ.j

　　　

－

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　

－

　　

9 265　　　　　叫　　　2 438　　　　ﾀ.５　　　　邸Ｊ　　　　と.7

　

98 846　　　　100.0　　　25 620　　　100.0　　　　25.9　　　　36.2

｜

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１

－

－
」

－

－

－

ｉ

－

－

｜

－

－

－

－

｜
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その１

　

総 括

第78表性

　

質

　

別

　

歳

　

出

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

市

　　

町

　　

小

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　

2 489 603　お.忿　1 309 593　μj　3 799 196　おｊ
物

　　　

件

　　　

費

　　

264 154　　j.7　468 960　　＆∂　733 114　　Q
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　

72 321　　j.θ　100 054　　i.s　172 375　　μ
扶

　　　

助

　　　

費

　　

242 167　　4　353 315　　∂.5　595 483　　M
補

　

助

　

費

　

等

　　

485 440　　∂.∂　273 390　　5.θ　473 865　　μ
普通建設事業費

　

2 464 400　仙S　2 095 119　認.∂　4 338 819　涯､4

　　　

補助事業費

　

1 522 096　町.5　883 055　j∂.j　2 319916　19M

　

うち{単独事業費

　　

790 326　　と.忿　1 149 129　　幻.忿　1 856 546　　15.6

　

災害復旧事業費

　　

135 693　　j.∂　　70 213　　lM　183 918　μ

　

失業対策事業費

　　

35 045　　θ.5　　68 161　　i.5　103 206　θ.9

　

公

　　　

債

　　　

費

　　

196 595　　2.S　252 707　　4.7　433 293　　J.∂

　

積

　　　

立

　　　

金

　　

27 134　　叫　T2996　　.J　i00 130　　0､8

　

投資及び出資金

　　

51 050　　　θ.7　　33093　　θ.∂ 84 142 θ.7

　

貸

　　　

付

　　　

金

　　

568 878　　＆θ　　161 441　　j.θ　686 183　　M

　

繰

　　　

出

　　　

金

　　　

41 345　　θ.∂　　155018　　忿j　　196 363　　μ

　

前年度繰上充用金

　　　　

一

　　

－

　　

9 443　　　θ.名　　　9443　　θ.j

　

歳

　

出

　

合

　

計

　

7 073 823　100.0 5 423 503　100.0 11909 529 100.0

　　　

{義務的経費

　

2 928 365　仙4　1 915615　舒J　4 827 972　祗5

　

うち

　

投資的経費

　

2 635 138　S7J 2 233 493 払口　4 625 943　:加ｊ

一一

その２推 移

　

ｇ

　

り;;:ﾚ

ﾄ

ﾌﾟ

ﾄﾄ

ｿ

人

　　

件

　　

費

　　

832 604　　j叩　四忿　　釘&　　糾4　　忿77　j認

物

　　

件

　　

費

　　

191 699　　j叩　丿認　　丿河　　丿即　　忿即　忿昭

維持補修費

　　

44 229　j卯　巧7　詔5　忿卵　留∂　名朗

扶

　　

助

　　

費

　　　

97 494　　j卯　　認丿　　四忿　　了四　　了乃　・剱

普通建設事業費

　　

651 281　　j叩　忿昭　糾θ　忿74　渥7　4卯

災害復旧事業費

　　

134 003　　jθθ　　加∂　　j麗　　丿幻　　jμ　jθ7

失業対策事業費

　　　

so 824　j卯　む7　μ∂　j認　171　jμ

公

　　

債

　　

費

　　

123 603　　加θ　　j糾　　丿砧　　丿甜　　忿砲　邱5

積

　　

立

　　

金

　　　

25 363　　加θ　　jμ　　171　　加∂　　S砲　お∂

そ

　　　

の

　　

他

　　

239 980　　j卯　　丿豺　　幻θ　　忿砲　　忿叩　us

歳

　

出

　

合

　

計

　　

2 391 080　　100　　183　　210　　239　　281 、 336

　　

義務的経費

　　

1053 701　　j卯　　丿卸　　釘4　　名44　　留忍　∂糾叫。
資的経費

　　

836 108　　却θ　j辞　　幻　　忿剱　　即‘　　μ7
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決

　

算

　

額

　

の

　

状

　

況
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　

昭和!5年度

　　　　　　　　　　

増

　　

減

　　

率

　　

；

　　

前年度増減率

　

純

　

計

　

額

　　

増

　

減

　

（

箭剽市鰍ｘｎ箭剔市鯛mmm

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

F
3 205 486　　毘.7　593 710　認ｊ　　ｊ∂ｊ　　朗丿　　認.5　　召.2　　朗丿　　却.∂

　

620 774　　∂.j　112 340　　54　　μ.j　　加.５　　18.1　　辺丿　　加丿　　加.7

　

155 932　　j.∂　16 443　　θj　　7j　　j＆θ　　却丿　　却.忿　　麗丿　　加j

　

508070

　　

5.忿

　

87 413　　4.忿　11.0　釘.∂　n.2　釘.∂　留.∂　朗ｊ’

　

385 302　　o 0　88 563　　4.忿　麗４　幻.4　留.θ　1S.8　j2.5　μj
3 398 753　　4.∂　940 066　μｊ　　邱.5　　認.4　　Z7.7　　糾.∂　　釦.7　　認.7
1 762 543　18.0＼ 557 373　加.β　朗.θ　郎Ｊ　む.∂　瑠丿　加.j　四.∂
1 518 656　巧.5 337 890　狸.j　加.θ　留.忿　朗.忿　錨.∂　卯.7　認.4

　

147 944　　j.5　35 974　　ム7　幻.θ　忿7.7　収j　　j.4△　忿.j　　j.θ

　

102 481　　£θ　　725　0.0 ^　ム∂　　忿.θ　　θ.7△　j.7　　＆5　　J.ﾀ

　

369 640　　jj　63 653　　j.θ　　12.0　　留.θ　　17.Z　　15.1　　即.2　　17^

　

93 489　　£θ　　6 641　　θｊ△　∂.4　　μ.ﾀ　　7.j　　θ.忿　　μ.ﾀ　　∂.8

　

63 040　　θ.∂　21 102　　j.θ　　舒.θ　卯.j　　認.5　　加丿　　即.5　　加.2

　

535 827　　5.5　150 356　　7.忿　zrs　27.i.?　朗丿　　四４　釦.θ　朗.4

　

219 237　　2.2k 22 874 ・　Id ．4β.ﾀ　　1?,∂△jθ４　　＆5　　U2.5　　2＆忿

　　

8 905　　θ.j　　538　　θ.θ　　－　　∂.θ　　∂.θ　　－△３０､８△30.8
9 814 878　100.02 094 651　100.0　　19.6　　23.7　　21.3　　20.1　　24.3　　22.2

4 083 196　　μ.7　744 776　巧.∂　　巧.S　　麗詠　　瑠.忿　　18.3　　麗.2　　却.7
3 649 178　　S7.2　976 765　郭.∂　　認.7　　忿7.j　　部.S　　朗.５　　認丿　　認.∂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－--

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

構

　　　　　　　　

成

　　　　　　　　

比

45

　

1

　

46

　

1

　

36

　

1

　

40

　

1

　

41

　

1

　

42

　

1

　

43

　

1

　

44

　

1

　

45

　

1

　

46

　

混5

　　

4錨

　　

４ｊ

　　

錨.7

　　

邱.∂

　　

訂.5

　　

μｊ

　　

認.4

　　

甜.7

　　

31.9

　

j糾

　　

認2

　　

＆θ

　　

＆7

　　

∂.7

　　　

∂.7

　　　

∂.5

　　　

∂ｊ

　　　

∂Ｊ

　　

∂.忿

　

了醇

　　

卯θ

　　

j.9

　　

j.∂

　　

j.∂

　　

j.∂

　　

j.∂

　　

j.δ

　　

j.∂

　　

j.4

　

5忿j

　　

むj

　　

4.j

　　

5.δ

　　

5.7

　　

£∂

　　　

5.4

　　　

5.忿

　　　

5.忿

　　

5.θ

　

泥忿

　　

弱∂

　　

27.2

　　

郎Ｊ

　　

訂.忿

　　

お.忿

　　

認.∂

　　

認.j

　　

糾.∂

　　

錨.4

　

j加

　　

む7

　　

5J

　　

j.j

　　

＆口

　　

忿.∂

　　

忿j

　　　

1.8

　　

j.5

　　

1.5

　

忿９

　　

加了

　　

忿.j

　　

1.6

　　

j.5

　　

ム4

　　

j.j

　　

j.口

　　

j.∂

　　

θ.∂

　

£卯

　　

∂む

　　

5.忿

　　

j.5

　　

S.∂

　　

ｊ.9

　　　

4.5

　　

J.∂

　　　

＆&

　　

j.∂

　

ｊ印

　　

卯5

　　

1.1

　　

θ.7

　　

θ.9

　　　

θ.∂

　　　

θ.∂

　　

1.1

　　　

j.θ

　　

θ.S

　

5G

　　

∂叫

　　

却.θ

　　

加j

　　

jθ.θ

　　

加.4

　　

jθ.∂

　　

n.it

　　

n.h

　　

j忿.j

　

411

　　

498

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

認∂

　　

μ∂

　

μ.j

　　

砧Ｊ

　　

μ.∂

　　

砧.θ

　　

μ.忿

　　

剱.5

　　

訂.7

　

如丿

　

剱∂

　　

邸j

　　

4.1?

　　

巧.j

　　

35.9

　　

巧.4

　　

郎.忿

　　

甜.2

　　

37.Z

　　

渥ｊ
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業
業
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事
事
事
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債
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設
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積

　
　
　
　
　

建
復
対
他

務

　
　
　
　

資
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害
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ち
出
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扶
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普
災
失
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歳

括

翌年度への繰越

源
費
費
費
費
費
費
費
費
費
金
計
額

第79表

　

一

昭

　

和

　

46

　　

年

　

度

6 ４62 940

3 226 771

2 754 361

　

137 389

　

335 021

1 645 98４

1 580 403

　　

1４４25

　　

51 156

1 367 99４

　　

59 401

6 240 749

　

222 191

般

　　

財

　　

源

昭

　

和

　

45

100.0

　

卯ｊ

ツ
‘
四
回
一
。
卵
心
。
？
一

5 657 603

2 712 543

2 316 833

　

109 612

　

286 098

1 507 225

1 446 543

　　

11 742

　　

48 940

1 190 494

　　

59 869

5410262

　

247 342

㈹「翌年度への繰越額」には、翌年度へ繰越された事業費に充当すべき財源を含ん

その２

　

推

　　　

琴

　

区

　　　

分ｱ

ﾌﾟﾚ

6年度充当額

｀」卜

　　　　　　

指

　　　　　　　

ダ

　　　　

?040

　　

141

　　

142

　　

レ

一

　

般

　

財

　

源

　　

1 353 628　　扨θ　　ｍ?　　j邱　　認5　　認θ

義務

　

的経,I費

　　　

690 014　　加θ　　j田　　釘２　　騨了　　認忿

　

人

　　

件

　　

|費

　　　　

572 212　　j叩　　j∂7　　　麗θ　　邱忿　　認∂

　

扶

　　

助

　　

丿費

　　　　

18 700　　jθθ 27∂　　釦5　　μθ　　4ぼ

　

公

　　

債

　　

Ｉ費

　　　　

99 102　　　j叩　　丿加　　丿剱　　173　　留7

投資的経ヽ費

　　　

271 506　　却θ　　瑠7　　加4　　郭5　　甜7

　

普通建設事業費

　　　

238 805　　加θ　　195　　忿jj　　認j　　36S

　

災害復旧事業費

　　　　

13 100　　j卯　　　部　　　館　　　7J　　　認

　

失業対策事業費

　　　　

19601

　　

却θ

　　

jに

　　

j7θ

　　

四5

　　

釘2

その他の経費

　　　

295 306　　j叩　　μ口　　丿阿　　忿卯　　糾∂

　

うち積立金

　　　

1j3タ00｡

　

jθθ

　　

jθ5

　　

琵5

　　

認∂

　　

忿7忿

・

　　

出

　　

・

　　

計

　　　

(V2% 826
1

100　　　179　　　201　　　240　　286

　　　　　　　　　　　　　　

/翌年度への繰越額

　　　　

％必2

　　

却θ

　　　

卯

　　

丿邸

　　

171

　　

j邱
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況当

　　

状の

　　

充

(単位

　

百万円・％)

前年度増減率増

　

滅

　

率額滅増年

　

度

21.8

一
一
丿
心
昭

２
Ｉ
ｊ

1ふj

19､０

１８､9

２5ｊ

18.0

釘.5
一
一
一
Ｍ
Ｍ

≫
!

1
-
-
I

７
δ
６
０
０

　

一

　

一

　

●

　

一

O

０
０
２
δ

忿

　
　

２

ｊ
Ｊ
Ｊ
。
″
Ｊ
Ｊ
。
″
４
Ｊ

!
ｘ

O
S

o
i

ｓ
o

-
≫

-
*

0
5
0

j

　
　
　
　

忿

　
　

ブ
‘

　
　

１
ｊ

Ｊ
ｊ
Ｊ
４
ｊ
Ｊ
Ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

叩
７
｀
。
１
．
び
μ
θ
θ
認

　

θ.j

103.1

　

3.1

805 337

514 228

437 528

　

27 777

　

48 923

138 759

133 860

　　

2 683

　　

2 216

177 500

　　　

468

830 487

　

25 151

1００.0

　

48.０

心
誓
一
心
心
昭
卵
ツ
一
匹
‥
｝

でいる。

(単位

　

百万円・％)

　　　

数

　　　　　　　　　　　

構

　　　　　　　

成

　　　　　　　

比

44

　

1

　

45

　

1

　

46

　　

36

　

1

　

40

　

1

　

41

　

1

　

42

　

1

　

43

　

1

　

44

　

j

　

45

　

1

　

46

∂砲

　　

4召

　

477

　

却θ.θ

　

100.θ

　

100.0

　

100.0

　

100.θ

　

100.0

　

100.0

　

100.0

j訂

　　

了昭

　　

4必

　

む.θ

　

訂.４

　

55.1

　

毘s

　

訂.4

　

砲J

　

47J

　

卯.∂

j訂

　　

如5

　

μj

　

剱.J

　

砲.j

　

訂.∂

　

砧.4

　

豺.忿

　

むＪ

　

訂.θ

　

i2.6

4卯

　　

認∂

　　

7巧

　　

j.ふ

　　

忿.忿

　　

忿Ｊ

　　

巳.θ

　　

2.θ

　　

j.∂

　　

j.∂

　　

2j

糾5

　　

認∂

　　

jJ∂

　　

7.j

　　

£j

　　

ぎJ

　　

5.4

　　

∂.忿

　　

5.忿

　　

£j

　　

5.2

4舒

　　

5邱

　　

∂卯一加.θ

　

鯉.7

　

加.S

　

麗.∂

　

糾.忿

　

邱.5

　

舘.∂

　

邸.5

4阿

　　

印∂

　　

∂銘

　

17.6

　

却.∂

　

却.j

　

鯉.j

　

麗.∂

　

糾Ｊ

　

認.δ

　

４.5

　

∂j

　　　

l?θ

　　

とθ

　　

j.θ

　　

θ.5

　　

θ.4

　　

θＪ

　　

θ.忿

　　

θ.忿

　　

θ.名

　　

θ.忿

留忿

　　

忿弱

　　

忿む

　　

j.4

　　

j.j

　　

jJ

　　

ム2

　　

1.1

　　

j.θ

　　

θ.ﾀ

　　

θ.S

お4

　　

4昭

　　

4似

　

幻.S

　

19.2

　

却.5

　

却.4

　

卵.4

　

碍.忿

　

釘.θ

　

釘.巳

卯7

　　

剱j

　　

4忿7

　　

j,θ

　　

θ.∂

　　

θ.∂

　　

j.θ

　　

j.θ

　　

1.2

　　

1.1

　　

θ.9

351

　　

431

　　

497'

　

92.8

　

96.3

　

95.4

　

94.8

　

95.0

　

95.0

　

95.6

　

96.6

認∂

　　

諮∂

　　

留θ

　　

7.忿

　　

j.7

　　

4.∂

　　

£忿

　　

5.θ

　　

5.θ

　　

4.4

　　

j.4
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その１

　

人件費の内訳

第80表

　

人 件 費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

議員報酬手当

　　

8 798　　M　47 946　　j.7　56 744　　j.5
委

　

員

　

等

　

報

　

酬

　　

14 852　　θ.∂　　29 547　　島s　　44 399　　1 9
特別職給与

　　

1007

　　

θ.θ

　

28 122　　幻　29 130　　0』
職

　　

員

　　

給2 084 945　甜.7 1 049 533　卯j 3 134 478　祗5

　

基

　　

本

　　

給

　

1 363 756　　5.4.S　657 478　　5θ.忍　2 021 234　　醇.忿

　

その他の手当

　

718 923　　認.ﾀ　379 856　　邱.θ　1 098 779　　認.9

　

臨時職員給与

　　

2 266　　θ.j　　12 200　　θJ　　14 465　　θ.4
饗方公務昌共済組念

　

177 034　　　7.j　　79 697　　　∂.j　　256731　　　M

退

　　　

職

　　

金

　

142 370　　5.7　　53 343　　4.j　　195 713　　5.忿
恩給及び退職年金

　　

48 408 j.9　　　5 873　　　θ.4　　　54281　　　　j.4
災害補償費

　

2 404　　θj　　1 678　　θ.j　　4 082　　θｊ
そ

　　　

の

　　

他

　　

9 783　　θ.5　　13 854　　1.1　　23 637　　θ.5

　

合

　　　　　

計

　　

2 489 603　　100.0　1 309 593　　100.0　3 799 196　　100.0

その２

　

財源内訳

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　

1

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜市

　

町

　　

村

　

）

　

計

　

１

;ムベ

≒言。:

　

二

　

ご

　

謡

　

ご

　

二

　

ご

二ず゛≒≒ゴ;

　

ぷに器レおにに

　

ご

その３

　

団体種類別内訳

　　　　　　　　

一一

　

区

　　　　　

分

　　

|

決

昭

算

和J6

1

な：

比

|

決

昭

算

和；

,都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　

2 489 603　　　　　巧｡忿　　　　2 135155

≒

　

1

　

7

　　

で二

　　

ご

　　

17二

　

‡

　

：

　

１

　　

お翼

　　

ご

　　

:二

　

;。｡一。。2

　　

ご二

　　

ご

　　

2二

㈱ 構成比は、団体種類別の歳出総額に対するものである。
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の 状

度
額

年4
5
計

和昭
純

　　

48 868

　　

38 1２9

　　

25 519

2 635 593

1 708 976

　

914 587

　　

12 030

　

213 153

　

171 463

　　

４9 895

　　　

3 260

　　

19 606

3205486

５
名
ｓ
Ｊ
Ｊ
５
４
δ
ぞ
ｏ
ｊ
δ
０

ム
ム
ａ
認
Ｍ
匹
ａ
＆
５
£
ａ
ａ
0
0
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

度
額

年4
5
計

和昭
純

　

535 1４0

　　

71 453

　　　

2 734

　　

28 921

2 567 238

3205486

年 度
一
成 比

>
ｓ

■
＜
＾

Ｑ
＾

I
n

ｏ
ｑ

<
ｏ

o

部
幼
弱
幼
糾
留
釦

７
忿
ｊ
タ
ｊ
ｏ

　

・

　

Ｉ

　

・

　

一

　

参

　

一

'
ｏ

I
N

O

Ｃ
>

O
０

ｊ

　
　
　
　
　

Ｓ
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

況

増

比
一
波

　　

7 876

　　

6 270

　　

3611

498 885

312 258

184 192

　　

2 ４35

　

４3 578

　

2４ 250

　　

4 386

　　　

822

　　

4 031

593710

比

増

-

　

9２147

　

3 753

　

6 902

　

3 984

　

494 892

　

593710

　　　

増

　　　

滅

決

　　

算

　　

額

35４ 448

239 26２

　

27 743

　

77 098

　

54 308

　

54 468

　

29 956

城

構

額
一
成

一301－

比

　
　

Ｊ
ｊ
’
ひ
θ
θ
θ
４
ｊ
ｊ
７
ブ
‘
Ｓ
Ｏ

額

　

ｊ
７
‘
ｊ
が
θ
７
４
θ
θ
θ

　

1
0
0

額

-

15､5

　

0.6

　

£忿

　

θ.７

８３.ふ

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

滅

　

率

?
C
i

Ｑ
>

i
-
(

?
Ｏ

V
f
5

O

Ｓ
＾

釦
認
印
留
着
着
訂

16j

16λ

μJ

18､9

18j

忿θ.ｊ

２０ｊ

２０み

14j

　

8.8

忿５』

2θ.∂

18.5

1６.９

忿＆忿

１７ｊ

20.1

18j

銘.9

　

4.∂

18.7

ｊ
ぶ
Ｊ
ｊ

-
＊
　
O
S
-
＊
　
Ｃ
)

>
-
H

'
≫
-
Ｈ
　
ｅ
ｎ

19.6

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

　

17.2

　　

５』

２５２､5

　

13j

　

19j

　

18.5

1７､５

り
心

肆.0

20J

19.6

(単位

　

百万円・％)

増

　

滅

　

率

16.6

忿忿.4

18.５

２８ｊ

名4.J

19j

30.７

前年度増減率

1８ｊ

２２ｊ

１７ｊ

２ＳＪｉ

W.0

18ｊ5

２6ｊ

－

　 　 　 　 　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｉ

　 　 　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　 　

ｒ

　 　 　 　 　 　 　

・

ミ

ミ

ー

－

｜

・

－

｜

－

｜

｜

｜

－

｜

－

１

－

－

１

－

－

－

｜

－
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その１

　

日.的別内訳

第81表

　

人

　

件

　

費

　

中

　

む

その２

　

平均給料月額の状況(全会計分)

　　　　　　　　　　

昭和47年４月１日現在

　　　　

昭和

　

ｇ

　　　

゛

　

し

皿剛大都市|都

　

市卜

　

mm

一

　

般

　

行

　

政

　

職

　　　

76 257　　75 845　　69 737　　57 825　　66 762

高等学校教育職

　　

91677

1

　

104 050　　94 229　　74 393　　76 807

小･中学校教育職

　　

90 687　　　一　　　一　　　－77 202

消

　　　

防

　　　

職

　　　

76 300　　77 437　　64 888　　51 739　　68 200

警

　　　

察

　　　

職

　　

77498

1

　　　

－

　　　

－

　　　

‐67 873

その３ 給与改定の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

人事院勧告

　

給与改定

　

財源所要額_

　

区

　　　　　　　

分

　　

の俸給表の

　　　　　　　

（初年度分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平均改善率

　

実

　

施

　

月

　　　

㈲

　　　

国庫支出金

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　

1

　　　

7.∂

　　　　　

9

　　　　

739

　　　　

139

　　　　　　　

40

　　　　　　　　　　

∂.4

　　　　　

9

　　　　

603

　　　　

no

　　　　　　　

41

　　　　　　　　　　　

∂.θ

　　　　　　

9

　　　　　

569

　　　　　

108

　　　　　　　

42

　　　　　　　　　　　

7.θ

　　　　　　

8

　　　　　

934

　　　　　

185

　　　　　　　

43

　　　　　　　　　　　

7.j

　　　　　　

7

　　　　

1 085　　　　　212

　　　　　　　

44

　　　　　　　　　　　

S.7

　　　　　　

6

　　　　

1 772　　　　　341

　　　　　　　

45

　　　　　　　　　　

10.7

　　　　　　

5

　　　　

2 999　　　　　579

　　　　　　　

46

　　　　　　　　　　

jθ４

　　　　　　

5

　　　　

3２1２　　　　　642

倒

　

昭和43年度の地方交付税の増収824億円、昭和44年度の地方交付税の増収

　

増収2220億円には、当初措置額を含んでいる。

　　　　　　　　　　　　　　　　

― 302―

　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　　　　　

昭

　　　

和

区

　　

分

　　

都道府県

　

|

　

市町村

　

|

　

純計額

　　

都道府県

総務企画関係

　　

110 063　5j　313 440　即.∂　423 503　13.5　94 668　M
民生関係

　　

42 429　忿.θ　140 591　jね　183 020　5j　35 323　邸
衛生関係

　

78 933　S.∂　119 741　払4　198 674　∂j　65 270　∂.7
労働関係

　

16 235　θ.∂　4 845　θ.5　21 080　θ.7　13 972　M
農林水産関係

　　

105 122　　£θ　50 607　　μ　155 729　　5,θ　　91980　M
商工関係

　

19 204　θ.9　13 894　M　33 098　lJ.　16 346　θ.!?
土木関係

　

53 419　忿.∂　97 082　M　150501　4j　46 139　M
警察関係

　

321 982　154　　－　－　321 982　10.3　272 183 15^
消防関係

　

22 680　1.1　79 377　7.∂　102 057　5.5　19 088　lJ.
教育関係

　

1 314 878　醇j　229 956　21.9＼1 544 834　卯j 1 128 008 6S£

合

　　

計

　

2 084 945 1 00.0 1 049 533 1 00.0 3 134 478 100.0 1 782 978 100.0



職員給の状況
(単位

　

百万円・％)

-

　　

45

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　

前年度増減率

　

市町村

|

　

純計額

　

増減額

　

|

都道市町純計

|

都道市町純計

　　　　　　　　　　　　　　

削
UI。ｎ隋|．

　

260 064　∂θ.5　354 733　j＆5　　68 770　13.8　16.3　20.5　19.i-　16.8　j∂.8× 19.0

　

109 541 j応呂　144 864　＆5　38 156　7.6＼ 20丿怒丿ze.s＼ 21.忿怒β部Ｊ

　

95 240 11.2　160 510　∂j　　38 164　7.6＼ 20.S 25.7留.81 22.M 25JA U.1

　

4 468　θ.5　　18 440　θ.7　　2 640　0.5 16.2　＆4　μｊ　瑠.7　8.7＼ 16.1

　

42 784　ざ.θ　134 763　5.j　20 966　･4.2 lk.3＼ 1S.S＼ 15.6＼ 18.0＼ 19JA 18.5

　

11 635　j.4　27 981　1.1　　5 H7　j.θが.5却M 18.S＼ 20丿19.5＼ 20^

　

78 132　∂.忿　124 271　4.7　26 230　5^＼ 15£＼ 2JfJ＼ 21丿怒４留丿怒Ｊ

　　

－

　

－

　

272 183 昂J　49 799 10.0＼ 18^　一18ぶ魁.５　一魁j

　

63 149　7.4　82 237　3.1　　19 820　･4.0 18.81 ^5.71 %k丿昂丿怒.忿留.S

　

187 602 22.0 1 315 610 -49.9　229 224 訪.∂昂ぶ麗ぶび'M 18.0＼ 2S丿瑠j

　

852615 100.0 2 635 593 100.0　498 885 100.0　16.9　23.1　18.9　18.8　23.0　20.1

(単位

　

円・％)

46年４月１日現在

　　　　

増

　　

加

　　

率

　　

前年度増加率

大都市|都

　

市ﾄ

　

ﾉ

顕伊師半

|

証ぴ師片

　

68 884　　61 342　　50 083μ.2 10.1＼13.7＼15丿召.忿がｊμｊμ.ﾀ

　

8で

　

8oざ

　

6でjヅヅヅヅヅヅヅゲ

　

7で

　

5ご

　

4でおヅヅヘヅヅヅゼ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

億円･％)

　　　　　　

内

　　　　　　　　

訳

　　　　

丿

増

　

加

　

額

　　

國／(Ｂ)

∇

if町釧黙紗剔モ・・

　　

㈲

-
0
3
1
9
3
1
0
0

0
9
6
4
7
3
2
7

6
4
4
7
8
4
4
5

　
　
　
　
　

１
２
２

１１０

　

9
0
9
3
4

一

4
0
４
8
4

　

２
２

　

１
３

-

159

　

21２

　

5４9

　

82４

1 183

1 961

2 220

3
1
9
3
一
一

３
４

一
6
5
1
5
5
0

　
　

１
C
Ｏ

1 644
1 597
1 482
1 896
2 243
3 066
4413
4 989

砧.０

３７.８

３８み

ふ9j

48ふ

５７.8

6＆０

叫４

1150億円、昭和45年度地方交付税の増収1％1億円および昭和46年度地方交付税の

303－



その１

　

総 括

第82表

　

地 方

　　

公 務

　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

47

　

年

　

４

　

月

　

１

　

日

　

現

　

在

　

区

　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

総

　　　　　

数

一

　

般

　

職

　

員

　　

351 813　　糾j　607 532　　畝5　959 345　釘丿

　

企

　

画・総

　

務

　　　

56 628　　　幼　　181 417　　加.7　　238 045　　皿4

　

税

　　　　　　

務

　　　

28 482　　瓦θ　　56 782　　　∂.5　　85 264　　j.7

　

民

　　　　　　

生

　　　

38 313　　　乙7　　130 658　　μj　　168 971　　7j

　

衛

　　　　　

生

　　

50 630　　j.∂　　89 352　　却.忿　139 982　　む

　

労

　　　　　

働

　　

12 169　　θ.∂　　8 868　　j.θ　　21 037　　Q

　

農

　

林

　

水

　

産

　　

80 514　　£7　　44 225　　M　　124 739　　M

　

商

　　　　　

工

　　

12 735　　θ.9　　10 734　　j.ﾀ　　23 469　　幼

　

土

　　　　　

木

　　

72 342　　幻　　85 496　　∂j　　157 838　　り
教育関係職員

　

842 592　卯.5　201007　留.θ　1 043 599　訪.5

　

教

　　　　　

員

　　

766 484　　μj　　30 065　　み　796 549　μ丿

　　

高等学校

　

157 154　11.1　H 724　　lj　168 878　7j

　　

義務教育

　

599 177　碧.j　　　9　　θ.θ　599 186　邱ｊ

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

10 153　　θ.7　　18 332　　な 28 485 jj

　

そ

　　

の

　　

他

　　

76 108　　5.4　　170 942　　19.6　247 050　　犯7
警

　

察

　

職

　

員

　　

207 367　　μ.∂　　　　－　　　－　207 367　　卵

　

警

　　

察

　　

官

　　

178 611　　犯∂　　　　一　　　－　　178 611　　7.∂

　

そ

　　

の

　　

他

　　

28 756　　乙θ　　　　－　　　－　　28 756　　u
消

　

防

　

職

　

員

　　

14 676　　j.θ　　弱μ5　　7.∂　　80 821　　J.5

　

合

　　　　　

計

　　

1416448

　　

100.0

　

874 684　　100.0　2 291 132　100.

㈱

　

自治省｢地方公務員給与実態調査｣による。

その２

　

推 移

　　　　　　　　　

36年５月31日現在145年４月１日現在146年４月

　

区

　　　　

分

　　

|

職員

　

数

　

|構成比|職員数|構成比|職員数

一

　

般

　

職

　

員

　　　　　

676

　　

卯.∂

　　　　

882

　　

釘j

　　　　

919

　

民

　

生

　

部

　

門

　　　　　

85

　　

5.θ

　　　　

140

　　

∂.5

　　　　

153

　

衛

　

生

　

部

　

門

　　　　　

74

　　

4.j

　　　　

123

　　

5.7

　　　　

130

　

労

　

働

　

部

　

門

　　　　　　

18

　　　

j.θ

　　　　　

23

　　　

1.1

　　　　　

23

　

土

　

木

　

部

　

門

　　　　　

107

　　

Q

　　　　

146

　　

∂.& 151

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

392

　　

留.θ

　　　　

450

　　

町.θ

　　　　

462
教

　

育

　

職

　

員

　　　　　

842

　　

U9.k

　　　

1 002　　抵7　　　1 022

　

義務教育教員

　　　　

572

　　

お.5

　　　　

584

　　

訊忿

　　　　

591

　

高等学校教員

　　　　

104

　　　　

∂j

　　　　　

165

　　　

7.7

　　　　　

167

　

学校給食職員

　　　　　

29

　　　

j.7

　　　　　

43

　　　

忿.θ 50

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

137

　　

∂j

　　　　

210

　　

∂j

　　　　

214
警

　

察

　

職

　

員

　　　　　

149

　　

＆7

　　　　

197

　　

∂.忿

　　　　

204

　

警

　　

察

　　

官

　　　　　

129

　　

M

　　　　

172

　　

S.θ

　　　　

177

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

20

　　　

1.1

　　　　　

25

　　　

j.忿

　　　　　

27
消

　

防

　

職

　

員

　　　　　　

39

　　　

忿J

　　　　　　　

66

　　　　

S.1

　　　　　

72

　

合

　　　　　

計

　　　　　　

1706

　　

100.0

　　　　

2147

　　

100.0

　　　　

2217

304 ―



員

　　

数 の

　　

状 況

(単位

　

人・％)

(単位

　

千人・％)

１日現在

　

1

　

47年４月１日現在

　

｜

　　　　

指

　　　　　　　　　

数

構成（ｌ員

　

（構成（賢靉|賢付|賢竹|腎廿

　　　

むj

　　　　　　

959

　　　

む.ﾀ

　　　　

j卯

　　　　

丿釦

　　　　

丿錨

　　　　

丿砲

　　　　

∂j

　　　　　　

169

　　　　

7.4

　　　　

jθ∂

　　　　

j∂5

　　　　

jSθ

　　　　

j∂ﾀ

　　　　

5.∂

　　　　　　

140

　　　　

∂.7

　　　　

jθθ

　　　　

j∂∂

　　　　

j7∂

　　　　

jS∂

　　　　

j.θ

　　　　　　

21

　　　　

θ.∂

　　　　

jθθ

　　　　

j忿8
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μ
市町村

　

単
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計」単

　　

純|純

　　

計|単純|純計

　

単純1純計

　

35 712　　47 284　　　　･‥　　　9 028　　　　･‥　19､1　　…　16j　　…

　

97 756　410 136　　　　…　　85 085　　　　…　２０Ｊ　　･‥　12.2　　…

　

91 779　　164 539　　　　…　　42 758　　　　…　26.0　　･‥　15j　　…

225 247　621 959　　385 302　　1 36 871　　88 563　22.0　23.0　13.3　14.3
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その１

　

性質別内訳

第87表 普 通

　　

建

　　

設

　　

事

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

補助事業費1 522 096　むj　883 055　4む2319916　おｊ

単独事業費

　

790 326　銘丿口49 129　4j 1 856 546　μ.∂

国直轄事業負担金

　

151 978　　∂.忿　　10 378　　θ.5　　162 356　　j.7

県営事業負担金

　　　

一

　　

－

　　

52 557 瓦5　　　　－　　　一

　

合

　　　　　

計

　　

2 464 400　　100.0　2 095 119　　100.0　4 338 819　　100.0
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市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

862 099　　巧.θ　　291 197　　召.∂　l 153 310　　鼠∂

諮髪金ヽ負担金ヽ寄

　

107 316　　　4.4　　72 547　　　j.5　　130 153　　j.θ

財

　

産

　

収

　

入

　　

16 131　　　θ.7　　41 215　　　瓦θ　　57 356　　μ

地

　　　

方

　　　

債

　

412 804　　j∂J　623 614　　四j　　988 156　　認.∂

その他特定財源

　

136 702　　5.4　278 273　　13^　252 848　　M

一般財源等

　

929 348　腔.7　788 273　37.6　1 756 996　初.5

　

合

　　　　　

計

　　

2 464 400　　100.0　2 095 119　　100.0　4 338 819　　100.0
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その３

　

日的別内訳

第87表

　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

|

　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

土

　　

木

　　

費

　

1 501 448　　印.ﾀ　911 165　　μ.5　2 341 553　4.θ

　

道路橋りよう費

　

641 948　　　26.0　　353971　　j∂.ﾀ　　％6 546　　KiZ%O

　

河川海岸費

　

315 724　12.8　29 665　　μ　340 860　り

　

港

　　

湾

　　

費

　

101 267　　む　　37 739　　j.∂　126 224　　忿.∂

　

都市計画費

　

219 659　　＆ﾀ　318 903　貧.S　519 130　1Z.0

　

住

　　

宅

　　

費

　　

194 754　　7.∂　161 269　　7.7　351 699　　む

　

そ

　　

の

　　

他

　　

28 096　　j.忿　　9 618　　θ.5　　37 094　　θｊ

農林水産業費

　

560 562　麗.7　241 149　と.5　682 719　巧.7

　

農

　　

業

　　

費

　　

64 717　　名.∂　　52 979　　忿.5　　72 813　　j.7

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　

18 085　　θ.7　　10 503　　θ.5　　22 915　　θ.5

　

農

　　

地

　　

費

　

307 029　　12.5　108 589　　5.名　378 074　　∂.7

　

林

　　

業

　　

費

　　

H6 556　　4.7　　43 ％5　　む　　139 739　　M

　

水

　

産

　

業

　

費

　　

54 176　　忿.忿　　25 113　　j.忿　　69 177　　j.∂

教

　　

育

　　

費

　

174 403　　7.j　571 888　　2M　741 331　17.1

　

小

　

学

　

校

　

費

　　

1 395　　θj　302 580　　μ.4　302 613　　7.θ

　

中

　

学

　

校

　

費

　　　

408

　　　

∂.θ

　　

152 356　　　7.j　　152 394　　，Ｍ

　

高等学校費

　

H8 264　　μ　　9 485　　θ.5　127 414　M

　

社会教育費

　

15 818　　θJ　42 255　　忿.θ　56 301　1£

　

そ

　　

の

　　

他

　　

38 518　　j.∂　　65 212　　む　　102 609　　忿.4

総

　　

務

　　

費

　　

54 121　　£忿　108 277　　5.名　155 511　　M

衛

　　

生

　　

費

　　

44 257　　1.8　104 431　　5.θ　142 373　　M

　

清

　　

掃

　　

費

　　

12 888　　θ.5　　81 054　　j.ﾀ　　92 538　　な

　

そ

　　

の

　　

他

　　

31 369　　i.5　　23 377　　1.1　　49 835　　IS,

民

　　

生

　　

費

　　

45 173　　M　　79 728　　j.∂　116 027　　2.7

　

社会福祉費

　

17 060　　∂.7　21 513　　j.θ　34 863　θ.∂･

　

老人福祉費

　

12 128　　θ.5　12016　　θ.∂　23 164　θ.5

　

児童福祉費

　

15 561　　θ.∂　45 516　　忿.忿　56 988　j.j

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

424

　　　

θ.θ

　　　　　

683

　　　　

θ.θ

　　　

1 012　　　θ.j

そ

　　

の

　　

他

　　

84 436　　j.5　　78 481　　j.7　159 305　　s.e

合

　　　　　　

計

　

2 464 400　　100.0　2 095 119　　100.0　4 338 819　100.0
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業

　　

費

　　

の

　　

状

　　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　

較

昭和45年度

　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　　

前年度増減率
純

　　

計

　　

額

　

増

　　

減

　　

額

　

鱗堕叩n

l

顛|鄙）計

1 838 367　μj　　503 186　認.5　忿7.∂　部.J　が.4　糾４　詐.5　諮4

　

745 958　幻.9　220 588　認.5　釦.θ　忿7j　弱.∂　留.ふ　認.∂　認.∂

　

259 816　　7.∂　　81 044　　＆∂　お.4　認.∂　31.2　辺丿　四.ﾀ　麗.j

　

99 962　　忿.∂　　26 262　　忿.S　収.忿　釦.j　部.ｊ　乙.7　　瓦7　び.θ

　

414 887　j2.2　　104 243　と.j　糾丿　舒.j　留.j　　＆∂　ぴ.忿　瑠.θ

　

297 994　　＆∂　　53 705　　5.7　μ.θ　μ.θ　圃.θ　邱.8　釦.ぶ　μ.θ

　

19 750　　θ.7　　17 344　　I.S　101.3　μ.7　訂ｊ　μｊ　甜.7　訂.忿

　

525 366　巧.5　157 353　却.7　釦.7　刀.ﾀ　釦.θ　四丿　召.j　釘.θ

　

61 068　　i.5　　11 745　　ム忿　却.j　釦.忿　却.2　　j.忿，4.忿　　j.∂

　

19 051　　θj　　　3 864　　θ.4　認丿　町.∂　加.S　び.が　召Ｊ　　び.∂

　

280 668　　＆j　　97 406　扨４　錨.∂　お.S　励.7　邱Ｊ　認.θ　部.4

　

113210

　　

∂j

　　

26 529　　忿.∂　諮.5　加丿　留.4　j＆7　留.j　j乱7

　

51 369　　j.5　　17 808　　j.∂　認４　斟.7　斟.7　訂丿　麗.θ　μ.∂

　

573 690　扨.ﾀ　　167 641　17.8　17.1　お.7　四.忿　毘.j　μ.J　鉛.ﾀ

　

232 824　　δ.∂　　69 789　　7.4 一河丿　釦.θ　釦.θ　μ.5　認.J　認.忿

　

109 306　　J.巳　　43 088　　1.6 ^^70.3　即丿　J乱昿　忿θＪ　如丿　如.7

　

105 992　　3.1　　21 422　　2.j　却.ﾀ　却.θ　加.忿　釦.ﾀ　加丿　鉛.∂

　

44 414　　j.J　　11 887　　1.3　圃丿　釦.δ　部.S　研Ｊ　6S.1　ぶ7.j

　

81 154　　夕j　　21 455　　ゑ忿　貯.θ　認.5　部４　渥４　卯.5　μ.7

　

135 020　　4.θ　　20 491　　忿.忿　　2j　麗.θ　貧Ｊ　　∂.５　認.ﾀ　勿.∂

　

98412

　　

口.S

　　

43 961　　4.7　詔.∂　卯.忿　μ.7　甜.4　巧.∂　h.7.7

　

59 730　　1£　　32 808　　J.5　甜.5　訂.j　μ.∂　μ.忿　錨.j　37.7

　

38 682　　ムθ　　11 153　　ム忿　四.ざ　U7.2　認.∂　∂乙了　お.5　弱.ぶ

　

91 490　　乙7　　24 537　　忿丿　郎.7　麗.5　部丿　如丿　訂.7　^7.6

　

28 201　　θ.&　　　6 662　　∂.7　即.4　が,j　留.δ　訂,S　銘.5　茸J

　

14 182　　θ4　　　8 982　　j.∂　方．∂　μＪ　63J　箔.7　河.θ　卯.2

　

48 174　　j.4　　　8 814　　θ.∂　j∂ｊ　認.θ　j＆J　部4　U7.7　　μj

　　

933

　　

θ.j

　　　　

79

　　

θ.θ

　　

7.∂

　　

＆S

　　

＆５

　　

Ｊ４

　

釦j

　　

9.5

　

136 408　　4.θ　　22 897　　忿.5　13.S　幻.7　仔.8　即丿　即.δ　μ.ﾀ

3398 753　100.0　　940 066　100.0

1　26.5　28.4　27.7　24.6　30.7　　27.7
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第88表普通建設事業費中

　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

46

　　　　　

年

　　　　

度
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分
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計

　　

額

土

　　

木

　　

費

　

952 272　　9.∂　377 323　　砲.7　1 327 082　57J

　　

道路橋りょう費

　　

358 094　　留.よ 48 981 £5　　406 925 17^

う

　

河川海岸費

　

234 099　　　15.i　　　5‘762　　　θ.7　　238170　　勁ｊ

ち

|

都市計画費

　

156 577 jθJ　　178 569　　加.忿　334 752　　μｊ

　　

住
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費

　

133 728　　＆S　125 371　　μ.忿　259 011　　11.2

農林水産業費

　

475 078　む.忿　127 393　μ.4　523 980　22j

　　

農

　

業

　

費

　　

41 126　　忿.7　　34 028　　j,9　　41 232　　M

う

　

農

　

地

　

費

　

277 743　　j＆忿　　47 010　　　5.S　　304 056　　9.j

ち

|

林

　　

業

　　

費

　　

99 212　　　∂j　　23 434　　　忍.7　　107418　　4.∂

　　

水産業費

　

44 226　　忿.∂　16 158　　jJ　56 441　紅

教

　　

育

　　

費

　　

45 055　　j.θ　300 735　　μj　345 589　j4.ﾀ

　　

小学校費

　　

286

　　

θ.θ

　

176 743　加.θ　176 918　7.∂

り中学校費

　　

132

　　　

θ.θ

　　

76 800　　　＆7　　76 880　　5.S

　　

高等学校費

　　

32 758　　忿J　　2 653　　θJ　　35 411　　j.5
ち

|

社会教育費

　　

2 727　　　θ.忿　　22 082　　　忿.5　　24 797　　1.1

　　

保健体育費

　　

1 883　　θ.j　　l5 946　　j.∂　　17 829　　M

衛

　　

生

　　

費

　　

6 893　　θ.5　　32 889　　Z.7　　38 842　　j.7

　

うち清掃費

　　　

25

　　　

θ.θ

　　

29 107　　　＆ 29 Ill jj

そ

　　

の

　　

他

　　

42 798　　忿.7　　44 715　　5.j　　84 423　　3.6

　

合

　　　　　

計

　　

1 522 096　　100.0　　883 055　　100.0　2 319 916　100.0
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1

　　

θ.θ
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θｊ
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木

　　

費

　

141 283　　紹.θ　　10315　　卯.4　151 598　叙丿

　

道路橋りょう費

　　

79 398 52.2　　　4 732　　　砧.∂　　84 130 夕丿

　

河川海岸費

　

40 341 26.5　　　　　19　　　　θ.忿　　40360　　助丿

　

港

　　

湾

　　

費

　　

20 099　　μJ　　5311　　訂.忿　　25 410　瓜7

　

都市計画費
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－
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j.θ 108　　　θｊ

　

空

　　

港

　　

費

　　　

1 445　　　j.θ　　　145　　　lA　　　1 591　　j.θ

　

合

　　　　

計

　　

151 978　100.0　　10378　100.0　162 356　100.0
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昭

　

和

　

45

　

年

　

災

　　

｜

　　

昭

　

和

　

46

　

年

　

災

　　　　　　　　　

46年度末

　　　　　　　　

46年度末

　　

備

　　　　

考

事

　

業

　

費

　　

違篇阜

|

事業゛

　

査嘉采

　　　

81 462　　　　　　　7∂J　　　　15451ﾊﾞ　　　　　釦.い建設省調による．

　　　

11 317　　　　　jθθ.θ　　　　　13156　　　　　　50.2

　　　

92 779　　　　　　79.6　　　　167 670　　　　　　31.6

　　　　

6 050　　　　　　7＆7　　　　　　5794　　　　　　　おｊ　運輸省調による．

　　　　

1 081　　　　　jθθ.θ　　　　　　328　　　　　　S7.1

　　　　

7 131　　　　　　&ム9　　　　　6 122　　　　　　32.2

　　　

2o 579　　　　　卯.θ　　　　41 990　　　　　認.ん農林省調による．

　　　　　

253

　　　　　

100.0

　　　　　　

125

　　　　　　

μ.4

　　　

20 832　　　　　卯.2　　　　42 115　　　　　甜.7

　　　　

3 423　　　　　　75.0 7 777　　　　　　　324　林野庁調による．

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

3 423　　　　　　75.0　　　　　7 777　　　　　　j乙4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「

　　　　

7 374　　　　　　75.0 4 862 釦.θ　水産庁調による．

　　　　　

129

　　　　　

100.0

　　　　　　

48

　　　　　　

卯.θ

　　　　

7 503　　　　　　阿4　　　　　4 910　　　　　　30.2

　　　　　　　　　　　　　　　　

j

　　　　

31 376　　　　　認.J　　　　54 629　　　　　渥4

　　　　　

382

　　　　　

100.0

　　　　　　

173

　　　　　　

μ.忿

　　　　

31 758　　　　　　認.5　　　　　54802　　　　　j忿4

　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　

118 888　　　　　77.3　　　　214937　　　　　30.7

　　　　

12780

　　　　

100.0

　　　　

13 657　　　　　49.8

　　　

131 668　　　　79.5　　　228 594　　　　31.8
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その１

　

性質別内訳

第93表

　

失

　　

業

　　

対

　　

策

　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　

1

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

補助事業費

　

29 059　渥.∂　47 196　69.2　76 255　9j

単独事業費

　

5 986　芹.j　20 965　卯.S　26 951　鼠丿

　

合

　　　　

計

　　　

35045

　

100.0

　　

68161

　　

100.0

　

103 206　100.0

その２

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

16 543　　47.倉　　27 091　　卯.7　　43 634　　妃3

その他特定財源

　　

1 208　　　　S.5　　　2573　　　3j　　　2 700　　　2.６

一般財源等

　　

17 294　　卯.j　　38 497　　卵.5　　56 872　　9.j

　

合

　　　　

計

　　　

35045

　

100.0

　　

68161

　　

100.0

　

103 206　100.0
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状

　

況
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(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

昭

　

和

　

45

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

純

　　　

計

　　　

額

　　

ﾄ

回

　　

ｓ

　　

・

　

）

　

・率順雲肇

　　　

45 678　　　　44j 。　　2 044 ・　　認ム∂。　　4j　　　　　θ｡4

　　　

2 574　　　　乙5　　　　｡126　　　　17 J　　　　　4j　　　　　＆ﾀ

　　　

54 229　　　　52S　　　　2 643　　　　j弘｡∂　　　　　4.∂　　　　　δ.S

　　

102481

　　　

100.0

　　　　

725

　　　　

100.0

　　　　　

0.7

　　　　　

3.9

　　

純

　　　

計

　　　

額

　　　　

・

　

・

　

・

　

）

　

ｓ率順義冪

一一一一一一一

　

-一一

　

---

　

-

　　　

78 263　　　　76Jt・　　2 008・　　277.0 -　　　2J　　　　　θ.忿

　　　

24 218　　　　認.∂　　　　2 733　　　　377.0　　　　とＪ　　　　瑠.θ

　　　

102 481　　　100.0　　　　725　　　　100.0　　　　　0.7　　　　　3.9
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その１

　

繰出先別内訳

第94表繰 出 金

　　　　　　

l

　　

ｓ

　

5fP 46　　　　年　　　度‾‾¬‾1

　

g

　　　

゛）道

　

府

　

県

　

ｌ

　

市

　　

町

　　

村

　

！

　

純

　　

計

　　

額

雲罫適用の公営企業

　　

14 332　　沈7　　68 281
μ.θ　　82 613 μμ

国民健康保険事業会

　　　　

＿

　　　

＿

　　

19 517　　12.6　　19 517　　　∂ｊ
鴛益質屋事業会計

　　　

－

　　　

－

　　　

308

　　

θ.忿

　　　

308

　　

θ.名

爵繁栄Ｖ営罫

　

ぷ

　

心

　

昌

　

g:1

　

昌

　

器

交通災害共済事業会1

　　　　

7

　　　

θ.θ

　　　

689

　　　

θ.4

　　　

696

　　　

叫
1

診゛属兼゛

　

5 083　　12^　　　2 544　　　j.∂　　　7 627　　　S.∂

j§

　

産

　

舎

　

2で

　

ぞ

　

6眉

　

囃

　

84昌

　

鸞

　

合

　　　　　

計

　　　

41345

　

100.0

　

155 018 100‘O！　196 363　100‘0

その２

　

日的別内訳

　　　　　　　　

ｌ

　　

ｉ

　

’ﾛ

　

46

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　

分

　

｜

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

運

　

転

　

資

　

金

　　

2 538　　　∂j　　　8718　　　5.∂　　11 256　　　5.7

事

　

務

　

費

　

財

　

源

　　

2 308　　5.∂　　17 519　　11^　　19 827　　jθｊ

建

　

設

　

費

　

財

　

源

　　

5 392　　jj.θ　　４２ ５５２　　忿７４　　４７９４４　　４４

公

　

債

　

費

　

財

　

源

　　

10 637　　諮.7　　18 594　　j£θ　　29 231　　μ.∂

赤

　

字

　

補

　

て

　

ん

　　　

1 818　　　44　　13 493　　　∂.7　　15311　　　7.∂

そ

　　

の

　　

他

　　

18 652　　μ.忿　　54 142　　巧.θ　　72 794　　腔丿

　

合

　　　　　

計

　　　

41345

　　

100.0

　　

155 018　　100.0　　196 363　　100.0

その３

　

繰出先別、繰出目的別内訳

　

区

　

ＯＩ（腿能聯蟹警り墓Ｈ

運

　

転

　

資

　

金

　　　

II 256　　　　036　　　　　804　　　　　13
に：□

　

二

　

ご

　

6謡

　　

2o?

バ：口

　

二

　　

２二

　　

ぷ

　　

ｊ

≒

　

゜

　

ｊ

　

ご;

　　

晶;

　　

ニ

　　

ぷ

― 324 ―



の

4
5
計

和昭
純

66 747

17 519

　　

311

　　

４98

　　

167

　　

762

　　

5 756

127 182

　　　

296

219237

昭

純

和

　

13 131

　

15 192

　

４4 ４61

　

22 720

　

13 043

110 690

219 237

45

計

状

年

年

度

額

況

　
　
　
　
　
　

<

<
l

4

　

θ
ｊ
忿
ｊ
ｊ

　
　
　
　

一

　

一
φ
一

Ｃ
>

０
０

ｅ
>
　
Ｃ
>
　
Ｑ
>

Ｃ
j

Ｊ

　

乙6

58､０

　

０.1

100.0

度

額

麗
一
丿
惚
a

　

50j

100.0

゛

-

△

増

増

比

一
波

15 866

　

1 998

　　　　

3

　　　

93

　　

241

　　　

66

　

1 871

４２823

　　　

52

22 874

比

一
滅

　

1 875

　

4 635

　

3 483

　

6511

　

2 268

37 896

22 874

△

△

△
△

ム

額

な
Ｉ

θ.θ

叫

口
昭

　

‥
』

187.2

　　

OS
100.0

額

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

滅

　

率

乙

心

４・

　

2乱8

　

11.ふ

　　

1､0

　

j＆7

μ4J

　

＆７

　

３２.５

　

33.7

　

17.6

　

10.4

(単位

増

　

波

　

率

<Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ

。
。
釦
巧
認
９

　
　

△

　

ム

　

△

　

４

165.7

100.0

Ｊ
５
＆
７
４
Ｊ
４

４
θ
７
－
７
４
０

＞
Ｈ

≪
Ｏ

Ｇ
-
i

1
-
Ｈ

(
S
o

≫
―

2肌８

２１.1

討
一
昭
い
一

　

ｊ
ｊ
が

-
＊

1
-
１
　
C
5
　
Ｃ
Ｍ

邱
認
瑠

2 8

百万円・％）

較

18ぶ

21.８

２３.1

ぶ
。
Ｊ
４
り
｀

４
Ｓ
２
８

４

　
　

Ｊ
２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

農業共済

　

収

　　

益

　

交通災害共公立大学附属

　　　　

金

ｌ

　　

産
事業会計

　

|

事業会計

|

済事業会計

|

病院事業会計

|
基

　　　　

|財

　　　

区

　　　　　　

38

　　　　　

150

　　　　　

17

　　　　　

520

　　　　

8 578　　　　　　0

　　　　　　

440

　　　　　

77

　　　　　

370

　　　　　

3 532　　　　　271　　　　　　10

　　　　　　　

5

　　　　　

－

　　　　　　

2

　　　　　

537

　　　　

7 357　　　　　117

　　　　　　　

O

　　　　　

－

　　　　　　

0

　　　　　

1 446　　　　　32　　　　　　2

　　　　　　

72

　　　　　

－

　　　　　

２４４

　　　　　

□

　　　　　　

36

　　　　　

181

　　　　　

63

　　　　　　

－

　　　

67 943　　　　　115

　　　　　　

591

　　　　

408

　　　　

696

　　　　

7 627　　　84 359　　　　244
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その１

　

増減状況

第95表

　

積 立 金

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　　

和

　　　　

1 46

　

区

　　　　

分

　　　　

積

　　

立

　　

金

　　　

積立金

　　　　　　　　　　

都道府県

　

｜市11こr４）

　

回

ﾚ

聶辰‾‾

’品;こ:晶:

　

二

　

二

　

1二

　

二

　

減債基金積立金

　　　　

359

　　　

410

　　　

769

　　　　

－

　

孟1他特定目的基金積

　　　　

14 598　　　46 321　　　　6091?　　　　5907

賢絵゛゛積？

　

ぷ;;

　

，ぶ

　

ぷこ

　

ぷ

叫「積立金とりくずし額」は、区分欄該当の積立金からそれぞれとりくずした額で

その２

　

現在高の状況

“

　　

゛

し

道

ぶ

（

≒

　

Ｊ

　

ド

）

≒

　

ｇ

Ｐｊ∵:二で:;8コドこ1ここ

その他特定目的基金

　　

39 167　　脂.∂　　H6 757　　邱.∂　　155 924　　5θｊ

合

　　　　　

計

　　

100 834　　100.0　　205 42fと　100.0　　306 260　　100.0

その３

　

現在高の推移

“

　　

゛

|

積

乙

（篇

ぷ

革

jj:

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

　　　　　　

1 79 690　　　　　　　∂j　　　　　43 641

　　　　

40

　　　　　　　　　　　　

93 592　　　　　　　17A　　　　　.50 855

　　　　

41

　　　　　　　　　　　

121 692　　　　　　　S0.0　　　　　　63 807

　　　　

42

　　　　　　　　　　　

156 901　　　　　　認.9　　　　　83 726

　　　　

43

　　　　　　　　　　　

191 262　　　　　　　叙.9　　　　　104 928

　　　　

44

　　　　　　　　　　　

241 251　　　　　　　忿∂j　　　　　135 129

　　　　

45

　　　　　　　　　　　

272 950　　　　　　　13.1　　　　　145 336

　　　　

46

　　　　　　　　　　　

306 260　　　　　　　19 9　　　　　141 754
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の

年

状

度

とりくずし額

市町村

ある。

42 010

18 167

　　

798

23 045

　　

－

42 010

昭

純

合

　

計(Ｂ)

73 881

4４131

　　

798

28 952

　

－

73 881

度
額

年4
5
計

和

1４5 336

　　

8 558

119 056

272 950

　

醇Ｊ

　

∂ｊ

　

４３.6

100.0

況

純積立額

CA)－(Ｂ)

26 249

45689

・29

31 967

　

7 655

33 904

積

　　　

比

増

　　

滅

△3 582

　　　

2４

　

36 868

　

33 310

昭

立

(Ｃ)

金

93 488

41 079

　　

737

51 674

　

6 358

99 846

(単位

　

百万円)

和

　　

45

　　

年

　　

度

積立金とり
くずし額

　　

(Ｄ)

68 037

37 58０

　　

661

29 797

　

－

68 037

純積立額
(Ｃ)－(Ｄ)

25 451

　

3 ４99

　　　

76

21 877

　

6 358

31809

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

　
　
　
　
　

ｊ
７
０

　
　
　
　
　

・

　

一

　

・

　
　

石

Ｃ
)

Ｃ
)

C
3

額

　

＞
-
4
t
-
0

増

　

滅

　

率

　　　　

^2.5

　　　　　

0､8

　　　　　

31.0

　　　　　

12.2

一
一
一
Ｊ

21､8

1S.1

(単位

　

百万円・％)

整

　

基

　

金

　　　　

減

　　

債

　　

基

　　

金

　　　　　　

その他特定目的基金

　

篇Ｖ肇積立（Ｕｙ肇積立（ＵＶリ

　　　　　　

7.∂

　　　　　　

6 375　　　　－　7.θ　　　　　　29 674　　　　　　15.i

　　　　　

16.5

　　　　　　

6 600　　　　　　J.5　　　　　　36 137　　　　　　叙.S

　　　　　

25.6

　　　　　　

7 722　　　　　　17.0　　　　　　50 163　　　　　　38.5

　　　　　

む.忿

　　　　　　

9 525　　　　　　Zo,o　　　　　　63 650　　　　　　26､9

　　　　　

忿乱j

　　　　　　

9 994　　　　　　4.ﾀ　　　　　　76 340　　　　　　19､9

　　　　　

忿＆S
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忿.5
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日的別内訳

第96表

　

投

　

資

　

及

　

び

　

出

ｌ

　　　　　　

ｌ

　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　

年

　　　

度

　

ｇ

　

⊃，
道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

総

　　

務

　　

費

　　

3 655　　7.忿　　2 146　　∂,5　　5 800　　6j
衛

　　

生

　　

費

　　

8 147　　卵.θ　　8 157　　4.∂　　16 305　　却４

　

公衆衛生費

　　

8 134　巧j　　8 097　44　16 231　四丿

　

清

　　

掃

　　

費

　　　　

４

　　

θ.θ

　　　　

58

　　

θ.忿

　　　　

62

　　

θ.j

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

9

　　

θｊ

　　　　

２

　　

θ,θ

　　　　

12

　　

叩
農林水産業費

　　

3001

　　

M

　　　

893

　　

口,7

　　

3 893　　μ

　

農

　　

業

　　

費

　　

1 454　　M　　　343　　j,θ　　I 797　　む

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　

958

　　

IS

　　　

182

　　

θ.5

　　

040

　　

μ

　

林

　　

業

　　

費

　　　

67

　　

θj

　　　

187

　　

θ.∂

　　　

255

　　

θｊ

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　

296

　　

θ.δ

　　　

165

　　

θ.5

　　　

461

　　

θ.5

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

226

　　

θ.5

　　　　

16

　　

θ.j

　　　

240

　　

Oj
商

　　

工

　　

費

　　

5 282　　加j　　1 844　　£∂　　7 126　　M
土

　　

木

　　

費

　　

24 802　　μ.∂　　11 809　　巧.7　　35 611　　仙5

　

土木管理費

　　

188

　　

叫

　　

364

　　

1.1

　　

552

　　

θ.7

　

都市計画費

　

21 639　μ.4　　9 489　認,7　31 128　訊θ

　

住

　　

宅

　　

費

　　　

151

　　

θ.j

　　　

283

　　

θ.∂

　　　

435

　　

θｊ

　

そ

　　

の

　　

他
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そ

　　　

の
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合

　　　　

計
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そ

　　　

の
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その２

　

現在高の状況

　　　　　　　　　

昭和45年度末現在高

　　　　

昭和46年度出資額

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　

固

　　　　　　　　　　　　

（Ｂ）
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計
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計

商

　

工

　

関

　

係
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宅
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力
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計

　

額
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計
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3
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その１

　

日的別内訳
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港

　　

湾

　　

費
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θ.∂
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農

　　

業

　　

費

　　

25 970　　4J　　2 805　　j.7　　28 449　　μ

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　

1 506　　θJ　　1 463　　θ.∂　　2 746　　叫

　

農

　　

地

　　

費

　　

1 548　　θj　　　　88　　θ.7　　　1 487　　θ.忿

　

林

　　

業

　　

費

　　

8 010　　μ　　　298　　θ.忿　　8 261　　M

　

水

　

産

　

業

　

費

　　

7 458　　IS　　2 083　　j.j　　9 493　　μ

　

民

　　

生

　　

費

　　

15 668　　忿.S　　3 782　　忿.j　　17 327　　忿.5

　

児童福祉費

　　

4 708　　θｊ　　丿12　　θ.7　　5 130　　0.７

　

社会福祉費

　

10 555　　i.9　　2 439　　j.5　11 593　　j.7
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その２

　

現在高の状況

第97表貸 付 金

　

区

　　　　　

分

　　　　

昭和45年認末現在高

　

|
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計
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計

　

転貸債にかかるもの

　　

11 362　10 607　21 969　S£. 520　　　379　　899
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の 状 況（つづき）

対する繰出しの状況
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昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　

し

道

　

府

　

県|市

　

町

　

村|合

　

計

　

額

　　

上水道事業

　

9 978　∂.5　11 043　5.∂　21 021　に

　　

工業用水道事業

　　

6 576　　μ 851　　　θ.4　　　7427 瓦

　　

交

　

通

　

事

　

業

　

27 600　17^　27 016　μ.忿　　54 616　1S£

　　

電

　

気

　

事

　

業

　　　

351

　　

θ.忿

　　　

104

　　

θ.j

　　　

455

　　

θｊ

　　

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　

100

　　

θ.j

　　　

124

　　

θ.j

　　　

224

　　

θ.j

落簡易水道事業

　　

－

　　

－

　　

481

　　　

θJ

　　　　　

481

　　　

θｊ

用港湾整備事業

　　

628

　　　

θ4

　　　

297

　　

θ.忿 925　　　θｊ

塞

　

病

　

院

　

事

　

業

　

42 339　忿7,4　26 930　μ.j　　69 269　　加丿

営

　

市

　

場

　

事

　

業

　　

2 422　　j,∂　　　530　　θJ　　　2 952　　θ.9
寡

　

と

　

畜

　

場

　

事

　

業

　　　

250

　　

θ.2

　　　

17

　　

∂.θ

　　　

267

　　

θｊ

会観光施設事業

　　

1 572　j,θ　　355　θJ　　I 927　　θ.∂
計

　

住宅用地造成事業

　　

5 673　　j.7　　　272　　　θ.j　　　5 945　　j.7

　　

工業用地造成事業

　　

5 950　　　jj　　　　－　　　－　　　5 950　　1.７

　　

公共下水道事業

　

31 650　加.5　30 022　巧,S　　61 672　^7.9

　　

その他の企業会計

　　　　

8

　　

θ.θ

　　　

202

　　　

θj

　　　　

210

　　　

θｊ

　　

小

　　　　

計

　　

135 097　∂7j　98 244 釘.∂　　233341　　67.6

　　

交

　

通

　

事

　

業

　　　

－

　　

－

　　　

344

　　

θJ

　　　

344

　　　

θｊ

　　

簡易水道事業

　　

20

　　

θ.θ

　　　

4 794　　忿J　　　4814　　　U

法港湾整備事業

　

5 371　　j.5　　I 165　　θ.δ　　　6536　　ム9
11市

　

場

　

事

　

業

　　

一

　

－

　

3 458　jJ　　3 458　1.０

用と畜場事業

　　

181

　　

θj

　　

l 821　　j.θ 2 002　　θ.∂
塞観光施設事業

　　

1 876　j.忿　3 235　j.7　　5 111　　M

営

　

住宅用地造成事業

　　

3 187　　忿.j　　　5919　　SJ.　　　9 106　　忿.∂

jlil工業用地造成事業

　　　

223

　　　

θ.j

　　　　

276

　　　

θj

　　　　

499

　　　

θｊ

会公共下水道事業

　　

2 706　　j.7　47 267　4j　　49 973　μ.5
計

　

そ

　　　

の

　　

他

　　　

768

　　

θ.∂

　　　

－

　　

－

　　　

768

　　

θｊ

　　

小

　　　　

計

　　

14 332 ∂J　　68 281　　S5S　　　82 613 留.∂

国民健康保険事業会計

　　　

－

　　

－

　　

19 517 jθJ　　19 517　　＆7

その他の事業会計

　　

5 240

l　s4 1　4

492

1　j.41　　97321　M

　　

合

　　　　　

計

　　

1
154 669

1
100.0

1
190 534

1
100.0

1　345
203

1　100.0

－834－



対する繰出しの状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

一

昭

　

和

　

45

　

年

　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

合

　　　

゛

　　　　

（

　

・

　　

ｓ

　　

額

　

）１率順訟肇

　　　　

17 546　　　　∂.4　　　　　　3 475　　　　4.∂　　　　jﾀ.&　　　　jθ4

　　　　　

6 957　　　　忿.5　　　　　　470　　　　θぷ　　　　∂.8　　　　17£

　　　　

38 852　　　　1-4.2　　　　　15 764　　　　忿忿j　　　　W.6　　　　j∂j

　　　　　　

179

　　　　

θj

　　　　　　　

276

　　　　

θ４

　　　

15i.Z

　　

・

　

訂.ﾀ

　　　　　　

247

　　　　

θｊ

　　　

－

　　　

23

　　

－

　

θ.θ

　　

－

　

∂j

　　　　

j忿j

　　　　　　

280

　　　　

θj

　　　　　　　

201

　　　　　

θｊ

　　　　

が.&

　　　　

4∂j

　　　　　　

763

　　　　

θj

　　　　　　　

162

　　　　　

θＪ

　　　　

幻.忿

　　

－

　

4.9

　　　　

54 812　　　　2θ.θ　　　　　14457　　　　忿θｊ　　　　忿∂4　　　　37.1

　　　　　

1 485　　　　θ.よ　　　　　　1467　　　　忿ｊ　　　　∂＆S　　　　28.6

　　　　　　

216

　　　　

θ.j

　　　　　　　

51

　　　　　

θｊ

　　　　

忿ぶ.δ

　　

A

　

θ.9

　　　　　

1 638　　　　θ.∂　　　　　　289　　　　　θ.4　　　　び.∂　　　　μ,8

　　　　　

3 478　　　　jj　　　　　　2 467　　　　＆5　　　　7θ.∂　　　1363

　　　　　

6015

　　　　

忿.忿

　　　

△

　　　

６５

　　

・

　

θｊ

　　

・

　

1.1

　　　　

む.2

　　　　

48 978　　　　j7.ﾀ　　　　　12 694　　　　17.8　　　　25S　　　　jム8

　　　　　　

554

　　　　

θ.忿

　　　

－

　　

344

　　

ム

　

θ.5

　

･･

　

∂忿丿

　　　

208^

　　　

182 000　　　　66.5　　　　　51 341　　　　7%.O　　　　認名　　　　忿1?J

　　　　　　

277

　　　　

θj

　　　　　　

67

　　　　

θ.7

　　　

糾.忿

　　　

茸.9

　　　　　

3 523　　　　jJ　　　　　　1 291　　　　　i.s　　　　錨.∂　　　　渥J

　　　　　

5 699　　　　忿j　　　　　　　837　　　　j.忿　　　　μ.7　　　　忿ｊ

　　　　　

2 372　　　　θJ　　　　　　1 086　　　　j.5　　　　μｊ　　　　＆忿

　　　　　

1 572　　　　θ.∂　　　　　　430　　　　θ.∂　　　忿４　　　幻j

　　　　　

3 995　　　　j.5　　　　　　016　　　　j.∂　　　　27j　　　　訂.∂

　　　　　

7 263　　　　忿.7　　　　　　1 843　　　　忿.∂　　　　邱４　　･･　16.7

　　　　　　

460

　　　　

θ.忿

　　　　　　　

39

　　　　　

θｊ

　　　　

＆５

　　

－

　

屁j

　　　　

40 734　　　　μ.9　　　　　　9 239　　　　お.θ　　　　麗.7　　　　加.8

　　　　　　

852

　　　　

θＪ

　　　

・

　　　

84

　　

・

　

θｊ

　　

－

　

乱∂

　　　

釘5j

　　　　

66 747　　　糾.4　　　　　15 866　　　　麗Ｊ　　　留.S　　　留.8

　　　　

17 519　　　　∂4　　　　　　1 998　　　　2j　　　　11J^　　　　幻j

　　　　

7 596

1　　　忿.s　　　　　21361　　　∂.θ|　　　認jl　　　腔.θ

　　　

273 862

1　　100.0 1　　　71

341

1　　100.0 1　　　26.0 1　　27.2

885



その１

　

性質別内訳

第99表公 債 費

　

7

，

　

゛

し

道

ぷ

（

≒

　

Ｊ

　

ド

）

≒

　

額

地方債元利償還金

　

194 085　　紹.7　244 037　　邱.∂　422 H3　　夙4

　

元

　　　　　

金

　

112 357　　5M　　133 313　　銘.∂　234 898　　μ丿

　

利

　　　　　

子

　　

81 728　　私∂　　110724　　剱j　　187 215　　砲丿

一時借入1金利子

　

，2 510　　M　　8 670　　3.i 11180　　　忿.∂

　

合

　　　　

計

　

1

　

196595　100°0　252 707　100°0　433 293　100°o

l

その２財源内訳

　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　

夢道府県｜市

　

町

　

村｜純

　

計

　

額

国庫支1出金

　

2 404　j.忿　　1 524　　θ.∂　　4 027　θ.∂

使用料、手数料

　　

8 301　　4J　　13 627　　M　　21 959　　む

その他特定財源

　　

19271　　∂j　　l6 030　　∂j　　34 851　　∂.θ

一般財源等

　

i66 619　∂4j　221 526　S7.7　372 456　阻θ

　

合

　　　

計

　

196595

　

100.0

　

252 707　100.0　433 293　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

― 336



の

昭

純

和 45

計

　　

2 862

　

17 02４

　

32 734

317 020

369640

状

年 度

額

Ｊ
一

　
　

徊

　
　

心

　
　

一
一
一

　
　
　

０
　
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｓ

　
　
　

Ｏ

増

況

比

一
波

　

1 165

　

4 935

　

2 117

55 436

63 653

－337－

額

1£

7.8

Jｊ

8７､1

100.0

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

滅

　

率

７

　
　

θ

　
　

５

　
　

５

　
　
　

２

θ

　
　

タ

　
　

β
ひ

　
　

７

　
　
　

７

４

　
　

忿

　
　
　
　
　

ｊ

　
　
　

１

79ｊ

銘.7

85j

17.lt

17.3

　　

昭

　

和

　

45

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

　　

純

　　　

計

　　　

額

　　

∧

l

　　

a

　　

・

　

）

　

・率馮論肇

　　　

360 676　　　　訂.∂　　　61 437　　　　邱j　　　　17.0　　　　17^

　　　

204 413　　　　邸J　　　30 485　　　　47j　　　　μ.ﾀ　　　　釦.名

　　　

156 263　　　　砲J　　　30 952　　　　砲.∂　　　　却Ｊ　　　　13£

　　　　

8 964　　　　　£4　　　　2216　　　　　j.５　　　　2U.7　　　　j∂J

　　　

369 640　　　　100.0　　　63 653　　　　100.0　　　　17.2　　　　17.3

-

- ~ - 一 一

　 　 　 　 　 　 　 　

一 一

｜

１



第100表

　

地

　　

方

　　

債

　　

償

　　　　　　

一一

　　　

-

　　　　　　　　

･-

　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　

1年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

一般公共事業債

　　

30 468　　Z7.1　　7 510　　£∂　　37 978　　16^

一般単独事業債

　　

23 971　　釘.J　　31 519　　留.∂　　55 490　　留.6

公営住宅建設事業債

　　　

7 057　　　∂J　　　5 143　　　J.9　　12 200　　　5j

蒙談教育施設整備事

　　　

466

　　　

θ.4

　　

22 536　　μ.1?　　23 002　　　ﾀｊ

辺地対策事業債

　　　

－

　　　

－

　　

2 375　　j.∂　　2 375　　j.θ

覆業廃棄物処理事業

　　　　

＿

　　　

＿

　　　　

＿

　　　

＿

　　　　

＿

　　　

＿

災害復旧債

　

20 990　18.7　　7 832　　£ﾀ　28 822　j忿丿

輦覆業都市等建設事

　　

4 693　　　4.忿　　　　－　　　－　　　4 693　　　忿丿

清掃事業債

　

1 016　　θ.9　　7 868　　5.9　　8 884　jj

墓養福祉施設整備事

　　　

1 761　　　j.∂　　　4330　　　jJ　　　6 091　　　忿.∂

i

　　

9 641　　　∂.∂　　　7344　　　£5　　16 985　　　7j

離だｒl゛“

　

－

　

― 14 077　　10.6　　14 077　　　∂.θ

退職手当債

　

3 975　j.5 2 142 j.∂　　　6117　　　忿.∂

転

　　

貸

　　

債

　　

1010

　　

θ.ﾀ

　　

1001

　　

θJ

　　

2 011　　θ.ﾀ

過疎対策事業債

　　　

一

　　

－

　　　

744

　　　　

θ.∂

　　　　

744

　　　

θｊ

駁頴翻♂″

　

4 182　　　∂.7　　　　766　　　θ.∂　　　4948　　　2J

同和対策事業債

　　　

22

　　　

θ.θ

　　　　

626

　　　　

θ.5

　　　　

648

　　　

θｊ

都道府県貸付金

　　　

－

　　

－

　　

10 772 ＆j　　　　－　　　－

そ

　　

の

　　

他

　　

3 105　　M　　6 728　　4.∂　　9 833　　4j

　

合

　　　　　

計

　　

112 357　　100.0　　133 313　　100.0　234 898　100.0

㈱１

　

昭和46年度から「産業廃棄物処理事業債」の項目を新設した。なお、「一般公

　　

たものである。

　　

２「交付公債」「枠外債」は各項目に含まれている。
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還

　

額

　

の

　

状

　

況

昭

純

度
額

年4
5
計

和

37 063

57 176

　

9 460

19 122

　

1 340

25 073

　

2 973

　

6 852

　

4019

4 905

14 456

　

6 336

　

1 923

　

－

3 467

2
5

　

一

10 223

204413

ｊ

　

Ｊ

　

ｊ

　

４

　

Ｊ

　

一

　

Ｊ

　

Ｊ

　

４

　

Ｊ

　

ｊ

増

４

　

｀

－Ｍ

　

釘

卵

　

一

　

ｍ

　

四

　

一

5｡θ

100.0

比
一
波

　

915

1 686

2 740

3 880

1 035

　　

－

3 7４9

1 720

2 ０32

2 072

12 080

379

２１９

８

　

４

　

１

　

３

８

　

４

　

８

　

２

　

一

　
　

７

　

４

　

６

　
　
　
　
　

１

　　

390

30 485

額

O

>
ｏ

Ｏ

J
^

-
＊

S
o

l
o

o
i

<
Ｎ

ｅ
ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　

ｊ

C
ｏ

^
Ｏ

ｔ
s
.

C
o

C
o

(
2
0

W
5

!
Ｏ

≪
Ｏ

Ｏ
b

ｊ

　
　
　
　
　
　
　
　

Ｊ

Ｊ

　

心

血

　

心

ム

Ｊ
一
ね
匂
幻

　

一

lＪ

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

滅

　

率

　　　　　

忿ｊ

　　　

・忿.9

　　　　

29､０

　　　　

２０』

　　　　

77Ｊ

　

θｊ

５２ｊ

３１ｊ

鯉丿

詔ｊ

　

－

15』

O
5

i
^

5
O

'
S
3

≪
Ｏ

。
ご
一
匹

　

心
。
‘

C
>

≫
Ｎ

-
＊

４

　

混

　

澱

nｓ£

－

　

＆5

　　

恥6

　

皆増

　

碧.7

2492.０

　　

－

－

　

O Q

0
０

０
０

ｉ
-
.

　

・

　
　

・

　
　

・

ｐ
ｏ

"
5
＾

(
Ｍ

ム

　

1.７

　

－

昭丿

皆増

　

－

14.9

″
ｎ
ｙ

　
　

２

θ

　
　

０

Ｊ

　
　

２

共事業債｣は従来項目として設けていた｢一般補助事業債｣と｢直轄事業債｣を合算し
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－
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その１

　

日的別内訳

第101表

　

地

　　

方

　　

債

　　

現

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

合

　　

計

　　

額

一般公共事業債

　

449 310　　邱.7　171 685　　7.∂　620 995　　巧.7

一般単独事業債

　

342 236 加4　　462 553 即j　　804 789　　加４

公営住宅建設事業債

　

192 045　　jμ　　189 016　　　＆j　　381 061　　　∂.7

要談教育施設整備事

　　

3 129　　　θJ　　615 414　　忿7J　　618 543　　15.7

辺地対策事業債

　　　

一

　　

－

　　

28 380　　i.s　　28 380　　0.７

香業廃棄物処理事業

　　

2 725　　　θ.忿　　　　297　　　θ.θ　　　3022　　　θｊ

災害復旧債

　

183 798　jθj　66 409 2.ﾀ　　250 207　　　∂ｊ

梨香業都市等建設事

　

143 216　　　＆5　　　　－　　　－　　143 216　　　＆∂

清

　

掃

　

事

　

業

　

債

　　

12 106　　θ.7　　133 548　　ぶ.∂　　145 654　　j.7

彙表福祉施設整備事

　　

51 534　　　な　　130 969　　　5.∂　　182503　　4.∂

篁芸用地先行取得事

　　

86 774　　　&.忿　　58 624　　　忿.∂　　145398　　　＆7

箭惣門゛“

　

－

　

－

　

22 709　　　j.θ　　22 709　　　θ.∂

退

　

職

　

手

　

当

　

債

　　

24 587　　　j.5　　　9 224　　　θ4　　33811　　　θ.∂

転

　　　

貸

　　　

債

　　

10 336　　　θ.∂　　　9986　　　θ.4　　20 322　　θ.5

過疎対策事業債

　　　

－

　　

－

　　

39 773　　j.∂　　39 773　　j.θ

園昌義箭蔓蒋i
l

政府

　

125 716　　　7.5　　17 667　　　M　　143 383　　M

同和対策事業債

　　　

599

　　　

θ.θ

　　　

26 860　　　j.忿　　27 459　　　θ.7

都道府県貸付金

　　　

－

　　

－

　

137 528　　に　137 528　　5.5

そ

　　

の

　　

他

　　

53 297　　む 144 678　　　　∂J　　197975　　　£θ
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昭和46年度から｢産業廃棄物処理事業債｣の項目を新設した。なお、｢一般公共

　

ものである。
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事業債｣は従来項目として設けていた｢一般補助事業債｣と｢直轄事業債｣を合算した
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64 920　　5.θ　232 127　　μ.忿　108 858

　　　

合

　　　　　　　

計

　　　

1 301 687　　100.0　1 632 182　　100.0　630 398

　　

歳

　　　　　　　　

出

　　

758 236　　甜.7　1 957 884　　釘.∂　571 600

　

=t顕骸数数49

　　

19 598　　　忿.忿　76 510　　S.6　　23 778

　

出

|

一時借入金返済額

　　

97 349　　llj. 102 269 1 4j　　84 289

　　　

合

　　　　　　

計

　　　

875 183　100.0　2 136 663　100.0　679667
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金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　

月

　

１

　

７

　　　

月

　

１

　

８

　　　

月

　

１

　

９

　　　

月

　

｜

　　

10

　　　　

月

　　

邸.忿

　

535 756　　辰j　722 862　　甜.ﾀ1 018917　　認J　　569 034　　辞丿

　　

部忿

　

317 150　如.∂　347 425　剱.7　293 388　邸.∂　　255 296　S7^

　　

卯.7

　　　

354

　　

θ.j

　　

91 163　　jム忿　424 834　　鉛.∂　　　4 192　　θ.∂

　　

11.6

　

126 834　　20.0　167 684　　Z0.6　174 521　　18.0　　171 276　　25.0

　　　

θ.7

　　

12 236　　i.s　　28 681　　j.5　　18 741　　j.7　　　15 889　　名ｊ

　　　

θJ

　　

6 252　　j.θ　　17 486　　忿.j　　15 159　　j.4　　　30 211　　4.4

　　　

∂J

　　

1 894　　θj　　2 634　　θJ　　4 555　　θ.4　　　2 450　　θｊ

　　　

∂.5

　　

71 036　　11^　　67 789　　∂.5　　87 719　　＆θ　　　89 720　　j＆

　　　

1.2

　　

13 584　　忿j　　14 148　　j.7　　8 941　　θ.S　　　27 074　　4.θ

　　　

j.∂

　　

85 684　　13£　　76 604　　ﾀ.4　　64 472　　5.∂　　　88 037　　j2.∂

　　

100.0

　

635 024　100.0　813 614　100.0 1 092 330　100.0　　684 145　100.0

　　

S£

　　　

＆忿

　　

12 205　　j.7　　18 941　　忿.j　　23 807　　名.5　　　7415　　θ.9

　　　

!?.5

　

58 640　　∂.θ　76 521　　∂.4　69 819　　7.4　　55008　　δ.∂

　　

100.0

　

735 813　100.0　818 271　100.0　949 559　100.0　　832 218　100.0

ツ○

　

月
〇

　

〇９ｎ（合・

　　

80.0

　

671 420　81.６に791 658　辞.7 1 680 893　卯.∂　12 s61 808　辞丿

　　

砲.7

　

288 915　　巧.j　325 955　　15^　205 071　　11^　4 235 746　　四Ｊ

　　　

θ.j

　　

78 632　　1?.∂　　91419　　4.4　　10819　　θ.∂　2 227 194　　15A

　　

四j

　

148 091　　μ.θ　580 235　　認.j　202 040　　む.忿　2 566 048　　17.7

　　　

忿.5

　

18 941　　忿.j　58 262　　2.S　152 682　　∂.4　　427 983　　＆θ

　　　

S£

　　

31 856　　j.∂　208 548　　jθj　710 609　　j∂J　1 175 452　　＆j

　　　

θ.5

　　

8 345　　j.θ　　21 412　　j.θ　　19 589　　1.1　　　80 393　　θ.∂

　　

とj

　　

96 640　　11.7　50S 827　　Zk5　380 083　　幻.θ　1 848 992　　j£7

　　　

忿.7

　　

13 624　　j.7　　58 671　　忿.S　127 806　　7j　　534 647　　j.7

　　

17^

　

137 630　　j∂.7　216 532　　jθ.5　　　　－　　　－　I 373 919　　9.5

　　

100.0

　

822 674　100.0 2 066 861　100.0 1 808 699　1 00.0　14 470 374　100.0

　　

μj

　

726 175　　85.1　1519916　　む.4 1 965 885　　86.0　12 581 291　　S∂Ｊ

　　　

∂.5

　

I67I1

　　

忿.θ

　

46 670　　忿j　135 034　　＆9　　534 647　　j.7

　　

j£4

　

109 649　12^　300 467　μj　185 307　　∂.j　1 373 919　　9.5

　　

100.0

　

852 535　100.0 1 867 053　1 00.0 2 286 226　100.0　14 489 857　100.0
-
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その１

　

収入、支出額

　

(2ト都道府県

第103表昭和46年度資

　　

区

　　　

二

　

｜

　

ド竹

　

｜

　　

５

　　　

月

　　

Ｏ

　　　　　　　

｜

　　

歳

　　　　　　　　

入

　

396 328　　77.S.　338 183　1　江7　711 181

　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　

57 873　　11.S　230 528　　釦J　291 054

　　　

畿客凌付税および地方

　

261 925　　51.1　　:　‾　・　― 263 525

　

収

|

国庫支出金等

　

41 715　　む　58 763　j忿j　119212

　　　

ﾀyき債（起債前借を含

　　　

211

　　　

θ.θ

　　

4 769　　　j.θ　　　2 288

　　　

父頁事業会計からの繰

　　　　

89

　　　

θ.θ

　　　　

21

　　　

θ.θ

　　　　

11

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

34 515　　∂.7　　44 102　　∂.∂　　35 091
A暫稔悶彗゛台58408

　　

jム4

　　

27 564　　　∂.θ　　　5 373

　　

|

一時借入金借入額

　　

58 323　　UJt　　92 955　　加J　　22 087

　　　

合

　　　　　　

計

　　

513 059　100.0‾　458 702　100.0　738 641

　　

歳

　　　　　　　　

出

　

399 068　　田j　293 571　　71S　502 777

　

=ｔ欝皺智能49

　　

9 938　　　忿.忿.　52 483 .j邸　　33 571

　

出

P

●時借入金返済額

　　

41 725　　リ.j　　62 218　　巧,忿　　67 025

　　　

合

　　　　　　

計

　　

4bO 731　　100.0　408.272　100.0　603373

1

　　　

区

　　　　　　

分．

　

｜

ロ

　　

１月

　　

｜

42

　　　

月

　　

ﾚﾜ

　　

歳

　　　　　　　　

入

　

727 388　　就2　768 219　　町.∂　288 286

　　　

遡

　　　

方

　　　

税

　

258 p88　　認.j　　326 135　　3UJS　156 259

，

　　

畿ﾓl叢付税および地方

　　

245 130　　訂j　　69 568　　7.4　　　－

l収

　

国庫支出.金等コ68 998　n.7　274 884　即j　92 018

　　　

誓言債y起債前借を含

　

76 128　　ﾚむ　　34 202　　　J.∂　　9 271

　　　

錨

　　　

そ

　　

の，他

　　

38 871　　4j　62 770　　∂.7　30 432い暫稚脂然？斗－Q

　

lA

　　

62 952　　∂.7　　071

　　

一時借入金借入額

　　

42 338　　M　106 944　　払4　53 946

　　　

合

　　　　　　　　

計

　

780 436　　100.0　938 115　； 100.0　343403

‥

　

歳

　　　　

，

　　　

出

　

427 923　　舒J　1 155 999　　皿.θ　3H 174
声部数数数44

つ回

　

1.6] 55 609　　　4に7 437

.出

|

．時借入金返済額

　　

65 675　　13,1 57 993 4.∂　41 376

し

　　

合

　　　　　　　

計

　　　

501 413　　1｀00.0　1 269 601　　1 00.0　359 987

　　　

I

　

J

　　　　　　　　　　　

.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

.･.｀

　

・11
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金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況･,(うづき)

(単位

　

百万円・％)

　

月

　

｜

　

ブ

　　

∧月

　

１

　

８

，

　

丿
月

　

．

ﾚ

ﾌ

　　　

月

　

｜

10　　月

　

邱j

　

282 183　’ 卯.7　445 029　89.i　555 292 ‘ お.忿　　342 036　　訂.2

　

S9ふ

　

151 868　詔.4　186 610　訂.5　176 898　弱.7　　149 902　腔.J

　

35､7

　　　

0

　　

θ.θ

　

78 185　巧.7　197 491　おｊ　　　　４８　　θ.θ

　

μj

　

99 435　認.4　137 270　刀.∂　138 875　認.j　　131 653　涯.S

　　

θj

　　

2 065　　θ.δ　　13 871　　忿.∂　　□86　　θ.j　　　20 877　　瓦忿

　　

θ.θ

　　　

197

　　

θｊ

　　　

，12

　　

θ.θ

　　　　

36

　　

θ.θ

　　　　　

67

　　

θ.θ

　　

4j

　

28 618　　＆巳　29 081　　5.S　40 206　　∂.&　　39 489　　ﾀ.∂

　　

θ.7

　　

6 282　　1.8　　7 402　　i.5　　1 946　　θ.j　　　8 223　　乙θ

　　

＆θ

　

61 375　17.5　45 327　　∂.j　38 927　　∂.5　　51 387　j口j

　

100.0

　

349 840　1 00.0　497 758　100.0　596 165　100.0　　401 646　1 00.0

　

昭j

　

369 052　卯.5　408 166　涯.θ　475 600　即J　　439 992　釘.θ

　　

瓦∂

　　

4 470　　1.1　　10 858　　忿.j　　7 935　　j.5　　　1 407　　∂ｊ

　

とj

　

38 633　　∂.4　55 481　と.7　43 251　　S.忿　　31 506　　∂.7

　

100.0

　

412 155　100.0　474 505　100.0　526 786　100.0　　472 905　100.0

・引

　

，

　

月

　

〉

　

月

　

｜

　

出納整理期

　

｜合

　　　

計

　

辰.θ

　

380 348　　μj 1 105 864　　即.4　689 94E　即.S　7 030 287　　訂.忿

　

訪.5

　

159 125　　訂.j　186 994　　お.j　1310 147　　jδ.ﾀ　2 461 479　　釦.5

　　

－

　

39 828　　＆∂　43 935　　j.δ　　1 064　　θj　1200700　皿Ｊ

　

訪j

　

118 968　部.4　449 788　錨j　66 089　　＆∂　1 897 669　留.5

　　

忿.7

　

13 129　　忿.∂　85 624　　7.∂　307 181　如.θ　　511 400　　∂ｊ

　　

θ.j

　　

5 576　　j.忿　　12 708　　ムθ　　5 599　　θ.7　　　25 454　　θ.ぶ

　　

＆∂

　

43 722　　∂.S　326 815　部.7　179 868　留.5　　933 585　jム7

　　

θj

　　

3 055　　θ.7　　15 820　　1.3　　78 021　　加J　　286 925　　j.δ

　

琵.7

　

67 350　μ.∂　101 224　　＆j　　　－　　－　　742 183　　∂.忿

　

100.0

　

450 753　100.0 1 222 908　100.0　767 969　100.0　8 059 395　100.0

　

涯.4

　

399 577　　巧.7　861 579　　糾.j　I 030 549　　釘.∂　7 075 026　　訂.J

　

瓦j

　　

1 022　　θ.忿　10 259　　j.θ　84 121　　7.4　　286 925　　J.５

　

む.5

　

65 729　召.j　153 229　μ.ﾀ　18 341　　j.∂　　742 183　　瓦2

　

100.0

　

466 328　100.0 1 025 067　100.0 1 133 01 1　100.0　8 104 134　100.0
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その１

　

収入、支出額

　

（3）市｀町

　

村

第103表

　

昭

　

和46年

　

度資

　　

区

　　　　　　　

分

　　

｜

　

叩竹

　

１

　

５

　　　

月

　　

Ｏ

　　

歳

　　　　　　　　

入

　

377 307　　9,5　276 357　　甜.j　440 778

　　

地

　　　

方

　　　

税

　

104 706　　釘j　　184 137　　57J.　147 177

　　

論ﾐ1盗付税および地方

　　

216 063 訪.θ　　　1026　　　θJ　217 053

収

　

国庫支出金等

　　

15 307 j.忿　　　26602 ＆J　　21 072

　　

都道府県支出金

　　

4 672　　j.θ　　5 441　　j.7　　8 336

　　

地方債（起債前借を含

　　　　

95

　　　

θ.∂

　　　

7 125　　　忿.名　　　1259

　　

yj

事業会計からの繰

　　　

2 264　　　θ.5　　　1 014　　　θJ　　　2 955

入

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

34 200　　7.θ　　51 012　　jぶ.∂　　42 926

　　

暫数脂彗゛“

　

28 790　　　∂.θ　　14 231 4.4　　　9205

　　

一時借入金借入額

　　

74 410　　巧j　　30 395　　9.5　20 884

　　

合

　　　　　　

計

　　

480 507　100.0　320 983　100.0　470 867

　　

歳

　　　　　　　　

出

　

275 329　　即.j　253 564　　μ.5　343 782
J゛詐皺数鎔49

　

20 422　　　∂.7　　19 475　　　∂.5　　18･088

出

|

一時借入金返済額

　　

9 191　　j.θ　　26 890　　9.θ　27 552

　　

合

　　　　　　

計

　　

304942

　

100.0

　

299 929　100.0　389422

　　

区

　　　　　　　

分

　　

1

11

　　　

月

　　

1

12

　　　

月

　　

|リ

　　

歳

　　　　　　　　

入

　

487 588　　侭.∂　543 111　　7∂j　216 540

　　

地

　　　

方

　　　

税

　

127 603　　μ.5　206 287　　即.7　112 700

　　

畿ﾐl叢付税および地方

　　

224 355　　詔.θ　　26 800　　j.ﾀ　　　334

収

　

国庫支出金等

　

46 071　　8.8　102 400　μ.∂　28 325

　

1

都道府県支出金

　　

20 854　　4.θ　　67 238　　∂.7　16 009

　　

響言債（起債前借を含

　　

12 721　　忿j　　52 281　　7.5　　14 985

　　

父貫事業会計からの繰

　　　

4 147　　　θJ　　　5 146　　　θ.7　　　2729

入

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

51 837　　加j　　82 959　　12.0　　41 458

　　

暫註臨彗゛“

　

11 081　　　忿j　　25 773　　　j.7　　IS 543

　

|

一時借入金借入額

　　

22 582　　4J　125 183　　召.θ　　54 912

　　

合

　　　　　　

計

　　

521 251　　100.0　694 067　100.0　286 995

　　

歳

　　　　　　　　

出

　

330 313　　∂∂j　801 885　　朗.5　260 426
1欝数数能丿昂

　

U 783　　∂.忿　　20 901　　s.4　　16 341

出

|

一時借入金返済額

　　

31 674　　　∂.5　　44 276　　　5j　　42 913

　　

合

　　　　　　

計

　　

373 770　100.0　867 062　100.0　319680
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金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

月

　

I

I

　

7

　　

月
〕

　

８

　　　

月

　

｜
９

　　　

月

　

｜

10

　　

月

　

9S､61 253 573　　S＆ﾀ　277 833　　S＆θ　463 625　　∂jj　　226 998　　∂θJ

　

olJi

　

165 282　　5＆θ　160 815　　5∂j　116 490　　23.5　　105 394　　37J

　

4に

　　　

354

　　

θj

　　

12 978　　4j　227 343　　訪j　　　4 144　　j.5

　　

4.5 ’27 399　　∂.∂　30 414　　9.∂　35 646　　7.2　　39 623　μ.θ

　　

jj

　　

12 236　　4.j　　28 681　　9j　　18 741　　S.8　　　15 889　　5.∂

　　

0.5 4 187　　j.5　　3615　　1.1　　13 373　　忿.7　　　9 334　　OmO

　　

θ.∂

　　

1 697　　θ.∂　　2 622　　θ.S　　4 519　　θ.∂　　　2 383　　∂.8

　　

ﾀ.∂

　

42 418　μ.&　38 708　狸.4　47 513　　∂J　　50 231　17.8

　　

忿.θ

　　

7 302　　2.∂　　6 746　　忿.j　　6 995　　j.4　　　18 851　　∂.7

　　

4.4

　

24 309　　＆5　31 277　　∂.9　25 545　　5j　　36 650　1＆0

　

100.0

　

285 184　100.0　315 856　100.0　496 165　100.0　　282 499　100.0

　

認j

　

295 916　釘.4　314 643　皿j　380 333　卯.ﾀ　　329 803　皿j

　　

4.∂

　　

7 735　　忿.4　　8 083　　乙石　　15 872　　5.S　　　6008　　j.7

　　

7.j

　

20007

　　

δ.忿

　

21 040　　∂.j　26 568　　∂.j　　23 502　　＆5

　

100.0

　

323 658　100.0　343 766　100.0　422 773　100.0　　359 313　100.0

4ブレ

　　

月

　

ト

　　

月

　

｜

　

出四回

　

ｌ

　

合

　　　

計

　

万j

　

291 072　　河j　685 794　　む.忿　990 945　　舒.忿　5 531 521　　甜丿

　

卯.j

　

129 790　糾.∂　138 961　加.5　74 924　　7.忿　□74 267　腔.7

　　

θj

　　

38 804　　却.4　　47 484　　ぶ.∂　　9 755　　θ.∂　1 026 494　　瓦.θ

　　

瓦9

　

29 123　　7.S　130 447　び.5　135 951　μ.j　　668 379　加.4

　　

5.δ

　

18 941　　5j　58 262　　∂.ﾀ　152 682　μ.7　　427 983　　∂.7

　　

5.忿

　

18 727　　5.θ　122 924　召.∂　403 428　認.∂　　664 052　勁ｊ

　　

£θ

　　

2 769　　θ.7　　8 704　　j.θ　　13 990　　jJ　　　54 939　　θ.9

　

μ.4

　

52 918　μ.4　179 012　釘j　200 215　四.2　　915 407　μｊ

　　

＆4

　

10 569　　2.S　42 851　　5j　49 785　　4.S　　247 722　　j.∂

　

却j

　

70 280　瑠.∂　115 308　瑠.7　　　－　　－　　631 736　　∂.∂

　

100.0

　

371 921　100.0　843 953　100.0 1 040 730　1 00.0　6 410 979　100.0

　

町.5

　

326 598　　糾.5　658 337　　浮.β　935 336　　訂.j　5 506 265　　涯j

　　

5.j

　

15 689　　4.j　36 411　　4.j　50 913　　4j　　247 722　　J.∂

　

ISA

　

43 920　と.4　147 238　17.5　166 966　　μ.5　　631 736　　ﾀ.9

　

100.0

　

386 207　100.0　841 986　1 00.0 1 153 215　100.0　6 385 723　100.0
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その２

　

各月別構成比

第103表

　

昭

　

和

　

46年度資

－

　

一一一

　　　

丿

　　　　

々

　　

即営ﾄりﾍﾞﾚりぺ

　　　　

歳

　　　　　　　　　

入

　　

∂.忿

　

4.夕

　

∂.忿

　

^J , 5.8
i

　　　　　

地，

　　　

方

　　　　　

税

　　　

＆S

　　

9.8

　　

却J

　　

7.5 j　＆２

　　　　

地方交付税および地方譲与税

　　

鯉.5

　　

θ.θ

　　

迢.∂

　　

卵八

　

む

　

４’収

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　

忿.忿

　　

3J

　　

５.5

　　

4.9

　　

∂.5

　

総

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出．金

　　　

1.1

　　

lJ

　　

1.9

　　

名.9

　　

∂.7

　　　　

地方債（起債前借を含む.）

　　

θ,θ

　　

ムθ

　　

θｊ

　　

θ.5

　　

1.5

　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　

口.9

　　

lj

　　

J.7

　　

乙4・

　

3j

　　　　

Iそ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　

ｊ.7

　　

5j

　　

4.忿

　　

j.&

　　

J.7

　　

入雲許諾交差付金回収金および他

　　

16.3

　　

7.&

　　

忿.7

　　

2j

　　

口.∂

　　　

|

一時借入金借入額

　　

ﾀ.7

　　

∂.θ

　　

3.1

　　

∂.口

　

ぶ.∂

　　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　

∂.ﾀ

　　

5.4

　　

＆4

　　

4.4

　　

5.∂

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　

出

　　　

μ

　　

4j

　　

∂.7

　　

5J

　　

5.7

　

括

　

支焚簒ll貪差な金および他会計借

　　　

5.7

　　

13.5

　　

∂.7

　　

乙

　　

出

|

一時借入金

　

返

　

済額

　　

j.7

　　

∂.5

　　

∂.9

　　

4j

　　

M

　　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　

5.忿

　　

4.∂

　　

∂.∂

　　

5.j

　　

5.∂

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　　

入

　　　

5j

　　　

釧10.1

　　　

＼.o

　　

∂.j

　　　　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　

口.4

　　

ｼﾞ.4

　

11^

　　

∂.2

　　

M

　　

収

　

地方交付税および地方譲与税

　　

21.8

　　　

一

　　

21.9

　　

θ.θ

　　

∂,5

　

都

　　　　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　

忿.口

　　

3.1

　　

∂.J

　　

5.忿

　　

7j

　　　　

地方債（起債前借を含む.）

　　　

θ.θ

　　　

θ.ﾀ

　　

θ.4

　　

θ.4

　　

2.7

　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　

θＪ

　　

θ.j

　　

θ.θ

　　

θｊ

　　

θ.θ

　

道

　　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　

j.7

　　

4.7

　　

Jj

　　

3.1

　　

鉦

　　

Ａ肛訓玄組尚“ﾀﾞｲi

　　

れ

　　

怖

　

j.∂

　　

2.2

　　

口.∂

　

府

　

|

一時借入金借入額

　　

7.9

　　

j忿j

　　

J.θ

　　

∂.j

　　

∂ｊ

　　　　　

合

　　　　　　

計

　　　

δ.4

　

5.7

　

ﾀ.忿

　

4j

　

∂.2

　

県

　　

一歳

　　　　　　　　　　　　　

出

　　　

5.∂

　　

4.j･

　

7.j

　　

5.忿

　　

5.∂

　

丿支懇里貪j§な金および他会計借

　

Ｊ.5

　　

18^

　　

11.7

　　

j.∂

　　

＆S

　　

出

|

一時借入金返済額

　　

5.∂

　　

＆4

　　

∂.θ

　　　

5.口

　　　

7.5

　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

5.

U

　

5.θ

　　

7.4

　　

5j

　　

5.ﾀ
ｰ

　

-

　　　　　　

一一

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　

人

　　　

∂.S

　　

J.θ

　　

8.0 L6
1　5,副

　　　　

地

　　　　

方

　　　　　

税

　　　

5.ﾀ

　

釦.4

　　

8J

　　

ﾀ.j

　　

卵

　　　　

地方交付税および地方譲与税

　　

21.0

　　

幻

　　

忿ｊ

　　

θ.θ

　　　

u

　

市

　

収

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　

2.ぶ

　　

4.θ

　　

J.忿

　　

4.j

　　

4.∂

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　

1.1

　　

lJ

　　　

j.ﾀ

　　

２.β

　　

∂.7

　　　　

地方債（起債前借を含む.）

　　

θ.θ

　　

1.1

　　

θ.2

　

，θ,∂

　　

θ.引

　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　

4.j

　　

1.8

　　

5.4

　　

3.1

　　

4訓

　

町入幽けがムむよ魂

　

ご

　

男二;

　

lj

　

れ

　　　

|

一時借入金イ

　

入額

　　

たj

　　

4.S

　　　

5.5

　　

J.り

　

5丿

　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　

7.5

　　

5.θ

　　

7.J

　　

4.4

　　

4.川

　

”が鵜詔な・球丿皿岫

　　

］

　

ご

　

ﾌ:;

　

ゴ

　

劉

　　

出

|

一時借入金返済額

　　

j.5

　　　

4J

　　

4.4‘

　

S.2

　　

3J

　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

4.S

　　

4.7

　

’幻

　　

卵

　　

Ｍ
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金

　

収｀･支

　

の

　

状

　

況（つづきで）

(単位

　

％)

ﾂﾞ
巾贈ﾚﾊﾞ

12
ﾔ轡汗ﾚﾊﾞ３りｈ牡回゛

　

しむ

　　

4.が

　　

ﾀ.7

　　

加.4

　　

4.θ

　　

5.j

　　

μｊ

　

μ.j

　

100.0

　　

∂.∂

　　　

∂.θ

　　　

乱j

　　

12.6

　　　

δｊ

　　

6.8

　　　

7.7

　　　

5.θ

　　

100.0

’jﾀ.j

　　

θ.β、釘.j

　　

4.j

　　

θ.θ

　　

＆5

　　

4.j

　　

θ.5

　

100.0

　

､･∂ｊ

　　　

∂.7

　　　

＆4

　　

μ.7イ

　　　

4.7

　　　

5.∂

　　

麗.∂

　　　

7.∂

　　

100.0

　　

4.4

　　　

＆7

　　　

4.ﾀ

　　

巧.7

　　　

＆7

　　　

4.4

　　

逓.∂

　　

舒.7

　　

100.0

　　

ゴj

　　

2.∂

　　

忿.5

　　

7.4

　　

忿ｊ

　

・

　

忿.7

　　

17.7

　　

印.4

　

逓θ.θ

　　

5.7

　　

∂.θ

　　

瓦4

　　　

7.ｆ

　　　

3.8

　　

逓.4

　　

加.∂

　　

助.j

　

100.0

　　

4.7

　　　

4j

　　　

4.∂

　　　

7.∂

　　　

j.∂

　　　

5.２

　　

刀.4

　　

釦.∂

　　

逓θ.θ

　　

j.7

　　

ぶj

　　

4j

　　

16.6

　　　

3.1

　　

2.5

　　

む.θ

　　

助.θ

　

100.0

　　

4.7

　　　

＆4

　　　

4.7

　　

j∂j

　　　

7.∂

　　

逓.θ

　　

び.S

　　　

－

　　

100.0

　　

7j

　　　

4.7

　　　

9.θ

　　

11^

　　　

４ｊ

　　　

５.7

　　

μ.∂

　　

j忿j

　　

100.0

　　

∂.S

　　　

∂ｊ

　　　

∂.θ

　　

貧ぶ

　　　

4.5

　　　

5.8

　　

12.1

　　

15.7

　　

100.0

　　

4.5

　　　

ム4

　　　

J.7

　　

μ.J

　　　

4.4

　　　

S.1

　　　

＆7

　　

舒.忿

　　

丿卯.θ

　　

ざj

　　　

4.θ

　　　

7.j

　　　

7.4

　　　

∂.j

　　　

＆ひ

　　

幻.∂

　　

μ.4

　　

逓ａθ

　　

∂.∂

　　　

5.7

　　　

∂.θ

　　

μ.7

　　　

4.7

　　　

よ.∂

　　

麗.ﾀ

　　

葺.S

　　

100.0

　　

7j

　　　

4.∂

　　

逓.j

　　

加.∂

　　　

4j

　　　

5.4

　　

j£7

　　

逓.θ

　　

逓θ.θ

　　

7.忿

　　　

∂.ヱ

　　

逓.5

　　

詔.2ツ

　

∂.j

　　　

∂.J

　　　

7ぶ

　　　

5.2

　

100.0

　　

扨.4

　　

θ.θ‘

　

加.4

　　

5j

　　

－

　　

O 0　　＆7　　θ.忿　100.0

　　

7.j

　　　

δ.∂

　　　

＆∂

　　

μ.1

　　　

4j

　　　

∂.∂

　　

詔.7

　　　

J.∂

　　

100.0

　　

θ.j

　　　

4.y

　　　

＆忿

　　　

∂.7

　　　

i.s

　　　

忿j

　　

16.7

　　

印.忿

　　

100.0

　　

び.j

　　　

θｊ

　　　

θ.7

　　　

2.6

　　　

ﾑ２

　　

鯉.∂

　　

卯.∂

　　

認j

　　

100.0

　　

ぷj

　　　

4.忿

　　　

4.忿

　　　

∂.7

　　　

J.j

　　　

4.7

　　

巧.θ

　　

逓.2

　　

100.0

　　

θ.7

　　　

忿.1?

　　　

J.7

　　

むｊ

　　　

θ.4

　　　

1.1

　　　

瓦5

　　

27j

　　

100.0

　　

ざ.忿

　　　

∂.∂’

　

＆7

　　

μ.4

　　　

7.J

　　　

∂ｊ

　　

お.∂

　　　

一

　　

１００.0

　　

7.4

　　　

よ.θ

　　　

∂.7

　　

召.∂

　　　

4j

　　　

5.∂

　　

び.忿

　　　

∂.4

　　

100.0

　　

6.7

　　　

∂.口

　　　

∂.∂

　　

16.5

　　　

4.4

　　　

5.∂

　　

12.2

　　

μ.8

　　

100.0

　　

乙召

　　　

θ.5

　　　

忿.7

　　

逓.4

　　　

βＪ

　　　

θ.4

　　　

＆∂

　　

邱.j

　　

100.0

　　

ぶ.&

　　　

4.忿

　　　

＆S

　　　

7.S

　　　

5.∂

　　　

∂.∂

　　

加.∂

　　　

口.∂

　　

100.0

　　

∂.5

　　　

5.8

　　　

び.忿

　　

び.7

　　　

4.4

　　　

5.S

　　

j乙∂

　　

μ.θ

　　

100.0

　　

＆4

　　　

4.j

　　　

＆&

　　　

∂.S

　

’

　

＆∂

　　　

５.J

　　

lil.u

　　

17.9

　　

逓ａθ

　　

∂.∂

　　　

5.∂

　　　

7.2

　　

n.∂

　　　

∂.4

　　　

7.j

　　　

7.S

　　　

4.巳

　　

丿叩.θ

　

叙ｊ

　　　

θ.4

　　

釘.∂

　　　

夕.∂

　　　

θ.θ

　　　

j.&

　　　

4.δ

　　　

1.1

　　

100.0

　　

5j

　　　

5j

　　　

∂.∂

　　

仔.ﾀ

　　　

4.忿

　　　

4.4

　　

逓丿

　　

加.ｊ

　　

逓次θ

　　

４.4

　　　

、9.7

　　　

4.∂

　　

仔.7

　　　

ぶ.7

　　　

4.4

　　

召.∂

　　

巧.7

　　

逓ａθ

　　

忿.θ

　　　

j.4

　　　

ムタ

　　　

7.∂

　　　

忿.j

　　　

忿丿

　　

逓.5

　　

印丿

　　

逓∂.θ

　　

S.忿

　　　

4j

　　　

7.5

　　　

∂.4

　　　

5.θ

　　　

5.θ

　　

15.8

　　

舒.６×　１００.０

　　

Ｊ.忿

　　

J.5

　　

5.7

　　

∂j

　　

4.ぶ

　　

5.S

　

逓.δ

　

鯉ｊ・100.0

　　

忿.∂

　　　

7.∂

　　　

4.5

　　

10.U

　　　

∂.∂

　　　

4.j

　　

おり

　　

加丿

　　

逓ａθ

　　

4.θ

　　　

5.S

　　　

J.∂

　　

19.8

　　　

＆7

　　

た.j

　　

18^

　　　

－

　　

100､0

　　

7.7

　　　

kA

　　

8.j

　　

加.8

　　　

瓦5

　　　

5.&

　　

召.忿

　　

逓.4

　　

逓θ.θ

　　

∂.∂

　　　

6.0

　　　

∂.θ

　　

μｊ

　　　

友7

　　　

5.∂

　　

12.0

　　

j7.り

　　

100.0

　　

∂.4

　　　

口.4

　　　

4.∂

　　　

＆4

　　　

∂ｊ

　　　

∂.j

　　

μ.7

　　

加.∂

　　

100.0

　

‘4.忿

　　　

J.7

　　　

5.θ

　　　

7.θ

　　　

δj

　　　

7.θ

　　

留丿

　　

26J

　　

100.0

　　

∂.∂

　　　

5.∂

　

・

　　

瓦∂

　　

1S.6

　　　

5.θ

　　　

∂.θ

　　

13.2

　　

j＆θ

　　

j‘00.0

　　　　　　　　　　　　　

－
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第104表

　

社 会

　　

福

　　

祉

　

-

　

-

　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　

｜

　

箇

　

所

　

芸

　

１

　

利用者数

　

｜

　

器

任職員数

　

保

　　　　

護

　　　　

施

　　　　

設

　　　　　　

179

　　　　　

8 931　　　　　1 313

　　

救

　　　

護

　　　

施

　　　

設

　　　　　　　

55

　　　　　

3 481　　　　　　724

　　

更

　　　

生

　　　

施

　　　

設

　　　　　　　

11

　　　　　　

418 84

　　

医

　

療

　

保

　

護

　

施

　

設

　　　　　　　

3

　　　　　　

300

　　　　　　

187

　　

授

　　　

産

　　　

施

　　　

設

　　　　　　　

81

　　　　　

2 910　　　　　　286

　　

宿

　

所

　

提

　

供

　

施

　

設

　　　　　　

29

　　　　　

1 822　　　　　　　　32

　

老

　　

人

　

福

　

祉

　

施

　　

設

　　　　　　

792

　　　　

41 762　　　　　8 046

　　

養

　

護

　

老

　

人

　

ホ

　

ー

　

ム

　　　　　

572

　　　　

37 913　　　　6 336

　　

特別養護老人ホーム

　　　　　

36

　　　　

2 714 941

　　

軽費老人ホ

　

ー

　

ム

　　　　

16

　　　

035

　　　　

164

　　

老人福祉センター

　　　　

168

　　　　　　　

･605

　

身体障害者更生援護施設

　　　　　

126

　　　　

2 926　　　　1 384

　　

肢体不自由者更生施設

　　　　　

45

　　　　

1 433 596

　　

失

　

明

　

者

　

更

　

生

　

施

　

設

　　　　　　　

2

　　　　　　　

85 23

　　

ろ

　

う

　

あ者更生施設

　　　　　

１

　　　　　　　

６

　　　　　　　　

５

　　

内部障害者更生施設

　　　　　

20

　　　　　　　

432

　　　　　　　

226

　　

重度身体障害者更生援護施設

　　　　　　　

9

　　　　　　

503 266

　　

身体障害者授産施設

　　　　　

15

　　　　　　　

427

　　　　　　　

138

　　

重度身体障害者授産施設

　　　　　　

1

　　　　　　　

40 4

　　

補

　

装

　

具

　

製

　

作

　

施

　

設

　　　　　　

15

　　　　　　

･‥ 64

　　

点

　　

字

　　

図

　　

書

　　

館

　　　　　　

18

　　　　　　　

‥●

　　　　　　　　

62

　　

点

　

字

　

出

　

版

　

施

　

設

　　　　　　

一

　　　　　　

…

　　　　　　

－

　

婦

　

人

　

保

　

護

　

施

　　

設

　　　　　　

33

　　　　　　

275 95

　

児

　

童

　

福

　

祉

　

施

　

設

　　　　

13 983　　　754 530　　　　84 950

　　

助

　　　

産

　　　

施

　　　

設

　　　　　　

606

　　　　　　　

…

　　　　　

2 305

　　

乳

　　　　　

児

　　　　　

院

　　　　　　

27

　　　　　　　

606

　　　　　　　

542

　　

母

　　　　　

子

　　　　　

寮

　　　　　

363

　　　　

10 982　　　　　842

　　

保

　　　　　

育

　　　　　

所

　　　　

9 142　　　719 S01　　　　67 458

　　

養

　　　

護

　　　

施

　　　

設

　　　　　　　

64

　　　　　

3 577　　　　　1 231

　　

精

　

神

　

薄

　

弱

　

児

　

施

　

設

　　　　　　

94

　　　　　　

7 169　　　　　2 980

　　

精神薄弱児通園施設

　　　　　

79

　　　　

2 639　　　　856

　　

盲

　　　

児

　　　

施

　　　

設

　　　　　　

15

　　　　　　　

619

　　　　　　

207

　　

ろ

　　

う

　　

あ

　

児

　

施

　

設

　　　　　　

16

　　　　　

953 301

　　

虚

　　

弱

　　

児

　　

施

　　

設

　　　　　　　

7

　　　　　　

306

　　　　　　

173

　　

肢体不自由児施設

　　　　　

37

　　　　

3 583　　　　2 588

　　

肢体不自由児通園施設

　　　　　

17

　　　　　

552

　　　　　　

152

　　

重症心身障害児施設

　　　　　

3

　　　　

402

　　　　　　

352

　　

情緒障害児短期治療施設

　　　　　　

5

　　　　　　

141 77

　　

教

　　　　　

護

　　　　　

院

　　　　　　

53

　　　　　

3500

　　　　　

1300

　　

児

　　　　　　

童

　　　　　　

館

　　　　　

1 266　　　　　　…　　　　　3417

　　

児

　　　

童

　　　

遊

　　　

園

　　　　　

2 189　　　　　　…　　　　　　169

　

精神薄弱者援護施設

　　　　

50

　　　　　　

3 476　　　　　1080

　

精神薄弱者更生施設

　　　　　

38

　　　　

2 851　　　　　　886

　

精神薄弱者授産施設

　　　　　

12

　　　　　　　

625

　　　　　　

194

　

母

　

子

　

福

　

祉

　

施

　　

設

　　　　　　

13

　　　　　　

…

　　　　　　

55

　

母子福祉センター

　　　　　

9

　　　　　　　

…

　　　　　　　　

27

　

母

　

子

　

休

　

養

　

ホ

　

ー

　

ム

　　　　　　　

４

　　　　　　　

･･･28

　

その他の社会福祉施設

　　　　

844

　　　　　

4 591　　　　　2 128

　

生活の扶助を行なう施設

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

一

　

授

　　　

産

　　　

施

　　　

設

　　　　　　　

88

　　　　　

2 804　　　　　　504

　

宿

　

所

　

提

　

供

　

施

　

設

　　　　　　

28

　　　　　

1 770　　　　　　61

　

盲

　　

人

　　

ホ

　　

ー

　　

ム

　　　　　　　

5

　　　　　　　

‥･

　　　　　　　

10

　

無料低額診療施設

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　

隣

　　　　　　

保

　　　　　　

館

　　　　　　

608

　　　　　　　

…

　　　　　

1 471

　

へき地保健福祉館

　　　　

114

　　　　　　　

･‥

　　　　　　

70

_』し科

　

老

　

人

　

ホ

　

ー

　

ム

　　　　　

1

　　　　　

17

　　　　　

12

　

㈱1

　

厚生省調｢社会福祉施設調査報告｣による。

　　　

２｢利用者数｣は昭和46年

　　

３｢保育所｣には、へき地保育所とも瓦?り奈保育所を含んでいない。



施

　

設

　

の

　

状

　

況（公営分） (昭和46年12月31日現在：単位

　

人)

　　　　　

都

　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

　

箇

　

所

　

数

　

｜利用者数丿専任職員数

|

箇

　

所

　

数｜利用者数１専任職員数

　　　　　　　　　

19

　　　　

1 260　　　　　221　　　　　160　　　　7 671　　　　1 092

　　　　　　　　　

15

　　　　

1 071　　　　　218　　　　　40　　　　2 410　　　　　506

　　　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

11

　　　　　

418

　　　　　

84

　　　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

3

　　　　　

300

　　　　　

187

　　　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

81

　　　　

2 910　　　　　286

　　　　　　　　　

4

　　　　　

189

　　　　　　

3

　　　　　

25

　　　　

1 633　　　　　29

　　　　　　　　　

39

　　　　

5 943　　　　　985　　　　　753　　　35 819　　　　7 061

　　　　　　　　　

25

　　　　

3 780　　　　　680　　　　　547　　　34 133　　　　5 656

　　　　　　　　　

6

　　　　

1 533　　　　　218　　　　　30　　　　1 181　　　　　723

　　　　　　　　　

7

　　　　　

630

　　　　　

87

　　　　　　

9

　　　　　

505

　　　　　

77

　　　　　　　　　

1

　　　　　　

…

　　　　　

－

　　　　　

167

　　　　　

…

　　　　　

605

　　　　　　　　

109

　　　　

2 710　　　　1 274　　　　　17　　　　　216　　　　　00

　　　　　　　　　

44

　　　　

1 425　　　　　589　　　　　　1　　　　　　8　　　　　　7

　　　　　　　　　　

2

　　　　　

85

　　　　　

23

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　

6

　　　　　　

5

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　　

18

　　　　　

385

　　　　　

200

　　　　　　

2

　　　　　

47

　　　　　

26

　　　　　　　　　　

9

　　　　　

503

　　　　　

266

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　　　

9

　　　　　

266

　　　　　

84

　　　　　　

6

　　　　　

161

　　　　　

54

　　　　　　　　　　

1

　　　　　

40

　　　　　　

4

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　　　　　　

14

　　　　　

･･･

　　　　　

62

　　　　　　

1

　　　　　　

…

　　　　　　

2

　　　　　　　　　

11

　　　　　　

‥･

　　　　　

41

　　　　　　

7

　　　　　

･‥

　　　　　

21

　　　　　　　　　

31

　　　　　

259

　　　　　

90

　　　　　　

2

　　　　　

16

　　　　　　

5

　　　　　　　　

293

　　　

18 859　　　　9 072　　　　13 690　　　735 671　　　　75 878

　　　　　　　　　

19

　　　　　

･‥

　　　　　

406

　　　　　

587

　　　　　

･･･

　　　　

1 899

　　　　　　　　　

12

　　　　　

351

　　　　　

324

　　　　　

15

　　　　　

255

　　　　　

218

　　　　　　　　　　

6

　　　　　

223

　　　　　

21

　　　　　

357

　　　　

10 759　　　　　821

　　　　　　　　　

22

　　　　

1 851　　　　　268　　　　9 120　　　717 650　　　67 190

　　　　　　　　　

24

　　　　

1 677　　　　　709　　　　　40　　　　1 900　　　　　522

　　　　　　　　　

56

　　　　

5 103　　　　2 213　　　　　38　　　　2 066　　　　　767

　　　　　　　　　

17

　　　　　

610

　　　　　

258

　　　　　

62

　　　　

2 029　　　　　598

　　　　　　　　　

15

　　　　　

619

　　　　　

207

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　　

16

　　　　　

953

　　　　　

301

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　　　

4

　　　　　

187

　　　　　

133

　　　　　　

3

　　　　　

119

　　　　　

40

　　　　　　　　　

33

　　　　

3 389　　　　2 450　　　　　　4　　　　　194　　　　　138

　　　　　　　　　　

4

　　　　　

163

　　　　　

69

　　　　　

13

　　　　　

389

　　　　　

83

　　　　　　　　　　

3

　　　　　

402

　　　　　

352

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　　　

3

　　　　　

95

　　　　　

50

　　　　　　

2

　　　　　

46

　　　　　

27

　　　　　　　　　

49

　　　　

3 236　　　　1 199　　　　　　4　　　　　264　　　　　101

　　　　　　　　　　

7

　　　　　

･‥

　　　　　

112

　　　　

1 259　　　　　…　　　　3 305

　　　　　　　　　　

3

　　　　　

･‥

　　　　　

－

　　　　

2 186　　　　　…　　　　　169

　　　　　　　　　

31

　　　　

2 775　　　　　893　　　　　19　　　　　701　　　　　187

　　　　　　　　　

27

　　　　

2 399　　　　　771　　　　　　11　　　　　452　　　　　115

　　　　　　　　　　

4

　　　　　

376

　　　　　

122

　　　　　　

8

　　　　　

249

　　　　　

72

　　　　　　　　　　

5

　　　　　

‥･

　　　　　　

14

　　　　　　

8

　　　　　

･‥

　　　　　

41

　　　　　　　　　　

5

　　　　　

…

　　　　　　

14

　　　　　　

4

　　　　　

…

　　　　　　

13

　　　　　　　　　

－

　　　　　

‥●

　　　　　

－

　　　　　　

4

　　　　　

…

　　　　　

28

　　　　　　　　　

48

　　　　

1 521　　　　　328　　　　　796　　　　3 070　　　　1 800

　　　　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

　　　　　　　　　

46

　　　　

1 485　　　　　308　　　　　42　　　　1 319　　　　　196

　　　　　　　　　　

1

　　　　　

36

　　　　　

－

　　　　　

27

　　　　

1 734　　　　　61

　　　　　　　　　

－

　　　　　

…

　　　　　

－

　　　　　　

5

　　　　　

…

　　　　　　

10

　　　　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　

…

　　　　　

20

　　　　　

607

　　　　　

…

　　　　

1 451

　　　　　　　　　

－

　　　　　

…

　　　　　

－

　　　　　

114

　　　　　

…

　　　　　

70

　　　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

1

　　　　　　

17

　　　　　

12

12月31日現在の在所者数で、在所者数が不明の施設はｏとした単純合計であ汀
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第105表児童福祉施設の･

　　　　　　　　

-

　　　　　　

収

　　　　　　　　　　　　

容

区

　　　　　　　

分

　

!

昭

　

和

　

36

　

年i

　　　

40年| 41　年

L;よ|づ≫白≫回

精神薄弱児通園施設

　　　　　　

12％

　　　　　　

2 200　　　　　　2 330
託言1

　

千

　

回

　

回

重症心身障害児施設

　　　　　　　

-|

　　　　　　

－

　　　　　　　

－
rTw:万万

　

斗

　

谷

　

岨

㈹ １

　

厚生省調｢社会福祉施設調査報告｣による。

２

　

昭和45年までは設置主体別、昭和46年は経営主体別による。

　　　　

第106表
その１

　

施設の状況

保健衛生施設等の状況

」

　

区

　　　　　　

分

　　

旧年麗卜年度卜年度ﾄ3年度ト年度ﾄ5年度ﾄ6年度

保

　　

健

　　

所（箇所）

　　

795'

　　

826|

　　

829

　　

832 832　　832　　832
払詰品牡に十副回贈ぽ0淵20昌20昌2ゴ

公営隔離病舎病床数（床）

　

15868ﾄ6817ﾄ681116 992　16796　16129　16049

㈱１

　

厚生省調による。

　

２

　

保健所数は４月１日現在、その他の施設数は当該年度の12月31日現在の

　　

ものである。

その２

　

保健衛生水準の状況

　　

区

　　　　　　

分

　　

１剽41年卜，年ﾄﾍﾞﾄﾍﾞﾄ5年ト年

平

　

坦

　

寿

　　　

男（才）・

　

屁.θ

　　

９.4

　　

卵.∂

　

∂∂ｊ

　

69.2

　

∂£

　　　

J･ｌ 命｛女（才）1　70.8　　な.∂　　μ.ﾔ74.j　μ.7　μ.7　乃丿

出

　

生

　

率（人口千人対比）

　

16.9 I 13.7　　却.4　18.6　認.５　瑠.7　jﾀ.忿
死

　

亡

　

率（人口千人対比）

　　

7.4

　　

ぴ.∂

　　

099

　

∂.∂

　　

δ.8

　　

∂.∂

　　

∂.δ

　

伝

　

染

　

病

　

死

　

亡

　

率

　　

θ.如

　

θ.部

　

θ.麗

　

θ.加

　

θ.邱

　

θ.糾

　

0.15

　

結

　

核

　

死

　

亡

　

率

　　

θｊθ

　

θ.加

　

θ.瑠

　

θ.j7

　

θ.巡

　

θ.町

　

0.13

　

乳児死亡率（出生千人対比）

　

認.∂

　　

却.J

　　

μ.∂

l

j5J

　

仙引習j

　

jね

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　

一
叫 厚生省調による。
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収容定員の推移(公営分)
(各年12月31日現在：単位 人）

　　　　　　　　　　　

定

　　　　　　　　　　　　　　

員

　

42年1

　　　

43年1

　　　

44年1

　　　

4s年1

　

‥

　　

46年

　　

2 909　　　　　　3 296
1　　　　　4

022　　　　　　4 372　　　　　　4 425

　　

1 295　　　　　　1 230　　　　　　1 210　　　　　　1 190　　　　　　838
616 731　　　　　660 267　　　　　705 190　　　　　752 710　　　　　792 433

　　

6 365　　　　　　5 945　　　　　　5 617　　　　　　5 262　　　　　　4 425

　　

7 6S8　　　　　　8 356　　　　　　9 220　　　　　　9 534　　　　　　7 984

　　

2 525　　　　　　2 825　　　　　　3 105　　　　　　3 330　　　　　　3315

　　

1 220　　　　　　1 280　　　　　　1 245　　　　　　1 231　　　　　　　774

　　

1 907　　　　　　1 832　　　　　　1 798　　　　　　1 730　　　　　　1 353

　　　

564

　　　　　　

660

　　　　　　

654

　　　　　　　

600」

　　　　　

420

　　

5 545　　　　　　5 559　　　　　　5 699　　　　　　5 864　　　　　　4 355

　　　　

一一

　　　　　　　

-

　　　　　　

440

　　　　　　　

530

　　　　　　

690

　　　　

50

　　　　　　

370

　　　　　　

450

　　　　　　　

490

　　　　　　

440

　　　

250

　　　　　　

230

　　　　　　

250

　　　　　　　

300

　　　　　　

250

　　

5 592

1　　　　　5

448　　　　　　5 294　　　　　　5 Ｈ3　　　　　　4 786
652 611　　　　697 298　　　　744 194　　　　792 256　　　　826 4881

　　

9 281
1　　　　　8

581　　　　　　8 175　　　　　　7 541　　　　　　6 337

第107表

　

し尿およびごみ収集処理の状況

その１

　

し尿処理 その２

　

(昭和47年３月31現在)

ごみ処理

｜

　

区

　　　　　　　

分

　　

）判

　

区

　　　　　　　

分

　　

）・

処理

　

計画人口(千人)

　

989詞!処理計画人

　

ロ(千人)

　

102 628
‰Ｌ高

量
臨太

　

駕亘理人

　

ロ(八)－，

年間総収集量(千kZ)(Ｂ)

　

29 45川年間総排出量(千t)固　　39 971
年間柊舛理量(千kz)

　　

294川年間総収集量(千t){B)

　

29 282

　

下水道マンホール緊

Z)(Ｃげ

　

1600

!
年間総処理量(千t)

　　

29 282

ﾉご了繕言▽ヨ|叫声糾ｶﾞ∩プ

　

下水道放流(千kO{E)

　　

5 982　自　家　処理量(千t)　　　10 689

　

ドサ八翻押

　

篇収集職員(人夫)数(千人)

　　　　

45

渡響皐(ｙヅ屋葡

　

謡拶♂/jr這畿鉛

　

摺

　

｡'゛キ

　

ュ

　

ー

　

ム

　

車(台)

　　

10 423　　運　　　搬　　　車(台)　　　　7 228
俯首]七灘∧

収集率帥)/固XI00(％)

　　

弘ぶ収集率叫)/固×100(％)

　

７３ｊ

ヅ果

(Ｅ)刊Ｆ)×１００(％)

　　　

。
詰ドドブ×100(％)

　　　

８６.８

㈱

　

自治省調による。
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その１

　

道路の現況

第108表道 路

　　

橋
り

W

　

”－

　　

f---b4‾゛/WにW

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　　　　

道

　　　　

府

　　　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　

1

主要地方道｜

　

一般都道府県道

実

　　　　　

延

　　　　　

長（㎞）國

　　　　　　　

37 135　　　　　　　84 959
（Ａ）のりち舗装済延長(kin)(B)

　　　　　

24 178　　　　　38 526
固のうち改良済延長（km）（Ｃ）

　　　　　

24 182 34 825
國のうち交通不能道延長（㎞）（Ｄ）

　　　　　　　

574

　　　　　　　　　

3 933

舗

　　

装

　　

率（Ｂ）/（Ａ）XI00（％）

　　　　　　　

65.1

　　　　　　　

μｊ

　　　　

゛

　　　

前年同期（％）

　　　　　　

侭.j

　　　　　　

認丿

改

　　

良

　　

率(C)/(A)×100（％）

　　　　　　　

∂5j

　　　　　　　

μ｡θ

自。車心４Ｊ覇農具o協

　　　

囃

　　　

ｌ

　　　　

゛

　　　

前年同期（％）

　　　　　　　

jJ

　　　　　　　

4.7

㈱

　

自治省調による。

その２

　

橋りようの現況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

道

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

ム

　

。｜延

　　

長（ｍ）

全

　　

橋

　　

り

　　

ょ

　　

5 (A)　　　　　100 300　　　　　1 503 862

　　

永

　　　　

久

　　　　

橋（Ｂ）

　　　　　

93 674　　　　　1 385 738

　　

混

　　　　

合

　　　　

橋

　　　　　　　　　

2％

　　　　　　

24 294

　　

木

　　　　　　　　　　

橋

　　　　　　　　　

6 330　　　　　　93 830
荷

　　

重

　　

制

　　

限

　　

橋（Ｃ）

　　　　　　　

3 741 65 067
交

　　

通

　　

不

　　

能

　　

橋（Ｄ）

　　　　　　

1 183　　　　　　13 158
永久橋の比率（Ｂ）/國×100（％）

　　　　　　

紹４

　　　　　　　

就ｊ

　　　　

゛

　　　

前年同期（％）

　　　　　　

∂jj

　　　　　　

卯丿
荷重制限橋の比率(C)/(A)×100（％）

　　　　　　　　

j.7

　　　　　　　　　　

4j

タＥ臨。J
ｙＶ腿凛凛

　　　　

li

　　　

g:g

　　　　

゛

　　　

前年同期（％）

　　　　　　

lJ

　　　　　　　

iJ

㈱

　

自治省調による。

その３

　

主要11か国の道路整備および自動車保有の状況

　　　　　　　　　

道路延長

　

舗装延長

　

舗装率

　

人口当たり道路延長

　

ｇ

　　

゛

|

（“）

|

（“

ﾖ

（゛）

レ

ロ（ｆ人））/ｆ入

日

　　　　　　　

本

　　

1 015 047　152 080　　　15.0　103 540　　　M
ア

　　

メ

　　

リ

　　

カ

　　

6 002 821　2 668 897　　　4.5　205 395　　　即ｊ
フ

　　

ラ

　　

ｙ

　　

ス

　　

784 739　648 000　　　82.6　　50 775　　　9.5
オーストラリア

　　

902 773　167 692　　認.∂　　12 552　　71:9
カ

　　　

ナ

　　　

ダ

　　

812 136　177 721　　　幻j　　21 406　　　jり
イ

　　　

ｙ

　　　

ド

　　

1 034 936　192 614　　　j＆∂　550 376　　　j.9
ブ

　　

ラ

　　

ジ

　　

ル

　　

1 138 444 52 900　　　4.∂　　95 305　　　lU
西

　　

ド

　　

イ

　　

ツ

　　

415 000　320 000　　　77j　　61 680　　　ぴ
イ

　　

ギ

　　

リ

　　

ス

　　

360 751　359 671　　　卯.7　　55711　　　∂.5
イ

　　

タ

　　

リ

　　

ア

　　

288 000　256 000　　　田.ﾀ　　53 667　　　μ
ベ

　　

ル

　　

ギ

　　

ー

　　　

91 960　　74 960　　　SJ.5　　　9 676　　　　∂ｊ

㈱

　

建設省編「道路統計年報1973年版」による．

　　　　　　　　　　　　　　

，
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よ う の

　　

現 況

(昭和47年３月31日現在)

県

　　　

計

道｀

　　　　

|

　

市

　

町

　

村

　

道

　

|

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

122 094　　　　　　　　　882 599　　　　　　　　　　1 004 693

　　　　　　　　　　

62 704　　　　　　　　　　110 852　　　　　　　　　　　173 556

　　　　　　　　　　

5:9007　　　　　　　　　　149 666　　　　　　　　　　　208 673

　　　　　　　　　　

4 507　　　　　　　　　　308 893　　　　　　　　　　　313 400

　　　　　　　　　　　

訂4

　　　　　　　　　　　

12.6

　　　　　　　　　　　　

17J

　　　　　　　　　　　

μ.5

　　　　　　　　　　　

∂ｊ

　　　　　　　　　　　

μβ

　　　　　　　　　　　

μJ

　　　　　　　　　　

j7.θ

　　　　　　　　　　　

加.∂

　　　　　　　　　　　

μ.ﾀ

　　　　　　　　　　　

j£7

　　　　　　　　　　　　

却.忿

　　　　　　　　　　　

＆7

　　　　　　　　　　　

巧.θ

　　　　　　　　　　　　

訂.忿

　　　　　　　　　　　

J.∂

　　　　　　　　　　　

j＆1?

　　　　　　　　　　　　

j忿.ﾀ

(昭和47年３月31日現在)

　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

道

　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　

計

橋

　　　　　

数

　

｜

　

延

　　

長（ｍ）

|

　

橋

　　　　　

数

　

｜

　

延

　　

長（ｍ）

　　　　　　

446 257　　　　　3 375 174　　　　　　　546 557　　　　　　4 879 036

　　　　　　

303 854　　　　　2 156 370　　　　　　　397 528　　　　　　3 542 108

　　　　　　　

3 682　　　　　　　53 840　　　　　　　　3 978　　　　　　　78 134

　　　　　　

138 721　　　　　　1 164 964　　　　　　　145 051　　　　　　1 258 794

　　　　　　　

50 419　　　　　　434 777　　　　　　　54 160　　　　　　　499 844

　　　　　　

102 142　　　　　　654 740　　　　　　　103 325　　　　　　　667 898

　　　　　　　　

∂＆Z

　　　　　　　　

∂∂J

　　　　　　　　

7%.7

　　　　　　　　　

7忿Ｊ

　　　　　　　　

66.0

　　　　　　　　

∂θj

　　　　　　　　

70.7

　　　　　　　　　

δ∂J

　　　　　　　　

11^

　　　　　　　　

j乙ﾀ

　　　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　　

jθＪ

　　　　　　　　

と.∂

　　　　　　　　

13.8

　　　　　　　　

jθ.ぶ

　　　　　　　　

と.4

　　　　　　　　

認.∂

　　　　　　　

四詠

　　　　　　　　

認.∂

　　　　　　　　

13.7

　　　　　　　　

留.S

　　　　　　　　

加.5

　　　　　　　　

即.7

　　　　　　　　

μぶ

面積当たり道路延長

　　　　　　

バス

　

ト

　　　　　　　　

１台当たり人口

‰

)
積|●/●

y

j?晶
川

言頷

〉
晶

)

レ

ロ(モ人)卜人/々

　

369 881　　　2.744　　　9 105　　　9 084　　　　18 189　　103 540　　　　＆7
9 363 353　　　0.641　　92 082　　19 928　　　　112 010　　205 395　　　　j.&

　

547 026　　　1.435　　12 470　　　1 900　　　　14 370　　50 775　　　　＆5
7 686 810　　　0j 17　　　3 898　　　　972　　　　　4 870　　12 552　　　　2.∂

9 976 139　　　0.081　　　6 433　　　1 683　　　　　8 H6　　21 406　　　　2.∂
3 268 090　　　0.317　　　　550　　　　473　　　　　1 023　　550 376×　　　538.0
8 5U 965　　　0.134　　　1 828　　　1 569　　　　3 397　　95 305　　　認j

　

248 454　　　1.670　　15 300　　　1 300　　　　16 600　　61 680　　　　j.7

　

244 044　　　1.478　　12 455　　　1 755　　　　14210　　55 711　　　　jj?

　

301 225　　　0.9S6　　　9 142　　　　857　　　　　9 999　　53 667　　　　£4

　

30 513　　　3.014　　　２130　　　　235　　　　　２365　　　9 676　　　　4ｊ
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第109表公営住宅等の管理状況

　　　　　　　　　　　

(昭和47年3月31日現在)
ﾚス

　　　

゛

　

卜ｌ汽護卜

　

町（ﾎﾟﾄI

　　

浦

７第一種公営住宅

　　　

298 528　　　　330 885　　　　　629 413

　

木

　　　　　　　

造

　　　　

46 066　　　　　H8 281　　　　　　164 347

　

非

　　　

木

　　　

造

　　　　

252 462　　　　212 604　　　　　　465 066

；第二種公営住宅

　　　

194 510　　　　429 194　　　　　623 704

　

木

　　　　　　　

造

　　　　

27 153　　　　　159 845　　　　　　186 998

　

非

　　　

木

　　　

造

　　　　

167 357　　　　269 349　　　　　　436 706

　

改

　　

良

　　

住

　　

宅1

　　　

16 675　　　　42 899　　　　　59 574

　

木

　　　　　　

造i

　　　　　

0

　　　　　

218

　　　　　　

218

　

非

　　

木

　　

造1

　　　

16 675 42 681 59 356

単独建設住宅

1

　　　

2o 889　　　　3o 474　　　　　51 363

　

木

　　　　　　

造！

　　　

3 568 25012　　　　　　　　　28580

　

非

　　　

木

　　　

造1

　　　　

17 321　　　　　　5 462　　　　　　22 783

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

530 602　　　　　833 452　　　　　1 364 054

公

　

募

　

戸

　

数

　

國

　　　　

65 697　　　　　79 492　　　　　14S 189

応

　

募

　

件

　

数（Ｂ）

　　　

622 971　　　　366 047　　　　　989 018

競

　　

争

　　

率(B)/(A)

　　　　　　

乱5

　　　　　　　

4.∂

　　　　　　　　

∂.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　

･=-J

　　　　　　　

㎜

㈱ 自治省調による。

　　　　　

第110表

　

消

　

防

　

施

　

設

　

の

　

状

　

況

その１

　

消防本部・署等の設置状況

　　　　　　

昭和47年４月昭和46年4月

　　

比

　　　　　　　

較
∧

。

∠ﾚﾂﾞ1づ

牛

亙［ヅぽこ

紗責

G

。署

　　

Ｈ]9，

　　

9,6

　　　

，0，

　　

11.0

　　

出

　

張

　

所

　　　　

1764　　　　1470　　　　　294　　　　20.0

づぎトハレトミ

㈱

　

消防庁調による。
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その２

　

消防施設の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

47.4. 1現46. 4. 1現jぷk裏手堵1一一

　　　

ｇ

　　　　　　

゛

　

『

消

　

防

　

ポ

　

ｙ

　

プ

　

自

　

動

　

車（台）

　

16 893　16 928ﾚ　35ﾚ　０.2

水そう付消防ポンプ自動車（勺

　　

1 919　1 818　101j 5.6

三輪消防ポ

　

ン

　

プ自動車（句

　　

125

　　

276 － 151 ・54.7

はしご付消防ポンプ自動車（゛ﾘ

　　

443

　　

401

　　

42.10.5

手

　

引

　

動

　

カ

　

ポ

　

ン

　

プ（句

　

2 155　3 339 －ロ84に35.5

小

　

型

　

動

　

カ

　

ポ

　

ｙ

　

プ（゛）56 619　58 743 心124ﾋ3.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

化

　

学

　

消

　

防

　

自

　

動

　

車（勺

　　　

515

　　

472

　　

431 9.1

消

　　　　　　

防

　　　　　　　

艇（勺

　　　

45

　　　

ヅ

　　

o

1

　　

0.０

無

　　　

線

　　　

指

　　　

揮

　　　

車（勺

　　　

627

　　

5231

　　

104 19.9

救

　　

急

　　　

自

　　　

動

　　　

車［勺

　　

1 819　15］ 316　　21.0

小型動力

　

ポ

　

ン

　

プ積載車（句

　　

9 123　7911 188　　lS.O

そ

　

の

　

他

　

の

　

消

　

防

　

自

　

動

　

車

　

び）

　　

1 141　　1 114　　　27　　2.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

消

　　　　　　　　

火

　　　　　　　　

栓（基）

　

556 980　549 575　7 405!　　　1.3

防

　

火

　

水

　

そ

　　

う

　

・井

　　

戸（勺

　

214 263　210 627　3 636 1.7

消

　

防

　

用

　

無

　

線｛固

　　

定

　　

局（局）

　　

1 413　　1 2081 205i　　17.0y

　　　　　　

｡

　　　　　

移

　　

動

　　

局（句

　　

13 635　1 1 404i 22屁　19.6

火

　

災

　

報

　

知

　　

｛受

　　

信

　　

用（基）

　　

352

　　

352

　　　

0

1

0.0

　　

‘

　　　　

機発

　

信

　

用（勺

　

12 837　15 546ド２３９ﾄﾞ17.4

　

消防機関電話（火災専用、消防用を含む｡）（句

　　

249り

　

23 774J 1 151　　4.8

皿ふｰ･----=--=･･･=･a･･･==¶㎜--===

　

＝＝=＝=-------=-㎜－二＿

　　　　

_

㈱１

　

消防庁調による。

　　

２

　

昭和47年４月１日現在の数は概数である。

　　

３

　

消防団保有のものを含む。
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その１

　

義

　

務

　

教

　

育

第111表

　

教

　

育 施

　　

設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

小

　　　　　

学

　　　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

47.5.I現在　46. 5.1現在

学

　　　　　　　

校

　　　　　　　

数

　

固

　

（校）

　　　

24 092　　　　24 308

学

　　　　　　　

級

　　　　　　　

数(B) (級）　　292 042　　　288 405

校

　　　　

舎

　　　　

面

　　　　

積（Ｃ）（千が）

　　　

53 384　　　　51 887

　　

木

　　　　　　　　　　　　　　

造

　　

（千が）

　　　

26 268　　　　28 041

　　

非

　　　　　　

木

　　　　　　

造(D) (千が）　　　27 116　　　　23 846

講

　

堂・屋

　

内

　

運

　

動

　

場

　

面

　

積(E) (千m2）　　　8 524　　　　8 149

危

　　

険

　　

校

　　

舎

　　

面

　　

積（Ｆ）（千が）

　　　

5 489　　　　　5 529

要

　

改

　

築

　

校

　

舎

　

面

　

積（Ｇ）（千が）

　　　　

3 214　　　　　3 305

学

　

校

　

校

　

舎

　

不

　

足

　

面

　

積

　　

（千㎡）

　　　　

2 187　　　　　2 314

児

　　　

童

　　　

生

　　　

徒

　　　

数

　

知（千人）

　　　

9 593　　　　9 492

教

　　　　

員

　　　　

数（本務のみ）（I）（千人）

　　　　

377

　　　　　

371

非木造校舎比率(D)/(C)×100

　　

（％）

　　　　

50.8

　　　　　　

46.0

危

　

険

　

校

　

舎

　

比

　

率(P)/(C)×100

　　　　

（％）

　　　　

10.3

　　　　　

10.7

要改築校舎比率{G)/(C)×100

　　　

（％）

　　　　

6.0

　　　　　　

6.4

児童生徒１人当たり校舎面積（Ｃ）/佃

　　　　

（が）

　　　　　

5.6

　　　　　　

5.5

綴童生徒ｌ人当たり講堂・屋内運動場面（Ｅ）/剛（が）

　　　　

0.89

　　　　　

0.86

1校当たり児童生徒数叫/國

　　

（人）

　　　　

398

　　　　　

390

1学級当たり児童生徒数如/（Ｂ）

　

（人）

　　　　

32.8

　　　　　

32.9

教員１人当たり児童生徒数囲/（I）

　

（人）

　　　　

25.4

　　　　　

25.6

　　　　　　　　

土地取得面積

　

（千が）

　　　

7 962　　　　　6 705

緊ぐ昂讐

ｲ

ｌ物新増築面積

　

（千が）

　　　

2 898　　　　2 142

　　　　　　　　

建物改築面積

　

（千が）

　　　

1 095　　　　　1 295

㈱１

　

文部省｢学校基本調査速報｣およぴ｢公立学校施設実態調査の速報｣による。

　

２

　

建物新増築面積および建物改築面積は屋体、寄宿舎分を含む。
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の

　

状

　

況（公立学校分）

　　　

校

　　　　　　　　　　

中

　　　　　　　

学

　　　　　　　

校

　　　　　

」

　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

一
差

　　　　　

引

　　

47. 5. 1現在　１　４６．５．１ 現在　｜　差　　　　引

　　　

ム

　　　

216

　　　　　　　

10 042　　　　　　　10 195　　　　△　　　153

　　　　　　　

3 637　　　　　　122 533　　　　　　122 553　　　　－　　　20

　　　　　　　

1 497　　　　　　　29 494　　　　　　　28 890　　　　　　　　604

　　　

△

　　

1 773　　　　　　　13 775　　　　　　　14 740　　　　4　　　965

　　　　　　　

3 270　　　　　　　15 719　　　　　　　14 150　　　　　　　　1569　＝

　　　　　　　　

375

　　　　　　　

6 095　　　　　　　5 886　　　　　　　　209

　　　

△

　　　

40

　　　　　　　

1 631　　　　　　　　1528　　　　　　　　103

　　　

△

　　　

91

　　　　　　　

1010

　　　　　　　　

959

　　　　　　　　　

51

　　　

△

　　　

127

　　　　　　　

1 302　　　　　　　1 325　　　　－　　　　23

　　　　　　　　

101

　　　　　　　

4 504　　　　　　　4SI2　　　　△　　　　8

　　　　　　　　　

6

　　　　　　　　

218

　　　　　　　　

217

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

4.8

　　　　　　　　

53.3

　　　　　　　　

49.0

　　　　　　　　　

4.3

　　　

A

　　　

0.4

　　　　　　　　

5.5

　　　　　　　　

5.3

　　　　　　　　　

0.2

　　　

－

　　　

0.4

　　　　　　　　

3.4

　　　　　　　　

3.3

　　　　　　　　　

0.1

　　　　　　　　

O.I

　　　　　　　　　

6.5

　　　　　　　　

6.4

　　　　　　　　　

0.1

　　　　　　　

0.03

　　　　　　　　

1.35

　　　　　　　　

1.30

　　　　　　　　

0.05

　　　　　　　　　

8

　　　　　　　　

449

　　　　　　　　

443

　　　　　　　　　

6

　　　

△

　　　

0.1

　　　　　　　　

36.8

　　　　　　　　

36.8

　　　　　　　　　

0

　　　

－

　　　

0.2

　　　　　　　　

20.7

　　　　　　　　

20.8

　　　　

－

　　　

0.1

　　　　　　　

1 257　　　　　　　15 856　　　　　　　6 507　　　　　　　9 349

　　　　　　　　

756

　　　　　　　

1 540　　　　　　　1 135　　　　　　　　405

　　　

ム

　　　

200

　　　　　　　　

392

　　　　　　　　

454

　　　　

ム

　　　

62

－363－



　　　

第111表

　

教育施設の状況(公立学校分)(つづき)

その２

　

高等学校
-

　

学

　　　　　　　

校

　　　　　　　

数

　

固

　

（校）

　

3･567

　　

3 552 15

　

校

　　　　

舎

　　　　

面

　　　　

積（Ｂ）（千が）

　

21 628　　20 336　　1 292

　

非

　　　　　　

木

　　　　　　

造（Ｃ）（千が）

　

15 546　　13 812 1 734 ’

危

　　

険

　　

校

　　

舎

　　

面

　　

積（Ｄ）（千が）

　　　

738

　　　

784。 46
要

　

改

　

築

　

校

　

舎

　

面

　　

積（Ｅ）（千が）

　　

688

　　　

741

　

・ 53

学

　

校

　

校

　

舎

　

不

　

足

　

面

　

積

　　

（千が）

　　

5 733　　6 226　‘493

生

　　　　　　　

徒

　　　　　　　

数

　

剛（千人）

　　

2 853　　2 880・ 27

　

全

　　　　　　　

日

　　　　　　　

制

　　

（千人）

　　

2 556　　2 555　　　　1

　

定

　　　　　　　

時

　　　　　　　

制

　　

（千人）

　　

293

　　　

321

　

－ 28

　

専

　　　　　　　

攻

　　　　　　　

制

　　

（千人）

　　　　

３

　　　　

３

　　　　

０

　

別

　　　　　　　　　　　　　　　

科

　　

（千人）

　　　　

１

　　　　　

１

　　　　

０

葬ｘｌ♂舎丿之率゛締郡濡丿）（催

　　

昌

　

詣

　

丿

危

　

険

　

校

　

舎

　

比

　

率(D)/(B)×100

　　　　

（％）

　　　

3.4

　　　

3.9

　

・

　

0.5
要改築校舎比率(E)/(B)×100

　　　

（％）

　　　

3.2

　　　

3.6

　

ム

　

0.4
生徒１人当たり校舎面積(B)/(F)

　　

（が）

　　　

7.6

　　　

7.1

　　　

0.5

　

1

　

校当た

　

り

　

生徒数剛/國

　　　

（人）

　　　

800

　　　

811

　

4

　

H
教員１人当たり生徒数(P)/(G)

　　

（人）

　　

18.1

　　　

18.5。

　

0.4
m四則釧冷HHにﾐ五トヨ

　　

ヨ

　

：ヨ

㈱

　

文部省｢学校基本調査速報｣および｢公立学校施設実態調査の速報｣による。

その３

　

幼

　

稚

　

園

　　　　

”

　　　

-･〃

　　　　　　　　　　　　　　　　

－－

　　　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　

ﾄ7.5.
1現在46. S.1現在|差　　引

　

幼

　　　

稚

　　　

園

　　　

数

　

固

　

（園）

　　　

4 354　　　4 121　　　　233

　

園

　　　

舎

　　　

面

　　　

積（Ｂ）（千が）

　　　　

1 694　　　　1 574　　　　120

　　

非

　　　　

木

　　　　

造（Ｃ）（千が）

　　　　

619

　　　　　

480

　　　　

139

　

危

　

険

　

園

　

舎

　

面

　

積（Ｄ）（千が）

　　　　　

113

　　　　　

102

　　　　

11

　

幼

　　　　　

児

　　　　　

数(E) (千人）　　　　　413　　　　　396　　　　17

　

教

　　

員

　　

数（本務のみ）㈲（千人）

　　　　　

16

　　　　　

15

　　　　　

1

　

修

　　　

了

　　　

者

　　　

数(G) (千人）　　　　　972　　　　　961　　　　11

　

小学校第１学年児童数(H) (千人）　　　1 666　　　1 711　－　45

　

非木造園舎比率（Ｃ）/（Ｂ）×100

　

（％）

　　　　

36.5

　　　　　

30.5

　　　　

6.0

　

危険園舎比率（Ｄ）/（Ｂ）×100

　

（％）

　　　　

6.7

　　　　　　

6.5

　　　　

0.2

　

幼児１人当たり園舎面積（Ｂ）/（Ｅ）（が）

　　　　

４.1

　　　　　

4.0

　　　　

0.1

　

就

　　　

園

　　　

率(G)/(H)×100

　

（％）

　　　　

58.3

　　　　

56.2

　　　

2.1

　　

1園当たり幼児数(E)/(A)

　

（人）

　　　　

94.9

　　　　

96.1 I。　　1.2

　

教員１人当たり幼児数(E)7(P)

　

（人）

　　　　

25.8

　　　　

26.4 ' - 0.6
一一一一

　

－

倒

　

修了者数、小学校第１学年児童数、就園率は国立、公立および私立全体の率で

　

ある。
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第112表

　

各国における初等・中等学校の教員１人当たり

　　　　

生徒数の状況（公立学校分）

一一一一

　　　　　

-一一一一一一一一

　

国

　　　　　

名

　

｜

　　　　

年

　　　　

|

　

初

　

等

　

学

　

校

　

|

　

中

　

等

　

学

　

校

　

日

　　　　　　

本

　　　　　　

1 970

l　　　　　　諮jl　　　　　　加.忿

　

イ

　　

ギ

　　

リ

　　

ス

　　　　　　　

1 969　　　　　　　　　　忿ﾀ.21　　　　　　　19j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

←

　

西

　　

ド

　

イ

　　

ッ

　　　　　　　

ト68

　　　　　　　　　

認.9

-

　　　　　　　　　　　　　

--一一一一--－-
㈱１

　

文部省調による。

　

２「初等学校」は小学校、「中等学校」は中学校と高等学校の合計である。

第113表 社会教育施設等の状況(公立分)

‾‾‾丁合

　　　

計

　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　

ｇ

　　

白月高作門夥門長門背尹

ﾚ

脇剽門夥数

　

図

　

書

　

館

　　　

837

　　

6 002　　　72　　1 902　　　765　　4 100

　

博

　

物

　

館

　　　

181

　　　

1 487　　　37　　　426　　　144　　1 061

　

娶貨鈴fk貧釧

　

10 710　　13 538 62　　　　　997　　10648　　12 541

・体育施設

　　

2 243　　2 335　　188　　　621　　2 055　　1 714

　

屋内体育館

　　　

751

　　

1 536　　　53　　　360　　　698　　1 176

　

陸上競技場

　　　

460

　　　　

356

　　　　

51

　　　　

178 1　　　409 178 1

　

野

　

球

　

場

　　

1 032　　　443　　　84　　　　83

1　　948　　　360 ！

囲１

　

自治省調による。

　

２

　

箇所数は、昭和47年３月31日現在、専任職員数は昭和47年４月１日現在

　　

である。
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その１

　

事業数調

第1μ表

　

地

　

方

　

公し営

　

企

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　　　

区

　　　　　　　　

分

　　

し

適用企業|法非適用企業｜合

　　　

計

　

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　

1 578　　　　　　　－　　　　　　1578

’簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

27

　　　　　　

1 747　　　　　　1774

　

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

78

　　　　　　　

－

　　　　　　　

78

　

交

　　　

通

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

79

　　　　　　　

58 137

　　

ノく

　　　　　　　　　　　　　

ス

　　　　　

゛51

　　　　　

＼-ﾔ

　　　　　　

51

　　

路

　　

面

　　

電

　　

車

　　　　　　　

９

　　　　　　　

－

　

，

　　　　　

９

　　

地

　　　　　

下

　　　　　

鉄

　　　　　　　　

６

　　　　　　

・－

　　　　　　　　

６

　　　

ト

　

ロ

　

リ

　

ー

　

バ

　　

ス

　　　　　　　　

１

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

１

　　

モ

　　

ノ

　　

レ

　　

ー

　　

ル

　　　　　　　

２

　　　　　　　

－

　　　　　　　

２

　　

索

　　　　　　　　　　

道

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　

上記以外の軌道・地方鉄道

　　　　　　　

２

　　　　　　　

４｀

　　　　　　　

６

：

　

船

　　　　　　　　　

舶

　　　　　　

8

　　　　　　　

54 62

　

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

35

　　　　　　　

－

　　　　　　　

35

1ガ

　　　

ス

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

71

　　　　　　　

－

　　　　　　　

71

　

病

　　　

院

　　　

事

　　　

業

　　　　　　

704

　　　　　　　

－

　　　　　　　

704

　

公

　

共

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　

28

　　　　　　　

287 315

　

そ

　　

の

　　

他

　　

事

　　

業

　　　　　　

322

　　　　　　

I 595 1917

　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　

2 922　　　　　3 687　　　　　6 609

_･__‥__

　

_

　　　　　　　

｜

その２

　

法適用事業数の推移

-
｜年

　　　　　　　　

度

　　　

卜わふ（

　

40

　　　　

1

　

41

ビノゾプ゛（

　

1171　　1 260　　11 384
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業

　

の

　

事

　

業

　

数

こい

　

45

　　　　

年

　　　

度

　　　　　

増

　　　　　　　　

滅

丿淫石企・m4mm±m

　

合

　　

ｎ

　

長

適jH企和漉４ｕ。

　　　　　

1 524　　　　　　－　　　　　1524　　　　　　　54　　　　　　－

　　　　　　

30

　　　　　　

074

　　　　　　

1804

　　　　

・

　　

3

　　　　

－

　　

27

　　　　　　

77

　　　　　　　

－

　　　　　　　

77

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

－

　　　　　　

81

　　　　　　　

60

　　　　　　　

141

　　　　

－

　　

2

　　　　

A

　　

2

　　　　　　

50

　　　　　　　

－

　　　　　　　

50

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

－

　　　　　　

10

　　　　　　　

－

　　　　　　　

10

　　　　

・

　　

1

　　　　　　　

－

　　　　　　　

5

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

5

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

－

　　　　　　　

2

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

2

　　　

･･

　　

1

　　　　　　　

－

　　　　　　　

2

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

2

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

3

　　　　　　　　

4

　　　　　　　　

7

　　　　

－

　　

1

　　　　　　　

－

　　　　　　　

9

　　　　　　　

56

　　　　　　　

65

　　　　

・

　　

1

　　　　

ム

　　

2

　　　　　　

37

　　　　　　　

－

　　　　　　　

37

　　　　

－

　　

2

　　　　　　　

－

　　　　　　

72

　　　　　　　

－

　　　　　　　

72

　　　　

－

　　

1

　　　　　　　

一

　　　　　

716

　　　　　　　

－

　　　　　　

716

　　　　

－

　　

12

　　　　　　　

－

　　　　　　

26

　　　　　　

254

　　　　　　

280

　　　　　　　　

２

　　　　　　　

33

　　　　　

300

　　　　　　

1 513　　　　　　1 813　　　　　　　22　　　　　　　82

　　　　　

2 863　　　　　　3 601　　　　　　6 464　　　　　　　59　　　　　　　86

　

42

　　　

1

　　　

43

　　　

1

　　　

44

　　　

1

　　　

45

　　　

1

　　　

46

1 731　　1　　　2716　　1　　　2 804　　1　　　2 863二　　29□

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一一一一一一

－367－



第115表地

　

方

　

公万

　

営

　　

区

　　　　　　　

分

　　

｜

　

損益勘定所属職員

　　

｜

　　

資本勘定所属職員

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　

55 962　　　　　　　　5 957

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

2 789　　　　　　　　　　137

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

2417

　　　　　　　　　　　

862

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

58 046　　　　　　　　　2 752

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

2 413 H9

ガ

　　　

ス

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

1 709　　　　　　　　　　　64

病

　　　

院

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　

112 140 68

公

　

共

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　

10 744 6 854

そ

　　

の

　　

他

　

事

　

業

　　　　　　　　

14 297　　　　　　　　　　　　7262

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　

260 517　　　　　　　　24 075

㈱ ３月31日現在の職員数で、法非適用企業を含む。

第116表

　

地

　

方

　

公

　

営

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

46

　

年

　

度

　

國

　　　　　

昭

　

和

　　

区

　　　　　　　

分

　　

|

･ii‾‾‾‾入卜

　

剛．

　

宍

ｉ‾‾つﾆ

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　

2 822 089　2 893 866　･， 71 777　2 248 088

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

1

　

2 185 211　2 284 463　・99 252　1 801 035

　

法非適用企業

　

636 878　609 403　　27 475　447 053

収

　　

益

　　

事

　　

業

　　

1 648 901　　1 614 587　　　34 314　1 429 637

国民健康保険事業

　　

699 056　　582 392　　1 16 664　　618 505

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　

1 413　　　　I 369　　　　　43 I 418

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　

23 829　　　20 857　　　2 972　　　20 069

交通災害共済事業

　　

9 203　　7 025　　2 178　　8 626

公立大学附属病院事業

　　

25 468 2 5735　　　　　267　　　21 648

　

合

　　　　　　　　

計

　　　

5 229 959　　5 145 831　　　84 127　　4 347 991

㈱

　

地方公営企業の額の算出については、次による。

　

ｌ

　

法適用企業では、現金の支出を伴わない費用を控除した。

　

２

　

法非適用企業では、歳入は前年度からの繰越金を含め、歳出は積立金および
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企

　

業

　

の

　

職

　

員

　

数

(単位

　

人)

合

　　　　

計

　　

｜

　

前年度末職員

　

｜

　　

増

　　　　

滅

　　　　　　　　　　　

61 919　　　　　　　　　　62 084　　　　　　　，　　　165

　　　　　　　　　　　　

2 926　　　　　　　　　　　2 923　　　　　　　　　　　　　3

　　　　　　　　　　　　

3 279　　　　　　　　　　　2 951　　　　　　　　　　　　328

　　　　　　　　　　　

60 798　　　　　　　　　　62 542　　　　　　　　△　　1 744

　　　　　　　　　　　　

2 532　　　　　　　　　　　2 756　　　　　　　　A　　　22４

　　　　　　　　　　　　

1 773　　　　　　　　　　　1 748　　　　　　　　　　　　25

　　　　　　　　　　　

112 208　　　　　　　　　　107 982　　　　　　　　　　　4 226

　　　　　　　　　　　

17 598　　　　　　　　　　1S 923　　　　　　　　　　　1 675

　　　　　　　　　　　

21 559　　　　　　　　　　20 236　　　　　　　　　　　1 323

　　　　　　　　　　

284 592　　　　　　　　279 145　　　　　　　　　5 447

決

　　

算

　　

の

　　

状

　　

況

(単位

　

百万円)

　　

45

　　

年

　

度（Ｂ）

　　　　　

増

　　　　　

滅

　

國－（Ｂ）

Ｔ‾

　

出）

　

り

臨

　

入卜

　

剛・

　

51

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　

2 313 938　　　　ム65 850　　　　　574 001　　　　　579 928　　　－　S 927

　　

1 888 185　　　　△87 150　　　　　384 176　　　　　396278　　　　△　12102

　　　

425 753　　　　　21 300　　　　　189 825　　　　　183 650　　　　　　6 175

　　　

1 390 052　　　　　39 585　　　　　219 264　　　　　224 535　　　　- 5 271

　　　

580 787　　　　　37 718　　　　　80 551　　　　　　1 605　　　　　78 946

　　　　

1 383　　　　　　　35　　　　△　　　5　　　－　　14　　　　　　　　8

　　　　

16 924　　　　　　3 144　　　　　　3 760　　　　　　3 933　　　　ム　　172

　　　　

7 337　　　　　　1 289　　　　　　577　　　･･　　312　　　　　　889

　　　　

21 827　　　　△　　178　　　　　　3 820　　　　　　3 908　　　　ム　　89

　　

4 332 248　　　　　1 5 743　　　　881 968　　　　813 583 1　　　　68 384

前年度繰上充用金を含めた。
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第117表昭和46年度法適

その１

　

収益および費用の状況

　

区

　　　　　　

分

　　

|水道事業ぼ轟剔タ通事業1電気事業

総

　　　

収

　　　

益

　　　

333 775　　　28 976　　139 340　　　28 678

　

(営

　

業

　

収

　

益)

　　　　

286 356　　　23 754　　　115 412　　　27 257

　　

料

　

金

　

収

　

入

　　　

274 766　　　23 032　　109 859　　　27 039

　

も|他会計補助金

　　　　

7 583　　　3 044　　　10 824　　　　　2

　　

国庫(県)補助金

　　　　　

395

　　　　　

13

　　　　

7 956　　　　　－

総

　　　　

費

　　　　

用

　　　　

328 555　　　28 352　　　180 915　　　26 152

　　

職員給与費

　　　

94 554　　4 117　　100 925　　5 300

　

叉|減価償却費

　　　

45 616　　　5 401　　　18 389　　　6 656

　　

支

　

払

　

利

　

息

　　　　

75 738　　　11 068　　　34 530　　　10 719

当

　

年

　

度

　

純

　

損

　

益

　　　　　

S221

　　　　　

624

　

－ 41 575　　　　2 526

　

当年度純利益

　　　

14 318　　2 091　　　426 2 728

　

当年度純損失

　　　

9 097　　　1 467　　42 001 202

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　

16 923　　　1 1 850　　192 889　　　　213

累積欠損金比率

　　　　

£∂

　　　

卯.ﾀ

　　　

167a

　　　

θｊ

不

　

良

　

債

　

務

　

額

　　　　

29 654　　　　5 632　　　129 215　　　　　439

不

　

良一債

　

務

　

比

　

率

　　　　　

扨.4

　　　　

留.7

　　　　

112.0

　　　　　

j.∂

総収益対総費用比率

　　　　

却jj

　　　

102^

　　　　

77.θ

　　　

j佩7

赤字事業数比率

　　　　

邱４

　　　

卯Ｊ

　　　

78S £７

㈹Ｉ

　

２

　

３

水道事業には簡易水道事業を含む。

営業収益には受託工事収益は含まない。

不良債務額は再建債を加算しないものである。

その２

　

費用の性質別構成および対営業収益比率の状況

　　　

水道事業

　

工業用水道事業

　

交通事業

　

電気事業

　　

が

　

９紳囃ト砂囃卜引竹薮紳囃|醤

一一

　　　　　　　　

-･

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一一

鸚゛94 554 2S.S 35.0 4 117μ.5ﾋﾞ7.5100 925 55^＼874 5 300 即丿却4 2 461

替芸償４s 616 ｕ.ﾀ巧.9
5 401却丿麗.7 18 389 10.2＼15.9 6 656 25.5＼2U 1 426

支払利75 738 23.1＼264＼n 06a＼39.0＼46.6＼34 530 19.1＼S5.S10 719μ.0 39^　870息

その他112 645 3i.2＼39J 7 766 27JA S2.8＼27 071μ.9認.∂3 458 ls.^ us 5 908

　

・

ﾄﾞ

8553100°0114‘728352100.0119°41180915100.0j156.8|26133100.0 95°910665

叫

　

対営業収益比は受託工事収益を除いた営業収益を基礎とした。
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用企業決算の状況
(単位 百万円・％）

ガス事業1病院事業|盆へ參下姿|その他事業|

　　　

計

　　　　　

11 249　　　　322 175　　　　　58 218　　　　　133 207　　　　1 055 618

　　　　　　

9 796　　　　281 573　　　　　32 533　　　　　105 880　　　　　882 561

　　　　　　

8 821　　　　270 618　　　　　19 831　　　　　104 217　　　　　838 183

　　　　　　　　

24

　　　　　

10 409　　　　　21 908　　　　　　2 482　　　　　　56 276

　　　　　　　　　

1

　　　　　　

345

　　　　　　　

5

　　　　　　　

605

　　　　　　

9 320

　　　　　

10 923　　　　341 480　　　　60 213　　　　　127 904　　　　1 104 494

　　　　　　

2 461　　　　172 257　　　　　11 004　　　　　　9 894　　　　　400 512

　　　　　　

1 426　　　　　12 685　　　　　11 017　　　　　　4318　　　　　105 508

　　　　　　　

870

　　　　　

11 592　　　　　23 476　　　　　　10 552　　　　　178 545

　　　　　　　

326

　　　

△

　

19 305　　　－　1 995　　　　　　5 302　　　　△48 876

　　　　　　　

511

　　　　　

2 309　　　　　　139　　　　　　10 046　　　　　　32 568

　　　　　　　

185

　　　　

21 614　　　　　2 134　　　　　　4 744　　　　　　81 444

　　　　　　　

649

　　　　

53 553　　　　　11 694　　　　　　8 218　　　　　295 989

　　　　　　　　

∂.∂

　　　　　

19.0

　　　　　　

35.9

　　　　　　　

7.Ｓ

　　　　　　　

33.5

　　　　　　　

600

　　　　

39 884　　　　　6 S58　　　　　　40 123　　　　　252 105

　　　　　　　　

∂.j

　　　　　　

U.2

　　　　　　

20.2

　　　　　　　

37.9

　　　　　　　

β＆∂

　　　　　　

103.0

　　　　　

糾Ｊ

　　　　　　

郎.7

　　　　　　

j叫ｊ

　　　　　　　

ﾀ5.∂

　　　　　　　

忿口了

　　　　　　

印.4

　　　　　　

32.1

　　　　　　　

訂４

　　　　　　　

∂∂ｊ

(単位

　

百万円・％)

ス事業

　

｜

　

病院事業

　

公共下水道事業

　

その他事業

　　

合

　　　

計

--－------－

　　　　　　　　

---

－371－



その３

　

資本的収支の状況

第117表昭和46年度法適用

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

いＵ業は轟4a）通事業|電気事業

資

　

本

　

的

　

収

　

入

　

額

　

A

　　

314 545　　55 368　　138 800　　　7 403

　

企

　　　　

業

　　　　

債

　　

257 133　　33 505　　107 695　　　5 036

　

（う

　　

ち

　

借

　

換

　

債）

　　

22 791　　　2 598　　　8 046　　　　179

　

他

　

会

　

計

　

出

　

資

　

金

　　　

6 661　　　1 707 12 244 6

　

他

　

会

　

計

　

借

　

入

　

金

　　　

3 830　　　2 473　　　5 600　　　　148

　

他

　

会

　

計

　

補

　

助

　

金

　　　　

882

　　　　

519

　　　

1 054 11

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

46 039　　17 164　　12 207　　　2 202

　

穀‰i“゛９ヤ）J11

　

13 844　　　1 003　　　3 900　　　　557

　

純

　　　　　

計（Ａ－Ｂ）C

　　

300 701　　　54 365　　134 900　　　6 846
資

　

本

　

的

　

支

　

出

　

額

　

D

　　

388 112　　63 893　　153 102　　16 238

　

建

　

設

　

改

　

良

　

費

　　

320 249　　50 692　　1 12 502　　　6 520

　

（う

　

ち職員給与費）

　　

10 028 I 206　　　5 063 300

　

企

　

業

　

債

　

償

　

還

　

金

　　

62 826　　11 610　　34 826　　　7 990

　

（う

　　

ち

　

借

　

換

　

債）

　　

22 880　　　2 615　　　8 085 458

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

5 037　　　1 590　　　5 773　　　028
亨奮||収入が資本的支出に不誓

　　　

88 125　　　9 914　　　18 428　　　9 391

補

　

て

　

ん

　

財

　

源

　

F

　　

63 027　　　7 074　　　3 825　　　9 243
補てん財源不足額

　

E―F

　

G

　　　

25 098　　　2 840　　　14 603 148

補てん財源不足率普×100

　　

∂j

　　

4.4

　　

ﾀ.5

　　

θ.∂

㈱「資本的収入額が資本的支出額に不足する額」の算出は、資本的収入のうち「翌

　

を集計したものである。

その４ 資産、負債及び資本に関する調

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

け道事業ほ轟Ｌｕ事（ｕｎｌ

資

　　　

産

　　　

総

　　　

額

　

1 963 062　　389 077　　656 559　　213 950

　

固

　　　

定

　　　

資

　　　

産

　

1 820 274　　368 524　　621 906　　197 450

　

土

　　　

地

　　　

造

　　　

成

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　

流

　　

動

　　

資

　　

産

　　

139 938　　20 384　　30 826　　16 498

　

繰

　　

延

　　

勘

　　

定

　　　

2 850　　　　169　　　3 827　　　　2
負

　　　　　　　　　　　

債

　　

135 202　　33 523　　196 045　　12 565

　

固

　　

定

　　

負

　　

債

　　

21 445　　12 828　　40 727　　　7 006

　

流

　　

動

　　

負

　　

債

　　

1 13 757　　20 695　　155 318　　　5 559
資

　　　　　　　　　　　

本

　

1 827 860　　355 554　　460 513　　201 386

　

自

　　

己

　

資

　

本

　

金

　　

287 700　　25 732 73 582 32 978

　

借

　

入

　

資

　

本

　

金

　

1 326 333　　231 488　　556 910　　161 531

　

資

　

本

　

剰

　

余

　

金

　　

190 340　　106 642　　22 265　　　2 436

　

利

　

益

　

剰

　

余

　

金

　　

23 487　－　8 308　・ 192 244　　　4 441
自己資本構成比率

　　

忿＆5

　　　　　

お.∂

　　　　

U.7

　　　　

j＆∂
固定資産対長期資本比率

　　　

昭.4

　　　

100.0

　　　

j糾丿

　　　

糾.7
流

　　　

動

　　　

比

　　　

率

　　　

123.0

　　　　

紹丿

　　　　

四丿

　　　

即Ｍ
企業債償還額対減価償却比率

　　　　

辞.∂

　　　

μ∂ｊ

　　　

μ£4

　　　

llSJZ
鬘金賢余に対する企業債元利償

　　　　

4j.θ

　　　　

∂5J

　　　　

5θｊ

　　　　

∂7.θ

不

　　

良

　　

債

　　

務

　　

額

　　　

29 654　　　5 632　　129 215　　　　439
不

　

良

　

債

　

務

　

比

　

率

　　　　

jθｊ

　　　　

認.7

　　　

112.0

　　　　

j.∂
｜

不良債務額は再建使を加算したものである。
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企業決算の状況（つづき）
(単位 百万円・％）

ガス事業

　

｜

　

病院事業

　

１

　

雫
水道事jW

　

I

　

その他事業

　

｜

　　　

計

　　　　　

4 222　　　　　50 700　　　　　189 164　　　　　369 391　　　　1 129 593

　　　　　

3 430　　　　　27 745　　　　　111 237　　　　　167 131　　　　　712912

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

3 019　　　　　　1 173　　　　　37 806

　　　　　　　

22

　　　　　

12 577　　　　　25 109　　　　　　1 105　　　　　59 431

　　　　　　

119

　　　　　　

4 154　　　　　　577　　　　　12 906　　　　　29 807

　　　　　　　　

6

　　　　　　

923

　　　　　　

424

　　　　　　

1 484　　　　　　5 303

　　　　　　

645

　　　　　　

5 301　　　　　51 817　　　　　186 765　　　　　322 140

　　　　　　

366

　　　　　　

1 718　　　　　12 984　　　　　25 309　　　　　59 681

　　　　　

3 856　　　　　48 982　　　　　176 180　　　　　344 082　　　　1 069 912

　　　　　

6 360　　　　　61 299　　　　　188 943　　　　407 532　　　　1 285 477

　　　　　

5 309　　　　　50 340　　　　　172 208　　　　　323 493　　　　1 041 313

　　　　　　　

86

　　　　　　　

79

　　　　　　

5 389　　　　　　6 436　　　　　28 587

　　　　　　

809

　　　　　　

7 054　　　　　14 313　　　　　51 474　　　　　190 902

　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　

3 052　　　　　　1 244　　　　　38 334

　　　　　　

242

　　　　　　

3 905　　　　　　2 422　　　　　32 566　　　　　53 262

　　　　　

2 505　　　　　13 295　　　　　12 836　　　　　70 300　　　　224 794

　　　　　

2 078　　　　　　8 561　　　　　10 445　　　　　62 426　　　　　166 679

　　　　　　

427

　　　　　　

4 734　　　　　　2 391　　　　　　7 874　　　　　58 115

　　　　　　　

∂.7

　　　　　　　

7.7

　　　　　　　

1.S

　　　　　　　

j.ﾀ

　　　　　　　

4.5

年度に繰越される支出の財源充当額｣を控除した額が資本的支出に不足する額のみ

(単位 百万円・％）

　　

ガス事業

　

｜

　

病院事業

　

｜

　

竿
水道事JW

　

i

　

その他事業

　

｜

　　　

計

　　　　　　

23 613　　　　3S8 918　　　　　877 771　　　　1 521 667　　　　6 004 617

　　　　　　

20 312　　　　287 814　　　　　781 236　　　　　270 137　　　　4 367 653

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　

1 097 672　　　　1 097 672

　　　　　　　

3 189　　　　　70 552　　　　　95 805　　　　　150 269　　　　　527 461

　　　　　　　　

112

　　　　　　

552

　　　　　　

730

　　　　　　

3 589　　　　　11 831

　　　　　　　

2 854　　　　　108 445　　　　　88 425　　　　　824 047　　　　1 401 106

　　　　　　　　

517

　　　　　

13 329　　　　　　1 486　　　　　436 417　　　　　533 755

　　　　　　　

2 337　　　　　95 H6　　　　　86 939　　　　　387 630　　　　867 351

　　　　　　

20 758　　　　250 474　　　　789 346　　　　　697 620　　　　4 603 511

　　　　　　　

3 920　　　　　124 955　　　　　202 137　　　　　121 177　　　　　872 181

　　　　　　

14 520　　　　　154 908　　　　　429 935　　　　　532 625　　　　3 408 250

　　　　　　　

1 720　　　　　18 265　　　　　168 694　　　　　25 487　　　　　535 849

　　　　　　　　

598

　　　

－ 47 654　　　　4　11 420　　　　　18 331　　　　△212 769

　　　　　　　

邱.4

　　　　　　

加.∂

　　　　　　

如.ﾀ

　　　　　　

却.S

　　　　　　

却ｊ

　　　　　　　

Ｍ.5

　　　　　

109.1

　　　　　　

認.∂

　　　　　　

認.∂

　　　　　　

舒.θ

　　　　　　

136.lf

　　　　　　

μ.2

　　　　　　

llOS

　　　　　　

＆訂.ﾀ

　　　　　　

187A

　　　　　　　

邱.7

　　　　　　

9.∂

　　　　　　

j叩Ｊ

　　　　　

1163.1

　　　　　　

μ友∂

　　　　　　　

j＆θ

　　　　　　　

5.7

　　　　　　

j惣j

　　　　　　

56.7

　　　　　　

37.7

　　　　　　　　

600

　　　　　

39 884　　　　　　6 558　　　　　40 123　　　　252 105

　　　　　　　　

∂.j

　　　　　　

μ.2

　　　　　　

加.忿

　　　　　　

j7.ﾀ

　　　　　　

認ｊ

-
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用

　

企業

　

の

　　　　　　　　　　

W=-=i-〃〃･W--･一-･皿一一一

　

=----♂l-･･¶-

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　

｜昭和41年度

　

｜

　

42

　　　　　

-=-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　

(450) 7 053　　　( 610　9 177
水

　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　　

(106) 3 251　　　　（　128　7215
道

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　

21 781　　　　　　　　19 574
事

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

j∂ｊ

　　　　　　　

たり
業

　

累積欠損金比率

　　　　　　

17.9

　　　　　　　

召.∂

　　

純

　　　　　

利

　　　　　

益

　　　　

（29）

　　

740

　　　　　

（

　

30）

　　

857
工道純

　　　　

損

　　　　

失

　　　

( 2l) 1 599　　　（　25) 2 071
業事

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　

3 398　　　　　　　　　5 269
用

　

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

uzjo

　　　　　　　　　　

訪.5
水業累積欠損金比率

　　　　　　　

μ.4

　　　　　　　

詔丿

　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　　

４０）

　　

984

　　　　　

（

　

44）

　　

989 1゛
客

　

純

　　　

損

　　　

失

　　　

1

53）19 732　　（　52) 20 487 ，
通

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　

78 878　　　　　　　97 880 11
事

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

&7.θ

　　　　　　　

μJII
業

　

累積欠損金比率

　　　　　　

昭J

　　　　　　

107.∂

＿

　　

純

　　　　　

利

　　　　　

益

　　　　

( 34) 2 285　　　　（　33）　2 1301L

6

t
♂

ｊ

　　

尚

　　

（2）j;

業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　

j.∂

　　　　　　　

μ

　

，

　

純

　　　　　

利

　　　　　

益

　　　　

( 51)　　347　　　　　（　60）　　5H

　

呂7

　

黎

　

積

　

蓼?

　

ａ

　

雷

　　　　

( 12)　　Ｊ　　　　　（　　7）　　　ぶ

　

|;

|赤字事業数の割合　　　　　　　19.0　　　　　　　jθ.4

　　

累積欠損金比率

　　　　　　　

＆∂

　　　　　　　

以

　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　

(247)

　

3 249　　　　　( 298)･3 190僥

　

繋

　

・

　　

?1･

　

a

　

l

　　　　

（141）昌ほ

　　　　

o3）蕊ぷ

M

l赤字事業数の割合　　　　　　　郎.∂　　　　　　　払7

　　

累積欠損金比率

　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　

7.7

z、道

　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　

（15）

　　

593

　　　　　

（

　

13

　　

208
器築

　

．

　

麦

　

ａ

　

釜

　　

（lo）昌

　　

（

　

お

ぽ

下

　

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

紹.1

　　　　　　　

卯.∂
水業累積欠損金比率

　　　　　　

銘.7

　　　　　　　

拓4

　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　

(108) 7 352　　　　　132) 8 103そ事

　

純

　　　　　

損

　　　　　

失

　　　　

( 36)　1 765　　　　S　42）　　748
の

　　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　

3 293　　　　　　　　3 572

　

業

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

邱.θ

　　　　　　　

糾丿
他

　

累積欠損金比率

　　　　　　　

Ｍ

　　　　　　　

Ｍ

　　

純

　　　

利

　　　

益

　　

(974) 22 603　　(l 220) 25 165

　　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　　

(379) 31 335　　　( 475) 37 058

　

計

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　

120 329　　　　　　　144 101

　　

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

認.θ

　　　　　　　

認.θ

　　

累積欠損金比率

　　　　　　

認.∂

　　　　　　　

即.θ

㈱
（

)書は、事業数を示す。 ただし建設中の事業は含まない。
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事業別決算の推移
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一一

　　　

43

　　　　

1

　　　　　

44

　　　　

1

　　　　

45

　　　　

1

　　　　

46

(1 099)　16 141 い144) 22 429　（丿83) 21410　（口40) 14 318

　

(309)

　

5 703 ( 289)　　3 421　　　（300）　　2 695 ( 408)　　9 097

　　　　　

13 892　　　　　　　13 847　　　　　　12 500　　　　　　16 923

　　　　　　

認.θ

　　　　　　　　　

加.よ

　　　　　　　　

却丿

　　　　　　　　

邱.4

　　　　　　

β.∂

　　　　　　　　　

∂.忿

　　　　　　　　　

4.S

　　　　　　　　　

5.∂

（

　

33）

　

1 131　　（　37）　1 266　　　（　39）　I 868　　　（　36）　2 091
（

　

34）

　

2 062 （　32）　2 368 （　31）　1 689　　　（　35）　I 467

　　　　　

7 320　　　　　　　　9 383　　　　　　　10 782　　　　　　　1 1 850

　　　　　　

卯.7

　　　　　　　　　

訪.4

　　　　　　　　

如Ｊ

　　　　　　　　

卯.∂

　　　　　　

訂.口

　　　　　　　　　

硲.4

　　　　　　　　

屁.忿

　　　　　　　　

卵.∂

（

　

29）

　　

765

　　　　

（

　

28）

　

439

　

（

　

25）

　　

688

　　　

（

　

17）

　　

426
（

　

53）

　

18 782 （　53) 23 377　（　54) 34 895　（　61）　42 001

　　　　

H2 099　　　　　　133 1 14　　　　　　160 721　　　　　　192 889

　　　　　　

酎.δ

　　　　　　　　　

砧丿

　　　　　　　　

卵.7

　　　　　　　　

7＆口

　　　　　

llz.'z

　　　　　　　　

1284

　　　　　　　

U2.6

　　　　　　　

167.1

（

　

35）

　

2 700 （　35）　2216　　　（　36) 2 507　（　33) 2 728
（

　

4）

　　

54

　　　　

（

　

４）

　　

81

　　　

（

　

1）

　　

４

　

（

　

2）

　　

202

　　　　　　

344

　　　　　　　　　

304

　　　　　　　　　

129

　　　　　　　　

213

　　　　　

jθj

　　　　　　　　　

jθJ

　　　　　　　　　

2.7

　　　　　　　　

5.7

　　　　　　

j.4

　　　　　　　　　

j.口

　　　　　　　　　

θ.5

　　　　　　　　

θ.S

（

　

61）

　　

490

　　　　

（

　

65）

　　

559

　　　

（

　

64）

　　

594

　　　

（

　

55）

　　

511
（

　

10）

　　

81

　　　　

（

　

7）

　　

64

　　　

（

　

8）

　　

105

　　　

（

　

16）

　　

185

　　　　　　

440

　　　　　　　　　

424

　　　　　　　　

510

　　　　　　　　

649

　　　　　

1S.9

　　　　　　　　　

ﾀ.7

　　　　　　　　

11.1

　　　　　　　　

口忿.5

　　　　　　

∂.忿

　　　　　　　　　

5.J

　　　　　　　　　

J.7

　　　　　　　　　

6.6

( 362)　　3 340 ( 266)　2 108　( 278)　　2 827 ( 216)　　2 309

（370）

　　

7 445　　　　( 460) 13 503　　( 438)　14 066　　　( 489) 21 614

　　　　　

15 347　　　　　　25 049　　　　　　36 178　　　　　　53 553

　　　　　

邱.j

　　　　　　　　　

似.忿

　　　　　　　　

む.忿

　　　　　　　　

印ｊ

　　　　　　

＆２

　　　　　　　　　

11.8

　　　　　　　　

μ.4

　　　　　　　　

却.θ

（

　

17）

　　

185

　　　　

（

　

20）

　　

672

　　　

（

　

19）

　　

573

　　　

（

　

19）

　

139
（

　

7）

　

1 928　　　　（　5）　1 685　（　7）　2 010 （　9）2 134

　　　　　

8019

　　　　　　　　

9 094　　　　　　　　9 887　　　　　　　11 694

　　　　　

即.忿

　　　　　　　　　

即.θ

　　　　　　　　

邱.∂

　　　　　　　　

認.j

　　　　　

訪.J

　　　　　　　　　

詔.5

　　　　　　　　

鉛.7

　　　　　　　　

巧.∂

( 153)　　6019　　　　（183）　　8 101 ( 216)　　9 605 ( 205) 10 046

（

　

66）

　　

935

　　　　

（

　

69）

　

1 302　　　（　87）　2 026 （　94）　4 744

　　　　　

4 001　　　　　　　　4 594　　　　　　　　5 575　　　　　　　8 218

　　　　　

Z7.0

　　　　　　　　　

忿7j

　　　　　　　　

鉛.7

　　　　　　　　

訂.4

　　　　　　

∂.ぶ

　　　　　　　　　

7.∂

　　　　　　　　　

4.7

　　　　　　　　　

7.S

(1789) 30 771　　(1793) 37 790　(l 860)　40 072 (172I) 32 568

( 853) 36 990　　( 929) 45 802　( 923) 57 490　（I 114) 81 444

　　　　

161 462　　　　　　　195 810　　　　　　236 282　　　　　　295 989

　　　　　

OZmO

　　　　　　　　　

Sjj

　　　　　　　　

S2.2

　　　　　　　　

J∂Ｊ

　　　　　

27.6

　　　　　　　　　

忿＆θ

　　　　　　　　

2S.7

　　　　　　　　

j＆5
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匹‾‾

　

タ

　

ト・nljaV素IP作市ｌｎＴ↓‾‾i‾j（

　

総

　　　

収

　　　

益

　

A

　　　

2 218　25 840　42 943　　6 92S　　4 817

　

（営

　　

業

　　

収

　　

益）

　　　　

1 718　　10 661　　39 370　　4 715:　　3 704

　

う

　

料

　　

金

　　

収

　　

入

　　　

1 654　　6 819　　37 852 4 380! 3 657

　

ち

｛

他会計繰入金

　　　

273

　　

14 680　　2 140 14821　　　　％3

　

総

　　　

費

　　　

用

　

Ｂ

　　　

□89

　

25 634　16 527　　5 926　　4 417

　

う

　

職

　

員

　

給

　

与

　

費

　　　

1 100　　6 284　　1 138　　1 925　　2 015

　

ﾊﾞ

支

　　

払

　　

利

　　

息
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8 977　　7 701　　1 849　　　625

　

収支差引（Ａ－Ｂ）C
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206

　

26 416 999　　　400

　

資

　

本

　

的

　

収

　

入

　

D
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209 736　49 663　20 5％　　3 774

　

り

　

地

　　　

方

　　　

債

　　　

411
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|

他

　

会

　

計

　

借

　

入

　

金

　　　　　

－
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ち

　

国庫（県）補助金

　　　

4
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資

　

本

　

的

　

支

　

出

　

E

　　　

970
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う

　

建

　

設

　

改

　

良

　

費
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|
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205
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・
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・
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収

　　

支

　

Ｈ

　

・
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I

　　　　

－
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収
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－ －皿‾－W-〃-㎜㎜W㎜皿皿－‾‾-‾‾JIW-一一-一---------J- --〃--4--･　‾‾ ‾

－376－



適用企業決算の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　

一一
Ｐ列（ＰリIPリ|ジリヤ４機|

　

計

　　　

10 473　　　55 600　　　10 914　　　3 151!　　　1 502　　　164 383

　　　　

9 641　　　　53444　　　　9 3ﾂﾞ　　　　2 471　　　　1 438　　　　136 478

　　　　

8 657　　　51 836 7 923　　　　2 301 1 435　　　126 514

　　　　　

562

　　　　　

996

　　　　

1 290 652･　　　　　60 23 098

　　　　

9 174　　　　9 712　　　　9 186;　　　　2810　　　　　919　　　　86 094

　　　　

2 855　　　　　591　　　　2 77y　　　　　151 137　　　　18969

　　　　　

789

　　　　

7 228　　　　1 9よ　　　　1 80S　　　　287　　　　31251

　　　　

1 299　　　45 888　　　　1 7281　　　　　341 583　　　　　Z8289

　　　　

5 918　　　105 848　　　18 564　　　18 3231 2019　　　　434924

　　　　

3 045　　　61 553　　　　8 206　　　16 839　　　　1 682　　　　231 404

　　　　　

54

　　　　

60

］

　　　　　

う

　　　　　

692

　　　　　

175

　　　　　

8407

　　　　　

2

1

　　　　

3 222　　　　46］　　　　　一　　　　　一　　　　73 473

　　　　

7 122　　　140 550　　　　19766　　　18 276･　　　　2 581　　　　501 167

　　　　

S9I3

　　　

119 554　　　　18508　　　16 431　　　　1 988　　　　443 812

　　　　　

ｼ89

　　　

16 706　　　1 Ill　　　1 617　　　　219　　　　43789

　　　　　

350

　　　　

2 629　　　　　こ　　　　　100:　　　　　368　　　　　6 236

　

･･

　

1 204　－　34 702　－　にOJ　　　　471 ･･　　562　－　66 243

　　　　　

9s

　　　

11 186　　　　5ﾆ　　　　388　　　　21　　　　12 046

　

－

　　

902

　　　

19 132　　　　1 377　　　　602　　　　　6　　　　27475

　　　　　

189

　　　　

9 202　　　　　377　　　　1 153　　　　　　1　　　　　15 641

　

乙

　

1 091　　　　9 930　　　　1 000　・　　551　　　　　　5　　　　11834

　　　　　

59

1

　　

26 678　　　1 51　　　　1こ　　　　48　　　　38 029

　　　　

1 683･　　　16 748　　　　533･　　　　6J　　　　43　　　　26 195

　　　　

認

J

　　　　

Zlt.7

　　　　　

∂.

J

　　　　

16.7

　　　　　

∂

j

　　　　　

お.5

　　　　

加J.

J

　　　　

210.6

　　　　

加∂

白

　　　　

刀

ｯ

　　　　

瑠忿ｊ

　　　　　

126.6

　　　　

j

ﾄﾞ

　　

～

　　　

n

　　

27

y

　　　

う

　　　

”う

ｰ--一一一一

　　

-－-一一

　

－

　

一一一一一一一一一一一一一一一一
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その1

　

(1)

収支の状況

事業勘定

第120表国･民健康保険

　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

46

　　　　　

年

　　　　

度

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

財

　

政

　

措

　

置

　

額

　　

再差引収支

　　　　　

“゛

|実讐斗

ｌ゛劃゛Ａ剽゛ｉ ゛

|゛（13）一

　　　　　　　　　　

助額（Ｂ）

　

（Ｃ）

　　

CD）

　

（Ｃ卜叫

ならｌ（

　

昌|

　

攘31

　

1昌1

　

1昌

　　

昌

　

琵§

　

赤字団体

　　

511－

　

921

　　

n 102　　H 657　　　1201 ｡ 23 560

％ね（

　

ド回|

　

ワ

　

5昌

　

ニレッ

　

赤字団体

　　　

5－ 1 657　　　576　　4813　　　－・ 7 046

％字ｌ（

　

瓢l

　

lゴ|

　　

溜

　　

漂|

　　

借1

　

J潔

　

赤字団体

　　

161･･ 1 370　　1 074　　5 819　　　55・ 8208

≒。（昌ﾚ魏|

　

畏|

　

雪|

　

昆

　

畑

　

赤字団体

　　

321

　　

129

　　

118

　　

1018

　　　

64

1

，

　

943

1閃肩巾

　

j

　

jl

　　

§l

　

j

　

二

　

12

　

赤字団体

　　　

1

　　　

４

　　　

ｏ

　　　

６

　　　

-

|

＾

　　

３

％ぷ‰（

　

ﾀ|

　

づ

　

ヅ

　

エ|

　

ニレで

　

赤字団体

　　

23

　　

1 973　　9 334　　　¬　　　‾‘゛ 7 361

（2）直診勘定

－
ｇ

　

川

一あ二聶≒こ|漆ｖト∴･

Ｙ巍○⑤ﾖ≫Eづ

　

∃

≒封ぽ

　　　

帽

　　

ﾖ|

　　　

月ﾄ

　　

lﾖ1

　　　

1ﾐ§

‰ｄﾚﾖ○ﾖ≫（ヨ|

　

完

了mlこ|）|〕こ○］
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事

　

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　　　　

昭

　　　

和

　　　

45

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　

較

一回

万

爾

齢ドニノ言ぎ

回

ﾄ

質収

≠

差引収支

　　　　

（Ａ）

　

助額(B) I (C)　(D) (C卜（Ｄ）

　

3 275　38 676　10 092 13 830　　　462 152171ム　19 A 3 628 ム　　6677

　

2 8761　37 703　　　710　　3 554　　　439　　33 8791ム　131 a　17341△　　1 779

　

399

　　

973

　　

9 382　10 276　　　23 A 18 662　　112△　1 894△　　4 898

　　

6 － 1008　　　564　　4 6331　　　－ 4　　6 205　　　01△　135△　　668

　　

1

　　　

571

　　　　

1

　　　

340!

　　　

－

1

　　　

230

　　　

0△

　　

56

1

△

　　　

56

　　

5 -- 1 579　　　563　　4 293!　　　－ 4　　6 435　　　0 4　　78 △　　611

　

589

　

16 409　　0001　7 349　　　126　　　8 085　　18 4　1 566 △　　2585

　

445

　

16 0341　　3891　　2 061　　　111　　　13696　　　1　　　1781　　　　12

　

144

　　

375

　　

7111 5 289　　　15△　　5611　　　17△　1 745△　　2 597

　

2 654　21 143　　410　　1 841　　　336　　19 228J△　37△　1800△　　1 980

　

2 428　21 067　　　320　　1 147　　　328　　19 929 ム　132ム　1 853△　　1 738

　

226

　　　

76

　　　

90

　　　

695

　　　　

8△

　　

700

　　

95

　　　

53

1

4

　　

243

　　　　　　　　　　　　　　　

S

　　

3

　　　

26

　　　　

0

　　　　

6

　　　

－

　　　　

20

　　　

01

　　　

6

　　　　　

5

　　

2

　　　

30

　　　　

0

　　　　

6

1

　　　

－

1

　　　　

24

1

　　　

0－

　　

2

1

　　　　　

4

　　

1△

　　

4

　　　

－

　　　

－

　　　

－ム

　　　

4

　　　

0

　　　　

8

　　　　　

1

　　

23

　　

2 105　　80181　　　－|　　　－ 4　　5912　　　0 ・　132 －　　I449

　　

一一‥一一

|

－|－| －I －

　　

23

　　

2 105　8 018「　　　‾|　　　‾‘｀ 5 912　　　0 －　132 -　1 449

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

(単位

　

百万円)

　

和

　　　

45

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

実賢司肖伊町背戸質収到再差引収支

イ2;1

　

濡ノ詣ヤ

　

ゲヤ

　

昌

△

　　

2 151　　　　　608　△　　2 759　－　　　20j　ム　　　152　△　　　257

△

　　　

563

　　　　　

347

　

△

　　　

9io!

　　　　　　

01

　

ム

　　　

63

　

ム

　　　　

163

　　　

95

1

　　

241・

　

146

　　

31 23　ム　　　　104

＾

　

658

　　

107＾

　

7641＾

　　

3i A 86　ム　　　　59

＾

　　　

ｍ

　　　　

濃ﾄ

　　

帽に

　　　　

1こ!

　　　　　

飛

　

こ

　　　

昌

ム

　　

1 493　　　　　501　△　　1 994　4　　　　17　－　　　66　△　　　200

　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

一

　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－
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その2

　

(1)

歳入歳出内訳

事業勘定(歳入)

第120表

　

国

　

民

　

健

　

康保険

｜

　　

区

　　　　　　

ノ

　　　

分

　　

|昭和46年度
|

昭和45年度

丿

増

　

滅

　

額

］

保

　　　

険

　　　

税

　　

（料）
ﾚ

　　

22129
い

　　　

190 83い 30 464

一

　　

部

　　

負

　　

担

　　

金i

　　　　

254

　　　　

245

1　　　　9

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金j

　　

382 638　　　353 5oダ　　　29 136

　　

事

　

務

　

費

　

負

　

担

　

金

1

　　　

22 077　　　19 536
1

2 541

　　

療養給付費負担金1

　　

317 768　　　295 358　　　22 410

　　

助

　

産

　

費

　

補

　

助

　

金

|

　　　

□22

　　　　

1 203　　　　519

　　

保

　

健

　

婦

　

補

　

助

　

金

1

　　　

1 343　　　　1 088　　　　255

　　　　　　　　　　　

l

　　

財政’調整交付金

　　　

39 292　　　　　36 306 2 986

　　

そ

　

の

　

他

　

の

　

補

　

助

　

金

　　　　　　

436

　　　　　　

11

　　　　　　　

425

　

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　

12 691　　　　10 331　　　　2 360

　　

財源補てん的なもの1

　　　

12 108　　　10 092　　　　2 016
s

　

そ

　

の

　

他

　

の

　

も

　

の’

　　　

583

1

239　　　　　　344

他

　

会

　

計

　

繰

　

入

　

金

　　　　

17 716
1　　　15

995　　　　1 721

　　

財源補てん的なもの1

　　　

15 063
1　　　13

830　　　　1 233

　　

そ

　

の

　

他

　

の

　

も

　

の1

　　　

2 653　　　2 165 488

　

基

　　

金

　　

繰

　　

入

　　

金

|

　　　

1010

　　　　

●

　　

625

　　　　　　

385ﾘ

，

　　

ｓ

　　

。］

　

39 329　　　　　25 917 13412 1

「そ

　

の

　

他

　

の

　

収

　

入1

　　　

604ﾘ

　　　

456ﾘ

　　　

1 4801

　　　　

1

　

1

　　　　

/一一，

　　　

｜

１

　

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　

「

　　

680 978 1　.602 011　　　78967
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事業決算の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

決算額構成比

　　

増減額構成比

　

｜

　

増

　　

減

　　

率

46年度ﾄ5年度

　

46年度ﾄ5年度146年‾度1 45 年度

　　　

渥ｊ

　　　　

む.

ﾊﾟ

　　　　

鉛.び

　　　　

忿八

丿

　　　　

狸.θ

　　　　　

仔.9

　　　　

θ.∂

　　　　　

θ.∂

　　　　　

θ.θ

　　　　　

θ一

万

　　　　　

j.引

　　　　　

4j

　　　

屁.忿

　　　　

認.7

　　　　

お.ﾀ

　　　　

屁.（

　　　　　

＆2

　　　　　

jﾀ.∂

　　　　

j.忿

　　　　　

j.忿

　　　　　

J.忿

　　　　　

忿.い

　　　　

む.θ

　　　　　

巧.j

　　　

邱.7

　　　　

卯.j

　　　　　

認.4

　　　　

伊.5

　　　　　　

7.∂

　　　　　

四.∂

　　　　

θ.則

　　　

θ.忿

　　　　　

θ.7

　　　　　　

∂.5

　　　　　

詔.j

　　　　　

7瓦j

　　　　

θ.忿

　　　　

θ.忿

　　　　

0.S ＼　　　θｊｉ　　　２３.4×　　　1乱０

　　　　

５』・

　　　

δ.∂

　　　　

＆ﾊﾞ

　　　　

に

｜

　　　　

8.忿

　　　　　

2＆θ

　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.∂

　　　　　

θ.5

　　　

・

　

6.7

　　　

J召昭ぶ

　　

、

　　

ﾀ7j

　　　　

1.9 l　　　　j.7　　　　　J.∂　　　　　J.β　　　　　22.8　　　　　55.5

　　　　

j.∂

　　　　　

j.7

　　　　　

2.δ

　　　　　

J.δ

　　　　　

20.0、

　　　

Ｓ(5.０

　　　　

侑

　　

゜゜゜

　　

OM

　　

°引

　　

之

り

JδＪ

　　　　

忿.∂

　　　　

2.7

　　　　

忿.口

　　　　

2･胎

　　　　

10.8

　　　　

20､5

　　　　

忿.忿

　　　　　

忿ｊ

　　　　　

ム∂ｌ

　　　　

口j

l

　　　　　

＆β

l

　　　　

j＆j

　　　　

∂.4

　　　　　

θ.4

　　　　　

よ

　　

よ

　　

ヨ

ン

　　

３８ｊ

　　　　

θ.j

　　　　

θｊ

　　　　

θ､5

1

　　　

θ.2

1

　　　

むβ

|

　　　

詔､0

　　　　

5.&

　　　　

4j

　　　

び.∂

　　　　

8.6 ＼　　　51.7　　　5ヱ､5

　　　　

θ.∂

　　　　

θ.s

　　　　

j.s、

　　

ムθ

l

　　　

32.U

　　　

28j

　　　

100.0 1　　100.0　　　100.0　　　100.0

1　　　13.1

I　　　20.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　　　　

l
四

　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　

１

381 ―



その２

　

歳入歳出内訳(つづき)

　

(1)事業勘定(歳出)

第120表国民健康保険

゛-

　

ａ奄

　

a

　

芸

　　

2雪

　　

g昌

　　

ぼ

　

賦

　　

課

　　

徴

　　

収

　　

費

　　　　　

8 277　　　　　7 500　　　　　　777

　

葦戸♂。％刄婁

　　

濃

　　

ぷ

　　

謡

％

　

゛。゛

　

♂

　

芸

　　

誂雲

　　

にに

　　　

2ぼ

　

姦轟ねl義高丿

　　

潔

　　

ぼ

　　

溜

保

　　

健

　　

施

　　

設

　　

費

　　　　

9 462　　　　8 100　　　　1 362

％。ｌｊt。なＪt

　　　　

雲

　　　　

ｍ

　　　　

ご

ｊ

　

皇

　

％゜ｊ

　

ｌ

　　　

岨§

　　　

ぷ;

　　

４

　

ｊ

公

　　　　　　

債

　　　　　　

費

　　　　　　

141

　　　　　　

175

　　　

A34

　

三９％でｊ‰季

　　　

ぷ

　　　

ｊ

　

。ｊ

葦≒度♂去へ♂市

　　

瀧

　　

昌

　

ｙn?

　

歳

　　

出

　　

合

　　

計

　　　　　

645 685　　　562 979　　　　82 706

(2)直診勘定(歳入)

-

　　

区

　　　　　　　　

分

　　

|

　

昭和46年度

　　

昭和45年度

|

　

増滅額

｜

診

　　　

療

　　　

収

　　　

入1

　　　

13 348　　　12 367　　　　981
国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　　　　

391

　　　　　　　

425

　　　

a34

　

財

　

政

　

調

　

整

　

交

　

付

　

金

　　　　　　

318

　　　　　　　

285

　　　　　　　　

331

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　

73

　　　　　

140

　　　

467
都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　　　

％

　　　　　　

89

　　　　　　　　

6
他

　　

会

　　

計

　

繰

　

入

　

金

　　　　　

2614

　　　　　

2 131 483

　

普通会計からのもの

　　　

2 022　　　1 689 333

　

事業勘定からのもの

　　　　

568

　　　　　　　

433

　　　　　　

135

　

その他の会計からのもの

　　　　　

24

　　　　　　　

816
基

　　

金

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　　

87

　　　　　　　　

72

　　　　　　　

15
繰

　　　　　　

越

　　　　　　

金

　　　　　　

745

　　　　　　

750

　　　

－

　　　

5
地

　　　　　　

方

　　　　　　

債

　　　　　　

375

　　　　　　

309

　　　　　　

66
そ

　　

の

　　

他

　　

の

　　

収

　　

入

　　　　　　

423

　　　　　　

352 71

　　

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　　　　　　

18 078　　　　16 494　　　　1584

一一
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事

　

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況(つづき)

(単位

　

百万円・％)

　

決算額構成比

　　

増減額構成比

　　　

増

　　

減

　　

率

46年度ﾄ5年度

し

6年度ﾄ5年度

1

46 年度1 45 年度

　　　　

5j

　　　　　

5.∂

　　　　　

∂.5

　　　　　

4.∂

　　　　　

瓦.∂

　　　　　

お.S

　　　　

j.∂

　　　　　

j.7

　　　　　

4.S

　　　　　

2.7

　　　　　

却.4

　　　　　

j2.ﾀ

　　　　

jJ

　　　　　

i-?

　　　　　

θ.ﾀ

　　　　　

jJ

　　　　　

加4

　　　　　

17J

　　　　

θ.j

　　　　　

θｊ

　　　　　

θ.j

　　　　　

θ.j

　　　　　

j5.5

　　　　　

j忿.ﾀ

　　　　

θ.7

　　　　　

θ.7

　　　　　

θ.7

　　　　　

θ.5

　　　　　

む.∂

　　　　　

狸.7

　　　　

卯.j

　　　　

皿丿

　　　　　

豺.7

　　　　

μ.S

　　　　　

1S.5

　　　　　

却.θ

　　　　

辞.4

　　　　

卯.∂

　　　　

卯.θ

　　　　

釘.S

　　　　　

13.1

　　　　　

瑠.∂

　　　　

lJ

　　　　　

1.1

　　　　　

J.θ

　　　　　

忿.7

　　　　　

如.忿

　　　　　

弱.9

　　　　

θ.4

　　　　　

θ.4

　　　　　

θ.7

　　　　　

θＪ

　　　　　

四.5

　　　　　

12.5

　　　　

j.5

　　　　　

j.4

　　　　　

j.∂

　　　　　

j.5

　　　　　

勁.∂

　　　　　

詔.7

　　　　

θ.j

　　　　　

θ.j

　　　　　

θ.忿

　　　　　

θ.j

　　　　　

お.5

　　　　　

j£∂

　　　　

θ.j

　　　　　

θ.j

　　　　　

θ.忿

　　　　　

θ.θ

　　　　

μ.5

　　　　　

5.7

　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　

・

　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　　

－

　　

２.J

　　　　　

4＆J

　　　　

θｊ

　　　　　

θ.j

　　　　　

θ.5

　　　　　

θ.5

　　　　　

叙.∂

　　　　　

巧Ｊ

　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　

・

　　

θ.θ

　

－

　　

ａθ

　　

－

　

jﾀ４

　　

・

　　

4.4

　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　　　　

100.0

　　　　　

μ.7

　　　　

θ.θ

　　　　　

θ.θ

　

，

　　

θ.θ

　　

・

　　

θ.θ

　　

－

　

μ４

　　

・

　　

5.j

　　　　

θ.5

　　　　　

θｊ

　

。

　　

j.５

　

－

　　

2.7

　　

－

　　

27.θ

　　

，

　

認.4

　　　　

j.∂

　　　　　

θ.4

　　　　　

ﾀ.θ

　　　　　

lJ

　　　　

308.7

　　　　　

認.θ

　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　　

14.7

　　　　　

18.1

(単位

　

百万円・％)

-

　　

決算額構成比

　

１

　

増減額構成比

　

｜

　

増

　　

城

　　

率

　

46年度ト5年度146年度145年度i 46 年度14s年度

　　　　

73£

　　　　

75.θ

　　　　

訂.∂

　　　　

59J

　　　　　　

7.ﾀ

　　　　　　

7.θ

　　　　

2.忿

　　　　　

2.∂

　　

－

　　

2j

　　　　　

5J

　　

－

　　

＆θ

　　　　　

口θj

　　　　

1.8

　　　　　

j.7

　　　　　

忿.j

　　　　　

忿.5

　　　　　

11.6

　　　　　

1S.5

　　　　

θ.4

　　　　　

θ.S

　

・

　　

4.忿

　　　　　

乙7

　　

・

　

U7.9

　　　　　

訂.9

　　　　

θ.5

　　　　　

θ.5

　　　　　

θ.4

　　　　　

2.∂

　　　　　　

∂.7

　　　　　

∂7.ﾀ

　　　　

μj

　　　　

12S

　　　　

卯,5

　　　　

部丿

　　　　　

麗,7

　　　　　

釦j

　　　　

11.2

　　　　

jθ.忿

　　　　

叙.θ

　　　　

邸.j

　　　　　

四.7

　　　　　

5.4

　　　　

3.1

　　　　　

2.∂

　　　　　

＆5

　　　　　

忿.θ

　　　　　

31.2

　　　　　　

∂.7

　　　　

θ.忿

　　　　　

θ.θ

　　　　　

j.θ

　

，

　　

θ.7

　　　　

200.0

　　

4

　　

邱.∂

　　　　

θ.5

　　　　　

θ.4

　　　　　

θj

　　　　　

j.7

　　　　　

加丿

　　　　　

訪.9

　　　　

4j

　　　　　

4.5

　

･･

　　

θ.J

　

･･

　　

θ.忿

　　

・

　　

θ.71

　

－

　　

θｊ

　　　　

忿.7

　　　　　

j.∂

　　　　　

4.忿

　　　　　

忿.θ

　　　　　

鯉４

　　　　　

∂.∂

　　　　

2j

　　　　　

2.j

　　　　　

4j

　　　　　

3.1

　　　　　

釦.巳

　　　　　

召.5

　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　　　

9.6

　　　　　　

9.0

　　　　　　　　

一一

　

－

　　　　

一一一一

－383－



その２

(２)

　　　　　　　　　

第120表

　

国

　

民健康保険

歳入歳出内訳(つづき)
直診勘定(歳出)

　　　　　　　　　　　　　　　　

＼

　

丿
！

ｇ

　　　　

゛

ﾄ

”

ﾄ

54

トぶ

Lレド』回

　

回］

薦‰行旅

　

ｊ

　

ヤう

公

　　　　　　

債

　　　　　　

費

　　　　　　

325

　　　　　　

269

　　　　　　

56
元

　　

利

　　

償

　　

還

　　

金

　　　　　　

232

　　　　　　

203

　　　　　　

29
ｶﾞｳ弩邸

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

その３

　

国民健康保険、健康保険の被保険者数等の状況

　

区

　　　　　

分

　

|

昭

ま

年度

T

昭和

1

年度

ｱ

増

数

滅

I Ji゛♂％゛劉 43 721千人　　　46809千人‘　　3088千人

　

政府

　

掌被保険者分

　　

13 095　　　　9 755　　　　3 340
∩

認容募菜簒榛叢喜剪

　　

器こ

　　　

lm

　　　

昌

　

組合管掌被扶養者分

　　

12 233　　　　　　799４　　　　　4239
㈱１｢国民健康保険｣は、市町村および国民健康保険組合分である。

　

２｢受診率｣は、療養給付費のうち、診療費にかかる被保険者数(被扶養者数)1OO

　

３｢１人当たり医療給付費｣とは、療養の給付(家族の療養の給付)に療養費(家

その４

　

総所得金額等の段階別国民健康保険税(料)額等の状況

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　

|

世

　

世

帯

　　　

（構

　

成

帯

　

比

14

　

万円以下のもの

　　　　

2 284 508世裡　　　　　瓦厩
14万円をこえ

　

15万円以下のもの

　　　　　　

305 015 1　　　　2.4
15万円をこえ

　

20万円以下のもの

　　　　　　

679 790　　　　　　　　　　5ふ
20万円をこえ

　

30万円以下のもの

　　　　　

1 406 347　1　　　　　　　　11.2
30万円をこえ

　

40万円以下のもの

　　　　　

1 544 162　　　　　　　　　　犯j
40万円をこえ

　

50万円以下のもの

　　　　　

1 370 496　｜　　　　　　　10.9
50万円をこえ

　

70万円以下のもの

　　　　　

1 813 555
｜　　　　　臨

70万円をこえ

　

100万円以下のもの

　　　　　

1 441 140　　l　　　　　　　11.5
100万円をこえ

　

150万円以下のもの

　　　　　　

931 098　　　　　　　　　　　　　7j
150万円をこえるもの

　　　　　

768 956　　1　　副

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

12 545 067　　　　　　　　100.0

㈱1「世帯数」は、昭和46年現年度分市町村民税の課税の基礎となった総所得金㈱１｢世帯数｣は、昭和･･6年現年度分市町村民税の課税の基礎となった総所得金

　　

２｢保険税(料)｣は、昭和46年現年度分の保険税(料)(滅額の規定に基づく国民

　　

いては、昭和47年３月31日現在における加入市町村において月割を行なり前

－384－



事業決算の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　

決算額構成比

　　

増減額構成比

　　　

増

　　

減

　　

率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-一一

　　　　　　　　

一一一一一万‾‾√司て二こｊ‾

ﾚ

年度ﾄ5年度46年・）√‾ぞ

　　　　

卯丿

　　　　

砲.4

　　　　

印.5

　　　　

5H-

　　　　

11^

　　　　　

と.巳

　　　　

毘.5

　　　　

μ.θ

　　　　

狸丿

　　　　　

詔.δ

　　　　　

4.J

　　　　　　

7.θ

　　　　

5.θ

　　　　　

5.θ

　　　　　

J.ひ

　　　　　

＆j

　　　　　

∂ｊ

　　　　　

却.θ

　　　　

θ.忿

　　　　　

θ.j

　

－

　　

θＪ

　　

・

　　

j.j

l

　

．

　

却.θ

　　　

乙

　

腔ｊ

　　　　

∂ｊ

　　　　　

θ.忿

　　

・

　　

θ.j

　　

ム

　　

θ.j

　　　　　

∂ｊ

　　　

え

　　

∂.j

　　　　

θ.j

　　　　　

θ.j

　　

，

　　

θ.2

　

，

　　

1.1

　　

・

　

瑠に

　

54J

　　　　

o､０　　　０.０

　　　　

－

　　　　

θj

l

　　　

－

　　　　

200.0

　　　　

θＪ

　　　　　

θ.4

　

．

　　

θ.∂

　　　　　

0.2

　

却.4

　　　　　　

4J

　　　　

j.7

　　　　

j.5

　　　　

J.5

　　　　

j.4

　　　

加.sl

　　　　

9.j

　　　　

j.忿

　　　　　

1.1

　　　　　

j.∂

　　　　　

θ.∂

　　　　

μj

　　　　　　

S.θ

　　　　

θ.5

　　　　　

θ.4

　　　　　

j.7

　　　　　

θ.5

　　　　

如.∂

　　　　　

詔.&

　　　　

10.1

　　　　　

ﾀj

　　　　

j口.J

　　　　

16.1

　　　　　

11.2

　　　　　

j＆J

　　　　

θｊ

　　　　　

θ.∂

　　　　　

＆7

　　　　　

θ.J

　　　　

57.3

　　　　　　

5j

　　　

100.0

　　　

100.0

　　　

100.0

　　　

100.0

　　　　

9.0 1　　　　10.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

受

　　　　

診

　　　　

率

　　

１

　　

１人当たり医療給付費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一
昭和46年度|昭和36年度i増

　　　

滅|昭和46年度|昭和36年度|増

　　　

滅

　

472.1件

　　　

257.9件

　　　

214.2件｀

　　　

19 927円1　　　3311円　　　　16 616円

　

575.8

　　　　

472.6

　　　　

103.2

1　　34

076

1　　　8

398　　　　2s 6z8

　

記

　

昌ノ2a:ド詰ﾚ

　

ぷ引

　

詰2

　

525.2

　　　　

601.6

　　　　　

23.6 1　　　9 792 1　　　3 105
1　　　　6

687 j

人当たりの受診件数である。

族療養費)を加えた額を、年度同平均被保険者または組合員数で除した額をいう。

- 一 一

保

- 一 一 一 一

一一

険

　　

7 435 721千

　　

1 660 255

　　

4 498 694

　

12 828 273

　

19 204 101

　

21 561 296

　

37 332 230

　

40 798 543

　

37 082 632

　

45 843 327
228 245 072

税 (料)

１

｜

|万

引

１世帯当たり保険税(料)

　

3 255

　

5 443

　

6618

　

9 122

12 ４37

15 732

20 585

28 310

39 8２7

59 618

額等の段階にそれぞれ該当する世帯数である。

健康保険税(料)の減額の適用を受けた者については当該減額後の額、月割課税分につ

の年税額)である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－385－

　　　

－
金

　　　　　　　　

額

　

！

　

構

　　　

成

　　　

比
-
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－ - - - - - - … - － － - － － － － - － － - － － － - －



その１

　

収支の状況

第121表収 益

　　

事 業

-===－==･･=-a

　　　　　　　　　　　

昭

　　　　　　

和

　　　　　　

46

　　　　　　　

年

　

ｇ

　

゛町数卜営勺゛甘゛rで営り賢を黎゛

　

都道府県1

　　

46

　　

337 951　　325 292　　12 659　　2 8％

　

黒字団体

　　　

46

　　

337 951　　325 292　　12 659　　　2 896

　

赤字団体

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

一

　　　

一

　

市

　

町

　

村

　　　

155

　　

1 310 950　　1 289 388　　　21 562　　　1 493

　

黒字団体

　　

151

　

1 295 502　1 272 351　　23 151　　　1 493

　

赤字団体

　　　

4

　　

IS 447　　17 037　－ 1 589　　　　－

　

大

　

都

　

市

　　　　

6

　　　

66 138　　　65 240　　　　898　　　　197

　

黒字団体

　　　

6

　　

66 138　　65 240　　　898　　　197

　

赤字団体

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

一

　　　

一

　

都

　　　　

市

　　　　

93

　　

806 878　　788 428　　　18 450　　　　778

　

黒字団体

　　　

91

　　

802 601　　783 601　　19 000　　　778

　

赤字団体

　　　

2

　　　

4 277　　4 827　・　550　　　－

　

町

　　　　

村

　　　　

4

　　　

15 948　　　16 695　･，　747　　　　－

　

黒字団体

　　　

3

　　　

7 354　　7 316　　　　38　　　－

　

赤字団体

　　　

1

　　　

8 594　　9 379　－　785　　　－

　

一部事務組合

　　　　

52

　　

421 986　　419 025　　　2 ％1　　　　519

　

黒字団体

　　　

51

　　

419 409　　416 194　　　3 215　　　519

　

赤字団体

　　　

1

　　　

2 577　　　2 831　，　254　　　－

　

ｊ

　　　　

計

　　　

201

　　

1 648 901　　1 614 680　　　34 221　　　4 389

　

黒字団体

　　

197

　

1 633 4S3　1 597 643　　35 810　　　4 389

　

赤字団体1

　　　

4

　　

15 447　　17 037　。 1 589　　　　－

皿･=-･==-･ｌ･←-

１
－
‐
‐
；
‐

その２ 歳入歳出内訳

区

　　　　　　　　

分

　

｜

　

競

　

馬事業

　

｜

　

自転車競技事業

T

I

　　

］］

｜

　

∧

　

1

翌年度へ繰越すべき財源㈲

　　　　　　　　　

3 179　　　　　　　　　　363

1

　　　　　　　

）

　　　　

;2以上の事業を実

　　　

いる場合は、それ㈱

　

施行団体数は、１の団体が２以上の事業を実施している場合は、

　　　　　　　　　　　　　　　

－386－

｜
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｜

Ｉ

Ｉ

1

1

1



決

　　

算 の

　　

状 況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　

度

　　　　　　　　

昭和45年度

　　　

比

　

較

　

増

　

減

り
(G)

(F)ﾌﾞUI昂゛ﾄﾞﾄﾞI　V(到馬詔I

　　　

151

　　

44 283　　53 895　　　　46　　48 485　　　　　　0　　　　5410

　　　

151

　　

44 283　　53 895　　　　46　　48 485　　　　　　0　　　　5 410

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

I 162　　150 215　　169 122　　　　156　　146 869　　△　　1　　　　22 253

　　

1 162　　149 561　　170 057　　　　153　　147 058　　－　　2　　　22 999

　　　　

－

　　　　

654

　

△

　

935

　　　　　

3

　

ム

　

189

　　　　　　

1

　　

。

　

746

　　　　

－

　　　

9 931　　　10632　　　　　6　　　9 837　　　　　　0　　　　　795

　　　　

－

　　　

9 931　　10 632　　　　　6　　　9 837　　　　　　0　　　　　795

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

677

　　

100 139　　117 135　　　　94　　100 277　　－　　1　　　　16 858

　　　

677

　　

99 946　　117 492　　　　93　　100 281　　乙　　2　　　17211

　　　　

－

　　　　

193

　

--

　

357

　　　　　

1

　　

△

　　

4

　　　　　　

1

　　　

△

　

353

　　　　

－

　　　　

986

　　　　

239

　　　　　

5

　　　　

556

　　

－

　　

1

　　　

△

　

317

　　　　

－

　　　　

625

　　　　

663

　　　　　

4

　　　　

741

　　

－

　　

1

　　　

△

　　

78

　　　　

－

　　　　

361

　　

－

　

424

　　　　　

1

　　

4

　

185

　　　　　　

0

　　　

ム

　

239

　　　

485

　　

39 159　　41 116　　　　51　　36 199　　　　　　1　　　　4 917

　　　

485

　　

39 059　　41 270　　　　50　　36 199　　　　　　1　　　　5 071

　　　　

－

　　　　

100

　

ム

　

154

　　　　　

1

　　　　　

0

　　　　　　

0

　　　

ム

　

154

　　　

1313

　

194 498　223 017　　　202　195354　－　　1　　　27 663

　　　

1 313　　193 844　　223 952　　　　199　　195 543　　・　　2　　　28 409

　　　　

－

　　　　

654

　

ム

　

935

　　　　　

3

　

4

　

189

　　　　　　

1

　　　

4

　

7４6

(単位

　

百万円)

雀咎自子勤琵馴ぶ一齢宝くじ事業ｌ

　　

ｎ

　　　

。嵩

　　　

。濡

　　　　　

二

　　　　

157?燃

　　　

二

　　　　

惣

　　　　　

二

　　　　　

1恨

　　　

雪

　　　

昌

　　　

ぷ

　　　

到%

　　　

7昌

　　　

4?昌

　　　　

竺

　　　

13詔a

　　　

l昌

　　　

2昌

　　　

ぼ

　　　

１摺

　　　

ぶ

　　　

にオ

　　　　

高

　　　

i昌

　　　

9o昌

　　　

54昌

　　　

ヅ

　　　

16詔?

　　　

竺

　　　

ご

　　　　

さ

　　　　

昌

　　　

1『

　　　

74ぶ

　　　

で

　　　

223吸

業ごとに１団体としている。

― 387 ―



その３

　

収

　

益

　

率

第121表収 益

　　

事 業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　　

車馬券等売上金

　

実質上の収支

　

（Ｂ）／國ｘl00

　　　　　　　　　　

固

　　　　

｜

　　　

（Ｂ）

　　　

｜

　　

‘（ｃ）

競

　　

馬

　　

事

　　

業

　　　　　

319 967　　　　　34 749　　　　　　皿ﾀ
自転車競技事業

　　　　

631 466　　　　95 485　　　　　巧丿
小型自動車競走事業

　　　　　

88 1S7　　　　　　12 333
μ.θ

モーターボート競走事業

　　　　　

531 856　　　　　　74 103　　　　　　±O*if
宝

　　

く

　　

じ

　

事

　

業

　　　　　　

14 117　　　　　　　6 347　　　　　　　μ.θ

　

合

　　　　　　

計

　　　　　

1 585 563　　　　　223 017　　　　　　14.1

㈱

　

宝くじ事業の車馬券等売上金は、消化額を計上している。

その４

　

他会計への繰出金

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

1

　

46

繰年　度T

45　年額度
-

　

競

　　　

馬

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　

29 994　　　　　　27 136

　

自

　

転

　

車

　

競

　

技

　

事

　

業

　　　　　　　

80 785　　　　　　69 236

　

小型自動車競走事業

　　　　　

11 586　　　　　8 606

　

モーターボート競走事業

　　　　　　

65 827　　　　　51 764

　

宝

　　　

く

　　　

じ

　　

事

　　

業
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194 498　　　　　　162 420

　　　　　

一一

　　　　

-

その５

　

収益金繰入額の使途状況

　　

ｇ

　　

゛

ﾄ
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l

　　　　　

j1生費）生費|土木費
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事
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都

　

道

　

府

　

県
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市

　　　

町

　　　

村
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自転車競技事業
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都

　　

道

　　

府
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市
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道

　

府
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府
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町
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ム

　　　　　　　　

計
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口
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都

　

道

　

府
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市
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-
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差
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72 768 1　　　10287 ！　　　μ.j　　　　　1538い　　　20461　，　　θj

　　

433 956
1　　60

25い　　μｊ，　　97 900 1 13 849　　　　　θ｡θ
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1 382 673 1　　195 355 1　　　14･川　　　202 890
!　　　27

662

1

0.0
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較
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-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　

内

　　　　　　　　　　　　　　

訳

ねJi商工１）

　

・K I I
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Iモ・　（戸赫言
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3 434　　　　　131　　　　4 534　　　　　　21　　　　3 530　　　　　－
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419
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4 744　　　　　　50　　　　1 675　　　　　　95
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－

　　　　　

514
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－
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－
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454

　　　　　　

－
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－
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－
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－
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－
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－389 －



その１

　

収支の状況

第122表公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　　

和

　　　　　

46

　

g

　

゛てこ十ナ問薄白

大

　　　　

都

　　　　

市

　　　　

5

　　　

226

　　　

223

　　　　

3

　　　　

0

　

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

‐

　

赤

　

字

　　

団

　

体

　　　　

5

　　　

226 223　　　　　　3　　　　　0
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５

　　　　

－
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収
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－
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－
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－
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1
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度

　　　　　　　

昭和45年度

　　

比較増減

繰入金繰出金未収金未払金(D)-(E)-‰団体数再差引

　

団体数

　

再差引

　　　　　　　　

１

　　　

即尚

　

｜

　

圓

　　

（Ｈ）

　

（I）

　

（Ｊ）（Iト(j) m　（Ｌ）　　閲　　同一（Ｌ）（順一図

　　

23

　　　

－

　　　

24

　　　

5

　　

△

　　

3

　　　　

3－

　

21

　　　　

0

　　　

18

　　

18

　　　

－

　　　

24

　　　

5

　　　　　

2

　　　

－

　　　

－

　　　　

1

　　　　

2

　　　

5

　　　

－

　　　

Ｏ

　　　

一

　　

△

　　

5

　　　　

3

　

－

　

21

　

△

　　

1

　　　

16

　

240

　　　

71

　　　

182

　　

135

　　　　

739

　　　

178

　　　

792

　　　

15

　

△

　

53

　　

73

　　　

44

　　

149

　　

106

　　　　

844

　　　

127

　　　

847

　　　　

0

　

△

　　

3

　　

167

　　　

27

　　　

33

　　　

28

　　

△

　

105

　　　

51

　

－

　

55

　　　

15

　

a

　

50

　　

716

　　

137

　　

453

　　

273

　　　　

774

　　　

995

　　　

952

　　　

12

　

△

　

178

　　

282

　　

106

　　

305

　　

150

　　　

1 198　　　622　　I 283　△　31　△　85

　　

435

　　　

31

　　　

148

　　

123

　　

ム

　

424

　　　

373

　

ム

　

３３１

　　　

４３

　

△

　

９３

　　

－

　　　

－

　　　　

１

　　　　

１

　　　　　

０

　　　

－

　　　

－

　　　　

１

　　　　

０

　　

－

　　　

－

　　　　

１

　　　　

１

　　　　　

０

　　　

一

　　　

一

　　　　

１

　　　　

０

　　

－

　　

一

　　

一

　　

一

　　　

－

　　

一

　　

一

　　

－

　　　

－

　

980

　　

208

　　

659

　　

414

　　

1 510　1 176　024　　28△214

　

372

　　

150

　　

479

　　

263

　　　

2 044　　　749　　2 131　－　29　△　87

　

607

　　　

58

　　

181

　　　

151

　　

・534

　　　

427

　

△

　

407

　　　

57

　

・127

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円・％）

　　　　　　　　

昭和45年度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　

較

　　　

゛

　

巾

算

ぐ

　

ｌ

　

ｓ

　

額

　

）

　

城率濠４“

｜

ｊ
β
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ
汐

認
Ｓ
卯
部
μ
幻
加
丿
μ
加
留
Ｊ
‘

　

25.7

　　

ム

　

恥.5

　

27.６

　

μ以）

　

14.５

　

２０､０

　

２０』

　　

２ｊ

１０７.1

　

25.7

　

23.3

△

　　　

17 S.

　　　　

＆4

　　　

26j

△

　

２３.５

　　　

ふ1.0

　　　

18.6

　　　

２１４

　　　　

５Ｊ

　　　

２５４

　　　

２５ぶ

　　　

留.7

　　　

18.7

　　　

2辰６

　　　　

∂ｊ

　　　

２９ｊ

△

　

忿２ｊ

　　

１０７.4

　　　

碩.９

　　　

２１ｊ

　　　

２２ｊ

　　　　

忿.4

　　

231.０

　　　　

＆θ

　　　

23.2

58.1

11ｊ
E
>
３
'
Ｏ
ｌ
ｏ
>
O
d
d
＞
-
(
<
5
＾
ｔ
^
O
C
>
≪
０
０
　
０
.
)
1
0
5
0
0
0
<
＾
)

訂
ｊ
。
‘
駕
朗
４
品
１
町
ｊ
δ
貿
θ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　

j.7

　

1.1

100.0

　
　
　
　

△

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

3
4
1
6
5
9
8
7
5
9
7
0
7
1
7
5
8
6
7
8
8
7
4
3

8
2
0
5
5
5
7
7
5
5
8
6
7
4
5
2
5
4
5
3

　

6
4
3

1
4
4

　
　

3
5

　

0
1
2
7
4
1
1
1

　

2
4
3

　
　
　

9

2

　

I

　
　
　

I

　

1

　
　
　

3
2

　

2

　
　
　
　

－
１

　
　
　
　

３

　
　
　
　

△

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

6
6
6
8
4
2
3
4
6
1
2
9
４
9
0
０
４
1
0
4
Ｓ
9
2

9
5
3
3
3
3
7
8
４
3
1
6
8
0
6
6
5
0
４
2
3
2
5

6
0
3
2
1
9
3
3
1
6
2
0
0
5
3
5

　

6
8
9
3

　

５

２
5
5

　
　

1
7
1
4

　

1
0
0
1
7

1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

C
M
　
―

879

480
737

４
L
O
C
Ｏ

１

　

182

　

189
2291

1
1

9
5
4
6

C
≫
Ｔ
―

5 201
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561
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o
ｇ

-

１

9 517

６
５
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5
2
7
7
2
3
6
6
7

3
1
4
9
6
4
9
9
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0

4
1
8
2
2
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5
Q
）
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ｏ
ｒ
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その１

　

収支の状況

第124表交通災害共済事業

　　　　　　　　　　　

昭

　　　　　　　

和

　　　　　　　

46

9

　

9ぴ縦巾辻間|陪平び

都道府県

　　

2

　　

492

　　

339

　　

152

　　

160

　　　

7

　

黒字団体

　　　

1

　　

369

　　

216

　　

152

　　　

92

　　　

7

　

赤字団体

　　　

1

　　

123

　　

123

　　　

0

　　　

68

　　　

－

市

　

町

　

村

　　

229

　　

8 711　　6 686　　2 026　　1 321　　　328

　

黒字団体

　　

155

　

5 958　　4 152　　1 806　　410　　125

　

赤字団体

　　

74

　

2 753　　2 534　　219　　911　　202

大

　　

都

　　

市

　　　　

3

　　　

802

　　　

686

　　　　

116

　　　

408

　　　　

71

　

黒字団体

　　

－

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

赤字団体

　　　

3

　　

802

　　

686

　　

116

　　

408

　　　

71

都

　　　　

市

　　

157

　　

3 848　　2 683　　1 165　　　594　　　255

　

黒字団体

　　

101

　

2 418　　1 405　　1 013　　234　　125

　

赤字団体

　　

56

　

1 430　　1 278　　　152　　361　　130

町

　　　　

村

　　　

11

　　　　

36

　　　　

26

　　　　

10

　　　　

－

　　　　　

1

　

黒字団体

　　　

7

　　

28

　　　

17

　　　

11

　　　

－

　　　

0

　

赤字団体

　　　

４

　　　　

８

　　　　　　

９

　　

Ａ

　　

Ｉ

　　　　

－ ｌ一

一部事務組合

　　　

58

　　

4 025　　3 291　　　734　　　319　　　－

　

黒字団体

　　

47

　

3 513　　2 730　　783　　　177　　　－

　

赤字団体

　　

11

　　　　

513

　　　　　

561

　　

△

　　

49

　　　　

142

　　　　

一

合･

　　　　　

計‘

　　　

231

　　

9203

　　　

7 025　　　2178　　　1481　　　　335

　

黒字団体

　　

156

　

6 327　　4 368　　1 958　　502　　132

　

赤字団体

　　

75

　

2 876　　2 657　　219　　979　　202
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(直営方式)決算の状況

(単位 百万円）

　　　

年

　　　　　

度

　　　　　　

昭和45年度

　

比較増減

繰出金

　

未収金

　

未払金

1品

一

品

－

JM

　

団体数再差引団体数

1

再差引

　

㈲

　

如

1

（I）ぴ）びー

　

如

　　　

（Ｌ）

　　

固一如（J卜ぐＬ）

　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　　　

△

　

15

　　　　

2

　

△

　

57

　　　　

0

　　　　

42

　　　

一

　　　

一

　　　

－

　　　　　　

54

　　　　

1

　　　　

5

　　　　

0

　　　　

49

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

ム

　

68

　　　　

1

　　

ム

　

62

　　　　

0

　

△

　　

6

　　　

4

　　　　

1

　　　

－

　　　　　

381

　　　

228

　

△

　

503

　　　　

1

　　　

884

　　　

3

　　　　

1

　　　

－

　　　　　

1 274　　　138　　　710　　　　17　　　564

　　　

1

　　　

－

　　　

－

　　　　

ム

　

893

　　　　

90

　

^ 1 213　ム　16　　　320

　　　

1

　　　

－

　　　

－

　　　　

△

　

362

　　　　

3

　

4

　

450

　　　　

0

　　　　

88

　　　

－

　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　　

1

　　　

－

　　　

－

　　　

･･

　

362

　　　　

3

　

ム

　

450

　　　　

0

　　　　

88

　　　

3

　　　　

1

　　　

－

　　　　　

319

　　　

155

　　　　

42

　　　　

2

　　　

277

　　　

3

　　　　

1

　　　

－

　　　　　

657

　　　　

89

　　　

433

　　　　

12

　　　

224

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

- 339　　　　66　- 391　　ム　１０　　　　５２

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　　

９

　　　　

１２

　　　　

７

　

ａ

　　

ｌ

　　　　

２

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　　

１０

　　　　

８

　　　　

９

　

･･

　　

１

　　　　

１

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

ム

　　

2

　　　　

4

　

－

　

2

　　　　

0

　　　　

0

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　

415

　　　　

58

　

･･

　

103

　　　　

0

　　　

518

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　　

606

　　　　

41

　　　

267

　　　　

6

　　　

339

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

191

　　　　

17

　

△

　

371

　　

4

　　

6

　　　

180

　　　

4

　　　　

1

　　　

－

　　　　　

366

　　　

230

　

－

　

560

　　　　

1

　　　

926

　　　

3

　　　　

1

　　　

－

　　　　　

1 328　　　139　　　715　　　　17　　　613

　　　

1

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

961

　　　　

91

　　

△1 275　ム　16　　　314
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その２　歳入歳出内訳

第124表

　

交通災害共済事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

46

　　　　

年

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　　

総

　

額

1

都道府県

　

総

　

額|大都市

　

共済掛金収入

　

｜

　

6 705　　　　373　　　6 332　　　　670

　

分担金及び負担金

　　　　

410

　　　　

－

　　　

410

　　　

一
歳

　

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　　

1 389　　　　　％　　　1 293　　　　　51

　

繰

　　　

入

　　　

金

　　　　

510

　　　　

15

　　　

4％

　　　　

74

　　　

うち普通会計からのもの

　　　

のうち人件費およびその

　　　　

335

　　　　　

7

　　　　

328

　　　　

71

入

　　

他業務費にかかる額

　

㈲

　

|

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

189

　　　　　

8

　　　　

181

　　　　　

7

　

歳

　　

入

　　

合

　　

計(Ｂ)

　　

9 203　　　　492　　　8 711　　　　802

　

総務及び業務費

　　　　

928

　　　　　

18 I 910　　　　123

　　　

人

　　　

件

　　　

費

　　　　

422

　　　　　

7

　　　　

415

　　　　

45

歳

　　

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　　

337

　　　　　

11

　　　　

326

　　　　

40

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

169

　　　　

－

　　　

169

　　　　

38

　

共

　

済

　

見

　

舞

　

金

　　　　　

5 679　　　　303　　　5 376　　　　562

　

繰

　　　　

出

　　　　

金

　　　　　

151

　　　　　

2

　　　　

149

　　　　　

1

出

　　

うち普通会計へのもの(Ｃ)

　　　　

４

　　　　

－

　　　　　

４

　　　　　

１

　

モ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

267

　　　　

16

　　　　

251

　　　　　

0

　

歳

　　

出

　　

合

　　

計剛

　　　

7 025　　　　339　　　6 686　　　　686

　

歳入歳出差引(Ｂ)一叫)同

　　　

2 178　　　152　　　2 026　　　116

　

未経過共済掛金(Ｆ)

　　

I 481　　　　160 1 321　　　　408

収

　

普通会計からの繰入金のり

　

ち人件費およびその他業務

　　　　

335

　　　　　　　

7

　　　　　

328

　　　　　　

71

　

費にかかる額

　　　　

両

　

普通会計への繰出金(Ｃ)

　　　　

４

　　　　

－

　　　　

４

　　　　

１

　

未

　　　　

収

　　　　

金剛

　　　　　

１

　　　　

－

　　　　　

１

　　　　

－
支

　

未

　　　　

払

　　　　

金知

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　

再差引(E)-(F)一叫十(C)+(G)

　　　　

366

　

ム

　　

15

　　　　

381

　　

ム

　　

362

－396－



(直営方式)決算の状況(つづき)

百万円・％）

　　

較

　

(単位

-

構

　

成

　

比増減額

昭和45年度

決

　

算

　

額

額

一
村

算

一

町

　　

村

度

　　

決

一

一
都

　　

市

1０７､8

　

46.8

　

２5ｊ

O
≫

０
０

　

・

　
　

一

即

　

尨

622

270

14４

461

　

7４

6 083

　

140

1 245

　

一

　
　

‘

１

　
　

９

７

　
　

０

９

　
　

４

１

　

2
3
3

0
9
1
1

　

一

２
３
３

ｑ
り

3
0
7
5

2

ｌ

　

θJ

100.0

む
Ｊ

な
四
一

126.3

　　

4.S

　　

0.6

　

25j

100.0

　
　
　
　
　
　
　

心

　

△

　
　
　

Ａ

　
　
　
　

△

　

△

2
7

　

9
7
5
7
4
5

　

2

　

8
り
４

　
　

７

　
　

１

　
　

１

　

２
９
１

　
　

７
１

　
　

５

　
　
　
　
　
　
　
　

３

　
　
　
　
　

３

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

　
　
　

△

　

△

　
　
　
　

△

　

187

8 626

　　

106

4025

　

909

　

41S

　

352

　

142

6 073

　

166

　　　

2

　

189

7337

337

Ｈ５

147

　

75

2 777

　

103

　

－

　

7４

１
6

　

6
3
4
0
9
1

　
　

Q
）

　
　
　
　
　
　
　
　

１

-

-

９
０

　
　

４

８

　

４

　
　

７

８

　
　
　
　
　
　
　

ム

1 289

1 441

-

２

　

１

　　

２

926

ム

409

　

2

　

－

　

2

560

１

　

４
９

９

　

３
１

　

一

２

　
　

７
３

Ｑ
）

０
６

　
　

０

　
　

ク
Ｊ

　

Ｉ

-

　

１

-

８
７
１

　

２

　
　

５

　
　

０
８

　

３
３
５
５
８
４
３
８

　
　
　

５
４

　
　

５

３
１

　

２

　

０

　
　

５

　
　

７
４

　

４
５
３
５

　

１

　

４

　
　

７
８
３

　

／
０
９

　
　

５

４

　
　

９
４

　
　

２

　
　
　

８

　
　

４
２

　

１

　
　

０

　
　
　
　

１
６

　
　

１
５

　
　

２

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３

　
　
　
　
　
　
　
　

２

　
　
　
　
　

２

　
　

１

-

-

-

４１５

C
Ｏ

y
-
i

-

９

－

３１９

－397－

ｄ

　 　 　 　 　 　

ｆ

　 　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　

．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

．

　 　 　 　 　

１

｜

－

－

｜

－

－

－

－

１

－

－
！

－

－
！
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第125表公立大学附属病

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

46

　　

年

　　

度

　　

決

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

1

　

都

　

盆

　

府

　

（大

　

都

　

市

　　　

収

　

益

　

的

　

収

　

入

　　　　　　　　

15 508　　　　　　　　6 756

　　　　

医

　

業

　

収

　

入

　　　　　　　　

10 969　　　　　　　　4 938

　

歳

　　

医

　

業

　

外

　

収

　

入

　　　　　　　　　

4 538 1 818

　　　　　

うち他会計繰入金

　　　　　　　　　

4 381　　　　　　　　　　　　1670

　　

資

　

本

　

的

　

収

　

入

　　　　　　　　　　

丿20

　　　　　　　　　

2 084

　　　

地

　　　

方

　　　

債

　　　　　　　　　　

389

　　　　　　　　　

1050

　　　

他会計借入金

　　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　

入

　

他会計繰入金

　　　　　　　

701

　　　　　　　　　　　　　

874

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　　

30

　　　　　　　　　　

160

　　

歳

　　

入

　　

合

　　

計因

　　　　　　　　

16 628　　　　　　　　　8840

　　

収

　

益

　

的

　

支

　

出

　　　　　　　　

15 474 6 898

　　　

医

　　　

業

　　　

費

　　　　　　　　

14 297　　　　　　　　6 552
歳

　　

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　

口77

　　　　　　　　　　

346

1

　　　　

うち支払利息

　　　　　　　　

409

　　　　　　　　　　　　　

299

　　

資

　

本

　

的

　

支

　

出

　　　　　　　　　　

1 232　　　　　　　　　　　　2131

　　　

建

　

設

　

改

　

良

　

費

　　　　　　　　　　

840

　　　　　　　　　　　　

1 641

　

出

　

地方債償還金

　　　　　　　

380

　　　　　　　　　　

490

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　　

－

　　

歳

　　

出

　　

合

　　

計(Ｂ)

　　　　　　　

16 706　　　　　　　　　9029

　　

収支差引

　　　　

(A)-(B)(C)

　　　　

－

　　　

78

　　　　　　　

a

　　　

189

収

　

積

　　　　

立

　　　　

金(Ｄ)

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

一

　

、繰

　　　　

越

　　　　

金(Ｅ)

　　　　　　　　　

123

　　　　　　　　　　　

0

　　

前年度繰上充用金的

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

１０Ｈ

　　

形式収支(C)一朗十tE)-(F)(G)

　　　　　　　　　　

44

　　　　　　　

ム

　　

1 200

支

|

翌年度へ繰越すべき財源闘

　　　　　　　　　　

23

　　　　　　　　　　　

54

　　

実質収支

　　　　

(Ｇ)一回

　　　　　　　　　　

22

　　　　　　　

ム

　　

1 255

－398－



院事業決算の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　

算

　　

額

　　　

昭和託年度

　　　　

比

　　　　　　　　

較

合

　　　　　

計

　　

決

　　

算

　　

額

　　

増

　　

滅

　　

（構

　

成

　

Jt

　　　　　　

22 264　　　　　　　　19 179　　　　　　　3 085　　　　　　　　∂θJ

　　　　　　

15 907　　　　　　　　14 456　　　　　　　1 451　　　　　　　　J＆θ

　　　　　　

6'356

　　　　　　　　

4 723　　　　　　　1 633　　　　　　　　-42.7

　　　　　　

6 051　　　　　　　　4 437　　　　　　　1 614　　　　　　　　4忿.∂

　　　　　　

3 204　　　　　　　2 469　　　　　　　735　　　　　　　19^

　　　　　　

1 439　　　　　　　　877　　　　　　　562　　　　　　　μ.7

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

1 575　　　　　　　　　1 319　　　　　　　　256　　　　　　　　び.7

　　　　　　　　

190

　　　　　　　　　

273

　　　

･･

　　　

83

　　　　

ム

　　　

忿.2

　　　　　　

25 468　　　　　　　　21 648　　　　　　　3 820　　　　　　　100.0

　　　　　　

22 372　　　　　　　　19 160　　　　　　　3 212　　　　　　　　82.2

　　　　　　

20 849　　　　　　　　17 926　　　　　　　2 923　　　　　　　　μ.∂

　　　　　　　

I 523　　　　　　　　　1 234　　　　　　　　289　　　　　　　　7.4

　　　　　　　

708

　　　　　　　　　

398

　　　　　　　　

310

　　　　　　　　

7.∂

　　　　　　

3 363　　　　　　　　2 667　　　　　　　　696　　　　　　　　17.8

　　　　　　

2 481　　　　　　　　　1 884　　　　　　　　597　　　　　　　　15£

　　　　　　　

870

　　　　　　　　　

726

　　　　　　　　

144

　　　　　　　　

j.7

　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　　

57

　　　　

ム

　　　

45

　　　　

－

　　　

j.忿

　　　　　　

25 735　　　　　　　　21 827　　　　　　　3 908　　　　　　　100.0

　　　

－

　　　

267

　　　　　

ム

　　　

178

　　　　

ム

　　　

89

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　　

123

　　　　　　　　　　

87

　　　　　　　　　

36

　　　　　　　　　

－

　　　　　　

1 oil　　　　　　　　　730　　　　　　　　281　　　　　　　　　－

　　　

ぬ

　　

1 156　　　　　ム　　　820　　　　ム　　　336　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

77

　　　　　　　　　　

52

　　　　　　　　　

25

　　　　　　　　　

－

　　　

ゐ

　　

1 233　　　　　ム　　　873　　　　･･　　　360　　　　　　　　　－

－399－



第126表企

　

業

　

債

　

等

　

の

　

状

　

況

　　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円)j

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

46

　

年

　

度

　

償

　

還

　

額

　

昭和46年度｀

　　

ｇ

　　　　

゛

レ

　

到lj

　

（

　

計

　

|

末ｌｕ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

地方公営企業

　　　

196 357　192 491　388 848　4 103 046

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　　　　

152 569　　　163 470　　　316 039　　3 420 742

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　

39 946　　72 795　　112 741　1 305 147

　　

工業用水道事業

　　　

8 995　　10 639　　19 634　　225 093

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　

26 741　　　28 388　　55 129　　586 536

　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　

7 532　　　10 580　　　18 H2　　　161 193

　　

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　　　

809

　　　　

775

　　　　

1 584　　　14 041

　　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　

7 054　　　8 301　　　15 355　　150 024

　　

公共下水道事業

　　

H 261　　23 107　　34 368　　429 673

　　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

　　　

50 231　　　　8 885　　　59 H6　　　549 035

　

法非適用

　

企業

　　　

43 788　　29 021　　　72 809　　682 304

　　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　

1 111　　　　1 857　　　　2 968　　　36 631

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　

128

　　　　　

67

　　　　

195

　　　

1 313

　　

公共下水道事業

　　　

5 949　　　8 765　　14 714　　229 671

　　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

　　

36 600　　　18 332　　54 932　　414 689

国民健康保険事業

　　　

150

　　　　　　

96

　　　　　

246

　　　　

1 781

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　　

４

　　　　　

１

　　　　　　

５

　　　　　　　

５

公立大学附属病院事業

　　　

838

　　　　　

691 1 529　　　H 233

　

合

　　　　　　　　

計

　　　

197 349　　193279　　390 628　4 116 065

㈱

　

借換債は除く。

－400－



第127表

　

公営企業金融公庫の貸付状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円)

　　　　　　　　　　

昭和46年

　　　

内

　　　　　　　　　

訳

　　　　

貸

　

付

　

ｇ

　　

゛

１

０４

ﾚ

回県|市卜ぺi警諾

〕

計・

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　

61 251　　9 725　34 063　7 509　9 954　299 610

工業用水道事業

　

9 283 8415　　　691　　　20　　　157 71 151

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　

4 597　　205　4 177　　115　　100　　19 319

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　

1 744　1 738　　　6　　　－　　　－　　51 466

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　

1 041　　　　16　　　978　　　47　　　－8 800

港湾整備事業

　

4 137　2 303　984　　23　827　31 527

病

　　　　　　　　　

院

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

5319

市

　　　　　　　　

場

　　

3 450　　129　3 321　　　－　　　－　　13 937

と

　　　　

畜

　　　　

場

　　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

3 620

観

　　

光

　　

施

　　

設

　　　

722

　　　

－

　　

402

　　

320

　　　

－

　　

10083

有料道路事業

　

10 405 10405　　　－　　　－　　　― 34 635

駐

　

車

　

場

　

事

　

業

　　　

864

　　

155

　　

643

　　　

66

　　　

－

　　

3 424

　　　

臨

　　　　　

海

　　

13 415　　7 287　　2 770　　1 636　　1 722　　80 767

地域開

　

内

　　　　　

陸

　　

8 582　　5 853　　1 977　　　222　　530　　32 956

発事業

|

宅

　　　　　

地

　　

3 138　　　－　　2 524　　614　　　－　　28 789

　　　

市街地再開発

　　　

500

　　　

－

　　

500

　　　

一

　　　

－ 500

公共下水道事業

　

13 698　　285　13 264　　89　　60　41 571

　

小

　　　　　　

計(a) 136 827　46 516　66 300　10 661　13 350　　　－

貸付金累計額(b)

　　

― 273 873 359 456　50 451　53 695 737 475

　　　

公有林整備事業

　　

4 240　　　－　　1 029　　3 180　　　31　　26 981

受

　

託

　

草地改良事業

　　　

735

　　　

－

　　

115

　　

483

　　

137

　　

2 090
貸

　

付

|

小

　　　

計(ｃ)

　

4 976　　　－　　1 144　3 664　　168　　　－

　　　

貸付累計額(d)

　　

－

　　

－

　

6 605　22 087 379　　29 071

46年度貸付額合計(ａ)十(ｅ)

　

141 803　　46516　67 444　14 325 13 518　　　　－

貸付累計額(b)刊d)

　　

― 273 873 366 061　72 538　54 074　766 546

　　　

公営企業再建債

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

3 837

再

　

計

|

公営企業借換債

　　

3000

　　　

7H

　　

2 289　　　－　　　－ 13 425

　　　　　　

計

　　　　　　

3000

　　　

7H

　　

2 289　　　－　　　－　　17 262

㈱１

　

公営企業再建債および公営企業借換債については、貸付対象事業の区分に応

　　

じて各事業に含めて計上し、その合計額をさらに再掲したものである。

　

２

　

貸付累計額は、昭和47年３月31日現在のものである。

－401－



その１

　

歳

　

入

第128表I地 方

　　　　

財

(単位

　

億円･％)

　　

区

　　　　　　

分

　　　

;∵:ｒｊ:
しこ

り

ら

果

　

地

　　

方

　　

税

　

43 668 37^＼ 40 550 μ.7　308 15^ 7.7＼m丿

　

普

　　

通

　　

税

　

40 211 SlfS　37 183 お.j　3 028 μ.∂　む鼠4

　

日

　　

的

　　

税

　

3 457　忿.9　3 367　j.5　　9o　叫忿.7 17S

　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

1 632　μ　　1 348　μ　　284　j4　叙丿　認丿

　

地方道路譲与税

　　

1 086　θj　1 038　1.1　　48　θ.倉　4j 15.5

　

石油ガス譲与税

　　

137

　

θj

　　

138

　

θ.か

　　

1・0.0W 03　θ.7

　

航空機燃料譲与税

　　　

9

　

θ.θ

　　

－

　

－

　　　

9

　

θ.θ皆増

　

一

　

自動車重量譲与税

　　　

331

　

θj

　　　

101

　

θj

　　

230 la忿怒.∂皆増

　

特別とん譲与税

　　　

69

　

θ.j

　　　

71

　

θ.j・

　　

２△０.０△忿ｊμ.7

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

24 939　むj　20 464　む.j　　4 475　認.θ　釘.ﾀ　加.∂

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

30 480 25.ﾀ　23 935 糾.∂　6 545 S忿Ｊ忿7J 17.9

　

la望教育職員給与費負

　　

6 116　ぎ.口　　5083　£忿　　1 033　5.j　忿θ.sj7.∂

　

応の他普通補助負担金

　　

8 845　7.5　　6 975　7.s　　1 870　5.2 26丿四.∂

　

公共事業費補助負担金

　　

14 699 m5　11 251　n.δ　3 448 たりSOM 17.5

　　

貰41蓄設事業費補助

　　

13 390 llJt.　10 521　勁.8　2 869 μ.1 27J 19.7

　　

饗毒t日事業費補助

　　

1 309　1.1　　　730　∂.∂　　579　忿丿　溜.jム∂.7

　

失業対策事業費負担金

　　　

460

　

叫

　　

454

　

θ.5

　　　

6

　

θ.θ

　

μ，Ｍ

　

臨雛頷Ｐ゛

　

・θ.θ

　　　

35

　

θ.θ

　　　

9

　

0.0 ZS.1　n.7

　

釜通安全対策特別交付

　　　

316

　

θj

　　　

137

　

θj

　　

179

　

0.9 130^　涙4

　

地

　　

方

　　

債

　

9 379 S.∂　4 471　4.∂　4 908 4.心弱.∂怒丿

　

使用料及び手数料

　　

1 551　　j.,9　　1371　j.4　　180　θ.ﾀ　μｊ　∂.∂

　

雑

　　　

収

　　　

入

　　

5 849 5･θ　　5033　5.忿　　816　4j　j∂.名　j7.∂

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　

117498 100.0　97172 100.0 20 326 100.0 20.9 19.6

一一

　　　　　　

-
(注) 昭和47年度の歳入合計には沖繩分を含んでいる。
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政

その２

　

歳

区

　

計

出

分

画

昭和47年度

計

　

画

　

額

昭和46年度

計

　

画

　

額 増

　

(単位

　

億円・％)

比

　　　　　

較

滅 額 増減
率

給与関係経費

　

35 208 釦.θ　29 900 卯.∂　5 308 26.1ぴ.8] 18.5

　

給

　　

与

　　

費

　

34 627 29.5 29 354 釦.忿　5 273 25.9 18.0＼18.7

　

恩

　　　

給

　　　

費

　　　

581

　　

θ.5

　　　

546

　

θ.∂

　　　

35

　

θ.忿

　

δ４

　

IIJ

一般行政経費

　

25 135 鯉.4　21 143 21^　3 992 19.6 18J) 19.6

　

?で誇助負担金等を伴

　　

12 342　10.5　　9 750　10.0　2 592　12.8　26.6　jﾀ.口

　

賢貿門・９゛つ

　

12 793　10.9　11 393　11.7　1 400　∂.9　12^　W.0

公

　　

債

　　

費

　

4 647 4.θ　3 648 J.∂　999　i.9＼ 274 18.0

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　

2 027 j.7　1 737 M　290　j.4 16.7 15.0

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

46 021 卯.2 36 613 S7.7　9 408 拓了25.7＼ 20.U

　

直轄事業負担金

　　

1 788　15　　14H　　j.5　　　377　　j.9　部丿　糾.2

　

公共事業費

　

23 521 加.θ　18 192 犯7　5 329 26^ 29丿却.5

　

普通建設事業費

　

21 784瑠.5　17 212 17.7　4 572　22.5 26.6 21.0

　

災害復旧事業費

　　

□37

　

j.5

　　

980

　

j.θ 757　　＆7　77^W 2.8

　

失業対策事業費

　　

685

　

θ.∂

　　

676

　

θ.7

　　

9

　

θ.θ

　

ム抑Ｍ

　

一般事業費

　

8 742　7.4　7 272 7.5　1 470　7.2 20.2＼21.9

　

普通建設事業費

　　

8 541　7.J　7 113　7.ﾀ　1 428　7.0＼ 20丿麗.4

　

災害復旧事業費

　　

201

　　

θ.口

　　　

159

　

θ.２

　　　

４２

　　

θ.忿

　

郭４

　

忿.∂

　

特

　

別

　

事

　

業

　

費

　　

11 285　ﾀ.∂　　9 062　9J　2 223　却.9　μ.5　麗.∂

　

長期計画事業費

　　

6 933　∂.θ　5 940　δ.j　　993　4.ﾀ16.7 11.0

　

jS密過疎等対策事業

　　

3 173　乙7　　2 506　忿.∂　　667　3.3　26.6　J∂.ﾀ

　

詔難91゛1

　

1 179　j.θ　　　616　θ.∂　　563　忿ｊ　∂・a196.2

公営企業繰出金

　　

1 931　j.∂ 1 602　j.7　　329　j.∂　忿θJ　j＆∂

地方交付税の不交付団体
における平均水準をこえ

　　

2 529　忿.口　　2529　2.∂　　　O　θ.θ　0.0] 28.0
る必要経費

　

歳

　

出

　

合

　

計

　　

117498 100.0　97172 100.0 20 326 100.0 20.9 19.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
(注) 昭和47年度の歳出合計には沖繩分を含んでいる。
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その１

　

道府県税

第129表

　

地 方

　　

税 収

(単位 百万円・％）

　　　　　　　　　　

昭和47年度

　　

昭和46年度

　　　

比

　　　　　

較

　　

ｇ

　　　　

゛

　

ﾄ

ｌ゛゛

ﾄ

ｌ゛゛

べ

滅

　

（ｕ＊

　

普

　　

通

　　

税

　

2 054 656l 89.5＼1 997 2931 89^＼ 57 363 103.6　忿.9

　

道府県民税

　

508 533 忿U 462 415 加ｊ ４６Ｈ８ 83£＼ 10.0

　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　

3 406　θ.j　3317　θj　　　89　θ.忿　瓦7

　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　

772

　

θ.θ

　　

734

　

θ.θ

　　　

38

　

θｊ

　

Ｍ

　

所

　　

得

　　

割

　

347 563 15.1 289 042 犯ﾀ58 521 105.7＼ 20丿

　

法

　

人

　

税

　

割

　

156 792　6.8＼ 169 322　7.6 12 530h 麗.６ ７４

　

事

　　

業

　　

税

　

933 331　祗71 015 759　i5.iW 82 428Kμ＆沁む

　

個人事業税

　

51 097　2,忿　56 736　2.5k 5 639・却.かり

　

法人事業税

　

882 234 銘.4 959 023 i2.8W 76 789W1S8.7W 8.0

　

不動産取得税

　

104414

　　

4.5

　

91 397　4.j　13017　認.5　μｊ

　

道府県たばこ消費税

　　

103 896　4.5　95 609　4.j　8 287　瓦θ　∂.7

　

娯楽施設利用税

　　

50 129　忿.忿　28 021　M　22 108　即ｊ　７∂ｊ

　

料理飲食等消費税

　　

137 917　6.0＼ 115 681　5J　22 236　卯.忿　1Q 9

　

自

　　

動

　

車

　

税

　　

209 949 ﾀ.j　181 774　　＆Z　28 175　50^　μｊ

　

鉱

　　　

区

　　　

税

　　　　

713

　　

θ.θ

　　

706

　　

θ.θ

　　　

7

　　

θ.θ

　

j.θ

　

狩

　

猟

　

免

　

許

　

税

　　　

2 053　　θj　　1 793　　θj　　　260　　θｊ　μ.5

　

固定資産税（特例分）

　　　

3 657　　θ.忿　4 138　∂.か 48lh　θ.9ムii.e

　

旧法による税

　　　

64

　

θ.θ

　　　

－

　　

－

　　　

64

　　

θｊ

　

皆増

　

目

　　　

的

　　　

税

　　

240 231　　10.5　242239　lO^W　2008A　j.∂ム　θ.∂

　

自動車取得税

　　

72 079　　SJ.　　75230　　5.4k　3 I5m　5.7・　4j

　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　　

166 597 7.∂　165626　　7.4　　　971　　jj　　θ.∂

　

入

　　　

猟

　　　

税

　　　　

1 555　　θ.j　　1383　　θj　　　172　　θj　jμ

　　

合

　　　　　　

計

　　　

2 294 887　100.0 2 239 532　100.0　55355　100.0･　2.5

-

　　

-
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入

その２

見

　　

込

市町村税

状

　　

況

(単位 百万円・％）

　　　　　　　　　

昭和47年度

　　

昭和46年度

　　　

比

　　　　　

較

　

区

　　　　　　

分

　　　

見

　

込

　

額

　　

見

　

込

　

額

　　

増

　

減

　

額

　

l増減率

普

　　

通

　　

税

　

1 966 497　河ぶ720 964 9i.8 245 533 95.7＼ lU

市町村民税

　

879 104 μ.4 782 934 詔j　96 170 訂ぶ　１２ｊ

　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　

12 724　θ.δ　12 294　θ.7　　430　0烈　＆５

　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　

3 442　∂.2　3 213　θ.忿　　229　卵　7.j

　

所

　　

得

　　

割

　

608 166 四4 492 470 27.1＼115 696 μ.j　留.よ

　

法

　

人

　

税

　

割

　

254 772 犯J 274 957 15.1W 20 185・ 7.9W 7J

固定資産税

　

753 153 部.j 628 746 3Jf.6＼124 407 μ.5四丿

　

純固定資産税

　

714 363　礼5 594 114　叩.7 120 249　卵.ﾀ　即.忿

　

土

　　　　　　

地

　

228 870　皿θ　176 609　∂.7　52 261　加４　四.ぴ

　

家

　　　　

屋

　

272 833 1SS＼ 233 564 とj 39 269 仏了狸丿

　

償

　

却

　

資

　

産

　

212 660　却.J　183 941　却.j　28 719　払2　貧ぶ

　

交

　　　

付

　　　

金

　　

7 475　叫　6 093　θj　1 382　θｊ　麗.7

　

納

　　　

付

　　　

金

　　

31 315　j.5　28 539　ム∂　2 776　な　∂.7

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　

28 346 ム4　25 855　j.4　2 491　　武∂　　∂.∂

市町村たばこ消費税

　　

182 575　S.S　168011　　∂j　14 564 5.7　　＆7

電気ガス税

　

115 863　5J 108 958　∂.∂　6 905　2.7　M

鉱

　　　

産

　　　

税

　　　

2 376　θ.j　2 499　θ.卵　　123・　θ.佩　抑

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　

2 487 θj　　2 506　　θｊ－　　19乙　0.0k　θ.S

訂四Ｐ台9

　

2 593　　θ.j　　1455　　θj　　1 138　　θ４　認Ｊ

目

　　　

的

　　　

税

　　

105 458　む 94 488　　5.忿　10 970　4j　と.∂

入

　　　

湯

　　　

税

　　　

4 534　θ.2　4 318　θ.忿　　216　θj　5.θ

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　　

100 552　卵　89 793　卵　10 759　μ　12.0

詣鸚台JJ

　

372

　　

θ.θ

　　　

377

　　

∂.θ△

　　　

5－

　

θ.∂ム

　

1.3

　

合

　　　　　　

計

　　　

2 071 955　100.0 1 815 452　100.0　256 503　100.0　14.1
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その１

　

算定基礎

第130表

　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　

］

　　

。

　

≒

ﾄ］が√千ｿﾞﾚ

o
;|

法

　　　　　

人

　　　　　

税

　　　

2 591 700　　　　205 000　　　2 796 700
晨

　

酒

　　　　　　　　　　

税

　　　

713 600　　　　　－　　　713 600

　　

計

　　　　　　　

固

　　　

6 706 700　　　205000　　　69H 700

　

法

　

定

　

繰

　

入

　

率（％）（Ｂ）

　　　　　

32.0

　　　　　　

32.0

　　　　　　

32.0

　　　　　

固×（Ｂ）

　　

2 146 144　　　　65 600　　　2 211 744

俗戴＞：

交

　　　　　　

計

　　　　

（Ｃ）

　　　

2 195 395 65 600　　　2 260 995

付臨時地方特例交付金（Ｄ）

　　　

105 000　　　　　－　　　105000

ぞで回］ﾉ］〉ﾚ:］

　

合計（C）十（Ｄﾂﾞﾂﾞ十（Ｆ）刊Ｇ）

　　

2 493 895 59 100　　　2 552 995

－406－



税

　　

の

　　

状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　

昭

　　

和

　　

46

　　

年

　　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

１

　　

（最

　

(b)

　　

終

1

増

(ａ卜(b) (c)額１増(ｃ)/(ﾎﾟ《100率

　　　　　

2 832 816　　　　　2 747 816　　　　　　　653 584　　　　　　　　　25.S

　　　　　

2 871 479　　　　　2 581 479　　　　　　　215 221　　　　　　　　　＆J

　　　　　　

658 362　　　　　　635 362　　　　　　　78 238　　　　　　　　　12^

　　　　　

6 362 657　　　　　5 964 657　　　　　　　947 043　　　　　　　　　15.9

　　　　　　　　　

32.0

　　　　　　　　

32.0

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　

2 036 050　　　　　1 908 690　　　　　　　303 054　　　　　　　　15.9

　　　　　　　

17 373　　　　　　　17 373　　　　　　　　1 878　　　　　　　　　10.8

　　　　　　　　

1000

　　　　　　

1000

　　　　

.

　

1000

　　　　　

皆

　

滅

　　　　　　　　　　

四

　　　　　　　　　

㎜

　　　　　　　　　

30000

　　　　　　　

皆

　

増

　　　　　

2 054 423　　　　　1 927 063　　　　　　　333 932　　　　　　　　　17.3

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

52 800　　　　　　　52 200　　　　　　　　　38.9

　　　　　　　　　　

”

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

36 500 皆　増

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

129 560　　　　　　　23 940　　　　　　　　18j

　　　　

－

　　

8000

　　　　

4

　　

8000

　　　　　　　　

5000

　　　　　

ム

　　　

62.5

　　　　　

2 046 423　　　　　2 101 423　　　　　　　45! 572　　　　　　　　　幻.J
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その２

　

普通交付税算定状況

第130表地

　

方

　

交

　

付

　　　　　　　　　

基

　　

準

　　

財

　　

政

　　

需

　　

要

　　

額

　

｜

　

基

　　

準

　

区

　　　　　

分

　

1

財源不足団体|財源超過団体1

　　　

計

　　　

|財源不足団4｀

道

　　

府

　　

県

　　　

2 405 102　　　728 704　　　3 133 806　　　1 121901

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(292313)　(292 313)
市

　　

町

　　

村

　　　

2 367 272　　　392 261　　　2 759 533　　　1 243953

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(292313)　(292 313)

　

大

　　

都

　

市

　　　

427 250　　　292 313　　　719 563　　　337 413

　

都

　　　　

市

　　　

1 109 938　　　　92 513　　　1 202 450　　　683 092

　

町

　　　　

村

　　　

830084　　　　7 435　　　837 519　　　223 449

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(292 313)　(292 313)
合

　　　　

計

　　

4 772 375　　1 120 964　　5 893339　　2 365854

倒１

　

木表の額は再算定後の数値である。

　

２

　

市町村分については、一般算定団体と合併算定替団体とを単純に合算したも

　

３

　

東京都特別区については、単独では財源不足となるが、地方交付税法第21

　　　

財源超過団体として算入し、（

　　

）内書きとした。

その３

　

交付状況

　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

47

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　

普通交付税|特別交付税|

　　　

計

?;

　

；

　

；

　

二

　

二

　

二

　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

89 837　　　　　7 135　　　　　　96 972

　

；

　　

；

　

二

　

二

　

二
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税 の 状 況(つづき)

(単位

　

百万円・％)

　

財

　

政

　

収

　

入

　

額

　

ｌ

　　　　　　　　　　　　

ｌ

　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　　　　　　　　　　

財源超過額

1

財源不足額
財源超過団体|

　　　

計

　　　

！

　　　　　　　　　　　　　

交

　

付

　

額|構

　

成

　

比

　　　

876 789　　　1 998 690　　　148 085　　1 283 201

1　　1

283 201　　　　　53^

　

(248 703)　(248 703)　043610）

　　　

381 170　　　1 625 124　　　乙卜090　　1 123319　　1 123319　　　　訪.7

　

(248 703)　(248 703）（43 610)

　　　

248 703　　　　586 1 16　　　乙43610　　　89 837　　　　89 837　　　　　j.7

　　　

121 844　　　　804 936　　　29 332　　　426 846　　　426 846　　　　17.7

　　　

10 623　　　　234 072　　　　3 188　　　606 635　　　606 635　　　　25J

　　

(248 703)　(248 703) (･43 610)

　　

1257959

　　　

3 623 814　　　136 995　　2 406 520　　2 406 520　　　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　

｜

のである。

条(都等の特例)の規定に基づき、東京都分と合算した場合財源超過となるので

(単位

　

百万円・％)

＿

　

昭

　　

和

　　

46

　　

年＿_

　

度

　　

｜

　　

比

　　　　　　　

較

　

普通交付税i特・交付（

　　

計

　　

ｉ増

　

減

　

剛竺減

　

率

　　　

1 056 161　　　　　40 609　　　　1 096 7701　　　　232 845　　　　　　鯉.2

　　　　

922 477　　　　　82 176　　　　1 004 653　　　　218 726　　　　　　21S

　　　　　

54 016　　　　　　5 442 ，　　　59 458
j　　　　37

514　　　　　　63.1

　　　　

352 684 36 924 389 608 1 82 229 叙j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　

515 778　　　　　39 810
1　　　　555

588　　　　　98 981　　　　　　j7.∂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

1 978 638　　　122 785
1　　210142ﾊﾞ　　　451

571　　　　21.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
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第131表

　

地 方

　　　　　　　　　　

昭和47年度当初計画

　

１

　

追

　

加

　

計

　

画

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　

・ ｇｌｓｆｎド　3＼mm＼mm丿蘇ごｉ

　

一

　

般

　

会

　

計

　

債

　　

8 683　4 996　3 687　2 274　1 624　650

　　

公轟篭ぬS票

　

m1混信ド笥

　

912 5ag

　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　　　

381

　　　

381

　　　

－ 351　　　351　　－

　　

靉靉離訓ぼ

　

呪

　

8?g

　

7§

　

ご

　

ご

　

二

　　

一般単独事業

　　

607

　

410

　

197

　

300

　

216

　

84

　　

P耕が緊喋礁

　

昌

　

雪

　

二

　　

二

　　

二

　

二

　　

靉離混mmmm

　

昌

　

ツ

　

昌

　

ニ

　　

コ

　

ニ

　

準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　

丿鸚詣厘詣（ぶ（ぶ

　　

港湾整備事業

　　

265

　

166

　　　　

99

　　　

－

　　　

－

　　

－

　　

ぷＪ。％Ｓ菜

　

濡

　

で

　

ぶレ謡

　

8竺混

　　

翁;SI輦整備事業･草地開

　　　

（８ｏ）

　

（-）

　

（8o）（-）

　

（-）

　

（-）

　

゛♂嶮丿塁

　

4 32a 回2惣で　迎？

　　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

2 410　1 205　　1205　　915　　458　45ﾌﾟ

　　

jPVMいＶ菜

　　　

ｍ

　　　

ｍ

　　　

ｍ

　　　

こ芸

　　　

J…………11゛la

　

べ舞j□にl菜

　　

詣

　　

竺

　

詣

　

二

　　

二

　

二

　　

その他公営企業

　　

197

　　

6o

　　

137

　　

63 22　　41

　

l

　

i

　

ｔ

　

ﾌﾟy

　

。閃か（イｍ

　

リ

　

回

　

詰り

　　

晨

　　

壽

　　

柔

　　

菜

　　　

ｌ

　　　

ｊｌ

　　　

二

　　　

詣

　　　

lg

　　

二

　　

厚生福祉施設整備事業

　　　

353

　　　

353

　　　

－100

　　　

100

　

｀－

　　

～

　　

缶・゛篇備゛ﾐl

　

ぱ

　

記?

　

言い石

　

い石高

lぐ営企業借換甚

　

17ツ

　

9愕

　

761§

　

5oと

　

3？ 1？

特

　　

別

　　

転

　　

貸

　　

債

　　　　

76

　　　

76

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－」

・

　　　　　　　

ｔ

　

l蹊

　

昌

　

詣

　

品

　

偏1（以

㈱１

　

公有林整備事業・草地開発事業の（

　　

）書きは、公営企業金融公庫が農林漁

　　

２

　

特別地方債の6（

　　

j書きは、一般会計債の同和対策事業、準公営企業債の下

　　

金資金分である。
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債 計

昭和47年度最終計画

総

　

額固 政府資金

６
２

938

732

(－)

2 127

　

166

1 961

１

(－)

((2 1

《501))

　

(－)

12 807

　　

17

　　

76

　

(－)

12 900

公

　　

募

-

　

４337

　

2 877

281

(８０)

２１

1 395

(80)

2 93?

　

561

　　

41

　

203

　

178

ト》

ﾄ)り

(80)

9 ４22

画

昭和46年度最終計画

総

　

額(Ｂ)

-

　

644･

　

218

　

133･

(49)
３１

６
０
ヘ
ノ
7
5
4
6

3
0
9
9
5
9
5

8
1

　

4
2

　

3
3

1
1
ぐ
'
＾
■
'

C
Ｎ

　　　

81

　　　

268

　　　

203

り575))

　　

1 204

り71

　

(４9

15 14

　

(49)

15215

政府資金

４
１

(－)

161ぺ

　

171
１

（

１

］

岩
－

8
j
4
5
0
3
9
4
3
j
ベ
ノ
４
一
２
ｘ
ノ
6

6
5
0
8
3
5
0
0
2
1
一
４

　

４
一
只
）

　

７
２

　

３
３
３
Ｊ

　

７

　

１

　
　
　

１

　

５
１

　
　
　
　
　
　

り
ぐ
９

　
　

ぐ
９

　

Ｉ

　

″
～

(単位

　

億円)

　

比較増減

公

　

募ｉ

　

固－(Ｂ)

２

ぐ
２

4511

3 391

　

281

　

233

　　

87

　　　

０

　

229

　

130

０
０
０
ｊ
／

6
5
5
1

　
　
　
　

3

　
　
　
　

ぐ

９
５
９
５
｡
-
―
>
｡

C
O
　
C
O―

C
O
5
1
5
7
j
3
8
0
0

7

　

7
9
1
5
1
3
4
7

　

6
5
3
4
4
5
0

0

　

7
2
3
0

　

9

　
　
　
　
　

7
4

　
　

1

－

　
　
　
　

ぐ
１

　
　
　
　
　
　
　
　

価

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｇ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

｀
△

５
０

　

ｊ
ｊ
６
７
４
ｊ
／
７

１
３
一
〇
1
8
1
3
1
3

2

　
　

3
3
0

　
　

3
1

　
　
　

り
ぐ
７

　
　

ぐ
７

業金融公庫から委託を受けて融資するものであり、外書きである。

水道事業および公営企業債の上水道事業に含まれている厚生年金資金および国民年

－411－

瀾

談

　

37
268

づ

　

一

　

－

　

－

　

－

　

－

　

一
問

フ

昌

0 957

5 576

1 617

　

732

　

955

　　

20

　

907

　

450

　

180

　

200

　

320

　

(80)

4 275

　

265

2615

1 395

　

(80)

5 350

　　

68

3 325

　

399

1 015

　　

80

　

203

　

260

ロ48》

1 647

　　

133

　　

380

　　

453

　　

524

　　

134

　　

23

((501))

　

(80)

?2 229

　　

47

　　

76

　

(80)

!2 352

- ・ 皿 ･ - ･ - = － ＝ = ･ ＝ = ･ ＝ ･ ＝

-

－
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36 500　　　　　　2 300　　　　　　2 300　　　　　　　∂Ｊ　　　　　　　∂.J・

　　　　

153 500　　・　65 000　，･　58 500　　，　　如.い　，　　38.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　

，

　　

3000

　　

・

　　

4 500　　－　　4 500　　　　　150.0　　　　　150.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

2 552 995　　　　413 553　　　　354 453　　　　　　16.6　　　　　　13.リ

債 計 画

(単位

　

億円)

　

ｇ

　　　　

（ｒ混作師・lリ

　　　

分響誤門珈畔

％゛♂Ｊ簒

　

。|

　

。＞Ji般廃棄物処理事

　

620!

　

378 242

　

上水道事業3 350 2 410　940!I　簡易水道事業　1571　128･　　29

　

工業用水道事業

　

44o!

　

3751

　　

6511

　

と畜場整備事業

　　

4o‘

　　

231 17

　

地下鉄事業14ﾖ

　

970

　

4941 小　　計　　1949! 1340!　609

　

一般交通事業

　　

80

　　

801

　　

0jl

　

産業廃棄物処理事

　　　

｜

　　

｜

　

有料道路事業

　

174

　

2034

　

29 業（再掲）　　　　　　　10　　10　　　0

　

Ja場ガス観光等事

　

292

　

俐

　　

ね

　

易rl対策事業（再

　

225

　　

150

　　

75

　

市場事業

　

200

　　

05

　　

85･下水道事業（再掲）

　

550

　

204

　

346

　

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　

34

　　

34

　　

0!

　

上水道事業（再掲) 809　392　417

　

駐車場整備事業

　　

50

　　

40

　　

10 計　　　3 543 2 096 1 447

　

観光その他事業

　　　

８’

　

８

　　

０

　

ふ

　　　　　

計

　

（103）（80）（23）

　　　

計

　　　　

5 881　4 303　1 578! □　　　　　□　　21 714 17 155　4 559
特別地方債

　　　　　　　

｜公営企業借換債1

　

30 474　17

　

住

　

宅

　

事

　

業

　

162

　

108

　　

叫公営交通事業再建債

　

69S

　　

－

　

69S

　

病

　

院

　

事

　

業

　

400

　　

3S0

　

5o:l特別転貸債

　

91

　　　

76

　　

15

　

栄集福祉施設整備

　

570

　

353
八几　　　計認鉛臨昌

業金融公庫から委託を受けて融資するものであって、外書である。

事業の再掲額は、一般会計債の産業廃棄物処理事業、同和対策事業、準公営企業債の

国民年金資金分である。
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その１

　

国民総生産等

第138表主要経済指標およﾉぴ

　

■㎜㎜J¶¶--WWWW---→al"ar¶----j〃'‾"-"'a-皿-JS'‾‾'‾"g-=-====--

　

=----- S=--=---=---･･♂馬-　==-=--aSIU-･＝==r-I匹
－

　　

区

　　　　　　

分

　　

ヤ|

37

　　

｜

38

　　

≫｜

40

　　

｜

|国

　　

民

　　

総

　　

生

　　

産

ﾄ

98 528　21aよ　255 921 2φ6 619‘　328 125

1国

　　　

民

　　　

所

　　　

得

ﾄ

57 551 177 298　2D6 145　233 904　261 059

1政府財貨サービス購入

　

32 897　4o 532　45 991　　53 280　61 761

1

　

4jと地方財政財貨サービス

16 454　　20 203　　23 091　　27 248　　30 786

　

国内総資本形成のうち民間分

　　

64 013 54 630　　70 553　　70 356　　68 956

　　

う

　

ち

　

企I業

　

設

　

備

　

42 274　42 292　46 702　54 670　50 125

ｵＪﾆ％Ｌ‰刄諺

　

卯.θ

　　

7kS

　　

S3J

　　

卯.4

　　

j叩.θ

西Ｌ孔

、

刄老轟添

　

－

　

一

　

叫

　

71.9

　　　

7＆7

し

＿＿

　

＿＿__＿＿_Λ-iJWJ･〃S･■S¶r==¶--･-晶･-=--==

且

　

＿_･＿_＿___

㈱

　

鉱工業生産指数は通商産業省調、消費者物価指数は総理府調、その他は経済企

-==･-･=

　　　　

・-･･

　

|ｒ-==---==･-=-=-==-=-==　====　　　--- --　--ｉＪｉ

　　　　　　

ｌ

　　　　

増

　　　　　　　　

減

　　　　　　　　

率
｜

　

区

　　　　　

分

　

1

　

36

　

1

　

37

　

1

　

38

　

ﾄ39

　

1

　

4o

　

l

　

41

　

1

　

42

　

1

　

43 44

国民総生産
|

　

舒.5

　

ﾀｊ

　

召.忿

　

ｇ.ﾀ

　

10.6

　

17.2

　

17£＼17^ﾚＭ

国

　

民

　

所

　

得

　

18.7＼ 12.5　16J　召.5 11.6　16.8　19.i＼ 18M 16.2

ぽ府財貨サ‾ピフ購

｜

　

゛

j

　

留゛2

　

拡5

　

μ

l

　

j゛

　

μ゜4

　

j゛

　

jj°5がｊ

よを鵠歎”ﾚ4.‥一白j＆θ

　

jJ.θ

　

μ.4

　

j＆2

　

i7.2 18.n

問診゛゛⑤詔.６μ.7

　

四ｊ・

　

θｊ，

　

口.θ

　

麗丿

　

鉛丿

　

2S.0＼ZIS,
｜

　

うち企業設備|

　

叩Ｊ

　

θ.θ

　

jθ4

　

17.1＼'-

　

sＪ

　

５ｊ

　

28.6＼n丿認ｊ

|鉱工業生息指
1

?g l
IQM 8M 114 15.7 s.7 13.2 四.4 17.8＼16.8

ぐ畏お?
:i:a^) - - - 3.9 6.7 ゛ ４°ドｊ゛

　　　　　　　

_＿_･___＿＿_

　　　

_＿＿_
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地方財政計画等の推移

(単位

　

億円・％)

41

　　

1

　　

42

　　

1

　　

43

　　

1

　　

44

　　

1

　　

45

　　

1

　　　

46

384 495　　　453 221　　　533 680　　　629 972　　　732 481　　　　810 932

304 863　　　363 120　　　430 058　　　499 763　　　592 370　　　　657 861

　

70 677　　　81 883　　　92 916　　　103619　　　122 215　　　　148 596

　

35 217　　　39 883　　　46 738　　　55 498　　　68 771　　　　　84 714

　

84 677　　　108 815　　　133 886　　　170 338　　　194 222　　　　200 422

　

62 856　　　80 818　　　100 309　　　128 447　　　145 937　　　　148 434

　

11S、

　　

80.6

　　　　

＆9j

　　　　

∂＆忿

　　　　

∂2.∂

　　　　

100.0

　　　　　

106.1

画庁調による。

　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　　　

数

一

　

45

　

1

　

46

　　

36

　

1

　

37

　

1

　

38

　

1

　

39

　

1

　

40 41　42 43 44 45 46

　

j∂J

　

10.7

　

却θ

　

j卯

　

7四

　

μﾀ

　

165

　

却4

　

忿認

　

忿印

　

317

　

錨ﾀ

　

4昭

　

μ.5

　

11.1

　

j叩

　

113

　

jむ

　

μ

　

17^

　

釘.∂

　

j卯

　

丿留

　

μθ

　

162

　

j甜

　

釘5

　

2卯

　

認忿

　

む5

　

J7忿

　

砧名

　

留.∂

　

焉丿

　

却θ

　

j留

　

μθ

　

j邸

　

召7

　

着4

　

糾忿

　

認4

　

お7

　

4瑠

　

訂5

　

μ.θ

　　

＆忿

　

却θ

　　

巧

　

jjθ

　

j却

　

丿卵

　

丿甜

　

丿加

　

忿卯

　

昂∂

　

J卵

　

むj

　

13.6

　

j.7

　

jθθ

　

j卯

　

Ill

　

j四

　

丿四

　

丿卯

　

丿釘

　

留7

　

郎4

　

j砧

　

∂訂

　

j∂j

　

4.7

　

加θ

　

j昭

　

丿釘

　

μθ

　

j砧

　

丿μ

　

丿部

　

詔丿

　

口印

　

訂j

　

j認

　

7.∂

　　

∂.j

　　

－

　　

－

　

j卯

j

　

j叫

　

Ill

　

jj∂

　

j釘

　

丿忿7

　

lSi-

　

j訪

　

153
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第138表主要経済指標および

その２

　

予算および地方財政計画

　

区

　　　　　

分

　

|昭和36年度1

　　

37

　　

1

　　

38

　　

1

　　

39

　　

1

　　

40

国の一般会計

　

1 952 776　2 426 801　2 850 008　3 255 438　3 658 080

財政投融資計画

　　

773 700　　905 200　1 109 700　1 340 200　1 620 600

地方財政計画

　

1 912 672　2 285 073　2 633 593　3 138 127　3 612 149

　　

給

　

与

　

費

　　

695 678　　817 351　　956 845　1 095 339　1 277 289
う|

投資的経費

　　

624 720　　794 430　　914 302　1 133 900　1 296 300

ち

　

4;i普通建設事

　　

508 749　　636 448　　784 641　1001300　1 150 584

　　　　　　　　　　

（800）

　

(l 200)　(l 50n)　（1700）（2 100)
地

　

方

　

債

　

計

　

画

　　

200 000　　245 000　　315 000　　398 400　　484 900

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　

増

　　　　　　　　　

滅

　

区

　　　　　

分

　

i

　

36

　

1

　

37

　

1

　

38

　

1

　

39

　

1

　

4o

　

l

　

41

　

1

　

42

　

1

　

43

国の一般会計

　

糾４

　

糾Ｊ

　

払4

　

μ.忿

　

丿幻

　

17^

　

μj

　

17S

財政投融資計画

　

27.5

　

17.0

　

麗.∂

　

加丿

　

加Ｊ

　

邱.j

　

17£

　

lSJO

地方財政計画

　

糾J

　

19.5

　

μＪ

　

四,S

　

M.忿

　

μ.5

　

154

　

17S

　　

給

　　

与

　　

費

　

加,ﾀ

　

17S

　

17.1

　　

μ.5

　

μ.∂

　

j倉.4

　

j忿ｊ

　

15Jt
り|

投資的経費

　

む.1?

　

27.2

　

15.1

　

財.θ

　

μＪ

　

即.2

　

15J

　

llS

ち

　

嘉;i普通建設事

　

如Ｊ

　

諮.j

　　

認Ｊ

　　

27.6

　　

μ.∂

　

，四.θ

　　

扨.j

　

1S.0

地

　

方

　

債

　

計

　

画

　

認.∂

　

認.5

　

加.∂

　

部.5

　

釘.7

　

渥.j・j.5

　

jｊ

― 426 ―



地方財政.計画等の推移（つづき）
(単位

　

百万円・％)

　　

41

　　

1

　　

42

　　

1

　　

43

　　

1

　　

44

　　

1

　　　

45

　　　

1

　　　

46

4 314 270　　4 950 910　　5 818 598　　6 739 574　　7 949 764　　　9 414 315

2 027 300　　2 388 400　　2 699 0e0　　3 077 000　　3 579 900　　　4 280 400

4 134 800　　4 771 400　　5 605 100　　6 639 700　　8 123 300　　　9 717 200

1 435 400　　1 616 600　　1865000　　2 153 100　　2 473 400　　　2 935 400

1 545 400　　1 790 000　　2 000 600　　2 453 000　　3 040 300　　　3 661 300

1 369 400　　1 617 700　　1 812 500　　2 272 600　　2 854 200　　　3 478 600

　

（2 600)　（3 500）　（4 000）　（4 400）　（4 600）　　（4 900）

　

670 70０　　　660 90０　　　677 3００　　　785 2００　　　9０8 200　　　1 ０86 0０0

　

率

　　

｜

　　　　

指

　　　　　　　　　　　　

数

44 45　46　36 37 38 39 40 41　42 43 44 45 46

巧.Sj∂.θ

　

18A 100 12U I U6 167 187 22丿25i. 298 3郭如74甜

μ.0 16J　四.∂　j卯　117　μj　173　忿卯　忿屁　了卯　了郭　了紹　4昭　5g

18.5 22.3　四.∂却θj却丿S8 16A 189 816 2iﾀ四了Slf7 425 508

がｊμｊ

　

詔.7

　

j叩

　

Ｕ７

　

ｊ認

　

j57

　

認4

　

即∂

　

留忿

　

2昭

　

∂卯

　

お∂

　

4麗

2^.6 23S　20.U 100 127 U6 182 208 2i7 287 32θ卯了U87 586

25.4 ＼25.6　幻.ﾀ却θ125 15i 197 226 269 318 I S56 I U7 I 56丿紹4

μj 15.7　却.∂　却θ　j認　丿認　丿卯　糾忿　お5　おり　j卯　卯j　4μ　5訪
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その３

　

決算額(総括)

第138表主要経済指標および

　

区

　　　　　　　　

分

　　

数刻

37

　　

1

38

　　

｜
39

　　

｜

40

国の一般会計歳入

　

2 515 932 2 947 623 3 231 214 3 446 769 3 773 097

　

国

　　　　　　　

税2 227 728 2 390 697 2 731 724 3 159 246 3 279 652

　　

う

　

ち

　

法

　

人

　

税

　　

714 265　780 374　862 914　975 389　927 120

国の一般会計歳出

　

2 063 468 2 556 617 3 044 292 3 310 969 3 723 017

普

　

通

　

会

　

計歳入2 511 550 2 982 859 3 397 659 3 910 921 4 478 036

普

　

通

　

会

　

計歳

　

出

　

2 391 080 2 887 366 3 308 833 3 821 ％8 4 365 140

　

地

　　　

方

　　　

税

　

906 475 1 056 684 1 212 860 1 399 598 1 549 421

　

一

　

般

　

財

　

源

　

1 353 628 1 574 936 1 829 205 2 109 212 2 342 670

　

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　

1 053 701 1 235 519 1 494 538 1 732 327 2 001 146

　

人

　　

件

　　

費

　

832 604 996 891 I 196 932 1 394 003 1 602 453

　

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

836 108 1 068 003 1 159 894 1 343 724 1 532 915

　

普通建設事業費

　

651 281　867 973　969 995 1 149 499 1 318 987

国と地方の歳出純計

　

3 489 242 4 261 125 4 962 845 5 575 782 6 301 206

　

う

　　

ち

　　

租

　　

税

　

3 134 203 3 447 381 3 944 584 4 558 844 4 829 073

　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　

滅

　　　　　　　　

率

　

区

　　　　

分

　

1

　

36

　

1

　

37

　

1

　

38

　

1

　

39

　

1

　

4o

　

1

　

41

　

1

　

42

　

1

　

43

　

1

　

44

国の一般会計歳入

　

認J

　

17.%

　

9.6

　

∂.7

　

∂.5

　

加.∂

　

16 A　μj　17^

　

国

　　　　　　

税

　

留.7

　　

7J

　

μ.j

　

15.7

　　

3.8

　

11.7

　

即.θ

　

鯉.j

　

戯ｊ

　　

うち法人税

　

糾.∂

　

∂Ｊ

　

却.∂

　

13.0・

　

4j

　

11^

　

邱丿

　

釘.7

　

阻忿

国の一般会計歳出

　

詔.4

　

0O q＼ 1Q 1　∂.∂　j＆4　却Ｊ　μ.7　j∂ｊ　μ.1

普通会計歳入

　

糾.θ

　

力?.S 1S.9　巧ｊ　μ.5　15.6　μ.5　17.i　却丿

普通会計歳出

　

糾Ｊ

　

加ｊ

　

μ.∂

　

巧.5

　

μ.忿

　

15.1

　

･j＆∂

　

17S

　

jμ

　

地

　　

方

　　

税

　

釘.∂

　

19.6

　

μ.&

　

15.U

　

扨.7

　

μ.j

　

釘.5

　

加.θ

　

19^

　

一

　

般

　

財

　

源

　

騨.θ

　

j∂Ｊ

　

μj

　

15^

　

11.1

　

13.2

　

四j

　

j幻

　

μ.7

　

義務的経費

　

四.∂･17^

　

釘.θ

　

15^

　

貧.5

　

n.7 lLl　i5.5　U.7

　　

人

　　

件

　　

費

　

瑠.忿

　

jl?.7

　

加.j

　

j＆5

　

巧.θ

　

11.6

　

む.5

　

1S.7

　

16£

　

投資的経費

　

釦.5

　

^7.7

　

＆∂

　

j£∂

　

μ.j

　

17.7

　

lZM

　

加丿

　

却丿

　　

普通建設事業費

　

郭.5

　

おJ

　

jj.∂

　

瑠.5

　

μ.7

　

瑠.7

　

μ.∂

　

留.θ

　

幻丿

国と地方の歳出純計

　

釘,∂

　

認.j

　

16.5

　

12.i

　

む.θ

　

18.1

　

μ.忿

　

μ.∂

　

j＆∂

　

う

　

ち

　

租

　

税

　

留j

　

10.0

　

μ.4

　

巧.∂

　　

5.∂

　

麗.5

　

面.5

　

加.7

　

飢∂
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地方財政計画等の推移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

41

　　

1

　　

42

　　

1

　　

43

　　

1

　　

44

　　　

1

　　

45

　　　

1

　　　

46

4 552 146　　5 299 446　　6 059 873　　7 109 267　　8 ４59 181　　　9970 859

3 663 006　　4 396 80４　　5 323 848　　6 455 384　　7 775 385　　　8４43932

1 031 698　　1 307 966　　1 591 88４　　２００8713　　2 567 168　　　2 556 453

4 459 196　　S 113 035　　5 937 082　　6 917 838　　8 187 697　　　9 561 131

5 177 746　　5 926 31 1　　6 9Ｓ8874　　8 305 229　　10 103 998　　12 179 449

5 026 177　　5 725 497　　6 72９57４　　8 033 912　　9 81４878　　11 909 529
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第138表

　

主要経済指標および

その４

　

決算額(都道府県分、市町村分)

　　　　　　　　　　

一一一

　　　　　　

‥

　

区

　　　　　　

分

　　

黙（

37

　　

O∇∩二二）

　

歳

　　　　　　

入1 593 910 1 899 339 2 148 699 2 434 674 2 766 069

都

　

一

　

般

　

財

　

源

　

809 408 931 000 1 079 267 1 237 407 1 374 662

　　　

地

　　

方

　　

税

　

497 725　575 595　660 443　767 371　848 397道

　　　

りち法人事業税

　

221 538　248 185　277 091　304 425　304 568

府歳

　　　　　　

出1 513901 1 837 762 2 095 868 2 386 781 2 708 952

県

　

義務的経費

　

714 910 829 150 998 914 1 147 728 1 304 028

　　　

人

　　

件

　

費

　

592 867 701 514 836 966　969 233 007 191
分

|

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

521 047　680 178　730 150　827 034　935 622

　　　

普通建設事業費

　

400 340　599 617　608 694　704 970　803 686

　

歳

　　　　　　

入

　

998 862 1 188 634 1 376 697 1 618611 1 883 449
市

　　

一

　　

般

　　

財

　　

源

　

545 721　645 767　752 563　873 363　972 246

　　　

地

　　　

方

　　　

税

　

408 750　481 089　552 417　632 227　701 024
町歳

　　　　　　

出

　

958 400 1 154 719 1 340 701 1 577 552 I 827 671
村

　

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　

338 904　406 532　495 720　584 599　699 767

　　　

人

　　

件

　　

費
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分

|

投

　

資

　

的

　

経

　

費
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283 843　361 296　４16 347　508 925　589 352

　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

←9
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滅

　　　　　　　　

一一

　

区

　　　　　　　

分
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入
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都
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道

|
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分

|
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費
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認.4 9.θ巧.8 17.6 1∂jjなμ.∂j∂.∂

市

　

一

　

般
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S0.7＼ 27^ﾄ＆思麗.忿　15£　加.∂　犯s　μｊ

― 430 -



地方財政計画等の推移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一一一一一一-一一一一
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1
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1
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昭和46年度地方財政計画策定方針

　

現下の経済情勢の推移および地方財政の現状にかんがみ、昭和46年度においては、

国と同一の基調により、行政経費の効率化と重点化に徹し、適切な行財政運営を行な

うことをその基本とし、地方財源の確保に配慮しつつ住民負担の軽減合理化を推進す

るとと釘こ、長期的、計画的に地方の行政水準の一層の向上を図り、あわせて、地方

公営企業の健全化をさらに促進することを目途とし、次の方針に基づいて地方財政計

画を策定するものとする。

１

　

個人の住民税、個人の事業税などについて地方税負担の軽減合理化を図る。

２

　

地域社会の著しい変貌に対処し、それぞれの地域の特性に応じて住みよい環境づ

　

くりを推進するため、国庫補助負担金制度の拡充を図るとともに、地方交付税の算

　

定の合理化および地方債の拡充により財政措置を充実する。

　

（1）人口急増地域における公共施設を整備する。

　　

（ア）校地の取得を要する義務教育施設の整備について国庫補助制度を創設する等

　　　

特別の財政措置を講ずる。

　　

吋）そのほか、その実施が急務とされている各種の公共施設の整備について財政

　　　

措置を強化する。

　

（2）過疎地域の現状に即して総合的に過疎対策を推進する。

　　

Cｱ）過疎地域における生活関連施設等を整備するため、過疎および辺地対策事業

　　　

債を増額する等により財政措置を拡充する。

　　

（ｲ）へき地医療の確保、集落整備等の施策を推進する。

　

（3）公害対策を積極的に推進する。

　　

（力

　

公害防止対策事業にかかる財政措置を強化する。

　　

ぐｲ）公害監視測定体制を整備する。

　

（4）社会福祉、教育振興対策を推進するとともに、消費者行政を充実する。

　

（5）広域市町村圏の振興のための措置を推進し、行政の広域化をすすめる。

３

　

各種長期計画の改定にも即応しつつ、地方財政の長期的見地から社会資本の計画

　

的な整備を推進する。

　

（1）市町村の道路目的財源を拡充するため、自動車重量譲与税を創設する。

　

（2）地方道、下水道、清掃施設、住宅等住民の生活に直結する各種の公共施設を計

　　

画的、総合的に整備する。

　

（3）交通安全施設の整備を積極的にすすめるとともに、防災、救急体制を整備す

　　

る。

　

（4）公共用地の先行取得を推進するための措置を強化する。
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４

　

地方公営企業の経営の基盤を強化して、その健全化を図る。

　

（1）公営企業金融公庫にかかる政府保証債の枠の拡大等により地方公営企業に対す

　　

る貸付資金を増額するとともに、貸付条件を改善する。

　

（2）公営企業会計に対する一般会計の負担の合理化をすすめる。

５財政運営の効率化をすすめるとともに、財政秩序を確立する。

（1）定員管理の合理化を図るとともに、既定経費を節減する。

（2）国庫補助負担事業にかかる地方団体の超過負担および住民の税外負担を解消す

　　

るための措置を講ずる。

（3）地方公務員の給与改定など年度途中における事情の変化に対処するため、あら

　

かじめ財源を留保する。

昭和47年度地方財政計画策定方針

　

昭和47年度の地方財政は、景気の停滞による地方税および地方交付税の伸びの鈍

化、地方税負担の軽減についての強い要請、生活関連施設等各種社会資本の整備、社

会福祉の充実等のための財政需要の増大等きびしい財政環境の下において、国と同一

の基調により、従来にもまして、財源の重点的配分と経費支出の効率化に徹し、節度

ある行財政運営を行なうことをその基本とし、地方財源の確保に特段の配慮を加えつ

つ、住民負担の軽滅合理化を推進するとともに、計画的に地方の行政水準の一層の向

上を図り、あわせて地方公営企業の健全化を促進することを目途として、次の方針に

基づいて地方財政計画を策定するものとする。

１

　

個人の住民税、個人の事業税、電気ガス税などについて地方税負担の軽減合理化

　

を図る。

２

　

空港関係市町村における空港対策に要する財源に充てるため、航空機燃料譲与税

　

を創設する。

３

　

地方税、地方交付税等の伸びの鈍化、地方税の大幅減税、財政需要の状況等を考

　

慮して、地方財源の確保を図るため次の措置を講ずる。

　

(1)昭和47年度に限り、国の一般会計から臨時地方特例交付金1,050億円を交付

　　

税及び譲与税配付金特別会計へ繰り入れる。

　

(2)交付税及び譲与税配付金特別会計において、資金運用部資金から1,600億円を

　　

借り入れる。

　

(3)公共投資の拡大に伴う地方費の増加に対処するとともに、地域の特性に応じて

　　

生活関連公共施設等の整備を図るため、地方債資金を積極的に活用することと

　　

し、前年度(当初)に比し、4,908億円の地方債を増額する。

４

　

沖繩の地方公共団体に対し、交付する必要があると見込まれる地方交付税の財源
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に資するため、臨時沖繩特別交付金365億円を国の一般会計から交付税及び譲与税

　

配付金特別会計に繰り入れる。

５

　

地域経済社会の変動に対処し、住みよい環境づくりを推進するため、国庫補助負

　

担制度の拡充を図るとともに、地方交付税の配分および地方債の拡充により財政措

　

置を充実する。

　

（1）人口急増地域における公共施設を整備する。

　　

ア

　

義務教育施設の整備について国庫補助負担制度を充実改善する等の財政措置

　　　

を講ずる。

　　

イ

　

そのほか、各種生活関連公共施設の整備を促進するための財政措置を講ずる。

　

（2）過疎地域の現状に即し、過疎対策を推進する。

　　

ア

　

過疎地域における各種公共施設等を整備するため、過疎および辺地対策事業

　　　

債を増額する等財政措置を拡充する。

　　

イ

　

ヘき地医療の確保、集落整備等の施策を推進する。

　

（3）地域住民の生活環境の改善と安全を図るため、引き続き公害対策を積極的に推

　　

進するとともに、交通安全対策および消防救急対策について人員および施設の充

　　

実整備を図る。

　

（4）老人医療費特別措置制度の確立等社会福祉の充実を図るとともに、教育振興対

　　

策および消費者行政をさらに推進する。

　

（5）広域市町村圏の振興のための措置を推進し、行政の広域化をすすめる。

６

　

各種長期計画の策定および改定に即応しつつ、地域の特性に応じて、地方財政の

　

長期的見地から社会資本の計画的な整備を推進する。

　

（1）都市公園整備、治山事業、治水事業各５箇年計画等の策定および改定に基づく

　　

昭和47年度の事業の円滑な実施を確保するための所要の措置を講ずる。

　

（2）地方道、下水道、清掃施設、住宅等住民の生活に直結する各種の公共施設を計

　　

画的、総合的に整備する。

　

（3）公共用地の先行取得を促進するための措置を強化する。

７

　

地方公営企業の経営基盤を強化し、その健全化を図る。

　

（1）公営企業金融公庫にかかる政府保証債の枠の拡大等により、地方公営企業に対

　　

する貸付資金を増額し、貸付条件を改善するとともに、地方道路公社等を新たに

　　

融資対象に加えその業務の拡充を図る。

　

（2）公営企業会計に対する一般会計の負担の合理化をすすめる。

８

　

地方財政の健全化をすすめるとともに、財政秩序を確立する。

　

（1）公立小学校施設整備における国庫負担率の引上げ等国庫補助負担制度の合理化

　　

を通じて地方負担の軽減を図る。

　

（2）定員管理の合理化を図るとともに、既定経費を節約する。
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倒

　

受益者負担の原則の見地から使用料、手数料の適正化を図る。

（4）住民の税外負担の解消を図るとともに、引き続き国庫補助負担事業にかかる地

　

方団体の超過負担を解消するための措置を検討する。

（5）地方公務員の給与改定など年度途中における事情の変化に機動的かつ弾力的に

　

対応するため、あらかじめ財源を留保する。

昭和48年度地方財政計画策定方針

　

現下の社会経済情勢の推移と地方財政の現状にかんがみ、昭和48年度の地方財政

については、国と同一の基調により、財源の重点的配分と経費支出の効率化に徹し、

適切な行財政運営を行なうことを基本とし、地方財源の確保に配慮を加えつつ、長期

的視野の下に、積極的に住民福祉の充実向上を図るものとする。このため住民負担の

軽減合理化を推進するとともに、計画的に社会福祉の充実、社会資本の整備等地方行

政水準の着実な向上を図り、あわせて地方公営企業の経営の健全化を積極的に促進す

ることを目途として、次の方針に基づき地方財政計画を策定する。

　

１個人の住民税および事業税、電気ガス税等について住民負担の軽減合理化を図

　

る。

２

　

土地に対する固定資産税の課税の適正化を図るとともに、特別土地保有税を創設

　

する。

　

３

　

地方税および地方交付税の仲長の状況等を考慮しつつ、昭和47年度において講

　

じられた地方交付税の特例措置がなくなることによる影響を緩和するため、交付税

　

及び譲与税配付金特別会計において資金運用部資金から950億円を借り入れる。

４

　

沖繩県および同県市町村に対して交付すべき地方交付税の財源に資するため、臨

　

時沖縄特別交付金388億円を国の一般会計から交付税及び譲与税配付金特別会計に

　

繰り入れる。

　

５福祉優先の基調に立脚し、社会福祉施策等を充実するとともに、住みよい生活環

　

境を整備するため、国庫補助負担制度の拡充ならびに地方交付税および地方債によ

　

る財源措置の充実を図る。

　

（1）老人福祉対策、児童福祉対策の拡充等社会福祉の一層の充実を図る。

　

（2）義務教育諸学校の教職員の定数および処遇の改善、私学助成の拡充等教育振興

　　

対策をさらに推進する。

　

（3）地域住民の生活環境の改善と安全を図るため、公害対策を積極的に推進すると

　　

ともに、交通安全対策および消防救急対策について人員および施設の充実整備を

　　

図る。
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（4）人口急増地域における公共施設等の整備を推進するため、児童生徒急増市町村

　　

における義務教育施設に対する国庫負担率を引上げる等国庫補助負担制度の充実

　　

改善を図るとともに、各種生活関連施設の整備を促進するための財源措置を講ず

　　

る。

　

（5）過疎地域における公共施設等の整備を推進するため、過疎および辺地対策事業

　　

債を大幅に増額するとともに、集落の移転整備、へき地医療の確保等の過疎地域

　　

対策を促進するための財源措置を講ずる。

　

（6）行政の広域化のすう勢に対処し、広域市町村圏の振興を図る。

６

　

各種長期計画の改定に即応しつつ、地域の特性に応じて、社会資本の計画的な整

　

備を推進する。

　

（1）地方道、上下水道、廃棄物処理施設、厚生福祉施設等の生活関連社会資本を総

　　

合的、計画的に整備するとともに、漁港の整備、土地改良等について、長期計画

　　

の改定に即応して、事業の円滑な実施を確保するための所要の措置を講ずる。

　

（2）公共用地の先行取得の拡充等公有地の拡大を促進する。

７

　

地方公営企業の経営の健全化を積極的に推進し、経営基盤の安定を図る。

　

（1）公営交通事業の経営悪化に対処するため、地下鉄事業に対する助成措置を大幅

　　

に拡充するとともに、路面交通事業について新たな再建制度を発足させる等経営

　　

の健全化を推進する。

　

（2）地方公営企業に対する地方債を大幅に拡充するとともに、公営企業金融公庫の

　　

貸付資金の増額、貸付条件の改善、地方道路公社および土地開発公社に対する融

　　

資の充実等公庫業務の拡充を図る。

　

（3）公営企業会計に対する一般会計の負担の合理化を図る。

８

　

地方財政の健全化を促進するとともに、財政秩序の確立を図る。

　

（1）国庫補助負担事業にかかる地方団体の超過負担を早期に解消するため所要の措

　　

置を講ずるとともに、住民の税外負担の解消を図る。

　

（2）定員管理の合理化をすすめるとともに、既定経費を節減する。

　

（3）地方公務員の給与改定など年度途中における事情の変化に弾力的に対応するた

　　

め、あらかじめ財源を留保する。
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昭和46年度予算編成方針

45. 12.
閣議決

2
2
定

　

流動する内外経済情勢の下において、わが国経済の持続的成長と物価の安定を確保

しつつ、国民生活の充実向上を図って行くためには、財政金融政策の運営に当たり、

社会経済の進展に応じた適切な資源の配分を図るとともに、景気の動向に即して弾力

的に対処して行くことが必要である。

　

以上の見地から、政府は、昭和46年度の予算編成及び財政投融資計画の策定に当

たって、「昭和46年度の経済見通しと経済運営の基本的態度」にのっとり、下記によ

り編成する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記

１財政規模

　　

一般会計予算及び財政投融資計画の規模は、経済の動向に即した適度なものとナ

　

る。なお、公債の発行額は、4,300億円、政府保証債の発行額は、3,000億円とす

　

る。

２税制改正

　　

国民の租税負担の軽減を図るため、所得税について、平年度約2,000億円の減税

　

を行なうほか、住民税についても所要の減税を行なう。

　　

また、経済社会情勢の進展に即応して、公害防止、海外投資促進等のための税制

　

上の諸施策を講じ、社会資本の充実に資するため、自動車について新税を創設する。

３財源の重点的な配分

　

（1）財源の適正かつ効率的な配分に努め、

　　　

物価の安定、公害対策の推進、各種社会資本の充実、社会保障の整備、農林漁

　　　

業及び中小企業の近代化、文教科学技術の振興、労働力の流動化、内外資源の

　　　

開発、交通安全対策、海外経済協力と貿易の振興、沖繩復帰対策、防衛力の整備

　　

等の諸施策を着実に推進する。

　

（2）一般会計、特別会計及び政府関係機関を通じ、財政体質の改善を図るため、所

　　

要の措置を講ずる。特に、食糧管理費については、米の需給の実態に即応し、所

　　

要の生産調整措置の実効確保を期することとし、あわせて政府手持ち過剰米の計

　　

画的な処理に着手する。

４

　

予算及び財政投融資計画の弾力的運用

　　

経済情勢の推移に対処して、予算及び財政投融資計画の弾力的な運用を行なうこ

　

ととし、このため必要な措置を講ずる。なお、予備費を増額する。

５機構定員、既定経費の整理合理化
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（1）各省庁の部局及び特殊法人の簡素合理化を推進するとともに、その新設は厳に

　　

これを抑制する。

　　　　　　　　　　　　　　　

回

（2）国家公務員の定員については、既定計画に基づく削減を行なうとともに、新し

　

い行政需要についてもその振替によって対処する。

　

（3）補助金等既定経費の整理合理化を行なう。

　　　

Ｉ．

　　　　　　　　　　　　

％

６一地方財政

　

地方財政においても、国と同一の基調により重点主義に徹し、適切な運営を行な

　

うよう要請する。

昭和47年度予算編成方針
46. 12. 30

閣議決定

　

昭和47年度の財政運営に当たっては、通貨調整に伴り国際経済環境の新たな展開

に即応しつつ、当面する国内経済の停滞をすみやかに克服し、国民福祉の向上を志向

するわが国経済社会の新しい進展を期することをもって基本とする。このため、公債

政策を積極的に活用し、社会資本の整備を一段と推進するほか、財源の重点的かつ効

率的な配分と費用負担の適正化に努めつつ、各般にわたる国民福祉の向上のための政

策の充実を図る。

　

昭和47年度予算及び財政投融資計画は、以上の基本方針のもとに、｢昭和47年度

の経済見通しと経済運営の基本的態度｣にのつとり、下記により編成する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記

　

１

　

財

　

政

　

規

　

模

　　

財政の健全性を保ちつつ、一般会計予算及び財政投融資計画の規模の積極的な拡

　

大を図る。

　　　　　　　　　　　　　　　　

･。

　　　　　　　　

・

　　

このため、公債発行額は１兆9,500億円とし、政府保証債の発行額は4000億円

　

とする。

　

２

　

税

　

制

　

改

　

正

　　　　　　　　　　　　　　

。

　　

国民の税負担の軽減合理化を図るため、年内に繰上げ実施した所得税滅税に加

　

え、住民税、事業税等について減税を行なうとともに、妻及び心身障害者に関する

　

相続税負担を軽減し、社会経済情勢の進展に即応して、持家の促進、老人寡婦対

　

策、公害防止対策、中小企業対策等のために税制上の諸施策を講じ、また、空港施

　

設等の整備充実に資するため、航空機燃料税(仮称)を創設する６

　　　　

十

　

３

　

財源の重点的かつ効率的な配分

　

(1)財源の重点的かつ効率的な配分を徹底しつつ、治水事業、治山事業、､都市公園

　　

整備及び廃棄物処理施設についての新５か年計画を策定し、生活環境施設整備に
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重点をおいた各種社会資本の整備を進めるとともに、社会保障の充実、物価対

　　

策、公害防止及び交通安全対策、中小企業及び農林漁業の近代化、文教科学技術

　　

の振興、海外経済協力と貿易及び資源対策、雇用対策、沖繩振興対策、防衛力の

　　

計画的整備、法秩序の維持等の諸施策を着実に推進する。

　

（2）各省庁の部局、特別会計及び特殊法人の新設は、厳にこれを抑制するととも

　　

に、既定計画に基づき公務員の定員削減を行ない、新しい行政需要についてもそ

　　

の振替えによって対処する。

　

（3）補助金等既定経費の整理合理化を行なう。

４

　

予算及び財政投融資計画の弾力的運用

　　

公共事業等の事業施行の促進を図るとともに、経済情勢の推移に機動的に対処す

　

るため、公庫等にかかる政府保証又は借入れの限度の弾力的措置を講ずる。

５

　

地

　

方

　

財

　

政

　　

地方財政についても、財源の重点的かつ効率的な配分を行なうこととし、国にお

　

いても所要の財源措置を講じ、その健全な運営を図る。

昭和48年度予算編成方針
48. 1. 6

閣議決定

　

昭和48年度の財政運営に当たっては、わが国経済の国内均衡と対外均衡の調和を

図りつつ、長期的視野のもとに国民福祉の充実に努めることが必要である。このた

め、財源の重点的かつ効率的な配分、費用負担の適正化及び公債政策の適切な活用を

図り、もって社会資本の整備、社会保障の充実等国民福祉向上のための各般の施策を

積極的に推進する。また、これらの施策の推進に当たっては、物価の動向に十分配意

し、特に地価対策の推進、低生産性部門の生産性向上、輸入政策の活用等総合的な物

価安定対策の充実を図る。

　

昭和48年度の予算及び財政投融資計画は、以上の基本方針のもとに、｢昭和48年度

の経済見通しと経済運営の基本的態度｣にのっとり、下記により編成する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記

１

　

財

　

政

　

規

　

模

　　

一般会計予算及び財政投融資計画は、経済の安定的成長を保ちつつ、積極的に国

　

民福祉向上の要請にこたえる規模のものとする。

　　

また、公債発行額は２兆3,400億円とし、政府保証債の発行額は4,500億円とす

　

る。

２

　

税

　

制

　

改

　

正

　　

中小所得者等の税負担の軽減を重点に所得税、住民税、相続税の減税を行なうと
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ともに、社会経済情勢の変化に即応して、物品税の軽減合理化、産業関連の租税特

　

別措置の改廃、有価証券取引税の税率引上げ等を実施し、国税、地方税を通じて初

　

年度4,600億円程度の減税を行なう。

３

　

財源の重点的かつ効率的な配分

　

(1)財源の重点的かつ効率的な配分を徹底しつつ、道路整備、漁港整備、土地改良

　　

の各事業につき長期計画を策定するとともに、生活環境施設整備に重点をおいた

　　

各種社会資本の整備を進め、国土の総合開発を計画的かつ着実に実施するほか、

　　

年金制度の拡充等社会保障の充実を図り、物価対策、地価対策、公害防止及び交

　　

通安全対策、中小企業及び農林漁業の近代化、文教科学技術の振興、海外経済協

　　

力の強化、資源対策、雇用対策、防衛力の計画的整備、法秩序の維持等の諸施策

　　

を着実に推進する。

　

(2)国土の総合開発を推進するため、国土総合開発庁(仮称)を設置することとする

　　

が、各省庁の部局、特別会計及び特殊法人の新設は真に止むを得ないものを除き

　　

厳にこれを抑制するととりこ、既定計画に基づき公務員の定員削減を行ない、新

　　

しい行政需要についてもその振替えによって対処する。

　

(3)補助金等既定経費の整理合理化を行なう。

４

　

予算及び財政投融資計画の弾力的運用

　　

経済情勢の推移に機動的に対処するため、引き続き公庫等に係る政府保証又は皆

　

入れの限度の弾力的措置を講ずる。

５

　

地

　

方

　

財

　

政

　　

地方財政においても、国と同一の基調により、財源の重点的かつ効率的な配分を

　

行なうこととし、その適切な運営を図る。
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昭和46年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

昭和46年１月22日
閣

　

議

　

決

　

定

１

　

昭和45年度の経済情勢

　

昭和44年９月、景気の行きすぎを防止するため金融調整措置が実施されたが、

　

その後のわが国の経済は、45年度に入ってもなお根強い拡大をつづけた。しかし、

　

調整措置の効果は金融面から実体経済面へ徐々に浸透し、夏ごろから生産、出荷の

　

伸びなやみ、製品在庫率の上昇、卸売物価の落ち着き等の変化が次第に現われてき

　

た。こ５した進展のなかで、従来成長を主導してきた産業を中心に需要の停滞と供

　

給力の増大が顕著となり、生産計画の縮小、設備投資の繰り延べ、労働力需要の伸

　

びなやみ、企業収益の悪化がみられるに至り、景気は下期に入ってかなり鎮静化し

　

てきている。

　　

こうした経済情勢を背景に、日本銀行は、45年10月および46年１月公定歩合

　

を引き下げた。今後の推移としては、個人消費支出、民間住宅建設、政府支出等は

　

ひきつづき堅調であるものの、企業活動の停滞から在庫投資の減少、設備投資の鈍

　

化が予想されるので、年度全体としての総需要の伸びは前年度を下回るものと見込

　

まれる。

　　

このような需要動向を反映して、鉱工業生産も最近は横ばい基調にあり、年度間

では前年度比13.9%程度の伸びになるものと見込まれる。

　

物価についてみると、卸売物価は、工業製品を中心とする国内需給の緩和に海外

市況の軟化も加わって安定基調をとりもどしているが、消費者物価は、生鮮食料

品、中小企業製品、サービス料金を中心に依然根強い騰勢をつづけており、前年度

比7.3％程度ときわめて高い上昇となることが懸念される。

　

他方、国際収支は、米国景気の回復が依然はかばかしくないものの、インフレ基

調下の世界貿易の拡大に支えられて輸出が堅調に推移したため、輸入の高い伸びに

もかかわらず、貿易収支は前年度をやや上回る40億5,000万ドル程度の黒字とな

り、経常収支では19億8,000万ドル程度の黒字となるものと見込まれる。

　

これに対し、長期資本収支では15億7,000万ドル程度の赤字が見込まれるため、

基礎的収支の黒字は４億1,000万ドル程度、総合収支の黒字は９槍1,000万ドル程

度と前年度を大きく下回るものと予想される。

　

以上の諸情勢のもとで、45年度の国民総生産はほぽ73兆2,400億円の規模とな

　

り、経済成長率は実質10.8％(名目17.3 %)程度となる見込みである。
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２

　

昭和46年度の経済見通し

　

45年度後半からの景気鎮静のあとをうけ、46年度のわが国経済の動向にはなお

　

注目すべきものがあり、また、消費者物価は、最近の動向からみてその騰勢はひき

　

つづき根強いものと思われる。海外においては、世界貿易の伸びの鈍化、保護主義

　

的傾向の高まり、国際的インフレ問題のなりゆき等注視すべき要因も少なくない。

　　

このよりな情勢のもとに、政府の適切な経済運営を前提として46年度経済の姿

　

を想定すると、需給の状態は徐々に回復し、経済は年度間を通じゆるやかな成長過

　

程をたどり、国民総生産の規模はおおむね84兆3,200億円に達し、実質成長率は

　

前年度を若干下回る10.1％程度となるものと見込まれる。

　　

この場合における経済の主要な動きを概観すれば、

　

（1）国内需要の面では、個人消費支出および民間住宅建設はひきつづき堅調に推移

　　

し、それぞれ前年度比15.8％、24.3%程度の増加と見込まれる。

　　　

これに対して民間設備投資は、41年度以降の著しい増大のあとをうけて、総

　　

じて製造業における伸びがかなり鈍化するので、電力、海運等の非製造業におい

　　

てひきつづき堅調な増加が見込まれるものの、投資の伸びは前年度を下回る12.6

　　

％程度になるものと見込まれる。また、民間在庫投資は、年度中のゆるやかな回

　　

復により、前年度をわずかに上回る規模になるものと見込まれる。

　　　

財政面では、このような経済の動向に弾力的に対処しつつ、所要の施策を進め

　　

ることとしており、政府の財貨サービス購入は、前年度比15.4%程度の増加に

　　

なるものと見込まれる。

　　　

以上を総じて、国内需要はゆるやかな上昇過程をたどるものと見込まれる。

　

（2）このような国内需要と輸出の動向に応じて、鉱工業生産は、45年度後半の仲

　　

ぴなやみのあと次第に上昇に向かうものと見込まれ、年度全体としては11.8%

　　

程度の伸びになるものと予想される。

　

（3）物価の面では、卸売物価は、以上のような需給の動きを背景に落ち着いた推移

　　

を示すものと見込まれるのに対し、消費者物価は、依然根強い上昇基調にあり、

　　

各般の物価対策を強力に実施することにより前年度比5.5％程度の上昇にとどめ

　　

るよう努めるものとする。

　

（4）国際収支面では、輸出は、世界貿易の伸びの鈍化等からその伸びは前年度をや

　　

や下回り、前年度比16.0%程度の増、228億ドル程度になる一方、輸入は、国内

　　

経済活動の動向および輸入促進措置の進展を考慮すれば、前年度比16.3%程度の

　　

増、181億5,000万ドル程度になるものと見込まれる。

　　　

この結果、貿易収支の黒字は46億5,000万ドル程度、経常収支の黒字は21億

　

5,000万ドル程度となるものと見込まれるが、長期資本収支は、発展途上国に対す

　

る経済協力の進展を中心に17億ドル程度の赤字が予想されるので、46年度の基
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礎的収支は、ほぼ前年度なみの４億5,000万ドル程度の黒字となるものと見込ま

　

れる。

３

　

昭和46年度の経済運営の基本的態度

　

46年度の経済運営にあたっては、景気の動向を注視しつつ、財政金融政策をは

　

じめとする経済政策の適切かつ機動的な運用により、総需要を適正に保ちわが国経

　

済を安定成長路線に定着させることを基本とし、あわせて次の諸施策を重点的に講

　

ずることとする。

　

第１に、最近騰勢を強めている消費者物価については、その動向が今後の経済の

発展と国民生活の安定に重大な影響を及ぼすことにかんがみ、強い決意をもってそ

の安定に努力を結集する。このため、公共料金の引き上げは厳に抑制するほか、生

鮮食料品の安定供給の確保、低生産性部門および流通機構の近代化、競争条件の整

備、輸入政策の積極的活用等の諸施策を総合的に実施するものとする。また、物価、

賃金の相互作用により物価上昇を加速化することがないよう、物価安定の環境を整

える必要がある。

　

第２に、深刻化する公害等社会環境の悪化を克服し国民生活の質的向上を図るた

め、公害対策を充実強化するとともに、生活関連施設等社会資本の整備、社会保障

の充実等社会開発を積極的に推進するものとする。

　

第３に、国際収支にひきつづきゆとりのある状況のもとで、国内体制の整備に努

めつつ、残存輸入制限の撤廃、関税の引き下げ等による輸入の促進、資本取り引き

および為替の一層の自由化の推進、経済協力の充実、特恵関税の供与等対外経済政

策を一段と積極的に展開するものとする。

　

第４に、生産性の格差を解消し、経済体質の改善を図るため、農業、中小企業等

の低生産性部門の近代化と構造改善を一層積極的に推進することとし、さらに、長

期にわたる経済発展の基盤を強化するため、社会資本の一層の整備を図るととも

に、労働力の有効活用、人的能力の向上による労働力需給の改善、海外資源の開発

によるエネルギー、鉱物等重要資源の確保、自主技術の開発を中心とする科学技術

の振興、新規産業の育成等の諸施策を充実するものとする。
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昭和47年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和47年１月28日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

閣

　

議

　

決

　

定

1.昭和46年度の経済情勢

　　

わが国経済は、４年有余にわたる長期繁栄のあと、45年秋から急速に景気後退

過程にはいったが、経済活動は現在なお停滞を続けている。

　

46年８月15日に発表された米国の新経済政策とその後の国際通貨不安は、よう

やく回復の兆しをみせていた景気の先行きに大きな影響を与えることとなった。す

なわち、国際通貨体制の動揺のなかで、わが国もいわゆる変動為替相場制へ移行す

ることとなり、輸出成約の減退、商品市況の軟化、企業収益の悪化、設備投資意欲

の一層の減退等景気は再び低迷傾向を強めている。

　　

こうした経済情勢の推移に即応して、政府および日本銀行は、すでに数次にわた

　

る公定歩合の引き下げ、財政投融資の追加、公共事業の施行促進等一連の景気拡大

　

策を実施し、特に９月以降は46年度補正予算を中心に景気振興策を一段と積極化

　

するとともに、他面、国際的協議の場で国際通貨問題の早期解決と米国輸入課徴金

　

の撤廃に努力してきた。 12月18日の多角的通貨調整の成功は、４ヵ月以上継続し

　

た通貨不安を収拾し、国際経済環境に明るさをとり屯どすこととなった。

　

今後、国内経済において:は、新通貨情勢に対する企業の適応努力とあいまって、

　

景気拡大策の効果が次第に現われるものと期待されるが、輸出の停滞、設備投資の

　

低迷等により、総需要はなお停滞基調で推移するものと見込まれる。

　　

この結果、鉱工業生産はなお弱含みに推移し、年度間では前年度比3.0％程度の

伸びに止まる見通しである。

　

他方、国際収支は、46年度にはいり国内需要の停滞を反映した輸出圧力の増大

　

と輸入の低迷および短期資本等の流入によって黒字幅が急速に拡大してきたが、変

　

動為替相場制移行後は、円の実勢高、通貨不安のなかで輸出の増勢は鈍化の傾向に

　

ある。しかし、輸入はひきつづき停滞傾向にあるので、年度間の国際収支の黒字

　

は、貿易収支で75億5,000万ドル程度、経常収支で55億ドル程度となり、基礎的

　

収支は40億ドル程度の黒字となる見通しである。

　

次に物価の面では、卸売物価が需給事情の悪化や海外市況の軟化から前年度比

0.9％程度の下落となる見込みであるのに対し、消費者物価は、公共料金、耐久消

費財が安定しているものの、生鮮魚介、サービス料金、中小企業性製品を中心に根

強い騰勢を続けているため、前年度比6.1％程度の上昇となるものと見込まれる。

　

以上のような経済情勢の下で、46年度の国民総生産は、ほぼ80兆2,200億円程

度、その成長率は実質4.3％(名目9.6%)程度となる見込である。
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２

　

昭和47年度の経済運営の基本的態度

　　

47年度のわが国経済は、極めて重大な局面に立っている。

　　

海外においては、国際通貨調整の実現により国際経済の均衡回復と米国をはじめ

　

とする主要先進諸国の景気の回復が期待されている。しかし、最近高まりつつある

　

保護主義的・地域主義的傾向、通貨調整に伴う過渡的な摩擦、今回の通貨調整に続

　

く新しい通貨体制の確立等、自由で秩序ある国際経済交流の発展を図るうえでなお

　

多くの問題があり、今後一層緊密な国際協調が必要とされる情勢にあるが、これに

　

対するわが国の役割は重要である。

　　

ひるがえって国内経済においては、景気後退下の通貨調整という試練をうけつつ

　

あり、47年度経済の動向にはなお楽観を許さない4,のがある。景気停滞がなお長

　

期に続くとすれば、国民生活にも大きな影響を与えるのみならず、国際収支の調整

　

も阻害されるおそれなしとしない。総需要を喚起することにより、すみやかに景気

　

の浮揚を図ることが当面する最も緊要な課題である。

　

同時にわが国経済は、近年における内外の諸条件の変化に対処し、国際的通貨調

　

整という戦後経済における歴史的な事態を主体的に受けとめ、国際経済面において

　

は対外均衡の達成、国内経済面においては国民福祉の向上という二つの柱を軸とす

　

る新しい経済発展の方向に積極的に移行すべきときにある。そして、当面の景気対

　

策もこのような新しい発展の方向に即応するものでなければならない。

　　

以上のような内外情勢の認識の下に、47年度の経済運営にあたっては、積極的

　

な景気振興策を展開するとともに、新通貨体制に対する円滑な適応を図りつつ、成

　

長と福祉の調和にたつ新しい経済発展へ踏み出す第一歩の年とするものとし、この

　

ため次の諸施策を重点的に講ずることとする。

　　

第一に、47年度中に国内経済を拡大し、経済活動を確固たる安定成長の軌道に

乗せるため、公債政策を活用した積極的かつ機動的な財政金融政策の運用を図るこ

ととする。

　　

第二に、国民福祉の向上をめざして、生活関連施設を中心とする公共投資の拡

充、民間住宅建設の促進、公害防止等環境保全対策の強化、社会保障の充実等社会

開発の強力な展開を図るものとし、さらに新全国総合開発計画に沿って国土の総合

的開発に努めるものとする。

　

第三に、通貨調整の効果を確保するとともに、経済の効率化と国際経済関係の安

定的拡大を図るため、国内体制の整備に努めつつ、輸入の自由化、関税引下げ等に

よる輸入の促進、秩序ある輸出の推進、為替管理の自由化、経済協力の拡充等対外

経済政策をさらに積極的に推進することとし、あわせて各国と協調しつつ、ＩＭＦ･

ＧＡＴＴ体制の強化等国際通貨・貿易体制の健全な発展に努めることとする。

　

第四に、消費者物価の安定を図り、国民生活の向上に資するため、輸入政策の積
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極的活用、生鮮食料品の安定的供給の確保、低生産性部門および流通機構の近代

　

化、競争条件の整備等の諸施策を強力に実施することとする。とくに、これら諸施

　

策の実施に際しては円切り上げに伴う輸入価格低下の利益が消費者に還元されるよ

　

う努めるものとする。また、公共料金については、極力抑制的に取り扱うものとす

　

る。

　　

第五に、上記諸施策の実効をあげ、国民福祉と対外均衡を軸とする新しい経済発

　

展の基盤を強化するため、所要の国内条件の整備を強力に促進することとし、これ

　

がため農業、中小企業等の近代化と円滑な転換、労働力の効率化と職業転換等適応

　

施策を積極的に推進するとともに、産業構造の知識集約化、社会資本・公害防止関

　

連産業等の育成、技術の開発、人的能力の向上、労働条件の近代化、重要資源の開

　

発等の諸施策を充実するものとする。

　　

なお、47年度においては、通貨調整後の新たな内外の経済環境の下において、

　

また、沖縄復帰の事実を組み入れて、わが国経済社会が将来にわたって進むべき進

　

路を明らかにするため、新たな長期計画を策定することとする。

３

　

昭和47年度の経済見通し

　

(1)上記のような経済運営の基本的態度の下において、47年度のわが国経済は、

　

46年度の補正予算等に引き続く47年度の積極的な経済運営策の効果が次第に浸

　

透し、他方、新事態に対する企業の適応が漸次進んでいくものと思われるので、

　

遅くとも年度の後半には安定成長路線へ回復していくものと見込まれる。この結

　

果、47年度の国民総生産は90兆5,500億円程度、前年度比実質7.7%程度の伸

　

び(名目12.9%増)となるものと見込まれる。

(2)この場合において、沖繩の本土復帰による国民総生産の増加分を控除すれば、

　　

その実質成長率は7.2％程度となり、国内経済の主要項目の見通しは、おおむね

　　

以下のようなものとなろう。

　　

1)国内需要の面では、個人消費支出は前年度比13.8%程度と底固い伸びを示

　　　

す一方、民間住宅投資も15.6%程度と伸び率を回復していくものと見込まれ

　　　

る。

　　　　

これに対し、民間設備投資は、製造業において前年度に引き続き減少となる

　　　

ものと見込まれるので、電力・運輸等の非製造業において堅調な増加が期待さ

　　　

れるものの、全体としては2.7％程度の伸びに止まるものと見込まれる。

　　　

民間在庫投資は、46年度中にかなりの規模で在庫調整が進行した結果、47

　　

年度に入ってからは次第に緩やかな回復過程に入ってゆくものと見込まれ、約

　　

１兆7,000億円程度の規模になるものと見込まれる。

　　　

財政面では景気振興、国民福祉の向上を基本とする所要の施策を進めること
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としており、政府の財貨サービス購入は前年度比17.0%程度の増加になるも

　　

のと見込まれる。

　　　

こうした結果、国内需要は年度を通じて次第に回復を示すものと見込まれ

　　

る。

　

2）このような国内需要に即応して、鉱工業生産は、46年度全般を通じて停滞

　　

を続けたあとをうけ、次第に上向いていくものと見込まれ、年度としての伸び

　　

は7.5％程度になるものと見込まれる。

　

3）物価についてみれば、卸売物価は、需給動向や円の切り上げによる輸入原材

　　

料等の価格低下を背景として、年度としてはほぼ横這いに推移するものと見込

　　

まれるが、消費者物価については、円切り上げによる価格引き下げ効果が期待

　　

されるものの、依然その騰勢に根強いものがあり、各般の物価対策を強力に推

　　

進することにより、前年度比5.3％前後の上昇に止めるよう努めるものとす

　　

る。

（3）国際収支面では、輸出は、円の切り上げ、世界貿易の伸びの鈍化、景気回復に

　

伴う輸出圧力の減少等により、その伸びは前年度の伸びを大幅に下回り、254億

　

ドル、前年度比8.5%程度の伸びに止まろう。他方、輸入は、国内経済動向と各

　

種輸入促進措置等も考慮すれば、182億5,000万ドル、前年度比15.1％程度の伸

　

びになるものと見込まれる。

　　

この結果、貿易収支の黒字幅は前年度の水準を下回り、71億5,000万ドル程度

　

となるものと見込まれ、年度後半にかけて黒字幅は次第に縮小の方向に向かうも

　

のと思われる。

　　

また、貿易外収支、移転収支についても、47年度にはそれぞれ21億5,000万

　

ドル、３億ドル程度の赤字となるものと予想される結果、経常収支の黒字幅は

　

47億ドル程度となるものと見込まれる。

　　

長期資本収支については、経済協力の拡充、海外投資の増加等から20億ドル

　

程度の赤字となるものと予想され、47年度の基礎的収支は27億ドル程度の黒字

　

と･なるものと見込まれる。
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昭和48年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和48年１月26日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

閣

　

議

　

決

　

定

１

　

昭和47年度の経済情勢

　

(1)わが国経済は、景気後退下の通貨調整という試練をのりこえ、47年初来着実

　　

な景気上昇過程をたどっている。

　　　

財政金融面からの積極的な景気対策の効果もあって、金融緩和基調を背景とも

　　

て、個人消費支出の上昇、民間住宅投資の急速な回復等がみられ、当面、従来の

　　

ような輸出や民間設備投資の急増は予想されないが、総需要は引き続き拡大基調

　　

で推移するものと見込まれる。また、産業活動も拡大を続けており、鉱工業生産

　　

は前年度比10.0％程度の伸びになるものと見込まれる。

　

(2)物価面では、消費者物価は季節商品が落ち着いていることなどもあって、比較

　　

的安定した推移を示しており、前年度比5.3%以内の上昇にとどまるものと見込

　　

まれる。他方、卸売物価は需要の回復に市況対策の影響等も加わって、47年初

　　

来堅調に推移し、とくに夏以降は木材価格の高騰や一部商品の海外市況高の影響

　　

等もあって、かなりの上昇が続いており、前年度比2.2％程度の上昇になるもの

　　

と見込まれる。

　

(3)国際収支については、通貨調整の効果、景気の回復等によって、輸出は前年度

　　

に比べ増勢は鈍化しているが、世界貿易の拡大、海外インフレーシ。ｙの進行等

　　

によって、依然強含みに推移しており、また輸入は、とくに夏以降急速な増加を

　　

示している。

　

この結果、貿易収支は89億5,000万ドル、経常収支は62億ドル

　　

程度の黒字と、なおかなりの水準にあるが、基礎的収支は長期資本の大幅な流出

　　

超が見込まれ、24億ドル程度の黒字と、前年度に比べかなり改善される見通し

　　

である。

　

(4)以上のような経済情勢の下で、47年度の国民総生産は94兆3,000億円程度と

　　

なり、47年度の実質の成長率は前年度比10.3％(名目15.7%)程度となる見込み

　　

である。

２

　

昭和48年度の経済運営の基本的態度

　　

昭和48年度のわが国経済は、前年度に引き続き拡大基調をたどるものとみられ

　

るが、最近における物価の動向にかんがみ、その安定を確保するため、一層の配慮

　

を払う必要が高まっている。一方、わが国の福祉水準の現状にてらし、経済成長の

　

成果を活用しつつ、長期的視点から国民福祉の充実を図ることが、当面する重要な

　

国民的課題となっている。また、対外経済面においては、最近の国際収支の状況に

　

かんがみ、国際収支の均衡化を促進するため、引き続き格段の努力を払っていくこ
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とが緊要となっており、さらに国際協調の下に、国際通貨・貿易体制の新しい秩序

　

づくりに積極的に寄与していくことが重要な課題となっている。

　

以上のような認識の下に、昭和48年度の経済運営にあたっては、今回策定され

　

る新しい長期経済計画実施の初年度として、財政金融政策を中心とする適切かつ機

　

動的な政策運用により、わが国経済を息の長い安定した成長路線に定着させるよう

　

努めるとともに、福祉志向型経済の実現をめざし、次の諸施策を重点的に講ずるも

　

のとする。

　

第一に、国民福祉の向上を図るため、住宅・生活環境施設を中心とする社会資本

の整備、各種年金の充実、社会福祉施設の整備の促進等の社会保障の充実、公害防

止等環境保全対策の強化、地価対策の推進等の諸施策を強力に実施するものとす

る。また、環境保全と調和ある土地利用に配慮しつつ、福祉社会建設の地盤となる

国土の総合開発を進めることとする。

　

第二に、物価の安定を図るため、総需要の適正化と供給の円滑化に努めつつ、輸

入政策の積極的活用、生鮮食料品の安定的供給の確保、低生産性部門および流通機

構の近代化、競争条件の整備等の諸施策を強力に実施することとする。また、公共

料金については極力抑制的に取り扱うものとする。

　

第三に、国際収支の均衡化を促進するとともに、国際経済関係の調和的発展を図

　

るため、国内体制の整備に努めつつ輸入の自由化、関税の引下げ等による輸入の拡

　

大、輸出の適正化、資本の自由化および海外投資の促進、量質両面にわたる経済協

　

力の拡充等総合的な対外経済政策を積極的に推進するとともに、あわせて各国と協

　

調しつつ、国際通貨・貿易体制の健全な発展に努めるものとする。

　

第四に、上記諸施策の実効をあげ、国民福祉と対外均衡を軸とする新しい経済構

造の形成を促進するため、産業構造の知識集約化、農林漁業・中小企業の構造改

善、社会資本・公害防止関連産業の育成、新技術開発、人的能力の向上、週休二日

制・定年延長の推進、重要資源の開発等の諸施策を充実するものとする。

３

　

昭和48年度の経済見通し

　

(1)上記のような経済運営の下において、48年度の国民総生産は109兆8,000億円

　

程度になり、その成長率は前年度比実質10.7 %(名目16.4%)程度となるものと

　

見込まれる。この場合において、国内経済の主要項目の見通しは、おおむね以下

　

のようなものとなろう。

　

1)国内需要の面では、個人消費支出は着実な所得の上昇を背景に、伸び率は前

　　

年度よりさらに高まり、前年度比15.2%程度となるものと見込まれる。

　　　

民間住宅投資は、前年度の急速な回復のあとを受けて、伸び率は若干鈍化す

　　　

るものの、なお前年度比21.4%増程度と高い伸びが見込まれる。

　　　

また、民間設備投資は、非製造業関係企業今中小企業を中心に堅調な伸びが
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続くことが予想されるので、全体としては前年度比14.0%程度の伸びが見込

　　

まれる。

　　　

民間在庫投資は、前年度に引き続き回復過程をたどり、３兆7,000億円程度

　　

の規模になるものと見込まれる。

　　　

財政面では、国内均衡と対外均衡の調和を図りつつ、国民福祉の充実に努め

　　

ることを基本として所要の施策を進めることとしており、政府の財貨サービス

　　

購入は前年度比16.6%程度の増加になるものと見込まれる。

　

2）このような需要の動向に伴い、鉱工業生産は、前年度に引き続き着実な上昇

　　

を続け、年度としての伸びは12.0%程度になるものと見込まれる。

　　　　

’

　

3）物価面については、卸売物価は前年度にみられた一部市況商品価格の騰勢に

　　

落着きが期待され、前年度比2.0%程度の上昇になるものと見込まれる。また

　　

消費者物価については、景気の上昇や前年度の卸売物価の動向等を考慮する

　　

と、その騰勢は前年度に比べ根強いものと見込まれるが、諸般の物価対策を強

　　

力に推進することにより、前年度比5.5%程度の上昇にとどめるよう努めるも

　　

のとする。

（2）国際収支面では、輸出は世界貿易の拡大が予想されるものの、通貨調整効果の

　

一層の浸透、輸出の適正化措置の推進等の政策努力により883億ドル、前年度比

　

14.8%程度の伸びにとどまろう。他方、輸入は本年度、国内景気の上昇、製品輸

　

入拡大等のほか各般の輸入促進措置の効果によって、252億ドル、前年度比25.7%

　

増程度と大幅な伸びを示すものと見込まれる。

　　

この結果、貿易収支の黒字幅は、前年度の水準を下回り、81億ドル程度にな

　

るものと見込まれる。

　　

また、貿易外収支、移転収支については、それぞれ27億5,000万ドル、４億

　

ドル程度の赤字となるものと予想される結果、経常収支の黒字幅は49億5,000万

　

ドル程度にとどまるものと見込まれる。

　　

他方、長期資本収支については、経済協力の拡充、海外投資の増加等から40億

　

ドル程度の赤字となるものと予想され、基礎的収支は９億5,000万ドル程度の黒

　

字となるものと見込まれる。
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地方行財政制度の改正(昭和47年公布分)

　

地方財政に関連する主要な法律の制定、改正状況の概要は、次のとおりである。

　

１

　

自治省関係

　

地方行政連絡会議法等の改正(昭和47年３月31日法律第８号)

　

札幌市、川崎市および福岡市の三市が、昭和47年４月１日から指定都市として指

定されることとなったことに伴い、地方行政連絡会議法の規定に所要の改定を加え、

あわせて、新産業都市建設および工業整備特別地域整備のための国の財政上の特別措

置に関する法律の規定を整備した。

　

地方税法の改正(昭和47年３月31日法律第11号)

(1)道府県民税および市町村民税

　

ア

　

個人の道府県民税および市町村民税の所得控除を次のとおり改めた。

　　

(ア)基礎控除額を15万円(従来は14万円)に引上げた。

　　

(ｲ)配偶者控除額を14万円(従来は13万円)に引上げた。

　　

(ウ)扶養控除額を11万円(従来は10万円)に引上げた。

　　

岡

　

寡婦控除、障害者控除、老年者控除または勤労学生控除の額をそれぞれ10

　　　

万円(従来は９万円)に引上げるとともに、特別障害者控除額を12万円(従来は

　　　

11万円)に引上げた。

　　

(測

　

配偶者のいない世帯の１人目の扶養親族に係る扶養控除額を12万円(従来

　　　

は11万円)に引上げた。

　

イ

　

障害者、未成年者、老年者または寡婦についての非課税の範囲を、年所得88

　　

万円(従来は35万円)までとした。

　

ウ

　

個人の白色申告者の専従者控除の控除限度額を17万円(従来は15万円)に引上

　　

げた。

　

エ

　

昭和46年または昭和47年において生じた純損失のうち還付を受けた所得税額の

　　

計算の基礎となった純損失についての繰越控除期間を３年から５年に延長した。

　

オ

　

昭和46年８月16日を含む事業年度開始の日から２年以内に終了する事業年度

　　

において生じた欠損金に係る法人税額の還付金についての繰越控除期間を５年か

　　

ら７年に延長した。

(2)事

　　

業

　　

税

　

ア

　

個人の事業税の事業主控除額を60万円(従来は36万円)に引上げた。

　

イ

　

個人の白色申告者の専従者控除の控除限度額を17万円(従来は15万円)に引上

　　

げた。

　

ウ

　

電気供給業に係る関係道府県ごとの分割は、課税標準額の総額の２分の１を事

　　

務所等の固定資産の価額に、他の２分の１を発電所の用に供する固定資産の価額

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－454－



　　

にあん分して行なうものとした。

　

エ

　

昭和46年または昭和47年において生じた純損失のうち、還付を受けた所得税

　　

額の計算の基礎となった不動産所得および事業所得に係る純損失についての繰越

　　

控除期間を３年から５年に延長した。

　

オ

　

個人の道府県民税の申告書を提出した者は、個人の事業税の申告書を提出した

　　

ものとみなすこととした。

（3）不動産取得税

　

ア

　

海洋科学技術センターが業務の用に供するために取得する不動産ならびに八郎

　　

潟新農村建設事業団が業務として譲り渡した土地は非課税とすることとした。

　

イ

　

農林漁業者の共同利用に供する特定の施設に係る課税標準の特例措置の適用期

　　

限を昭和52年３月31日まで延長する等、課税標準の特例措置の適用期限を延長

　　

することとした。

　

ウ

　

市街化区域農地を譲渡した者が、市街化区域外の土地を譲渡の日前１年の期間

　　

内に取得していた場合または譲渡の日後１年以内に取得する場合において、その

　　

者が取得の日から引き続き５年以上その土地を農地として使用すると認められる

　　

ときは、その取得が昭和57年３月31日までに行なわれた場合に限り、その土地

　　

の取得に対して課する不動産取得税の金額から譲渡した土地の固定資産課税台帳

　　

に登録された価格に相当する額に税率を乗じて得た額を減額することとした。

（4）娯楽施設利用税

　　

ゴルフ場については、定額税率によって課税することとした。

（5）自動車税および軽自動車税

　

ア

　

バスの課税標準を次のとおり合理化することとした。

　　　　

一般乗合用のもの

　　

年額１万４千円

　　　　

その他

　　　　　　　

年額３万円

　

イ

　

所有権留保自動車等に係る自動車税および軽自動車税について、自動車および

　　

軽自動車の所在および買主の住所等が不明である楊合において、一定の要件に該

　　

当する場合においては、売主の納付義務を免除することとした。

（6）固定資産税

　

ア

　

砂利汚水の処理施設その他の公害防止施設等を非課税とした。

　

イ

　

海洋科学技術センターが業務の用に供する家屋および償却資産の課税標準は、

　　

取得後５年度間はその価格の３分の１の額、その後の５年度間はその価格の３分

　　

の２の額とする等、課税標準の特例を設けた。

　

ウ

　

外航船舶の非課税措置の適用期限を昭和49年度まで延長することとした。

　

エ

　

自動列車停止装置の課税標準の特例措置の期限を延長し、昭和50年１月１日

　　

までの間に新設されたものについて適用する等、課税標準の特例措置の適用期限
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を延長することとした。

(7)電気ガス税

　

ア

　

電気に対する電気ガス税の免税点を800円(従来は700円)に、ガスに対する電

　　

気ガス税の免税点を1,600円(後来は1,400円)に引上げた。

　

イ

　

アクリル酸(プロピレｙを原料とするものに限る。)および非課税期間の満了す

　　

る無水フタル酸を非課税品目に加え、非課税品目のりち焼成りん肥にりん酸液を

　　

作用させた肥料を削除することとした。

　

ウ

　

公衆のために道路等に融雪用として設置された施設に使用する電気に対して電

　　

気ガス税を課さないこととする等の措置を講じた。

　

エ

　

綿紡績糸等、毛紡績糸等および紙の製造に使用する電気ガスに対する電気ガス

　　

税の軽減税率の適用期限を昭和50年５月31日まで延長することとする。

　

地方税法の改正(昭和47年４月１日法律第12号)

　

市街化区域内の農地に対する固定資産税および都市計画税については、周辺の宅地

等との間の税負担の不均衡を是正するとともに土地対策に資するため、昭和46年度

の税制改正において、段階的に税負担の増加を求めることとされたが、昭和47年度

の課税にあたり、市街化区域内の農地の実態をさらに適確に把握して市街化の程度に

応じた均衡ある課税を実施するため、次のような特例措置を講じた。

(1)昭和47年度分の固定資産税または都市計画税に限り、市町村は、Ａ農地のりち

　

耕作の用に供されていると認められる農地(市街地内に点在するＡ農地にあっては

　

都市の緑化に寄与し、または将来緑地として残すことが適当であると認められるも

　

のとする｡)に対して課する固定資産税または都市計画税については、当該農地につ

　

いて地方税法附則第19条の３第１項または第27条の２の規定によって算定した固

　

定資産税額または都市計画税額から当該税額と同法附則第19条または第26条の規

　

定によって算定した税額との差額に相当する額を減額することとした。

(2)市町村長は、農地課税審議会の議を経て、Ａ農地が(1)に掲げる農地に該当するか

　

どうかの認定を行なりこととした。

(3)農地課税審議会は、農業に関し学識経験のある者、都市計画に関し学識経験のあ

　

る者およびその他の学識経験のある者によって構成し、その組織および運営に関し

　

必要な事項は、市町村の条例で定めるものとした。

　

船空機燃料譲与税法(昭和47年４月１日法律第13号)

　

空港関係市町村の航空機騒音対策事業、空港およびその周辺の整備事業その他の空

港対策に要する財源の充実を図るため、航空機燃料譲与税制度を創設した。

(1)航空機燃料譲与税の額は、航空機燃料税の収入額の18分の２に相当する額とす

　

る。

(2)航空機燃料譲与税は、空港の所在する市町村およびこれに隣接する市町村で自治
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大臣が指定するもの(以下｢空港関係市町村｣という｡)に対して譲与する。

(3)航空機燃料譲与税は、次の各号に掲げる空港関係市町村の区分に応じ、当該各号

　

に掲げる基準によりあん分して譲与する。

　

ア

　

空港の所在する市町村

　

当該空港において収納されるべき国内航空に飛来する

　　

航空機に係る着陸料の収入額

　

イ

　

航空機の騒音が特に著しいと認められる空港で政令で定めるものに係る市町

　　

村

　

当該空港に係る航空機の騒音が特に著しい地区として自治省令で定める地区

　　

内の世帯数

(4)前項の場合においては、航空機燃料譲与税の３分の１の額を着陸料の収入額で、

　

他の３分の２の額を世帯数であん分する。

(5) (3)の着陸料の収入額および世帯数は、自治省令で定めるところにより算定する。

　

ただし、空港の管理の態容、航空機の騒音により生ずる障害の程度その他の事情に

　

より補正することができる。

(6)譲与の時期は、９月および３月とし、９月にあっては４月から８月までの間に収

　

納した航空機燃料税の収入額、３月にあっては９月から２月までの間に収納した同

　

税の収入額と３月における伺税の収入見込額の合算額とのそれぞれ13分の２に相

　

当する額を譲与する。

(7)空港関係市町村は、譲与を受けた航空機燃料譲与税の総額を航空機の騒音により

　

生ずる障害の防止、空港およびその周辺の整備その他の政令で定める空港対策に関

　

する費用に充てなければならない。

(8)航空機燃料譲与税は、空港が都の特別区の区域に所在している場合においては、

　

都に対して譲与する。

　

昭和47年度分の地方交付税の特例等に関する法律(昭和47年５月１日法律第25号)

(1)地方交付税に係る特例

　

ア

　

昭和47年度の地方交付税に係る特例措置を次のとおり定めた。

　　

(ｱ)臨時地方特例交付金1,050億円を一般会計から交付税及び譲与税配付金特別

　　　

会計に繰り入れることとした。

　　

(ｲ)臨時沖繩特別交付金865億円を一般会計から交付税及び譲与税配付金特別会

　　　

計に繰り入れることとした。

　　

(ウ) 1,600億円を交付税及び譲与税配付金特別会計において借り入れることとし

　　　

た。

　　

岡

　

臨時地方特例交付金ならびに交付税及び譲与税配付金特別会計の借入金は、

　　　

全額普通交付税として交付するものとした。

　

イ

　

昭和48年度から昭和50年度までの各年度に限り、沖繩県および沖繩県内の市

　　

町村に対して交付すべき地方交付税の一部にあてるため、政令で定める基準に従
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い予算で定める額の臨時沖繩特別交付金を一般会計から交付税及び譲与税配付金

　　

特別会計に繰り入れることとした。

　

ウ

　

交付税及び譲与税配付金特別会計における借入金を償還することに伴い、昭和

　　

48年度から昭和50年度までの間に限り、地方交付税の総額は、当該各年度にお

　　

ける法定額から当該各年度における償還所要額を減額した額とすることとした。

(2)昭和47年度分の基準財政需要額の算定方法の改正

　

ア

　

市町村道、下水道、清掃施設等住民の生活に直結する各種の公共施設の計画的

　　

な整備を促進するため、関係費目に係る単位費用の改正および算定方法の改正を

　　

行なうととりこ、新たに市町村分について｢公園費｣を設け、公園の整備に要する

　　

経費の算入の強化をはかることとした。

　

イ

　

公共事業費の地方負担に要する経費の財源として地方債を大幅に増額すること

　　

に伴い、投資的経費に係る基準財政需要額の一部を地方債に振り替えることとし

　　

た。

　

ウ

　

広域市町村圏内における基幹生活関連道路の整備を引き続き促進するための措

　　

置を講ずることとした。

　

エ

　

引き続き過密地域、過疎地域に対する基準財政需要額の算入の強化をはかると

　　

ともに、公害対策、交通安全対策および消防救急対策に要する経費の充実をは

　　

かった。

　

オ

　

老人医療費の公費負担の措置に必要な経費等社会福祉関係経費の充実をはかっ

　　

た。

　

ヵ

　

その他各種の制度改正、給与改定の平年度化により増加する経費を基準財政需

　　

要額に算入するため、関係費目の単位費用を改正した。

(3)沖繩の復帰に伴り措置

　　

沖繩県および沖繩県内の市町村に対して交付すべき普通交付税の額の算定に関

　

し、必要な経過措置を設けた。

　

地方公務員災害補償法の改正(昭和47年６月８日法律第56号)

　

警察職員、消防職員等が高度の危険が予測される状況の下においてその職責を遂行

し、そのため公務上の災害を受けた場合における障害補償および遺族補償の額につい

て次のとおり特例を設けた。

(1)対象となる職員および職務

　　

対象となる職員は、警察官、消防史員その他政令で定める職員とした。

　　

対象となる職務は、生命または身体に対する高度の危険が予測される状況の下で

　

の犯罪の捜査、火災の鎮圧その他の政令で定める職務とした。

(2)当該災害に係る障害補償または遺族補償の額は、現在のこれらの額に100分の50
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の範囲内で政令で定める率を乗じて得た額を加算するものとした。

　

公営企業金融公庫法の改正(昭和47年６月15日法律第65号)

　

地方道路公社が行なう地方的な幹線道路の整備を促進するため、公営企業金融公庫

が地方道路公社に対して資金を融通することができるよう、同公庫の目的および業務

の範囲の規定を整備した。

　

公有地の拡大の推進に関する法律(昭和47年６月15日法律第66号)

　

本法は、最近における公共用地等の取得難に対処し、良好な都市環境の計画的整備

を促進するため、当面の措置として、市街化区域内の土地の先買いに関する制度の整

備、土地開発公社の創設その他公有地の拡大の推進を図るための措置を講ずるもので

あって、その主な内容は次のとおりである。

(1)市街化区域内の土地の先買い

　

ア

　

土地の譲渡の届出

　　

市街化区域内の土地で次に掲げるものの所有者は、当該土地を有償で譲渡しよう

　

とするときは、都市計画法による開発許可を受けた場合、土地の面積が政令で定め

　

る規模未満である場合を除き、その土地の所在および面積、譲渡予定価額、譲渡の

　

相手方等を都道府県知事に届け出なければならないものとした。

　　

(ア)都市計画施設の区域内の土地

　　

印

　

道路の区域として決定された土地、都市公園を設置すべき区域として決定さ

　　　

れた土地、河川予定地として指定された上地その他これらに準ずる政令で定め

　　　

る土地

　　

(ウ)新たな市街地の造成を目的とする土地区画整理事業で都道府県知事が指定

　　　

し、公告したものの施行区域内の土地

　　

岡(ア)から(ｲ)までに掲げる土地のほか、その面積が２千がを下らない規模で政令

　　　

で定める規模以上の土地

　

イ

　

買取りの協議

　　　

都道府県知事は、譲渡の届出等があった場合には、買取りの目的を示して地方

　　

公共団体等が買取りの協議を行なう旨を届出等があった日から２週間以内に通知

　　

するものとした。

　

ウ

　

土地の譲渡の制限

　　　

届出等をした者は、届出等をした日から２週間以内または買取りの協議の通知

　　

があった日から２週間以内は、当該土地を他に譲渡してはならないものとした。

(2)土地開発公社制度の創設

　

ア

　

設

　　　

立

　　

(ア)地方公共団体は、単独で、または共同して、公法人である土地開発公社を全
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額出資により設立することができるものとした。

　　

吋）土地開発公社を設立するには、その議会の議決を経て、定款を定め、都道府

　　　

県にあっては主務大臣、市町村にあっては都道府県知事の認可を受けなければ

　　　

ならないものとした。

　

イ

　

業

　　　

務

　　　

土地開発公社の業務は、次のとおりとした。

　　

例

　

市街化区域内の土地の先買いに係る土地の取得、管理および処分

　　

吋）公共施設または公用施設の用に供する土地、公営企業の用に供する土地その

　　　

他公有地として必要な土地の取得、管理および処分

　　

（ウ）国等の委託に基づく土地の取得のあっせん等

　

ウ

　

財務、監督その他

　　　

土地開発公社についての財務および会計の規定、土地開発公社に対する監督の

　　

規定を設けるほか、土地開発公社の業務の運営の円滑を図るための措置を講ずる

　　

こととした。

　

昭和42年度以降における地方公務員等共済組合法の年金の額の改定等に関する法

　

律等の改正（昭和47年６月22日法律第82号）

　

昭和46年度に実施した地方公務員共済組合の年金の額の改定につき恩給法等の改’

正内容に準じて所要の措置を講ずるとともに、地方団体関係団体職員共済組合が支給

する年金の額を地方公務員共済組合が支給する年金の額の改定措置に準じて改定する

等の措置を請じた。

　

地方制度調査会設置法の改正（昭和47年６月23日法律第91号）

　

地方制度調査会の委員が、地方制度に関する重要事項の調査審議を十分に尽せるよ

うにするため、委員の任期を１年から２年に改めた。

　

消防法等の改正（昭和47年６月23日法律第94号）

　

旅館、ホテル等における防災物品の普及を図るための措置を講ずるほか、公務上の

災害を受けた非常勤消防団員等の生活の安定と福祉のより一層の向上を図るため、消

防団員等について福祉施設の制度を設けることとした。

　

昭和47年度分の地方交付税の特例等に関する法律の改正（昭和47年11月13日法

　

律第123号）

　

地方財政の現状にかんがみ、地方公務員の給与改定に要する経費の財源を地方公共

団体に附与する等のため、一次のとおり所要の措置を講じた。

（1）給与改定に要する経費の財源を地方公共団体に附与するため、昭和47年度分の

　

普通交付税の額の算定に用いる単位費用を改定することとした。

（2）補正予算により、昭和47年度分の地方交付税交付金の交付税及び譲与税配付

　

金特別会計への繰入れが増額されたことに伴い、同特別会計における同年度分の皆

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－460－



　

入金の一部を減額することとし、昭和48年度における償還額の減額をはかった。

　

激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律の改正（昭和47年12月

　

８日法律第131号）

　

本法は、激甚災害を受けた中小企業者等に対する商工組合中央金庫の事業再建資金

の貸付利率を引き下げる等の措置を講ずるものであって、その要旨は次のとおりであ

る。

（1）政令で定める地域内に事業所を有し、かつ激甚災害を受けた中小企業者および協

　

同組合等中小企業者を構成員とする団体等に対する商工組合中央金庫の事業再建資

　

金の貸付利率を年6j％から年6.2%に引き下げることとした。

(2) (1)の貸付けをする場合で、激甚災害による損失額が政令で定める程度以上の特別

　

の被害を受けた中小企業者等に対する同資金の貸付利率を、政令で定めるところに

　

より年３％とする規定を新設することとした。

　

防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律（昭和

　

47年12月８日法律第132号）

　

本法は、豪雨、洪水、高潮等による災害の発生した地域または災害の発生のおそれ

のある地域のうち、住民の居住に適当でないと認められる区域内にある住居の集団的

移転を促進するため、地方公共団体が行なう集団移転促進事業に係る経費に対する国

の財政上の特別措置等について定めることとするもので、その要旨は次のとおりであ

る。

（1）集団移転促進事業計画の策定等

　　

集団移転促進事業（地方公共団体が一定規模以上の住宅団地を整備して移転促進

　

区域内にある住居の集団的移転を促進するために行なう事業をいり｡）を実施しよう

　

とする市町村は、移転促進区域、住宅団地の整備に関する事項等について定めた集

　

団移転促進事業計画を策定し、自治大臣の承認を受けるものとした。

（2）集団移転促進計画の実施

　　

集団移転促進事業は、原則として市町村が実施するものとするが、大規模な事業

　

等については、都道府県がこれを実施することができるものとした。

（3）特別措置の内容

　

ア

　

国

　

の

　

補

　

助

　　　

集団移転のための住宅用地の取得および造成、移転者の住宅団地における住宅

　　

の建設等に対する補助、住宅団地に係る公共施設の整備、移転跡地の買上げ、移

　　

転者の住居の移転に関連して必要と認められる農林水産業に係る生産基盤等の整

　　

備ならびに移転者の住居の移転に対する補助に要する経費について、政令で定め

　　

るところにより４分の３を下らない割合で補助するものとした。
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イ

　

地

　　

方

　　

債

　　　

地方公共団体が集団移転促進事業につき必要とする経費については、地方財政

　　

法第５条第１項の各号に該当しないものについても地方債を起こすことができる

　　

ものとするとともに、資金事情の許す限り政府資金をもってその全額を引き受け

　　

るものとした。

　

ウ

　

その他の援助

　　　

国および地方公共団体は、集団移転促進事業の円滑な実施を促進するため、I必

　　

要な援助、融資のあっせん等を行なうものとした。

　

２総理府関係

　

沖繩開発庁設置法(昭和47年５月13日法律第29号)

　

本法は、沖繩の復帰に伴い、沖繩における経済の振興および社会の開発を図るた

め、総合的な計画を作成し、ならびにその実施に関する事務の総合調整および推進に

あたることを主たる任務とする沖繩開発庁を総理府の外局として設置するもので、そ

の要旨は次のとおりである。

(1)沖繩開発庁は、その任務を遂行するため、沖繩振興開発計画の作成およびそれに

　

必要な調査ならびに同計画の実施に関する関係行政機関の事務の総合調整および推

　

進にあたるとともに、関係行政機関の同計画に基づく事業に関する経費の見積りの

　

方針の調整および当該事業で政令で定めるものに関する経費の配分計画に関する事

　

務等を行なうこととするほか、当分の間、沖繩の復帰に伴い政府において特別の措

　

置を要する事項で政令で定めるものに関する施策の推進に関する事務を行なうこと

　

とした。

(2)沖繩開発庁の長は、沖縄開発庁長官とし、国務大臣をもって充てることとした。

(3)沖繩開発庁長官は、沖繩開発庁の所掌事務を遂行するため必要があると認めると

　

きは、関係行政機関の長に対し、資料の提出、説明その他の必要な協力を求め、さ

　

らに振興開発計画の実施に関する重要事項について勧告し、およびその勧告に基づ

　

いてとった措置について報告を求めることができることとした。

(4)沖縄開発庁に、地方支分部局として、沖縄総合事務局を置くこととした。

(5)沖繩開発庁の設置に伴い、沖繩・北方対策庁を廃止し、新たに総理府の機関とし

　

て、総理府総務長官たる国務大臣を長とする北方対策本部を設置することとした。

　

沖繩振興開発金融公庫法(昭和47年５月13日法律第31号)

　

本法は、沖繩における経済の振興および社会の開発を図るため、一般の金融機関が

行なう金融を補完し、または奨励するとともに、一般の金融機関が融通することを困

難とする資金を融通する目的の沖繩振興開発金融公庫を設立するものである。

　

離島振興法の改正(昭和47年６月１日法律第46号)

　

本法は、離島振興法の実施状況にかんがみ、今後さらに離島の振興を図るため、そ
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の有効期間を延長する等の措置を講ずるもので、その主な内容は次のとおりである。

(1)期限の延長

　　

本法の有効期限を昭和58年３月31日まで10年間延長した。

(2)医療の確保

　

ア

　

都道府県知事は、離島振興対策実施地域における医療を確保するため離島振興

　　

計画の内容に医療の確保を追加し、この離島振興計画に基づいて、無医地区に関

　　

し次の事業を実施しなければならない。

　　

(ｱ)診療所の設置

　　

(ｲ)患者輸送車(患者輸送艇を含む｡)の整備

　　

(ウ)定期的な巡回診療

　　

岡保健婦の設置

　　

哨

　

公的医療機関の協力体制の整備

　　

倒

　

その他無医地区の医療の確保に必要な事業

　

イ

　

都道府県知事は、アの事業を実施する場合特に必要があると認めるときは、病院

　　

または診療所の管理者等に対し、次の事業につき協力を要請することができる。

　　

(ｱ)医師または歯科医師の派遣

　　

Cｲ)巡回診療車(巡回診療船を含む。)による巡回診療

　

ウ

　

都道府県は、ア(ア)から(カ)およびイの事業の実施に要する費用を負担するこ

　　

ととし、国は政令で定めるところにより、その２分の１を補助することとした。

(３)国の負担割合等の調整

　　

離島振興事業の国の負担割合または補助率を次のとおり改めた。

　

ア

　

簡易水道施設

　

２分の１以内(従来は10分の４以内)

　

イ

　

港湾

　

10分の9.5 (従来は10分の10および100分の100)

　

ウ

　

漁港(外かく・水域施設)100分の95(従来は100分の100)

　

エ

　

空港

　

100分の90(従来は100分の100)

(4)審議会委員の増員

　　

離島振興対策審議会委員31人を32人に改め、環境事務次官を加えることとし

　

た。

　

道路交通法の改正(昭和47年６月１日法律第51号)

　

最近における道路交通の実情にかんがみ、交通事故を防止し、その他交通の安全と

円滑を図り、および道路の交通に起因する障害の防止に資するため、初心運転者の遵

守事項および普通免許の技能試験を道路において実施すること等について規定し、な

らびに指定自動車教習所の指定基準に関する規定を整備する等初心運転者の資質の向

上を図るとともに、免許証の有効期間について規定を整備する等運転免許事務の適正

化を図る等の措置を講じた。
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公害等調整委員会設置法(昭和47年６月２日法律第52号)

　

本法は、中央公害審査会と土地調整委員会とを統合し、現行の両委員会の機能に加

えて、公害紛争処理制度の充実を図るため、公害紛争に係る裁定を行なう機関とし

て、公害等調整委員会を設置すること等を定めるものである。

　

琵琶湖総合開発特別措置法(昭和47年６月15日法律第64号)

　

本法は、琵琶湖の自然環境の保全と汚濁した水質の回復を図りつつ、その水資源の

利用と関係住民の福祉とをあわせ増進するため、琵琶湖総合開発計画を策定し、その

実施を推進する等特別の措置を講ずることにより、近畿圏の健全な発展に寄与するこ

とを目的とするもので、その主な内容は次のとおりである。

(1)琵琶湖総合開発計画は、琵琶湖およびその周辺地域の保全および開発に関する基

　

本的な方針と、その方針に基づいて実施すべき各事業の概要について定めるものと

　

し、内閣総理大臣が、滋賀県知事の作成した案に基づき、これを決定するものとし

　

た。

　　

また、琵琶湖総合開発計画に基づく毎年度の事業(以下｢総合開発事業｣という。)

　

については、当該事業に関する各主務大臣が、滋賀県知事の作成した案に基づき、

　

毎年度計画を決定するものとした。

(2J

　

国は、総合開発事業の実施に要する経費を負担する地元地方公共団体等に対し、

　

必要な財政上および金融上の援助を与えることができることとし、とくに、河川事

　

業、下水道事業等の特定の事業については、他の法令の規定にかかわらず、特別の

　

負担または補助の割合によるものとした。

(3)琵琶湖の水資源開発事業により、琵琶湖およびその周辺地域について生ずべき不

　

利益を補う効果を有する事業で政令で定めるものについては、その経費を負担する

　

滋賀県その他の地元地方公共団体は、当該水資源開発事業により受益する淀川下流

　

地域の利水関係地方公共団体との協議により、その負担額の一部をこれに負担させ

　

ることができるものとした。

　　

なお、淀川下流地域の地方公共団体は、総合開発事業を実施する滋賀県その他の

　

地元地方公共団体に対し、必要な資金を融資することができるものとした。

　

恩給法等の改正(昭和47年６月22日法律第80号)

　

経済事情の変動に伴り恩給の増額改定ならびに傷病者、戦没者遺族および老齢者に

対する処遇改善、沖繩の本土復帰に伴う琉球政府職員に対する処遇改善等の措置を講

じた。

　

大気汚染防止法及び水質汚濁防止法の改正(昭和47年６月22日法律第84号)

　

公害に係る被害者の保護の重要性にかんがみ、人の健康に有害な一定の物質が大気

中に、または水域等に排出されたことにより人の健康に係る被害が生じた場合におけ

る事業者の無過失損害賠償責任について定めた。
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自然環境保全法(昭和47年６月22日法律第85号)

　

本法は、自然環境が人間の健康で文化的な生活に不可欠なものであることにかんが

み、自然環境の保全の基本理念その他自然環境の保全に関し基本となる事項を定める

とともに、自然公園法その他の自然環境の保全を目的とする法律と相まって、自然環

境の適正な保全を総合的に推進すること等を定めるものでその主な内容は次のとおり

である。

(1)基

　

本

　

理

　

念

　　

自然環境の保全は、自然環境が人間の健康で文化的な生活に欠くことができない

　

ものであることにかんがみ、広く国民がその恵沢を享受するとともに将来の国民に

　

継承することができるよう適正に行なうものとした。

(2)自然環境保全基本方針

　　

国は、次の事項を含む自然環境の保全を図るための基本方針を定めることとし

　

た。

　

ア

　

自然環境の保全に関する基本構想

　

イ

　

原生自然環境保全地域および自然環境保全地域の指定その他これらの地域に係

　　

る自然環境の保全に関する施策

　

ウ

　

都道府県自然環境保全地域の指定の基準その他その地域に係る自然環境の保全

　　

に関する施策

　

エ

　

イおよびウに掲げる地域と自然公園法その他の自然環境の保全を目的とする法

　　

律に基づく地域との調整に関する基本方針その他の重要事項

(3)原生自然環境保全地域

　

ア

　

環境庁長官は、その区域における自然環境が人の活動によって影響を受けるこ

　　

となく原生の状態を維持しており、かつ、政令で定める規模以上の面積を有する

　　

土地の区域であって、国または地方公共団体の所有するもののうち、当該自然環

　　

境を保全することが特に必要なものを原生自然環境保全地域として指定すること

　　

ができることとした。

　

イ

　

指定は、国が所有する場合にあっては所管行政機関の同意を、地方公共団体が

　　

所有する場合にあっては当該地方公共団体の同意を、また、関係都道府県および

　　

自然環境保全審議会(以下｢審議会｣という。)の意見を聞いて行なうものとした。

　

ウ

　

環境庁長官は関係都道府県知事および審議会の意見をきいて、原生自然環境保

　　

全地域に関する保全計画を決定するものとしその保全事業は原則として国が執行

　　

するものとした。

　

゜゛原生自然環境保全地域内においては、土地の形質を変更することなど原生自然

　　

環境保全地域内における自然環境の保全に影響を及ぼすおそれがある行為をして

　　

はならないものとした。
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(4)自然環境保全地域

　　

環境庁長官は原生自然環境保全地域以外の区域で自然的社会的諸条件からみてそ

　

の保全が特に必要なものを自然環境保全地域として指定することができるものとし

　

た。

　　

なお、自然公園法第２条第１号に規定する自然公園の区域は、自然境境保全地域

　

に含まれないものとした。

　　

その他、原生自然環境保全地域に準じて、保全計画、特別地区の指定、行為の制

　

限等についての規定を設けた。

(5)都道府県自然環境保全地域

　　

都道府県は条例で定めるところにより、その区域における自然環境が、自然環境

　

保全地域に準ずる土地の区域で、周辺の自然的社会的諸条件からみて、特にその保

　

全が必要なものを都道府県自然環境保全地域として指定するこ･とができるものと

　

し、本法の規制の範囲内で条例により必要な規制を定めることができることとし

　

た。

　　

なお、都道府県自然環境保全審議官を設けることとした。

(6)罰

　　

則

　　

等

　　

保全に関して設けられた行為の制限規定に違反した場合の罰則等を規定した。

　

首都圏整備法等の改正(昭和47年６月22日法律第87号)

　

首都圏の既成市街地における都市環境の悪化に対処するため、工業等の制限の目的

に、都市環境の整備改善に資することを加えるとともに、工場に対する制限基準面積

の引下げ、新増設に対する許可基準の強化等、所要の改善措置を講じた。

　

許可、認可等の整理に関する法律(昭和47年７月１日法律第111号)

　

行政の簡素化および合理化を促進するために行政改革３か年計画に基づいて行なっ

てきた許可、認可等の整理を引き続き推進するため、合計20の許可、認可等の整理

を行なった。

　

一般職の職員の給与に関する法律の改正(昭和47年11月13日法律第118号)

　

本法は、国家公務員の給与改定に関する人事院勧告を、勧告どおり、４月１日から

実施することとするもので、その要旨は次のとおりである。

(1)全俸給表の全俸給月額を改め、指定職以外の俸給表については4,400円ないし

　

１万6,400円、指定職俸給表については、１万6,000円ないし３万円引き上げた額

　

とした。

(2)医療職俸給表白の適用を受ける職員の初任給調整手当について、支給月額の限度

　

額を８万円から10万円に引き上げるとともに、支給期間の限度を30年から35年

　

に延長した。

(3)扶養手当の支給月額を、配偶者については2,200円から2,400円に、満18歳未満
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の子のりち２人までについてはそれぞれ600円から800円に、配偶者を欠く職員の

　

子のうち１人については1,400円から1,600円に引き上げた。

(4)通勤手当について、運賃等相当額の全額支給の限度額を月額2,800円から4,000円

　

に、運賃等相当額が4,000円をこえる場合における２分の１加算の限度額を月額

　

1ぶ)O円から2,000円に引き上げるとともに、自転車等使用者に対する支給額を月

　

額900円から、自転車等の使用距離が片道10キロメートル未満の職員にあっては

　

1,000円に、その他の職員にあっては1,500円に引き上げ、その他の職員のりち、

　

人事院規則の定めるところにより通勤不便であると認められる者にあっては月額

　

1,400円から1,800円に引き上げた。

　　

なお、交通機関等と自転車等の併用者に対する支給月額も引き上げた。

(5)委員、顧問、参与等の非常勤職員に対する手当について、その支給限度額を日額

　

9,000円から9,800円に引き上げることとした。

　　

３大蔵省関係

　

航空機燃料税法(昭和47年３月31日法律第７号)

　

本法は、空港整備等の緊急性にかんがみ、その財源の強化に資するため、航空機燃

料に対し、新たに航空機燃料税を課するもので、主な内容は次のとおりである。

(1)課

　

税

　

物

　

件

　　

航空機にその燃料として積み込まれる炭化水素油を課税物件とする。

　　

なお、航空機燃料税が課される揮発油については、揮発油税を免除することとす

　　

る。

(2)納税義務者

　　

次に掲げる者を納税義務者とする。ただし、国および地方公共団体は納税義務が

　　

ないものとする。

　　

ア

　

航空機の所有者。ただし、航空法に規定する使用者であることが契約により明

　　　

らかである場合には、当該使用者とする。

　　

イ

　

納税義務者となるべき航空機の所有者または使用者が国内に住所および居所を

　　

有しない場合には、航空機の機長とする。

(3)課税標準および税率

　　

航空機に積み込まれる航空機燃料の数量を課税標準とし、税率は１キロリットル

　

につき１万3,000円とする。ただし、一定の暫定軽滅税率を設けることとする。

(4)非

　　

課

　　

税

　　

本邦と外国との間を往来する航空機に積み込まれる航空機燃料については、その

　

積み込みについて承認を受けること等を要件として非課税とする。

(5)そ

　　

の

　　

他

　　

納税地、申告その他所要の規定を設けた。
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租税特別措置法の改正(昭和47年４月15日法律第14号)

(1)住宅対策として次の措置を講ずることとした。

　

ア

　

自己の居住の用に供する住宅を取得した個人について、次の住宅取得控除制度

　　

を創設することとした。

　　

哨

　

適用対象住宅は、昭和47年１月１日以降２年間に着工または購入した一定

　　　

規模以下の新築住宅とする。

　　

(ｲ)住宅の標準取得価額の１％相当額(最高２万円)を、居住の用に供した年以降

　　　

３年間所得税額から控除する。

　

イ

　

住宅貯畜控除制度について、その適用対象に勤労者財産形成貯蓄を頭金として

　　

勤労者が事業主等から住宅の割賦分譲を受ける場合を加え、その適用期限を２年

　　

間延長することとする。

　

ウ

　

給与所得者が住宅の譲渡または住宅資金の貸付けを受けた場合等の課税の特例

　　

および特定住宅地造成事業に係る譲渡所得の特別控除制度についてその適用期限

　　

を２年間延長することとする。

　

エ

　

登録免許税について、建設会社等の住宅貸付保証に伴う家屋の低当権設定登記

　　

の場合、その税率を0.1％(従来は0.4%)に軽減する。

(2)その他、当面の経済社会情勢に即応した公害対策および産業安全衛生対策、中小

　

企業対策、技術開発および情報化の推進ならびに農林漁業対策の促進のための措置

　

等を講じた。

　

日本開発銀行法の改正(昭和47年６月８日法律第58号)

(1)目的の改正

　　

｢経済の再建および産業の開発｣を最近の状況に適合するよう｢産業の開発および

　

経済社会の発展｣に改めた。

(2)業務範囲の拡充

　

ア

　

市街地再開発事業等既成市街地の整備改善事業に係る施設については、分譲部

　　

分の建設資金も貸し付けることができることとした。

　

イ

　

産業の振興を促進する必要がある地域において大規模工業基地の建設事業を行

　　

なう者に対し、大蔵大臣の認可を受けて、出資をするごとができることとした。

(3)借入金等のI限度額の引上げ

　　

日本開発銀行の借入金等の限度額を、自己資本の10倍(従来は６倍)とした。

　

所得税法の改正(昭和47年６月19日津津第76号)

(1)老人扶養控除の創設

　　

扶養親族のうち年令70才以上の者で障害者に該当しないものについて、通常の

　

扶養控除(14万円)に代えて、年額16万円の老人扶養控除を設けた。

　

｡●｡
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(2)その他、寡婦控除の拡充、工業所有権の使用料の源泉徴収、財産債務明細書の提

　

出不要限度額の引上げについて所要の措置を講じた。

　

４文部省関係

　

義務教育諸学校施設費国庫負担法及び公立養護学校整備特別措置法の改正(昭和47

年６月５日法律第53号)

(1)公立の小学校の校舎の新築または増築に要する経費の国庫負担率を３分の１から

　

２分の１に引き上げることとした。また、当分の間、都道府県が設置する養護学校

　

のうち、政令で定める小学部および中学部の建設に要する経費にかかる国庫負担率

　

を３分の２とすることとした。

(2)社会増による児童または生徒の増加に伴う校舎等の必要面積の算定基準を１年半

　

後の増加見込から３年後の増加見込に改めた。

(3)学校統合の校舎または屋内運動場の新築または増築については、学校統合を行

　

なった後の児童又は生徒数により必要面積を算定するという方式を改め、統合計画

　

ベースにより算定できることとした。

(4)その他盲ろう学校の校舎に係る工事費の算定基準を改める等の措置を講じた。

　

５厚生省関係

　

廃棄物処理施設整備緊急措置法（昭和47年６月23日法律第２号）

　

本法は、廃棄物処理施設の緊急かつ計画的な整備を促進することにより、生活環境

の改善と公衆衛生の向上とに寄与しようとするもので、その主な内容は次のとおりで

ある。

（1）厚生大臣は、昭和50年度までの間に実施すべき廃棄物処理施設整備計画の案を

　

作成し、閣議の決定を求めなければならない4,のとした。

（2）厚生大臣は、廃棄物処理施設整備計画の案を作成しようとするときは、あらかじ

　

め、経済企画庁長官に協議するとともに、し尿の処理と下水道の整備との総合的な

　

効果を確保するため、建設大臣と協議し、下水道整備５か年計画と相互調整を図ら

　

なければならないものとした。

（3）政府は、廃棄物処理施設整備計画の実施に必要な措置を講ずるものとした。

（4）地方公共団体は、廃棄物処理施設整備計画に即して、廃棄物処理施設の整備を行

　

なうよう努めなければならないものとした。

（5）本法施行に伴い、清掃施設整備緊急措置法は、廃止した。

　

老人福祉法の改正（昭和47年６月23日法律第96号）

（1）市町村は、70歳以上の者が医療保険による医療の給付を受けた場合に当該医療給

　

付の額が当該医療に要する費用の額に満たないときは、その満たない額（国民健康

　

保険にあっては一部負担金に相当する額）を老人医療費として支給することとし
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た。ただし、当該疾病または負傷について他の法令の規定により公費負担の医療叱

　

関する給付が行なわれたときは、支給しないものとした6

(2)市町村は、老人医療費の支給を受ける者が、厚生省令で定めるところにより、保

　

険医療機関等から医療を現物給付で受けた場合には、保険医療機関等に対し、老人

　

医療費の額を直接支払うことができることとした。

(3)市町村が支弁する老人医療費の支給に要する費用につき、国が８分の２、都道府

　

県が６分の１を負担することとした。

　

国民年金法等の改正(昭和47年６月23日法律第97号)

(1)国民年金法関係では、福祉年金等の額を47年10月分(ただし、拠出年金につい

　

ては47年７月分)から次のとおり引き上げることとした。

　　

老令福祉年金

　　　　　　　　　　

27,600円→39,600円

　　

障害福祉年金

　　　　　　　　　　

40,800円→60,000円

　　

障害年金の最低保障額

　　　　　　

90,600円→105,600円

　　

母子、準母子、遺児年金

　　　　　

91,200円→100,800円

(2)児童扶養手当法および特別児童扶養手当法関係では、児童扶養手当および特別児

　

童扶養手当の額を47年10月分から月額2,900円から4,300円に引き上げることと

　

した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

尚

　

６農林省関係

　

漁港法の改正(昭和47年６月26日法律第106号)

　

とくに公共性が高く、かつ事業規模の大きい特定第三種漁港の整備を促進するた

め、国以外の者が同種漁港の修築事業を施行する場合、漁港施設のうち、外郭施設お

よび水域施設に要する費用についての国の負担割合を100分の60から100分の70に

引き上げ、地元負担の軽減を図ることができるものとした。

　

中小漁業振興特別措置法の一部を改正する法律(昭和47年６月30日法律第109号)

(1)指定業種のうち、その経営を安定させるため緊急に構造改善を図ることが必要な

　

業種を政令で特定業種として指定し、当該業種について中小漁業構造改善計画の認

　

定制度を設けた。

(2)この認定を受けた計画に従って構造改善事業を実施する中小漁業者に対し、農林

　

漁業金融公庫から漁船の建造等に必要な資金を特別の融資条件(利率６分５厘、償

　

還期限18年以内、据置期間３年以内)で貸し付けるとともに、漁船の割増償却、合

　

併または出資を行なう場合に法人税、登録免許税を軽減する等税制上の特別措置を

　

講ずることとした０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｡｡｡
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７通商産業省関係

　

沖繩国際海洋博覧会の準備及び運営のために必要な特別措置に関する法律(昭和47

　

年５月１日法律第24号)

　

本法は、沖繩国際海洋博覧会の円滑な準備および運営に資するため、財団法人沖繩

国際海洋博覧会協会に対して、資金調達および人材確保のための協力と応援の措置を

講ずるもので、主な内容は次のとおりである。

(1)国は、沖繩国際海洋博覧会協会に対し、博覧会の準備および運営に要する経費に

　

ついて、予算の範囲内においてその一部を補助することができることとした。

(2)国家公務員または地方公務員が博覧会協会の職員となり再び公務員に復職した場

　

合における退職手当、共済年金等についての在職期間の取扱いについて、必要な特

　

例を設け、また、博覧会協会の役員および職員は、刑法その他の罰則の適用につい

　

ては、法令により公務に従事する職員とみなすこととした。

　

臨時石炭鉱害復旧法等の一部を改正する法律(昭和47年６月10日法律第60号)

(1)臨時石炭鉱害復旧法関係

　

ア

　

復旧の対象となる公共施設に、工業用水道および公園を追加するとともに、そ

　　

の他の公用または公共用施設についても政令で追加することとした。

　

イ

　

復旧不適農地の要件を緩和し、その農地を復旧することが著しく困難な場合に

　　

加え、復旧することが著しく不適当な場合においても石炭鉱害事業団が金銭補償

　　

を行ない得ることとし、さらに被害者の申出があったときは、復旧不適農地の買

　　

取りもできる制度を新たに設けることとした。なお、復旧することが著しく困難

　　

または不適当な家屋等についても、農地と同様金銭補償ができることとした。

　

ウ

　

国および都道府県は、金銭補償または時価買入れに要する費用に充てるため補

　　

助金を交付することとした。

　

エ

　

復旧工事に対する都道府県の補助金の交付について、従来の工事の施行者に交

　　

付する方式を事業団に一括交付する方式に改めた。

　

オ

　

国および都道府県が、鉱害を生じている土地の本来有していた効用以外の効用

　　

を有する土地にするため施行する工事、いわゆるみなし復旧工事に交付する補助

　　

金の率を、そのみなし復旧工事に係る復旧費の100分の75(従来は100分の65)

　　

に改めた。

　

ヵ

　

本法の有効期限を昭和57年７月31日まで、10年間延長した。

(2)産炭地域振興臨時措置法関係

　　

地方公共団体が、地方税法第６条の規定により、産炭地域のうち政令で定める地

　

区内において、製造の事業の用に供する設備を新増設した者について、地方税の免

　

除または不均一課税を行なった場合に、その減収額について普通交付税で補てんす

　

る措置の対象に事業税を加えた。
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工業再配置促進法(昭和47年６月16日法律第73号)

　　

‥

　

本法は、過度に工業が集積している地域から工業の集積の程度が低い地域への工揚

の移転およびその地域における工場の新増設を、環境の整備その他環境の保全および

雇用の安定に配意しつつ推進する措置を講ずることにより、工業の再配置を促進し、

もって国民経済の健全な発展を図り、あわせて国土の均衡ある発展と国民の福祉の向

上に資することを目的とするもので、その主な内容は次のとおりである。

(1)移転促進地域および誘導地域を政令で定めることとした、

(2)通商産業大臣は、関係行政機関の長と協議し、かつ、工場立地および工業用水審

　

議会の意見をきいて、目標年度における工業の業種別および地域別Ｑ配置の目標、

　

移転促進地域から誘導地域への工場の移転に関する事項、誘導地域における工場の

　

新増設に関する事項、工業の再配置に関連する環境の整備その他環境の保全および

　

労働力の需給に関する重要事項についての工業再配置計画を定め、公表しなければ

　

ならないこととした。

(3)関係都道府県知事は、工業再配置計画に関して、通商産業大臣に意見を申し出る

　

ことができるものとした。

(4)移転促進地域内の工場を誘導地域内に移転しようとする製造事業者がその工場の

　

減価償却資産を認定された移転計画に従って廃棄または譲渡するときごは、その者に

　

対する法人税または所得税の課税について特別の措置(加速償却)を講ずることとし

　

た。

(5)地方公共団体が、認定計画に従って移転促進地域内にある工場を誘導地域に移転

　

した者について、移転後の固定資産税を減免した場合は、３年間に限り、国はその

　

減収額について地方交付税により補てんするものとした。

(6)国は、工業の再配置を促進するため必要な財政上の措置その他の措置を講ずると

　

ともに、必要な資金を確保するより努めなければならないこととした。

(7)地方公共団体が誘導地域における工場用地の造成のために起こす地方債について

　

は、適切な配慮をするものとした。

　　　　　　　　　　　　

＼

　

産炭地域振興事業団法の改正(昭和47年６月16日法律第74号)

　

産炭地域振興事業団を工業再配置・産炭地域振興公団に改組し、従来の産炭地域振

興業務に加え、工業が過度に集積している地域から工業の集積度の低い地域へ工場を

移転しようとする製造事業者に対する移転資金の貸付けおよび工場跡地の買取り等の

事務、ならびに工業の集積度の低い地域における工場用地(住宅および道路その他の

関連施設の敷地を含む｡)の造成(地方公共団体の要請がある揚合に限る。)および管理

等の事務を追加した。

　

熱供給事業法(昭和47年６月22日法律第88号)

　

本法は、熱供給事業を新たな公益事業として位置づけ、熱供給を受ける者の利益を
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保護するとともに、熱供給事業の健全な発達を図り、熱供給施設の維持、運用等を規

制することによって、公共の安全を確保することを目的とするもので、その主な内容

は次のとおりである。

(1)熱供給事業を営もうとする者は、供給区域ごとに通商産業大臣の許可を受けなけ

　

ればならないこととした。

(2)地方公共団体以外の熱供給事業者は、３年以内において通商産業大臣が指定する

　

期間内に熱供給施設を設置し、その事業を開始しなければならないこととした。

(3)熱供給事業者は、正当な理由がなければ、何人に対してもその供給区域における

　

熱供給を拒んではならないこととした。また、熱供給事業者は、供給区域の熱供給

　

施設を使用して供給区域以外の地域において、一般の需要に応じ、熱供給を行なっ

　

てはならないこととした。

　

石油パイプライン事業法(昭和47年６月26日法律第105号)

　

本法は、石油需要の著増と交通事情の悪化の現状にかんがみ、新たに石油パイプラ

インによる合理的かつ安全な石油輸送の実現を図るため、石油パイプラインの設置、

石油パイプライン事業の規制、保安の確保等について必要な措置を講ずるもので、そ

の主な内容は次のとおりである。

(1)主務大臣は、石油パイプラインの適正かつ計画的な設置に関する基本方針、経路

　

の概要および完成の目標年度、輸送されるべき石油の種類および数量等の事項を内

　

容とする基本計画を定めることとした。

(2)石油パイプライン事業を営もうとする者は、石油パイプラインの系統ごとに、主

　

務大臣の許可を受けなければならないこととした。なお、主務大臣が許可をしよう

　

とするときは、自治大臣の意見をきき、自治大臣が意見を述べようとするときは関

　

係都道府県知事の意見をきかなければならないこととした。

(3)道路管理者は、石油パイプライン事業の導管について、道路占用の許可申請が

　

あった場合、当該申請に係る道路の占用が道路法の基準に適合するときは、その許

　

可を与えなければならないこととした。

(4)本法における主務大臣は、次のとおりとした。

　

ア

　

基本計画関係は、通商産業大臣、運輸大臣および建設大臣

　

イ

　

石油パイプライン事業の許可関係は、通商産業大臣および運輸大臣

　

ウ

　

事業用施設についての工事の計画および検査関係は、通商産業大臣、運輸大臣

　　

および自治大臣

　

Ｊ゛石油パイプライン事業の業務の監督関係は、通商産業大臣および運輸大臣

　

オ

　

事業用施設についての保安関係は、通商産業大臣、運輸大臣および自治大臣
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８運輸省関係‥

　

北海道開発のためにする港湾工事に関する法律の改正(昭和47年５月13日法律第

　

32号)

(1)国または港湾管理者が北海道開発のためにする港湾工事の費用のうちi水域施設

　

または外かく施設の建設または改良に係る費用の国の負担割合を離島を除き、10分

　

の10から10分の9,5とすることとした。

(2)この改正に伴い、離島振興法の港湾工事に係る費用負担に関する規定および特定

　

港湾施設整備特別措置法の特定港湾施設工事に係る費用負担に関する規定につい

　

て、所要の整備を行なった。

　

日本鉄道建設公団法の改正(昭和47年６月９日法津第59号)

(1)公団の業務として、地方鉄道に係る鉄道施設等で大都市圏に存するものの建設お

　

よび大改良を行ない、完成後同施設を地方鉄道業者等に対し譲渡する業務を追加し

　

た。

(2)これらの施設の建設または大改良については、地方鉄道業者等の申出に基づいて

　

運輸大臣が工事実施計画を定め、これを公団に指示することとした。

(3)工事実施計画の指示があったときは、公団が当該建設または大改良を行なうり)

　

とし、公団および地方鉄道業者等は、当該建設または大改良､の実施の方法等につい

　

て協議することとした。

　

都市モノレールの整備の促進に関する法律(昭和47年11月17日法律第129号)

　

本法は、都市モノレールが都市における交通機関として果たす役割にかんがみ、都

市モノレールの整備の促進に関し必要な措置を定めることにより、都市における交通

の円滑化を図り、もって公衆の利便の増進に寄与することを目的とするものであっ

て、その主な内容は次のとおりである。

(1)都市モノレールは、その路線が都市計画区域内に存する部分については、都市計

　

画において定めるものとした。

(2)国および地方公共団体は、都市モノレールの整備の促進に資するため必要な財政

　

上の措置その他の措置を講ずるよう努めなければならないものとした。

　

９労働省関係

　

勤労婦人福祉法(昭和47年７月１日法律第113号)

　　　　　　　　　　　　　

ン

　

本法は、勤労婦人の福祉に関する原理を明らかにするとともに、職業生活と育児、

家事その他の家庭生活との調和の促進等の措置を推進することにより、勤労婦人の福

祉の増進と地位の向上を図ろりとするもので、モの主な内容は次のとおりである。

(1)国および地方公共団体は、勤労婦人の福祉について、必要な啓発活動を行なうも

　

のとした。

(2)労働大臣は、勤労婦人の福祉に関する施策の基本となるべき方針を定めるものと
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した。

(3)国および地方公共団体は、勤労婦人について、職業指導の充実、職業訓練の奨励

　

等の福祉の措置を講ずることとした。

(4)事業主は、その雇用する勤労婦人について、妊娠中および田産後の健康管理に関

　

する配慮および勤務時間の変更等必要な措置を講ずるように努め、必要に応じ育児

　

休業の実施その他の育児に関する便宜の供与を行なうよう努めるものとした。

(5)地方公共団体は、勤労婦人の福祉に関する事業を総合的に行なう施設として、働

　

く婦人の家を設置するよう努めることとした。

　

10建設省関係

　

治山治水緊急措置法の改正(昭和47年５月16日法律第35号)

(1)農林大臣は、新たに昭和47年度を初年度とする治山事業５か年計画の案を、建

　

設大臣は、新たに昭和47年度を初年度とする治水事業５か年計画の案を、それぞ

　

れ作成し、閣議の決定を求めなければならないものとした。

(2)これに伴い、国有林野事業特別会計法および治水特別会計法の所要の改正を行

　

なった。

　

住宅金融公庫法の改正(昭和47年５月22日法律第36号)

(1)都市再開発法による施設建築物等の建設に必要な資金にあわせて、その建設に附

　

随して必要とする土地または借地権の取得に要する費用を貸し付けることができる

　

ものとした。

(2)施設建築物等(土地等の取得を含む｡)または特定中高層耐火建築物を購入する者

　

に対しその購入に要する資金を貸し付けることができるものとした。

(3)特定中高層耐火建築物の建設と購入にかかる貸付金の利率は、住宅部分について

　

は年７分、非住宅部分については年７分５厘、償還期間は10年以内とするものと

　

した。

(4)個人住宅等に対する貸付対象床面積の限度を67平方メートル以上で主務大臣が

　

定める面積とするものとした。

(5)地方公共団体等以外の者が行なう住宅分譲事業に対する貸付金の利率は政令で定

　

めるものとし、宅地造成事業に対する貸付金の償還期間は新住宅市街地開発事業そ

　

の他政令で定める大規模な事業にあっては、７年以内とするものとした。

(6)地方公共団体等以外の住宅分譲事業者および宅地造成事業者の行なった事業で、

　

住宅または宅地等を分譲する場合の譲渡価額の基準は主務省令で定めるものとし

　

た。

　

下水道事業センター法(昭和47年５月29日法律第41号)

(1)地方公共団体における下水道事業の執行体制の現状にかんがみ、下水道事業セン
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ターを設立することとした。

(2)下水道事業センターは法人とし、センターの資本金は、その設立に際し政府およ

　

び地方公共団体が出資する額の合計額とするものとした。

(3)木セｙターの設立には、都道府県知事または市長の全国的連合組織の推薦する知

　

事および市長ならびに下水道事業等についての学識経験者15人以上が発起人とな

　

り、定款を作成し、建設大臣の認可を受けて設立するものとした。

(4)本センターは、目的達成のため、次の業務を行なうこととした。

　

ア

　

地方公共団体の委託に基づき、下水道の整備に関する計画の策定および事業の

　　

施行ならびに下水道の維持管理に関する技術的援助を行なうこと。

　

イ

　

地方公共団体の委託に基づき、終末処理場およびこれに直接接続する幹線管

　　

渠、終末処理場以外の処理施設ならびにポンプ施設の建設を行なうこと。

　

ウ

　

下水道に関する技術を担当する者の養成および訓練を行なうこと。

　

エ

　

下水道に関する技術を開発し、これを実用化することを促進することを促進す

　　

るために研究、調査および試験を行なりこと。

(5)国および地方公共団体は、本セｙターの業務の円滑な運営が図られるよりに、適

　

当と認める人的および技術的援助をする等必要な配慮を加えるものとした。

(6)本センターの財務および会計については、本センターが長期または短期の借入金

　

をずることができるものとするとともに、政府および地方公共団体は、=本センター

　

の長期借入金に係る債務について保証することができるものとした。し

　

河川法の改正(昭和47年６月１日法律第47号)

(1)河川管理者は、治水利水の両面から広域的に水管理を行なり目的をもって、河川

　

の流水の状況を改善するため、２以上の河川を連絡させる河川工事により、新たに

　

流水を占用することができることとなる特別水利使用者に、当該工事およびその工

　

事により設置される河川管理施設の管理に要する費用の一部を負担させることがで

　

きるものとした。

(2)一級水系または二級水系の法定外河川についても、市町村長が準用河川の指定が

　

できるよう指定制度を拡大することとした。

　

特定多目的ダム法の改正(昭和47年６月６日法律第54号)

(1)建設大臣は、治水上および利水上緊急に建設する必要がある多目的ダムで水需要

　

の十分あるものについては、都市用水に係るダム使用権の設定予定者が特定してい

　

ない段階においても、政令の定める期間内にこれを特定する見込みが十分あるとき

　

は、基本計画を定め、その建設に着手できるものとし、これに伴い、ダム使用権の

　

設定予定者の費用負担に関し、所要の改正を行なった6

(2)これに関連し、多目的ダムの建設に要する費用のうち、特定していない都市用水
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に係るダム使用権の設定予定者の負担金に相当するものの財源にあてるため、治水

　

特別会計の特定多目的ダム建設工事勘定に借入金制度を設けるものとし、治水特別

　

会計法について所要の改正を行なった。

　

都市公園等整備緊急措置法(昭和47年６月15日法律第67号)

(1)本法における｢都市公園等｣とは、都市公園法により地方公共団体が設置する都市

　

公園、都市計画施設である公園、緑地で国が設置するものおよび国、地方公共団体

　

以外の者が設置する都市計画施設である公園、緑地で政府関係機関または地方公共

　

団体の財政援助に係るものをいうものとした。

(2)建設大臣は、新たに昭和47年度を初年度とする都市公園等整備５か年計画の案

　

を作成して、閣議の決定を求めなければならないものとし、その計画には、５か年

　

間に行なうべき事業の実施目標および事業の量を定めなければならないものとした。

(3)政府は、都市公園等整備５か年計画を実施するため必要な措置を講ずるものと

　

し、地方公共団体は、その計画に即して、都市公園等の緊急かつ計画的な整備を行

　

なりよう努めなければならないものとした。

　

新都市基盤整備法(昭和47年６月22日法律第86号)

　

本法は、人口集中の著しい大都市の周辺地域における新都市の建設に関し新都市基

盤整備事業の施行その他必要な事項を定吟、大都市圏における健全な新都市の基盤整

備を図り、もって大都市における人口集中と宅地需給の緩和に資するとともに大都市

圏の秩序ある発展に寄与することを目的としたもので、その主な内容は次のとおりで

ある。

(1)新都市基盤整備事業を施行する区域を市街化区域内において都市計画として決定

　

し、その際、施行区域内の市街化のために必要な幹線道路、鉄道地区公園等の根幹

　

的な公共施設(根幹公共施設)および施行区域の市街化としての開発発展の中核とな

　

るべき一団地の住宅施設および教育施設、医療施設、購買施設等の福祉利便施設か

　

らなる地区開発誘導地区の配置計画を定めるものとした。

(2)新都市基盤整備事業は、地方公共団体または日本住宅公団が施行するものとした。

(3)施行者は、根幹公共施設および開発誘導地区に必要な用地を取得するため、施行

　

区域内の各筆の土地について、各筆の土地の面積に一定の割合を乗じて得た面積の

　

土地を収用することができるものとした。

(4)施行者は、必要な用地の取得の完了後、土地整理を実施する禿め、その用地を根

　

幹公共施設および開発誘導地区に集約し、その他の民有地については、土地区画整

　

理に準じた方法で土地の区画形質の変更、土地の交換分合、公共施設の変更等を行

　

なうものとした。

(5)施行者は、処分計画に従って、根幹公共施設の用地はその管理者に、開発誘導地

　

区内の用地は施行者が自ら造成を行なうものを除き公的宅地開発機関に譲渡するも
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のとした。

（6）新都市基盤整備事業に要する費用は、施行者の負担とするものとし、国は施行者

　

に対し、同事業に必要な資金の融通等の援助に努めるものとした。

（7）建設大臣は、施行者である都道府県または日本住宅公団に対し、都道府県知事は

　

その他の施行者に対し、新都市基盤整備事業の適正を確保するため必要な監督を行

　

なうものとした。
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